
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「次世代自動車用高性能蓄電システム技術開発」 

事後評価報告書 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成２５年１月 
 
 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

研究評価委員会 

 

 

 



平成２５年１月 
 
 
独立行政法人新エネルギー･産業技術総合開発機構 
理事長 古川 一夫 殿 

 
 
 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

研究評価委員会 委員長 西村 吉雄 

 
 
 
 
ＮＥＤＯ技術委員・技術委員会等規程第３３条の規定に基づき、別添のとおり

評価結果について報告します。 

 



 

 

 
 
 
 

目 次 
 
はじめに 1 
分科会委員名簿 2 
審議経過 3 
評価概要 4 
研究評価委員会におけるコメント 7 
研究評価委員会委員名簿 8 
 
第１章 評価 

１．プロジェクト全体に関する評価結果 1-1 
１．１ 総論 
１．２ 各論 

２．個別テーマに関する評価結果 1-22 
２．１ 要素技術開発（電池モジュール） 
２．２ 要素技術開発（電池材料） 
２．３ 要素技術開発（周辺機器） 
２．４ 次世代技術開発 
２．５ 基盤技術開発 
 

３．評点結果 1-48 
 
第２章 評価対象プロジェクト 

１．事業原簿 2-1 
２．分科会における説明資料 2-2 

 
参考資料１ 評価の実施方法 参考資料 1-1 
参考資料２ 評価に係る被評価者意見 参考資料 2-1 
参考資料３ 分科会議事録 参考資料 3-1 
参考資料４ 評価結果を受けた今後の取り組み方針について 参考資料 4-1 
 
 



 

1 

はじめに 
 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構においては、被評価プロ

ジェクトごとに当該技術の外部専門家、有識者等によって構成される研究評価

分科会を研究評価委員会によって設置し、同分科会にて被評価対象プロジェク

トの研究評価を行い、評価報告書案を策定の上、研究評価委員会において確定

している。 
 
本書は、「次世代自動車用高性能蓄電システム技術開発」の事後評価報告書で

あり、第３１回研究評価委員会において設置された「次世代自動車用高性能蓄

電システム技術開発」（事後評価）研究評価分科会において評価報告書案を策定

し、第３４回研究評価委員会（平成２５年１月１５日）に諮り、確定されたも

のである。 
 
 
 

平成２５年１月 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

研究評価委員会 
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審議経過 
 
● 第１回 分科会（平成２４年１０月４日） 

公開セッション 
１．開会、分科会の設置、資料の確認 
２．分科会の公開について 
３．評価の実施方法について 
４．評価報告書の構成について 
５．プロジェクトの概要説明 

非公開セッション 
６．プロジェクトの詳細説明 
７．全体を通しての質疑 

公開セッション 
８．まとめ・講評 
９．今後の予定、その他、閉会 

 
● 現地調査会（平成２４年９月２７日） 

（１）株式会社 GS ユアサ 京都事業所（京都市） 

       （２）ダイキン工業(株) 滋賀製作所 （草津） 

 
 
● 第３４回研究評価委員会（平成２５年１月１５日） 
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評価概要 

 
１．総論 
１）総合評価 
飛躍的な発展が期待される自動車用電池分野において、日本の得意分野であ

る次世代電気自動車やハイブリッド自動車用電池の広範囲にわたる研究開発を

含む意欲的なプロジェクトである。プロジェクトとしての目標設定は明確であ

り、それに対する計画が組まれ、実施のための予算配分が行われ、概ね目標を

達成する開発成果が得られている。また、国際標準化に関しても大きな成果が

得られており、評価できる。 
一方で、次世代電気自動車等の動向を考えると、低コスト化は避けて通れな

い課題である。この点に関して、NEDO 自身がより積極的に関与して真に国際

競争力に耐えうる低コスト化への方策を示すべきであった。また、これらを含

め全体的に成果の受け手となる企業の専門家からもっと頻繁な意見聴取や助言

を得るべきではなかったか。 
今後、これらの成果を踏まえていかに実用化するかという、もっとも困難な

段階に移るが、引き続き、実用化に向けた技術開発を促進してほしい。 
 
２）今後に対する提言 
いくら優れた技術でも、製品が売れないと産業としては成り立たない。材料

の価格のみならず製造プロセスを含めたコストパフォーマンスを如何に達成し

てくかが今後の最重要課題である。さらに、リチウム電池に関するライバルは

海外企業であり、事業に費やせる原資も限られる現状を踏まえて、5 年という長

期の事業については、外部情勢の変化に対して、速やかなフィードバックが重

要と考える。本プロジェクトの技術開発項目ではないが、特に EV の充電方法

に対して SAE（Society of Automotive Engineers）はコンボ方式を採用するこ

とを決定し、日本のチャデモ方式とは別方式になったことなど、既に外部情勢

の変化が生じている。リスクはあるが中間段階で事業内容や実施者の選択と集

中、目標値の変更を柔軟に行い、開発の効率化や実用化までのスケジュールの

短縮化を図ることが今後更に必要になるのではないか。 
 
２．各論 
１）事業の位置付け・必要性について 
蓄電技術は、ハイブリッド自動車、電気自動に共通するコアな技術である。

しかしながら、蓄電技術は、民生分野において、かつては日本が絶対優位にあ
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った技術であるが、現時点では外国メーカーの台頭が著しくシェアが奪われつ

つある。このような現状において、自動車メーカー、電池メーカー等、幅広い

業種の国際競争力強化につながる本事業の目的は妥当である。また、民間企業

のみの活動には限度があり、NEDO の関与による事業推進は妥当である。米、

韓、中などが、EV 開発に巨額の国の支援があるのに対し、日本はむしろ少な

い。 
 
２）研究開発マネジメントについて 
研究開発の目標は戦略的、定量的に設定されている。「要素技術開発」の研究

開発目標については、市場アウトプットであるモジュールを想定し設定されて

いる。また、実用的観点（エネルギー密度、出力密度、寿命、安全性）が盛り

込まれている。「基盤技術開発」では電池の性能評価、劣化解析、安全評価など

数値目標が設定しにくい面があるが、これらの中の評価要素を的確に抽出して

数値目標を設定している。また、研究開発計画及び研究開発実施の体制もほぼ

妥当である。特に電池開発の企業は、事業化能力のある企業が実施者として選

定されている。 
一方、車載搭載用の蓄電池開発を意識している限りにおいては、電池性能目

標が重量エネルギー密度と重量パワー密度だけであるはずがなく、開発目標が

いまひとつ明確でない。蓄電技術は、基礎研究機関、材料メーカー、電池製造

メーカー、システム開発メーカー、ユーザーの各々の連携が、特に重要な分野

であり、これらを包括的にまとめていくことが重要となる。目標達成のために

必要な実施者間の連携については、十分とは言えず、技術の受け取り手となる

企業の専門家からもっと頻繁な意見聴取や助言を行うべきではなかったか。 
 
３）研究開発成果について 
プロジェクト全体としての目標達成度及び成果の意義は評価できる。目標未

達成の課題については原因を究明し、その課題達成のため具体的方策を提案し

ている。また、国際標準化に向けた提案もなされている。 
一方、成果の大半は世界最高水準にあると言っても、最終的には低コスト化

と安全性の達成が必須である。本プロジェクトの成果としては、総じてこの点

が十分とは言えない。知的財産として国際的に権利化することもプロジェクト

の重要な使命であるが、これについては各委託先に全面的に任されており、

NEDO 自身の知的財産戦略が希薄であった。特に，大学が中心の「次世代技術

開発」では成果発表数に対する特許出願数が著しく少ない。積極的な知財獲得

のための NEDO 支援を今後検討していただきたい。 
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４）実用化、事業化の見通しについて 
実用化へのロードマップとして、2015 年、2020 年、2030 年以降と目標ガイ

ドラインを設定し、またこの分野の各国の競争力を的確に分析するなど実用化

に向けての課題設定が的確になされている。電池構成材料、周辺技術に関して

は、2015 年以降の実用化目標に対し、材料で 5 社、周辺技術で 2 社が実用化の

取り組みを開始しており評価できる。電池開発はユーザーに最も近い開発であ

り、少なくとも３年後には実用化を果たせるような計画を考えてほしい。 
一方、EV、PHEV の市場規模、今後の成長性への期待は高いものの、自動車

メーカーの掲げる目標と比較すると立ち上がりが鈍い。市場形成を促進するた

めには、コストダウンに向けた方策の方が、高エネルギー密度化に向けた方策

より重要度・緊急度が高いのではないか。全体的に開発スピードがやや遅く、

コストについてはあまり明確なデータが示されていない。性能評価のみでなく、

コストも考慮した評価方法の支援を行う委員会の設置とそれによる提案・支援

助言が必要であろう。 
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研究評価委員会におけるコメント 

 

第３４回研究評価委員会（平成２５年１月１５日開催）に諮り、本評価報告

書は確定された。研究評価委員会からのコメントは特になし。 
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第 1章 評価 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
この章では、分科会の総意である評価結果を枠内に掲載している。なお、枠

の下の「○」「●」「・」が付された箇条書きは、評価委員のコメントを原文の

まま、参考として掲載したものである。 
 
 



 

1-1 

１．プロジェクト全体に関する評価結果 
１．１ 総論 
１）総合評価 
飛躍的な発展が期待される自動車用電池分野において、日本の得意分野であ

る次世代電気自動車やハイブリッド自動車用電池の広範囲にわたる研究開発を

含む意欲的なプロジェクトである。プロジェクトとしての目標設定は明確であ

り、それに対する計画が組まれ、実施のための予算配分が行われ、概ね目標を

達成する開発成果が得られている。また、国際標準化に関しても大きな成果が

得られており、評価できる。 
一方で、次世代電気自動車等の動向を考えると、低コスト化は避けて通れな

い課題である。この点に関して、NEDO 自身がより積極的に関与して真に国際

競争力に耐えうる低コスト化への方策を示すべきであった。また、これらを含

め全体的に成果の受け手となる企業の専門家からもっと頻繁な意見聴取や助言

を得るべきではなかったか。 
今後、これらの成果を踏まえていかに実用化するかという、もっとも困難な

段階に移るが、引き続き、実用化に向けた技術開発を促進してほしい。 
 
〈肯定的意見〉 
○ 蓄電技術は次世代型のエネルギー利用において中核技術の一つであり、今

後、アジア、米・欧州などの技術的追い上げが予測される中、国策として

資金を投じるべき（NEDO の関与）技術であったと考える。体制につい

ても、実用化を主眼とした最終製品製造メーカー（電池、材料）での開発

を筆頭に、次世代技術（コアは材料技術にある）を開発する大学・材料メ

ーカー及び基盤技術を開発する公的機関の参画があり妥当である。 
プロジェクト開始時の目標は、報告上は概ね達成できており、（達成見

込みを含め）、国際標準化に向けた提案もなされており、総合的にはその

成果は評価できる部分が多い。また、開発実施後、実用化課題もクリアに

なり、今後、焦点をあて、技術開発を加速すべき課題も絞れるのではない

かと考える。 
電池構成材料、周辺技術に関しては、2015 年以降の実用化目標に対し、

計画通り、実用化取り組みを開始されている。また、NEDO としても後

継テーマの立ち上げ、計画を実施されており、実用可能性の高い技術に対

する支援（計画含む）もあり、メーカーとしても、実用化・事業化に向け

た開発シナリオが描きやすいと感ずる。 
○ 近年の地球温暖化対策やエネルギー問題に対するプロジェクトとしては

実にタイムリーなテーマであったといえる。 
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○ プロジェクトの内容に関しては、日本の得意分野である次世代の電気自動

車やハイブリッド自動車用電池の広範囲にわたる研究開発を含んでおり、

必ずや近い将来の日本の産業界に大きなインパクトを与える内容になっ

ている。 
○ プロジェクトとしての目標設定が明確で、それに対する計画が組まれ、実

施のための予算配分が行われ、開発成果が得られており大いに評価できる。

また、その成果が、学会等の公の場で発表し、客観的批評を受けている点

も適切な対応と考えられる。相対的には世界レベル、あるいは世界をリー

ドする成果が得られていると判断できる。 
○ 中間評価を経て、ここまで開発を継続して多くの成果を出した。各々の開

発目標に対し、概ね達成レベルをクリアしており、大変すばらしいと考え

る。今後はこれらの成果をいかに実用化するかという、ある意味ではもっ

とも困難な場面に移るわけである。本事業の真の成果が問われると同時に

技術の成果が世界に問われることになる。引き続き、実用化に向けて研究

開発を促進してほしい。 
○ 「要素技術開発」では、2015 年を目処とした高性能リチウム電池の実用

化を、「次世代技術開発」では、2030 年以降を念頭に革新的な 2 次電池を

開発することを、「基盤技術開発」では、寿命診断、電池性能評価・安全

性試験の規格化等を目標に、参画企業、大学、研究所が幾つかの成果を上

げ、大きな予算を集中的に投入した成果が認められた。電池の性能向上に

寄与したと考えて良い。 
○ GS ユアサ：高出力劣化の大きい NMC 正極と出力特性の良い LFP 正極

を混合することによって、高寿命化を図った。 
○ パナソニック：GS ユアサ、日立に比べて、体積エネルギー密度、体積出

力密度が大きい点は実用性を考えると良い。 
○ 本プロジェクトは、リチウムイオン電池に関わるイノベーションに繋がる

様々な成果を挙げていると言う点で評価できる。 
○ 今後飛躍的な発展が期待される自動車用電池分野において、意欲的な事業

であると考える。特に、国際標準化に関しては大きな成果が得られたと思

う。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
● 次世代の電気自動車等の動向を考えると、コストパフォーマンスは避けて

通れない課題であるが、この部分に関して委託企業の意向に沿った感があ

る。NEDO 自身がより積極的に関与して真に国際競争力に耐えうるコス

トパフォーマンスへの関与を行なった方が良かったのではないか。 
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● 要素技術③（車両駆動用モータ）に関しては、他のテーマと少しかけ離れ

た内容になっており、またプロジェクトの題名からしても違和感があった。

車両駆動用モータは次世代自動車にとって欠くことのできない開発技術

であるが、電池モジュールや材料との間に連携が取れていない。 
● 事業内容が、電池開発、材料開発、周辺技術開発、将来技術開発と多岐に

わたっているが、それらの出口戦略が必ずしも明確とは思えない。後継計

画で実用化を目指すためのインキュベーション事業と考えるにしても、5
年は長すぎるのではないか。海外メーカーを含めた開発競争に対するスピ

ード感の問題ではあるが。 
● 事業の委託者が多過ぎると感じる。委託先間の競争を意識したのかも知れ

ないし、薄く広く技術を拾い上げることも重要ではあるが、中間評価以降

は有望技術に資金を集中して、実用化までのスケジュールを短縮し、海外

メーカーに対するリーディングタイムを長く取るというような戦略もあ

り得るのではないか。 
● 事業の位置づけで、例えば、運輸部門の石油依存度の数値を位置づけとし

てあげていたが、震災の影響で、その数値が妥当であるのか、疑問が残る。

状況に応じて、目標、あるいは事業の位置づけの中間での見直しがあって

も良いと思われた。 
● EV, PHEV の真の市場性、これら次世代自動車が本当に大きな需要を創出

するのかなど、時代とともに刻々と変化する市場動向を分析し見極める

NEDO インテリジェンスが必要である。現代における５年と言うのはか

なり長い期間である。５年前に立てた１次計画を修正しつつ、時代にあっ

た新リチウムイオンテクノロジーの計画修正は、コスト的にも国際競争力

の高いものになると期待される。この点に関しては、NEDO 推進部の適

切な総括・ナビゲーションがやや足りない感がある。 
● 目標値がほとんどの各テーマで実現されており、実施中の努力も当然ある

が計画段階での実現の安全性思考が感じられる。一部の成果を除いて、大

学と企業との技術開発成果の連携性が弱く、PJ の後半での意識的なマッ

チング体制の構築が必要ではなかったか。PJ 主旨との整合性が必要で目

標値達成のみでは不十分と考えられる。 
● 研究開発目標は、技術動向、市場動向を踏まえ、タイムリーに変更すべき

ものであり、少なくとも、中間時点で目標（明らかとなった重点開発課題

解決目標を盛り込む）を変更すべきプロジェクトであったと感ずる。 
● 次世代蓄電技術において材料技術の比重は高い。しかしながら、材料開発

目標の設定が、曖昧であり、材料開発担当機関が各々の解釈で目標設定し

ているようにも見える。材料開発メーカーで評価可能な目標にブレークダ
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ウンする協力体制を組み込むことが望ましい。 
● 体積エネルギー密度に関しては当初目標をクリアしている。しかし、昨今、

実用化に際しては自動車用電池性能のうち、特に車両搭載を考慮した体積

エネルギー密度への要求が厳しくなってきている。更なる体積エネルギー

密度の向上が必要と思われる。 
● 技術を守るには知財権を確実に取得することが重要であり、特に、次世代

技術開発において、成果発表数に対する特許出願が著しく少ない。資金を

投じたからには、知財権を確実に取得することが重要であり、この分野の

開発おいても出願を積極的進めるべきと考える。 
 
〈その他の意見〉 
・ 評価手法の策定においては、ユーザーにおける使用法を考慮する必要があ

り、更には、材料からユーザーでの使用法までの幅広い知見が必要である。

ユーザー（自動車メーカー）など適切な機関の参画を検討することも必要

ではないか。 
・ 大学では、研究の独自テーマの展開と競争相手の追跡が主体で、知財獲得

の努力が弱かったと判断される。電池開発担当企業からは、世界をリード

する開発成果が得られているが、隣国である韓国・中国でもほぼ同じ構成

材料から成る電池が最近出荷されており、知財保護、新技術の拡散防止、

製造プロセス開発、価格競争に勝てる工夫が、日本企業側および NEDO
に求められていると考えられる。 

・ 論文・学会発表は多いが、特許化されているものがあまりに少なく、次世

代自動車産業への本気の適用をあまり意識していない点が気になる。 
・ 本事業は NEDO の事業として、大変価値あるものであったと考える。今

後もこのような事業を引き続き展開してほしい。 
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２）今後に対する提言 
いくら優れた技術でも、製品が売れないと産業としては成り立たない。材料

の価格のみならず製造プロセスを含めたコストパフォーマンスを如何に達成し

てくかが今後の最重要課題である。さらに、リチウム電池に関するライバルは

海外企業であり、事業に費やせる原資も限られる現状を踏まえて、5 年という長

期の事業については、外部情勢の変化に対して、速やかなフィードバックが重

要と考える。本プロジェクトの技術開発項目ではないが、特に EV の充電方法

に対して SAE（Society of Automotive Engineers）はコンボ方式を採用するこ

とを決定し、日本のチャデモ方式とは別方式になったことなど、既に外部情勢

の変化が生じている。リスクはあるが中間段階で事業内容や実施者の選択と集

中、目標値の変更を柔軟に行い、開発の効率化や実用化までのスケジュールの

短縮化を図ることが今後更に必要になるのではないか。 
 
〈今後に対する提言〉 
・ 20 年ほど前には日本が世界をリードしてきた産業技術が、昨今では韓国

や中国といった新興国にそのシェアのトップの座を明け渡している。いく

ら優れた技術を有していようが、開発した製品が売れないようでは産業と

しては成り立たない。材料の価格のみならず製造プロセスを含めたコスト

パフォーマンスを如何に達成してくかが今後の最重要課題である。 
・ リチウム電池に関するライバルは今や国内企業ではなく海外企業であり、

事業に費やせる原資も限られる今日、リスクはあるが事業内容や委託先の

選択と集中が必要なのではないか。 
・ 本事業の様に 5 年という長期の事業については、外部情勢の変化に対する

速やかなフィードバックが重要と考える。中間評価を厳密にして、目標値

の変更や委託先の選択と集中等により、開発の効率化やスピードアップを

図ることが必要ではないか。 
・ 蓄電技術は、基礎研究機関 ⇒ 材料メーカー ⇒ 電池製造メーカー ⇒ シ

ステム開発メーカー ⇒ ユーザーの各々の連携が、特に重要な分野であり、

これらを包括的にまとめていくことが重要となる。これだけの体制を

NEDO がマネジメントするのは相当の困難があった推察する。包括的に

まとめ、NEDO を補佐する第３者機関のマネジメント体制への参画を検

討することも考えてほしい。 
・ 課題解決を急ぎ、高性能、低コストモジュールを当初計画通り 2015 年に

実用化できるのであれば、開発の加速、事業化当初の損失に対し、国から

実用化助成を積極的に出し、応援して頂きたい。 
・ 電池材料は日本蓄電技術の中でも、特に、重要な技術であり、材料メーカ
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ーの力を付け、材料的側面からの技術レベル向上を図ることは重要である。

次世代材料の実用化に関しては、国として積極的支援（資金、評価体制）

を継続していただきたい。 
・ パナソニック以外の電池は体積エネルギー密度が小さすぎると思われ、今

後の改善が必要となる。 
・ 安全性試験で正極の Al 箔（活物質未塗布部分）が負極と接触すると熱暴

走しやすいという報告があり、厳しい方法での内部短絡試験が必要。 
・ 朝日新聞(2012.10.17)によると、EV の充電方法に対して SAE（Society of 

Automotive Engineers） はコンボ方式を採用することを決定し、日本の

チャデモ方式とは別方式になった。充電に限らず、国際規格と異なる方式

を日本が採用すると、日本車の海外展開が困難になるので、SAE 等の動

きをウォッチしながら、開発を進める必要がある。 
・ 自動車用途では、安全性およびコストを強く意識した電池の出現が求めら

れているので、その対応関連テーマの設定も必要と考えられる。社会的状

況の変化を強く意識した開発テーマの柔軟な対応が必要で、５年や８年間

の長期的継続される PJ では、中間段階で実施内容の社会的ニーズ、実施

組織体制の見直しを含めた評価や組み換えも重要と考えられる。目標達成

のみを重視せず、チャレンジ性も評価項目に加え、本来の｢革新的｣を追及

してほしかった。 
・ 気になる点は、開発当初の目標が、成果時点で達成される事は良いが、電

池の様に技術進歩が著しい分野では、その当初目標が、開発当初の目標果

たして良いのか、疑問が残るところも見受けられた。 
・ 今後、EV, PHEV などの需要がどのくらい伸びるのか、あるいは、ある一

定の小さい市場が飽和した後の世界を冷静に予測して、次世代エコ自動車

に求められるエネルギー貯蔵補完のシステムについて、ブレーンストーミ

ングする必要がある。 
・ 今後の成果の実用化は非常に重要なステージであると考える。実用化なく

して本開発の意味は薄まってしまう。現在実施しなければならない、いい

かえれば環境悪化阻止のための重要な技術を確実にものにすること、我が

国独自の技術を確立し、世界のトップを維持することのためにも本成果の

実用化に対し、一層の連携強化と支援が必要と考える。 
 
〈その他の意見〉 
・ 大型電池の国際規格関連では、これまでの PJ 実績を踏まえて、日本が不

利益を被らないように、今後も積極的に活動してほしい。組織体制の中で

｢技術委員会｣の役割が見えにくいので、成果発表など責任担当を持たせて
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はどうか。｢要素技術｣や｢次世代技術｣で、実用化に近い成果は、NEDO
主導で新たな事業展開テーマとして選定し、推進することが必要と考えら

れる。また、新たな開発テーマを PJ の主旨に沿って予算的処置は少なく

とも毎年公募で採用し、新参加者による新風を注入する必要があったと思

われる。 
・ 米自動車技術者協会は、電気自動車（EV）の充電方式で、欧米自動車メ

ーカーが推進する「コンバインド・チャージング・システム（コンボ）」

と呼ばれる規格を採用すると発表した（朝日新聞、H24.10.16）。電気自

動車に関する国際標準化対策を十分検討してきはずであるが、日本の自動

車業界にとっては極めて深刻な情勢ではないかと考えられる。 
・ 技術的に、あるいは新材料の開発において多くの努力が行われているが、

低コスト化と言う観点からは、為替の問題等もあり、それらの技術が必ず

しも生きてこない場合が考えられる。国家として、別の観点から取り組む

ことは不可欠であると考えられる。 
・ 革新型電池関連開発は RISING プロジェクトにおいても同様の開発が行

われている。国家プロジェクト間の連携も今後考える必要があるのではな

いか。 
・ 今回の多くの研究成果を総括し、リチウムイオン電池の可能性と限界を見

極め、他のエネルギー貯蔵デバイスとの融合など柔軟に将来展望を設計す

る必要がある。 
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１．２ 各論 
 
１）事業の位置付け・必要性について 
蓄電技術は、ハイブリッド自動車、電気自動に共通するコアな技術である。

しかしながら、蓄電技術は、民生分野において、かつては日本が絶対優位にあ

った技術であるが、現時点では外国メーカーの台頭が著しくシェアが奪われつ

つある。このような現状において、自動車メーカー、電池メーカー等、幅広い

業種の国際競争力強化につながる本事業の目的は妥当である。また、民間企業

のみの活動には限度があり、NEDO の関与による事業推進は妥当である。米、

韓、中などが、EV 開発に巨額の国の支援があるのに対し、日本はむしろ少な

い。 
 
〈肯定的意見〉 
○ 電池技術は、例えばハイブリッド自動車、電気自動に共通するコアな技術

であり、特に自動車エネルギー技術の中では基盤となる技術と言って過言

でない。自動車メーカーから、電池メーカー等、幅広い事業種間で国際競

争力を有する技術を開発して行くには民間個々の活動には限度があり、

NEDO の関与による事業推進は妥当であると考えて良い。 
○ 自動車産業自体がすそ野の広い産業であり、次世代自動車用電池材料の開

発は、日本の産業界にとって生き残りをかけた事業であるといえる。

NEDO の関与は当然であるといる。 
○ 車載用電池システムは国際的にみて熾烈な競争を強いられる分野である。

本プロジェクトの意義はその競争に生き残るための事業であるともいえ

る。強いて言えば、もう少し早い時期に開始してもよかったくらいである。 
○ 蓄電技術は次世代型のエネルギー利用において中核技術の一つであり、プ

ロジェクト開始時、日本が絶対優位にあった技術である。今後、アジア、

米・欧州などの技術的追い上げが予測される中、国策として資金を投じる

べき（NEDO の関与）技術であったと考える。特に、技術レベルは高い

が資金調達が難しい機関（大学、公的研究機関、経営的に先行投資に課題

を有する企業）への投資は重要であると考える。 
また、蓄電技術の中で電気自動車を取り上げ、段階的な開発レベルを設定

し（HEV⇒EV）、継続的に日本の技術力を引上げる施策も盛りこまれて

いることから、事業目的としては妥当であったと考える。 
○ エネルギーの有効利用、炭酸ガス排出抑制などから、xEV〔次世代自動車：

ハイブリッド車(HEV)・プラグインハイブリッド車(PHEV)・電気自動車(EV)を指す〕

開発は必要である。 
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○ 大型電池の開発にはコストがかかるので、NEDO 等の関与は必須。 
○ 充放電効率が高く、自己放電率が少ないと言う点で、LIB を選択するの

は妥当と考える。 
○ エネルギー貯蔵・変換材料を用いた二次電池の分野は、総合的に日本が世

界トップの位置にあり、この分野をリードし続けるためにも、該 PJ は当

を得た事業であったといえる。国際競争が激しく各国の追い上げも厳しい

ので、今後もイニシアティブを取っていくためには、NEDO の事業とし

て展開することは当を得ていたと判断される。 
○ リチウムイオン電池は日本生まれの技術で、かつては日本メーカー圧倒的

なシェアを占めていたが、現在外国メーカーの台頭が著しくシェアが奪わ

れつつある。このような現状において、本事業の目的は妥当であり、競争

力向上に寄与し得ると考える。 
○ 本プロジェクトは、民間活動のみでは改善できない公共性の高いものであ

り、NEDO の関与が必要とされる事業であると認められる。 
○ 本件はエネルギー政策上、我が国にとって重要な事業であることは言うま

でもなく、本事業に関する技術を世界でリードし、今後もトップランナー

として展開するために、また短期間で成果を得るために技術の結集が必要

欠くべからざるものである。このようなことから、本件は NEDO の事業

として妥当である。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
● 事業内容が、電池開発、材料開発、周辺技術開発、将来技術開発と多岐に

わたっており、意欲的な事業であったことは認めるが、事業間のシナジー

効果が見えず、１つの事業で行う意義があったかどうかには疑問がある。

各委託先で成果に濃淡があり、また目標自体が明確でない計画もあるため、

いくつかの重要な成果は出ているものの、費用対効果の意味からすると疑

問が残る。 
● 次世代自動車用電池材料の開発といいながら、自動車メーカーが顕わに委

託メンバーに入っていないのは少々違和感がある。自動車メーカー各社の

ノウハウがあるのは理解できるが、システムとしての次世代自動車の規格

を全日本チームとして検討できたのではないか。 
● 次世代技術開発におけるテーマは百花繚乱の感がある。20 年先を見据え

た電池システムの開発では、これらのうち一つでもモノになりそうな技術

が開発されればよいので、この方法がよいと考えられる。ただし、本プロ

ジェクトで得られた成果のうち、今後どれを重点的にバックアップしてい

くのかを早急に検討しておかなければ、本プロジェクトを遂行した意義が
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ないといえる。 
● 国際競争では知財獲得戦略が主な柱の一つとなるはずであり、委託先の判

断の自由度を確保しながら、NEDO 支援型の体制を作り推進すべきであ

ると思う。プラグインハイブリット（PHEV）用の電池では、国際的には

韓国勢が性能で追い付き、かつ価格面では有利な状況に今日あると推定で

きる。為替レートなどやむを得ない事情があるにせよ、日本勢として負け

られないので、その対策を真剣に今後検討すべきである。 
● 米、韓、中などが、EV 開発に対して巨額の国からの支援があるのに対し、

日本はまだまだ少ない。 
● 電池開発は主として企業主体で行われているが、国の研究機関、大学など

との協業も必要なのではないか。 
● 電気自動車用蓄電技術+省レアアースモータを含むプロジェクトであるが、

省レアアースモータ部分（周辺機器）については、省資源のみでなく、国

策として資金を投じることにより、日本の国際競争力（技術・コスト）が

絶対優位になるというシナリオを示すべきである。 
● 特に対中韓のコスト面での競争力の状況、EV, PHEV 市場動向（真の期待

値予測）などは、あまり的確ではないと感じられる。グローバルな視点で

見て今後自動車の需要の高い国においてにおける本当に望まれる姿をま

ず見極める必要がある。 
● 「エネルギー需給動向、市場動向、政策動向」については、平成 19 年度

から平成 24 年度の間に、変わってきていると考えるべきである。特に震

災を経験したことにより、エネルギー技術に関しては、見直されている点

も多く、それにより、電池に要求される技術動向も変わってきていると考

えるべきである。「国際競争力」と言う観点だけで見れば、為替の問題が

非常に大きく、国によっては、政府が為替を制御しているような処もあり、

国の事業として、国家戦略としてとられるのであれば、別の観点で取り組

む必要もあると考える。 
 
〈その他の意見〉 
・ 政府の環境戦略・エネルギー戦略にそって、変更すべき、あるいは変更で

きるところがあれば、修正を加えながら進めた方が良いと考えられる。 
・ 次世代に向けた新技術を発掘しており、エネルギーイノベーションへの寄

与は大きい。 
・ 大学の委託研究では全体的に特許出願数が多くないので、知財の獲得では

大学に任せず、予算面、体制面で NEDO が支援することも検討すべきで

ある。事業の目的が、主として高出力・高エネルギー密度の向上をターゲ 



 

1-11 

ットにしているが、今後は安全性の確保も強く求められるので、選択された主

な材料系については該課題も並行して事業として導入する必要があると思われ

る。 
本事業の目的には、HEV, PHEV, EV の早期実用化に資する大きく３つの開発を

行うことが示されている。中間評価のときにも触れたが、実用化を推進するた

めには同時にインフラ整備も重要であり、本事業には直接関係はないがインフ

ラ関連の進捗についてどこかで報告があれば、本事業のおかれている状況がよ

り明確になったのではないかと考える。 
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２）研究開発マネジメントについて 
研究開発の目標は戦略的、定量的に設定されている。「要素技術開発」の研究

開発目標については、市場アウトプットであるモジュールを想定し設定されて

いる。また、実用的観点（エネルギー密度、出力密度、寿命、安全性）が盛り

込まれている。「基盤技術開発」では電池の性能評価、劣化解析、安全評価など

数値目標が設定しにくい面があるが、これらの中の評価要素を的確に抽出して

数値目標を設定している。また、研究開発計画及び研究開発実施の体制もほぼ

妥当である。特に電池開発の企業は、事業化能力のある企業が実施者として選

定されている。 
一方、車載搭載用の蓄電池開発を意識している限りにおいては、電池性能目

標が重量エネルギー密度と重量パワー密度だけであるはずがなく、開発目標が

いまひとつ明確でない。蓄電技術は、基礎研究機関、材料メーカー、電池製造

メーカー、システム開発メーカー、ユーザーの各々の連携が、特に重要な分野

であり、これらを包括的にまとめていくことが重要となる。目標達成のために

必要な実施者間の連携については、十分とは言えず、技術の受け取り手となる

企業の専門家からもっと頻繁な意見聴取や助言を行うべきではなかったか。 
 
〈肯定的意見〉 
○ 研究開発の目標は戦略的または定量的（数値目標の設定）に設定されてい

る。たとえば、電池の性能評価、劣化解析、安全評価などの基盤技術開発

では数値目標が設定しにくい面があるが、これらの中の評価要素を的確に

抽出して数値目標を設定している。 
○ 内外の技術開発動向を踏まえて、研究開発目標とその計画が組まれ、目標

値が達成されており、また我が国がこの分野で総合的に世界でトップの立

場にあるので、研究開発実施の事業体制が妥当であったと判断される。電

池開発の実施者として選定された三社については、PHEV 用の電池を今

日市場に供給できる立場にあると推定できるので、選定が適切であったと

判断される。開発項目の五つの分け方も、その中から其々に新規の成果も

得られているので、概ね妥当であったと判断できる。国際標準化に向けた

提案等の取組は適切に行われており、我が国が不利な立場に追い込まれな

いように、さらなる奮闘を期待したい。 
○ 研究開発目標については、市場アウトプットであるモジュールを想定し設

定されている。また、実用的観点（エネルギー密度、出力密度、寿命、安

全性）が盛り込まれている。また、プロジェクト開始時には、日本が優位

にあることから、技術レベル・動向調査なども容易であり、目標も妥当で

あったと考えらえる。体制についても、実用化を主眼とした最終製品製造
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メーカー（電池、材料）での開発を筆頭に、次世代技術（コアは材料技術

にある）を開発する大学・材料メーカー及び基盤技術を開発する公的機関

の参画があり妥当である。また、技術開発成果を２～３年で評価し、延長

可否、委託金額などを決定していることから、開発レベル、期待レベルに

応じ投資額を精査していると考えられる。 
○ 研究開発の実施体制として、各技術開発委員会が組織されており、また開

発成果も出ている。さらに、情報共有や連携については難しい面があると

思われるが、報告によれば技術委員会がその任をうまく果たしたというこ

とであり、マネジメントは良好におこなわれたと考えられる。中間報告へ

の対応としてのコストや安全性についても検討されていた。 
○ 開発目標は、数値として定量的に設定され、また、その研究開発目標を達

成するための計画、それを行う研究計画スケジュールに問題は無く、計画

はよく練られていると言って良い。電池セルを組む企業は、実績のある企

業が選定され、事業化能力のある企業が実施者として選定されている。 
○ 目標達成に必要な要素技術を取り上げている。 
○ 開発目標、進捗管理、達成度などが数値化されている点は評価できる。 
○ 電池開発に関しては、具体的な開発目標を可能な限り定量的に設定してい

る。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
● 研究開発目標は、技術動向、市場動向を踏まえ、タイムリーに変更すべき

ものであり、特に、技術開発が急伸する蓄電分野においては重要であり、

少なくとも、中間時点で目標（重点開発課題解決目標を盛り込む：低温入

力・低温サイクルなど）を変更すべきプロジェクトであったと感ずる。 
◆次世代蓄電技術において材料技術の比重は高い。しかしながら、材料開

発目標の設定が、曖昧であり、材料開発担当機関が各々の解釈で目標設定

しているようにも見える。材料を用いる電池メーカーあるいは材料と電池

のわかる有識者が、各々の材料開発に対し、材料開発メーカーで評価可能

な目標にブレークダウンする協力体制を組み込むことが望ましい（参画企

業が自主的はなかなか難しいと思われる部分のマネジメント）。 
◆技術を守るには知財権を確実に取得することが重要であり、特に、次世

代技術開発では、大なり小なり発明がかなり生まれるはずであり（成果が

あれば）、知財権なしに実用化シナリオは考えにくい（コア技術がないこ

とを意味する）。しかし、成果発表数に対する特許出願が著しく少ない。

資金を投じたからには、知財権を確実に取得することが重要であり、発表

技術において、知財権の手当てがなされたかどうかをきちんと把握すべき
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である（大半の企業でも実施するように、研究発表において知財権獲得可

能技術が含まれている否かのチェックをすべきである）。 
● プロジェクト全般にわたって当初の数値目標が達成されている。辛口的に

は最初の目標は甘かったとの印象も受ける。 
● プロジェクト当初の価格に関する数値目標は、現在の次世代自動車の開発

動向を考慮すると、この値では実用化には程遠いと言わざるを得ない。こ

れはある程度仕方のないことであるが、真にこの分野を日本の産業に育て

上げるためには、コストパフォーマンスは避けて通れない課題である。

NEDO としては本プロジェクトの成果を踏まえて検討していただきたい。 
● 電池構成材料に関して、開発目標が明確でない。性能目標が重量エネルギ

ー密度と重量パワー密度だけであるはずがない。 
知財マネジメントが不明確。特に次世代技術開発に関する知財戦略が見え

ない。次世代技術だからこそ戦略が重要である。 
次世代技術開発の目標はあまりにも大雑把過ぎて、研究開発のマイルスト

ーンも不明確。 
● 体積エネルギー密度、体積出力密度の目標設定がないか、あっても低すぎ

る。コスト・ターゲットも明確にすべき。 
● 主として既存の活物質、技術等を使用しているのであるから、開発スピー

ドがもっと速くなるべき。 
● 技術の受け取り手の意見を聴取している気配が感じられない。 
● 目標達成のために必要な実施者間の連携が十分に行われる体制となって

いたかどうかについては、明確でない。また、各技術委員会が、各実施テ

ーマの評価、批評、および支援にどのようにかかわったかが、事業原簿か

ら明確でない。「周辺機器開発」では、BMS（バッテリー・マネジメント・

システム）に関するテーマが、電池開発との関連で必要であったと考えら

れる。電池関連周辺機器である充電様式などについても国際標準化のため

の一層の努力が望まれる。 
● 「社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向に機敏かつ適切に対応して

いるか」については、若干の疑問が残る。「技術的な政策」と言う意味で

は、プロジェクトとしての取り上げ方に問題はない。しかしながら、「経

済的な政策」と言った意味では、他国と比較すると政府の十分な対応が取

られていたかについては、疑問が残る。 
● 目標達成に必要な要素技術の絞り込みが足りない。次世代要素技術に対す

る様々な成果の可能性、特許化可能な重要な成果の切り出しなど、実用化

を全く意識しておらず、特に知財マネに対して脆弱な大学発の IP に対す

る支援がなされていない。 
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● 要素技術開発の周辺機器では、関連企業の意見をどの程度参考にして実用

化、事業化に向けたマネジメントを行ってきたか否か不明であるが、関連

企業の専門家からもっと頻繁な意見聴取や助言を得るべきではなかった

か。 
 
〈その他の意見〉 
・ 実用化のシナリオが各社バラバラであり、効率的実施のために必要な実施

者間の連携が十分に行われる体制が取られていない。 
・ 該 NEDO 事業と無関係に、国内勢で数社、および韓国勢で二社が PHEV

用の電池を今日市場に供給できる立場にあると推定できるので、この状況

を踏まえ、NEDO 支援の有効性を詳しく検討する必要があるのではない

か。大学への委託研究では、この分野で多くの新しい芽・人材を育て・強

化するために低額支援でもよいので、今後の類似 PJ では採択数を増やし

てはどうか。 
・ 蓄電技術は基礎研究機関⇒材料メーカー⇒電池製造メーカー⇒システム

開発メーカー⇒ユーザーの各々の連携が、特に重要な分野であり、これら

を包括的にまとめていくことが重要となる。これだけの体制を NEDO が

マネジメントするのは相当の困難があった推察する。包括的にまとめ、

NEDO を補佐する第３者機関のマネジメント体制への参画を検討するこ

とも考えてほしい。 
・ 日本のように公共交通機関が発達している国では、遠距離移動はそれらの

交通機関で行うのが、エネルギー効率からも良い。従って、EV も徒に長

距離走行を考えずに、タウン・カー、コミューター･カー程度のものを主

体にすべきではないか。あるいは、充電インフラを整えるのに時間がかか

ると思われるので、HEV、PHEV が有効。従って、EV、HEV、PHEV の
全てを開発対象に含めているのは妥当。 

・ 実用化シナリオに基づき、成果の受け取り手（ユーザー等）に対して開発

途中で十分に意見を聴き、それを取り入れていくシステムが出来上がって

いたのか。また、出来上がっていた場合、それを十分に活用されていたの

か疑問がある。実際にシステムとしてあったとしても、それが今回の報告

では表に出てこないので（ほとんどアピールされていない）、システム、

結果が見えてこないのが残念である。 
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３）研究開発成果について 
プロジェクト全体としての目標達成度及び成果の意義は評価できる。目標未

達成の課題については原因を究明し、その課題達成のため具体的方策を提案し

ている。また、国際標準化に向けた提案もなされている。 
一方、成果の大半は世界最高水準にあると言っても、最終的には低コスト化

と安全性の達成が必須である。本プロジェクトの成果としては、総じてこの点

が十分とは言えない。知的財産として国際的に権利化することもプロジェクト

の重要な使命であるが、これについては各委託先に全面的に任されており、

NEDO 自身の知的財産戦略が希薄であった。特に，大学が中心の「次世代技術

開発」では成果発表数に対する特許出願数が著しく少ない。積極的な知財獲得

のための NEDO 支援を今後検討していただきたい。 
 
〈肯定的意見〉 
○ プロジェクト開始時の目標は、報告上は概ね達成できており、（達成見込

みを含め）、国際標準化に向けた提案もなされている。また、開発実施に

より、実用化課題もクリアになり、今後、焦点をあてるべきテーマも絞れ

るのではないかと考える。このプロジェクトは、日本の蓄電電池技術力を

試す試金石であり、①今後の日本の蓄電技術開発を如何効率的に進めるか、

②世界最高水準の技術レベルを獲得できる技術は何か、を良く精査し、国

として後継プロジェクトを計画してほしい。 
○ プロジェクト全体としての目標達成度には満足している。 
○ 目標未達成の課題については、達成できなかった原因を究明し、さらにそ

の課題達成のために具体的方策を提案している。 
○ いずれの課題についても、得られた成果は世界最高水準にあること自信を

もつべきである。 
○ 目標達成度、成果の意義は評価できる。 
○ 知財、論文発表も妥当。 
○ 国際標準化に関する取り組みは極めて重要な成果である。委託先によって

成果の濃淡はあるものの、いくつかの重要な成果が出ている。 
○ 事業原簿からは、ほとんどの実施テーマで目標値がクリアされており、評

価できる。基礎分野のテーマは、総合的に国際的標準レベルにあると判断

される。 
○ 達成レベルをクリアしていない評価項目がいくつか見受けるが、ほとんど

クリアないしは達成見込みとなっており、本テーマに対する成果としては

十分評価できるものと思われる。また、未達成の場合、課題を明らかにし、

解決の道筋を示している。情報発信も全体として十分行われている。 
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○ 多くの成果は、目標値をクリアしていると考えて良い。例えば、金属-空
気電池、硫黄電池、多価カチオン電池等では、幾つかの新たな技術が開発

され（特許、論文の取得）、投資研究開発費に見合った新しい成果が得ら

れたと考えて良い。 
○ 論文の発表は、研究内容を踏まえ適切に行われている。次世代要素技術の

中に世界初あるいは世界最高水準の成果が含まれている。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
● 事業においてどのような成果が出ようと、それが知的財産として国際的に

権利化できなければ、その事業は成功とは言えないと考える。しかしなが

ら、知的財産権の取得は、各委託先に全面的に任されており、事業にたい

する NEDO 自身の知的財産戦略が希薄と思われる。発明の重要性評価、

重要発明に対する特許出願支援や、技術ポートフォリオ作成等のサポート

体制、必要であれば外部発表の制限等の知的財産戦略を今後検討すべきで

はないか。 
● 本プロジェクトは単なる研究開発ではないので、成果の大半は世界最高水

準にあると言っても、最終的にはコストパフォーマンスと安全性の達成が

必須である。本プロジェクトの成果は総じてこの視点に欠けているように

思える。 
● 国際標準化に関しては、電気自動車（ＥＶ）の充電方式において米自動車

技術者協会が、欧米自動車メーカーが推進する「コンバインド・チャージ

ング・システム（コンボ）」規格を採用など、後れを取っていることが気

がかりである。 
● 成果の汎用性については、低コスト化と関連させて考える必要がある。技

術目標がクリアされても低コスト化に必ず結びつくか？検討する必要が

ある。今後の課題と考える。 
● 個別の成果はそれぞれの目標値をクリアしていると言えるが、それら多く

がバラバラであり、複数の異なる成果の統合、集約がなされ、第２段の目

標設定がなされていないのが残念である。 
● EV の早期実用化も本事業の目的であることから、要素技術開発の電池開

発では評価項目として急速充電時間などが必要ではないかと考える。 
● 国際標準化の動きを注視すべき。 
● 想定ユーザーとのコミュニケーションがもっと必要なのでは。 
● 次世代技術開発に関しては、目標：重量エネルギー密度 500Ｗｈ/kg とし

ているにもかかわらず、あまりにも達成レベルが高い。また、今後の課題

も、プロジェクト開始時に充分想定できるものが多く、現状の世界技術水
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準、達成度を加味し、再度、成果を相当の時間をかけ、精査すべきである。 
● 知財権の取得に関しては、技術を守るには知財権を確実に取得することが

重要であり、特に、次世代技術開発では、大なり小なり発明がかなり生ま

れるはずであり（成果があれば）、知財権なしに実用化シナリオは考えに

くい（コア技術がないことを意味する）。しかし、成果発表数に対する特

許出願が著しく少ない。資金を投じたからには、知財権を確実に取得する

ことが重要であり、発表技術において、知財権の手当てがなされたかどう

かをきちんと把握すべきである（大半の企業でも実施するように、研究発

表において知財権獲得可能技術が含まれている否かのチェックをすべき

である）。 
〈その他の意見〉 
・ 論文の発表は、研究内容を踏まえ適切に行われていると見受けられるが、

論文発表と特許取得の関係が明らかでない。研究が行われた全ての課題に

特許性があるのか事業原簿だけでは分からない。特許性が有りとされた場

合は、特許を取得したのか？NEDO 側は、それを積極的に推進したのか？

取得に対する予算のサポートは行われたのか？今後の NEDO プロジェク

トに活かして戴きたい。 
・ 大学への委託研究では、積極的な知財獲得のための NEDO 支援の対応が

今後必要と判断される。 
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４）実用化、事業化の見通しについて 
実用化へのロードマップとして、2015 年、2020 年、2030 年以降と目標ガイ

ドラインを設定し、またこの分野の各国の競争力を的確に分析するなど実用化

に向けての課題設定が的確になされている。電池構成材料、周辺技術に関して

は、2015 年以降の実用化目標に対し、材料で 5 社、周辺技術で 2 社が実用化の

取り組みを開始しており評価できる。電池開発はユーザーに最も近い開発であ

り、少なくとも３年後には実用化を果たせるような計画を考えてほしい。 
一方、EV、PHEV の市場規模、今後の成長性への期待は高いものの、自動車

メーカーの掲げる目標と比較すると立ち上がりが鈍い。市場形成を促進するた

めには、コストダウンに向けた方策の方が、高エネルギー密度化に向けた方策

より重要度・緊急度が高いのではないか。全体的に開発スピードがやや遅く、

コストについてはあまり明確なデータが示されていない。性能評価のみでなく、

コストも考慮した評価方法の支援を行う委員会の設置とそれによる提案・支援

助言が必要であろう。 
 
〈肯定的意見〉 
○ 電池開発に関しては目標値を達成しており、今後実用化が期待できる。 

電池構成材料についても、電解液については実用化が期待できる。 
研究開発において一番大変なのが、「死の谷」に例えられるように、技術

開発から事業化・実用化へ向けた取り組みである。NEDO のより一層の

支援を期待する。 
○ パソコン、および携帯電子機器用のリチウムイオン電池（LIB)では、構成

材料が多彩であったが、PHEV 用の電池では求められる性能から使用さ

れる材料系がかなり絞られてきており、当該プロジェクトの企業メンバー

の貢献が大きかったと判断される。 
○ 電池構成材料、周辺技術に関しては、2015 年以降の実用化目標に対し、

材料で 5 社、周辺技術で 2 社、で実用化取り組みを開始されており評価で

きる。また、NEDO としても後継テーマを立ち上げ、実用可能性の高い

技術に対する支援（計画含む）も継続予定であり、メーカーとしてもシナ

リオが描きやすいと感ずる。 
○ 実用化へのロードマップとして、2015 年、2020 年、2030 年ごとに目標

ガイドラインを設定し、またこの分野の各国の競争力を的確に分析する、

など実用化に向けての課題設定が的確になされている。 
○ 地球環境課題と経済性の双方を念頭に置いた事業化への見通しを的確に

設定している。 
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○ 成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できる。

プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進する

などの波及効果を生じている。 
○ 開発項目に対する定義が非常にわかりやすく、明快である。それぞれの開

発に対する実施機関の取り組み姿勢が明確であり、妥当である。 
○ 実用化までのスケジュール、時期を設定して実施している点は評価できる。 
○ 具体例を挙げれば、省レアアースモータの開発において、脱レアアースに

向けた開発、性能評価が行われ、問題点も十分に検討された。特に、レア

アース・レアメタル使用量削減支援事業に採択されたことは、問題点が十

分に整理され、今後の研究方向の見通しが立っていると判断しても良いと

考えられる。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
● 電池開発においては、2015 年実用化という目標に関し、課題発生を理由

に今後４～６年後の実用化計画である。電池開発はユーザーに最も近い開

発であり、実用化シナリオをプロジェクト期間中においても考えることが

可能であったと思われる。本プロジェクトでは、世界に先駆けて開発した

蓄電技術の電気自動車への適用がその原点であることから、少なくとも３

年後には実用化を果たせるような計画を考えてほしい。 
● EV, PHEV の市場規模、今後の成長性については、大幅に見直すべき時期

に来ている。コストダウンにむけたアプローチの方が、高エネルギー密度

化に向けた方策より重要度・緊急度が高いのではないでしょうか。 
● 「市場の規模や成長性、コストダウン、競合技術との比較」を行う場合、

国内だけの比較では不十分で、国際競争力として考える必要がある。この

場合の経済性の見通しというのが、今回の報告だけでは十分に理解をし得

るに至らなかった。 
● プロジェクトにおける人材育成の促進効果については、プレゼンテーショ

ンと関係書類からは具体的方策と成果が見えてこなかった。 
● 全体的に開発スピードがやや遅いと感じられる。 
● 波及効果については明確ではない。 
● コストについてはあまり明確なデータが示されていない。 
● 性能評価のみでなく、コストも考慮した評価方法の支援を行う委員会とし

ての提案・支援助言が必要ではないか。 
● 実用化や製品化の予定年を示している開発があるが、その根拠が簡単にで

も述べられていると納得しやすい。 
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〈その他の意見〉 
・ 開発成果に基づいて、大学と企業との事業化のための NEDO 支援マッチ

ングの関与が、実施期間の中期に、もっとあってもよかったと考えられる。 
・ 本プロジェクトの波及効果は、蓄電技術全般にわたる。技術的波及効果に

加え、実用化⇒普及⇒低コスト化を実現し、次世代エネルギー技術におけ

る蓄電の位置づけが盤石なものになることを期待する。 
・ プロジェクト終了後の事業化までの道筋については、「市場の規模や成長

性、コストダウン（海外品との競争）、競合技術との比較、導入普及、そ

れから事業化までの期間について、事業原簿の「今後の計画」の線表から

だけでは十分に読み取ることは難しい。 
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２．個別テーマに関する評価結果 
 
２．１ 要素技術開発（電池モジュール） 
１）成果に関する評価 
委託企業 3 社がそれぞれ独自の発想の基に異なる正極材料を用いて当初の目

標値をクリアし、世界最高水準の電池モジュールを開発した。特に、層状酸化

物とリン酸鉄リチウムとの混合系を用いることにより低 SOC（ステート オブ チャ

ージ：残容量(Ah)／満充電容量(Ah)×100 ％）下における出力性能を改善していること

については新たな技術領域を開拓したとして評価できる。大型電池の課題であ

る寿命、安全性についても実用レベルで確保できていると考えられ、競合技術

に対し優位性を有している。 
一方、５年間という長期にわたるプロジェクトであることを考えれば、将来

の基盤技術に繋がるイノベーションを起こす程のチャレンジングなアプローチ

も欲しかった。 
今後、コスト面は、企業に任せず、NEDO でもさまざまな対応策、サポート

の検討が必要である。 
 
〈肯定的意見〉 
○ 重量エネルギー密度、重量出力密度、体積エネルギー密度、体積出力密度、

寿命、充放電効率は、成果として目標値をクリアしていると考えられる。

ハイブリッド自動車への搭載について考えた場合、この成果は市場の拡大

につながること期待される。各電池メーカーに投入された予算は、成果に

見合っていると判断して良い。目標達成のために開発された材料（例えば

リン酸鉄系）は、新たな技術領域を開拓したと考えられる。「要素技術開

発」については、NEDO 予算を活用して、上手く研究・開発が遂行され

たと考えられる。 
○ 本プロジェクトで検討されている電池モジュールは、Co を含んだ安定な

層状構造の正極、黒鉛負極をベースに検討されており、これまでのリチウ

ムイオン電池の技術的蓄積を背景とした極めて堅実なアプローチであり、

それぞれここに設定された目標値を着実にクリアしている。 
○ プロジェクト開始時の目標は達成できており、大型電池の課題である寿命、

安全性についても実用レベルで確保できていると考える。また、知財権に

ついても、順調に出願されており、外国出願 10 件を含む 93 件と開発成

果の保護に関しても問題なく、発表・展示会などによる情報公開について

も順調に実施されたと考えられる。 
○ 委託企業 3 社がそれぞれ独自の発想の基に異なる正極材料を用いて当初
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の目標値をクリアし、世界最高水準の電池モジュールを開発している。特

に、委託企業の１社は層状酸化物とリン酸鉄リチウムとの混合系を用いる

ことにより低 SOC 下における出力性能を改善していることは大変興味深

い。 
○ 特許などの知的財産権等の取得にも積極的に力を注いでいることは評価

できる。 
○ コスト面に関しても 3 社とも当初目標の 4 万円/kWh 以下をクリアしてお

り、着実に実用化に向かって前進していることがうかがえる。 
○ 目標値をクリアしており、また性能も世界トップレベルにあり、PHEV

用の電池を今日市場に供給できる立場にあると推定できる。知財等の獲得

の努力もされていると判断できる。 
○ 目標値をクリアしている。 
○ 知財、論文に関しては妥当。 
○ 成果は目標値をクリアしており、知的財産権の取得もなされている。 
○ 成果は世界最高水準で競合技術に対して優位性を有していると考える。 

 
〈問題点・改善すべき点〉 
● プロジェクト開始時の目標を達成し、かつ、2015 年度実用化できるレベ

ルまで開発が進んでいれば問題はないが、実用化には更なるエネルギー密

度の向上など本質的な部分を課題として挙げられている。また、プロジェ

クト終了時、完成した技術レベルについても、開発品としての標準的レベ

ルを凌駕しているとは言いにくく、年々の技術レベルを把握している電池

メーカーとしては、自主的に目標の見直しを実施し、新たな課題解決が明

らかになった場合、NEDO の承認（計画変更、追加費用）を得るなどし

てチャレンジした方が良かったのではないか。 
● コスト面の当初目標の 4 万円/kWh 以下は今現在の状況からして、実用化

に程遠いと言わざるを得ない。真の実用化の目安となる 5 千円/kWh 程度

の製造コストを如何にして達成していくかの指針を示してほしかった。 
● 知的財産権等の取得は積極的に行われているが、委託企業 2 社においては

このうち外国出願が 1 件のみとなっている。海外戦略が重要な事業である

ことを考慮するとかなり不十分である。 
● 目標設定値がそれほどチャレンジングではない。 
● 成果の波及効果、ユーザーとの協議不足。 
● 一般に向けての情報発信は少ない。 
● 外国勢の競争・競合を考慮すると、生産性やコスト面で劣勢を強いられそ

うな今日の状況から、営業・技術機密の管理等を強化した方が良いと判断
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される。 
● 車載用途で大量に使用されることや Co の資源性を考えるとき、より持続

可能な将来材料に対する検討を並行して行う必要がある。本プロジェクト

で行われた検討は、従来技術のインプルーブメントであり、５年間という

長期にわたるプロジェクトであること考えれば、将来の基盤技術に繋がる

イノベーションを起こす程のチャレンジングなアプローチも欲しかった。 
● 成果の普及から考えた場合、本成果は、一般に向けてもっと広く配信され

ても良い。 
 
〈その他の意見〉 
・ モジュールでは、セルの配置された位置によって温度上昇の多寡があり、

劣化速度に影響を与え、セル間にバランスの崩れが生じる。その問題に対

する取り組みが今後は必要。 
・ コスト面では、一企業に任せず、NEDO でもさまざまな対応策、サポー

ト体制の検討が今後必要である。 
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２）実用化、事業化の見通しに関する評価 
3kWh モジュールでの試作・性能確認を実施するなどして、パック電池や電

池モジュールとして実用化する際の課題抽出を的確に行なっているなど、実用

化へのシナリオもクリアである。車載以外の用途として、定置型用途等も検討

され、波及効果を十分意識してプロジェクトが遂行された。 
一方、事業化までの一番の問題は国際競争力にあると考えられる。特に海外

メーカーとの競争において、戦略的な価格設定が重要となると考えられる。EV、

PHEV が本当に大きな市場として伸びてくるのか、現電池構成でコスト的競争

力があるのか、この５年間でどう変化して来たのか等について根本から議論し、

今後の事業化戦略を明確にして欲しい。 
 
〈肯定的意見〉 
○ 3kWh モジュールでの試作・性能確認を実施し、その結果、商品であるモ

ジュールについても実用化課題を抽出できた。また、課題も解決可能性が

高いものであり、実用化へのシナリオもクリアである。 
○ 実用化に向けた課題として、パック電池や電池モジュールとして実用化す

る際の課題抽出を的確に行っている。 
○ 電池モジュールの車載以外の用途として、電力貯蔵用途、定置型用途等を

検討しており、本電池の波及効果を十分意識してプロジェクトが遂行され

てきた。 
○ ユーザーとの連携の程度がどの程度か分からないので、実用化の可能性に

ついては未知数であるが、実用化されることを期待している。 
○ PHEV、および HEV 用の LIB として、自動車メーカーの対応も整い、採

用・選定のステップにある。今後ともその市場は広がるだろうから、一層

の努力をしてほしい。 
○ 成果の実用化可能性、産業技術としての見極め、PHEV への適用可能性

の明確化は、できていると考えられる。実用化に向けて課題は、明確にな

っている。 
○ 産業技術として、実用化に向けた準備ができていると考えられる。いずれ

の参画企業でも、十分な検討がなされていると見受けられた。 
○ 実用化に向けての課題は明確に把握されている。 

 
〈問題点・改善すべき点〉 
● 本プロジェクトの事業化に伴う経済的波及効果には計り知れないものが

あるが、その実現には何といってもコストが問題である。実用化の目安と

なる 5 千円/kWh 程度の製造コストは本当に可能であるのかが明確でない。
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実用化への明確な根拠を示してほしかった。 
● コストダウンに関する NEDO として考え方や今後の方策等について示さ

れていなかった。従来の NEDO のプロジェクトではこれに関してはほと

んど議論してこなかったように見受けられる。半導体や太陽電池等にみら

れる日本企業のシェア衰退を二度と繰り返さないためにも国の関与が必

要ではないか。 
● 実用化までの時間をもっと加速すべき。 
● コストの問題、あるいは経済効果はほとんど検討されていない。 
● コストダウンに関しては、特に海外メーカーとの競争において、戦略的な

価格設定が重要となると考える。事業化戦略を明確にしてほしい。 
● 自動車用の LIB としての採用では、性能のみならずコストおよび生産性

や BMS（バッテリー・マネジメント・システム）制御との相性の検討が

重要であり、この点で該プロジェクトの体制は十分とはいえなかったので

はないか。 
● 2015 年実用化という大命題に対し、実用化シナリオでは遅れている。こ

れまでの成果を活用しつつ、かつ、早期課題解決を図り、実用化を目指す

ことが重要である。日本の大手電池メーカー3 社の参画であり、日本電池

技術のリーダーとして、2015 年実用化を達成し、事業として成功してほ

しい。 
● 本開発から、事業化までの問題点を考えた場合、一番の問題は国際競争力

にあると考える。「経済的な政策」から考えた場合、政府の十分な対応が

必要と考える。 
● 課題の設定、解決の方針が明確になっているかについては、再検討を要す

る。EV, PHEV が本当に大きな市場として伸びてくるのか、現電池構成で

コスト的（特に対中韓）競争力があるのか、この５年間でどう変化して来

たのか等について根本から議論し直す必要がある。 
 
〈その他の意見〉 
・ 最終的に実用化に結びつけることをターゲットにするならば、中間段階で

の実用化ステージのため全面的再評価が重要であり、そのための特別評価

技術委員会の設置なども考えられたと思う。 
・ 高性能、低コストモジュールを 2015 年実用化できるのであれば、事業化

当初の損失に対し、国から実用化補助を積極的に出し、応援して頂きたい。 
・ 良い性能を持っていても為替の問題等で国際競争力を失うようなことは

無くして貰いたい。 
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２．２ 要素技術開発（電池材料） 
１）成果に関する評価 

本研究は、次世代電池の実用化におけるコア技術開発であり、ハードルも高

いなか、技術水準の高い開発が実施されている。多くの材料で当初設定目標値

をクリアしており、得られた成果は世界的に見ても最高水準に達している。知

的財産権取得への取り組みも積極的に行われており、評価できる。 
しかしながら、初期に採択されたテーマで、性能的および価格的に見ても実

用化の目処のないテーマは、中間段階でもっと入れ換えがあってもよかった。

また、電池は予めサイズが決められることが多く、活物質の性能は mAh/cc（体

積エネルギー密度）での評価が一層重要であるが、その材料の密度が問題とな

る視点が欠けている。 
なお、電池材料の評価は、電極と電池の設計を適切に実施しないと、実用化

可否の判断を誤ることがある。このため、電池への適用評価のサポート機関を

設けることにより、同じ「ものさし」での評価が可能となり、開発が一段と加

速すると考える。コストについては、今後の他国との国際競争を考えた場合、

当初の設定価格通りで良いか、検討をしていく必要がある。 
 
〈肯定的意見〉 
○ プロジェクト開始時の目標は、達成（達成見込みを含む）できており、次

期実用化候補材料の基本技術が確立できている。また、知財権についても、

順調に出願されており、外国出願 31 件を含む 129 件と開発成果の保護に

関しても問題なく、発表・展示会などによる情報公開についても順調に実

施されたと考えられる。次世代電池の実用化におけるコア技術開発であり、

ハードルも高いなか、技術水準の高い開発が実施されている。 
○ 現在実用化可能な正極材料以外に有望と考えられる材料をターゲットに

しているにもかかわらず、イオン液体系電解質の 1 テーマを除き、いずれ

の材料についても当初設定目標値をクリアしていることは大変な努力の

結果と考えられる。 
○ 知的財産権取得への取り組みも積極的に遂行している。 
○ このテーマにおいても得られた成果は世界的に見ても最高水準に達して

いると認められる。 
○ 各委託先が各々の材料について、開発を進め、課題をクリアしているとこ

ろもある。非常に難しいテーマについて精力的に開発を進めていることが

伺え、今後につながる成果である。 
○ 多方面の材料技術の開発を行っていることは評価できる。 
○ イオン液体のイオン伝導率の向上が図られている。 
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○ 近い将来の実用化を目指した材料系の開発で、初期目標をほぼすべてのテ

ーマでクリアしていることは評価できる。 
○ 標準化に関する着実なアプローチが認められる。 
○ 多層構造粒子設計は目標を必ずしも達成していないが、今後の技術開発に

期待したい。ヘテロ元素含有電解液は、実用化を期待したい。 
○ 重量エネルギー密度、重量出力密度は、成果として目標値をクリアしてい

ると考えられる。研究計画は遂行できたと考えられる。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
● イオン液体系電解質については、当初より指摘されたことではあるが、性

能的および価格的に見ても実用化の可能性は少ないと思われる。本プロジ

ェクトのテーマとして採択したことに疑問が残る。 
● 本分野では研究テーマが多岐にわたっており、またそれぞれの材料に対す

る当初目標値の設定も単位も含めてバラバラである。材料は異なっていて

も目標値を統一すべきではなかったか。 
● 活物質について、mAh/g での評価がほとんどであるが、電池は予めサイ

ズが決められることが多いので、mAh/cc での評価は一層重要である。従

って、その材料の密度が問題となるが、その視点が欠けている。 
実際にはエネルギーは Wh で評価されるので、材料の電圧が重要。

Sloping な放電曲線のものは、平均放電電圧を算出する必要がある。 
Cutoff 電圧も重要で、通常の民生機器では 3 V 程度の cutoff である。

mAh/g を言う場合、何ボルト cutoff の値かを明示する必要がある。たと

えば、2 V cutoff とする場合、同じ W 数で放電するには、2 V においては

3 V の時の 1.5 倍の電流を流すことになり、正極、負極双方に負担がかか

る。Sloping な放電曲線の材料はその点を考慮する必要がある。 
● 材料レベルなのでやむを得ないことかもしれないが、安全性に関する評価

方法がまちまちで、評価が困難である。 
● 初期に採択されたテーマでも、その実施の過程で該開発項目と遠いテーマ

については、入れ換えがあってもよいのではなかったか。 
● 目標設定の妥当性につき検証すべきである。いずれの材料も実用化すれば、

大幅な電池性能向上が期待できるものではあるが、全材料を一律の目標で

開発を進めるのは好ましくないと考える。実用化開発であることから、目

標には、致命的欠陥の有無（開発によっても解決できない課題はないか）、

特徴性能のポジション（１つでも世界トップ水準の性能）などの観点から、

難易度はあがるが、開発メーカー目標として提案したらよかったのではな

いか。 
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● 市場の規模や成長性についは、エネルギー環境も変わってきており、ます

ます大きくなると考える。コストダウンを含めて導入普及、事業化を考え

た場合、他国との競争は、今後ますます大きくなると考えられ、それに伴

う事業化と経済効果等については、再度見直す必要もあると考える。 
 
〈その他の意見〉 
・ 本テーマでは、2015 年以降における実用化を目指しているので、実用化

に向けた課題は多く存在するが、今後、電池メーカー等との連携を十分保

つよう努力してほしい。 
・ 今世紀初期のイオン液体への期待を考えれば無理もないが、この材料系で

は、どこまでを開発領域とするかなどの初期設定があってもよかったと考

えられる。 
・ 電池材料評価は、電極設計、電池設計を適切に実施しないと、実用化可否

の判断を誤る。これら電極設計技術、電池設計技術を材料研究者が詳細に

把握することは難しく、電池への適用評価に関し、サポート機関を設ける

ことにより、おなじ「ものさし」での評価が可能となり、開発が一段と加

速すると考える。 
・ コストについては、今後の他国との国際競争を考えた場合、当初の設定価

格通りで良いか、検討をしていく必要がある。 
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２）実用化、事業化の見通しに関する評価 
個別テーマ毎に課題抽出と課題解決の方策を十分に検討し、明確にしてい

る。コバルトフリーや鉄系材料の選択などのコストダウンも念頭に置いた研究

開発が着実に行われている。電池の安全性は最も重要な課題であり、その点を

踏まえた安全性の高いイオン液体系電解質（コスト的には不利であるが）のイ

オン伝導率の向上は明るい材料である。また、PHEV の過酷な使用に耐える確

実な改良がなされている。 
一方、今後の実用化課題として、サイクル特性、コスト面で課題が指摘され

ている材料があるが、この課題が本質的なものである可能性も高く、また、当

初より予想できる課題であることから、具体的な検討（劣化メカニズムの把握、

材料・製造法の改良可能性）を、プロジェクト期間中に実施すべきであった。

また、世界的な高い技術力が、どうビジネスに結び付くのかと言う点に関する

道筋が見えない。特にこの５年間で市場動向を踏まえ、環境エネルギー分野で

日本が生き残れるビジネスモデルの提案が望まれる。 
 
〈肯定的意見〉 
○ ユーザーとの連携の程度がどの程度か分からないので、実用化の可能性に

ついては未知数であるが、実用化されることを期待している。 
○ 近未来の実用化をターゲットにした新規の材料の開発研究が進められて

いることは評価できる。活物質では、耐久性反応速度の向上が計られてお

り、界面修飾など一般的手法になってきたことは評価できる。 
○ 本プロジェクトで各参画メーカーは、NEDO 助成を受け、次世代実用化

技術に対し、積極的に取り組むことが可能となり、結果、実用化課題を早

期に明確化できるとともに、同様技術開発を目指す多くの研究者に先導的

知見を与えることができたと考える。 
○ 実用化への見通しについては、個別テーマごとに課題の抽出とその課題解

決の方策を十分検討し、明確にしている。 
○ コバルトフリー、鉄系材料の選択など、コストダウンを念頭に置いた研究

開発を着実に実行してきた。 
○ 安全性は LIB で最も重要な課題であり、イオン液体などが実用化されれ

ば安全性は著しく向上するので、そのイオン伝導率の向上は明るい材料で

ある。 
○ 目標設定値をクリアしており、実用化の見通しは高い。 
○ PHEV の過酷な使用に耐える確実な改良がなされている。世界的にみて

も最も高い技術力を持っていると言える。 
○ 有望と思われる電池材料を示し、それについて開発項目を調査し、現状を
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明らかにしている。その上で課題および課題解決の見通しを明らかにして

おり、今後の開発促進の大きな指針となり、非常に有益である。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
● 体積エネルギー密度（Wh/L）をもっと重視すべき。 
● 市場の規模や成長性について考えた場合、震災以降、エネルギー環境も変

わってきており、ますます大きくなると考えるが、導入普及、事業化を考

えると、他国との競争は、コストダウンを含め今後ますます大きくなると

考えられる。それに伴う事業化と経済効果等については、再度見直す必要

もあると考える。 
● 活物質では、耐久性や反応速度の向上が今後の課題である。活物質の開発

では、エネルギー密度、または出力密度の算出方法が一定でないので、統

一する必要がある。エネルギー密度の数値目標の達成では、可逆的でない

多電子移動反応過程を使うなどの無理が見られるので、そこまで強調する

必要はないのではないか。電解質の開発では、電位窓、イオン伝導度、リ

チウムイオンの輸率、使用温度範囲の明記が必要であると判断される。 
● 本来、実用化不可（致命的欠陥あり）という材料があっても良いと思う。

また、今後の実用化課題として、サイクル特性、コストが挙げられている

材料はあるが、この課題が本質的なものである可能性も高く、また、当初

より予想できる課題であることから、具体的な検討（劣化メカニズムの把

握、材料・製造法の改良可能性）を、プロジェクト期間中に実施すべきで

はなかったかと感ずる。 
● その世界的な高い技術力がどうビジネスに結びつくのかと言う点に関す

る道筋が見えない。特にこの５年間で市場動向を踏まえ、NEDO は、環

境エネルギー分野で日本が生き残れるビジネスモデルを修正・提案してほ

しい。 
 
〈その他の意見〉 
・ 該項目の開発テーマの進展は、大変重要であるので、初期設定と実施結果

がどのように違ったのかなど、報告書に感想や今後の課題などを入れると、

その経験が継承されると考えられる。また、海外勢との競合を考えると、

実施研究者の選択を含め、成果・結果の一部は気密性を保った方が良いの

ではないか。 
・ コストについては、今後の他国との国際競争を考えた場合、当初の設定価

格通りで良いか、見直す必要があると考える。 
・ 電池材料は日本蓄電技術の中でも、特に、重要な技術であり、材料メーカ
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ーの力を付け、材料的側面からの技術レベル向上を図ることは重要であり、

次世代材料の実用化に関しては、国として積極的支援（資金、評価体制）

を継続していただきたい。 
・ いずれ電池材料としてどれが最適か収束していくと考えるが、可能であれ

ば複数の有望な材料の開発を続行してほしい。 
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２．３ 要素技術開発（周辺機器） 
１）成果に関する評価 

レアアースからフェライトへの置き換えを検討し、特徴ある脱・省レアアー

スモータの制御法および構造を提案している。我が国が誇れる新しい技術を多

く含むものであり、従来のレアアースモータと同等あるいはそれ以上の性能を

有するモータ・パワコン技術を開発できたことを高く評価する。高性能モータ

の開発は自動車用モータ以外にもたくさんの産業分野、例えば、エレベータ、

鉄道、FA 機器等、に大きな波及効果を与えることができ、新たな技術領域の開

拓に大いに期待するところである。 
また、知財権についても、企業２社で順調に出願されており、外国出願 14

件を含む 53 件と開発成果の保護に関しても問題なく、発表・展示会などによる

情報公開についても順調に実施されたと考えられる。 
 
〈肯定的意見〉 
○ 特徴ある制御法およびモータ構造を提案しており、我が国が誇れる新しい

技術を多く含むものであり、概ね目標達成レベルをクリアしている。レア

アースの獲得がますます困難になる可能性が大きいこと、価格がさらに高

騰することも考えられ、新しいモータの出現が待望されている。本開発で

は、いずれも異なる技術が示されており、世界でも先端のモータ技術と言

えるであろう。産業用としても使用可能であり、波及効果は相変わらず大

きいと考える。 
○ 本テーマにより脱レアアースが達成できると思われる。 
○ レアアースレスもしくは省レアアースという意欲的なテーマにも関わら

ず、成果は概ね目標をクリアしている。 
○ 自動車用モータの磁石で、脱あるいは省レアアース化を促進することは我

が国にとって重要であり、その糸口を掴みおよび計画目標値を達成してい

ることは評価できる。 
○ 脱・省レアアースモータの開発において、従来のレアアースモータと同等

あるいはそれ以上の性能を達成できたことに敬服する。 
○ 高性能モータの開発は自動車用モータ以外にもたくさんの産業分野、例え

ば、エレベータ、鉄道、FA 機器等、に大きな波及効果を与えることがで

きる。新たな技術領域の開拓に大いに期待するところである。 
○ レアアースからフェライトへの置き換えについては、十分に検討がなされ

ている。フェライトを使用する場合の問題点も明らかにされており、どの

様なモータに適応できるかについても明らかにされている。目標達成まで

の課題が把握され、課題解決の方針が明確になっている。フェライトが使
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用できる範囲がクリアになったことは、新たな技術領域を開拓することが

期待できる。 
○ いくつかの機関で未達が見られるが、電池関連開発より、ある意味、厳し

く評価され、妥当性のある評価と考える。知財権についても、企業２社で

順調に出願されており、外国出願 14 件を含む 53 件と開発成果の保護に

関しても問題なく、発表・展示会などによる情報公開についても順調に実

施されたと考えられる。また、課題解決についても、より具体的かつ明確

であり、早期実現可能性を感ずる。 
○ 世界をリードする最高のモータ・パワコン技術を達成している。プロジェ

クトチームに対して、同じエネルギー関連分野に携わるものとして敬意を

表したい。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
● トルクが未達のチームが多い。 
● ここで開発された磁石が、車両用として様々な環境下でも腐食性などを克

服して十分に対応できるよう、多面的な検討を今後も粘り強く追及してほ

しい。 
● 脱レアアースと省レアアースへのカテゴリーがあるが、実用化を意識しす

ぎたのか、実際は、脱レアアースカテゴリーにチャレンジする機関がなか

ったのが残念である。 
● 特許出願がない研究開発があるが、やはり特許出願は積極的にするべきで

ある。 
● 脱・省レアアースモータの開発であれば、当然コスト的にも有利であるこ

とは想像できるが、実際のコスト目標値を設定してほしかった。電気自動

車としての価格は、バッテリー価格によって大きな影響を受ける印象があ

るが、廉価な脱・省レアアースモータの搭載により、バッテリー価格を相

殺できる可能性もあるからである。 
● 研究開発の性格上、本プロジェクトの他のテーマとの関連性がほとんど感

じられなかった。本テーマは新たな産業創成に貢献する極めて重要性の高

い研究であるが、プロジェクトとしての整合性に違和感があったことは否

めない。 
● 成果の普及から考えた場合、本成果は、一般に向けてもっと広く配信され

ても良い。 
 
〈その他の意見〉 
・ 経済産業省プロジェクトとして、2012 年より「次世代自動車向け高効率
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モータ用磁性材料技術開発」プロジェクトが立ち上がっていると聞く。大

いに期待したいところである。 
・ 電池関連周辺機器である BMS（バッテリー・マネジメント・システム）、

および充電様式などについても、電池開発との関連で必要であったと考え

られる。これらの課題からヒィードバックされる情報は、電池開発にも有

効であると考えられる。 
・ モータには、場合によっては、強力なレアースが必要なところもあり、上

手く棲み分けを考えて行く必要があると考えられる。 
 
 



 

1-36 

２）実用化の見通しに関する評価 
実用化に向けた、課題、対策、マイルストーン等の設定を行い、実用化に向

けて着実に進展している。また、波及効果として、本事業の目的である車搭載

と並行して、産業や家庭で使用される動力用モータとして大きなメリットを与

えることも考えられる。省レアアースについては、本プロジェクト開発成果を

ベースに引き続き研究開発を続けられる計画があり、成果レベルを勘案すると

早期実用化が期待できる。今後、自動車会社との緊密な連携協力が必要である。

 
〈肯定的意見〉 
○ 実用化への目標は、現状のレアアースモータの諸特性と同等もしくは上回

ることという明確な設定を設けており、実用化イメージ・出口イメージ通

りに研究を遂行し、すべての項目で目標値を達成している。 
○ 実用化に向けた、課題、対策、マイルストーン等の設定を行い、実用化に

向けて着実に進展している印象を受けた。 
○ 事業原簿から、この項目については企業と大学間との連携はスムーズに行

われたと判断される。また、事業化の展開で世界をリードしていることは

評価できる。 
○ 省レアアースについては、本プロジェクト開発成果をベースに引き続き研

究開発を続けられる計画であり、成果レベルを勘案すると早期実用化が期

待できる。 
○ モータの試作においては、大容量のモータを試作する前に、通常小形・小

容量のものを試作する。この小容量のものでも特性が良好で構造的にも問

題がなく、制御しやすいなどの特徴があれば、産業用に使用することも可

能である。したがって、波及効果として、本事業の目的である車搭載と並

行して、産業や家庭で使用される動力用モータとして大きなメリットを与

えることも考えられる。 
○ 省レアアースモータの開発において、脱レアアースに向けた開発、性能評

価が行われ、問題点も十分に検討された。特に、新たにレアアース・レア

メタル使用量削減支援事業に採択されたことは、問題点が十分に整理され、

今後の研究方向の見通しが立っていると判断しても良いと考えられる。実

用化イメージ・出口イメージが明確になっていると考えて良い。 
○ 実用化の道筋、計画が明示されている。 
○ 是非実用化してほしい。 
○ 本プロジェクトの成果は、自動車関連分野へ技術的・経済的・社会的に大

きな波及効果をもたらすものであると確信できる。 
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〈問題点・改善すべき点〉 
● 国際規格化等、標準整備に向けた見通しについては、プレゼンテーション

および関係書類において殆ど触れていないのが残念である。既に国際標準

があるのであればその旨の説明が必要であった。 
● 脱あるいは省レアアース化は、克服課題も多いがぜひ実用化に結び付けて

ほしい。 
 
〈その他の意見〉 
・ 該開発項目は、電池関連プロジェクトとしては違和感があり、独立して推

進してもよいテーマであったと判断される。 
・ 成果の普及から考えた場合、本成果は、一般に向けてもっと広く配信され

ても良い。 
・ 日本の最高技術を国際標準化、国際規格化においてイニシアティブがとれ

るよう、しっかりとしたロビー活動を継続的に行ってほしい。 
・ 最終目標としては、車搭載であるが、この用途では様々な厳しい要求がな

されることから、今後実用化に向けては自動車会社との緊密な連携協力な

しには実現しないと考える。 
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２．４ 次世代技術開発 
１）成果に関する評価 

研究者が自らの研究興味を中心としてテーマが設定されており、多様な側面

からのアプローチがなされた。当初の目標値に到達していないテーマも散見さ

れるが、関係分野のチャンピオンデータや世界最高水準を達成したグループも

ある。非常に高い技術レベルが要求され、その中、1 つでも実用化につなげられ

る技術が創出されれば良いカテゴリーであると考えられる。 
しかしながら、初期に採択されたテーマでも、当該プロジェクトの実用化の

目標と遠いテーマについては、もっと入れ換えがあってもよかった。テーマの

性格上やむを得ないが、色々なベクトルを持った要素研究が多数存在し、かつ

個別の具体的目標については妥当性が明確でなく、成果の濃淡もある。さらに

プロジェクトの主成果は知的財産の創出とその普及であることを踏まえると、

成果としての論文や講演発表件数に比べて特許の数があまりにも少ない。その

意味から NEDO として次世代技術に関する知財戦略の構築を期待する。 
 
〈肯定的意見〉 
○ いずれもポスト・リチウムイオンを視野に置いたチャレンジングなテーマ

であり、完成が期待される。 
○ フッ素化合物電解液および SNH 負極活物質については今後の展開が期待

される。 
○ 研究者個人が自らの研究興味を中心としてテーマが設定されており、この

こと自体は次世代電池材料開発研究にとって大変望ましい研究形態であ

った。というのは、多様な側面からのアプローチによって、その中から一

つでも有望なシーズを見つけだすことが基礎研究の役割である。 
○ 成果の中には、関係分野のチャンピオンデータや世界最高水準を達成した

グループもあり、活発な研究開発を行っている印象を受けた。 
○ 当初の目標値に到達していないテーマも散見されるが、研究の性格上あま

り気にする必要はないように思われる。 
○ 重量エネルギー密度 500Wh/kg については、テーマ内容により、目標を

達成された参画大学、達成に至らなかった参画大学がある。研究開発であ

ることから、複数のテーマで目標値を達成したことで、計画は十分に遂行

されたと考えて良い。 
○ ほぼ全ての要素技術を網羅しており、多種多様な分野で多くの成果を挙げ

ている。 
○ 次世代技術にもかかわらず、達成レベルは○や△が多く、非常に精力的に

開発を進めてきていることがうかがえる。中には世界初、世界最高の性能
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や数値を示している成果もあり、課題も明確に述べられており、解決への

見通しも妥当であると評価できる。 
○ 国内外で検討対象となっている材料系を開発テーマとして網羅しており、

国際的な水準を維持しながら総合的な検討が行われていると判断できる。

その成果も学会、専門誌に発表され、社会的貢献は十分だったと思う。 
○ 革新的技術開発であり、非常に高い技術レベルが要求される。大学・企業

のトップレベルの研究者がチャレンジし、1 つでも実用化につなげられる

技術が創出されれば良いカテゴリーであると考えられる。その中、当初目

標を達成しているテーマもあり、日本の今後の材料技術の発展が期待でき

る。848 件の発表・25 件の受賞など、成果の普及にも貢献し、外部から

の評価も高い。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
● 次世代技術というテーマの性格上、やむを得ないのかも知れないが、色々

なベクトルを持った要素研究が多数存在し、かつ個別の具体的目標につい

ては妥当性が明確でなく、成果の濃淡もある。いくつか有望な成果はある

ものの、テーマ全体としての評価は困難である。 
● 特許の数に対して、論文数、講演数が多過ぎる。次世代技術とはいえども、

NEDO 事業の主成果とは知的財産の創出とその普及で、学術振興や成果

の公表にあるとは思えない。その意味から次世代技術に関する知財戦略の

構築を期待する。 
● mAh/g での評価がほとんどであり、mAh/cc での評価も行うべきである。 
● 実際にはエネルギーは Wh で評価されるので、材料の電圧が重要。Mg や 

Al はその点で不利であり、放電曲線が Sloping なので、使い方にも制限

が出て来そうである。 
● 本分野は基礎研研究を中心としていることは承知しているが、NEDO プ

ロジェクトとして明確な新しい電池材料あるいは電池システムの創成と

いう大前提がある。その中で、中間評価の際に継続中止となったテーマが

数件程度（22 件中 5 件？）というのは少ないと言えないか。 
● 各テーマの成果を概観すると、5 年間で査読つき発表論文数がゼロの課題

が見受けられる。年間約 2 千万円の研究費 5 年間を受け入れながら、これ

では税金の無駄使いといわれても仕方がないのではないか。 
● 成果について、達成しなかった場合、事業原簿を見ても必ずしもその課題

がクリアにされていない。達成された目標だけでなく、達成されなかった

場合も、その原因、問題点、今後どの様にすれば達成可能になるのか、記

載した方が良いと考える。 
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● 初期に採択されたテーマでも、科学的意味は十分であったとしても、当該

プロジェクトの実用化の目標と遠いテーマについては、入れ換えがあって

もよいのではなかったか。「技術委員会方式」では、その実施途中での判

定が難しいことは理解できるが、出願件数から、研究成果を知財の獲得に

結びつける努力は十分であったとは言えない。 
● 知財権取得状況について、課題があると感ずる。848 件の発表に対し、特

許出願が 41 件と異常に少ない。国費を利用して研究する限り、日本開発

技術の権利保護の観点から、出願を積極的進めるべきと考える。 
● 個別の成果はそれぞれの目標値をクリアしていると言えるが、それら多く

のバラバラであり、複数の異なる成果の統合、集約がなされ、第２段の目

標設定がなされていないのが残念である。 
● 開発項目および目標は、評価しやすいものとするため、さらに深く検討す

べきと考える。 
 
〈その他の意見〉 
・ どの材料までを開発対象とするかについてのコンセンサスが十分であっ

たとは考えにくい。例えば、イオン液体は、どこまでを開発境界領域とす

るかなど条件付けがあってもよかったと考えられる。金属―空気電池系は、

越えなければならない大きな課題が明確になってきたので、要点を絞った

研究が今後必要であろう。 
・ 企業の参画が少ないと感ずる。革新型電池開発は RISING プロジェクト

においても同様の開発が行われている。国家プロジェクト間の連携も今後

考える必要があるのではないか。 
・ 成果について、達成しなかった場合、達成度が、「○」、「△」で表示され

るが、もう少し定量的な表示にして戴きたい。 
・ 論文・学会発表レベルの世界初については第３者による検証が必要である。

真にそうであると確認できれば、何らかの特許化を考えるべきである。 
・ 2030 年以降を目標とした革新的二次電池を開発するためのものであり、

広く、また様々な試みを後押しするのが必要であると考える。評価は必要

であり、今後の見通しを見極めるためにも目標設定をもう少し高度にして

もよかったのではないか。 
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２）実用化の見通しに関する評価 
産業技術としての適応可能性を意識して、研究を遂行している。実用化の可

能性を踏まえて、リチウム電池に囚われずに多様な電池システムを提案してい

ることは好ましい。このカテゴリーの開発は、実用化確率が低いものの、実用

化可能性が見いだされた場合、大きく次世代蓄電技術に貢献するものである。

後継プロジェクトへの移行テーマもあり、将来が楽しみである。 
一方、実用化へのイメージ及びマイルストーンがクリアでない。2030 年頃

実用化目標といえども、そこに至るマイルストーン及び開発課題をクリアにし

ておく必要があり、研究者は実用化レベルを絶えず意識して、テーマ毎に長期

シナリオ策定し、それに沿って研究を進めて頂きたい。 
今後、得られた成果の中から、次に重点的に遂行すべきテーマを選定するこ

とが NEDO にとって重要である。 
 
〈肯定的意見〉 
○ 広い範囲にわたるテーマがある中で、研究者個人として産業技術としての

適応可能性を意識して研究を遂行している。 
○ 実用化の可能性を踏まえてリチウム電池に囚われずに多様な電池システ

ムを提案していることは好ましい。 
○ チャレンジングなテーマであるが、一応の成果は出ている。 
○ 将来の実用化をターゲットにした新規の材料の開発研究が進められてい

ることは評価できる。また、電極活物質では、表面修飾および電解質との

界面修飾により、耐久性や反応速度の向上が計られており、評価できる。 
○ このカテゴリーの開発は、実用化確率が低いものの、実用化可能性が見い

だされた場合、大きく次世代蓄電技術に貢献するものである。後継プロジ

ェクトへの移行テーマもあり、将来が楽しみである。 
○ 最終目標に対して、それぞれで課題が明示されたことは、今後の実用化に

結びつけるための課題がクリアにされたと考えられ、実用化に向けての第

1 歩となると考えられる。 
○ 実用化できそうな技術もいくつかみられる。 
○ 達成レベルを見る限り、大変すばらしい成果であり、実用化の見通しは明

るい。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
● さらに時間をかけて上記問題点を解決してほしい。 
● 活物質の開発では、エネルギー密度、または出力密度の算出方法が一定で

ないため、プロジェクト内での統一基準を設けた方がわかりやすい。活物
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質単位と電池用電極としての数字の明記が必要と考えられる。 
● 次世代技術開発においても、研究者は実用化レベルを絶えず考え、研究を

進める必要がある。2030 年実用化目標といえども、そこに至るマイルス

ストーン及び開発課題をクリアにしておく必要があり、各テーマ毎に長期

シナリオ策定し、それに沿って研究を進めて頂きたい。 
● 実用化へのイメージ及び出口イメージがクリアでない、プレゼンおよび事

業原簿だけでは、十分に読み取ることができない。実用化に対するコメン

トを要求するのであれば、マイルストーン等を明確に示すことがあっても

よい。 
● 新規正極材料の開発に関しては、かなり高いハードルが感じられる。今後

の道筋をしっかりと提案してほしい。 
 
〈その他の意見〉 
・ 得られた成果の中から、次に重点的に遂行すべきテーマを選定することが

NEDO にとって重要である。 
・ 何を持って実用化の見通しとするのかが理解不能である。 
・ LIB の研究は大学においても基礎科学の研究テーマになることから、人材

育成にも貢献できていると判断される。最終的に実用化に結びつけること

をターゲットにするならば、中間段階での実用化ステージのため全面的再

評価が重要であり、そのための特別評価技術委員会の設置なども考えられ

たと思う。 
・ 成果の評価に関しては、実用化にこだわり過ぎず、実用化目指した基礎レ

ベル向上を主眼として実施する方が良い。 
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２．５ 基盤技術開発 
１）成果に関する評価 

大型電池のキーとなる寿命、安全性について共通の「ものさし」で開発電池

の評価を進めたことに意義がある。電池に関する性能評価、劣化解析、試験方

法の標準化などの確立は、実験室レベルから実用レベルへの展開にとって最重

要課題であり、それぞれ明確な目標値を設定して研究を遂行している。劣化機

構の解明法として、新しいアコースティック・エミッション（AE）法を開拓し

たことは、世界をリードする技術としても高く評価できる。また、標準化、規

格化に関しても、具体的アクションが行なわれ、成果も出ている。 
今後、寿命評価における低温、高温域の異なる劣化モードに対する評価手法、

劣化の充放電レート依存性、出力特性評価のカットオフ電圧の考え方など、実

用化に関する新たな「ものさし」を、評価法に取り入れるべきである。また、

これら電池評価法（電池特性）と材料評価法（材料特性）の関係付けなど、更

なるレベルアップを目指し、継続的に検討を進めることが重要である。国際標

準化に関しては、SAE や VDA (ドイツ) が標準化に向けて、他国との連携を探

っており、その動きにも注目してほしい。 
 
〈肯定的意見〉 
○ 設定した目標はほぼ達成されている。 
○ 加速試験法の確立および他事業への水平展開は重要な成果である。安全性

試験法の確立とその国際標準化は重要な成果である。 
○ 寿命試験条件の設定、劣化解析、標準化・規格化などに関する努力は評価

できる。ISO への提案など実を結んだことは評価できる。 
○ 電池に関する性能評価、劣化解析、試験方法の標準化などの確立は実験室

レベルから実用レベルへの展開にとって最重要課題であり、それぞれ明確

な目標値を設定して研究を遂行している印象を受けた。 
○ 劣化機構の解明法として新しいアコースティック・エミッション（AE）

法を開拓したことは、世界をリードする技術として高く評価できる。 
○ 地道な作業である国際標準化・基準化への取り組みも着実に実行されてい

る。 
○ 大型電池のキーとなる寿命、安全性について共通の「ものさし」で開発電

池の評価を進めたことに意義がある。また、標準化、規格化に関しても、

具体的アクションが行なわれており、成果（規格化：6 件）も出ている。

発表も 176 件と評価カテゴリーを考慮した場合、成果の普及に貢献してい

ると感ずる。 
○ 基本性能試験、加速劣化試験、劣化要因、安全性評価の試験法等の解明が
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行われ、計画は十分に遂行されたと考えて良い。プレゼンテーションで、

開発された評価を電池メーカー様で利用されていることも伺え、このこと

からも十分に機能を果たしていると言って良い。 
○ 多くの新しい研究成果が、論文、学会発表レベルでなされている。 
○ 目標はすべて達成された。国際標準・規格化へ本成果が適用されれば、我

が国にとっては大きな力となる。電池セル・モジュール技術が世界をリー

ドしてこそ、規格化にも弾みが付く。トータルとして開発が進むことが重

要であり、可能であるならば電池関連の技術と基盤技術が互いに連携し、

引き続きこれを支援強化することが望ましい。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
● 共通の「ものさし」で開発電池の評価を進める一方、この「ものさし」の

バリエーションに課題があると感ずる。寿命評価における低温、高温域の

異なる劣化モードに対する評価手法、劣化の充放電レート依存性、出力特

性評価のカットオフ電圧の考え方など、実用化に関する「ものさし」を、

評価法に取り入れるべきである。また、これら電池評価法（電池特性）と

材料評価法（材料特性）の関係付けなど、更なるレベルアップを目指し、

継続的に検討を進めることが重要である。 
● 成果は、事業途中の段階であっても、より積極的に PR することで、さら

なる成果（評価方法の実際の利用）も期待されたのではないかと考える。

運用方法の検討があれば、さらなる成果も期待できた。 
● 国際標準との適合性を早急に検討すべき。 
● SAE や VDA (ドイツ) が標準化に向けて、他国との連携を探っており、

その動きにも注目しなければならない。 
● 温度依存性に関する特性変化の情報は十分ではなく、今後の検討が必要で

ある。安全性を確保するためには、リチウム電池特有のリチウムデンドラ

イト生成に関する詳細な検討が必要である。 
● 大学発の世界初に関しては、第３者の検証が必要である。 

 
〈その他の意見〉 
・ 日本発の標準化・基準化の方式がそのまま国際的に受け入れられるとは到

底思えない。今後、一層の努力を期待する。 
・ 該項目の実施結果は、材料開発の技術委員会、各テーマ実施者にも十分反

映されるべきと考えられる。劣化予測では、シミュレーション予測の内容

は興味深く進展が期待できるが、過剰期待にならないよう他の解決研究テ

ーマも並行して推進すべきである。 



 

1-45 

・ 評価手法の策定においては、ユーザーにおける使用法を考慮する必要があ

る。材料からユーザーでの使用法までの幅広い知見が必要であり、ユーザ

ー（自動車メーカーなど）の参画を検討することも必要ではないか。 
・ 国際化については、積極的にアピールして下さい。 
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２）実用化の見通しに関する評価 
現在確立されつつある基盤技術の信頼性をより高めてほしい。提案の評価手

法に関しては、いち早く公開し、プロジェクト外からの意見も取り入れれば、

より効果的であったのではないかと考える。 
国際標準・規格化へ本成果が反映されることが重要であり、加速試験法等の

標準試験法の国際標準化を期待する。 
 
〈肯定的意見〉 
○ 現在確立されつつある基礎技術の信頼性をより高めてほしい。 
○ 日本の EV 関連企業は国際標準に向けては冷淡だったが、本テーマでは

標準化も視野に入れている。 
○ 加速試験法等の標準試験法の国際標準化を期待する。 
○ 国際的標準化で、一部成果が上がっていることは評価でき、今後も一層の

努力が必要であろう。 
○ 実際、規格化に貢献しており、成果は反映されている。 
○ 全ての課題で目標が大幅達成、あるいは達成されたことから、計画は十分

に遂行されたと考えて良い。 
○ 実用化できそうなものもあると思われる。 
○ 国際標準・規格化へ本成果が反映されることが最重要項目であり、強力に

推進することを望む。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
● 充放電方式などの分野で、今日劣勢が伝えられているが、欧米に負けない

体制作り、その対応を期待する。 
● 劣化機構の解明及び抑止手法提案についても、実用化材料に関する知見で

あり、次世代実用可能性材料の供給を受け、検討を進めた方が、次世代技

術開発へ貢献できたのではないかと考える。 
● 実用化へのイメージ及び出口イメージがクリアでない、プレゼンおよび事

業原簿だけでは、十分に読み取ることができない。実用化に対するコメン

トを要求するのであれば、マイルストーン等を明確に示すことがあっても

よい。 
● 成果がバラバラで、特許化がほとんどなされていない。NEDO と大学知

財との連携があまり感じられない。予算執行に関しては、ややバラマキに

近い印象がある。 
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〈その他の意見〉 
・ 先にもふれたが、SAE のコンボ充電方式の採用は日本にとって深刻な情

勢である。益々の努力を期待するものである。 
・ 実施項目の担当技術委員会などでの議論を活発にして、批判的意見も十分

取り入れて、この分野での国際競争力を維持してほしい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
評価報告書にかかる編集倫理に基づき、コメントの一部は掲載を差し控えた。 
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３．評点結果 
３．１ プロジェクト全体 

 

1.9 

2.1 

1.8 

2.9 

0.0 1.0 2.0 3.0 

 
 

 
評価項目 平均値 素点（注） 

１．事業の位置付け・必要性について 2.9 A A A A A A A B
２．研究開発マネジメントについて 1.8 A B B B B C C C
３．研究開発成果について 2.1 A A B B C B B B
４．実用化、事業化の見通しについて 1.9 B B B C B B B B
（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 

 
〈判定基準〉  
１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 
・非常に重要          →A
・重要             →B
・概ね妥当           →C
・妥当性がない、又は失われた  →D

・非常によい         →A
・よい            →B
・概ね妥当          →C
・妥当とはいえない      →D

２．研究開発マネジメントについて ４．実用化、事業化の見通しについて

・非常によい          →A
・よい             →B
・概ね適切           →C
・適切とはいえない       →D

・明確            →A
・妥当            →B
・概ね妥当であるが、課題あり →C
・見通しが不明        →D

平均値 
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３．２ 個別テーマ 
 
３．２．１ 要素技術開発（電池モジュール） 

 

2.1 

2.9 

0.0 1.0 2.0 3.0 

2.実用化、事業化の見通し

1.研究開発成果

 

 

３．２．２ 要素技術開発（電池材料） 

 

1.3 

2.0 

0.0 1.0 2.0 3.0 

2.実用化、事業化の見通し

1.研究開発成果

 
 
３．２．３ 要素技術開発（周辺機器） 

 

2.5 

2.6 

0.0 1.0 2.0 3.0 

2.実用化の見通し

1.研究開発成果

 
 

平均値 

平均値 

平均値 



 

1-50 

 
 
３．２．４ 次世代技術開発 

 

1.1 

1.8 

0.0 1.0 2.0 3.0 

2.実用化の見通し

1.研究開発成果

 
 
３．２．５ 基盤技術開発 
 

 

2.3 

2.4 

0.0 1.0 2.0 3.0 

2.実用化の見通し

1.研究開発成果

 
 
 

平均値 

平均値 
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個別テーマ名と評価項目 平均値 素点（注） 

３．２．１ 要素技術開発（電池モジュール） 
 １．研究開発成果について 2.9 A － A A B A A A
 ２．実用化、事業化の見通しについて 2.1 B － A B B B B B
３．２．２ 要素技術開発（電池材料） 
 １．研究開発成果について 2.1 A A B C C B B B
 ２．実用化、事業化の見通しについて 1.3 B B C C C C C C
３．２．３ 要素技術開発（周辺機器） 
 １．研究開発成果について 2.6 A A B A B A A B
 ２．実用化の見通しについて 2.5 A B B A A A B B
３．２．４ 次世代技術開発 
 １．研究開発成果について 1.8 B A B B C C C B
 ２．実用化の見通しについて 1.1 C B C C C C D B
３．２．５ 基盤技術開発 
 １．研究開発成果について 2.4 A A B B B B A B
 ２．実用化の見通しについて 2.3 A A A C B B A C
（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 

 

 
 

〈判定基準〉  
１．研究開発成果について ２．実用化(､事業化)の見通しについて

・非常によい          →A
・よい             →B
・概ね適切           →C
・適切とはいえない       →D

・明確            →A
・妥当            →B
・概ね妥当であるが、課題あり →C
・見通しが不明        →D



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

第２章 評価対象プロジェクト 
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１．事業原簿 
次ページより、当該事業の事業原簿を示す。 

 
 



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「次世代自動車用高性能蓄電システム技術開発」 

 
 
 

事業原簿(公開) 

 

 担当部 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

スマートコミュニティ部 
 

 

「次世代自動車用高性能蓄電システム技術開発」 

（事後評価）分科会 

資料５－１ 

nakamuramao
タイプライターテキスト
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概 要 
最終更新日 ２０１２年１０月 ４日 

プログラム名 エネルギーイノベーションプログラム  

プロジェクト名 次世代自動車用高性能蓄電システム技術開発 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ番号 Ｐ０７００１ 

担当推進部/担当者 

スマートコミュニティ部 
細井敬（２０１２年５月～現在）、 
松村光家（２０１１年４月～現在）、 
木村英和（２０１１年６月～現在）、 
田中博英（２０１０年１２月～現在）、 
丸山陽一（２００９年１２月～２０１２年６月）、 
都築秀典（２００９年３月～２０１１年２月）、 
白神昭（２００９年４月～２０１１年３月） 

０．事業の概要 

我が国では、二酸化炭素総排出量の約 2 割を占める運輸部門において、低環境負荷で走

行することが可能な電気自動車（EV）、プラグインハイブリッド自動車（PHEV）、燃料電

池自動車等（FCV）等の次世代自動車の早期普及が期待されており、そのキーとなる蓄電

池に対する注目度が高まっている。 
一方、NEDO では次世代自動車の早期実用化に資するため、2007 年度から 5 年計画で

「次世代自動車用高性能蓄電システム技術開発」を実施し、高性能且つ低コストな二次電

池の実現を目指してきた。 
次世代自動車の実用化のためには、中期的には PHEV の過酷な使用環境に耐える高性

能で安価なリチウムイオン電池が必要であること、長期的には EV 用途として現在のリチ

ウムイオン電池の原理を越える革新的な容量の電池が必要であること、更には次世代自動

車の大量導入のためには駆動モータにおいてレアアース使用量を大幅に削減する技術が必

要であること等、中長期にわたり技術開発リスクの高い課題を解決する必要がある。  
本事業では、PHEV 等を目指す高性能リチウムイオン電池の開発、EV を目指す革新

的な電池の原理や材料等の開発、並びに周辺機器（モーター等）の開発、基盤技術開発

を産官学の総力を結集して実施し、中長期にわたり次世代自動車を円滑に市場に導入す

る技術的な基盤を確立する。 
 

Ⅰ．事業の位置付け・必

要性について 

（１）政策上の位置付け 
我が国が持続的発展を達成するためには、革新的なエネルギー技術の開発、導入・

普及により世界に先んじて次世代型のエネルギー利用社会の構築に取り組む必要があ

るが、エネルギー技術開発には長期間と大規模投資を必要とするとともに、将来の不

確実性が大きいことから、民間企業が持続的に取り組むことは容易ではない。このた

め、政府が長期を見据えた技術進展の方向性を示し、官民双方が方向性を共有するこ

とで、長期にわたり軸のぶれない取組の実施を可能にすることを目指し、「エネル

ギーイノベーションプログラム」が制定されている。 
本プロジェクトは、上記した「エネルギーイノベーションプログラム」の一環とし

て実施する。 
 
（２）NEDO が関与する意義 

本プロジェクトは、HEV、EV、燃料電池自動車等の早期実用化に資するために、高

性能かつ低コストな蓄電池及びその周辺機器の開発に取り組むものであり、我が国の

自動車産業、蓄電池産業等の海外競争力強化に必須の高リスクな重要技術の研究開発

に該当することから、NEDO の関与は適当である。 
また、NEDO は高性能・次世代型蓄電池の技術開発プロジェクトを基礎から応用ま

で様々な形で推進しており、プロジェクト間の連携によりシナジー効果の創出が可能

である。 
 
（３）実施の効果 

本プロジェクトの実施によって、2015 年から 2030 年にかけて次世代自動車を計画

的に開発し導入していく上で必要となる高性能な蓄電池、電池材料、革新的な電池の

基礎技術、基盤技術および周辺機器類の技術が確立されることで、多様な次世代自動

車が時代の要請に応じてタイムリーに進化しながら市場投入されることが期待でき

る。 
その結果として、2015 年以降次世代自動車の市場が立ち上がり、経済効果は蓄電池

販売額として 1.3 兆円、CO2削減効果は 56 万トン/年が期待される（2020 年時点）。 
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Ⅱ．研究開発マネジメントについて 

 

 

事業の目標 

高性能な蓄電システムの要素技術開発、現状のリチウムイオン電池等の技術レベルをブ

レークスルーするための新材料等の次世代技術開発、耐久性評価・安全性試験方法の基盤

技術開発を実施することにより、2015 年において現状の蓄電池性能（注）の概ね 1.5 倍

以上、コスト 1/7を可能とする次世代クリーンエネルギー自動車の実用化を促進する。及

び 2030 年を目処に、現状の蓄電池性能の概ね 7 倍を見通す革新的蓄電池技術への基礎確

立を目標とする。 
（注）現状の蓄電池性能（下記の数値は、容量 3kWh程度の電池パックを想定した値） 
   ・電池システム重量エネルギー密度：70Wh/kg 
   ・電池システムコスト：20万円/kWh 

事業の計画内容 

主な実施事項 H19fy H20fy H21fy H22fy H23fy  

(1) 要素技術開発 

(2) 次世代技術開発 

(3) 基盤技術開発 
 

開発予算 
（会計・勘定別に事業

費の実績額を記載） 
（単位：百万円） 
 
契約種類 
○をつける 
（委託（○）、助成

（ ）、 共同研究 
（ ）） 

会計・勘定 H19fy H20fy H21fy H22fy H23fy 総額 

一般会計       

特別会計（需給） 1804.5 2742.3 2481.5 2336.8 1795.0 11160.1

総予算額       

(委託) 1804.5 2742.3 2481.5 2336.8 1795.0 11160.1

（助成） 

：助成率 2/3 
      

（共同研究） 

：負担率△/□ 
      

開発体制 

経産省担当原課 資源エネルギー庁 新エネルギー対策課 

プロジェクトリーダー － 

助成先（＊委託先が管理

法人の場合は参加企業数

も記載） 

○要素技術【電池開発】 
GSユアサ、日立ﾋﾞｰｸﾙｴﾅｼﾞｰ、日立製作所、ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ 
○要素技術【電池構成材料】 
三菱化学、日本合成化学工業、産業技術総合研究所、 
田中化学研究所、日産自動車、第一工業製薬、関西大学、 
ｴﾚｸｾﾙ、三菱重工業、九州大学、九州電力、戸田工業 
○要素技術【周辺機器】 
徳島大学、三菱電機、大阪府立大学、ﾀﾞｲｷﾝ工業、 
名古屋工業大学、東海大学、北海道大学、東京理科大学 
○次世代技術開発 
横浜国立大学、東京工業大学、物質・材料研究機構、 
三重大学、京都大学、産業技術総合研究所、長崎大学、 
東北大学、鳥取大学、首都大学東京、東京大学、神戸大学、

岩手大学、ﾄﾖﾀ自動車、ﾌｧｲﾝｾﾗﾐｯｸｽｾﾝﾀｰ、静岡大学、 
九州大学、慶應義塾、東京理科大学、 
埼玉県産業技術総合ｾﾝﾀｰ、名古屋工業大学、古河電気工業、 
古河電池、東京大学、関西大学、ﾀﾞｲｷﾝ工業 
○基盤技術開発 
電力中央研究所、産業技術総合研究所、日本自動車研究所、 
東北大学 

情勢変化への対応 

 自動車用リチウムイオン二次電池の国際標準化・規格化について、ドイツから ISO に

電池の標準試験方法等の提案が先になされたことを受け、スケジュールを見直し、前倒し

実施のための予算配分を行った。 
 優れた成果およびその見通しが得られたテーマについて、委託費の増額により研究開

発の加速を図った。 
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中間評価結果へ 
の対応 

総合評価（改善すべき指摘点）： 
近い将来の高性能・低コスト HEV 並びに PHEV の実現のためには、コスト低減や安全

性確保を進めつつ、電池モジュールレベルの高い目標値を達成できるよう更に努力して欲

しい。また、最終目標の達成に向けては、課題と解決の道筋を記述して欲しい。【1】 さ

らに、コスト低減については、どこまで進み、最終目標値を見通すことができるレベルに

到達しているのかどうかが明確になっていない。安全性を含めて産業として十分成立して

いくことが確信できるようにして欲しい。【2】 
 本プロジェクトの成果は、波及効果が大きく世界に大きな影響を及ぼすと考えられ、是

非とも我が国独自の技術として早急に確立して欲しい。 
 
 対処方針： 
【1】委託先毎にこれまでの課題と解決の道筋を明確化する。 
【2】コスト・安全性の検証については各委託先とも主に H22-23 年度で取り組む計画と

なっている。また、安全性については「基盤技術開発」の技術委員会で既に検討がなされ

ている。今後とも、コスト・安全性について技術委員会等で引き続き検討を重ねつつ、産

業として成立するための技術開発を進めていく。 
 
 計画等への反映： 
【1】H22 年度の実施計画書へ反映 
【2】H21 年度実施計画書に記載 

評価に関する事項 
中間評価 平成 21 年度 中間評価実施 

事後評価 平成 24 年度 事後評価実施予定 
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Ⅲ．研究開発成果につい 
て 
 

 主な開発成果開発項目毎に分けて下記（１）～（６）に示す。 
（１）要素技術開発（電池開発） 

委託先 3 者において各々特徴ある正極活物質をベースに、PHEV 用の高容量・高出力

で且つ長寿命な高性能リチウムイオン電池の要素技術を開発した。成果物として実規模

サイズの 10Ah 級単セルおよびそれを用いた 0.3kWh 級電池モジュールを試作し、基盤

技術開発で策定した共通評価手法に則り目標到達度を評価した。初期性能、寿命、安全

性、コストの全ての項目において目標値を達成した。また最終的な 3kWh 級電池パック

の基本設計／モックアップの作成を行い、開発したセル／モジュールのパック化が可能

であることを確認した。 
（２）要素技術開発（電池構成材料） 

委託先 7 者において一段と高い性能のリチウムイオン電池で必要となる正／負極活物

質、電解液を開発し、開発材料を小型電池（ボタン/ラミネート電池、18650 電池）で

動作させ目標達成度を評価した。 
開発した材料は、正極では高容量層状岩塩型活物質等、負極では高容量 Si 合金系活

物質、電解液では高安全性電解液（イオン液体、ヘテロ元素含有溶媒）である。5 つの

委託先で目標を達成、残る 2 者においても性能向上がみられ、全体として十分な成果が

得られた。 
（３）要素技術開発（周辺機器） 

脱／省レアアースにつながる車両駆動用モータ技術に焦点を当て、複数の駆動原理の

異なる方式（リラクランスモータ、ステッピングモータ、誘導モータ等）に 7 つのテー

マを設定し、最終的に実用規模に近い容量のモータ（10～50kW 級）を開発し性能評価

した。全ての方式で性能目標値をほぼ達成しており、現状性能を維持しながら脱／省レ

アアースが可能な事が示された。 
（４）次世代技術開発 
  金属－空気電池系については、水溶液系ではラミネート封入式のセル試作および試験

を行い、実用セルとしてのひとつの具体化がなされた。実用化に際しては、反応の可逆

性を高める新部材の開発、電池構造の改良等課題は山積しているが、課題の抽出と一部

改良部材の提案が示された。リチウム硫黄電池系については、Li-P-S 系の新規固体電解

質を発見し、この設計指針からさらに高性能な新規の固体電解質の発見にも寄与した。

カーボンへの表面修飾による可逆容量向上等の改良指針も示された。多価カチオン電池

系については、新規の正極活物質を用いて十分な初期放電容量とある程度のサイクル性

能を有していることが確認された。一方で、高電位化と電解液に課題が残るため、材料

開発の継続が必要である。新形態リチウムイオン二次電池については、正極、負極、電

解液それぞれである程度の新規材料が見出され、材料としてのポテンシャルは示され

た。実用セルレベルでの評価が今後の課題となる。解析技術については、その場近赤外

FT ラマン分光法を用いて実電極でのその場観察に成功した。得られた結果と電池反応

との対応付けとデータ蓄セルが今後の課題となる。 
（５）基盤技術開発 

電池の性能評価に関わる共通的な評価手法の開発とその国際標準化を目指した活動を

実施した。基本性能、安全性、寿命に関わる評価手法を要素技術開発電池開発担当の電

池メーカの協力の下実施し、電池メーカが開発した電池いの評価に用いる等、目標とす

る評価技術を確立できた。国際標準化においても、開発した基本性能評価手法、安全性

評価手法の IEC 規格化を達成し、目標を達成した。 
 
投稿論文 「査読付き」２３４件、「その他」１１４件 

特許 「国内出願済」２５８件、「外国出願済」６１件、「国内登録」１９

件、「海外登録」５件 
その他外部発表 「講演」１５５８件、「受賞」５２件、「新聞等」１４６件、「展示

会」４２件、「国際標準」２１件 
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Ⅳ．実用化の見通しにつ

いて 

要素技術開発（電池開発）では、本事業の成果の自動車用電源への適用性について確認

しており、今後量産化に向けた改良、自動車メーカとの共同研究等による車載試験、量産

仕様開発等を経て市場導入を計画している。（GS ユアサ、日立ビークルエナジー、パナ

ソニック） 
要素技術開発（電池構成材料）では、開発材料の商品化に向けて材料の更なる性能向

上、量産化、電池等メーカへのサンプル提供／評価を計画している。（三菱化学、田中化

学、日産、第一工業製薬、三菱重工）また別途 NEDO においても、2020～2025 年を目標

に高性能材料等よりなる先進電池の実用化を目指すプロジェクトを計画中それらの結果と

して開発成果の実用化が図られる。 
要素技術開発（周辺機器）では、大学等を中心に脱／省レアアースモータの技術的実現

性が実証された段階であり、今後メーカとの共同研究等により、実用化を目指す計画であ

る。（北海道大学、徳島大学、東京理科大）またメーカにおいても、建機用モータ、産業

用モータ、空調機器用モータで実用化を進めつつ、自動車用途においてもコストや量産技

術等の開発を継続し実用化を図る計画である。 
次世代技術開発では、今後も長期にわたる基礎研究の継続が求められるため、実用化に

ついては長期的な視点で見守る必要がある。本次世代技術開発の一部テーマについては、

「革新型蓄電池先端科学基礎研究事業」で引き続き研究開発を継続する。また、新形態リ

チウムイオン二次電池の一部材剤については、電池メーカとの連携による早期の製品化段

階への移行が見込まれる。 
基盤技術開発では、開発した評価技術をプロジェクト関係者に提供／共通化した。ま

た、国際標準・規格への反映については、開発した電池の基本性能試験法、安全性評価試

験方法を日本自動車工業会、電池工業会と共同して IEC/ISO の規格に反映した。今後は

車両搭載電池システムへ枠を広げて国際標準化活動を推進する。 
Ⅴ．基本計画に関する事

項 

 

作成時期 平成 19 年 3 月制定 

変更履歴  
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プロジェクト用語集 
用 語 説 明 

AB アセチレンブラック 
Al アルミニウム。代表的な正極の集電体として利用されている。 
BEV （Battery Electric Vehicle）電池駆動の電気自動車（EV） 

C 
定電流放電したときに、ある時間で放電終了となる電流値。Ex）1 C･･･1 時間、0.2 C･･･

5 時間で放電終了となる電流値。 
Cu 銅。代表的な負極の集電体として利用されている。 
EPMA 電子線マイクロアナライザー 
ESR 電子スピン共鳴法 
EV （Electric Vehicle） 電気輸送機器。狭義では、電気自動車を指す。 
HC ハードカーボン（難黒鉛性炭素） 
HEV （Hybrid Electric Vehicle） ハイブリッド電気自動車。 

KMFC 
（Kawasaki mesophase fine carbon） （1）リチウムの吸蔵能力が高い、（2）充放電効

率が良い、（3）充放電レート特性が良い、（4）サイクル特性が良い、などの要求に応え

る高性能負極材として開発された球状黒鉛。JFE スチールグループ。 
LCO コバルト酸リチウム 
LFP リン酸鉄リチウム LiFePO4 
Li リチウム 
LIB リチウムイオン電池 
LiCoO2 コバルト酸リチウム 

LMO マンガン酸リチウム、スピネルマンガン酸化物 LiMn2O4 

LNO ニッケル酸リチウム LiNiO2 

METI 経済産業省 

NCA LiNiaCobAlcO2  a=0.8､b=0.15､c=0.05 

NCM LiNiaCobMncO2  a=b=c=1/3 

PHEV 
（Plug-in Hybrid Electric Vehicle） 発電機を搭載した電気自動車。電気プラグを直接自

動車に差し込んで充電することが可能なハイブリッドカー。 
PVｄF ポリフッ化ビニリデン 

SEI 

（Solid Electrolyte Interphase(又は Interface)） 電解液が分解されたり、支持塩などと

反応したりして黒鉛表面に形成される被膜。Li イオン導電性を示す固体電解質で、充放

電反応を進行させる。組成は電解液の種類によって異なり、また、数 nm と非常に薄いた

め、詳細は不明な点も多い。 
SEM 走査型電子顕微鏡 

SOC 
電池の充電状態を表す。満充電時における電池の容量に対して充電残量を比率（%）で表

す。 
TEM 透過型電子顕微鏡 

XAS 
X 線吸収分光。X 線と物質の相互作用による吸収を利用する分析法の総称。（1）物質中

を通過する X 線の強度の減少を利用する方法と、（2）吸収端法：核外電子を追い出すの

に必要な入射 X 線エネルギーに対応する波長から分析を行う方法がある。 

アセチレンブラック 
カーボンブラックの一種。アセチレンを熱分解して得る。導電性が高く、電極導電助剤と

して使用されている。 

一次電池 
電池反応が完全には可逆的ではないため、充電して反復使用することができない電池。マ

ンガン電池、アルカリマンガン電池、銀-亜鉛電池、ニッケル電池など。 
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イオン伝導 電場下でイオンをキャリアとして電流が流れる現象。 

エネルギー効率 充電電力量に対して取り出し得る放電電力量の割合（%）。ワットアワー効率。 

エネルギー密度 
電池から取り出せるエネルギー量の単位体積または単位質量当りの値。前者は

（Wh/L）、後者は（Wh/kg）で表す。 

エネルギー容量 電池から取り出せるエネルギー量。電圧と電気容量の積であり、（Wh）で表す。 

外部充電可能 HEV プラグインハイブリッド電気自動車 

活物質 
電極活物質ともいう。化学電池で、その電池の起電反応のもととなる主要物質のこと。リ

チウムイオン電池では、正極活物質として、コバルト酸リチウム、マンガン酸リチウム、

リン酸鉄リチウムなどが、負極活物質として、黒鉛などが使用されている。 

吸収係数 電磁波が物質中を進行するとき、吸収により強度が減少する。このときの係数。 

吸収端エネルギー 励起に必要とされる最小限のエネルギー。 

空隙 粒子間の隙間。電極空隙構造が Li イオンの拡散に影響を与えると考えられる。 

クーロン効率 充電電気量に対して取り出し得る放電電気量の割合（%）。アンペアアワー効率。 
駆動用電池 電動車両の駆動に供する電池。 
組電池 電池パック。 
グラファイト 黒鉛 
結着剤 バインダー 

合金系負極材料 

Si 合金系、Sn 合金系などがあり、黒鉛と比較して理論容量が大きく、環境負荷も小さい

ことから、重要な負極材料候補である。合金系材料は、リチウムと反応したときの体積変

化がかなり大きく、サイクル劣化が激しい。このため、実際の電池の負極として利用する

場合には、形状、構造などの工夫が必要である。 
合剤 スラリー 

高出力用途 
室温で 1 時間率以上の放電で出力とエネルギーの比の最大値が 10 以上要求される機器や

その特性。 

黒鉛 
炭素の同位体の一つであり、炭素原子六員環が同一面に連なったグラフェン面が積層した

構造となっている。商品化されているリチウムイオン電池の負極材料として使用されてい

る。 

五酸化バナジウム リチウムイオン電池の正極活物質の一種。四角錐の VO5多面体を基本構造として持つ。 

コバルト酸リチウム 

代表的なリチウムイオン電池の正極活物質。層状岩塩型構造で、[CoⅢO2]-層と[Li]+層が主

として静電引力で積層しているものと考えられる。合成が容易であり、種々の電池特性の

バランスがよいことから、広く民生用に使用されている。コスト、埋蔵量、環境規制など

の問題から、コバルトを使用しない正極材料の開発が求められている。 

サイクル特性 

一定条件下での充放電サイクル数と容量維持率の関係をプロットした図で表され、エネル

ギー密度、レート特性と並ぶ重要な電池特性。通常、室温、1 C で充放電を繰り返したと

きの容量値の推移を見る。二次電池のような充放電をしながら使用するデバイスでは、充

放電サイクルを重ねても劣化が少ないことが要求される。 

細孔 
多孔性物質が持つ微細な孔。孔の大きさによってマイクロポア、メソポア、マクロポアに

区別される。 

時間率 
（充）放電電流の大きさの指標。定格容量を定められた充放電電流で除して得られる時間

で表す。時間率の逆数を放電時には放電率、充電時には充電率という。 
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質量エネルギー密度 電池の単位質量あたりに取り出せる電力量（Wh/kg）。重量エネルギー密度。 

質量出力（入力）密度 電池の単位質量あたりの放電（充電）電力（W/kg）。重量出（入力）密度。 

充電 
蓄電池などの両極に外部電源をつなぎ、放電時よりもやや高めの電圧を印加して電流を通

じ、電池に電気エネルギーを蓄えていくこと。 

充電状態 電池に充電した電気量の割合。一般には定格容量に対する割合で表す（%）。 

集電体 
電気を取り出す端子。活物質の保持する役割も果たしている。電子伝導性に優れること、

電池内部で安定に存在すること、薄膜化できることなどの特性が要求される。 

充電電気量 電池の充電に要した電気量（Ah）。 

充電電力量 電池の充電に要した電力量（Wh）。 

充電特性 充電時の電流、電圧の時間履歴の関係。 

充電容量 充電電気量 

寿命 
電池を有効に使用できる期間。時間長、充放電の総回数などで表す。一般に、容量もしく

は出入力密度が所定の値まで低下した時点をもって寿命と判定される。 

寿命特性 

電池の寿命に関する特性。以下の 2 つの劣化モードに大別される。（1）サイクル寿命：

充放電時の電気化学的、物理的変化に起因する劣化モード。サイクル特性により評価され

る。（2）トリクル寿命：電池が継続的に一定の充電状態にさらされていることによる電

気化学的変化に起因する劣化モード。温度に大きく影響される。電池容量の経時特性によ

り評価される。 

初期容量 電池が最初に持っている放電容量。 

人造黒鉛 
無定形炭素を 3000℃前後で熱処理し、不規則な配列の微小黒鉛結晶の成長と配向を人工

的に行わせたもの。予め成型しておけば、適当な形の黒鉛化材料を得ることができる。 

スラリー 液体に粒子が混ざり込んだ懸濁体。 

正極 電池で、両極を導線で連結した場合、導線に電流が流れ出す極。 

セパレータ 

正負極電極間の電子的接触を防止しつつイオンを通過させるスペーサー。電池反応を効率

よく進めるためには、セパレータの孔径の均一性、空孔率、ガス透過率、電解液との濡れ

性などの因子が重要となる。ポリエチレン、ポリプロピレン、あるいはそれらの組み合わ

せなど、ポリオレフィン系の材料が多く使用されている。 

走査型電子顕微鏡 

二次元的に走査する加速電子線プローブで固体表面を照射し、各点からの反射電子、二次

電子などの種々の信号を情報として検出して試料表面の像を得る顕微鏡。伝導性の低い試

料の場合は、電子放出のため試料面が帯電し顕微鏡像を観察できなくなるため、金属など

を表面に蒸着して観察する。焦点深度が深く、凹凸の多い表面構造の観察に優れた効果が

ある。特性Ｘ線を利用した元素分析も可能。 

走査型プローブ顕微鏡 

先端を尖らせた探針（プローブ）と試料間に作用する物理量を検出し、微小領域の表面形

状や物 
性を測定する顕微鏡。磁気特性や電気特性を観測することができるものも開発されてい

る。高い分解能を持ち、高真空中のみならず大気中や溶液中でも観察が可能。 

体積エネルギー密度 
電池の単位体積あたりに取り出せる電力量（Wh/L）。体積の SI 単位は立方デシメートル

（dm3）であるが、一般的にリットルで表す。表記は、l（英小文字）、L（英大文字）、

ℓ（斜体英小文字）のいずれも可とする。 
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体積出力（入力）密度 
電池の単位体積あたりの放電（充電）電力（W/l）。体積の SI 単位は立方デシメートル

（dm3）であるが、一般的にリットルで表す。表記は、l（英小文字）、L（英大文字）、

ℓ（斜体英小文字）のいずれも可とする。 

単セル 単電池。 

単電池 電池を構成する最小単位。 

定格電圧 
製造業者が公表する完全充電状態の電池を定格放電電流で規定の放電終止電圧まで放電し

たときの電池の平均放電端子電圧（V）。 

定格放電電流 
製造業者が公表する定格容量を規定の時間率で決まる時間で規定の放電終止電圧まで放電

する電流の大きさ（A）。 

定格容量 
規定の温度、放電電流及び放電終止電圧などの条件の下で取り出せると製造業者が公表す

る電気量（Ah）。 

電解液 
電解質を含んだ溶液で、電極に直接接して用いる。リチウムイオン電池では、極性が大き

く溶解力の高いカーボネート系有機溶剤が使用される。 

電気自動車 車両駆動動力源として駆動用電池のみを用いる電動車両。 

電気自動車用電池 電気自動車に供する駆動用電池 

電極 
電解質溶液などの系に外部から電流を通すために、あるいはこれらの系から電流を外部に

取り出すための導体。 

電子伝導 電場下で電子をキャリアとして電流が流れる現象。 

電池特性 電池性能に関する特性。レート特性、温度特性、寿命特性などが挙げられる。 

電池パック 
複数の単電池または電池モジュールと、電池管理システム、ヒューズ、コンダクター等で

構成され、容器に収納された、電源として使用可能なエネルギー蓄積システム。 

電池モジュール 
組電池の構成単位で、複数の単電池で構成される。組電池としての動作に必要な構成部品

等を含む。 

電動車両 少なくとも 1 種の電気動力を車両駆動に用いる車両。 

天然黒鉛 
容量が理論容量に近く、低価格で高伝導性を有するなどの特徴から、負極活物質として実

用化されている。ハイレートでの充放電が困難であったり、ハイレートでのサイクル特性

が不十分であったりすることから、EV などの用途には適さない。 

透過型電子顕微鏡 
薄片または微小な分散体試料にコンデンサーレンズで集光した電子線を照射し、試料から

の散乱波および透過波を対物レンズに導いて像を形成させる。これを後続のレンズ系で拡

大し、終段の投影レンズにより像を可視化、撮影する。 

動的放電電力量 
規定された温度において、実走行状態を模擬した動的な放電プロファイルの、放電電流

（電力）及び放電終止電圧などの条件の下で取り出した電力量（Wh）。ただし、放電プ

ロファイルに回生充電が含まれる場合は回生時の充電電力量を差し引く。 

動的放電容量 規定された温度において、実走行状態を模擬した動的な放電プロファイの放電電流（電
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力）及び放電終止電圧などの条件の下で取り出した電気量（Ah）。ただし、放電プロ

ファイルに回生充電が含まれる場合は回生時の充電電気量を差し引く。 

導電助剤 
電子伝導性の確保と反応の均一性のために、電極合剤に添加される。サイクル特性の向上

に寄与するとともに、電極中で電解液を保持する役割も果たしている。多くの場合、炭素

系材料がよく使用される。 

導電ネットワーク 活物質、または活物質・導電助剤と集電体によって形成される電子のパス。 

内部ガス 充放電に伴い、電解液が分解して発生するガス。 

内部抵抗 電池を放電させるとき、放電反応の進行を妨げる抵抗。 

二次電池 充電することにより何度も繰り返して使用できる化学電池。蓄電池ともいう。 

ニッケル酸リチウム 
リチウムイオン電池の正極活物質の一種。コバルト酸リチウムと同じ層状岩塩型の結晶構

造を持つ。コバルトと比較して 2 価に還元されやすいことから放電容量が不十分であった

が、合成法の検討により改良がなされている。 

ハードカーボン 
リチウムイオン電池の負極活物質の一種。層間に加え、結晶格子間に存在する多数の微細

な孔にもリチウムイオンを格納できるため、高容量化が実現されている。 

ハイブリッド自動車 
車両駆動用に 2 種類以上の異なる動力源を用いる車両。車両駆動用動力源の例としては、

内燃機関、燃料電池等。 

ハイブリッド自動車用

電池 
ハイブリッド電気自動車用電池 

ハイブリッド電気自動

車 
車両駆動動力源として再充電可能エネルギー貯蔵装置と燃料による動力源の両方を用いる

車両。 

ハイブリッド電気自動

車用電池 
ハイブリッド電気自動車に供する駆動用電池。 

バインダー 
活物質同士あるいは活物質と集電体を結着させ、導電ネットワークを形成し構造を維持す

るために、電極合剤に添加される。塗料特性、柔軟性、電解液への不溶性、電気化学的な

安定性など様々な性能が要求される。 

負極 電池で、両極を導線で連結した場合、導線に電流が流れ込む極。 

プラグインハイブリッ

ド自動車用 
外部エネルギー源からの充電を意図された蓄電池を搭載する HEV。 

プラグインハイブリッ

ド自動車用電池 
プラグインハイブリッド電気自動車用電池。 

プラグインハイブリッ

ド電気自動車用電池 
プラグインハイブリッド電気自動車に供する駆動用電池。 

ベント セルの爆発や破裂を避けるため、その設計に従い内圧を降下させること。 

放射光 
電子を光とほぼ等しい速度まで加速し、磁石によって進行方向を曲げた時に発生する、細

く強力な電磁波。高い指向性を有し、光源からフォトン以外を放出しないという特徴を持

つ。 

放電 蓄積された電荷を失う現象。 

放電終止電圧 放電を停止すべき電池の端子電圧（V）。 

放電電気量 電池から放電した電気量（Ah）。 

放電電力量 
電池から放電した電力量（Wh）。電力量の SI 単位は Ws（ワット秒）または J（ジュー

ル）であるが、電池では一般に Wh（ワットアワー）を用いる。 

放電容量 放電電気量 

ポリフッ化ビニリデン 
高耐性、高純度な熱可塑性フッ素重合体の一つ。有機溶剤系バインダー樹脂。正極、負極

ともに利用される。 



 

xv 

マンガン酸リチウム 

リチウムイオン電池の正極活物質の一種。スピネル型の結晶構造を有する。MnO6八面体

が連結した比較的強固な三次元的骨格中に、Li イオンのサイトが存在する。マンガン酸

リチウムの実用容量はコバルト酸リチウムのそれにやや劣るが、資源的に豊富であること

に加え、安全性にも優れている。サイクル特性が十分でなく、実用化の障害となっている

が、これは放電状態で Mn3+リッチになると、電解液に多少の溶解性を示すためである。 

容量 
電池から取り出せる電気量（Ah）。電荷または電気量の SI 単位は C（クーロン）である

が、電池では一般に Ah（アンペアアワー）を用いる。 

容量維持率 標準容量を 100 とし、一定期間電池を保存後、規定した条件で最初に放電した容量比。 

容量密度 
電池から取り出せる容量の単位体積または単位質量当りの値。前者は（Ah/L）、後者は

（Ah/kg）で表す。 

リチウム 
元素記号 Li。原子量 6.941。銀白色の金属結晶。酸化還元電位が全元素中で最も低く、原

子量が小さいことから、電極材料として使用すると、エネルギー密度の大きい電池が作製

できる。反応性に富み、水、窒素、ハロゲン等と激しく反応する。 
リチウムイオン蓄電池 リチウムイオン電池 

リチウムイオン電池 

二次電池の一種。リチウムイオン電池の充放電における反応は、リチウム原子が正極・負

極、両極の層状物質の層間を往復するだけのシンプルなものである。（1）起電力が約 4 
V と高い、（2）エネルギー密度が高い、（3）レート特性が良い、（4）温度特性、自己

放電特性が良い、（5）メモリ効果が見られない、という特徴を持っている。これらの特

徴から、家電、通信機などの幅広い分野で応用されている。今後は、自動車など輸送機器

用の電源としての用途が期待されている。 
リチウムイオン二次電

池 
リチウムイオン電池 

リン酸鉄リチウム 

リチウムイオン電池の正極活物質の一種。オリビンと同じ結晶構造を酸素酸塩のひとつ。

リチウムを引き抜いても、四面体と八面体の骨格を残したままリチウムが抜けた構造であ

る FePO4が生成するので、両者の対象性が変わらず充放電サイクルによる劣化が少な

い。電子伝導性は低いが安全性に優れ、EV 用途などへの利用が期待されている。 

レーザー顕微鏡 

対物レンズの焦点位置と共役な位置ピンホールを置き、焦点のあった位置のみの光を検出

する顕微鏡。点光源から出射した光は、対物レンズによりサンプルの 1 点に集光するよう

に照射する。光源として特定波長を有し直進性に優れているレーザー光を使用すること

で、強い光を 1 点に集光させるので、コントラストが向上する。 

レート特性 
負荷特性、出力特性ともいう。放電容量と動的容量の関係。電池の作動電圧は放電電流の

増加とともに低下する。EV 用の電池では、EV の加速性能や登坂性能を左右するので、

特に重視される。 
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Ⅰ. 事業の位置づけ・必要性について  

１. NEDOの関与の必要性・制度への適合性 

１．１ NEDOが関与することの意義 

（１）政策上の位置付け 

資源に乏しい我が国が将来にわたり持続的発展を達成するためには、革新的なエネル

ギー技術の開発、導入及び普及によって、各国に先んじて次世代型のエネルギー利用社

会の構築に取り組んでいく事が不可欠である。このため、政府が長期を見据えた将来の

技術発展の方向性を示し、官民がこの方向性を共有する事で将来の不確実性に対する懸

念が緩和され、官民において長期にわたり軸のぶれない取組みの実施が可能となること

を目指し、「エネルギーイノベーションプログラム基本計画」が 2008 年 4 月に制定さ

れた。「次世代自動車用高性能蓄電システム技術開発」（以下、本事業という）は、そ

のイノベーションプログラムの一環として実施している。 
国のエネルギー政策としては、「第3期科学技術基本計画（2006年3月閣議決定）」に

おいて、2030年頃を目処にさらに高性能化・低コストな新しい蓄電池の開発により、ク

リーンエネルギー自動車の性能向上を図ることを目標に「電力貯蔵技術」が戦略重点科

学技術として選定されている。また、「経済成長戦略大綱（2006年7月財政・経済一体改

革会議）」においても新世代自動車向け蓄電池は世界をリードする新産業創出の重点技

術と位置付けられた。その後、「次世代自動車用電池の将来に向けた提言（新世代自動

車の基礎となる次世代電池技術に関する研究会」（経済産業省、2006年8月）、「次世代

自動車・燃料イニシアティブ」（経済産業省、2007年5月）を経て、「Cool Earth－エネ

ルギー技術革新技術計画」（経済産業省、2008年3月）において、高性能電力貯蔵は運輸

部門及び発電・送電部門の効率向上と低炭素化を進める上で重要な役割を果たす部門横

断技術と位置づけられた。図Ⅰ.1-1にクールアースエネルギー革新計画に掲げられた21の
革新技術を示す。 

その後、我が国は2011年3月の東日本大震災を経験し、原発依存度の低減とそれに代わ

る再生可能エネルギーの導入及び省エネルギーの加速という新たな課題が生じた。それ

に対応するため政府はエネルギー・環境政策の再設計の検討を進めており、2012年7月に

国家戦略室によってグリーン成長戦略がとりまとめられた（「グリーン成長の実現に向

けて－グリーン成長戦略パネル中間とりまとめ－」）。その中で、図Ⅰ .1-2に示すように、

グリーン成長を先導する中核プロジェクトとして、蓄電池、次世代自動車、グリーン部

素材の各開発プロジェクトが取り上げられた。これらプロジェクトを横断する中核技術

として蓄電池の重要性は変わらず、更に震災後は、緊急時に対応可能なエネルギー源と

しての重要性も加わっている。それらを踏まえ経済産業省では、2012年1月に省内横断的

な「蓄電池戦略プロジェクトチーム」を立上げ、2012年7月に「蓄電池戦略」をとりまと

めた。「蓄電池戦略」では、蓄電池の種類、用途、今後拡大が想定される世界市場等を

精査した上で、図Ⅰ.1-3に示すように、我が国の蓄電池関連企業が目指すべき2020年の市

場目標が具体的に設定された。その内容としては、電力系統用の大型蓄電池、産業用～

家庭用の定置用蓄電池、車載用蓄電池（鉛、ニッケル水素、リチウム等）で構成される

2020年時点での世界総市場規模を20兆円と予測し、その中で我が国の蓄電池関連産業の

シェア獲得の目標を5割としている。 
以上のように、蓄電池は、エネルギー政策上においても経済政策上においても、継続

して重要な分野となっている。 
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平成２０年３月 経済産業省策定  
 
         図Ⅰ .1-1 Cool Earth－エネルギー技術革新技術計画 
 
 

グリーン
部素材

次世代自動車

蓄電池プロジェクト

海洋開発プロジェクト

制御システム

 
 

図Ⅰ .1-2 グリーン成長を先導する中核プロジェクト 



 

Ⅰ-3 

 
 

図Ⅰ .1-3 蓄電池戦略が想定する蓄電池の世界市場 
 

（２）NEDOの関与の必要性 

本 事業は、 ハイブリ ッド自動 車（ HEV ） 、 プラ グインハ イブリッ ド自 動 車

（PHEV）、電気自動車（EV）、燃料電池自動車等の早期実用化に資するために、高

性能かつ低コストな蓄電池及びその周辺機器の開発に取り組むものである。我が国の自

動車産業、蓄電池産業等の海外競争力強化に必須の高リスクな重要技術の研究開発に該

当することから、NEDO の関与は適当である。 
また、NEDOは、図Ⅰ .1-4に示すように、本事業と並行して「革新型蓄電池先端科学基

礎研究事業」（平成21～27年度）、「次世代電池材料評価技術開発」（平成22～26年
度）、「安全・低コスト大規模蓄電システム技術開発（平成23～27年度）」等、高性

能・次世代型蓄電池の技術開発事業を基礎研究から材料開発、応用・実用化開発まで総

合的に推進している。事業間の連携によるシナジー効果の創出という視点からも、

NEDOの関与は適当である。 
 

NEDOの蓄電池
技術開発事業

（H23年度）

高性能材料を用いる次世
代リチウムイオン電池開発
事業を立上げ（H24～H28）

革新電池の開発テーマ
をH24に追加公募

 
図Ⅰ .1-4 平成23年度のNEDO蓄電池技術開発事業 
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 なお、本事業で開発したリチウムイオン電池の新材料や革新電池に関わる新材料／電

池反応メカニズム等を実用化する上では、電池化を目指した次の開発ステップが必要で

ある。その様な目的で、2020年以降に自動車用蓄電池に求められる高性能を備えた電池

を開発する「リチウムイオン電池応用・実用化先端技術開発事業（H24～H28）」の新規

公募、革新型蓄電池の実現を目指す「革新型蓄電池先端科学基礎研究事業（H21～
H27）」の追加公募を平成24年に実施した。 

 
１．２ 実施の効果 

（１）世界市場 
本事業の実施により安価で高性能なリチウム電池及びその周辺機器の開発・実用化が

促進され、その結果最大の応用製品と目される次世代自動車（HEV、PHEV、EV）の

市場導入が加速される。 
次世代自動車の世界市場動向予測を台数ベースで整理したものを図Ⅰ .1-5 に示す。次

世代自動車の中ではニッケル水素電池を搭載する HEV が当面の主体であるが、2014
年頃よりリチウムイオン電池を搭載する次世代自動車の導入の本格化を見込む。リチウ

ムイオン電池はニッケル水素電池に比べてエネルギー密度や入出力性能が高く、

PHEV・EV の主要電源として期待されているが、その特徴により HEV においても小

型・軽量化の利点が得られる。現時点では高コストが導入に際しての主たる課題であり、

HEV では中大型車クラスへの搭載に適用が限られている。本事業が主要な開発課題と

するエネルギー密度の向上、コスト低減、安全性の向上は、次世代自動車へのリチウム

イオン電池の搭載を促進するものである。なお、2016 年時点での世界の自動車生産台

数を 8,300 万台と見込んでおり、その中で次世代自動車の割合は 4％になる。 
次世代自動車用の二次電池（ニッケル水素電池、リチウムイオン電池）の価格ベース

での市場規模を図Ⅰ.1-6 に示す。PHEV・EV に搭載される蓄電池は HEV に搭載され

る蓄電池に比べて容量的に一桁程度大きいため、PHEV・EV の導入が進めば、電池容

量や価格ベースでは、PHEV・EV 用蓄電池の占める割合が大きくなる。2016 年にはリ

チウムイオンの市場規模として約 0.9 兆円を予測している。 
なお、他の調査事例（野村総合研究所資料：電気化学ｾﾐﾅｰ 2012）によると、世界に

おける次世代自動車市場（HV、PHEV、EV）を 2015 年で約 500 万台、2020 年で約

1,300 万台、2020 年における自動車用蓄電池市場を約 1.3 兆円と見込んでいる。先の

調査に比べ数字がやや大きいが、予測のばらつきの範囲内と考えられる。 
以上より、自動車用リチウムイオン電池の 2020 年の世界市場は 1 兆円前後から最大

で 1.3 兆円程度と推定できる。なお、民生用のリチウムイオン二次電池の世界市場は、

2010 年で約 1 兆円規模である（株式会社富士経済等）。 
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図Ⅰ .1-5 次世代自動車の世界市場動向予測（台数ベース：トラック・バスを除く）） 

（エネルギー・大型二次電池・材料の将来展望 2011；株式会社富士経済） 

 

 

 

 
 

図Ⅰ .1-6 次世代自動車用蓄電池の世界市場動向予測（価格ベース） 

（エネルギー・大型二次電池・材料の将来展望 2011；株式会社富士経済） 
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（２）日本市場 

「次世代自動車戦略 2010」による日本国内での次世代自動車の導入量の見通しは以

下の通りである。 
メーカが今後燃費改善、次世代自動車開発等に最大限の努力を行う「民間努力」の

ケースでは、2020 年の EV の車種別普及見通し（新車販売に占める割合）で 5～10%
と推定している。一方で、政府が積極的なインセンティブ施策（開発・導入補助、税制、

インフラ整備等）を行い導入を加速する場合、「政府目標」として 2020 年の EV 等の

導 入 割 合 を 15 ～ 20% に 設 定 し て い る （ 表Ⅰ .1-1 ） 。 「 世 界 自 動 車 統 計 年 刊

（FOURRIN）」によると 2020 年の国内の自動車販売台数予測が約 560 万台であり、

それに基づくと同年の EV 等の導入台数は民間努力のケースで最大 56 万台 /年、政府目

標のケースで最大 112 万台 /年である。 
次に CO2 排出量の削減効果について検討する。 
EV１台を導入すると年間で排出量が 1.2t-CO2/年削減される（2.2－ 1.0＝ 1.2 t-

CO2）（表Ⅰ .1-2）。民間努力のケースでは 2020 年に EV 等が最大 56 万台導入され、

年間 67 万 t の CO2 量が削減される。政府目標のケースでは、最大で 134 万 t の CO2

量が削減される。EV 等が導入された単年度のみの削減効果を考えると上記のとおりで

あるが、同自動車は社会に蓄積されその後も継続して稼働し CO2 排出量を上積みする。

従って、その後 10 年程度同自動車が稼働する前提では、本導入によりトータルとして

10 倍程度（670～1340 万 t-CO2/年）の CO2 削減量が、10 年間の中で期待できる。

2010 年の我が国の CO2 全排出量が 12 億 5600 万トン /年、そのうち運輸部門が 2 億

3200 万トン /年であることを考慮すると、これは 2010 年の運輸部門の CO2 排出量の約

6%に相当する。 
 

 

表Ⅰ .1-1 2020～2030 年の乗用車種別普及目標（政府目標） 
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電気自動車等

導入予測台数

西暦

1,120,000

台

10,000

台

2011

年  
 

 

 

 

 

図Ⅰ .1-7 EV 等の導入台数予測例（政府目標のケース） 

 

 

 

 

 

表Ⅰ .1-2 EV 等 1 台当たりの CO2 排出削減量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

導入予測台数の算出根拠（政府目標ケース） 

・2020 年の国内の自動車販売台数予測 約 560 万台（世界自動車統計年刊（FOURRIN）） 

・2020 年の電気自動車等の新車販売に占める割合 最大 20% 

・2011 年の電気自動車の国内販売台数 約 1 万台（野村総合研究所資料：電気化学ｾﾐﾅｰ 2012） 

【既存ガソリン車の年間 CO2排出量】 

＝年間燃料消費量×CO2係数 

＝年間走行距離÷実燃費（2005 年保有燃費×使用形態等の影響による効率）×CO2係数 

＝約 9000km÷（13.4km/l×0.7）×2.32kg-CO2/l-gas＝2.2 t-CO2 

 

【電気自動車等の年間 CO2排出量】 

＝約 9000km÷（13.4×3(※1)×0.7）×2.32×1.4(※2)＝1.0 t-CO2 

※1 電気自動車走行時のエネルギー効率をガソリン車の 3 倍程度と仮定 

※2 電気自動車は走行時 CO2を排出しないが、使用電力の発電時に排出するため、これを排 

出量とみなし、一定の電源構成、発電効率等を考慮して補正 
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２. 事業の背景・目的・位置付け 

２．１ 世界市場における次世代自動車の状況 

 世界の自動車市場は生産ベースで2010年に約6,700万台 /年であり、そのうち半分を超

える約4,000万台 /年は日、米、欧州による先進国での生産である。このうち、日本の生産

台数は約900万台である。残りの約2,700万台のうち約1,600万台 /年は新興国である中国で

の生産であり、中国市場の拡大と共に年々増大し、米国、欧州と肩を並べるレベルであ

る。一方、日本の国内市場規模は2009年に500万台を割り込んでおり、我が国の自動車産

業は自国市場に留まることなく、技術的優位性をもとに先進国市場や新興国市場に幅広

く製品を供給することで、企業として成長している。 
今後については、一層の数的拡大が見込まれる新興国市場では低所得層向けの超低価

格車が求められる。一方で環境意識が高い先進国市場では、燃費に優れる次世代自動車

が求められる。但し、米国、欧州、日本の各市場において、求められる次世代自動車の

種類が異なる。世界の各市場において今後必要とされる自動車像を表Ⅰ .2-1に示す。 
超低価格車はこれまでの内燃機関自動車の技術を軽量化、簡素化、生産技術等の視点

で一層高めることで得られる。一方で次世代自動車の商品化のためには、電源用の高性

能な電池、電動モータ／パワートレイン等、新たな技術開発が必要であるが、複数種類

の次世代自動車が存在するため幅広い対応が必要になると共に、開発車種の選定でリス

クを伴う。 
 このように技術的な難易度が高く同時に開発リスクを伴う次世代自動車の開発に関し、

政府は、種々のインセンティブ施策（開発・購入補助、税制、インフラ整備等）や前記

の表Ⅰ .1-1に示した導入目標を掲げ、メーカを支援している。 
次世代自動車の一つであるHEVの市場の状況は「野村総合研究所資料：電気化学セミ

ナー（2012）」によると、2010年の世界市場でHEVは約80万台 /年であり、そのうち日本

市場で約40万台 /年、北米市場で約30万台 /年、欧州市場で約10万台 /年である。メーカに

ついては、国内はもとより北米市場でもトヨタ／プリウスのシェアが50%を越える等、市

場とメーカで共に世界をリードしている。国内に限れば、乗用車市場に占めるHEVの割

合は2010年で１割程度で、一定のシェアを得つつある。 
 

 

表Ⅰ .2-1 各市場で想定される今後のニーズ（経済産業省「次世代自動車戦略2010」） 
市場 想定される今後のニーズ 

新興国市場 第一に、低所得層向けの内燃機関自動車を中心とする超低価格車。 

第二に、中流階級向けのポスト超低価格車（低燃費車）。 

先進国市場 

（米国） 

米国市場では航続距離が求められるため、長距離走行が可能なプラグ

イン・ハイブリッド車のニーズが想定。 

先進国市場 

（欧州） 

環境意識や小型自動車への志向が強い事により、EVが有望。一方で、

長距離向けのディーゼル車需要も強い。 

先進国市場 

（日本） 

環境性や燃費に優れた次世代自動自動車。 

（EV、PHEV、HEV等） 
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一方でEVについては、2011年に世界市場で約3万台 /年程度、日本市場で約1万台 /年程

度の市場であり、日本市場における新車の割合では0.4%に留まる。本事業が対象とする

リチウムイオン電池を搭載した次世代自動車の商品例を、EV、HEV等を含め表Ⅰ .2-2に
示す。同表のとおり現状のEVは航続距離が200km未満にとどまり、更にはコスト高や充

電器の設置が不十分という課題があり、本格的な普及に至っていない。普及に向けて安

価で高容量な電池の開発という本質的な課題が有り、本事業の目標設定の背景となって

いる。 

 

 

表Ⅰ .2-2  次世代自動車の代表的な事例 

種類 メーカ／車名 航続距離 価格 電池容量 電池メー

カ 

電気自動車 日産／リーフ 200km 

（JC08） 

376万円～ 24kWh ｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞ

ｴﾅｼﾞｰｻﾌﾟﾗ

ｲ 

三菱／アイミーブG 180km 

（JC08） 

380万円～ 16kWh ﾘﾁｳﾑｴﾅｼﾞｰ

ｼﾞｬﾊﾟﾝ 

三菱／アイミーブM 120km 

（JC08） 

260万円～ 10.5kWh 東芝 

テスラ／モデルS 

（2012秋から日本販

売） 

256km～ 

（55mph） 

49900ﾄﾞﾙ

～ 

40～

85kWh 

ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ 

ﾌﾟﾗｸﾞｲﾝ･ﾊｲ

ﾌﾞﾘｯﾄﾞ自動

車 

トヨタ／プリウスPHV 24.4～

26.4km 

320万円～ 4.4kWh 三洋 

ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ自

動車 

トヨタ／プリウスα － 300万円～ 1.0kWh 三洋/ﾌﾟﾗｲ

ﾑｱｰｽEVｴﾅ

ｼﾞｰ 

日産／ﾌｰｶﾞﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ － 539万円～ 1.4kWh ｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞ

ｴﾅｼﾞｰｻﾌﾟﾗ

ｲ 

ホンダ／ｼﾋﾞｯｸﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ 

（北米販売） 

－ － 0.68kWh ﾌﾞﾙｰｴﾅｼﾞｰ 
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２．２ 蓄電池分野における国内外の情勢 

高性能な蓄電池は次世代自動車用電源に留まらず、次世代型エネルギー利用社会の構

築に不可欠なものであり、各国がその開発にしのぎを削っている。蓄電池分野における

日本、米国、欧州、中国、韓国の情勢を以下に示す。国際エネルギー機関（IEA）や

「気候変動に関する政府間パネル」（IPCC）などで、グローバルな CO2 削減目標や電

動化車両の導入目標の共有化が進みつつあるが、各国・各地域の研究開発、産業、エネ

ルギー事情等に応じて目標の置き方や導入年度が異なっている。総じて日本が先行して

いる。 
 
（１）日本 

2006 年 8 月、経済産業省は「新世代自動車の基礎となる次世代電池技術に関する研

究会」において「次世代自動車用電池の将来に向けた提言」を報告書としてまとめた。

この報告書では、次世代自動車用電池の性能向上とコストダウンを最重要課題に掲げ、

短・中・長期にわけて３つの開発目標とその達成に必要な開発フェーズを設定した（図

Ⅰ .2-1 および以下参照）。 
 
①改良フェーズ：2010 年を目処とする、コストを半減する改良型電池の開発 

（民間主導） 
②先進フェーズ：2015 年を目処とする、性能とコストを大幅に低減する先進型電池 

の開発（産官学連携） 
③革新フェーズ：2030 年を目処とする、現状のリチウムイオン電池とは異なる新し 

い原理による革新的な電池の開発（大学・研究機関主導） 
 

改良フェーズは、電池のコストダウンを中心に取組むフェーズで、民間主導で 2010
年を目処としてコスト半減を目指す。先進フェーズでは、コストのみならず性能（エネ

ルギー密度）を大幅に向上することで、2015 年頃のコミューター型 EV や PHEV の量

産化を目指す。そのためには産業界が行う実用化開発だけでは不十分であり、大学や公

的研究機関等を含む産官学連携による基礎研究が必要としている。さらに長期を要する

革新フェーズでは、電池のエネルギー密度を 2006 年当時の 7 倍とすることで、一回の

充電で 500km の航続が可能な本格的な EV の量産を目指す。この実現は現行のリチウ

ムイオン電池では原理的に不可能であり、基礎研究上のブレークスルーに基づく新たな

原理の電池開発が必要としている。その開発の主体は大学や公的研究期間であり、且つ

長期の粘り強い研究が求められる。 
上記の次世代自動車用電池に関する開発目標は、その後の経済産業省による「次世代

自動車戦略 2010」にも踏襲されている。この戦略は、検討対象をそれまでの電池本体

から EV 全体に拡げたもので、「全体戦略」、「電池戦略」、「資源戦略」、「インフラ整備

戦略」、「システム戦略」、「国際標準化戦略」の６つの個別戦略より構成される。その中

の一項目である「電池戦略」の中で、「次世代自動車用電池の将来に向けた提言」の内

容が引き継がれている。次世代自動車戦略 2010 の全体像をを図Ⅰ.2-2 に示す。 
本事業は上記の②先進フェーズ、③革新フェーズの目標達成に向けて取り組むもので

あり、次世代自動車戦略 2010 の中で本事業は、「アクションプラン：産官学連携によ

る技術開発の推進（リチウムイオン蓄電池の性能向上）」として取り上げられている。 
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図Ⅰ .2-1 自動車用蓄電池の研究開発目標（経済産業省、2006 年策定） 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅰ .2-2 「次世代自動車戦略 2010」の概要（経済産業省、2010 年 4 月） 
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（２）アメリカ 
2009 年 8 月、オバマ大統領は米国再生投資法（ARRA）に基づき、自動車用電池製

造及び EV 普及促進に関する助成を宣言した。また、2011 年 1 月の一般教書で、米国

が 2015 年迄に世界で最初に EV100 万台を走らせ、2035 年にはクリーン電力比率を

80％とすると宣言した。2010 年時点では総額 28 億ドル規模の計画になっており、先

進蓄電池及び EV の製造関連に 15 億ドル、EV の関連部品 5 億ドル、充電インフラや

推進拠点基盤に 4 億ドル、先進蓄電池や先進自動車の研究開発には 4 億ドル相当と、

多額な予算が配分されている。 
主 た る 研 究 開 発 は 、 ①VTP （ Vehicle Technologies Program ）、 ②ARPA-e

（Advanced Research Project Agency-Energy）、③BES（Basic Energy Science）の 3
プログラムで進められている。  
①VTP 

先進自動車に関連する総合的なプロジェクトで、2～3 年の短期的な目標でマネジメ

ントしている。2011 年予算 3 億 2,500 万ドルのうち、蓄電池と電動機構に 1 億 2,000
万ドルが配分されている。蓄電池については、動作条件や車両仕様を細かく設定し目標

値を定めている。電動化は HEV・PHEV を想定し、1,200 ドル /kWh（2008 年）から

300 ドル /kWh（2014 年）と、短期取組では、日本の目標と同レベルの目標になってい

る。蓄電池の研究開発は、 ABR （ Applied Battery Research ）でエネルギー省

（DOE）傘下のアルゴンヌ、ブルックヘブン、ローレンスバークレー、サンディア、

アイダホの５つの国立研究所が連携して進めている。 
 

②ARPA-e 
エネルギー関連の研究開発を統括したプロジェクトで、輸送用の蓄電池は BEEST

（Batteries for Electrical Energy Storage in Transportation）プログラムで進められ

る。約 5,000 万ドル /3 年間の予算で、LIB（リチウムイオン電池）革新、ポスト LIB、

キャパシタ等、14 プロジェクトを進め、現在、予算を増額して 2012 年以降の第２期

計画を進めている。LIB、ポスト LIB の目標については、300～500 マイル走行 /１充電、

ガソリンタンクと同容量の蓄電池サイズ、充電時間は 15 分程度と、将来技術なので現

時点では大まかな設定になっている。3 年毎の短期更新で、大学、研究機関、ベン

チャー系に分散して実施されている。 
 

③BES 
全米 40 余の国立研究所を統括して進めるプロジェクトであり、その統括下、2010

年にエネルギー関連の基礎的な研究を担う Energy Innovation Hub が作られ、その下

で「Battries and Energy Strage Hub」が輸送用蓄電池開発を担当している。2011 年

予算は初年度分 1,000 万ドル込みで 3,400 万ドルとなっている。蓄電池目標は ARPA-e
と同様であるが、ARPA-e が 3 年以内で単独機関による研究であるのに対し、BES は

研究期間が５年で複数機関による研究と制度が異なっている。 
 
上記の先進的な研究に加え、国内産業振興の観点から先進蓄電池製造関係の 15 億ド

ルが PHEV 向けへの重点的投資となっている。2011 年末までに 10kWh 級 5 万ユニッ

ト、2015 年に 10kWh 級 50 万ユニットの製造能力を目標に掲げ、原材料製造とリサ

イクルに 4,000 万ドル、蓄電池セル及びパッケージ製造に 14 億 6,000 万ドルが、20 社
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に配分助成されている。 
このように米国は、LIB 及びポスト LIB と EV・PHEV の電動機構技術について、

基礎技術から事業化支援まで幅広く資源を投入し、支援プログラムを充実している。但

し現時点では、豊富な基礎研究開発資源が国内に分散しており、要素としての基礎技術

創出は期待できるものの、製品として強みを持つまでの進展には時間を要するものと予

想される。事業化基盤と国内市場作りが進むと強力なライバルになりうる。 
 
（３）欧州 

EU 各国が集う場として ICT4FEV（Information and Communication Technologies 
for the Full Electric Vehicle）が設置され、EV 開発プログラム EGCI（  European 
Green Cars Initiative）を進めている。EGCI は 2020 年代初めに 1.5 万ユーロ /台の

EV 普及を目標に掲げている。予算総額 50 億ユーロのうち研究開発に 10 億ユーロの予

算が配分されており、2010 年 11 月時点では約 1 億ユーロが 30 プロジェクトに配分さ

れている。 EU 各国協調で、総合的な先進自動車（ E3CAR ： Energy Efficient 
Electrical Car）ドライバ支援システム、路車間の情報通信、充電システム、複合化パ

ワートレーンシステム及び実証試験等を推進している。 
EU をリードしているドイツ及びフランスの取組み状況を以下に示す。 
①ドイツ 

2020 年までにドイツにおける EV の普及台数を 100 万台にすることを目標に掲げ、

経 済技術省 （ BMWI ）、運輸交 通省（ BMVBS ）、環 境省（ BMU ）、 教育 研究省

（BMBF）の４省連携で、E-モビリティ国家開発計画を推進している。この計画の目

的は、EV の研究、開発、市場準備、市場導入を進めることであり、EV 普及にむけて

種々プロジェクトが実施されている。蓄電池に関してはヘルムホルツ電気化学的エネル

ギー貯蔵技術研究所を中心にカールスルーエ技術研究所、ウルム大学などが共同で研究

を実施しており、毎年 450 万ユーロが拠出されている。その他、「技術革新連合-リチウ

ムイオン電池 2015」、「STORM（E-モビリティのための重要技術）」などのプロジェク

トにおいても蓄電池の研究が進められている。 
 

②フランス 
2020 年、EV と PHEV 合わせて 200 万台、充電ステーション 400 万ヶ所の目標を掲

げ、2008 年～2012 年の 5 年間で予算 2 億ユーロで、ULC-V（Ultra Low Carbon 
Vehicle）を進めている。2015 年中に充電ステーションの設置完了を目指し、2009 年

に予算 15 億ユーロの予算が計上された。 
 
欧州は、日米の取組を追うようにプログラム作りを進めている。蓄電池についての基

礎的な研究では強みを持っているが、現計画は、従来 LIB の延長戦での改良と、改良

LIB を先進自動車に適用するための電動化のためのパワー半導体や電力制御技術への

取組み、実証試験等が中心となっている。革新的な LIB やポスト LIB のための基礎技

術開発、さらにそれらの蓄電池事業競争力を高めるには時間を要すると予想される。 
 
（４）中国 

2011 年末に EV と HEV を合わせて 50 万台、2020 年には導入割合 15％の目標を掲

げ、ここ数年に 200 億人民元の予算が投入され、自動車電動化の研究開発及びインフ
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ラ整備を進めている。2009 年から始めた米国とのクリーンエネルギーの協同プログラ

ムを 1 億 5,000 万ドルに増額し、世界的な連携も強めている。未知数的な部分が多い

ものの、米国留学した研究者が多数で、論文投稿数も増えており、LIB 生産の世界

シェアも 2008 年以降 15％を超え、ここ数年の伸びは著しい。世界一のエネルギー消

費国であり自動車市場も急増し、2010 年国内全需は 1,600 万台に達している。中国は

電動車、LIB の国内需要で世界最大の事業機会を有しており、今後、産業化と研究開

発が加速されると、日本にとって最大の脅威となる。 
 
（５）韓国 

2020 年に LIB 生産世界一との産業化に重点をおいた目標を掲げ、産官一体でグロー

バル展開を進めて急成長している。2009 年には、サムスン SDI と LG 化学の 2 社で

LIB の世界シェアで 30％を超え、韓米欧の自動車メーカとの提携により、電動車向け

の事業機会作りを積極的に進めている。さらに、日本企業をキャッチアップするのみな

らず、グローバルに展開しており、米国企業と合弁で米国に蓄電池製造拠点を設けるな

ど、事業展開のスピードは速い。なお、電動車、ポスト LIB ともに研究開発力は未知

数であるが、現代・起亜自動車グループは自国市場が小さいハンディを乗り越え、世界

販売 600 万台規模で世界トップ 5 の目前まで急成長してきた実績がある。サムソン、

LG 化学との連合体制を整え、グローバルに産業化主体で進める手強い競争相手である。  
 

上記の各国の状況を整理したものを表Ⅰ .2-4 及び表Ⅰ.2-5 に示す。また、民生用小型

リチウムイオン電池の世界シェアの状況を表Ⅰ .2-6 に、車載用リチウムイオン電池の世

界シェアの現状を図Ⅰ .2-3 に示す。民生用電池においては価格競争の中で我が国企業の

シェアは 4 割に落ち込んでいる。一方で車載用リチウムイオン電池については日本勢

が高いシェアを確保している。背景として、車載用リチウムイオン電池に求められる大

型化、安全性、出力／エネルギー密度、コスト面での要求度の高さがある。しかしなが

ら、次世代自動車が現行のエンジン式自動車並みの利便性を得るには、蓄電池の一層の

レベルアップが今後必要である。そのための開発競争の中で、現時点では日本の取組み

が先んじているものの、世界各国の急速な追い上げが今後予想される。研究開発力では

日本、米国、EU がリードしており、潜在ポテンシャルでは中国が 2 番手に位置し、事

業化支援への国家的な取組では、日本、米国、中国、韓国がリードしている。また、急

成長している大きな市場機会を自国内に持つ中国は、自国の事業機会を基にグローバル

にもリーダーとなるポテンシャルがある。今後他国の動向に継続して注意を払う必要が

ある。 
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表Ⅰ .2-4 次世代自動車と蓄電池に関する各国の政策 

国、地

域   
取組み状況、目標ガイドライン（CO2削減▲、次世代自動車◇、蓄電池☆） 

2010   ’20  ’30   ‘50  取組み、説明  

グロー

バル   
 50％削減 ▲  IEA のガイドに沿えば、EV、PHEV の世

界販売は、2020 年 800 万台、2030 年
3,200 万台となる（EV 比率 30%）。  

 ◇新車の 30% 
新車の 50％ ◇  ◇  

全車の 50％  
日本  ◇新車の 50％  次世代自動車、革新型電池を、グリー

ン成長の中核技術として位置づけ、現時

点で世界一の競争力の維持・強化を狙っ

ている。他国に先行して世界トップの目

標ガイドを掲げて取り組んでいる。  

  ◇新車の 70％  
 ☆300Wh/kg､2 万円/kWh  

 
 ☆700Wh/kg､  
 5 千円/kWh  

米国   ◇2015 EV100 万台   オバマ大統領就任後、アメリカ復興プ

ランの目玉として、電動化重視が強ま

り、研究から産業化支援まで、広範に豊

富な資源の投入を進めている。  

  ☆2014 200Wh/kg､$300/kWh 
  ☆長期  
   ｶﾞｿﾘﾝ車並  

欧州   ◇2015 EV100 万台   日米の後を追い、EU 協同で電動化へ

の取組が強化されつつある。  
 

  ☆2015 175Wh/kg､ 
 ☆245Wh/kg  
 ◇ﾄﾞｲﾂ EV 100 万台  

   ◇500 万台   
 ◇ﾌﾗﾝｽ EV 200 万台  

中国 ◇2011 EV 50 万台   急激な経済成長下、電動化について

も、世界の工場を目指して取組み始めて

いる。LIB 産業育成、主要 25 都市での

EV 社会試行を進めており、2011 年～

2015 年の国家研究計画でも重点分野と

して強化される。急成長の自動車国内市

場(2010 年 1,600 万台）が強みである。 

 ◇新車の 20%  
 (全需予想 2,000 万台) 

    

韓国  ◇EV 新車 10% 
☆性能 2 倍、価格 1/5 
 生産シェア 世界一  

蓄電池の産業化政策が主体。素材から

製品まで一貫した世界拠点を目指してい

る。  
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表Ⅰ .2-5 蓄電池の研究開発と事業化に関する各国の競争力 

国､地域 研究開発 事業化 説明 

グロー

バル － － 
日本の LIB 世界シェアは、2000 年 80%か

ら 2009 年 40%、韓国、中国が急伸長中。 

日  本 

◎ トップ 
 

基礎から応用まで

広い   

◎ トップ 
 

世界をリードし

ている 

論文、特許、生産で、世界をリードしてい

るが、円高、韓国・中国の追上げもあり、世

界市場の拡大機会に向け、目標を早期達成で

きるよう、一層の継続強化が必須。   

米  国 

◎ 
基礎が強い 
応用は弱い 

○ 
産業化で後手   

全米の国研、拠点大学、蓄電池と自動車関

連企業に広範に資金を投入しており、元来の

優れた基礎研究実績も考えると、革新的な技

術創出の可能性あり。手強いライバル 

欧  州 
◎ 

基礎が強い 
応用は弱い 

○ 
産業化で後手 

蓄電池メーカが少ないので、EU 内の産業

振興には時間がかかる。革新技術創出の研究

基盤は強い。   

中  国 
○ 

基礎から応用まで

広く強化中 

○ 
急速に追上げ中

急増する自国市場向けを背景に、蓄電池、

電動車ともに、基礎から製造まで最も手強い

ライバルになるポテンシャルがある。   

韓  国 ○ 
応用重視で強化中 

◎ 
急速に追上げ中

蓄電池、自動車ともに、グローバルに急成

長してきた実績あり、手強い。  
 

 

表Ⅰ .2-6 民生用小型リチウムイオン電池の世界シェア 

 
 

 

 
図Ⅰ .2-3 車載用リチウムイオン電池の世界シェア（2011年） 

（経済産業省「蓄電池戦略」） 
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２．３ 本事業の背景 

本事業は、図Ⅰ .2-1 に掲げた②先進フェーズ、③革新フェーズの目標達成に向けて取

り組むものであり、産官学の連携により技術開発を進めている。開発を効率的且つ効果

的に推進する上ではステークホルダー間で技術開発シナリオを共有する必要があり、そ

の一環として NEDO は、「NEDO 二次電池技術開発ロードマップ 2010」(Battery 
RM2010)を策定し情報を共有している。ロードマップは、我が国の蓄電池技術開発で

取り組むべき技術課題を明確にして研究開発の方向性を示すと共に、産学の研究開発へ

の取組みを的確に先導するものである。本事業の開発目標の設定においても、ロード

マップはその背景をなす。 
ロードマップの中で、EV 用途（タイプ①）、HEV／PHEV 用途（タイプ④）の電池

に関わる部分を図Ⅰ.2-4 に示す。図に示すとおりロードマップでは、各タイプの電池

（用途）に求められる電池性能（エネルギー密度、出力密度）、耐久性（寿命）、コス

トの目標を年代毎に設定している。今後の市場拡大が最も期待される車載蓄電池（タイ

プ①、④）について、2006 年当時、2015 年、2030 年頃の重量エネルギー密度、コス

トの目標を抜き出すと以下の通りである。例えば、2006 年当時から 2015 年、2030 年

にかけて EV 用途の電池性能を各々1.5 倍、7 倍に向上し、電池のコストを 1/7、1/40
に低減する。これらは、先の経済産業省による自動車用電池の開発目標（図Ⅰ .2-1）に

合致するものである。 
 
【EV用途：タイプ①】 

重量ｴﾈﾙｷﾞｰ密度：  2006年当時 100Wh/kg ⇒ 2015年  150Wh/kg ⇒  2030年  700Wh/kg 
コスト  ：  2006年当時  100～200円 /Wh ⇒  2015年  30円 /Wh ⇒ 2030年  5円 /Wh 

 
【HEV/PHEV用途：タイプ④】 

重量ｴﾈﾙｷﾞｰ密度：  2006年当時 70Wh/kg ⇒  2015年  100Wh/kg 
コスト ： 2006年当時  100～200円 /Wh ⇒  2020年  30円 /Wh 

 
 
本事業は上記目標設定の中で、2015年目標性能のHEV／PHEV向けの高性能な電池

（タイプ④）と、2030年目標性能のEV向けの革新的な電池技術（タイプ①）を、並行し

て開発する。   
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２．４ 事業の目的・位置付け 

前記２．１及び２．２で述べたように、我が国の次世代自動車／自動車用蓄電池の技

術は現時点において世界をリードしているものの、海外の蓄電池メーカも国家戦略と連

携して技術開発を加速している。また生産面では、現時点では日系蓄電池メーカの生産

量が圧倒的であるものの、アジアや欧米のメーカが大規模な設備投資を計画していると

見られる。一方で電池そのものについては次世代自動車をより魅力的なものにするため、

技術開発ロードマップ2010で示すように、今後も大幅な性能向上とコスト低減が求めら

れる。具体的には、HEVをPHEVに進化するため、高出力と高容量を兼ね備えたリチウ

ムイオン電池が必要である。また、最終目標とされるEVにおいて現状のガソリン自動

車並みのコストと走行距離を実現するため、革新的な動作原理や材料に基づく高いレベ

ルの二次電池が必要である。熾烈な国際競争の中で、我が国の電池産業、自動車産業が

今後も世界のリーダで有り続けるためには、図Ⅰ .2-5に示すように、現状に安住するこ

となく短期から長期にかけて畜電池・電動自動車に関わる技術や事業の戦略を明確にし

た上で、緩みなく計画を推進する必要がある。 
本事業は、HEV、EV、燃料電池自動車等の早期実用化に資するために、高性能かつ

低コストな二次電池及びその周辺機器の開発を行うことを目的とする。図Ⅰ .2-6に示す

性能向上シナリオに基づいて、2015年頃から2030年以降に至るまで次世代自動車／蓄

電池製品の性能やコストを継続的に向上する技術的な基盤を提供する。 
・2015年を目途に高性能リチウムイオン電池の実用化を目指す。 
・2015年以降を目途にリチウムイオン電池の性能を更に向上する構成材料の実用化を目 

指す。 
・2030年以降を念頭に電池容量が大幅に増大する革新的な二次電池を開発する。 
・格段の高性能化（脱／省レアアース）に資する周辺機器（モータ）の実用化を目指す。 
 

【電気自動車：EV】

○環境性に優れるEVは、二次電池の容量の制約で
航続距離が短い（～80km）。

○航続距離を伸ばすには電池容量の増大が必要。
ガソリン車並みの航続距離（500km）を達成するに
は容量として500～700kWh/kgが必要。

○現行のリチウムイオン電池では250Wh/kgが限界。

一般コミュータ用途には十分ではあるが、ガソリン車
並みを目指すには不十分。

○必要容量を達成するには金属－空気電池等、原
理や材料の異なる革新的な電池が必要。

実用化は2030年頃以降。

【ハイブリッド自動車：HEV】

○HEVの環境性能を一層向上するにはPHEV化が
有力な選択肢。PHEV化により例えば20km以上の
EV走行が可能になり、CO2排出量削減、顧客の燃
料費低減に寄与する。例えば、走行距離20kmは一
般ユーザの１日当たりの走行距離の約2/3をカバー
するため、EV導入に近い効果が得られる。

○PHEV用電池には、HEV用に必要な高入出力特
性とEV用に必要な幅広いSOC運用での耐久性が
同時に求められ、難易度が高い。

○現行リチウムイオン電池に電極、電解質、材料等
の改良を加えた高性能電池は2015～2020年の実
用化が目標。

次世代自動車開発上の問題点

足の長い開発とリスクに備えたシナリオの作成が課題
 

 

図１ .2-5 次世代自動車開発推進上の課題 
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（２）次世代技術開発
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2030年以降EV最終目標
エネルギー密度：700Wh/kg

EV向け
革新的電池開発

 
 

図１ .2-6 次世代自動車自動車向け二次電池の性能向上シナリオ 

 

 
 本事業は運営面では表Ⅰ .2-6に示す特徴を有する。体制、目標設定、国際標準化活動へ

の関与の点で、戦略的に計画し実行したプロジェクトと考えている。 
 

表Ⅰ .2-6 本事業の運営面の特徴 
特徴 内容 

①関連する主要メーカ、大学等

を網羅する開発体制 
参画メーカ数  18 
参画大学数   21 
参画研究機関数 6 

②課題設定の際の開発領域や実

用化時期を戦略的に複数設定 
蓄電池の開発ロードマップ等を参考に中／長期の課題

を設定。 
 開発領域：電池、材料、モーター 
 実用化時期：2015年、2015年以降、2030年以降 

③開発と同時並行的に、開発成

果を自動車用蓄電池の国際標準

化活動に活用 

日本自動車研究所を中核として、電池評価や現象解析

に優れる電中研、産総研、東北大学を加えた共同体で

基礎基盤研究を実施。標準化活動に際しては、自動車

メーカ、電池メーカ及び有識者よりなる複数の委員会

を設け、各所の意見を反映。 
 

 



Ⅱ-1 

Ⅱ. 研究開発のマネジメントについて 

１．事業の目標 
エネルギー消費量の増加が著しい運輸部門における石油依存度はほぼ 100％の状況であり、

今後、エネルギーの効率的な利用や石油代替エネルギーへの移行により、石油依存度を低減し

ていく必要性が指摘されている。それゆえ、石油依存度を低減し、多様なエネルギーでかつ低

環境負荷で走行することができる PHEV、EV、燃料電池自動車等の次世代クリーンエネルギ

ー自動車の実用化・普及が期待されている。  
本事業では、高性能リチウムイオン電池とその構成材料並びに周辺機器（モータ、電池制御

装置等）の開発、新規の概念に基づく革新的な電池の構成とそのための材料開発、電池反応制

御技術の開発、加速寿命試験法の開発、劣化要因の解明、電池性能向上因子の抽出、安全性基

準・電池試験法基準の策定等を実施し、PHEV、EV 等の早期実用化・普及に資する高性能か

つ低コストな二次電池及びその周辺機器を開発することを目的とする。また、本事業の研究開

発成果が、次世代クリーンエネルギー自動車の早期実用化・普及に資することはもちろんのこ

と、多くの波及効果をもたらし、日本がこの分野において今後も国際的に主導的役割を果たす

ことを目指している。 
研究開発項目として、①｢要素技術開発｣ 、②｢次世代技術開発｣、③｢基盤技術開発｣を設定し

て、包括的な研究開発を実施することした。 
各研究開発項目の概要を以下に示す。 

① 要素技術開発 
蓄電池技術は、EV、PHEV等の次世代クリーンエネルギー自動車に共通するコア技術で

あり、多様な自動車エネルギー技術の中でも基盤的な性格を持つ。 そこで、これらの次世

代クリーンエネルギー自動車の早期実用化を促進するために、リチウムイオン電池等の高

性能化・低コスト化のための要素技術開発、及び電池制御装置やモータ等の格段の高性能

化に資する周辺機器の技術開発を行う。  
要素技術開発では、下記3領域に関する開発を行う。  

(a) 電池開発： 
0.3kWh級モジュールを作製し、2015年を目途に目標値の特性を有するリチウムイオ

ン電池の実用化を目指すための電池開発を行う。 
(b) 電池構成材料及び電池反応制御技術の開発： 

小型実用単電池を作製し、2015年以降での実用化を目途に高性能なリチウムイオン

電池の構成材料の開発、電池反応制御技術の開発及び基本原理の解明などを行う。 
(c) 周辺機器開発： 

格段の高性能化（高効率化・軽量化・コンパクト化）に資する電池制御やモータ等の

周辺機器の技術開発を行う。 
 

② 次世代技術開発 
次世代の蓄電池に要求されるコスト、寿命、安全性、エネルギー密度、出力密度等での

飛躍的な性能向上のためには、現状の技術レベルの延長線上にある技術開発だけではなく、

新たな電池系の提案や構成材料レベルでのブレークスルーが期待できる新しい原理・構造
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の技術開発が不可欠である。そこで、現状レベルでのコストや性能向上の見通しを打破す

るような新規の正極、負極材料や電解質等、材料レベルの革新的な技術開発等を実施する。  
2030 年以降において、パック電池レベルで重量エネルギー密度 700Wh/kg 以上という革

新的な性能を実現することを目指して、現状の技術レベルの延長線上にない、経済性や性

能面でのブレークスルーが期待できる新規材料（正極、負極、電解質等）や新規電池系（合

金系、金属系等）の基礎研究開発を実施する。 
③ 基盤技術開発 

高性能蓄電池の実用化にあたっては、安全性を確保するとともに標準化を進め、研究開

発の効率化を図ることが重要である。よって、蓄電池における寿命予測、耐久性、安全性

試験方法の確立や標準化、技術開発の効率化に繋がる電池性能を向上させる因子の解明や

反応メカニズムの解析手法の確立等、基盤的な技術開発を行う。  
蓄電池における寿命予測、耐久性、安全性試験方法の確立や標準化、技術開発の効率化

に繋がる電池性能を向上させる因子の解明や反応メカニズムの解析手法の確立等、基盤的

な技術開発を行う。 
 
１．１ 事業の最終目標（平成23年度末）  

本研究開発においては、高性能な蓄電システムの要素技術開発、現状のリチウムイオン電池

等の技術レベルをブレークスルーするための新材料等の次世代技術開発、耐久性評価・安全性

試験方法の確立等の基盤技術開発を実施することにより、2015年において現状の蓄電池性能（注）

の概ね1.5倍以上、コスト1/7を可能とする次世代クリーンエネルギー自動車の実用化を促進す

ること。また、2030年を目処に、現状の蓄電池性能（注）の概ね7倍を見通す革新的蓄電池技術

への基礎確立を目標とする。  
（注）現状の蓄電池性能（下記の数値は、容量3kWh程度の電池パックを想定した値）  

・電池システム重量エネルギー密度：70Wh/kg  
・電池システムコスト：20万円/kWh  

 
１．２ 研究開発項目毎の最終目標（平成23年度末） 

本事業の代表的な開発目標値をまとめたものを図Ⅱ.1-1 に示す。 
個別の研究開発テーマの目標（中間目標及び最終目標）は、実施者が公募時に研究開発テー

マとともに提案し、採択決定後に NEDO 技術開発機構と協議のうえ個別に実施計画に定める

こととした。 
研究開発項目毎の開発目標値について以下で述べる。 
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図Ⅱ.1-1 「次世代自動車用高性能蓄電システム技術開発」の開発目標値 

 

 
① 要素技術開発 
(a)電池開発  

0.3kWh級モジュールを作製し、以下の目標（性能目標は3kWh級パック電池の換算値）を満

足すること。  
・重量エネルギー密度：100Wh/kg  
・重量出力密度：2,000W/kg  
・体積エネルギー密度：120Wh/L  
・体積出力密度：2,400W/L  
・寿命：10年以上  
・充放電効率：95%以上  
・コスト：4万円/kWhの見通しを示すこと（100万パック/年生産時）。  
・安全性：車載時の濫用に耐えること。  
 

(b)電池構成材料の開発 
小型単電池を作製し、以下の目標（性能目標は3kWh級パック電池の換算値）を満足するこ

と。但し、エネルギー密度と出力密度は、少なくともどちらか一方を満足し、他方については

見通しを示すこと。なお、下記エネルギー密度及び出力密度のパック値から単電池への換算は、

2006年8月経済産業省報告書「次世代自動車用電池の将来に向けた提言」を参照のこと。

<http://www.meti.go.jp/report/downloadfiles/g60824b01j.pdf> 
・重量エネルギー密度：200 Wh/kg以上  
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現行技術水準
エネルギー密度：70Wh/kg
出力密度：1800W/kg

（１）要素技術開発（①電池開発）
エネルギー密度：100Wh/kg
出力密度：2000W/kg
寿命：10年以上
コスト：4万円/kWh以下の見通し
を得ること

（１）要素技術開発（①電池開発）
エネルギー密度：100Wh/kg
出力密度：2000W/kg
寿命：10年以上
コスト：4万円/kWh以下の見通し
を得ること

（１）要素技術開発（②電池構成材料開発）
エネルギー密度：200Wh/kg以上
出力密度：2500W/kg以上
コスト：3万円/kWh以下の見通しを得ること

（１）要素技術開発（②電池構成材料開発）
エネルギー密度：200Wh/kg以上
出力密度：2500W/kg以上
コスト：3万円/kWh以下の見通しを得ること

（２）次世代技術開発
エネルギー密度：500Wh/kg以上

（２）次世代技術開発
エネルギー密度：500Wh/kg以上

2030年以降
エネルギー密度：700Wh/kg
出力密度：1000W/kg



Ⅱ-4 

・重量出力密度：2,500 W/kg以上  
・コスト：3万円/kWh以下の見通しを示すこと（100万パック/年生産時）  
・安全性：車載時の濫用に耐えること  

 
(c)周辺機器開発 

格段の高性能化（高効率化・軽量化・コンパクト化）に資する電池制御やモータ等の周辺機

器の技術開発を行う。特に、脱・省レアアースを実現する車両駆動用モータ技術に重点を置く

こととし、下記の性能を見通すことができる車両駆動用モータを開発することとした。 
・総合効率：従来技術と同等程度  
・出力密度：従来技術と同等程度  
・レアアース使用量：零  

または、  
・総合効率：従来技術以上  
・出力密度：従来技術の150%程度  
・レアアース使用量：従来技術より50%程度以下 
ここで、レアアースはネオジム、ジスプロシウム等の希土類元素を意味し、総合効率は自動

車の走行条件等を考慮した上でのモータ単体あるいはモータを含めた駆動システムの効率を意

味する。また、出力密度は、自動車の走行条件等を考慮した上での瞬時あるいは連続運転時に

おける体積出力密度及び重量出力密度を意味する。 
 
② 次世代技術開発 

2030年頃において、パック電池レベルで重量エネルギー密度700 Wh/kg以上という革新的な

性能を実現することを目指し、本事業の終了時点で、重量エネルギー密度500 Wh/kgを見通せ

る電池構成材料及び電池反応制御技術を開発する。 
 

③ 基盤技術開発 
・加速寿命診断法の確立。  
・高SOC保存時、高温保存時、高出力時、長期サイクル時等の劣化要因の解明とその抑制手

法の提案。  
・車載用電池安全性試験法の策定。  
・電池性能を向上させる因子の解明。  
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２．事業の計画内容 
２．１ 研究開発の内容 

本事業の実施期間は平成 19 年度から平成 23 年度までの 5 年間、研究開発の総費用は計画額

で約 110 億円の事業である。 
研究開発項目毎の運営方法は、基本計画において以下のように定めた。 

 
（１）各技術開発の運営方法 
① 要素技術開発 
・初年度に公募により実施者を選定するが、2年目以降も必要に応じて公募を行う。  
・「電池構成材料開発及び電池反応制御技術の開発」については、研究開発の進捗に応じて、

「電池開発」の実施者等との連携を求める場合がある。  
・安全性の技術開発目標については、研究開発項目③｢基盤技術開発｣の安全性試験法や安全性

評価基準策定の進捗に応じて、内容の高度化や具体化を求める場合がある。  
 
② 次世代技術開発 
・原則として毎年度、研究テーマを公募する。  
・各研究テーマについては2年目に延長審査（技術評価）を実施し、3年目以降の研究継続の可

否を判断する。  
 
③基盤技術開発 
・初年度に公募により実施者を選定するが、必要に応じて 2 年目以降も公募を行う。 
・安全性試験法や安全性評価基準の策定については、研究開発項目①｢要素技術開発｣における 

安全性技術開発の進捗に応じて、内容の変更や修正を求める場合がある。 
 

（２）研究開発スケジュール 
基本計画に則り、図Ⅱ.2-1に示すように事業を実施した。要素技術開発に関しては2年目に主

にモータ技術開発を中心として追加公募を実施した。また、要素技術開発は基盤技術開発とと

もに平成21年度に延長審査を行った。次世代技術に関しては、2年目、3年目に追加公募を実施

した。一方、平成21年1月に平成19年度から2年間実施した次世代技術開発の各テーマの延長審

査を行なった。この結果、11件ある研究開発テーマのうち9件が延長を認められ、2件が終了と

なった。同様に平成22年2月に平成20年度からの11テーマについて、また、平成23年1月に平

成21年度からの10テーマについて延長審査を行い、それぞれ、7件の延長が認められた。なお、

延長審査は外部有識者6名からなる延長審査委員会により実施した。 
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図Ⅱ.2-1 プロジェクトの年度計画（括弧内は実施テーマ件数） 

 
図Ⅱ.2-2 に次世代自動車用高性能蓄電システム技術開発の実施内容（平成 23 年度）を示す。

また、評価については技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成果の技術

的意義及び将来の産業への波及効果などについて、外部有識者による研究開発の中間評価を平

成 21 年度に実施し、事後評価を平成 24 年度に実施することとした。 
各開発項目のスケジュールは以下の通りである。 
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図Ⅱ.2-2 次世代自動車用高性能蓄電システム技術開発の実施内容（平成23年度） 

 

①要素技術開発 
(a)電池開発 

平成 21 年度（中間目標）までに、ポリアニオン系、NiMn 系、NiCo 系正極材料の開発と黒

鉛系負極材料の改良を行うとともに、10 Ah 級単電池を試作・評価し、性能目標（中間目標）

を達成する。さらに、劣化解析による要因の明確化と開発の方向性の検証を行い、入出力特

性の改良など温度特性や安全性を含めた評価解析を実施する。平成 23 年度（最終目標）まで

には、最適な電池システムとしての設計を行い、0.3 kWh 級モジュール電池を試作・評価す

る。そして、3 kWh 級電池において性能の最終目標を達成する（0.3 kWh 級モジュール

電池の性能値を、3 kWh 級電池における性能値への換算には換算係数を適用）。さらに、

コスト目標、安全性についても達成する。 
 
(b)電池構成材料開発及び電池反応技術の開発 

平成 21 年度（中間目標）までには、リチウムイオン二次電池の電極材料としては、新規の

酸化物型正極材料、新規のポリアニオン系正極材料の開発と合成方法の検討、コンビナトリア

ル法による新規電極材料等の探索、カーボンナノ構造正極の開発等を、電解質については、ボ

レート系や FSA(FSI)アニオン系のイオン液体電解質、ヘテロ元素含有電解質、不燃性ポリマ

ーゲル電解質の探索、合成と創製等を実施することで、中間目標を達成する。また、反応制御

技術開発の一環として、正極材料内でのリチウムイオンの出入りの様子をナノスケールで可視

化する電子顕微鏡観察技術等の解析技術開発を実施することで、新規材料開発の目標達成に資

する。平成 23 年度（最終目標）までには、開発した材料を用いた小型実用単電池を作製し、

性能目標（最終目標）を達成する。 
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(c)周辺機器開発 
平成 21 年度（中間目標）までに、モータ開発では磁場解析等による磁性材料及び誘導コイ

ルなどの形状及び構造の最適化と新規同期モータ、誘導モータの設計により、軽量化と高性能

化等の開発を実施することで中間目標を達成する。また、制御技術開発では必要となる低損失

インダクタの開発、コンバータを用いた SOC 均等化回路の開発等を実施するとともに、高効

率を実現するため、高周波化に取り組むことで中間目標を達成する。平成 23 年度（最終目標）

までには、モータ開発では適切なサイズのモータを試作・性能評価することで、性能目標（最

終目標）を達成する。また、制御技術開発では必要に応じて IC を製作し、特性改善を実施す

ることで、性能目標（最終目標）を達成する。 
 
②次世代技術開発 

平成 23 年度（最終目標）までには、金属－空気電池、リチウム硫黄電池、多価カチオン電

池、新形態リチウムイオン二次電池などに代表される次世代の革新的な二次電池の構成とその

ための構成材料及び電池反応制御技術等を開発する。最初の 2 年間で、革新的蓄電池の可能性

がある電極材料、電解質等の新材料探索、反応メカニズムの解析、デンドライド等の発生及び

抑制の検討、界面評価技術の開発等を実施する。残りの期間で開発した材料を用いたコイン型

電池等を作製し、電池特性評価を実施することで、性能目標（最終目標）への達成を確認する。

また、界面評価技術については 500Wh/kg のエネルギー密度の可能性がある電池系で分析法を

適用し、有効性を実証することとする。 
 

③基盤技術開発 
平成 21 年度（中間目標）までには、リチウムイオン電池の加速寿命試験方法に資する運転

パターンの検討、電池開発を行っている 3 委託先から提供を受けた最新電池の劣化要因の解明

と抑制方法の検討、電池評価試験方法、電池安全性試験方法の開発、車載用リチウムイオン電

池の国際標準化のための ISO/IEC 等への提案、リチウムイオン電池の輸送に関する国際規制の

緩和、電池充電標準化に関する検討を実施する。平成 23 年度（最終目標）までには、リチウ

ムイオン電池の加速寿命試験方法に資する運転パターンの策定、電池開発を行っている 3 委託

先から提供を受けた最新電池の劣化機構の解明と抑制方法の提案、電池評価試験方法、電池安

全性試験方法の策定、車載用リチウムイオン電池の国際標準化のための ISO/IEC 等への提案反

映、リチウムイオン電池の輸送に関する国際規制の緩和の実現、電池充電標準化に関する IEC
への提案を実施することで、性能目標（最終目標）を達成する。 
 
（３）予算 

3つの研究開発項目のうち、電池開発から材料開発、モータ開発、制御回路開発まで幅広く

改良、開発を行なう要素技術開発については、試作や試験等に多くの費用が必要となるため、

それらが円滑に実施できるよう、他テーマに比べて特に多くの予算を配分した。特に、電池開

発においては、大型化技術の開発に重点を置く案件に予算を重点配分した。次世代技術開発に

ついては、原則としてテーマ毎に1年間で2000万円を上限として予算を割り当てた。また、基

盤技術開発については、調査や各種性能・分析・安全性試験、国際標準化活動に必要な費用を

配分した。表Ⅱ.2-1に技術開発項目毎の研究予算を示す。 
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表Ⅱ.2-1 研究予算一覧 

（単位：百万円）

 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 総額 
要

素

技

術

開

発 

①電池開発 520.1 524.2 523.5 516.1 349.6 2433.5 

②電池構成材料開発 638.2 718.9 507.5 496.5 368.1 2729.2 

③周辺機器開発 39.8 366.9 347.8 276.1 221.7 1252.3 

次世代技術開発 219.9 439.2 568.4 511.2 468.6 2209.1 
基盤技術開発 386.6 693.9 537.9 521.0 363.0 2502.4 

計 1804.5 2742.3 2481.5 2336.8 1795.0 11160.1
 
 
２．２ 研究開発の実施体制 

本プロジェクトの実施体制としてはNEDO、委託先及び技術委員会から構成され、それぞれ

の役割は以下の通りである。 
①NEDO 

プロジェクトを推進し、目標達成に向けて研究開発全体のマネジメントを行なう。 
②委託先 

本プロジェクトでは、3テーマ合計で62の実施者が委託先または再委託先として研究開発

を実施している（平成23年度2月）。 
③技術委員会 

外部有識者で構成され、第3者の立場で研究開発の方向性や技術的内容について審議を行

う。なお、詳細については後述する。 
 
図Ⅱ.2-3 に平成 23 年度の事業推進体制を示す。 
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図Ⅱ.2-3 事業推進体制（平成23年度） 

 
要素技術開発（電池開発、電池構成材料、周辺機器）及び次世代技術開発については、委託

先は目標達成に向けて競争的に研究開発を実施した。一方、要素技術開発（電池開発）と基盤

技術開発は連携・協調して研究開発を実施した。即ち、要素技術開発（電池開発）参画企業が

開発した電池等を基盤技術開発の委託先に提供し、評価技術開発並びにISO/IEC等での国際標

準策定に貢献することとした。同時に、基盤技術開発の委託先が要素技術（電池開発）参画企

業に評価結果等をフィードバックすることで研究開発の加速化に貢献することとした。 
図Ⅱ.2-4に要素技術開発と基盤技術開発の連携を示す。 

 
図Ⅱ.2-4 要素技術開発（電池開発）と基盤技術開発の連携 
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２．３ 研究開発の運営管理 
（１）技術委員会の開催 

外部有識者を技術委員に委嘱して、第3者の立場で研究開発の方向性や技術的内容について

審議・助言する技術委員会を設置した。要素技術委員会（電池モジュール開発・電池構成材料

の開発）には京都大学の小久見教授（～平成21年度まで）、三重大学の武田教授（平成22年度

～）を、要素技術委員会（周辺機器開発）には東京大学の堀教授を、次世代技術委員会には神

奈川大学の佐藤教授を、基盤技術委員会には九州大学の山木教授を委員長として委嘱した。平

成19～23年度にわたって、4つに分けたグループ毎で年1～2回の頻度で、それぞれの委託先が

参加して開催した。また、基盤技術委員会については、プロジェクト全体に係わる評価技術等

の共通的な課題を取り扱うため、全ての委託先に公開して実施することで情報の共有化を図っ

た。 
表Ⅱ.2-2～8に各委員会の開催日程並びに委員名簿を示す。 

 
表Ⅱ.2-2 要素技術委員会（電池開発、電池構成材料、周辺機器）の開催実績 
開催日 委員会名称 

平成20年 4月 9日 
平成20年度第1回要素技術委員会 
（H19年度採択：電池構成材料・電池制御） 

平成21年 4月 9日 
平成21年度第１回要素技術委員会 
（Ｈ20年度採択：周辺機器＋H19年度採択：電池制御） 

平成21年 4月 17日 
平成21年度第2回要素技術委員会 
（H19年度採択：電池構成材料） 

平成21年10月15日 
平成21年度第3回要素技術委員会 
（周辺機器＋電池制御） 

平成21年10月30日 
平成21年度第4回要素技術委員会 
（電池開発、電池構成材料） 

平成22年12月2日 
平成22年度第1回要素技術委員会 
（電池開発、電池構成材料） 

平成23年5月20日 
平成23年度第1回要素技術委員会 
（電池開発、電池構成材料） 

平成23年5月26日 
平成23年度第2回要素技術委員会 
（周辺機器） 

平成23年12月16日 
平成23年度第3回要素技術委員会 
（電池開発、電池構成材料） 
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表Ⅱ.2-3 要素技術委員会（電池開発、電池構成材料）の委員名簿 
 氏名 所属、役職 
委員長 小久見 善八 京都大学 産学連携部門 特任教授 （平成21年度まで） 

武田 保雄 三重大学 工学部 教授  （平成22年度から） 
委員 藤波 達雄 静岡大学 工学部 特任教授 

櫻井 庸司 豊橋技術科学大学 電気・電子工学系 教授 
神戸 良隆 トヨタ自動車(株) 車両技術本部第HV材料技術部 グループ長 
戸島 和夫 トヨタ自動車(株) HV材料技術部 シニアスタッフエンジニア 
三森 正仁 (株)ホンダ技術研究所 四輪開発センター 主任研究員 
木内 健雄 (株)ホンダ技術研究所 四輪R&Dセンター 主任研究員 
寺田 信之 電力中央研究所 材料科学研究所材料物性創製領域リーダー 

 
 

表Ⅱ.2-4 要素技術委員会（周辺機器）の委員名簿 
 氏名 所属、役職 
委員長 堀 洋一 東京大学 生産技術研究所 教授 
委員 小黒 龍一 九州工業大学 情報工学部 システム創成情報工学科 教授 

水谷 良治 トヨタ自動車(株) パワートレーン本部 HV先行開発部 
 シニアスタッフエンジニア 

米倉 光一郎 日産自動車(株) 総合研究所 電動駆動研究所 主任研究員 
渋川 祐一 日産自動車(株) 総合研究所 EVシステム研究所 主任研究員 
山本 恵一 (株)本田技術研究所 四輪R&Dセンター  

第5技術開発室 第1ブロック 主任研究員 
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表Ⅱ.2-5 次世代技術委員会の開催実績 

開催日 委員会名 

平成20年 1月11日 
平成19年度第1回次世代技術委員会 
（H19年度採択：硫黄系） 

平成20年 2月28日 
平成19年度第2回次世代技術委員会 
（H19年度採択：空気系、リチウム系） 

平成20年 9月30日 
平成20年度第1回次世代技術委員会 
（H19年度採択：硫黄系、空気系、リチウム系） 

平成21年 3月16日 
平成20年度第2回次世代技術委員会 
（H20年度採択：空気系、多価カチオン系、リチウム系） 

平成21年9月29日 
平成21年度第1回次世代技術委員会 
（空気系、多価カチオン系、リチウム系） 

平成22年5月25日 
平成22年度第1回次世代技術委員会 
（平成21年度採択：リチウム系） 

平成22年11月19日 
平成22年度第2回次世代技術委員会 
（平成19年度採択：空気系、硫黄系、リチウム系） 

平成23年8月24日 
平成23年度第1回次世代技術委員会 
（空気系、硫黄系、多価カチオン、リチウム系、解析技術） 

平成23年9月1日 
平成23年度第2回次世代技術委員会 
（リチウム系） 

 
 

表Ⅱ.2-6 次世代技術委員会の委員名簿 
 氏名 所属、役職 
委員長 佐藤 祐一 （国）神奈川大学 工学部 工学部長・教授 
委員 漆畑 広明 （国）東京工業大学 工学部 教授 

稲葉 稔 （学）同志社大学 工学部 教授 
宇恵 誠 三菱化学（株） イノベーションセンター フェロー 
宮本 丈司 （社）日本自動車工業会 EV 副部会長（日産自動車） 
堀江 英明 日産自動車(株) EVエネルギー開発部 エキスパートリーダー 
堀場 達雄 日立ビークルエナジー（株） 主管技師 
村田 利雄 （株）GSユアサ 部長 
奥山 良一 （株）GSユアサ 部長 
湯浅 浩次 パナソニック（株）エナジー社 グループマネージャー 
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表Ⅱ.2-7 基盤技術委員会の開催実績 
開催日 委員会名 

平成20年 3月19日 平成19年度第1回基盤技術委員会 
平成20年12月17日 平成20年度第1回基盤技術委員会 
平成21年 6月24日 平成21年度第1回基盤技術委員会 
平成22年9月30日 平成22年度第1回基盤技術委員会 
平成23年10月26日 平成23年度第1回基盤技術委員会 

 
表Ⅱ.2-8 基盤技術委員会の委員名簿 

 氏名 所属、役職 
委員長 山木 準一 （国）九州大学 先導物質化学研究所 教授 
委員 鳶島 真一 （国）群馬大学 大学院工学研究科 教授 

成澤 和幸 （独）交通安全環境研究所 環境研究領域 上席研究員 
三根 浩二 電気事業連合会 技術開発部 副部長 
西 正貴 電気事業連合会 技術開発部 副部長 
宮本 丈司 （社）日本自動車工業会 EV 副部会長（日産自動車） 
菅原 浩 （社）日本自動車工業会 EV 副部会長 
森本 佳成 （社）電池工業会 二次電池技術担当部長 
村田 利雄 （株）GSユアサ 部長 
奥山 良一 （株）GSユアサ 部長 
堀場 達雄 日立ビークルエナジー（株） 主管技師 
井上 利弘 パナソニック（株）エナジー社 チームリーダー 
荻野 桂治 パナソニック（株）エナジー社 チームリーダー 
米津 育郎 三洋電機（株） モバイルエナジーカンパニー 統括部長  
内海 和明 オートモーティブエナジーサプライ（株） 

エグゼクティブ チーフエンジニア 

 
（２）延長審査の実施 

平成21年1月、次世代技術開発におけるステージゲートとして、平成19年度から2年間実施し

た研究開発テーマについて延長審査を行なった。この結果、11件ある研究開発テーマのうち9
件が延長を認められ、2件が終了となった。 

延長審査は外部有識者によるものとし、学識者 2 名、電池メーカーの専門家 2 名、自動車メ

ーカーの専門家 2 名の合計 6 名を審査委員として委嘱した。委託先より表Ⅱ.2-9 に示す内容の

「事前書面審査書類用評価資料」を提出してもらい、審査委員による事前書面審査を実施後、

延長審査員委員会で委託先のヒヤリングを行い、事前書面審査の結果の見直しを行った。 
表Ⅱ.2-10 に次世代技術開発延長審査における審査基準及び審査のポイントを示す。次世代

技術開発の観点から成果の目標達成も重要な項目ではあるが、達成した目標の国際水準から見

た優位性等、今後の研究計画の新規性・技術的優位性にも重きを置いた。また、延長に当たっ

ては、審査委員の 4 名以上が 3 点以上かつ 6 人の平均点が 3 点以上であることを基準とした。 



Ⅱ-15 

表Ⅱ.2.-9 次世代技術開発延長審査の評価用資料の構成 
文書構成： 

Ａ .平成19～20年度

の研究成果 
 

（１）本研究開発の目標（設定理由含む）および達成度 
（２）研究開発成果（得られた知見等） 

・上記目標値、得られた知見は世界的に見てどの程度の水準に

あるか？ 
・得られた成果、知見は新規性、革新性のある成果であるか？ 

 
Ｂ .平成21～23年度

の研究開発計画 
 

（１）研究開発の目標 
①平成21年度目標 
②平成22年度目標 
③平成23年度最終目標 

（２）研究計画および研究内容の新規性、技術的優位性 
①研究内容（課題、課題解決のアプローチ） 
①－a 平成21年度研究内容 
①―b 平成22年度研究内容 
①―c 平成23年度研究内容 
②研究内容の新規性、技術的優位性 
③研究体制（参考資料のフォームを活用） 

＊原則として、研究体制はH19年度採択時と同じとする。 
＊予算は 2,000 万円/年以下とする。 

 
 

表Ⅱ.2-10 次世代技術開発延長審査における審査基準及び審査のポイント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平
成

19
年
～

20
年

度
の

研
究
成

果

平
成

21
年

～
23

年
度

の

研
究

計
画

研究開発の目標
【目標の達成度】A－(1)

A－(2)
研究開発成果
【成果のレベル】

達成した目標、得られた知見は国際水準
から見て優れた成果と言えるか？

成果は目標を達成しているか？

得られた成果、知見は新規性、革新性
のある成果と認められるか？

2.0

1.5

1.5

1.0
研究開発目標

【目標設定の妥当性】
B－(1)

B－(2)

研究計画および
研究内容の

新規性、技術的優位性
【目標設定の妥当性】

最終目標に向け、年度目標は適切な
レベルに設定されているか？

課題解決に向けた効果的なアプローチ
が示されているか？

2.0

審査のポイント 重み付け

※評点は１～５点（0.5点刻みでも可）

※６名の総合評価点の平均が３点以上 かつ ４名が３点以上のテーマが延長候補。
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同様に、平成 20 年度からの 11 テーマについての延長審査を平成 22 年 2 月に実施し、平成

21 年度からの 10 テーマについての延長審査を平成 23 年 1 月に実施し、それぞれ、7 件の延長

が認められた。 
要素技術開発及び基盤技術開発の各テーマについては、平成 21 年度に延長審査を実施して

後年度の研究延長の可否を判定した。この結果、要素技術開発では、平成 19 年度からの 12 テ

ーマ中、2 テーマが不採択、1 テーマが次世代技術開発に移行し、9 テーマの延長が認められた。 
 

（３）成果の普及 

委託先の成果については、積極的に特許出願、論文発表、講演発表及び広報等で普及を図る

こととした。表Ⅱ.2-11 に平成 24年度 7月末時点での外部発表の実績を示す。なお、特許及び

論文リストは巻末の添付資料を参照のこと。 

 

表Ⅱ.2-11 外部発表の実績 

項目 

要素技術開発 
次世代技

術開発 
基盤技術開発 総計 

電池開発 
電池構成

材料 
周辺機器 

特許出願 94 129 53 41 2 319 

うち、外国出願 10 31 7 13 0 61 

国内登録 9 2 2 6 0 19 

海外登録 1 0 1 3 0 5 

論文 11 94 29 172 42 348 

うち、査読付論文 4 49 8 154 19 234 

研究発表・講演 46 360 128 848 176 1558 

受賞実績 0 16 9 25 2 52 

新聞・雑誌 1 41 22 78 4 146 

展示会 12 9 8 13 0 42 

国際標準 0 0 0 0 21 21 
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（４）情報の共有化 
委託先間の情報の共有化、さらには、外部への情報発信を図るため、研究計画発表会、研究

成果報告会、電池討論会でのNEDO共催シンポジウム、海外調査報告会の開催等を実施した。 
 

① 基盤技術委員会の開催 
 プロジェクト全体に係わる評価技術等の共通的な課題について取り扱う基盤技術委員会は、

全ての委託先に公開して実施することで情報の共通化を図った。 
 
② 研究成果報告会・研究計画発表会の開催 

新規採択テーマの研究開発計画内容について委託先間での情報の共有化をするために、研究

計画発表会を開催した。また、採択テーマの目標の達成度等について委託先間での情報の共有

化並びにディスカッションをするために研究成果報告会を開催した。平成19年度研究成果報告

会においては、「系統連系円滑化蓄電システム技術開発」と連携して報告会を開催することで、

同じ蓄電池の技術開発を実施している委託者間の情報共有の機会を提供した。また、平成21年
3月に蓄電技術開発室が発足したことを受け、平成21年及び平成22年にそれぞれ前年度成果報

告会として開催した。 
表Ⅱ.2-12に研究計画発表会・研究成果報告会の開催実績を示す。 

 
表Ⅱ.2-12 研究計画発表会・研究成果報告会の開催実績 

開催日 会議名（開催場所） 
平成19年 8月24日 「次世代自動車用高性能蓄電システム技術開発」 

研究計画発表会 要旨集（JAホール） 
平成20年 5月26日 

～ 5月27日 
次世代蓄電システム実用化戦略的技術開発 「系統連系円滑化蓄電シス

テム技術開発」ならびに「次世代自動車用高性能蓄電システム技術開発」

に関する平成19年度成果報告会（コクヨホール） 
平成20年 8月25日 「次世代自動車用高性能蓄電システム技術開発(Li-EADプロジェク

ト)」平成20年度新規採択テーマ研究計画発表会（JAホール） 
平成21年 7月 9日 

～ 7月10日 
NEDO蓄電技術開発室 平成20年度成果報告会／平成21年度公募研究

計画発表会（東京国際交流会館） 
平成22年 6月 8日 

～ 6月 9日 
NEDO蓄電技術開発 平成21年度成果報告会（東京国際交流会館） 

 
③ 電池討論会でのNEDOシンポジウムの設置 

電池討論会は国内最大の蓄電池に関する学会である。平成20年度の第49回電池討論会（11
／5～11／7、開催地：大阪）において3日間にわたり、NEDO共催シンポジウムを開催した。

目標の達成度が重要視される成果報告会と異なり、学術的・技術的な議論がなされた。また、

「系統連系円滑化蓄電システム技術開発」と連携してシンポジウムを開催することで、委託者

間の情報の共有化並びにディスカッションの機会を提供した。以降、平成23年度の第52回電池

討論会までNEDOシンポジウムが設置され、活発な議論が行われた。表Ⅱ.2-13に電池討論会の

開催日を示す。 
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表Ⅱ.2-13 電池討論会の開催実績 
開催日 会議名（開催場所） 

平成20年11月 5日～11月 7日 第49回電池討論会（リーガロイヤルホテル堺） 
平成21年11月30日～12月 2日 第50回電池討論会（国立京都国際会館） 
平成22年11月9日～11月11日 第51回電池討論会（愛知産業労働センター） 
平成23年10月17日～10月20日 第52回電池討論会（タワーホール船堀） 

 
④ 海外調査報告会の開催 
 NEDO委託費用で国際学会に参加した委託先に対して、専門分野における国際動向・興味深

いトピックスについて講演を依頼した。「系統連系円滑化蓄電システム技術開発」と連携して

報告会を開催することで、同じ蓄電池の技術開発を実施している委託者間の情報の共有化の機

会を提供した。表Ⅱ.2-14に海外調査報告会の開催実績を示す。 
 

表Ⅱ.2-14 海外調査報告会の開催実績 
開催日 会議名（開催場所） 

平成20年 8月16日 The 14th International Meeting on Lithium Batteries 
報告会（経済産業省） 

平成20年11月20日 PRIME 2008 Meeting 報告会（経済産業省） 

 
２．４ 研究開発の実用化、事業化に向けたマネジメントの妥当性 

NEDO は、本事業の実用化、事業化に向け、以下に示す取り組みを行った。 
①ユーザ視点の助言を得る機会を提供 

外部有識者に技術委員を委嘱して、研究開発項目毎に技術委員会を年 1～2 回開催した。各

技術委員会には、開発成果のユーザとなる自動車メーカー及び電池メーカーの専門家に委員と

して参加してもらい、実用化に向けたユーザ視点での助言を得た。 
②論文・学会等での広報活動 
 特許出願、論文発表、講演発表、広報等で成果の普及を図るよう委託先を指導した結果、前

記の表Ⅱ.2-11 に示したように、多数の外部発表実績となっている。特に、電池関連技術の学

術発表の場としては国内最大の電池討論会で、NEDO シンポジウムを開催した。学会発表によ

る広報活動を通じ、開発技術に興味を持つ企業等を探索する機会を提供した。 
③性能等の試験方法及び標準化動向に関する情報共有 
 基盤技術委員会を本事業に参画している全委託先に公開した。性能評価、安全評価及び寿命

推定に関する試験方法等の検討進捗や IEC/ISO における国際標準化活動の状況について情報

共有することにより、事業化環境把握の機会を提供した。 
④実用化、事業化を目的とした事業の推進 
 NEDO は、本事業の後継事業として、EV／PHEV 用途のリチウムイオン電池の実用化と自

動車用途以外への適用拡大を目的とした「リチウムイオン電池応用・実用化先端技術開発事業」

を平成 24 年度より開始した。この後継事業には本事業での研究開発成果を更に発展させたテ

ーマが複数含まれている。この後継事業において、NEDO は、実施者より毎年四半期毎に定期

報告を受けると共に、年１回の実地調査を行う等して研究開発の進捗をタイムリーに把握し、
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かつ事業３年目において有識者による中間評価等を行う等の研究開発マネジメントを推進し、

成果の実用化・事業化を図るものとする。また、平成 21 年度から７年計画で実施中の「革新

型蓄電池先端科学基礎研究事業」において、平成 24 年度に実施した追加公募で本事業の次世

代技術開発の成果を活用した提案が採択されており、これについても上記と同様、実用化・事

業化に向けての研究開発マネジメントを推進していく。 
⑤成果報告会の開催 

今年度中に本事業の「成果報告会」を開催し、本事業で最終的に得られた研究開発成果を発

表し、研究開発成果と企業とのマッチングの場を設け、成果の普及促進を図る予定である。 
 

３．情勢変化への対応 
国際標準化の際に、自動車メーカー及び電池メーカーの国際的な競争力の確保及び研究開発

を効率化するために日本の実情にあわせて国際規格を作成することは極めて重要である。例え

ば、電池の安全規格が必要以上に厳しくなる規格では、日本の電池メーカーの市場拡大の阻害

要因になる可能性が高いと考えられるからである。本事業では、日本自動車研究所を中心に基

盤技術開発で自動車用リチウムイオン二次電池の国際標準化・規格化に対応している。標準化

のスケジュールとしては、基盤技術開発で各種実験データを蓄積後に、データに裏付けされた

国際標準化案を国際標準化機構（ISO）、国際電気標準会議（IEC）に日本案を提案することで

主導権をとって標準化活動を進めることを当初目指していた。一方、ドイツからISOに電池の

標準試験方法等の提案が先に行われたことから、標準化のスケジュールを大幅に見直す必要が

生じた。そこで、国際標準化活動を前倒して実施するために必要な予算を配分した。その結果、

IECでは日本がコンビナーを取ることで、自動車用リチウムイオン二次電池のモジュール並び

に単電池の標準化活動について主導権を持ちながら実施することができた。。 
また、優れた成果及びその見通しが得られたものについては、委託費の増額などにより研究

開発の加速を図っている。具体的な例として、三菱重工業／九州大学／九州電力のポスト鉄オ

リビン系高性能正極材料の探索において、合成装置・電極塗工装置の導入により研究開発が加

速すると判断し、委託費の増額を行なった。 
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４．中間評価への対応 
本事業の中間評価を平成 21 年に実施した。表Ⅱ.2-15 に研究評価分科会委員を示す。「概ね、

現行どおり実施」との評価が得られた。また、表Ⅱ.2-16～17 に示すような提言がなされ、各

提言に沿って対処方針の検討及び計画等への反映を実施した。 
 

表Ⅱ.2-15 研究評価分科会委員（平成 21年度中間評価） 

 氏名 所属、役職 

分科会長 脇原 將孝 東京工業大学 名誉教授 

分科会長代理 佐藤 峰夫 新潟大学 自然科学系 教授 

委 員 狩集 浩志 日経ＢＰ社 日経エレクトロニクス 編集記者 

委 員 豊田 昌宏 大分大学 工学部 応用化学科 教授 

委 員 仁科 辰夫 山形大学 大学院理工学研究科 教授 

委 員 三木 一郎 明治大学 理工学部 電気電子生命学科 教授・理工学部長 

委 員 門間 聰之 早稲田大学 高等研究所 准教授 
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表Ⅱ.2-16 提言されたコメントとその後の対応（総論） 

 肯定的な指摘点 問題点・改善すべき指摘点 

総

合

評

価 

電池の国家的な研究開発が欧米や中国など

で加速し始めており、この分野での競争力を

確保するための本プロジェクトは非常に重要

と考える。また、本プロジェクトは、自動車

用の先進型電池から革新的電池へと明確に分

類されて、段階的に研究開発が進められてお

り、その多くの成果が中間目標をクリアして

いる。特に、電池モジュールの要素技術開発

において単セルレベルの中間目標値として設

定されたエネルギー密度及び出力密度がクリ

アされており、個々の材料開発の成果が単セ

ル開発に貢献したと考える。電池の標準化・

規格化に関する努力も評価できる。 

近い将来の高性能・低コスト HEV（ハイブ

リッド電気自動車）並びに PHEV（プラグイ

ン HEV）の実現のためには、コスト低減や安

全性確保を進めつつ、電池モジュールレベル

の高い目標値を達成できるよう更に努力して

欲しい。また、最終目標の達成に向けては、

課題と解決の道筋を記述して欲しい。【1】 さ

らに、コスト低減については、どこまで進み、

最終目標値を見通すことができるレベルに到

達しているのかどうかが明確になっていな

い。安全性を含めて産業として十分成立して

いくことが確信できるようにして欲しい。【2】
 本プロジェクトの成果は、波及効果が大き

く世界に大きな影響を及ぼすと考えられ、是

非とも我が国独自の技術として早急に確立し

て欲しい。 
対処方針 計画等への反映 

【1】委託先毎にこれまでの課題と解決の道筋

を明確化する。 
【2】コスト・安全性の検証については各委託

先とも主に H22-23 年度で取り組む計画とな

っている。また、安全性については「基盤技

術開発」の技術委員会で既に検討がなされて

いる。今後とも、コスト・安全性について技

術委員会等で引き続き検討を重ねつつ、産業

として成立するための技術開発を進めてい

く。 

H22 年度の実施計画書へ反映 
 
H21 年度実施計画書に記載済 
 

事

業

の

位

置

付

け

・

必

要

性 

肯定的な指摘点 問題点・改善すべき指摘点 
最近のハイブリッド電気自動車（HEV）への

社会の関心の高まりを見ても明らかなよう

に、高性能な大型移動体用電源のニーズが高

まっている。その背景には CO2 削減、省エネ

への関心の高さにあり、本プロジェクトの目

的は社会的にも十分受け入れられるものであ

る。また、我が国は電池技術において世界を

リードする立場にあり、本プロジェクトが

NEDOの事業として妥当なことは疑う余地が

ない。 

日本の大学における特許戦略は、米国に比

べて経験が浅く、NEDO が大学の実施者に特

許戦略を積極的に展開するサポート体制を整

備することも検討して欲しい。【3】 
リチウムイオン電池は HEV 用電源として実

用化レベルに達しており、その性能はニッケ

ル水素電池を凌駕するものである。今後は、

残されているコストと安全性向上を目指して

の技術開発についても検討する必要がある。

【4】 
対処方針 計画等への反映 

【3】大学の実施者に対して特許取得を積極的

に行うよう働きかける等、サポートを行う。

 
【4】【2】の再掲 

特に計画への反映はしない 
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研

究

開

発

マ

ネ

ジ

メ

ン

ト 

肯定的な指摘点 問題点・改善すべき指摘点 
 研究開発の初期目標設定は、経済産業省「新

世代自動車の基礎となる次世代電池技術に関

する研究会」報告に則って、我が国の蓄電池

研究開発能力を飛躍的に高めるものとなって

おり、妥当である。また、将来を見据えて、

目標とするエネルギー密度やコストを設定し

ている点が評価できる。さらに、情勢変化へ

の対応等に関しては、国際標準化への動向の

調査・対応が精力的に実施されている。 

目標達成度を測定・判断するための指標と

して、充放電実験条件の記述や評価基準が統

一されているのか、事業原簿に明確な記載が

ない。図表のデータを具体的に評価するため

の付記が必要であろう。【5】 また、最終目

標の 3 kWh 電池パックのエネルギー密度が

100 Wh/kg となっており、これは単セルの性

能に限っての中間目標値でほぼ達成されたも

のであるが、更に安全、コスト、信頼性をも

含めた高い最終目標を設定することが求めら

れる。【6】 
大型リチウムイオン電池の安全性は、この電

池が産業として発展していくかどうかのカギ

を握っており、多面的な安全性試験を実施し

て、確かな製品となる技術を確立して欲しい。

【7】 
対処方針 計画等への反映 

【5】事業原簿に可能な範囲で数値を付記し

た。 
【6】エネルギー密度のみならず、すでに基

本計画で設定されている安全、コスト、信

頼性を含めた最終目標を達成するため、必

要な単セルの開発について協議する。 
【7】安全性試験については、「基盤技術開

発」の中で現在実施中である。試験項目・

試験条件等については、「要素技術開発（電

池モジュール）」参画法人と「電池試験技術

協議会」を随時開催することで密接に意見

交換を行っている。今後とも、これらの取

り組みを継続していく予定である。 

事業原簿に追記 
 
H22 年度の実施計画書に反映 
 
H21 年度実施計画書に記載済 

研

究

開

発

成

果 

肯定的な指摘点 問題点・改善すべき指摘点 
設定された中間目標値はほぼ全て達成されて

おり、電池モジュールの要素技術開発を担当

する企業３チームはいずれもエネルギー密

度、出力密度の両面で単セルレベルの中間目

標値をクリアしている。特に、単セルの性能

向上を着実に進めることにより、電池パック

として、最終目標値も達成できる可能性が非

常に高い。また、車載用として市販を目指す

リチウムイオン電池としては世界最高水準に

あり、HEV 用電池として既に市販レベルに近

いと考える。さらに、新しい電極活物質が見

出され、新たな展開が大いに期待できる。 
 

近い将来の高性能・低コスト HEV 並びに

PHEV の実現のためには、コスト低減や安全

性確保を含めた高い目標を電池モジュールレ

ベルで達成できるよう更に努力して欲しい。

また、最終目標の達成に向けては、課題と解

決の道筋を記述して欲しい。【8】 
今後、最終目標のコスト４万円/kWh（2015
年）を見通すためには、材料の選択や生産ラ

インの簡素化が重要であり、優れた材料特性

の情報収集、電池制御技術の確立、安価な生

産ラインの十分な検討も必要である。【9】 
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対処方針 計画等への反映 
【8】【1】の再掲 
 
【9】【2】の再掲 

 

実

用

化

・

事

業

化

の

見

通

し 

肯定的な指摘点 問題点・改善すべき指摘点 
HEV 用リチウムイオン電池として自動車会

社の受け皿が整いつつあり、十分に実用化を

見通すことができる。大量生産へ向けた生産

技術開発への新たな公的資金援助も必要とな

るだろう。また、本プロジェクトの研究開発

成果は、定置型電源への応用にも展開するこ

とができる。 

今後、実用化に至るには、多くの研究開発テ

ーマの中から最終的に真の成果を有するテー

マを見極める必要があり、そのためには更に

詳細な検証項目も必要と考える。【10】 また、

安全性や寿命評価などに関しては、開発テー

マ「基盤技術開発」の成果をフィードバック

する計画となっており、その成果が待たれる

ところである。【11】 さらに、「次世代技術

開発」では、特許の取得を確実にして事業化

に結びつけて欲しい。【12】 
対処方針 計画等への反映 

【10】【2】及び【6】の再掲 
 
【11】現在、「基盤技術開発」と「要素技術開

発（電池モジュール）」では、「電池試験技術

協議会」を適宜開催し、安全性や寿命評価の

試験方法に関して密接に意見交換を行ってい

る。引き続き本検討を続けることで本プロジ

ェクトに適した安全性、寿命評価の実施を検

討する。 
 
【12】各委託先に、重要な成果についての特

許化を打診するなど、特許取得活動を促す。

H21 年度実施計画書に記載済 
 
特に計画への反映はしない 
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今

後

に

対

す

る

提

言 

指摘点 
今後も、研究開発能力の向上、実用化、国際的立場の向上を目指して欲しい。安全性や寿

命評価などに関しては、開発テーマ「基盤技術開発」の成果をフィードバックする計画とな

っており、その成果が待たれるところである。【13】 電池の標準化・規格化に関しては、国

際的にリードする努力が続けられており、技術力で勝る日本の地位を今後とも確保して欲し

い。 

エネルギー密度などの数値は反応速度が違えば大きく変わるものであり、例えば、放電を 1

時間率としているものの各種の検証条件を明快に示して欲しい。【14】 また、安全性につい

ても電解質の改善など目標を定めて、問題の解決へ向けて努力して欲しい。【15】 

最終目標のコスト４万円/kWh（2015年）を見通すためには、材料の選択や生産ラインの簡素

化が重要であり、優れた材料特性の情報収集、電池制御技術の確立、安価な生産ラインの十

分な検討も必要である。【16】 

対処方針 計画等への反映 

【13】【11】の再掲 

 

【14】「要素技術開発（電池モジュール）」

の目標到達度の評価に関しては、「基盤技

術開発」で提案された評価方法が直接反映

される。その他の検証条件については各技

術委員会に諮り、それぞれの技術に関して

適切な検証条件を検討する。 

 

【15】安全性目標に関して、各技術委員会

に諮り、目標となる指針を検討する。 

 

【16】【2】の再掲 

特に計画への反映はしない 

 

 

 

 

特に計画への反映はしない 

 

 

研

究

評

価

委

員

会

コ

メ

ン

ト 

指摘点 
自動車用電池の寿命目標（10 年以上）は、定置用の場合と考え方が大きく違うと考えられ

るため、更に詳細な使用条件を設定することが重要である。【17】 
対処方針 計画等への反映 

【17】現在、「基盤技術開発」で自動車用

電池の寿命評価の試験方法を開発中であ

る。また「基盤技術開発」では「要素技術

開発（電池モジュール）」と「電池試験技

術協議会」を適宜開催し、自動車用電池と

しての寿命評価の試験方法に関して密接

に連携して意見交換を行っている。引き続

き本検討を続けることで自動車用電池に

適した、寿命評価の実施を検討する。 

H21 年度実施計画書に記載済 
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表Ⅱ.2-17 提言されたコメントとその後の対応（個別テーマ） 
①(a)要素技術開発（電池開発） 

成

果

、

実

用

化

、

今

後

に

対

す

る

提

言 

肯定的な指摘点 問題点・改善すべき指摘点 
HEV 用リチウムイオン電池のエネルギー密

度及び出力密度は、３チームとも単セルにお

いて中間目標値をクリアしている。また、数

多くの特許が出願されていることは高く評価

できる。既に独自の寿命試験法を提案してい

る実施者がいる点も高く評価したい。 

コストの最終目標値４万円/kWh を見通すと

いうことは、電極・電解質材料並びにセパレ

ータ等の選択、電池制御技術・生産ラインの

簡素化など多岐にわたり、今後、これらのデ

ータの全体へのフィードバックが最終目標達

成のカギを握るであろう。【18】 また、充電

スタンドのようなインフラ整備に関する社会

工学的な見地からのサポート研究も必要であ

ろう。【19】 
対処方針 計画等への反映 

【18】H22-23 年度での取り組みとしてコス

ト目標が掲げられており、これを達成するた

めの課題と解決策を各委託先で明確化するた

めの検討を行う。 
 
【19】「基盤技術開発」で充電標準化 WG で

の活動を既に実施している。また、経済産業

省の研究会などでの情報収集にも努めてお

り、インフラ環境に対する蓄電池側の対応に

ついても必要に応じて検討を行う。 

H22 年度の実施計画書へ反映 
 
 
H21 年度実施計画書に記載済 

 
①(b)要素技術開発（電池材料） 

成

果

、

実

用

化

、

今

後

に

対

す

る

提

言 

肯定的な指摘点 問題点・改善すべき指摘点 
ほとんど全ての項目で中間目標をクリアして

おり、エネルギー密度に関してはフッ化鉄ペ

ロブスカイト系をはじめとして高容量で低コ

ストな材料が見出され、出力密度も 10C を見

通すなど、高く評価したい。また、電子顕微

鏡による構造解析では、電気化学的に不活性

と考えられてきた LiFeO2 ドメインより Li 脱
離・挿入が起こることを明らかにするなど、

新しい知見を得ており、学術的にも非常に興

味深い。 

イオン液体に基づく電解質については、実

用化が可能となるレベルまでのコスト低減が

期待できるか見直して欲しい。【20】 また、

活物質系については、最低限の共通検証項目

／検証条件を定めて欲しい。【21】 さらに、

現状の各研究開発項目における解決すべき課

題が提示されていない。NEDO はこれらをで

きるだけ把握し、更に解決すべき重要課題に

ついては積極的に NEDO プロジェクトとし

て確立して欲しい。【22】 
本開発の成果を実際の電池にまで適用し、実

用化するには未だ多くの障壁があろうが、実

用化レベルに近いところまで来ているという

印象を強くした。 
対処方針 計画等への反映 

【20】H22-23 年度での取り組みとして、イ

オン液体自体のコスト低減の見通しについて

詳細に検討を行う。 

H22 年度の実施計画書へ反映 
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【21】「要素技術開発」の技術委員会で、活物

質系に関する共通検証項目/検証条件につい

て検討する。 
 
【22】今年度末に、外部有識者（大学・研究

機関・企業等の専門家）による「延長・終了

審査」委員会を開催し、現在の課題と提案さ

れた解決手段の有効性を検討する。 

特に計画への反映はしない 
 
 
 
H22 年度の実施計画書へ反映 
 

 
①(c)要素技術開発（周辺機器） 

成

果

、

実

用

化

、

今

後

に

対

す

る

提

言 

肯定的な指摘点 問題点・改善すべき指摘点 
周辺機器であるモータについて、強力な希土

類磁石を減らすにも拘わらず効率をアップさ

せ、あるいはその磁石を使用せずとも現状効

率を維持するという非常に難しい研究開発

が、新しい考えや先端の設計・解析技術など

を駆使して進められており、その成果は最終

目標近くに到達できる可能性があると評価す

る。また、産業用モータ及びモータシステム

としても大きな影響があり、波及効果が大き

いと言える。 

EV 用モータの実用化のためには制約が非

常に多く、最終的に検証する場合、自動車メ

ーカの協力を得るなどして多くの追加検証項

目を設定し、どの程度クリア可能かを示す必

要があると考える。【23】 

対処方針 計画等への反映 
【23】今年度末に、外部有識者（大学・研究

機関・企業等の専門家）による「延長・終了

審査」委員会を開催し、現在の課題と提案さ

れた解決手段の有効性を検討する際に、追加

検証項目の必要性についても併せて検討す

る。 

H22 年度の実施計画書へ反映 
 

 
 
②次世代技術開発 

成

果

、

実

用

化

、

今

後

に

対

肯定的な指摘点 問題点・改善すべき指摘点 
新しい概念や構造に基づく種々のタイプの電

池が提案されおり、基礎研究として大変興味

深い。また、革新的な試みが成されており、

評価できる。特に、未来材料の開拓という難

しい研究開発内容であるため、課題の解決に

向けた方策が成果として出ており、波及効果

も大きい内容である。 

実用化の可能性があるかどうかについて

は、2 年くらいで早期に見極め、ポテンシャ

ルの高いものに多く予算を配分していくこと

が重要と考える。【24】 また、実施者には大

学が多く、特許による知財権確保に問題の生

じる場合があるが、本技術開発の分野が新規

材料系であって有用特許の宝庫になるから、

もっと NEDO が知財戦略として関与するこ

とも検討して欲しい。【25】 
今後も、全く新しい電池系を見出すための

基礎研究を推進すると言う意味において、是

非にも本技術開発を鋭意推進して欲しい。 
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す

る

提

言 

対処方針 計画等への反映 
【24】H19 年度採択分については昨年度末に

既に外部有識者（大学・研究機関・企業等の

専門家）による「延長・終了審査」委員会を

開催し、それまでの課題と提案された解決手

段の有効性を検討し、延長するテーマを絞り

込むことで、予算配分の選択と集中を実施し

ている。今後、H20 年度採択、H21 年度採

択分についても同様に順次「延長・終了審査」

委員会を開催し、選択と集中を実施する予定

である。 
 
【25】【3】の再掲 
 

H22 年度実施方針へ反映 

 
③基盤技術開発 

成

果

、

実

用

化

、

今

後

に

対

す

る

提

言 

肯定的な指摘点 問題点・改善すべき指摘点 
電池の加速寿命試験、劣化要因、国際標準化

など、それぞれ困難な課題に取り組んでおり、

それらの努力を評価したい。また、電池内部

の可視化技術など、新しい計測手法も実現さ

れつつあり、中間目標のほぼ全てが達成され

ていると見受けられる。 

研究開発のスピードについては、本成果が

「要素技術開発」での寿命や安全性評価にフ

ィードバックされ、最終目標を評価する基準

になるので、できるだけ早く仕様を決定し、

「要素技術開発」実施者とのすり合わせを行

って欲しい。【26】 
今後も、本基盤技術開発こそ、技術委員会

での実施者間の意見調整を活発に実施するべ

きものであろう。【27】 また、加速劣化試験

を行うに際し、日米欧走行モードを総合した

モード作成を目指すことは大変有意義であ

り、是非完成して欲しい。 
対処方針 計画等への反映 

【26】【11】の再掲 
 
【27】「基盤技術開発」の技術委員会を全委託

先に公開することで、実施者間の意見調整を

図っている。加えて、「要素技術開発（電池モ

ジュール）」参画法人とは「電池試験技術協議

会」を随時開催することで密接に意見交換を

行っている。今後とも、これらの取り組みを

継続していく予定である。 
 

特に計画への反映はしない 
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５．評価に関する事項 
本事業「次世代自動車用高性能蓄電池システム技術開発」に対して実施された評価を表

Ⅱ.2-18 に示す。 

 
表Ⅱ.2-18 「次世代自動車用高性能蓄電池システム技術開発」事業に対する評価 

名称 実施時期 評価手法 事務局 
事前評価 平成 19 年 2 月 事前評価書 燃料電池・水素技術開発部

中間評価 平成 21 年 8 月 
現地調査会 
分科会 
研究評価委員会 

評価部 

事後評価 平成 23 年 10 月（予定）

現地調査会 
分科会 
研究評価委員会 

評価部 
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Ⅲ．研究開発成果について 

１．事業全体の成果 

１．１ 要素技術開発（電池開発） 

要素技術開発（電池開発）では、2015 年想定の次世代 PHEV に搭載可能な電池パック（3kWh
級）をターゲットとして、同電池パックの構成単位となる 0.3kWh 級電池モジュールおよび同

モジュールを構成する単セル（10Ah 級）を、性能目標を設けて開発した。更には、それらを

基に 3kWh 級電池パックを設計し、モックアップを試作した。 
設定した性能目標は、3kWh 級電池パックに換算した性能値として表Ⅲ.1-1 の通りである。

電池開発の委託先 3 者（GS ユアサ、日立／日立ビークルエナジー、パナソニック）による成

果を事業全体として以下の通りにまとめる。 

 

（１）概要 

3kW 級電池パックの構成要素となる 10Ah 級単セル、0.3kWh 級電池モジュールを、委託先

が独自に有する正極活物質等技術を基にそれぞれ開発した（表Ⅲ.1-2、表Ⅲ.1-3）。 
 

（２）開発目標 

各委託先において、電極活物質、合剤組成、電極製造条件等の最適化を行い、エネルギー密

度、出力密度、安定性がバランスした高性能なリチウムイオン単セル、電池モジュールを開発

した。基盤技術開発と連携し共通化した評価方法、評価基準（寿命、安全性）に従い、表Ⅲ.1-1

に掲げた項目の評価を行った。表Ⅲ.1-4に示す通り全ての委託先、項目において目標を達成す

ることができた。なお、特に初期性能については、基盤技術開発の中で第三者による確認も実

施した。 

 

（３）電池パックの設計検討 

熱設計や構造設計等に基づき 3ｋWh級電池パックの基本設計を行い、電池パックのモックア

ップの製作、性能予測を実施した。その結果、電池パックにおいても性能目標の達成が見込ま

れる事を、設計ベースで確認した。 

 

（４）知的財産権、成果の普及 

知的財産権や成果の普及に関わる活動結果を表Ⅲ.1-5 に示す。特許出願を中心に成果を着実

に積上げた。 
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表Ⅲ.1-1 要素技術開発（電池開発）の性能目標 

項目  目標 （3kWh 級パック換算値）  

初期性能  

重量エネルギー密度  100Wh/kg  

重量出力密度  2,000W/kg  

体積エネルギー密度  120Wh/L  

体積出力密度  2,400W/L  

充放電効率  95%以上  

寿命  10 年以上  

安全性  車載時の濫用に耐えること  

コスト  4 万円/kWh 以下の見通し（100 万ﾊﾟｯｸ/年生産時）

 

 

 

表Ⅲ.1-2 委託先が開発した単セルの仕様 

委託先 GSユアサ 日立・日立 VE パナソニック 

正極活物質  
Li(NiMnCo)O2 

＋LiFePO4 
Li(NiMnCo)O2 Li(NiCoAl)O2 

負極活物質  グラファイト 黒鉛  黒鉛  

容量(Ah)  13  16  11  

電圧(V)  3.62  3.66  3.6  

寸法(mm)  112×21×81  97×120×25  80×154×12  

質量(g)  365.0  454  288  

ｴﾈﾙｷﾞｰ(Wh)  47.1  58.6  39.6  

出力(W)  1,010  1,317  1,123  

外観写真 
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表Ⅲ.1-3 委託先が開発したモジュール、電池パックの外観 

委託先 GSユアサ 日立・日立ﾋﾞｰｸﾙｴﾅｼﾞｰ パナソニック 

0.3kWh級 

モジュール 

（実電池） 

   
3kWh級 

電池パック 

（ﾓｯｸｱｯﾌﾟ） 

 

 

 

 

 

 

 

表Ⅲ.1-4 開発電池の性能評価結果（ｴﾈﾙｷﾞｰ密度、出力密度は 3kWh ﾊﾟｯｸ換算値） 

評価項目 目標 GSユアサ 
日立・日立ﾋﾞｰｸ

ﾙｴﾅｼﾞｰ 
パナソニック 

初期 

性能  

質量ｴﾈﾙｷﾞｰ密度  100Wh/kg  ○（110） ○（111） ○（106） 

質量出力密度  2,000W/kg  ○（2,691） ○（2,400） ○（2,770） 

体積ｴﾈﾙｷﾞｰ密度  120Wh/L ○（158） ○（141） ○（129） 

体積出力密度  2,400W/L ○（3,845） ○（3,040） ○（3,380） 

充放電効率  95%以上  ○（95.3） ○（96） ○（96） 

寿命  10 年以上  ○ ○ ○ 

安全性  
車載濫用に耐え

る  
○ ○ ○ 

コスト  
4 万円/kWh 以下

の見通し  
○ ○ ○ 

         ◎ 大幅達成、 ○ 達成、 △ 達成見込み、 × 未達 
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表Ⅲ.1-5 知的財産権、成果の普及に関わる活動結果 

活動項目 GSユアサ 
日立／日立ﾋﾞｰ

ｸﾙｴﾅｼﾞｰ 
パナソニック 計 

特許出願  26 49 19 94 

うち、外国出願  1 8 1 10 

 うち、国内登録 8 1 0 9 

 うち、海外登録 0 0 1 1 

論文 8 2 1 11 

 うち、査読付き 1 2 1 4 

研究発表・講演 14 16 16 46 

受賞実績  0 0 0 0 

新聞・雑誌等への掲載  1 0 0 1 

展示会への出展 5 4 3 12 

 

１．２ 要素技術開発（電池構成材料） 

要素技術開発（電池構成材料）では、より高性能なリチウムイオン電池の 2015 年以降の実

用化を目標に、高い性能を実現する上で必要な電池構成材料、電池反応制御技術、基本原理を

開発した。電池としての目標を設定した背景を図Ⅲ.1-1 に示す（経済産業省「次世代自動車用

電池の将来に向けた提言」より）。同図に「高性能 PHEV 用（大きな赤丸）」として示す点が、

本開発が目標とする電池性能である。質量エネルギー密度が 200Wh/kg、質量出力密度が

2500W/kg である。同目標と設定の根拠を表Ⅲ.1-6 に示す。例えばエネルギー密度は、要素技

術開発（電池開発）の目標値の 2 倍であり一段と高い。本開発のスケジュール、委託先／開発

テーマ、予算をそれぞれ表Ⅲ.1-7、表Ⅲ.1-8、表Ⅲ.1-9 に示す。 
 

（１）概要 

一段と高い開発目標（高容量化、高出力化；表Ⅲ.1-6）を達成するため、電池の主要な構成

材料（正極、負極、電解液等）の開発およびそれらを電池化する技術を開発し、成果として表

Ⅲ.1-10 に掲げる材料や電池化技術等を得た。 
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図Ⅲ.1-1 高性能リチウムイオン電池の要求性能 

 

表Ⅲ.1-6 研究開発目標と設定の根拠 

研究開発項目 研究開発目標 根拠

①エネルギー密度 ２００Wh/kg
EV走行距離（25km→50km）や運用
性を向上しPHEVの普及を促す
（「次世代自動車用電池の将来に
向けた提言（2006年8月）」より）②出力密度 ２５００W/kg

③安全性
車載時の濫用に耐える
こと

自動車搭載の必要条件

④コスト
３万円/kWhの見通し

（100万ﾊﾟｯｸ/年生産時）

要素技術開発電池開発目標（4万
円/kWh）をベースに、材料開発の
貢献分を想定して設定

 

 

表Ⅲ.1-7 要素技術開発（電池構成材料）の開発スケジュール 

 

 

材料レベルで目標値を設定 単電池レベルで目標値を設定

1 件が延長不採択 
1 件が次世代技術開発に移行 
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表Ⅲ.1-8 要素技術開発（電池構成材料）の委託先／開発テーマ一覧 

開発材料 実施者 テーマ名称

正極

産業技術総合研究所 、田中化学 高容量・低コスト新規酸化物正極材料の研究開発

九大 、三菱重工 、九電 ポスト鉄オリビン系高性能リチウム二次電池の研究開発

戸田工業
多層構造粒子設計による高出力リチウムイオン電池用正
極活物質の研究開発

正／負極 日産 高容量電池の研究開発

電解液

三菱化学 、日本合成化学 大型リチウム二次電池用高安全性電解質の研究開発

産業技術総合研究所 ﾘﾁｳﾑ二次電池の安全性に資するｲｵﾝ液体電解質の開発

第一工業製薬 、関大、エレクセル 高出力・高安全性リチウムイオン電池の開発
 

 

 

表Ⅲ.1-9 要素技術開発（電池構成材料）の研究予算 

委託先 研究予算（百万円）

H19fy H20fy H21fy H22fy H23fy 総額

(独)産業技術総合研究所／(株)田中化学研究所 49.9 57.1 76.4 96.3 63.7 343.3

(国)九州大学／三菱重工業(株)／九州電力(株) 124.7 123.3 71.8 92.9 77.9 490.6

戸田工業(株) - 68.0 50.7 28 26 172.7

日産自動車(株) 131.0 167.9 105.0 72 55 530.8

三菱化学(株)／日本合成化学工業(株) 136.6 107.7 55.4 127 75 501.6

(独)産業技術総合研究所 40.0 50.0 55.0 50 40 235.0

(学)関西大学／第一工業製薬(株) 99.4 82.7 43.8 52 52 329.9

(国)山口大学 16.6 22.2 9.4 - - 48.2

(国)長崎大学／(独)産業技術総合研究所 40.0 40.0 40.0 - - 120.0

638.2 718.9 507.5 518.2 389.6 2772.4
 

 

 

（２）開発目標 

開発した電池構成材料等を用いて小型電池（ボタン電池、ラミネート電池、18650 電池）を

試作し、性能評価を実施した。開発により得られた電池構成材料の一覧を表Ⅲ.1-10 に、主要

な目標であるエネルギー密度、出力密度についての目標の達成状況を表Ⅲ.1-11 に示す。 
評価項目の中で、エネルギー密度の向上は優先的な課題として取り組まれており、全体的に

目標をクリアあるいは一定の性能向上の見込みという成果が得られている。出力密度について

は一部の委託先で課題を残している。 
開発技術の実用化に向けた課題と対策の一覧を表Ⅲ.1-12 に示す。表の通り多くのメーカで

実用化に向けた電池化（実用化）の計画を有しており、次のステップとして電池メーカとの連

携／提案および量産技術の開発等を課題として上げている。NEDO においても、高性能な材料

を適用した先進的なリチウムイオン電池の 2020～2025 年の実用化を目標とする新規事業「高

性能リチウムイオン電池応用・実用化先端技術開発事業」を 2012 年より立ち上げる。本事業

の委託先２テーマも開発技術をもとに事業に参画する（高容量・低コスト新規酸化物正極材料
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の研究開発、高容量電池の研究開発）。NEDO としても開発材料の実用化に向けた活動を今後

共支援する。 
 

（３）知的財産権、成果の普及 

特許出願、論文、研究発表等、知的財産に関わる出願件数を表Ⅲ.1-13 に示す。特許では１

社が特に多いが、それを除けば論文や研究発表など平均して行われている。 

 

 

表Ⅲ.1-10 要素技術開発（電池構成材料）の開発成果 

 

 

 

 

 

 

 

 

委託先  テーマ名称  開発した電池構成材料等  

産業技術総合研

究所  

田中化学  

高容量・低コスト新規酸化物正

極材料の研究開発  

・層状岩塩型正極材料（Li2MO3；M=Mn、Fe、Ni、Ti）  

・トンネル構造マンガン酸化物正極材料（Li0.44+XMO2；

M=Mn、Ti）  

九大 、三菱重工  

九電  

ポスト鉄オリビン系高性能リチ

ウム二次電池の研究開発  

・FeF3正極材料 

(微粉化及びカーボンコートによる利用率・導電性の向上） 

・FeF3 正極材料のセル化技術  

戸田工業  

多層構造粒子設計による高出

力リチウムイオン電池用正極活

物質の研究開発  

・多層構造を有する正極活物質粒子 

(Li2MnO3・LiMnNiCo複合系) 

  

日産  高容量電池の研究開発  
・固溶体系正極材料（Li2MO3 系） 

・シリコン合金系負極材料  

三菱化学  

日本合成化学  

大型リチウム二次電池用高安

全性電解質の研究開発  

・ヘテロ元素含有溶媒（スルホラン）電解液  

・新規イオン液体の創成（ｼｱﾉﾎｽﾌｪｲﾄ系、ｽﾙﾎﾅｰﾄ系）  

産業技術総合研

究所  

ﾘﾁｳﾑ二次電池の安全性に資す

るｲｵﾝ液体電解質の開発  

・高安全・高出力なイオン液体（FTAアニオン系） 

・新規酸素含有ボレート系アニオンからなるイオン液体 

第一工業製薬  

関大  

エレクセル  

高出力・高安全性リチウムイオ

ン電池の開発  

・FSI アニオン系イオン液体  

・FSI アニオン系イオン液体のセル化技術  
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表Ⅲ.1-11 開発した構成材料等による電池の性能評価結果 

委託先  テーマ名称  

目標達成状況 

今後の課題  ｴﾈﾙｷﾞ

ｰ密度 

出力

密度  

三菱化学  

日本合成化学  

大型リチウム二次電池用高安全

性電解質の研究開発  
○ ○ 

試験セル評価、イオン液体の物性評

価を実施  

産業技術総合研究所 

田中化学  

高容量・低コスト新規酸化物正

極材料の研究開発  
△ △ 材料組成、作製条件の最適化  

産業技術総合研究所 
リチウム二次電池の安全性の資

するイオン液体電解質の開発  
－ △ 

出力密度の向上と安全性評価方法の

確立 

日産  高容量電池の研究開発  ○ ○ サイクル特性の確認  

第一工業製薬  

関大  

エレクセル  

高出力・高安全性リチウムイオン

電池の開発  
○ ○ コスト検討  

九大 、三菱重工  

九電  

ポスト鉄オリビン系高性能リチウ

ム二次電池の研究開発  
○ × 出力密度とサイクル性能向上  

戸田工業  

多層構造粒子設計による高出力

リチウムイオン電池用正極活物

質の研究開発  

○ × 評価用セル作製条件の検討  

            ◎ 大幅達成、 ○ 達成、 △ 達成見込み、 × 未達 
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表Ⅲ.1-12 実用化に向けた課題と対策 

研究開発項目 実用化に向けた課題 対策 成果の実用化/活用

高容量・低コスト新規
酸化物正極材料の研
究開発
（産総研、田中化学）

①他の電池部材とのすり
合わせ、実用化の開発

①材料メーカ、電池メーカと
の共同開発体制構築
（出力、寿命、信頼性等改
善）

・自動車用高容量LIB
・定置用大型蓄電池
・材料2020年事業化

（2012NEDO新事業
に参加、実用化開発）

ポスト鉄オリビン系高
性能リチウム二次電
池の研究開発
（九大、MHI、九電）

①性能向上
・出力特性
・サイクル特性
②量産化検討

①・フッ化鉄の粒径制御、
カーボンコートの最適化

・移動体用電池
・定置用大型蓄電池

40Ah級セル
自主開発/目標2015

多層構造粒子設計に
よる高出力リチウムイ
オン電池用正極活物
質の研究開発
（戸田工業）

①性能向上
・出力特性
・サイクル特性

①高電圧対応ｾﾙ部材の入
手及びそれを用いた開発
材料の性能把握

・自動車、ﾊﾞｲｸ、
ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ、ﾓﾊﾞｲﾙ用

・自主開発
ｺｱ材? 多層材を
順次事業化

高容量電池の研究開
発
（日産自動車）

①量産可能な工法でのSi
合金試作
②中～大型セル開発

①Si合金の量産技術開発
及び量産Si合金による活
物質の性能把握

・EV駆動用電源
・2020年頃に高性能

EVとして事業化
（2012NEDO新事業
に参加、実用化開発）

大型リチウム二次電
池用高安全性電解質
の研究開発 （三菱化
学、日本合成化学）

①電池メーカ、自動車メー
カへの提案（三菱化学）
②新イオン液体の充放電
特性最適化、低コスト化
（日本合成化学工業）

①市場開発及び顧客電池
設計に合わせた電解液組
成チューニング

・自動車用LIB
・携帯用及び定置用電

池
・電池ﾒｰｶ等と共同開

発（2012～）
・ｻﾝﾌﾟﾙ提供

（2016頃～）

ﾘﾁｳﾑ二次電池の
安全性に資するｲｵ
ﾝ液体電解質の開
発 （産総研）

①耐熱性に優れる特徴を
活かす電池構成や用途の
探索

①・耐熱性添加剤としての
検討
・液媒体の開発

・耐熱性添加剤として
利用

・計算科学的手法に
よる分子設計法の
活用

高出力・高安全性リチ
ウムイオン電池の開
発（第一工業製薬、関
大、エレクセル）

①ｲｵﾝ液体の低ｺｽﾄ化
②高出力化
③車載での性能実証
（自動車ﾒｰｶとの連係）

①精製部分の効率化
②電解液の最適化
③小型EVでの実証試験

・イオン液体電解液
の生産・販売
（2020頃）

・イオン液体を用い
た高安全な電池の
開発、事業化  
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表Ⅲ.1-13 知的財産権、成果の普及に関わる活動結果（電池構成材料） 

 

三菱化学  

日本合成  

産総研  

田中化学  
産総研  日産  

第一工業製薬  

関大  

ｴﾚｸｾﾙ  

九大  

三菱重工  

九電  

戸田工業  計  

特許出願 14 15 10 64 2 9 15 129

 内外国出願 0 0 2 20 0 0 9 31 

 内国内登録 0 2 0 0 0 0 0 2 

内海外登録 0 0 0 0 0 0 0 0 

論文 3 29 28 6 6 22 0 94 

 内査読付き 2 13 13 6 4 11 0 49 

研究発表・講演 36 91 69 46 52 61 5 360

受賞実績  0 2 3 1 2 8 0 16 

新聞・雑誌等への

掲載  
0 26 6 1 4 4 0 41 

展示会への出展 0 2 1 0 4 0 0 9 

 
 
 
１．３ 要素技術開発（周辺機器開発） 

次世代自動車の本格普及に必要な「技術戦略」として、電池の低コスト化に合わせて、希少

資源の使用を大幅に削減できるモータの開発が、経済産業省による「新世代自動車の本格普及

に向けた提言（2007 年 6 月）」において、次のとおり指摘されている。 
「次世代自動車の本格普及のためには、性能やコストの面でガソリン自動車に匹敵するレベル

になることが欠かせない。そのためには、電池の更なる性能向上とコストダウンが欠かせない。

一方、最近では HV などのモータに使用されているネオジムやジスプロシウムの資源制約が強

まっている。今後、資源制約が更に強まるとモータの性能や価格に影響が生じる可能性が高い

ことから、希少資源の使用を大幅に削減できるモータの開発が求められている。」 
 世界レベルでのレアアースの国別の生産量及び国別のレアアースの埋蔵量をそれぞれ図

Ⅲ.1-2、図Ⅲ.1-3 に示す。これらの図に示す通り、中国は世界のレアアースの埋蔵量の約 30%
を占め、更に生産量では 90%を越え、独占的な状況にある。  
以上を背景として要素技術開発（周辺機器開発）では、次世代自動車駆動用モータの格段の高

性能化（高効率化・軽量化・コンパクト化）に資する電池制御やモータ等の周辺機器の技術開

発を目的とする。特に脱／省レアアースを実現するモータ技術開発に重点を置いた。本事業の 
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図Ⅲ.1-2 レアアースの国別の生産量    図Ⅲ.1-3 国別のレアアースの埋蔵量 
 

 

立ち上げに先立ち、NEDO 内で「電動車両用駆動モータ等に関する技術検討委員会」（平成 19
年 11 月～平成 20 年 2 月）を設け、脱・省レアアースモータの研究開発計画を、車両駆動用モ

ータ等の技術者、学識経験者により策定した。同委員会で策定した脱レアアースモータ、省レ

アアースモータの各々の計画を表Ⅲ.1-14、表Ⅲ.1-15 に示す。脱レアアース型ではレアアース

使用量をゼロにした上で現状のモータ性能を維持する先進型モータ、省レアアース型ではレア

アース使用量を半減した上で現状モータより出力密度が大きい先進型モータをそれぞれ目指す

こととした。それを受けて本事業の開発目標を表Ⅲ.1-16 のとおり設定した。レアアース（ネ

オジム、ジスプロシウム等）の使用量ゼロを目指す開発では、モータの総合効率、出力密度は

開発当時の既存モータと同等とし、一方レアアース使用量の 1/2 以下への削減を目指す場合で

は、モータの総合効率は従来機以上、出力密度は従来機の 150％以上とした。 
本開発のスケジュール、予算をそれぞれ表Ⅲ.1-17、表Ⅲ.1-18 に示す。また、委託先／開発

テーマの内容を図Ⅲ.1-4 に示す。図に示すように、多様な方式のモータの脱レアアース、省レ

アアースへの可能性を、メンバー的には大学を主体にメーカも加え、幅広く検証した。 
 

 

表Ⅲ.1-14 脱レアアース型モータの研究開発計画 

現状
参考：改良型モータ

（2010年）
先進型モータ

（2015年）
革新型モータ

（2020年）
総合効率 1.0 1.0 1.0 1.1
出力密度 1.0 1.2 1.0 1.2

レアアース使用量 1.0 1.0 0 0
開発体制 民主導 民主導 産学官連携 大学･研究機関

 
 

 

表Ⅲ.1-15 省レアアース型モータの研究開発計画 

現状
参考：改良型モータ

（2010年）
先進型モータ

（2015年）
革新型モータ

（2020年）

総合効率 1.0 1.0 1.1 1.2
出力密度 1.0 1.2 1.5 2.0

レアアース使用量 1.0 1.0 0.5 0.5
開発体制 民主導 民主導 産学官連携 大学･研究機関
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表Ⅲ.1-16 要素技術開発（周辺機器開発）の事業目標 

 

 

 

表Ⅲ.1-17 要素技術開発（周辺機器）の開発スケジュール 

 

 

 

 

表Ⅲ.1-18 要素技術開発（周辺機器）の開発予算 

委託先 研究予算（百万円）

H19fy H20fy H21fy H22fy H23fy 総額
(国)徳島大学 - 17.7 19.8 19.7 15.2 72.4
三菱電機(株) - 166.5 167.9 160.0 130.0 624.4

(公)大阪府立大学／ダイキン工業(株 ) - 60.1 41.7 39.8 31.0 172.6

(学)東京理科大学／(国)北海道大学 - 36.7 44.0 40.5 34.3 155.5

(国)名古屋工業大学／(学)東海大学 - 32.6 12.5 10.7 23.1 78.9

FDK(株) 39.8 53.4 61.9 - - 155.1
39.8 367 347.8 270.7 233.6 1258.9

 

 

 

 

脱レアアースを実現する車両駆動用モータ開発 

・レアアース使用量： 零 

・総合効率：     従来技術と同等程度 

・出力密度：     従来技術と同等程度 

 

省レアアースを実現する車両駆動用モータ開発 

・レアアース使用量： 従来技術より 50%程度以下 

・総合効率：     従来技術以上 

・出力密度：     従来技術の 150%程度 
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回転型 直流モータ

ステッピングモータ

交流モータ 同期モータ(SM)

誘導モータ (IM)

永久磁石(PM) 型

ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ(HB)型

歯車状鉄心(VR)型

永久磁石型 (PM)

巻線励磁型

かご型

巻線型

埋込磁石型 (IPM)

表面磁石型 (SPM)

名工大

北大

東京理大

東海大

三菱電機

フェライト磁石三次 元モータ北大

同期リ ラクタンスモータ＋
フェライト磁石埋込、立体
ギャップ構造採用

府大・
ダイキン

ハイブリ ッ ド界 磁モータ
＋三次元磁気回路コア材に
SMC

名古屋
工大

誘導モ ータ
＋固定子コア材にSMC

東海大

誘導同期モータ
(センサレス )

徳島大

ス イッ チトリ ラクタンス モータ
（VR）

東京理大

コイル界磁式同期モータ
＋ブラシ・スリップリングレス、
蓄電システム

三菱電機

フェライト磁石三次 元モータ北大

同期リ ラクタンスモータ＋
フェライト磁石埋込、立体
ギャップ構造採用

府大・
ダイキン

ハイブリ ッ ド界 磁モータ
＋三次元磁気回路コア材に
SMC

名古屋
工大

誘導モ ータ
＋固定子コア材にSMC

東海大

誘導同期リラクタンスモータ
(センサレス )

徳島大

ス イッ チトリ ラクタンス モータ
（VR）

東京理大

コイル界磁式同期モータ
＋ブラシ・スリップリングレス、
蓄電システム

三菱電機

リラクタンスモータ
府大・ダイキン

モーターの種類

徳島大

 

実施者 テーマ名称

徳島大学 レアアースレス電動機に適用可能なセンサレス制御に関する研究開発

三菱電機 次世代自動車用高性能モータ蓄電パワエレシステムの研究開発

大阪府立大学、ダイキン工業 等価狭ｷﾞｬｯﾌﾟ構造による脱ﾚｱｱｰｽ高性能ﾘﾗｸﾀﾝｽﾄﾙｸ応用ﾓｰﾀの研究開発

名古屋工業大学、東海大学 脱レアアースを目指す自動車用モータの研究開発

北海道大学、東京理科大学 脱レアアース次世代モータの研究開発
 

図Ⅲ.1-4 要素技術開発（周辺機器）の委託先、開発テーマ一覧 

 

（１）概要 

各委託先においてそれぞれ特徴的な駆動原理を有するモータの開発を行い、最終段階では実

用規模に近い 10～20kW 級の評価機を試作し、脱／省レアアースモータの実現に向けた要素技

術を構築した（表Ⅲ.1-19）。 
 

（２）開発目標 

全体的な共通目標につき各委託先の達成状況、課題を表Ⅲ.1-20 に示す。全体的に達成もし

くはほぼ達成見込みであり良好である。今後の開発技術の実用化に向けた課題と対策の一覧を

表Ⅲ.1-21 に示す。メーカの委託先においては、低コスト化や騒音対策、冷却等、実用化に向

けた課題を上げている継続して解決を図る意向である。開発技術の直近の適用先として建機や

産業用モータ分野を上げており、国による後継の助成事業や磁性体材料等の性能向上プロジェ

クトに参画しながら実用化を図る計画である。また大学主体のプロジェクトにおいても、産学

連携を一層強め共同研究により産業界への技術の移転／実用化を図る計画である。一部の大学

では既に共同研究を開始している。なお、経済産業省で平成 24 年度より、平成 33 年度を目処

にレアアース元素を使わない新磁石、低損失な新軟磁性材料およびそれらの材料を用いる高効

率なモータを開発する新規事業を、産官学を結集して立ち上げる計画である。本事業の委託先

においても複数のメーカ、大学が参加する意向である。 
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ロータセグメント構造の回転子

固定子

表Ⅲ.1-19 試作機（モータ等）の目標仕様、外観 

 

 

テーマ名称  委託先  開発したモータ等  

ﾚｱｱｰｽﾚｽ電動機に適用可能なｾ

ﾝｻﾚｽ制御に関する研究開発 
徳島大学 

レアアースレス電動機を 

センサレス制御システムで駆動 

・レアアース：ゼロ 

・回転速度／位置センサ：不要 

 

次世代自動車用高性能ﾓｰﾀ蓄

電ﾊﾟﾜｴﾚｼｽﾃﾑの研究開発 
三菱電機 

20kW級要素試験試作機 

（写真はロータ部） 

・レアアース：ゼロ 

・出力密度：従来機同等 

・効率：従来機同等 

等価狭ｷﾞｬｯﾌﾟ構造による脱ﾚｱ

ｱｰｽ高性能ﾘﾗｸﾀﾝｽﾄﾙｸ応用ﾓｰﾀ

の研究開発 

大阪府立大 

ダイキン工業  

実用出力 20kW級試作機 

（写真はモータ完成状態） 

・レアアース：ゼロ 

・出力密度：従来機同等 

・効率：従来機同等 

脱ﾚｱｱｰｽを目指す自動車用ﾓｰﾀ

の研究開発 

名古屋工大  

150%出力密度省レアアースモータ 

（SMCコアを利用） 

・レアアース：従来比 50% 

・トルク密度：従来機同等 

・出力密度：従来比 150% 

東海大学 
 つば付き SMCコアによる最終試作機 

・レアアース：ゼロ ・出力密度、効率：従来機同等 

脱ﾚｱｱｰｽ次世代ﾓｰﾀの研究開発 

北海道大 

フェライト磁石を用いた 50kW級３次元モータ 

・レアアースゼロ 

・効率：従来機同等 

・出力：従来機同等 

 

 

東京理科大 

50kW級スイッチドリラクランスモータを開発 

（駆動回路開発も含む） 

・レアアースゼロ  ・出力、効率、トルク：従来機同等 
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表Ⅲ.1-20 試作機での性能評価結果 

 

テーマ名称 委託先 

目標達成状況  

今後の課題  
ﾚｱｱ-

ｽﾚｽ 

効率／

ﾄﾙｸ 

出力

密度 

ﾚｱｱｰｽﾚｽ電動機に適用可能なｾ

ﾝｻﾚｽ制御に関する研究開発 
徳島大学 － 

 

○ ○ 

・自動車以外の分野への応用 

・EV 用ﾓｰﾀとして近年注目を集めるｽ

ｲｯﾁﾄﾘﾗｸﾀﾝｽﾓｰﾀへの適用の検討 

次世代自動車用高性能ﾓｰﾀ蓄電

ﾊﾟﾜｴﾚｼｽﾃﾑの研究開発 
三菱電機 － ○ ○ ・積層磁極（回転子）の安価量産化 

等価狭ｷﾞｬｯﾌﾟ構造による脱ﾚｱｱｰ

ｽ高性能ﾘﾗｸﾀﾝｽﾄﾙｸ応用ﾓｰﾀの

研究開発 

大阪府立大 

ダイキン工業 
－ 

 

○ ○ 
・高効率な運転範囲の拡大 

・量産設備、工法等の確立 

脱ﾚｱｱｰｽを目指す自動車用ﾓｰﾀ

の研究開発 

名古屋工大  ○ △ △ ・ﾄﾙｸ密度、出力密度の向上 

東海大学 － △ × 
・圧粉磁心の特性向上（透磁率向

上、成型時の劣化防止） 

脱ﾚｱｱｰｽ次世代ﾓｰﾀの研究開

発 

北海道大 － ○ ○ 
・製品化に必要な信頼性、量産性の

確保 （企業との共同開発の推進） 

東京理科大 － ○ ◎ 
・振動、騒音の低減  

・回生を含めた制御法、駆動回路 

            ◎ 大幅達成、 ○ 達成、 △ 達成見込み × 未達 
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表Ⅲ.1-21 実用化に向けた課題と対策 

 

研究開発項目 実用化に向けた課題 対策 成果の実用化/活用

次世代自動車用高性
能モータ蓄電パワエ
レシステムの研究開
発（三菱電機）

①モータ回転子の積層
磁極の低コスト化

①安価量産化のための
技術開発を継続実施

・自動車用ﾚｱｱｰｽﾚｽﾓｰﾀ
・産業用ﾚｱｱｰｽﾚｽﾓｰﾀ（ｻｰ
ﾎﾞﾓｰﾀ）
（NEDO補正事業、METI磁
性材料技術開発）

等価狭ギャップ構造
による脱レアアース
高性能リラクタンスト
ルク応用モータの研
究開発（大阪府大、ダ
イキン工業）

①振動、騒音
②高出力化時の冷却
③低温時の減磁対策

①設計で対応
（剛性ｱｯﾌﾟ、防音・防振）
②冷却方式の見直し
（巻線の直接液冷）
③耐減磁設計＋実機試
験

・建機機械用レアアースレス
モータ
・空調機用レアアースレス
モータ
（H24METI補助事業）

脱レアアースを目指
す自動車用モータの
研究開発
（名工大）

①性能向上
・トルク
・出力
・サイクル特性

①・ﾛｰﾀﾃｨｰｽのｸﾛｰﾎﾟｰ
ﾙ形状化
・試験装置電源を容量
ｱｯﾌﾟし、追試／再評価

産官学連携の中で省ﾚｱｱｰ
ｽ且つ高効率なﾓｰﾀとして提
案を継続

脱レアアースを目指
す自動車用モータの
研究開発
（東海大）

①性能向上
・出力

①・圧粉磁心の透磁率
の向上（成形時の劣化
防止、圧粉材料の特性
向上）

今後も最新技術を誘導ﾓｰﾀ
に適用し性能向上に努め、
ﾚｱｱｰｽが使えない状況の受
け皿を作る

脱レアアース次世代
モータの研究開発
（東京理科大）

①騒音、振動の低減
②回生を含めた制御法
の検討

①モータ構造、制御方
法、取付方法の総合的
な検討が望ましい
②回生側も含めた燃費
を向上する制御の開発

・自動車用モータ
・ハイブリッド建機
・ﾓｰﾀ応用製品全般
国内企業との共同研究によ
り技術移転を行う

脱レアアース次世代
モータの研究開発
（北海道大）

①製品化に必要な信頼
性、量産性の確保

①耐久試験、量産検討
等をメーカと共同研究

・小容量モータでの実用化
・大容量モータの開発

レアアースレス電動
機に適用可能なセン
サレス制御に関する
研究開発（徳島大学）

①振動、騒音の低減
②回生を含めた制御法、
駆動回路

①モータ構造、制御方
法の改良
②回生時の特性把握、
制御パラメータ最適化

・スイッチトリラクタンスモータへ
の適用
・他分野への展開
（鉄道、産業用、風力用誘導発
電機）  
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（３）知的財産権、成果の普及 

特許出願、論文、研究発表等、知的財産に関わる出願件数を表Ⅲ.1-22 に示す。特許はメー

カの委託先で多く出願されている。発表や講演は全般的に平均してなされている。 

 

 

 

表Ⅲ.1-22 知的財産権、成果の普及に関わる活動結果（周辺機器開発） 

 

 
徳島大 三菱電機 

大阪府大

ﾀﾞｲｷﾝ  

名古屋工大 

東海大 

北海道大 

東京理科大  
計  

特許出願 1 23 19 1 9 53 

 うち、外国出願 1 4 2 0 7 14 

国内登録 1 1 0 ０ 0 2 

海外登録 1 0 0 0 0 1 

論文 1 13 3 ０ 12 29 

 うち、査読付き 1 4 3 0 12 20 

研究発表・講演 20 13 26 30 39 128 

受賞実績  0 1 0 1 7 9 

新聞・雑誌等への掲載  2 3 3 7 7 22 

展示会への出展 2 2 1 1 2 8 
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１．４ 次世代技術開発 

次世代技術開発は、「次世代自動車用電池の将来に向けた提言」の中における、革新フェーズ

に対応している。革新フェーズは、2030 年以降を念頭において、ガソリン自動車並の走行距離

を持つ本格的な EV を量産することを目指したフェーズである。 
図Ⅲ.1-5 に次世代技術開発の開発ターゲットを示す。○で囲まれている「革新的電池」の電

池システム重量エネルギー密度・出力密度が開発目標に対応している（目標の詳細については

（２）開発目標で記す）。 
本研究開発項目では 2030 年以降において、電池パックレベルで重量エネルギー密度

700Wh/kg 以上という革新的な性能を実現することを目指して、現状の技術レベルの延長線上

にない、経済性、性能面でのブレークスルーが期待できる新しい材料（正極、負極、電解質等）

や新しい電池系（合金系、金属系等）の基礎研究開発を実施することで、本格的 EV 等の実用

化に資する革新的蓄電池技術を開発することを目的として開発を行った。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ.1-5 次世代技術開発の開発ターゲット 

 

（１）概要 
図Ⅲ.1-6 に本事業における各研究開発項目の位置付けを示す。 
平成 23 年度までに、金属－空気電池、リチウム硫黄電池、多価カチオン電池、新形態リチ

ウムイオン二次電池などに代表される次世代の革新的な二次電池の構成とそのための構成材料

及び電池反応制御技術等を開発した。平成 19 年度からの最初の 2 年間で、革新電池の可能性

がある電極材料、電解質等の新材料探索、反応メカニズムの解析、デンドライド等の発生及び

抑制の検討、界面評価技術の開発等を実施し、残りの期間で開発した材料を用いたコイン型電
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池等を作製し、電池特性評価を実施することで、性能目標（最終目標）への達成を確認した。

また、界面評価技術については 500Wh/kg のエネルギー密度の可能性がある電池系で分析法を

適用した。具体的な研究開発内容については表Ⅲ.1-23 に示す。 
 

 
図Ⅲ.1-6 次世代自動車用高性能蓄電システム技術開発の実施内容（平成 23 年度） 

（次世代技術開発の研究開発項目の対象テーマは楕円で囲われている） 
 
 
 
 
 

表Ⅲ.1-23 委託先の研究テーマ、研究開発内容 
①【金属－空気電池】 

開始年度 研究テーマ【委託先】 研究開発内容 
H19～ リチウム空気二次電池用リチ

ウム／固体電解質複合負極の

研究開発【三重大学】 
 

本研究開発は、リチウム-空気電池向けの負極及

び電解質の開発を目的とする。リチウム-空気電

池の課題は空気中の水および炭酸ガスの影響

を受けず、かつ充放電に伴うリチウムのデンド

ライトが生成しないリチウム極の開発である。

水、炭酸ガスに安定なリチウムイオン導電性固

体電解質でリチウム金属を被覆した電極を開

発する。さらに、開発するリチウム極に適合し

た電解質の探索を行う。 
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H19～ エネルギー密度の革新を目指

した金属－空気電池の二次電

池化【京都大学／産業技術総

合研究所】 
 

本研究開発は、金属-空気電池の開発を目的とす

る。金属極は亜鉛とアルミニウムを対象とし、

亜鉛極はデンドライド成長制御手段の開発、ア

ルミニウム極はアルミニウム負極が可逆的に

充放電できるイオン液体の可能性検討と開発

を行う。空気極についてはアニオン交換膜を導

入することで固体高分子型空気極を開発する。

H20～ Li 系金属-空気 2 次電池の性

能向上に関する研究【九州大

学】 

本研究開発はLi系金属―空気 2次電池開発を目

的とする。可逆性の高い空気極触媒を開発する

とともに、安全性の確保のためゲル電解質、イ

オン性液体などを応用する不燃性の電解液、安

定性の高い Li 合金などの Li 系化合物負極の開

発を行う。 
 

 

②【リチウム硫黄電池】 

開始年度 研究テーマ【委託先】 研究開発内容 
H19～ 全固体型リチウム電池におけ

る高容量負極の開発【物質・

材料研究機構】 
 

本研究開発は、Li-S 電池を睨みながら金属微粒

子、リチウム合金、金属リチウム等を用いた高

容量負極材料の開発を目的とする。具体的に

は、これらの材料は、微粒子の凝集、合金の破

壊、デンドライト生成などの課題が有るが、固

体電解質を用い物質移動を抑制することで、金

属微粒子を安定的に生成する。さらに、固体電

解質中で安定して進行すると考えられるリチ

ウムとの合金化、金属リチウムの生成反応を継

続して生じさせることにより、負極材料の高容

量化を達成することを目的とする。 
H19～ 全固体電池のための固体電解

質および三次元メソ構造体電

極の研究開発【東京工業大学】

 

本研究開発は、硫化物系固体電解質／硫化物正

極の開発を目的とする。電解質については高い

導電率を実現できる新規の結晶系硫化物電解

質の創成を行い、正極についてはメソ構造体を

用いた硫黄電極との複合化、電極と電解質の複

合化を行い、新しい三次元構造体電極を開発す

る。 
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③【多価カチオン電池】 

開始年度 研究テーマ【委託先】 研究開発内容 
H20～ カーボンフェルト電極マイク

ロ波放電を利用したマグネシ

ウム二次電池正極活物質の研

究開発【埼玉県産業技術総合

センター】 

本研究開発は、カーボンフェルトを用いた大気

圧マイクロ波放電および加熱（CF-AMDH）に

より、マグネシウム二次電池正極活物質の開発

を行うものである。CF-AMDH によって特徴的

に合成されるディスオーダー構造の金属複合

酸化物により、エネルギー密度の向上を狙う。

 

 

 

 

④【新形態リチウムイオン二次電池】 

開始年度 研究テーマ【委託先】 研究開発内容 
H19～ リチウムイオン液体を用いた

安全性と高性能を兼ね備える

蓄電システム構築【横浜国立

大学】 
 

本研究開発は、イオン液体系新規電解質の開発

を目的とする。リチウムイオン電池の安全性向

上と高性能化を図るため、リチウム塩の分子設

計により不揮発性（難燃性）と高いリチウムイ

オン導電性を備えたイオン液体を創成すると

共に、高分子を用いて薄膜化したイオンゲルの

創成を行う。更に、リチウム金属及びナノ構造

制御した炭素系アノードとナノ構造制御した

遷移金属酸化物系カソードを合成する。 
H19～ ナノ界面制御による高容量電

極の研究開発【産業技術総合

研究所】 
 

本研究開発は、ナノ界面制御により高容量正極

の開発を目的とする。ナノオーダーサイズの電

極活物質を合成する事により、従来のインター

カレーションによる容量と共に表面疑似容量

を利用することができる事が見出されており、

表面擬似容量発現メカニズムを解明するとと

もに、ナノ構造を有する活物質の界面構造を制

御することにより表面疑似容量を増大させる

手法を見いだし、バルク容量と表面疑似容量の

併用によるリチウムイオン電池電極の高容量

化を達成する。 
H19～ 
（ H22 ～

次世代技

術開発に

移行） 

活物質・カーボンナノ複合構

造制御による高出力・大容量

Li イオン二次電池の研究開発

【長崎大学／東北大学】 
 

本研究開発は、電極構成材料としての活物質・

カーボン複合系材料に焦点を当て、効率的なイ

オン・電子移動ならびに固体内 Li 拡散を可能

にするナノ複合構造の設計・構築を通して、Li
イオン二次電池の高出力・大容量化に向けた高

性能電極材料を開発する。 
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H19～ 電極作製にガスデポジション

法を利用したリチウム二次電

池の研究開発【鳥取大学】 
 

本研究開発は、ガスデポジション法により金属

合金系、酸化物系負極の開発を行うことを目的

とする。これら電極材料は充電第一サイクルに

おける容量可逆性が低く、サイクル寿命が短い

等の課題がある。ガスデポジション法で集電体

上に活物質膜を形成させれば、活物質粒子間及

び粒子-基板間の密着性が格段に向上するため、

これらの課題解決が期待できる。この技術を正

極の作製にも展開し、硫黄系正極の利用を踏ま

えて、全固体電池の構築も目指す。 
H19～ 鋳型法を利用した革新的リチ

ウムイオン電池負極材料の開

発研究【東北大学】 

本研究開発は、ゼオライト微粒子を鋳型とする

アプローチにより、Si-C 系負極の開発を目的と

する。具体的には、外側に緻密な炭素層、内部

に多孔質構造の二重構造を持つ炭素微粒子を

合成し、緻密な炭素層で被覆した多孔質炭素微

粒子の負極材料を目指す。さらに、ゼオライト

細孔内に炭素を充填した後にゼオライトの主

成分である SiO2 を Si に還元し、さらに粒子外

表面を緻密な炭素層で被覆することで、Si ナノ

粒子が高分散した炭素微粒子を合成する。 
H19～ 構造規制型新規金属負極の研

究開発【首都大学東京】 
 

本研究開発は、三次元規則配列多孔体を採用し

て、①合金系負極、②リチウム金属負極の研究

開発を行うものである。このような構造を電極

に適用することで局所電流密度を抑え電流分

布を均一化し、電極表面形態の可逆性を維持す

ることができる。 
H20～ ソフト溶液プロセスを基盤と

する高容量電極材料の研究開

発【神戸大学／岩手大学】 

本研究開発は、各種金属酸化物およびその複合

体の合成において、低温プロセスを利用し、正

極材料の高次構造化に対する課題抽出とその

解決に向けた材料の最適化を図る。安価な高分

子溶液を反応媒体とする液相析出法、溶液をベ

ースとした低温プロセスを使用し、低コスト・

低環境負荷プロセスにより高容量電極を作製

する。 
H20～ 第一原理計算に基づいた次世

代イオン伝導材料設計技術の

開発【京都大学／トヨタ自動

車／ファインセラミックスセ

ンター】 

本研究開発では、高性能無機固体電解質の材料

開発を目指し、第一原理計算に基づき、原子の

空間配置を非経験的かつ定量的に評価する複

雑無機化合物構造シミュレーション法と無機

化合物中の伝導イオンのジャンプを定量的に

評価するシミュレーション法を開発する。 
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H20～ ホウ素化合物を用いた高性能

液体電解質の研究開発【静岡

大学】 

本研究開発は、ホウ素化合物の特性を利用した

高性能で燃焼性の低い新規なリチウム二次電

池用電解質の開発することを目的とする。新規

なホウ素化合物を分子設計、合成し、薄膜電極

と組み合わせて その電気化学的及び熱的性

質を明らかにする。 
H20～ イオン液体電解液を用いたリ

チウム二次電池の研究開発

【慶應義塾大学／東京理科大

学】 

本研究開発は、イオン液体を電解液として、グ

ライムやクラウンエーテルといった新規添加

剤およびポリアクリル酸などの高分子による

電極の化学修飾によって負極および正極の性

能向上を目指す．負極にはスズまたはケイ素を

主体とした合金負極を、正極は主にマンガン酸

リチウムおよびオリビン型リン酸鉄リチウム

を用いる。 
H20～ 液相マイクロ波プロセスによ

る次世代高容量活物質の研究

開発【産業技術総合研究所】

本研究開発では、ナノ粒子の合成技術として、

粒度分布のない、均一な粒子を合成可能な液相

マイクロ波プロセスを用いる。本手法により、

粒子サイズ制御による高性能化、量産技術の検

討を行う。 
H21～ 高容量化を目指した多価反応

可能な自己組織生成リチウム

電池正極材料の研究開発【名

古屋工業大学】 

本研究開発は、多価電荷移動により複数の化学

量論リチウムイオンを脱挿入可能な正極材料

の開発を目的とする。本提案では高酸化状態を

有するケギン型 K4[PMo12O40]に代表されるポ

リ酸正極の改良、新規探索を進めて問題となる

サイクル特性も併せて改善して、最終的に放電

電圧 3V、容量 200-250 mA.g で 300 サイクル

以上の安定性を実現することを目標とする。 
H21～ シリサイド・ナノ・ハイブリ

ッド負極材料【古河電気工業

／古河電池】 

本研究開発は、高容量化が期待される Si 系材

料の耐久性を改善して、かつ高容量化を実現す

ることを目的とする。本提案では既に開発済み

の独自のシリサイドと Si 系活物質との球状複

合ナノ粒子を用いた電極化技術を開発して 500
サイクルで 1,000 mAh/g の放電容量を達成す

る。 
H21～ 高圧合成法による次世代高容

量正極材料酸化物の材料設計

【産業技術総合研究所／東京

理科大学】 
 

本研究開発は、高圧合成手法を用いて新規の結

晶構造を有する Li マンガン酸化物を合成して

高容量正極材料を開発することを目的とする。

本 提 案 で は 既 に 開 発 済 み の Li2Mn2O4, 
Li3Mn2O4 をベースにして Mn を他の遷移金属

に置換するなどして高性能化を図りつつ、更な
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る新結晶相の探索を行い、リチウム負極との組

み合わせで酸化物当たり 1,200 Wh/kg 以上の

エネルギー密度を達成することを最終目標と

する。 
H21～ 4d 遷移金属コンバージョン

系による高容量正極材料の研

究開発【東京大学】 

本研究開発は、4d 遷移金属コンバージョン反

応を用いた高容量正極材料を開発する。材料に

は(Ru1-xMox)O2 固溶体を用いて理論容量特性、

部分フッ素化で高電圧化などを行い、パック電

池レベルで 500 Wh/kg を見通す材料特性を提

示することを目標とする。 
H21～ 含フッ素溶媒による高電圧駆

動電解液の研究開発【ダイキ

ン工業／関西大学】 
 

本研究開発は、従来の電解液溶媒では高電圧駆

動が難しい問題があった。そこで 4.5 V 以上で

の高電圧駆動を可能にする含フッ素化合物を

用いた電解液を創製することを目的とする。本

提案では各正極材料に対しての組成の適正化、

添加剤効果を通じて Li 金属以外の負極材料で

500 Wh/kg を実現可能な正極材料に適用して

充電終止電圧 4.5V 以上、容量利用率と保持率

90％以上を達成することを最終目標とする。 
 

 

⑤【解析技術】 

開始年度 研究テーマ【委託先】 研究開発内容 
H21～ 実験融合マルチレベルコンビ

ナトリアル計算化学にもとづ

く次世代電池技術開発支援シ

ミュレータの開発と応用【東

北大学】 
 

本研究開発は、電池開発のための新しい研究手

法支援ツールを開発することを目的とする。具

体的には材料探索のためのコンビナトリアル

計算化学を用いた高速理論スクリーニング法、

3 次元原子配置の同定ができる計測シュミレー

ション手法、新規電池系の性能シュミレーショ

ンソフトの開発である。最終的には十分にデー

タのない電池系の事前評価が可能なものに仕

上げることが目標となる。 
H21～ リチウムイオン２次電池の過

剰な負荷条件下における 
電極界面の原子・分子レベル

解析技術開発【東北大学】 

本研究開発は、分光法を用いたその場観察の解

析手法を開発して材料設計に関する指針を得

ることを主目的とする。具体的には近年研究が

盛んな 5V 級正極において不安定な高電圧（4.5 
V）での正極電極、過剰な負荷条件下での負極

材料の電極界面構造を明らかにして材料設計

の指針を得ることを最終目標とする。併せて新

規な正極薄膜化技術を開発する。 
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表Ⅲ.1-23 で示した開発内容について、構成部材（正極材料、負極材料、電解質材料）の観

点からまとめた技術分野マップを図Ⅲ.1-7 に示す。また、表Ⅲ.1-24 に革新的蓄電池の特徴を

まとめて示す。 
 

 
図Ⅲ.1-7 次世代技術開発の採択テーマ技術分野マップ 

 
 

 
（２）開発目標 

本次世代技術開発の研究開発目標として、最終目標を「2030 年以降において、電池パックレ

ベルで重量エネルギー密度 700Wh/kg 以上という革新的な性能を実現することを目指して、現

状の技術レベルの延長線上にない、経済性、性能面でのブレークスルーが期待できる新しい材

料（正極、負極、電解質等）や新しい電池系（合金系、金属系等）の基礎研究開発を実施する」

と定めた。各委託先の達成目標については、それぞれの中間目標、最終目標を、採択決定後に

NEDO と委託先との間で最終目標を踏まえ、協議して決定した。表Ⅲ.1-25 に開発項目毎に目

標と達成度および成果例と課題例のまとめを示す。 
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表Ⅲ.1-24 革新的蓄電池のまとめ 

 
空気電池 

Mg 電池 
LiS 電池 

Zn Li （全固体系） （液体系） 

エネルギー密度 

（理論容量） 

Wh/kg 

1350 

(酸素を含まない） 

11966 

(酸素を含まない)

513 

（MgMn2O4）
4350 4350 

主な課題 

空気極（正極）触媒の性能向上

サイクル特性・低温特性 

デンドライトの析出抑制 

ホスト化合物

（正極）・電解

質の探索 

 

サイクル特性

 

最適な電池構

成の構築 

電子導電性の確保 

水との反応による H2S 生成 

 
Li 負極の安全

性 
 

固体電解質界

面での反応制

御 

有機電解液へ

の S の溶出 

実用例 

一次電池とし

ては実用化

（補聴器用） 

    

 

表Ⅲ.1-25 開発目標と達成度 

開発項目 個別目標 
最終目標 

（コインセル相当）
達成度 成果と課題 

金属－空気電池 ・デンドライト析出制御

・充放電容量 
・重量エネルギー密度 
・充放電効率 
・電解質膜の開発 
等の目標を委託先ごと

に設定 重量エネルギー密

度：500Wh/kg の見

通しを示すこと 

△ 

成果例：プロトタイ

プセルで充放電サイ

クル（～100 回）を

確認。 
課題例：セル抵抗の

低減、電解質の改善

等の検討が必要。 
リチウム硫黄電池 ・初期放電容量（活物質）

・サイクル寿命（活物質）

・出力特性（固体電解質）

・電位窓（固体電解質）

・輸率（固体電解質） 
・イオン伝導率（固体電

解質）等の目標を委託先

ごとに設定 

○ 

成果例：正極の可逆

容量、サイクル数の

目標値を達成。 
課題例：固体電解質

の導電率向上と可逆

性向上が必要。 
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多価カチオン電池 
・初期放電容量 
・サイクル寿命 
等の目標を委託先ごと

に設定 

△ 

成果例：初期放電容

量とサイクル寿命は

目標を達成。 
課題例：正負極に対

して安定な電解液探

索が必要。 
解析技術 

・ラマン分光測定・解析

技術 
・性能評価ソフトウェア

等の目標を委託先ごと

に設定 

○ 

成果例：FT ラマン

分光法によるその場

解析に成功。電池材

料の理論スクリーニ

ング手法の開発に成

功。 
課題例：実電池の性

能向上への寄与と新

規電池への適用。 
新形態リチウムイ

オン二次電池 

・初期放電容量（活物質）

・サイクル寿命（活物質）

・出力特性（固体電解質）

・電位窓（イオン液体、

有機電解液） 
・輸率（イオン液体、有

機電解液） 
・イオン伝導率（イオン

液体、有機電解液） 
・バインダー探索 
・計算化学（無機固体電

解質） 
等の目標を委託先ごと

に設定 

○ 

成果例：コンバージ

ョン系正極活物質の

高初期容量を確認す

るとともに、平均放

電電圧の向上技術を

見出した。導電性付

与負極材料を合成、

高初期容量を確認す

るとともに、サイク

ル寿命も目標を達

成。新規電解液材料

を合成、高耐電圧、

高イオン伝導度を達

成。 
課題例：量産化技術、

電極製造プロセスの

開発、低コスト化等

の検討が必要。また

他の構成材料との組

み合わせ、セル試作

による安全性・信頼

性についての検討が

必要。 
○：達成、△：達成見込み、×：未達 

 



Ⅲ-28 

（３）知的財産権、成果の普及 
知的財産権や成果の普及に関わる活動結果を、表Ⅲ.1-26（委託先ごとに集計）および表

Ⅲ.1-27（開発項目ごとに集計）に示す。論文発表、研究発表/講演を中心に成果を堅実に積上

げている。 
 

 

 

表Ⅲ.1-26 知的財産権、成果の普及に関わる活動結果（次世代技術開発） 

研究テーマ名 委託先 

特許 
出願 
(外国 
出願) 

国内 
登録 
(外国 
登録) 

論文 
発表

(査読

付) 

研究 
発表/ 
講演 

受賞 
新聞/ 
雑誌 

展示会

リチウムイオン液

体を用いた安全性

と高性能を兼ね備

える蓄電システム

構築 

横 浜 国 立

大学 
2 0 

17 
(14) 

86 0 0 0 

全固体型リチウム

電池における高容

量負極の研究開発 

物質・材料

研究機構 
1 

(1) 
0 

18 
(9) 

85 0 0 1 

リチウム空気二次

電池用リチウム－

固体電解質複合負

極の研究開発 

三重大学 3 0 
17 

(16) 
50 0 5 0 

エネルギー密度の

革新を目指した金

属－空気電池の二

次電池化 

京都大学、

産 業 技 術

総 合 研 究

所 

3 
(2) 

0 
4 

(2) 
11 0 0 0 

ナノ界面制御によ

る高容量電極の研

究開発 

産 業 技 術

総 合 研 究

所 
0 0 

9 
(9) 

15 0 0 0 

活物質・カーボンナ

ノ複合構造制御に

よる高出力・大容量

Li イオン二次電池

の研究開発 

長崎大学、

東北大学 
5 

(3) 
0 

12 
(12) 

82 0 11 0 

電極作製にガスデ

ポジション法を利

用したリチウム二

次電池の研究開発 

鳥取大学 
3 

(1) 
0 

9 
(8) 

68 3 20 0 
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鋳型法を利用した

革新的リチウムイ

オン電池負極材料

の開発研究 

東北大学 
2 

(1) 
0 

2 
(2) 

19 4 0 1 

構造規制型新規金

属負極の研究開発 
首 都 大 学

東京 
1 1 

3 
(3) 

29 0 3 1 

全固体電池のため

の固体電解質及び

三次元メソ構造体

電極の研究開発 

東 京 工 業

大学 
2 1 

4 
(4) 

35 0 1 0 

ソフト溶液プロセ

スを基盤とする高

容量電極材料の研

究開発 

神戸大学、

岩手大学 
2 0 

3 
(2) 

42 1 1 0 

第一原理計算に基

づいた次世代イオ

ン伝導材料設計技

術の開発 

京都大学、

ト ヨ タ 自

動車、ファ

イ ン セ ラ

ミ ッ ク ス

センター 

0 0 0 8 1 0 0 

ホウ素化合物を用

いた高性能液体電

解質の研究開発 
静岡大学 

2 
(2) 

2 
(3) 

2 
(2) 

20 1 2 0 

Li系金属―空気 2次

電池の性能向上に

関する研究 
九州大学 0 0 

6 
(6) 

19 2 8 0 

イオン液体電解液

を用いたリチウム

二次電池の研究開

発 

慶応義塾、

東 京 理 科

大学 

2 
(1) 

0 
21 

(20) 
138 3 10 0 

カーボンフェルト

電極マイクロ波放

電を利用したマグ

ネシウム二次電池

正極活物質の研究

開発 

埼 玉 県 産

業 技 術 総

合 セ ン タ

ー 

4 0 
2 

(2) 
4 0 9 2 

液相マイクロ波プ

ロセスによる次世

代高容量活物質の

研究開発 

産 業 技 術

総 合 研 究

所 
0 0 

3 
(3) 

21 0 0 1 
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高容量化を目指し

た多価反応可能な

自己組織生成リチ

ウム電池正極材料

の研究開発 

名 古 屋 工

業大学 
 

1 0 
2 

(2) 
12 1 0 0 

シリサイド・ナノ・

ハイブリッド負極

材料の研究開発 

古河電工、

古河電池 
6 

(2) 
0 

2 
(2) 

3 0 0 0 

実験融合マルチレ

ベルコンビナトリ

アル計算化学にも

とづく次世代電池

技術開発支援シミ

ュレータの開発と

応用 

東 北 大 学

未 来 科 学

共 同 研 究

センター 

0 0 
29 

(29) 
43 9 5 5 

リチウムイオン２

次電池の過剰な負

荷条件下における

電極界面の原子・分

子レベル解析技術

開発 

東 北 大 学

学 際 科 学

国 際 高 等

研 究 セ ン

ター 

0 0 
4 

(4) 
23 0 1 0 

高圧合成法による

次世代高容量正極

材料酸化物の材料

設計 

東 京 理 科

大学、産業

技 術 総 合

研究所 

2 2 
1 

(1) 
15 0 0 1 

d遷移金属コンバー

ジョン系による高

容量正極材料の研

究開発 

東京大学 0 0 0 5 0 0 0 

含フッ素溶媒によ

る高電圧駆動電解

液の研究開発 

関西大学、

ダ イ キ ン

工業 
0 0 

2 
(2) 

15 0 2 2 

合計（次世代技術） 
41 

(13) 
6 

(3) 
172 

(154) 
848 25 78 13 
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表Ⅲ.1-27 知的財産権、成果の普及に関わる活動結果（次世代技術開発－開発項目ごと） 

開発項目 
（テーマ数） 

金属－空気

電池 
(3) 

リチウム硫

黄電池 
(2) 

多価カチオ

ン電池 
(1) 

解析技術 
(2) 

新形態リチ

ウムイオン

電池 
(16) 

計 

特許出願 6 3 4 0 28 41 
うち、外国出願 2 1 0 0 10 13 

国内登録 0 1 0 0 5 6 
外国登録 0 0 0 0 3 3 
論文 27 22 2 33 88 172

うち、査読付き 24 13 2 33 82 154
研究発表/講演 80 120 4 66 578 848
受賞実績 2 0 0 9 14 25 
新聞・雑誌 13 1 9 6 49 78 
展示会 0 1 2 5 5 13 
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１．５ 基盤技術開発 

 本事業の狙いは、次世代自動車用蓄電池の安全性、寿命予測、性能評価などの共通基盤的な

技術の開発とそれらの標準化・規格化を推進し、高性能蓄電池の実用化、市場形成に資するこ

とである。そのためには、電池反応や劣化メカニズム等の解析技術、高度な材料分析技術、、電

池性能評価技術、自動車の安全性や標準化・規格化に関わる知見など、幅広い学識、経験を結

集する必要がある。本事業では以下の４つの委託先が連携し開発する体制を構築した：電力中

央研究所、産業技術総合研究所、日本自動車研究所、東北大学。本事業の最終の開発目標は表

Ⅲ.1-28に示すとおりである。事業全体としての成果を以下の通りまとめる。 
 
（１）開発目標 
 開発目標に対する開発内容および達成度を表Ⅲ.1-29に示す。次世代自動車用高性能蓄電池

用の基本性能、寿命、安全性に関わる共通的な試験方法を策定し、且つ要素技術開発（電池開

発）の開発電池の評価にも適用している。また開発した基本性能評価法は IEC62660-1 として、

安全性試験方法は IEC62660-2 として国際規格化されており、標準化・規格化活動としても成

果を上げている。劣化要因の解明においては、放射光施設を用いた分光法や新規な in situの

分析手法（アコースティックエミッション（AE）法による電極破壊機構の解明等）を開発し、

劣化解析技術の高度化、電極の劣化モデル（正・負極）の提案等の成果につなげている。以上、

計画した成果を着実に達成すると共に、要素技術開発（電池開発）への適用や国際標準化活動

等、外部に向けても成果出しが十分行われている。 

 
（２）知的財産権、成果の普及 

特許出願、論文、研究発表等、知的財産、標準化活動に関わる活動件数を表Ⅲ．１－３０に

示す。本事業は個別の機器を直接開発するものではないため、特許出願が殆ど無い。一方で、

国際的な規格会議の場で標準化の新規提案や既に成立している規格の修正提案等の活動を行っ

ている。標準化・規格化活動における規格や内容等の詳細を表Ⅲ．１－３１に示す。 

学会発表等は積極的に行われている。 

表Ⅲ.1-28 基盤技術開発の開発目標 

開発項目① 基本性能評価試験方法の選定 

・基本性能評価項目、試験条件の明確化 

・開発電池（要素技術開発）への提案 

開発項目② 加速劣化試験による寿命評価手法の開発 

・加速寿命診断法の提案（５倍加速） 

開発項目③ 劣化要因の解明とその抑制手法、解析手法の開発 

・劣化要因の解明とその抑制手法の提案 

開発項目④ 安全性試験方法 

・自動車用蓄電池の安全性評価試験法の策定 

・開発電池（要素技術開発）への提案 

開発項目⑤ 次世代自動車用蓄電池評価試験方法の標準化・規格化 

・有識者委員会を設け試験法の標準案・規格案を策定 

・国際標準（IEC、ISO）の活動情報を入手し、標準化に適切に対応する 
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表Ⅲ.1-29 基盤技術開発の達成度評価 

項目 目標（最終） 開発内容 達成度 

①基本性能試験法

の選定 

・試験方法選定 

・開発電池への

提案、適用 

・PHEV自動車の要求性能、自動車走行ﾊﾟﾀｰﾝ等 

に基づき試験項目、方法を策定。 

・IECにも採用された共通的な試験方法 

・要素技術開発の電池の共通評価条件に採用 

◎ 

②加速劣化試験に

よる寿命評価手法  

加速寿命診断

法の確立(５倍

加速) 

・サイクル試験と保存試験からの外挿による寿 

命推定手法を提案 

・要素技術開発の電池の共通評価条件に採用 

○ 

③劣化要因の解明

とその抑制手法  

劣化要因の解明

とその抑制手法

の提案 

・各種条件における劣化要因を推定 

(劣化モデル提案) 

・電池劣化の解析手法として放射光分光法や in  

situ分析手法（AE法等）を開発 

・電池性劣化の抑制手法を提案（粒子正面修飾） 

○ 

④安全性評価試験

方法 

車載用電池安全

性試験法の策定 

・安全性評価項目、手法を提案 

・IECにも採用された共通的な試験方法 

・要素技術開発の電池の共通評価条件に採用 

◎ 

⑤次世代自動車用

蓄電池評価試験方

法の標準化・規格化 

IEC/ISO制定、国

連輸送規程の適

正化 

・IEC62660-1,2など日本新規提案で制定。 

・その他 IECや ISO制定の国際活動に対応。 

（計 21件の国際規格審議に参加） 

◎ 

 
 

表Ⅲ.1-30 知的財産権、成果の普及に関わる活動結果（基盤技術開発） 

知的財産権 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 計

特許出願 0 0 1 0 1 2

うち、外国出願 0 0 0 0 0 0

国内登録 0 0 0 0 0 0

海外登録 0 0 0 0 0 0

論文 0 2 17 12 14 45

うち、査読付き論文 0 0 9 5 8 22

研究発表・講演 3 33 52 45 43 176

受賞実績 0 0 0 1 1 2

新聞・雑誌等への掲載 0 0 4 0 0 4

展示会への出展 0 0 0 0 1 1

規格・標準 0 0 0 3 3 6
a)

うち、日本提案 0 0 0 2 1 3
b)

合計 3 35 74 61 63 236
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表Ⅲ.1-31 標準化・規格化活動の詳細 
項目 目標値（最終） 達成値 達成度 備考 

IEC 62660-1 IS IS ◎ 日本新規提案 

IEC 62660-2 IS IS ◎ 日本新規提案 

ISO 12405-1 IS IS ○  

ISO 12405-2 IS IS(発行準備中）  ○  

ISO 12405-3 CD CD ○  

IEC 61982 FDIS FDIS ◎ 改訂 

IEC 62196-1 IS IS ○ 改訂 

IEC 62196-2 IS IS ◎ 日本新規提案 

IEC 62196-3 CD CD ○ 日本新規提案 

IEC 61851-1 IS IS ○ 改訂 

IEC 61851-21 CD CD ○ 改訂 

IEC 61851-22 CD CD ○ 改訂 

IEC 61851-23 CD CD ◎ 日本新規提案 

IEC 61851-24 CD CD ○ 日本新規提案 

ISO/IEC 15118-1 DIS/CDV DIS/CDV ○  

ISO/IEC 15118-2 CD CD ○  

ISO/IEC 15118-3 CD CD ○  

IEC 61980-1 CD WD △  

ISO/IEC 16898 CD CD ◎ 日・独新規提案 

ISO 17409 WD WD ○  
国連輸送規制の適正

化 
2008 年勧告に適正化反

映 
2008 年勧告に適正化

反映 
○  
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２．研究開発項目毎の成果 
２．１ 要素技術開発（電池開発） 
２．１．１ 高性能リチウムイオン電池（複合システム）の研究開発 

（GSユアサ） 
 
（１）事業目的 

本研究開発では、次世代自動車、特に次世代 PHEV のエネルギー効率の向上につながる高性

能リチウムイオン電池の開発を目的とした。具体的には、リチウムイオン電池の正極として、

「層状酸化物材料」に、「ポリアニオン材料」を加えた複合活物質を適応することで、本プロジ

ェクトの開発目標として掲げられた質量エネルギー密度、質量出力密度、体積エネルギー密度、

体積出力密度、寿命、充放電効率、コスト、安全性という多岐の性能を単電池および電池モジ

ュールにて具現化し、次世代自動車の実用化を促進することを目指した。 

 

（２）事業概要 

図Ⅲ.2.1.1-1 に研究開発の概要を示す。リチウムイオン電池の正極として、「層状酸化物材料」

に、「ポリアニオン材料」を加えた複合活物質を適応することで、質量エネルギー密度 129 Wh 
/ kg、質量出力密度 2770 W / kg の 13Ah 級リチウムイオン電池と、この単電池を使った電池

モジュールとを開発した。この単電池を用いてサイクル、保存、安全性などの試験をおこなう

ことで、10 年以上の寿命や安全性について実証し、本プロジェクトの目標性能に十分到達して

いることを明らかにした。また、この単電池を用いて 0.3 kWh 級電池モジュールを作製し、振

動試験、結露試験、熱衝撃試験、衝撃試験をおこない、車載を想定した試験を実施した。開発

した電池モジュールは、これらの全ての試験で目標性能を満足した。さらに、電池モジュール

10 個からなる 3 kWh 級の電池パッ

クが、年間 100 万パック生産される

と仮定し、コスト試算を行った。電

池モジュールの Wh 当たり単価は

37,484 円となり、このプロジェクト

の価格目標を満足した。 
これらの結果から、開発した単電

池および電池モジュールは、次世代

PHEV の実用化に十分な性能を備

えていることを明らかにした。当社

は、本プロジェクトの成果をもとに、

次世代 PHEV 用電池システム技術

を完成させ、これらの電池の早期量

産化を進める予定である。 
 
 

図Ⅲ.2.1.1-1 研究開発の概要      
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（３）研究開発の実施スケジュールと予算 

表Ⅲ.2.1.1-１ 主な実施項目と開発費用 
 

 

 

（４）研究開発の実施体制 

 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

図Ⅲ.2.1.1-2 研究開発の実施体制 
 

（５）研究開発目標と根拠 

表Ⅲ.2.1.1-2 研究開発目標と根拠 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
株式会社 ＧＳユアサ 
・研究実施場所：研究開発センター（京都事業所、長田野事業所） 

リチウムイオン電池事業部 開発本部（京都事業所） 
・研究項目：（ａ） 単電池開発 

（ｂ）モジュール電池開発 

NEDO 
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（６）研究開発成果 

表Ⅲ.2.1.1-2 に、本プロジェクトにおける研究成果の一覧を示す。 
表Ⅲ.2.1.1-3 研究成果（一覧） 

項目 目標値 達成値 達成度 備考 

質量エネルギー密度 100 Wh / kg 110 Wh / kg ○  
質量出力密度 (SOC50%) 2000 W / kg 2691 W / kg ○  
体積エネルギー密度 120 Wh / l 158 W / l ○  
体積出力密度 2400 W / l 3845 W / l ○  
充放電効率 95%以上 95.3% ○  

安全性能 
  ・ 
信頼性能 

単
電

池
 

圧壊試験 
車載時の濫用に耐

えること 
(破裂発火なきこと)

変化なし ○  
外部短絡試験 変化なし ○  
過充電試験 安全弁開放 ○  
加熱試験 変化なし ○  
強制放電試験 変化なし ○  

モ
ジ

ュ
ー

ル
 

振動試験 車載時の濫用に耐

えること 
(試験前後の外観に

変化なきこと) 
(容量変化 50%以下

であること) 
(設計絶縁抵抗以上

であること) 

達成 ○  
衝撃試験 達成 ○  
結露試験 達成 ○  

熱衝撃試験 達成 ○ 

 

コスト試算 
40,000 円 / kWh  
(100 万パック/ 年 
生産時) 

37484 円 / 
kWh   

○ 
 

寿命性能 
質量エネルギー密度 

10 年後 
63 Wh / kg 

67 Wh / kg ○ 
 

質量出力密度 
10 年後 
750 W / kg 

1161 W / kg ○ 
 

 

（ａ）単電池開発 

 本プロジェクトの開発目標を達成するために、層状酸化物材料として LiNixMnyCozO2 と、各

種ポリアニオン材料として LiFePO4、LiMn0.8Fe0.2PO4、および Li3V2(PO4)3 との複合正極の検

討を行った。まず、電池設計のために、これらの活物質を種々の割合で混合した正極について

単極セルを作製し、その電気化学的特性を評価した。その結果、初期の充電電気量および放電

容量は、混合するポリアニオン活物質に関係なく、ポリアニオン活物質の含有率の増加にとも

なって低下した。ただし、その放電容量は複合酸化物の含有率が 80%以上では変化しないこと

がわかった。LiNixMnyCozO2 と LiFePO4 との複合正極の各種混合割合での初期放電曲線を図

Ⅲ2.1.1-6 に示す。 
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図Ⅲ2.1.1-6  LiNixMnyCozO2 と LiFePO4 との複合正極の初期充放電曲線 

（ LiFePO4 100%（○）、LiFePO4 80%（△）、LiFePO4 60%（□）、LiFePO4 40%（◇）、

LiFePO4 20%（×）、LiFePO4 0%（＋）） 
つぎに、各複合正極を適用した各小形電池を作製し、初期特性評価をおこなった。放電電流

と放電容量維持率との関係を図Ⅲ2.1.1-7 に示す。 

 

図Ⅲ2.1.1-7 LiFePO4 複合電池（■）、LiMn0.8Fe0.2PO4 複合電池（●）、および Li3V2(PO4)3

複合電池（▲）における負荷率放電性能 
  

この図から、小形電池における負荷率放電特性は LiFePO4 複合電池が最も優れ、次いで

Li3V2(PO4)3 複合電池も良好であることがわかる。しかしながら、これらの複合正極をもちいた

実規模電池化を検討すると、Li3V2(PO4)3 複合電池は Li3V2(PO4)3 自身の真密度が低いため、エ

ネルギー密度の設計値がプロジェクト目標値よりも下回ることがわかった。 
以上の結果より、複合正極に適用するポリアニオン材料として、開発コンセプトにマッチし

た LiFePO4 を選択することとした。 
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構造面では、単電池の高エネルギー密度化を目的に、電池の蓋とケースとの密閉にはデッド

スペースのより少ない電極巻回式角型電池を採用した。その 13 Ah 級単電池の外観を図

Ⅲ.2.1.1-8 に、単電池の仕様を表Ⅲ.2.1.1-4 に示す。 
表Ⅲ.2.1.1-4 単電池仕様 

 
図Ⅲ.2.1.1-8 13 Ah 級単電池の外観写真 

 
これらの結果をもとに作製した最終仕様の単電池に対して、充放電試験、および入出力試験

をおこなった。その結果、質量エネルギー密度が 129 Wh / kg、SOC50％における質量出力密

度が 2770 W / kg、充放電効率が 95.3％と、いずれも単電池の開発目標性能を達成した。最終

仕様単電池の充放電曲線を図Ⅲ.2.2.1-9 に、入出力特性を図Ⅲ.2.1.1-10 に示す。 
 

図Ⅲ.2.1.1-9 最終仕様単電池の充放電曲線  図Ⅲ.2.1.1-10 最終仕様単電池の入出力特性 
 

質量エネルギー密度、質量出力密度の寿命を評価するためにサイクル試験、保存試験、実使

用模擬サイクル試験をおこなった。サイクル試験結果と保存試験結果からの推定と、実使用模

擬サイクル試験結果からの推定との 2 つの推定方法によって評価した。表Ⅲ.2.1.1-5 に寿命評

価の考え方についてまとめた。 
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表Ⅲ.2.1.1-5 寿命評価の考え方 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
開発した単電池のサイクル劣化試験と保存劣化試験の結果から、質量エネルギー密度の寿命

推定をおこなった。サイクル劣化試験の結果を図Ⅲ.2.1.1-11 に、保存劣化試験の結果を図

Ⅲ.2.1.1-12 に、質量エネルギー密度の 10 年後の推定値を表Ⅲ.2.1.1-6 に示す。 

図Ⅲ.2.1.1-11 サイクル劣化試験の結果    図Ⅲ.2.1.1-12 保存劣化試験の結果 
 
 

表Ⅲ.2.1.1-6 質量エネルギー密度の 10 年後の推定値 

 
 

【寿命目標】 

10年 (3,650サイクル)後に、 

質量エネルギー密度 63 Wh kg
-1
 、 

質量出力密度 750 W kg
-1
  

を維持すること。 

【寿命評価の考え方】 

サイクル劣化および保存劣化によって電池性能が低下するものと考え、サイクル劣

化試験および保存劣化試験から得られた劣化速度式から、 

10年後の電池特性の推定を行った。 

① サイクル劣化試験：25℃ SOC30～90% P-CLTサイクル試験 

② 保存劣化試験 ：25℃ SOC90%  

【寿命推定方法】 

保存劣化試験およびサイクル劣化試験の加成性が成り立つと仮定し、サイクル劣化

(3,650サイクル)時、保存劣化(3,133日
※
)時の劣化を推定し、目標性能との対比を

行った。  

    ※3650日－517日（3,650サイクル日数） 
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これらの結果より、10 年後の質量エネルギーの寿命推定値は、83Wh/kg となり、目標(63 
Wh/kg)を達成できることがわかった。 

次に、開発した単電池のサイクル劣化試験と保存劣化試験の結果から、SOC50%における質

量出力密度の寿命推定を行った。サイクル劣化試験の結果を図Ⅲ.2.1.1-13 に、保存劣化試験の

結果を図Ⅲ.2.1.1-14 に、質量出力密度の 10 年後の推定値を表Ⅲ.2.1.1-7 に示す。 

図Ⅲ.2.1.1-13 サイクル劣化試験の結果     図Ⅲ.2.1.1-14 保存劣化試験の結果 
 

表Ⅲ.2.1.1-7 質量出力密度の 10 年後の推定値（SOC50%） 

 
これらの結果より、SOC50%の劣化挙動をもとに出力性能を予測すると、目標値達成が困難

であることがわかった。しかしながら、保存劣化前後での出力特性を比較すると、興味深いこ

とがわかった。図Ⅲ.2.1.1-15 に、保存劣化前後での出力特性を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅲ.2.1.1-15 保存劣化前後での出力特性 
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図Ⅲ.2.1.1-15 から、保存によって出力劣化は大きいものの、SOC30%以下の出力劣化はほと

んど生じていないことがわかる。これは、出力特性として Li(NiMnCo)O2 正極が支配する領域

と、LiFePO4 正極が支配する領域とがあり、それぞれの劣化メカニズムが異なり、LiFePO4 正

極の出力劣化が小さいことが原因であることがわかった。図Ⅲ.2.1.1-16 に、出力劣化後の出力

バックアップイメージを示す。 

 
図Ⅲ.2.1.1-16 出力劣化後の出力バックアップイメージ 

 
そこで、開発した単電池のサイクル劣化試験と保存劣化試験の結果から、SOC30%における

質量出力密度の寿命推定をおこなった。サイクル劣化試験の結果を図Ⅲ.2.1.1-17 に、保存劣化

試験の結果を図Ⅲ.2.1.1-18 に、質量エネルギー密度の 10 年後の推定値を表Ⅲ.2.1.1-8 に示す。 

図Ⅲ.2.1.1-17 サイクル劣化試験の結果    図Ⅲ.2.1.1-18 保存劣化試験の結果 
 
 

表Ⅲ.2.1.1-8 質量出力密度の 10 年後の推定値（SOC30%） 
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これらの結果を考え合わせると、LiFePO4 を加えた複合正極を用いた開発電池は、SOC50%
においても質量出力密度の目標値（750 W / kg）を達成できるものと判断した。 

次に、安全性能を評価するために、圧壊試験、外部短絡試験、過充電試験、加熱試験、強制

放電試験を行った。その結果、いずれの試験項目においても、破裂発火がみられなかったため、

安全性能においても本プロジェクトの目標性能を達成した。表Ⅲ.2.1.1-9 に 単電池に安全性試

験結果の一覧を示す。 
 

表Ⅲ.2.1.1-9 単電池の安全性試験結果（一覧） 

 
 

（ｂ）モジュール電池開発 

電池監視回路基板の部品点数の低減・小形化をおこなうため、部品探索をおこない、小形

パッケージのヒューズやツェナーダイオード、電池の過電圧／過放電を検出する IC を採用し

た。 
そして、柔軟性材料によるハーネスレス化の開発として、耐久性や信頼性、段差配置への柔

軟性に有利であった「Flexible Printed Circuits（FPC）」を採用した。この「FPC」に電池温

度測定用のサーミスタを実装することで、サーミスタ用のハーネスも削減できた。開発した電

池監視回路基板および FPC を図Ⅲ.2.1.1-19 に示す。 
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図Ⅲ.2.1.1-19 電池監視回路基板および FPC 

 

 電池モジュールの設計にあたり、予備検討として、簡易モデルで冷却シミュレーションを行

い、配置する単電池間隔を 2 mm とした。電池の集合方式は、電池の集合化部材が接着により

一体化された電池ケースを有する単電池をその集合化部材により連結接続したのちエンドプレ

ートで挟持締結して電池モジュールや電池パックを形成する方式（エンドプレートタイプ）を

考案し、単電池を設計した。図Ⅲ.2.1.1-20 に、電池集合化部材を一体化した電池ケースを採用

した単電池を、図Ⅲ.2.1.1-21 に、電池モジュール構造を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図Ⅲ.2.1.1-20 電池集合化部材を一体化した電池ケースを採用した単電池 



 Ⅲ.2.1.1-11

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図Ⅲ.2.1.1-21 電池モジュール構造 

 

設計した電池モジュールの強度シミュレーションをおこない、十分な耐衝撃性を有すること

を予測した。さらに模型を作製して衝撃試験により耐衝撃性を確認した。これによりエンドプ

レートタイプによる電池モジュール化を採用することとした。この方式によれば、複数の電池

モジュールの出力端子同士を接続して電池パック化するという従来の構成によらなくても、任

意の数の単電池を直接電池パック化することが可能であるため、最終の電池集合体である電池

パックにおいて体積効率がよく、体積エネルギー密度に有利である。 
 以上より、電池モジュールの最終仕様を決定した。最終仕様の電池モジュールの外観写真を

図Ⅲ.2.1.1-22 に、電池モジュール仕様および特性を表Ⅲ.2.1.1-10 に示す。 
 

表Ⅲ.2.1.1-10 電池モジュール仕様および特性  
 

図Ⅲ.2.1.1-22 電池モジュールの外観写真 
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 最終仕様の電池モジュールに対し、車載を想定した信頼性試験を実施した。振動試験、衝撃

試験、結露試験、熱衝撃試験のいずれの試験においても試験前後の外観変化、容量変化はほと

んど認められず、試験後の絶縁抵抗も 1000MΩ＜と設計値以上であったことから、本プロジェ

クトの目標性能を達成した。表Ⅲ.2.1.1-11 に電池モジュール信頼性試験結果の一覧を示す。 
 

表Ⅲ.2.1.1-11 電池モジュール信頼性試験結果（一覧） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

最後に、9 モジュールユニットによる 3 ユニット×3 列配置と 10 モジュールユニットによる

5 ユニット×2 列配置による 2 種の電池パックの基本設計を行い、これらの電池パックに適合

する単電池および電池モジュールをそれぞれ設計した。シミュレーションによって各々の電池

パックの冷却性、および各々の電池モジュールの耐衝撃性を検討した。その結果、5 ユニット

×2 列配置による電池パックが冷却性に優れ、また、同電池パックに適合する電池モジュール

が耐衝撃性にすぐれることがわかった。5 ユニット×2 列配置による電池パックのコンセプト

モデルの外観写真を図Ⅲ.2.1.1-23 に、その電池パック仕様および特性（試算）を表Ⅲ.2.1.1-12
に示す。 

表Ⅲ.2.1.1-12 電池パック仕様および特性（試算） 

図Ⅲ.2.1.1-23 電池パックの外観写真 
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（ｃ）経済性の検討 

本事業の目標である 3 kWh 級電池パックの生産量 100 万パック／年を想定し、生産体制は、

NEDO「分散型電池電力貯蔵技術開発 大型電池・モジュール技術開発平成 10 年度評価報告

書（平成 11 年 3 月）」、NEDO「新型電池電力貯蔵システム開発 分散型電池電力貯蔵技術 モ

ジュール電池開発 報告書（平成 14 年 3 月）」、および NEDO「燃料電池自動車等用リチウム

電池技術開発 車載用リチウム電池技術開発 平成 17 年度～平成 18 年度 成果報告書（平成

19 年 3 月）」を参考にコスト試算の結果、最終仕様の電池モジュールを用いた 3 kWh 級電池パ

ックシステムの電池コストは、37,484 円/kWh となり、目標である 40,000 円/kWh 以下を達

成した。 
 

（７）知的財産権等 

 プロジェクト期間中の知的財産権等の件数を表Ⅲ.2.1.1-13 に示す。 

 

表Ⅲ.2.1.1-13 知的財産権等 件数

 

 

（８）今後の課題と課題解決の見通し 

本開発により、本事業の目標は達成したものの、その後の情勢変化等により、さらなるコス

ト低減やエネルギー密度の向上が求められている。これに加え OEMからは、低温特性などの新

たな課題解決が求められている。 

GSユアサは、本プロジェクトの成果に加え、新たな材料開発や電池技術開発をすすめ、PHEV
の早期普及に貢献する所存である。 

 

（９）成果の実用化／活用 

本事業の成果は、比較的簡便に、また大幅にコストアップすることなく PHEV 用電池に必要

な特性を図ることができるものである。本事業で得られた成果を加えた PHEV の実用化を図り、

その後出力バックアップが要求される新たな製品へ展開する所存である。 
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２．１．２ 高出力可能な高エネルギー密度型リチウムイオン電池の研究開発 
（日立製作所、日立ビークルエナジー） 

 
（１）事業目的 

 我が国における現在の運輸部門の石油依存度はこれまで 100%に近い状況であったが、近年

ではエネルギー戦略および環境面からの要求により、石油依存度の低減とともに、環境負荷を

軽減できる次世代クリーンエネルギー自動車の早急な開発が望まれるようになり、市場に HEV、

EV が複数車種展開されるようになった。 
 本事業では HEV のコンセプトをさらに進化させ、HEV よりさらに石油消費量を低減でき、

EV の課題である最大航続距離の問題を補うことのできる PHEV の実用化に資する高性能リチ

ウムイオン電池技術の研究開発を目的とした。 
 
（２）事業概要 

このテーマの中の研究開発項目を株式会社日立製作所と日立ビークルエナジー株式会社の 2
社で分担して担当した。本研究開発の対象は、PHEV 用リチウムイオン電池である。この電池

は、電池のみでの走行(EV 走行)距離をより長くすることが望ましいために、高いエネルギー密

度と高い入出力密度を兼備することが求められる。さらに、家庭における夜間充電が基本であ

り、高い SOC における保存時間が長くなることから、そのような条件での十分な保存寿命が

要求される。また、EV 走行ののちに HEV 走行に移行するので、低い SOC における高い出力

密度も求められる。このように、従来のリチウムイオン電池にとっては、非常に困難と思われ

るいくつかの課題を解決するには、電池の材料のみならず、電池構造設計、制御までに及ぶ広

汎な研究開発が不可欠と想定された。 
5 年計画の前半 2 年では、主として電池材料と単電池構造の研究開発に重点を置きながら、

モジュール電池の一次設計まで進め、平成 20 年度には単電池で 110 Wh/kg 、2,500 W/kg の

性能を、モジュール電池で 100 Wh/kg、2,200 W/kg の性能をマイルストーンとして設定し、

これを達成した。この成果を踏まえ、後半の 3 年間では、さらなる単電池の性能向上を進めな

がら、長寿命化を図り、モジュール電池については、二次、三次の設計検討を進めて、段階的

に一層の軽量化・コンパクト化を推進した。それらの成果を用いて、3 kWh 級組電池の設計を

最適化し、モックアップによる試算によって最終目標の 100Wh/kg、2,000W/kg を達成するこ

とを確認した。寿命予測については、開発の各段階での開発電池をサイクル試験、保存試験に

投入してデータの蓄積を進め、基盤技術開発法人の（財）電力中央研究所、（独）産業技術総合

研究所、（財）日本自動車研究所の策定した寿命予測手法により予測寿命を算出し、最終年度開

発電池において最終目標の 10 年寿命を達成することを確認した。コスト目標については共通

条件として提示された一定の生産規模での試算において、開発目標の 4 万円/kWh を達成する

ことを確認した。 
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（３）研究開発の実施スケジュールと予算 

 
表Ⅲ.2.1.2-１ 主な実施項目と開発費用 

主な実施項目 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度  
材料の研究開発       
小型電池の試作・ 
評価 

      

単電池の研究開発       
モジュール電池の 
研究開発 

      

組電池の研究開発       
劣化機構の解析       
開発費用（百万円） 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 総額 
日立ﾋﾞｰｸﾙｴﾅｼﾞｰ 128.0 122.9 159.0 168.6 104.9 683.4 
日立製作所 70.9 76.0 40.0 27.8 20.9 235.6 

 
 
（４）研究開発の実施体制 

 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅲ.2.1.2-1 研究開発の実施体制 
 
（５）研究開発目標と根拠 

本プロジェクトの実施にあたり、年次毎の研究開発目標を下記表のように設定した。 
 

表Ⅲ.2.1.2-2 年次毎研究開発目標 

 

項目 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

重量エネルギー密度 100 Wh/kg 110 Wh/kg 115 Wh/kg
重量出力密度

120 Wh/kg
2,500 W/kg

NEDO 

（株）日立製作所 

・研究開発実施場所：日立研究所

・研究開発項目： 

・材料の研究開発 

 ・小型電池の試作・評価 

 ・劣化機構の解析 

日立ビークルエナジー（株） 

・研究開発実施場所：東海事業所 

・研究開発項目： 

・単電池の研究開発 

 ・モジュール電池の研究開発 

 ・組電池の研究開発 

 ・実規模電池運転評価 

委託 委託 

連携 
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（ａ）中間目標 

・単電池の特性検証: 115 Wh/kg 、2,500 W/kg 
・単電池の寿命予測：7年以上 
・単電池の安全性試験の実施 
・300Wh級モジュール電池の特性検証: 105 Wh/kg 、2,200 W/kg 
・3 kWh組電池の一次設計に基づく特性推算: 95 Wh/kg 、2,000 W/kg 

 
目標設定の根拠 

本電池の最大の課題は、エネルギー密度や出力密度などの基本特性と寿命・安全性の並立を

図る点にある。そのため、年次ごとのマイルストーンとしての性能目標を設定するにあたり、

研究期間の前半には基本特性の目標値を前倒しで達成することを目指し、研究期間の後半には、

寿命向上、安全性の確保に主眼を置いて研究開発を推進し、最終目標全体の達成につなげるこ

ととした。 
 
測定方法、測定条件 

測定方法及び条件は、基盤技術開発担当法人から提案された下記の通りの「初期性能試験法」

及び「寿命性能試験方法」に従った。 
 

表Ⅲ.2.1.2-3 初期性能試験方法 
充電：1時間率定電流定電圧（定電圧値4.2V、1.5h終止）

放電：1時間率定電流放電（終止電圧3.0V）

出入力特性試験 1、0.33、0.2、0.1時間率放電の10秒目電圧から算出

容量試験

 
 

表Ⅲ.2.1.2-4 寿命性能試験方法 

サイクル特性
PHEVの実用負荷を模擬したパルスサイクル試験

（HEVﾓｰﾄﾞ、EVﾓｰﾄﾞ、帰宅後充電の3モードで構成）

保存特性 PHEVの駐車時の状態を模擬した25℃90%SOC保存。  
 
 安全性試験は、国際規格である IEC62660-2 に準じて、単電池で評価を行った。また、信頼

性試験は、国際規格である ISO12405-1 に準じて、モジュール電池で評価を行った。 
 
（ｂ）開発目標（最終年度） 

1)単電池目標 
・重量エネルギー密度：120 Wh/kg  
・重量出力密度：2,500 W/kg 
・寿命：10年以上 
・充放電効率：95% 以上 
・単電池の安全性試験による安全性の確立：安全性試験において破裂・発火なし 
2)モジュール電池目標 
・重量エネルギー密度：110 Wh/kg 
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・重量出力密度：2,200 W/kg 
・充放電効率：95% 以上 
3)組電池目標 

300Wh級モジュール電池の特性評価結果から3kWh組電池への換算値において、以下の特

性を満足する。 
・重量エネルギー密度：100 Wh/kg  
・重量出力密度：2,000 W/kg 
・充放電効率：95% 以上 
・コスト：4万円/kWhの見通しを示すこと（前提条件：100万パック/年 生産時） 
・劣化機構解析の総合検討 

 
目標設定の根拠 

PHEVの実用化に資する高性能リチウムイオン電池として必要な特性に基づいて設定され

た本プロジェクトの目標値は、組電池レベルの数値であり、それを実現するために必要な単電

池、および300 Wh級モジュール電池の性能目標をこれまでの電池開発と試作の実績に基づき

設定し、それぞれの段階において目標を達成することを目指した。それと同時に 3 kWh組電

池の設計を進めてプロジェクト目標の達成度の推算根拠を確立することを目指した。 
 
測定方法、測定条件 

測定方法及び条件は基盤技術開発担当法人から提案された試験法に従った。そして、得られ

た結果から、サイクル特性、保存特性の劣化推移を 1 次もしくは 1/2 次の直線近似で 10 年後

の容量劣化、出力劣化を算出し、それらの和を実用負荷による劣化と定義して寿命予測を行い、

評価した。 
コストは生産規模を 3kWh パックで 100 万パック/年、直接材料費の 6%がエネルギー費、建

屋 90 億円、製造設備 540 億円で取得価格の 10%までの定額償却という前提条件を共通条件と

し、で 1kWh あたりの製造コストを試算した。 
 
（６）研究開発成果 

 開発した単電池、8 セルモジュール、3kWh 組電池のモックアップの写真および単電池の初

期充放電曲線、出入力特性図を以下に示す。 
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図Ⅲ.2.1.2-2 開発単電池及び 8 セルモジュール 

 

 
図Ⅲ.2.1.2-3 3kWh 組電池のモックアップ 
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図Ⅲ.2.1.2-4 平成 23 年度開発単電池の充放電曲線 

 
図Ⅲ.2.1.2-5 平成 23 年度開発単電池の入出力特性 

 
表Ⅲ.2.1.2-5 研究成果（一覧） 

項目 目標値（最終年度） 達成値 達成度 備考 
重量ｴﾈﾙｷﾞｰ密度 100Wh/kg 111Wh/kg ○ ｾﾙ：129Wh/kg
体積ｴﾈﾙｷﾞｰ密度 120Wh/L 141Wh/L ○ ｾﾙ：222Wh/kg
重量出力密度 2,000W/kg 2,400W/kg ○ ｾﾙ：2,900W/kg
体積出力密度 2,400W/kg 3,040W/L ○ ｾﾙ：5,010W/L
寿命 10 年 10 年以上 ○  
安全性（ｾﾙ） IEC62660-2 基準を満足 ○  
信頼性（ﾓｼﾞｭｰﾙ） ISO12405-1 基準を満足 ○  
コスト ¥40,000/kWh ¥35,890/kWh ○  
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＜成果１＞ 
（内容）エネルギー密度 
（達成度）○ 
（成果の意義） 
 正極活物質に Ni 含有率を高めた Ni-Mn 系層状酸化物、負極活物質には黒鉛を用い、合剤密

度や容量比等の電極設計を最適化した。また必要な機能を備えつつ簡便、堅牢な電池構造設計

をすることによって高いエネルギー密度を実現した。 
（課題と取り組み） 
 正極活物質は単に Ni 比率が向上すると、不可逆容量の増大や、製造プロセス上の管理条件

が違ってくること等によって、事前に想定した性能を引き出せない場合があった。これらの課

題に対し、Ni 比率や粉体物性、合剤組成の最適化や製造条件の管理の厳格化により電極性能を

最大限に引き出した。負極活物質は粒径、比表面積の最適化、および表面修飾などにより不可

逆容量を低減し、可逆容量を増大した。電池構造は容器を比重の軽いアルミ製とし、発電要素

たる電極群以外の部品体積および余剰空間を最小化することにより小型、軽量の電池構造を開

発した。さらにモジュール、組電池の付加部品点数を最小限に抑え、パックでのエネルギー密

度開発目標を達成した。 
 
＜成果２＞ 
（内容）出力密度 
（達成度）○ 

（成果の意義） 
 高エネルギー密度化と相反する要素とも言える出力性能について、活物質の粒子設計、電極

設計、集電構造設計の最適化により、エネルギー密度を低減することなく、開発目標値を達成

した。 
（課題と取り組み） 
 負極活物質の黒鉛は、従来の難黒鉛化炭素に比べて出力性能が低いという課題があった。そ

こで、黒鉛の反応活性面であるエッジ面の比率に着目し、これの高い粒子設計とすることで出

力性能を向上した。また電極群からの通電パスを最短経路とする集電構造設計も出力性能の向

上に大きく寄与した。さらに、モジュールと組電池にする際の直列接続の方法についても、通

電パスを最短として接続抵抗による出力低下を最低限に抑えた。 
 
＜成果３＞ 
（内容）寿命 
（達成度）○ 

（成果の意義） 
 広い SOC 範囲を使用する PHEV での使用条件に対しても、10 年という長寿命の開発目標を

達成した。 
（課題と取り組み） 
 負極活物質は比表面積を大きくすると出力性能が向上するが、表面での副反応等により抵抗

膜の成長等が起こり、寿命性能が低下する。前述のエッジ面比率と共に粉体物性を最適化する
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ことにより寿命性能の向上を果たした。また、電解液組成および添加剤を最適化することによ

り、電池内部でのガス発生や抵抗膜成長を抑制し、寿命性能向上に寄与した。 
 充放電曲線の詳細解析により非破壊で電池の劣化状態を診断する手法を開発した。さらに、

解体分析により電極の劣化機構について種々解析し、劣化要因を明らかにした。 
 
＜成果４＞ 
（内容）安全性、信頼性 
（達成度）○ 

（成果の意義） 
 高エネルギー密度化、高出力化は本質的に電池の安全性とトレードオフの関係にある。正極

活物質の元素比率、電池構造、電解液添加剤の最適設計により開発目標の基準を満たした。ま

たモジュール構造は堅牢に電池を固定出来る構造とし、振動や熱履歴に対して開発目標の基準

を満たす信頼性を確保した。 
（課題と取り組み） 
 ガス排出弁を構造上取りうる最大面積とし、ガス流路についても最適設計をした結果、異常

使用時に電池内部でガスが発生した場合にも安全にガスを排出できる電池構造を開発した。さ

らに、電解液添加剤の最適化により、最も過酷な条件である過充電の安全性も改善した。 
 モジュール構造設計にはコンピュータシミュレーションを活用し、応力、振動、熱流につい

ての解析をした。その結果、車載に置いて想定される振動にも共振が起こらず、空冷による冷

却性も十分な性能を有するモジュール、組電池構造とすることができた。 
 
＜成果５＞ 
（内容）コスト 
（達成度）○ 

（成果の意義） 
 コストは普及の可否を握る重要な要素である。一定の生産規模を確保できれば、開発目標を

達成できることが確認できた。 
（課題と取り組み） 
 開発プロセスの各段階で構成部品のコストを確認し、さらにコスト算出の条件についてモジ

ュール担当の他２社と協議し、共通条件を策定した上でコストを算出し、開発目標の達成を確

認した。 
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（７）知的財産権等 

 本プロジェクト期間中の知的財産権等の件数を表Ⅲ.2.1.2-6 に示す。 
 

表Ⅲ.2.1.2-6 知的財産権等 件数 

知的財産権 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 計 

特許出願  1 11 13 13 11 49 

  うち、外国出願  1 0 1 3 3 8 

  国内登録  1 0 0 0 0 1 

  海外登録  0 0 0 0 0  

論文  0 0 0 2 0 2 

  うち、査読付き 0 0 0 2 0 2 

研究発表・講演  0 3 2 7 4 16 

受賞実績 0 0 0 0 0 0 

新聞・雑誌等への掲載  0 0 0 0 0 0 

展示会への出展  0 0 0 1 3 4 

合計 3 14 16 28 21 74 

 

 

（８）今後の課題と課題解決の見通し 

Ⅰ．単電池の研究開発 

1) 材料開発 

本プロジェクトでは、PHEV 用に高エネルギー密度リチウムイオン電池を開発目標として、

高 Ni 含有 Ni-Mn 層状酸化物正極を対象に、充電状態と構造安定性との関係に注目し研究開発

を行った。また、負極として黒鉛を対象に、耐久性と負荷特性の向上を目的に研究開発を行っ

た。今後は、さらなる高エネルギー化を踏まえて、リチウム過剰層状酸化物等の新規正極、及

び小形電池に適用され始めている合金系負極の研究開発とともに、本質安全化を追求する研究

開発が重要となる。 
2) 電池適用技術の開発 

本プロジェクトで、これまでの弊社検討実績を加案して単電池の構造及び組立工程の検討を

行った。今後は、さらなる高エネルギー化、安全化の技術開発が重要となる。本プロジェクト

では、材料及び構造を主としたハードの開発を進め、その目標を達成したが、さらに、長寿命

化し、信頼性を向上させるためには、電池の状態管理をさらに進め、制御含めた電池の使用技

術の開発し、ハードと融合させた技術開発が必要となる。 
 
Ⅱ．モジュール構造の研究開発 

 最小体積に単電池を配置した300Whモジュール構造を開発した。制御回路の配置場所も考慮

した設計としたが、制御回路ハーネスの配置の最適化や、結線の信頼性向上等は未検証となっ

た。実際の製品では、これらの事項もコストやシステム全体の信頼性を向上する上で、重要な

研究開発項目であると考える。 
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Ⅲ．組電池の研究開発 

 一般的な車両のシート下の搭載を前提に連結方法を決定したが、車両の設計によっては違っ

た配列となる可能性もあり、複数の配列方法について検討するべきであったかも知れない。ま

た、モジュール間の接続方法も、接続抵抗を決定付ける要素であり、より低抵抗な接続方法に

ついて検討する必要がある。さらには、組電池を構成する単電池やモジュールの一部が不良と

なった場合に個別に交換できる構造にするなど、保守を念頭においた検討も、今後重要になる

と考える。 
 
Ⅳ．評価解析研究 

 本プロジェクトでは、放電曲線の精密解析による非破壊分析を提案したが、現状、得られる

情報が限定される。今後は、さらに技術開発を進め、逐次に劣化要因の進行度がわかる技術開

発を目指す必要があると考える。 
 
Ⅴ．経済性評価 

 今回の試算では、PHEV を含めた EV が大幅に普及することを前提に、原材料費と製造コス

トを試算した。そして、そのシナリオを実現させるためには、EV の性能を大幅に向上し、魅

力ある製品とする必要がある。そのための革新的な材料及び技術の開発が重要と考える。 
 
（９）成果の実用化／活用 

 本プロジェクトで開発した PHEV 用単電池、モジュール及び組電池設計の要素技術は、現在

製品化検討中の PHEV 用及び EV 用単電池に活用する計画である。 
開発した要素技術の中で、正極は高エネルギー化を狙い、Ni-Mn 層状酸化物正極で Ni 含率

を向上させたため、プロセス条件の管理を厳しくする必要が生じた。言い換えると、これは量

産時の性能ばらつき要因、ひいては不良率が上がる要因となる。よって、今後プロセス条件の

管理手法を開発するとともに、プロセスの条件変動に対する感度を低くする材料改良が必要と

考えている。また、高エネルギー正極の特徴を生かして EV 用単電池への適用するため、要因

解析によって得られた知見をもとに、さらなる高エネルギー正極材料の開発を加速させる。一

方で、負極に関しては、開発した黒鉛材料及びその要素技術を製品に適用することが比較的容

易であることから、寿命解析、劣化メカニズム解明により得られた知見を元に、実用化に結び

付ける。 
単電池形状及びサイズは、顧客要求に合わせる必要があるとともに、現在、欧米自動車メー

カーが中心となり、単電池の形状及びサイズは標準化されつつあることから、本プロジェクト

で開発した単電池そのものを製品化することは困難である。ただし、得られた知見及びシミュ

レーションによる解析手法は、単電池及びモジュールの内部構造設計等々に反映させていき、

今後の製品開発を加速させる。 
具体的には、本プロジェクトの成果である要素技術をさらに錬成し、現在開発段階の平成 29

年度以降に製品化計画中のPHEV及びEV用単電池、モジュールにその成果を活用する。また、

本プロジェクトで開発した黒鉛負極の高出力化技術および劣化解析技術等々の要素技術の一部

は、現在の弊社の主力製品である HEV 用単電池の新製品開発に積極的に活用していく。 
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２．１．３ 高耐久形高容量リチウム二次電池の研究開発 
（パナソニック） 

 

（１）事業目的 

エネルギー資源の石油依存度を低減し、多様なエネルギーでかつ低環境負荷で走行する EV、

PHEV 等の次世代クリーンエネルギー自動車の普及に向けて、キーテクノロジーであるリチウ

ム二次電池の高エネルギー密度化、高出力密度化、耐久性の向上、低コスト化についての技術

開発を行うことを目的とする。 

 

（２）事業概要 

正極活物質としてはニッケル酸リチウムを用い、利用率の向上、出力特性の向上および耐久

性向上を検討していく。負極活物質としては従来からのカーボン系負極の利用率を高めた黒鉛

系負極を用いて、低温から高温までの幅広い温度領域における入出力特性などのセル特性の向

上を考慮に入れながら、活物質表面の解析等を行い、材料開発を進める。一方、合金系負極活

物質においては Si 系等の活物質材料の選定および開発に努め、極板およびセルとしての評価を

開始していく。特に、合金系極板の課題である、充放電（リチウムの吸蔵脱離）における体積

変化の抑制手段の検討等を行いながら、極板空間容積の確保等による活物質体積変化の抑制を

図り、同時に車載用としての高入出力特性や耐久性などの信頼性の確保を検討していく。 
初めの 2 年間は、さらなる高エネルギー密度、高入出力における電池の劣化要因を明らかに

しながら、黒鉛系負極活物質と組合わせた正極活物質の開発を進めるとともに、合金系負極活

物質の劣化解析と研究開発を進める。エネルギー密度の向上により入出力特性の低下と耐久性

の低下が予想されるため、この期間で正極活物質はニッケル酸リチウムにおける Co 量および

Al 量を減少させて活物質の利用率の向上などを図り、負極は黒鉛化度を高めることにより利用

率の向上と入出力特性の向上などを図り、課題解決を図る。さらに、重量エネルギー密度

100Wh/kg と重量出力密度 2,000W/kg の実現見通しを小型セルを用いて検証する。3 年目以降

は、ニッケル酸リチウム正極と合金系負極を組合せた単電池研究開発を進め、ニッケル酸リチ

ウム正極と黒鉛系負極を用いた単電池との比較検討を行いながら出力の達成を図る。4 年目に

はモジュール制御開発へと進め、エネルギー密度および出力密度の実証と寿命評価推定を行う。

最終年度には目標への実証検証を行う。 
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（３）研究開発の実施スケジュールと予算 

 

表Ⅲ.2.1.3- 1 主な実施項目と開発費用 

 

（４）研究開発の実施体制 

 

 
図Ⅲ.2.1.3- 1 研究開発の実施体制 

 

（５）研究開発目標と根拠 

 本研究開発の目的は、リチウムイオン電池の高出力化、高エネルギー密度化、長寿命化、電池

管理システムの小形化および量産に適した構造に関する要素技術開発と、それら要素技術を導

入した実規模電池（単電池）、0.4kWh 級電池モジュール、および、3kWh 級電池システムの研

究開発を行うことである。具体的には、下記の開発目標（3kWh 級パック電池の換算値）を達

成する次世代自動車用高性能蓄電システムを開発することであり、セル・モジュール・パック

パナソニック株式会社  
研究実施場所： 

・ エナジー社（大阪府守口市） 
・ エナジー社 環境エネルギー事業化推進室（大阪府守口市および和歌山県紀の川市） 
・ 本社 R&D部門 材料開発センター（大阪府門真市）  

研究項目： ・活物質及び電極評価技術 
 ・電極作成技術実証および電池評価技術 
 ・信頼性評価解析技術 
 ・システム研究開発 

委託 

NEDO

139.8
H23年度

199.7
H22年度

197.5
H21年度

197.0
H20年度

920.9186.1
開発費用
（単位：百万円）

計H19年度

車載時の濫用に耐えること
低コスト化（4万円/kWhの見通し）

5.充放電制御システ

ム研究開発

H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 最終目標値

1.エネルギー密度向

上研究開発

130Wh/kg, 270Wh/L（単電池）
100Wh/kg, 120Wh/L（電池パック）
充放電効率 95%以上

2.入出力特性向上の

研究開発
2,600W/kg, 6,750W/kg（単電池）
2,000W/kg, 3,000W/L（電池パック）

3.耐久性向上の研究

開発
10年以上

4.セルおよびモジュ

ール設計研究開発
車載時の濫用に耐えること
低コスト化（4万円/kWhの見通し）

139.8
H23年度

199.7
H22年度

197.5
H21年度

197.0
H20年度

920.9186.1
開発費用
（単位：百万円）

計H19年度

車載時の濫用に耐えること
低コスト化（4万円/kWhの見通し）

5.充放電制御システ

ム研究開発

H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 最終目標値

1.エネルギー密度向

上研究開発

130Wh/kg, 270Wh/L（単電池）
100Wh/kg, 120Wh/L（電池パック）
充放電効率 95%以上

2.入出力特性向上の

研究開発
2,600W/kg, 6,750W/kg（単電池）
2,000W/kg, 3,000W/L（電池パック）

3.耐久性向上の研究

開発
10年以上

4.セルおよびモジュ

ール設計研究開発
車載時の濫用に耐えること
低コスト化（4万円/kWhの見通し）

●：基本技術確立▲：基本原理確認

▲ ●

▲ ●

正極の開発

負極の開発

▲

▲ ●

課題抽出

極板抵抗低減化

▲ ●
セル設計最適化

▲ ●
接続抵抗低減化

▲ ●

▲ ●

劣化モードおよび耐久性向上の研究

加速評価技術の研究開発

▲ ●
モジュール設計開発

▲ ●
発熱制御開発

▲ ●
SOC制御の研究

▲ ●
電池診断に関する研究

▲ ●

▲ ●

正極の開発

負極の開発

▲

▲ ●

課題抽出

極板抵抗低減化

▲ ●
セル設計最適化

▲ ●
接続抵抗低減化

▲ ●

▲ ●

劣化モードおよび耐久性向上の研究

加速評価技術の研究開発

▲ ●
モジュール設計開発

▲ ●
発熱制御開発

▲ ●
SOC制御の研究

▲ ●
電池診断に関する研究

▲ ●

▲ ●

正極の開発

負極の開発

▲

▲ ●

課題抽出

極板抵抗低減化

▲ ●
セル設計最適化

▲ ●
セル設計最適化

▲ ●
接続抵抗低減化

▲ ●
接続抵抗低減化

▲ ●

▲ ●

劣化モードおよび耐久性向上の研究

加速評価技術の研究開発

▲ ●▲ ●
モジュール設計開発

▲ ●
発熱制御開発

▲ ●
発熱制御開発

▲ ●
SOC制御の研究

▲ ●
SOC制御の研究

▲ ●
電池診断に関する研究

▲ ●
電池診断に関する研究

（実用化検討）
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の各々について表Ⅲ.2.1.3- 2 に示す中間目標および最終目標を設定した。また研究開発目標の

前提条件を表Ⅲ.2.1.3- 3 に示す。 
・ 重量エネルギー密度：100Wh/kg 以上 
・ 重量出力密度：2,000W/kg 以上 
・ 体積エネルギー密度：120Wh/L 以上 
・ 体積出力密度：2,400W/L 以上 
・ 寿命：10 年以上 
・ 充放電効率：95%以上 
・ コスト：4 万円/kWh の見通しを示すこと（100 万パック/年生産時） 
・ 安全性：車載時の濫用に耐えること 

 

表Ⅲ.2.1.3- 2 開発目標 

     中間目標  最終目標 
        

  セル目標 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 

セ
ル 

重量エネルギー密度 130Wh/kg 100Wh/kg 130Wh/kg 130Wh/kg  130Wh/kg

体積エネルギー密度 270Wh/L 190Wh/L 270Wh/L 270Wh/L  270Wh/L 

重量出力密度 2,600W/kg 1,900W/kg 2,300W/kg 2,600W/kg  2,600W/kg

体積出力密度 5,400W/L 3,600W/L 5,000W/L 5,400W/L  6,750W/L

寿命 10 年以上     10 年 

充放電効率 95%以上  93% 95%  95% 
        

 
 NEDO目標     

自主最終

開発目標 
        

  パック目標 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度※ 23 年度 

パ
ッ
ク 

重量エネルギー密度 100Wh/kg   100Wh/kg 110Wh/kg 100Wh/kg

体積エネルギー密度 120Wh/L   120Wh/L 123Wh/L 120Wh/L 

重量出力密度 2,000W/kg   2,000W/kg 2,200W/kg 2,000W/kg

体積出力密度 2,400W/L   2,400W/L 3,100W/L 3,000W/L

寿命 10 年以上     10 年以上

充放電効率 95%以上   95% 95% 95% 

コスト 
4 万円/kWh
の見通し 

 
 

  4 万円/kWh
の見通し 

安全性 車載濫用

に耐える 
    車載濫用

に耐える 

（注） 22 年度は電池モジュールでの目標値 

 

 

 

 

 

21 年度のパックの

目標は推定値 
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表Ⅲ.2.1.3- 3 研究開発目標の前提条件 

項目 仕様条件 

重量（又は体積）エネルギー密度 25℃ 1/3ItA放電時 

重量（又は体積）出力密度 25℃、SOC50%において、最大電流 10ItA、10秒間の I-V特性

から外挿した時の I×Eで算出 

寿命 （財）日本自動車研究所提案の PHEV走行模擬充放電パターン

（P-CLTサイクル）試験および保存試験で 10年相当を模擬 

充放電効率 動的負荷試験におけるエネルギー変換効率 

コスト 100万台／年の車両搭載時の見通し検証 

安全性 単電池は IEC62660-2の 5項目、電池モジュールは ISO12405-1

の 4項目に準拠した試験の実施と、試験技術協議会で提案さ

れた判定条件に基づく 

 

（ａ）中間目標 

高い数値目標の達成を見通すための単電池およびモジュール電池の開発を行う。具体的には

エネルギー密度の向上と入出力密度の向上、さらには耐久性向上を視野に入れながら、正極と

負極それぞれの研究開発を小容量小型セルでの評価・解析を中心に進め、課題抽出と改善の方

向性を明らかにする。そしてエネルギー密度と耐久性の改良を進め、パックの最終目標を見通

すことができる単電池の設計検討を行う。 
また、組電池評価による発熱の制御を検討するとともに、モジュールの設計検討を行う。シ

ステム研究開発としては PHEV 用としての SOC 制御および入出力時の電池およびモジュール

の熱制御に関する研究開発を実施する。 
 

（ｂ）最終目標 

安全性、信頼性をさらに向上することを目的とした単電池および電池モジュールの改良を検

討し、改良品におけるエネルギー密度、入出力密度の評価・確認を行う。また耐久性、信頼性

評価の結果を各種設計にフィードバックすることで耐久性・信頼性の向上を図り、寿命 10 年

以上の見通しを得るとともに電池パック構成部材の耐久性、信頼性等をシミュレーション技術

の活用で 10 年の耐久性を検証する。 
さらに、各種安全性、信頼性評価試験を実施し、車載時の濫用に耐える安全性、信頼性を確

保する。目標コストの実現のために、単電池、電池モジュール、電池パックの各構成部材、設

計、製造プロセス等の見直しならびに電池パックの製造コストの精査を通して、4 万円/kWh
の見通しを立てる。 

そして上記モジュール・パック電池開発と並行して、各単電池の充放電挙動を制御するため

の電池管理システムについても検討し、モジュール用 ECU の設計、信頼性評価、および、電

池モジュールへの実装による電池管理システムの制御ロジックを検証し、3kWh 級電池システ

ムの仕様を確立する。 
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（６）研究開発成果 

表Ⅲ.2.1.3- 4 研究成果一覧（単電池） 

項目 目標値（最終） 達成値 達成度 備考 

重量エネルギー密度 130Wh/kg 144Wh/kg ○  

体積エネルギー密度 270Wh/L 280Wh/L ○  

重量出力密度 2,600W/kg 3,900W/kg ◎  

体積出力密度 6,750W/L 7,700W/L ◎  

寿命 10 年 10 年相当見込み ◎  

充放電効率 95% 96% ○  

 

表Ⅲ.2.1.3- 5 研究成果一覧（パック） 

項目 目標値（最終） 達成値 達成度 備考 

重量エネルギー密度 100Wh/kg 106Wh/kg ○ 3kWh級 

パック設計

値からの 

算出値 

体積エネルギー密度 120Wh/L 129Wh/L ○ 

重量出力密度 2,000W/kg 2,770W/kg ◎ 

体積出力密度 3,000W/L 3,380W/L ◎ 

寿命 10 年以上 10 年相当見込み ◎  

充放電効率 95% 96% ○  

コスト 4万円/kWhの見通し 約 3.5 万円/kWh ○  

安全性 車載濫用に耐える 前提条件達成 ○  

 

 

＜成果１＞ 
（内容）重量（又は体積）エネルギー密度、重量（又は体積）出力密度、充放電効率 
（達成度）○、◎、○ 
（成果の意義）正極にニッケル系酸化物、負極に黒鉛材料を使用し、電池構成部材および電極

群設計を最適化することで、自主目標を達成し、業界最高水準のエネルギー密度および入出力

密度を有する 11Ah 級単電池を開発できた。またこの 11Ah 級単電池を 10 セル直列接続した小

型かつ軽量な 0.４kWh 級電池モジュールを設計開発し最終仕様を確立した。さらに電池モジ

ュールを 8 直列接続した 3kWh 級電池パックの設計に取り組み、達成度の確認を電池モジュー

ルの性能実績値からの換算値のみにとどまらず、実際にモックアップ製作を行うことで検証し

た。そしてパックに求められる高い数値目標であった最終目標値を達成するエネルギー密度お

よび出力密度を有することを確認した。 
（課題と取り組み）本研究開発は PHEV 車への適用を目的として目標値が設定されていること

から、①高エネルギー密度化、②幅広い SOC 範囲を使用したサイクル耐久特性、③高 SOC 領

域での保存耐久特性を改良のポイントとして、正・負極活物質および極板設計の仕様を検討し

た。正極では、その組成・粒子形状・合成プロセスの最適化と表面処理技術を導入し、これら

要求特性を満足する正極活物質を見出した。一例として、図Ⅲ.2.1.3- 2 に表面処理の効果を小

容量小型セルでの AC インピーダンス測定結果で示す。活物質表面での Li+イオン挿入脱離反

応に相当するインピーダンスの円弧成分の大きさが表面処理により 15%低減する結果が得ら
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れ、分極測定から得られた DC-IR においても 4%の改良効果が確認できた。 
他方、黒鉛負極においては粒子径・表面修飾構造の最適化を試み、とりわけ負極が容量劣化

の主要因であると考えられる保存特性で、最も容量劣化抑制に優れる負極活物質(A)を見出した

（図Ⅲ2.1.3- 3）。なお、合金系負極に関しては高エネルギー密度化に効果があるものの、サイ

クル寿命特劣化が大きいという重大課題があり、負極活物質材料としては黒鉛を用いることが

好ましいと判断した。 
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図Ⅲ.2.1.3- 2 正極表面処理の効果 
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図Ⅲ.2.1.3- 3 負極材料の保存特性 
 

これら開発した正・負極材料と、電解液やセパレータなどの電池構成部材および電極群設計

を最適化し 11Ah 級単電池の最終仕様を確立した。性能評価試験の結果、電気容量 11.4Ah、重

量エネルギー密度 144Wh/kg、体積エネルギー密度 280Wh/L、重量出力密度 3,900W/kg、体積

出力密度 7,700W/kg、充放電効率 95.9%が得られ、電池特性に関する自主目標を達成し、とり

わけ出力密度に優れる単電池を得た。図Ⅲ.2.1.3- 4 に単電池の入出力特性の SOC 依存性を示

す。 
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開発目標値
2,600W/kg

3,900W/kg
出力

入力

LiPF6/EC+EMC+DMC電解液

LiNi0.76Co0.14Al0.10O2／黒鉛正極／負極

PEセパレータ

289 g重量

3.6 V電圧

11 Ah容量

W80×L154×t12 mm, 148mL体格

角形形状

仕様項目

LiPF6/EC+EMC+DMC電解液

LiNi0.76Co0.14Al0.10O2／黒鉛正極／負極

PEセパレータ

289 g重量

3.6 V電圧

11 Ah容量

W80×L154×t12 mm, 148mL体格

角形形状

仕様項目

L  154mm

t 12mm

W 80mm

表Ⅲ.2.1.3- 5 単電池の概観と仕様

図Ⅲ.2.1.3- 4 単電池の入出力特性（25℃）

条件：1,3,5,10ItA 10sec、Pulse CCV

表Ⅲ.2.1.3- 6 単電池の外観と仕様 

図Ⅲ.2.1.3- 4 単電池の入出力特性（25℃） 
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11Ah 級単電池を 10 セル直列接続した 0.４kWh 級電池モジュールの仕様を、放熱性（熱シ

ミュレーション等）と機械強度（強度シミュレーション等）を考慮し、最適な単電池の固定方

法および単電池間の接続方法を検討し、小型かつ軽量な最終仕様を確立した。また電池モジュ

ールを 8 直列接続した 3kWh 級電池パックの設計に熱シミュレーションや構造強度シミュレー

ションを用いて検討し、さらにモックアップ製作を行うことで電池パックとしての最終目標値

に対する達成度の確認を実施した。表Ⅲ2.1.3- 7 に 0.4kWh 級電池モジュールおよび 3kWh 級

電池パックの最終仕様を示す。電池モジュール性能評価試験、および電池パックの重量および

体積の検証結果から、重量エネルギー密度 106Wh/kg、体積エネルギー密度 129Wh/L、重量出

力密度 2,770W/kg、体積出力密度 3,380W/kg、充放電効率 95.9%が得られ、最終目標達値の達

成を確認した。 
 

表Ⅲ.2.1.3- 7 電池モジュールおよび電池パックの最終仕様 

項目 0.4kWh 級モジュール 3kWh 級電池パック（モックアップ）

外観 

 

 

定格容量 11 Ah 11Ah 
体格 H166×W90×D179 mm H108×W389×D625.5 mm 
構成 10 セル直列 8 モジュール直列 
重量 3,480 g 31kg 

上限電圧 42.0V 336V 
下限電圧 25.0V 200V 

 

＜成果２＞ 
（内容）寿命 
（達成度）◎ 
（成果の意義）開発目標である電池の寿命 10 年以上を検証するために、走行を模擬した充放

電サイクル試験（SOC30-90%）と保存試験（SOC90％）を実施した。しかし、実証評価時間

が数ヶ月から 2 年程度と限定されている。そこで実証評価データからの外挿法による寿命予測

を実施し 10 年以上の寿命が期待できることが明らかにした。また同時に、電池劣化反応の解

析を行い電池劣化メカニズムの考察・検証をあわせて試みた。 
（課題と取り組み）実規模単電池の耐久性評価は、（財)日本自動車研究所より提案の PHEV 走

行模擬充放電パターン（P-CLT サイクル）を用いて充放電サイクル試験評価を実施した。また、

保存試験については電池使用条件内では SOC90%での保存が最も過酷であると考え、保存温度

の劣化加速要因も加え保存耐久性を評価した。P-CLT サイクルでの劣化と SOC90％保存での

劣化が単純な加成性が成立すると仮定した場合の、最終仕様の平成 23 年度設計の開発電池の

10 年後の推定特性を表Ⅲ2.1.3- 8 に示す。容量であるエネルギー密度は 122Wh/kg と推定 
でき、寿命値の 63Wh/kg の 2 倍程度を示す。また、出力密度は 1,218W/kg と推定され、これ 
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表Ⅲ.2.1.3- 8 開発電池の 10 年後の推定特性 

初期 寿命（定義）

損失 ⊿7 損失 ⊿16 Wh/kg

損失 ⊿549 損失 ⊿2,133 W/kg
3650ｻｲｸﾙ後 3133日後 ※単純加成

10年後推定
132 123

P-CLTｻｲｸﾙ 保存試験

122 63

出力密度 (W/kg) 3,900
3,094 1,631

1,218 750

ｴﾈﾙｷﾞｰ密度
(Wh/kg)

145

 
 

も寿命値の 750w/kg を上回ることが分かる。したがって、開発した電池は 10 年以上の寿命が

期待できることが明らかとなった。 
電池の各種劣化反応解析の結果から、電池の容量劣化は正極および負極それぞれで起こる不

可逆 Li 生成で生ずる電池内での正極と負極の容量バランスのズレ、可逆 Li 量の減少や活物内・

粒子間隙間の増加による抵抗上昇、活物質そのものの充放電能力低下、等の複数の要因で生じ

ていること、また電池の出力劣化反応は主に正極に起因した反応であることが明らかとなった。 
 

 
＜成果３＞ 
（内容）コスト 
（達成度）○ 
（成果の意義）最終の 3kWh パック電池の経済性目標値、40,000 円/kWh を見通すために、単

電池材料および電池モジュール部材の直材費の低減を図るとともに、製造コストの見直し、生

産性の合理化等を含めた低コスト化技術の開発を進めた。 
（課題と取り組み）リチウム電池の製造コストは、前プロジェクトである「燃料電池自動車等

用リチウム電池技術開発」の考え方、スキームを基に労務費、エネルギー費、設備費等の再評

価、再試算を行った。また最終仕様の電池設

計に基づいて、各構成部材の単量、単価から

正極関係、負極関係等の直材費コスト見積も

りから電池直材費を試算し、電池モジュール

構成部材と単電池の電圧監視や電圧均等化回

路など電池モジュールとして必要な制御回路

の部材を含め、電池製造コストを求めた。結

果、100 万パック／年の量産時における、電

池製造コスト見積もりを表Ⅲ.2.1.3-9 に示す。

表より 35,000円/kWh程度のコストが見積も

られ、目標の 40,000 円/kWh 以下を達成する

見通しが得られた。この試算の直材費に歩留

りや不良率は含まれていないが、例えば平均

歩留り 98%とした場合に、直材費で 600 円

/kWh 程度コストが上昇を加味しても、目標 
表Ⅲ.2.1.3- 9 コスト試算結果一覧 

 

値を達成できるレベルが得られた。 
 
 

直接材料費 円/kWh

正極材料 8,469
負極材料 2,952
電解液 3,705

セパレータ 3,831
セル部品 5,065

モジュール部品 6,336
計 30,358

製造コスト

工場労務費 1,288
間接材料費 1,800
間接労務費 70
工場建屋 90

製造設備費 1,350

計 4,598
合計 34,957
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＜成果４＞ 
（内容）安全性 
（達成度）○ 
（成果の意義）11Ah 級単電池および 0.4kWh 級電池モジュールに、種々の安全性評価を実施

し、「車載濫用に耐える」安全性・信頼性が確保されていることを明らかにした。 
（課題と取り組み）安全性に対する開発目標として、「車載濫用に耐える」ことが必要とされて

いる。より具体的には、単電池では「IEC62660-2」、電池モジュールでは「ISO12405-1」に準

拠して試験を行い、試験技術協議会で提案された判定条件をそれぞれクリアすることが可能な

単電池の安全性と電池モジュールの信頼性が求められる。単電池においては「IEC62660-2」
で定められた 8 項目（外部短絡、過充電、強制放電、振動、衝撃、圧壊、高温、温度サイクル）

を実施し、安全性の判定基準である破裂・発火（Explosion, Fire）がないことを確認した。一

例として、単電池で実施した外部短絡試験の結果を図Ⅲ.2.1.3- 5 に示す。最大電流は 1300A、

最高温度は 115℃まで上昇し、安全弁が作動したが、それ以上の不安全事象は確認されず、「弁

作動(Venting)」という結果が得られた。 
 

図Ⅲ.2.1.3- 5 単電池の外部短絡試験結果 

 
 
電池モジュールの信頼性評価としては、「ISO 12405-1」に準じた４項目（結露試験、振動試

験、熱衝撃試験、衝撃試験）を実施し、各試験後の評価および本研究開発における判定基準を

①モジュールの外観上に顕著な変化がないこと、②試験後のモジュールの絶縁抵抗値が設計範

囲であること、③試験後のモジュールの定格充放電試験での放電容量が定格容量の 50%以上で

あることの 3 項目とし評価した。結果、開発した電池モジュールは、全ての試験項目で上記 3
項目の判定基準を達成していることを確認した。一例として、0.4kWh 級電池モジュールで実

施した結露試験後の電池モジュール外観を図Ⅲ.2.1.3- 6 に示す。単電池の封口板付近に一部腐

食が確認されたが、安全弁の作動や変形等、その他の外観変化は観察されなかった。また、絶

縁抵抗の変化も見られず、試験後の容量回復率は 99.4%が得られ、信頼性試験の判定基準の達

成を確認した。 
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        図Ⅲ.2.1.3- 6 結露試験後の電池モジュール外観写真 

 

＜成果５＞ 
（内容）電池管理システム 
（達成度）○ 
（成果の意義）モジュール・電池パック開発と並行して、各単電池の充放電挙動をリアルタイ

ムに監視・制御するととともに、システムの故障診断を行うための電池管理システムについて

も開発を行い、3kWh 級電池システムの仕様を確立することができた。 
（課題と取り組み）PHEV を前提とした車載用途で電池パックを使用する場合、安定した走行

性能や電池パックシステムの長期信頼性を確保するためには、各単電池の電圧、温度、充放電

電流の情報から電池の状態をリアルタイムに監視し、SOC の演算や充放電電力の制限値の算出、

システムの故障診断を行う電池管理システムが必要である。電池管理システムは ECU（Electric 
Control Unit）、電流センサー、サーミスタ、コンタクタ、ワイヤーハーネス、I/F (Interface)
ユニット等から構成される。本研究開発では、電池モジュール単位で各単電池の電池電圧・温

度情報を計測しつつ、外部より CAN (Controller Area Network) 経由で送付される電流情報を

もとに SOC（充電状態）演算ができる機能を有し、さらに他の電池モジュールに接続されたモ

ジュール ECU 同士が I/F ユニットを介して連携制御を行える ECU（図Ⅲ.2.1.3- 7）の設計と

電池管理システムの構成検討を行った。また、開発した電池モジュールを用いた動作検証を実

施し、そのシステムが設計通りに機能することを確認するとともに、ECU の長期信頼性評価と

して、高温作動試験・低温作動試験・熱衝撃試験・高温高湿試験を実施した。結果、電圧と電

流の取得の同時性、セルバランス機能、長期信頼性や SOC 演算精度（図Ⅲ.2.1.3- 8）等が正常

動作することを確認し、実使用上において問題がないことがわかった。 
 

 

図Ⅲ.2.1.3- 7 ECU 外観写真 図Ⅲ.2.1.3- 8 実 SOC と演算 SOC との比較
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（７）知的財産権等 

 プロジェクト期間中の知的財産権等の件数を表Ⅲ.2.1.3-10に示す。 

 

表Ⅲ.2.1.3- 10 知的財産権等 件数 

 

（８）今後の課題と課題解決の見通し 

本研究開発では、11Ah 級単電池、0.4kWh 級電池モジュールの原型仕様を確立し、性能評価

の結果から期首目標を満たすことを確認した。また、3kWh 級電池パックシステムの設計を行

い、開発した電池モジュールを用いた評価やモックアップの製作を通じて電池パック性能を見

積もることができた。今後は、開発したパックを実際に実車に搭載した際の課題抽出とその対

策や、搭載車種に最適化したパック構成の検討、ならびに生産性や品質向上に向けた製造プロ

セス改善などが必要となる。 
また、寿命推定については、容量劣化はルート則、出力劣化は直線則による寿命予測が良い

近似となることがわかった。本研究開発で開発した電池系は寿命劣化メカニズムの支配因子に

変化が少なく、ルート則や直線則においても一定の予測精度を有している。今後、電池構成部

材（正・負極材料や電解液等）の変化と電池全体の抵抗上昇部分の分離を行い、より精度の高

い寿命推定手法を導き出す必要がある。 
 

（９）成果の実用化／活用 

11Ah 級単電池、0.4kWh 級電池モジュールの原型仕様を確立し、性能評価の結果から期首目

標を満たすことを確認できた。また 3kWh 級電池パックシステムの設計を行い、開発した電池

モジュールを用いた評価やモックアップの製作を通じて電池パック性能を見積もることもでき

た。今後、車載時の課題抽出とその対策、搭載車種に最適化したパック構成の検討し量産仕様

を確立するとともに、コストダウンと信頼性、安全性、生産性の向上を図ることで実用化への

目処付けをする必要がある。 
 本研究開発での成果をベースに、残された開発課題を解決し電源システムとしての仕様確立、

量産化検討に着手する。カーメーカ等の他企業との連携を模索し、平成 27 年度には少量生産

知的財産権 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 計

特許出願 １ ２ ５ ８ ３ １９

うち、外国出願 ２ ２ ４

国内登録

海外登録 １ １

論文 １ １

うち、査読付き論文 １ １

研究発表・講演 ２ ２ ７ ３ ２ １６

受賞実績※

新聞・雑誌等への掲載

展示会への出展 １ ２ ３

合計 ４ ６ １２ １１ ６ ３９

知的財産権 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 計

特許出願 １ ２ ５ ８ ３ １９

うち、外国出願 ２ ２ ４

国内登録

海外登録 １ １

論文 １ １

うち、査読付き論文 １ １

研究発表・講演 ２ ２ ７ ３ ２ １６

受賞実績※

新聞・雑誌等への掲載

展示会への出展 １ ２ ３

合計 ４ ６ １２ １１ ６ ３９
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の検討、平成 30 年度には本格普及に向けた事業化を実現していきたい（表Ⅲ.2.1.3- 11）。 
 

表Ⅲ.2.1.3- 11 実用化に向けての開発マイルストーン 
項目 ~H21 年度 ~H23 年度 ~H25 年度 ~H27 年度 ~H30 年度 

研究段階      

開発段階      

製品化段階    ▼  

市場出荷段階     ▼ 

他企業との連携      

 

 

また、本研究開発で得られた電池材料、単電池、モジュール電池、ECU 等の要素技術成果は、

車載用途のみならず、風力･太陽光発電などのエネルギー源の多様化にともない必要とされる電

力貯蔵用途、バックアップ電源などの定置型用途や、搬送ロボット、電動工具、電動バイクな

どの高出力用途へ展開される可能性が期待される。今後、これらマーケットの拡大が展望され

ることから、さらなる性能向上と低コスト化を推進し普及促進を図る。 
 
 

 



Ⅲ.2.2.1-1 
 

２．２ 要素技術開発（電池構成材料） 
２．２．１ 大型リチウム二次電池用高安全性電解質の研究開発 

（三菱化学、日本合成化学工業） 
 

 
（１）事業目的 

リチウムイオン二次電池は従来自動車用電池として大型化されてきた鉛蓄電池やニッケル

水素電池をエネルギー密度、出力密度の点で本質的に上回る可能性を有している。しかしなが

ら、エネルギー密度や出力密度が大きいという長所を裏返すと、誤用・濫用した場合や事故時

の発火・爆発の危険性が必然的に高くなるという短所を有する。現在 HEV 用に開発が推進さ

れている大型リチウムイオン二次電池は寿命や安全性を確保するために、小型民生用リチウム

イオン二次電池と比較して、活物質の使用電位領域を低く抑えているため、本系が本質的に有

するエネルギー密度を有効に利用できていないという課題が存在する。 
本研究開発は高安全性電解質を創製することで、電池安全性のみならず、電極活物質の使用

電位領域を拡大することにより、大型リチウム二次電池の高エネルギー・出力密度化を達成す

ることを目的としている。本研究が達成された暁には、電池のエネルギー密度と出力密度を向

上させることが可能となるだけでなく、電池の安全性を向上できるため、安全保護回路・制御

システム等を簡素化でき、周辺機器も含めた電池コストを削減させることが可能となる。 
 
（２）事業概要 

本研究開発は「高安全性電解質材料の探索」および「高安全性電解質材料を用いた電池の特

性試験と安全性試験」により構成される。前者はヘテロ元素含有溶媒、イオン液体、およびそ

れらのゲル化電解質を使用した「各種電解質電池の電気化学検討および安全性予測」、「高安

全・高耐久電解液の開発」に加えて、新規イオン液体の設計・合成・評価とその固体化に特化

した「機能性イオン液体の創製」を含む。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

図Ⅲ.2.2.1-1 事業概要とスケジュール 

各種電解質電池の電気化学 
検討および安全性予測  
(三菱化学) 
 ヘテロ元素含有溶媒 
 イオン液体 
 上記のゲル化 

高安全性電解質材料を用いた電池の特

性試験と安全性試験 
(三菱化学) 
 1Ah 級円筒型電池評価 
 大型電池シミュレーション 

機能性イオン液体の創製 (日本合成化学工業) 
 新規イオン液体の設計・合成・評価 
 上記の固体化 
 低コスト化検討 

高安全性電解質材料の探索 

総括 

1 年目 3 年目 4 年目 5 年目2 年目 

高安全高耐久電解液の開発 (三菱化学) 
 新規イオン液体の設計・合成・評価 
 上記の固体化 

良好系の展開 

良好系の展開 
良好系の展開 
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（３）研究開発の実施スケジュールと予算 
表Ⅲ.2.2.1-1 主な実施項目と開発費用 

主な実施項目 H19fy H20fy H21fy H22fy H23fy  
(3)-1 高安全性電解

質材料の探索：各種

電解質電池の電気化

学検討および安全性

予測 

      

(3)-2 高安全性電解

質材料の探索：機能

性イオン液体の創製 

      

(3)-3高安全性電解質

材料の探索：高安

全・高耐久電解液の

開発 

      

(3)-4 高安全性電解

質材料を用いた電池

の特性試験と安全性

試験 

      

 H19fy H20fy H21fy H22fy H23fy 総額 
開発費用（百万円） 136.574 107.679 55.403 126.963 74,978 501,597 

 
 
（４）研究開発の実施体制 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅲ.2.2.1-2 研究開発の実施体制 

連携 

三菱化学株式会社 
・研究開発実施場所： 
筑波センター 
〒300-0332 茨城県稲敷郡阿見町
中央 8-3-1 
横浜センター 
〒227-8502 神奈川県横浜市青葉
区鴨志田町 1000 
・研究開発項目： 

・ 高安全性電解質材料の探索 
・ 高安全性電解質材料を用いた

電池の特性試験と安全性試験 

日本合成化学工業株式会社 
・研究開発実施場所： 
中央研究所 
〒567-0052 大阪府茨木市室山
2-13-1 
 
 
 
・研究開発項目： 

・ 高安全性電解質材料の探索：
機能性イオン液体の創製 

NEDO 

委託 委託 
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（５）研究開発目標と根拠 
①中間目標 

(a)高安全性電解質材料の探索：各種電解液電池の電気化学検討および安全性予測 

フッ素、硫黄、リンといったヘテロ元素を含有する溶媒を用いた電解液や高分子ゲル電解質、

イオン液体の電池性能と安全性について、20mAh級小型ラミネート電池レベルで精査する。基

本電極構成をNiMnCo三元系正極／グラファイト負極とし、釘刺し試験を想定した安全性シミ

ュレーションで釘刺し後30秒以内に熱暴走を示さないこと、20 mAh級小型ラミネート電池に

おいて正極活物質基準で10 Wg-1の出力を達成することを目標とする。 
 
（想定条件・根拠） 
正極活物質重量が電池重量の1/4と想定された18650円筒型電池において、出力が正極活物質

基準で10 Wg-1以上となれば重量出力密度：2500 Wkg-1に相当する。大型電池では正極活物質

重量に対する電池重量の割合が更に増加するため本目標値は十分な値と考える。出力評価を行

う電池は電解質スクリーニングが容易な20mAh級小型ラミネート電池を採用し、正極活物質基

準で10 Wg-1以上とする。出力測定・算出法はJEVS D713:2003を本研究開発用に若干修正した

ものを採用する。安全性シミュレーションでは、仮想大型電池の熱バランス計算により、大型

電池の電池内部短絡時の熱暴走有無をシミュレートする。具体的には、カルベ式熱量計により

得られる上記小型電池の熱分解速度と、電気化学測定で得た抵抗より短絡ジュール熱の推算値

を、18650円筒型電池や仮想大型電池の放熱速度を考慮したシミュレータに導入し、有限要素

法による非定常解析を行う。 
 

(b)高安全性電解質材料の探索：機能性イオン液体の創製 

新規イオン液体4種類／年を目標に合成し、熱物性、粘性率、イオン伝導度、電気化学的安

定性等の基礎物性評価、充電正極接触熱分析による安全性評価、2032コイン型電池による充放

電特性検討を行う。 
表Ⅲ.2.2.1-2 機能性イオン液体の創製：中間目標 

 既存系の例（EMI･BF4） 平成21年度目標 
融点 15 ℃ 0 ℃ 
粘度（25℃） 32 mPa･s 32 mPa･s 
イオン伝導度（25℃） 14 mScm-1 14 mScm-1 
イオン伝導度（-30℃） < 0.1 mScm-1 0.1 mScm-1 
電位窓 0.9 - 5.5 V (vs. Li/Li+) 0.5 - 5.5 V (vs. Li/Li+) 
安全性 評価法が未確立 初年度設定の熱安定性の目標値 
 
（想定条件・根拠） 
代表的なイオン液体である EMI･BF4 よりも低温でのイオン伝導度に優れ、より広い電位窓

と高い安全性を有する新規イオン液体を創製する。なお、初年度設定の熱安定性の目標値は、

DSC による正極活物質（例えば充電状態にある Li0.5CoO2）との接触分解試験において、発熱

開始温度≧200℃、350℃までの累積発熱量≦800Ｊである。 
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(c)高安全性電解質材料を用いた電池の特性試験と安全性試験 

有望な高安全性電解質材料に対して、1 Ah級18650円筒電池を作製し、加熱や釘刺し等の電

池安全性試験を実施する。電極活物質の使用電位領域を拡大することにより、電池性能として

重量出力密度：2500 Wkg-1または重量エネルギー密度：200 Whkg-1を達成する見通しを得ると

共に、電池安全性試験時の電池表面温度や電圧等のモニタリングからデータを取得し、環状・

鎖状カーボネート系電解液電池に比べて高い安全性を示すことを目標とする。 
 
②最終目標 

(a)高安全性電解質材料の探索：高安全・高耐久電解液の開発 

電池電圧が4.4 V以上である20 mAh級小型ラミネート電池を作成し、充放電測定ならびに電

池熱量測定、釘刺し試験を想定した安全性シミュレーションを実施する。良好系については高

安全性電解質材料を用いた電池の特性試験と安全性試験にて、18650型円筒電池レベルでの安

全性評価を行う。 
表Ⅲ.2.2.1-3 高安全性電解質材料の探索：最終目標 

開発項目 目標 
20 mAh級小型ラミネート電池 
（電池電圧：4.4 V以上） 

正極活物質基準で13 Wg-1の出力。 
300サイクル、SOC=15～90%で容量維持率80%以上。 
環状・鎖状カーボネート系電解液を用いた現行4.1V電池系

以下の電池発熱量・発熱速度を有すること。 
大型電池シミュレーション 環状・鎖状カーボネート系電解液を用いた現行4.1V電池系

以上の電池安全性を有すること。 
 

（想定条件・根拠） 
LiNi1/3Mn1/3Co1/3O2正極の高電位利用により、例えば炭素負極を用いた4.4V電池系を考える

と、平均電圧は3.8V、正極活物質基準での容量は180mAh/gとなり、出力増加と容量増加の双

方が見込まれる。中間目標にて正極活物質基準で10Wg-1以上の出力(25℃)を掲げているが、最

終目標では更に高い目標として13Wg-1以上の出力を掲げた。一方で容量エネルギー密度は、正

極活物質重量が電池重量の1/4と想定された電池では上記平均電圧と正極容量から計算すると

200Wh/kgに到達しないが、大型電池では正極活物質重量に対する電池重量の割合が増加する

ことから、200Wh/kg到達への見通しが得られると判断した。また、大型電池化された際の電

池安全性が重要視されることから、カーボネートのみを構成成分とする現行電解液を用いた現

行電池系と同等以上の電池安全性を得ることを目標とした。 
 
(b)高安全性電解質材料の探索：機能性イオン液体の創製 

下表の最終目標を満足するイオン液体を開発し、低コスト化を視野に入れた合成・精製技術

を確立する。18650円筒型電池レベルでの電池動作と安全性検証から、車載用リチウム二次電

池電解液としてのイオン液体の可能性を見極める。また、イオン液体の毒性に関する考察を行

い、低毒性なイオン液体を開発する。 
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表Ⅲ.2.2.1-4 機能性イオン液体の創製：最終目標 
 既存系の例（EMIBF4） H23年度目標 
融点 15 ℃ -15℃ 
粘度 32 mPa･s 32 mPa･s 
イオン伝導度（25℃） 14 mScm-1 14 mScm-1 
イオン伝導度（-30℃） ＜0.1 mScm-1 1 mScm-1 
電位窓 0.9 - 5.5 V (vs. Li/Li+) 0.0 - 5.5 V (vs. Li/Li+) 
安全性*1 発熱開始温度 

累積発熱量 
220℃ 
800J/正極g 

≧200℃ 
≦800J/正極g 

毒性（LD50） 300～2000mg/kg ＞50mg（非毒物） 
充放電特性 電池動作不可 コイン電池で100サイクル後の

容量維持率85% 
コスト 有機溶剤系電解質の数10倍 有機溶剤系電解質の10倍以内 
*1 DSC による正極活物質（Li0.5CoO2）との接触熱分解試験 

 
（想定条件・根拠） 
既存のイオン液体では、自動車用電解液として必要な上表の目標値を満足できない。コスト

的な観点も含めてイオン液体の可能性を見極める。 
 
(c)高安全性電解質材料を用いた電池の特性試験と安全性試験 

車載用大型リチウム二次電池のモデルにて、電池特性試験と安全性試験を実施する。電池特

性は大型化した際に電池性能として重量出力密度：2500 Wkg-1(または重量エネルギー密度：

200 Whkg-1)を達成する見通しを得ること、安全性は釘刺し時に熱暴走しないことを目標とす

る。 
 
（想定条件・根拠） 
電池大型化による蓄熱現象は電池安全性を大きく左右するため、18650 円筒型電池よりも更

に大きな電池にて自動車の実走行に近いモードで充放電性能と安全性レベルを確認することで、

上記高安全性電解質を用いて目標値達成が可能か否かを見極める。 
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（６）研究開発成果 
表Ⅲ.2.2.1-5 研究成果（一覧） 

項目 目標値（最終） 達成値 達成度 備考 
①重量出力密度 2500W/kg 正 極 活 物 質 基 準 で

10Wg-1 以 上 の 出 力

(25℃)、大型電池換算で

2500Wkg-1 以上を達成。

○ 電池重量に対す

る正極活物質重

量の比率が 25%
を想定。 

②重量エネルギ

ー密度 
200Wh/kg 平 均 電 圧 3.8V 、 容 量

180mAh/g、電池重量に対

する正極活物質重量の比

率を 25%に想定すると約

170Wh/kg、30%に想定す

ると 200Wh/kg 以上。 

○ ④安全性の向上

で正極活物質比

が 30%以上にな

ると目標を達成

できる見通し。

③コスト 3 万円/kWh 以下。 現行電解液と同等の価格

で供給可能の見通し。 
○  

④安全性 車載時の濫用に耐

える安全性を示す。

現行電解液を用いた電池

系と同等以上。 
○ 4.4V 高電圧動

作時。 
※①と②はいずれか一方を満足し、他方については見込みを示す。 
 
＜成果１＞高安全性電解質材料の探索：高安全・高耐久電解液の開発 

（内容）イオン液体電解液、ゲル化電解質、ヘテロ元素含有溶媒電解液といった広範な電解質

材料の電池特性に加えて安全性を精査した。難揮発性の特徴を持つイオン液体の電池内発熱量

は、典型的なリチウムイオン電池用電解液 1M-LiPF6/EC:EMC(3:7)と同等であるが、充放電性

能は通常の非水系電解液より劣ることが示された。ゲル化電解質は単電池当たりの電解質重量

を低減できる点で低発熱量を与えるが、電解質重量当たりに換算するとゲル化剤の影響により

従来の非水系電解液に劣ることが示された。一方、ヘテロ元素含有溶媒電解液の探索では、ス

ルホラン(SLF)が電池内発熱速度や発熱量が低い溶媒として有望であることを見出した。新規

電解液組成を用いた電池では、充電上限電圧 4.4V で動作可能な高電圧電池が実現し、正極活

物質基準で 13Wg-1 の出力、300 サイクル後の容量維持率 80%以上の充放電性能を示した。ま

た、環状・鎖状カーボネート系電解液を用いた現行電池系以下の電池発熱量・発熱速度を有す

ることを見出した。電池の安全性と正極活物質の相転移との間に相関があり、SLF を用いると、

加熱時に正極表面に硫黄元素を含んだ分解物が堆積し、正極の結晶変化を抑制させることによ

り安全性が向上したことが示唆された。 
（達成度）○ 
（成果の意義）リチウムイオン電池用電解液は、LiPF6とカーボネート溶媒により構成され、

特にエチレンカーボネート(EC)は高極性溶媒としてのイオン解離機能や、炭素負極上での負極

皮膜形成機能を有しており、ほぼ全てのリチウムイオン電池に搭載されている。一方で本研究

開発により、EC比率が増加すると電池内発熱量が増加する傾向にあることが見出された。すな

わち、本研究開発目標を達成する電解質としては、ECを代替する、あるいはEC組成を極力低

減させる設計が求められる。SLFは沸点が高く、蒸気圧が低い、かつ耐熱性も高い汎用溶媒で
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あり、電気二重層キャパシタや電解コンデンサ用電解液溶媒として使われている。本研究開発

により得られた新規組成は汎用溶媒から構成されることから、カーボネートのみを構成成分と

する現行電解液と同等の価格で供給可能となる見通しを得た。また、正極活物質基準で10Wg-1

以上の出力(25℃)を達成したことは、電池重量に対して正極活物質重量が1/4以上である単セ

ルを想定した場合、2500Wkg-1の重量出力密度を満足することになり、本受託事業の目標値を

達成できることを示すものである。 
 
（課題と取り組み）本研究開発により基本的な電解液組成の設計方法が確立できたことから、

今後は電池メーカー・自動車メーカー各社への顧客紹介（市場開発）を展開していく。電極活

物質や電極設計を含めた電池設計は各メーカー多用であることから、各メーカーの電池設計に

合わせた電解液組成ファインチューニングを共同実施する。 
 
＜成果２＞機能性イオン液体の創製 

（内容）計算科学により有望な化学構造を選定し、実際に新規なイオン液体を１６個合成した。

具体的には、イミダゾリウム系カチオンと、フッ素化アセチルアセトナート系アニオン、シア

ノホスフェイト系アニオン、及びシアノメチルスルホナート系アニオンを有するイオン液体で

ある（図参照）。 

図Ⅲ.2.2.1-3 合成された新規イオン液体 
 

得られた新規イオン液体の代表的な性能は下表の通りである。これらの中でも、EMI･
PF3(CN)3 は、低融点であり電気化学特性も良好である。しかし強毒性であることから開発を断

念した。EMI･SO3CF2CNは非毒物である。イオン液体単体の電位窓は目標値未達ながら（4V）、

LiPF6 などの Li 塩添加により 5V 以上に改善される。 

NN +
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F
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イミダゾリウム系カチオン フッ素化アセチルアセトナート系アニオン シアノホスフェイト系アニオン シアノメチルスルホナート系アニオン

OfAcAc PF3(CN)3 SO3CF2CN
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表Ⅲ.2.2.1-6 新規イオン液体の創製：目標到達度 
項目 目標値（最終） ｼｱﾉﾎｽﾌｪｲﾄ系新規ｲｵﾝ液体

EMI･PF3(CN)3 
ｽﾙﾎﾅｰﾄ系新規ｲｵﾝ液体 

EMI･SO3CF2CN 
達成値 達成度 達成値 達成度

融点 
粘度 
イオン伝導度（25℃） 
イオン伝導度（-30℃） 

≦-15℃ 
≦32 mPa･s 
≧14 mScm-1 

≧1 mScm-1 

-23℃ 
15 mPa･s 
17 mScm-1 

2 mScm-1 

○ 
○ 
○ 
○ 

-27 ℃ 
24 mPa･s 
10 mScm-1 

1 mScm-1 

○ 
○ 
△ 
○ 

電位窓 ≧5.5 V 6 V ○ 5.3 V  *2 ○－ 
安全性*1 発熱開始温度 ≧200℃ 220 ℃ ○－ 240 ℃  *3 ○ 

累積発熱量 ≦800J/g 1600 J/g 830 J/g *3 
毒性（LD50） ＞50 mg/kg ＜5 mg/kg × ＞300 mg/kg ○ 
充放電特性 100 ｻｲｸﾙ後容量

維持率 85% 
＜10 % × ＜10 % × 

コスト 有機溶剤系の

10 倍以内 
約 190 万円/kg × 約 40 万円/kg × 

*1 DSC による正極活物質（Li0.5CoO2）との接触熱分解試験 
*2 LiPF60.4 mol/kg を添加 
*3 LiPF60.4 mol/kg と 1,3-ﾌﾟﾛﾊﾟﾝｻﾙﾄﾝ 5wt%を添加 

 
一方、イオン液体を充電状態の正極活物質と接触させて熱安定性を評価した。その結果、確

かに有機溶剤よりも分解開始温度は高いがたかだか数十度程度であり、分解反応は同様に進行

し分解ガスも発生する。ただしアニオンの最適化、1,3-プロパンサルトンなどの添加剤配合、

アルミナ添加による固体化などで改善できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅲ.2.2.1-4 イオン液体の正極活物質存在下での熱安定性 
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（達成度）△ 
（成果の意義）シアノホスフェイト系アニオンという新しい化学構造を発案し、現時点では世

界最高レベルの電気化学特性を有するイオン液体を創製した。特に-30℃でのイオン伝導性は、

低温でも動作する自動車用電池を可能にする。また、安全性に関して、単純な難燃性（引火点）

だけでなく、電極材料との接触熱分解による評価手法を確立し、イオン液体の位置付けを行っ

た。 
（課題と取り組み）本プロジェクト期間中に問題提起する形となった毒性問題は、今後の開発

においても課題である。充放電特性は、一般的な電極やセパレータを用いてイオン液体単体の

確認を行ったのみである。検討不十分で改善には至っていない。また、イオン液体の原料メー

カー（イミダゾールやイミダゾリウム化合物）の最大手である弊社をもってしても有機溶剤並

みのコストに目処は付いていない。 
 
＜成果３＞高安全性電解質材料を用いた電池の特性試験と安全性試験 

（内容）高電圧・高耐久電解液の開発にて得られた新規電解液組成は、4.4V 充電状態の 18650
型円筒電池を用いた安全性試験にて、電池安全性が汎用電解液組成と比較して改善されること

を実証した。18650 型円筒電池の安全性試験結果を用いて、釘刺し、および、微小内部短絡に

対する大型電池シミュレーションを行ったところ、本研究開発で開発した電解液を用いた電池

の釘刺し試験シミュレーションにおいては電池の熱暴走の有無に対する短絡部のジュール熱の

閾値が大きく改良され、単セル容量として 2.8 倍までが許容されることが示された。また、加

熱試験シミュレーションでは本研究開発で開発した電解液を用いた 4.4V 電池系は現行カーボ

ネート電解液を用いた 4.1V 電池系以上と同等の安全性であることが示された。 
（達成度）○ 
（成果の意義）電池の熱暴走の有無に対する短絡部のジュール熱の閾値が大きく改良され、単

セル容量として 2.8 倍までが許容されることは、電池モジュール作成時の単セルの個数を減ら

すことができ、その分、単セルの筐体、端子類等の数の減少によるパックとしてのエネルギー

密度の向上、保護回路の簡略化により、製造コストを下げることにも効果がある。例えば、本

受託事業で用いた充電上限電圧 4.4V の高電圧電池は、平均電圧 3.8V、容量 180mAh/g であり、

電池重量に対する正極活物質重量の比率が 25%である電池を想定すると、重量エネルギー密度

は 171Wh/kg である。一方、大型電池では電池重量に対する正極活物質重量の割合が増加する

ため、例えば本受託事業で開発された高安全性電解液を用いた場合、電池重量に対する正極活

物質重量の比率を 30%まで増加できると試算すると、200Wh/kg 以上の重量エネルギー密度と

なり、本受託事業目標を達成する見込みとなる。 
（課題と取り組み） 
本受託開発では、釘刺し安全性及び加熱安全性について検証を重ねてきたが、過充電試験や圧

壊試験、衝撃試験等は未実施である。また、大型電池での実証も必要であるが、これは各電池

メーカーや自動車メーカーと共同実施する必要がある。上記の高安全性電解液を活用したセル

設計概念を電池メーカー・自動車メーカーに提案し、共同開発（実証試験）することで市場を

開拓し、新規電解液組成の拡販につなげていく予定である。 
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（７）知的財産権等 
 プロジェクト期間中の知的財産権等の件数を表Ⅲ.2.2.1-7 に示す。 
 

表Ⅲ.2.2.1-7 知的財産権等 件数 
知的財産権 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 計 

特許出願  2 4 5 2 1 14 
  うち、外国出願   1    
  国内登録       
  海外登録       
論文   2  1 4 
  うち、査読付き   1  1  
研究発表・講演 2 14 8 9 3 36 
受賞実績       
新聞・雑誌等への掲載    1   
展示会への出展       
合計 4 18 15 12 5 54 
 
 
（８）今後の課題と課題解決の見通し 
①高安全性電解質材料の探索：高安全・高耐久電解液の開発 

 本受託事業を通じて、高安全性電解液を活用した高出力あるいは高エネルギー密度セル設計

の方向性が示された。今後は採用・上市に向けて電池メーカー・自動車メーカー各社への顧客

紹介（市場開発）を展開していく予定であるが、電極活物質や電極設計を含めた電池設計は各

メーカー多用であることから、各メーカーの電池設計に合わせた電解液組成ファインチューニ

ングを共同実施する。 
 
②高安全性電解質材料の探索：機能性イオン液体の創製 

2009 年度末に毒性問題から最も有望なイオン液体（シアノホスフェイト系）の開発を断念し

た。2010 年度から新たにイオン液体（スルホナート系など）の設計と合成に注力したため、最

終年度の課題である①充放電特性と②低コスト化は検討不十分である。実用化に向けて新たな

課題として③低毒性が挙げられる。各課題の解決方針と今後の取り組みは以下の通りである。 
課題① 充放電特性：新規イオン液体に適した添加剤（電極保護膜形成剤など）、正／負極、セ

パレータなどの選定及び最適化。コイン電池による充放電特性の確認。 
課題② 低コスト化：合成原料、合成ルート、精製法の最適化。新規に開発されたスルホナート

系など単純な化学構造を有するイオン液体の工業化技術。 
課題③ 低毒性：計算科学による分子設計技術。原料や合成中間体段階からの毒性チェック。 
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（９）成果の実用化／活用 
①高安全性電解質材料の探索：高安全・高耐久電解液の開発 

 本委託事業では、電池安全性に資する有機電解液の開発指針が確立された。これを活用する

と、大型電池搭載時の安全性能向上に由来する容量エネルギー密度や出力エネルギー密度の向

上が予想されることから、今後は採用・上市に向けて電池メーカー・自動車メーカー各社への

顧客紹介（市場開発）を展開していく予定である。電極活物質や電極設計を含めた電池設計は

各メーカー多用であることから、各メーカーの電池設計に合わせた電解液組成ファインチュー

ニングを共同実施する。関連分野としては、携帯用及び定置用電池への展開が期待できる。 
 
②高安全性電解質材料の探索：機能性イオン液体の創製 

新規に開発されたシアノホスフェイト系やスルホナート系のイオン液体は、全ての要望（低

毒性、高特性、低コストなど）を満足できていないのが現状であるが、今後、イオン液体単独、

あるいは電解質として市場開拓を継続しながら商品化・特許ライセンスなどの道を探りたい。 
本プロジェクトの成果は、既存イオン液体以外にも有望な化学構造が存在することを示した

点である。その分子設計技術や安全性の評価技術は、自動車以外にパソコンなどのデバイス用

電解液の基礎技術として有効であり、燃料電池や色素増感太陽電池などへの応用も期待される。

更に、特殊な合成溶媒として、あるいはセルロース溶解能力や CO2 吸収能力を活かした新規用

途への展開が期待される。 
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２．２．２ 高容量・低コスト新規酸化物正極材料の研究開発 
（産業技術総合研究所、田中化学研究所） 

 
（１）事業目的 

次世代クリーンエネルギー自動車用リチウムイオン電池の高エネルギー密度化・高出力密度

化に資するため、低コストかつ資源的に豊富な元素（Mn、Fe、Ti 等）を主体とする新規高容

量酸化物正極材料を開発する。 
 

（２）事業概要 

次世代クリーンエネルギー自動車用リチウムイオン電池の高エネルギー密度化・高出力密度

化に資するため、低コストかつ資源的に豊富な元素（Mn、Fe、Ti 等）を主体とする新規高容

量酸化物正極材料を開発する。 
より具体的には、現行の正極材料の約２倍（1 時間率放電において 1,000 Wh/kg（負極を Li

金属と仮定した場合））のエネルギー密度を有し、かつ 1/20 時間率放電において 1 時間率放

電の容量の 80%以上を維持する新規正極材料を見出す。 
最終的（H23 年度終了時）には、小型実用単電池作製及び実用化促進のため、上記性能を有

する正極材料の品質安定化技術（電池メーカーでの評価が可能な数 kg オーダー）を検討し、

小型実用単電池あたりの重量エネルギー密度 250 Wh/kg を達成する。また、重量出力密度 3,125 
W/kg を見通すための高出力化技術を確立する。 

上記小型単電池の性能値により、最終目標である電池パックあたり重量エネルギー密度 200 
Wh/kg、重量出力密度 2,500 W/kg を見通す。 
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（３）研究開発の実施スケジュールと予算 

 

表Ⅲ.2.2.2-1 主な実施項目と開発費用 

主な実施項目 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度  

1)新規酸化物正極材

料の開発 

      

1)-1.高容量化・高出

力化の検討 

      

1)-2.長寿命化の検

討 

      

1)-3.化学組成、合成

条件の最適化 

      

1)-4.活物質-導電材

複合体の作製技術の

検討 

      

2)正極材料の品質安

定化技術の開発 

      

2)-1.バッチ合成の

検討 

      

2)-2.品質安定合成

技術の検討・塗布型

電極試作 

      

2)-3.小型実用単電

池を用いた実用化可

能性の検討 

      

3)電極素材特性評価       

開発費用（百万円） 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 総額 
独立行政法人産業技

術総合研究所 

42.4 41.5 36.3 80.0 40.0 240.2 

株式会社田中化学研

究所 

7.5 15.6 40.1 16.3 22.3 101.7 
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（４）研究開発の実施体制 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ.2.2.2-1 研究開発の実施体制 

 

（５）研究開発目標と根拠 

（ａ）中間目標 

新規酸化物正極材料の開発に関しては、2 時間率放電において 1,000 Wh/kg のエネルギー密

度を有し、かつ 1/10 時間率放電においても 1 時間率放電容量の 80%以上の容量を有する正極

材料を見出すこと。5 時間率放電において-20℃においても室温の 50%以上の容量を有している

こと。5 時間率、室温において 50 サイクル後に初期容量の 80%を維持していること。 
正極材料の品質安定化成技術の開発に関しては、2 時間率放電において 1000 Wh/kg のエネ

ルギー密度を有する正極材料を得る複合水酸化物（前駆体）基礎プロセス技術（数キログラム/
月）ならびにリチウム化技術による最終生成物を得るプロセスを田中化学研究所内で確立する。

また産総研開発品を 100 とした場合の充放電特性値を 80%以上に高める。少なくともこの年度

内に電池メーカーへ数キログラム程度のサンプル供給が可能となるレベルに達することを目標

とする。 
電極素材特性評価に関しては、低温動作時の電極特性の解析と素材物性の解析を並行し低温

特性支配因子を見出す。これらの知見から低温特性に影響を及ぼす複合水酸化物の仕様ならび

に最終生成物の仕様決定へ反映させる。また、前駆体合成、リチウム化工程における品位安定

の条件を確立するため、割付条件と諸物性の因果関係について上記仕様をベースに決定する。 
評価対象として、5 時間率充放電条件におけるサイクル劣化率 0.4%（50 サイクル時 初期

容量比率 80%維持）、且つ-20℃での 5 時間率放電条件で対常温時 50%の容量維持を達成する。 
 

（ｂ）最終目標 

新規酸化物正極材料の開発に関しては、1 時間率放電において 1,000 Wh/kg のエネルギー密

度を有し、かつ 1/20 時間率放電においても 1 時間率放電容量の 80%以上の容量を有する正極

材料が見出せること。5 時間率放電において-20℃においても室温の 60%以上の容量を有してい

ること。5 時間率、室温において 100 サイクル後に初期容量の 80%を維持させるための寿命見

通しを立てる。 

NEDO 

産業技術総合研究所 

・研究開発実施場所： 

先進製造プロセス研究部門（つくば市） 

ユビキタスエネルギー研究部門（池田市）

・研究開発項目： 

 ・新規酸化物正極材料の開発 

 ・電極素材特性評価 

田中化学研究所 

・研究開発実施場所： 

本社・研究開発部（福井市） 

・研究開発項目： 

 ・正極材料の品質安定化技術の開発

 ・電極素材特性評価 

 

委託 委託 

連携 
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正極材料の品質安定化成技術の開発に関しては、1 時間率放電において 1,000 Wh/kg のエネ

ルギー密度でかつ、1/20 時間率放電において 1 時間率放電容量の 80%以上の容量を有し、100
サイクル後に初期容量の 80%を維持できる正極材料の量産プロセス、すなわち産総研開発品と

同等の充放電特性を有する複合水酸化物（前駆体）ならびにそれらをリチウム化した正極材料

の品質安定化技術（数キログラム/月）を確定する。その粉末を用いて電池メーカー等で、小型

実用電池作製を行い、小型単電池あたりの重量エネルギー密度 250 Wh/kg を達成する。また、

重量出力密度 3,125 W/kg を見通すための高出力化技術を確立する。 
上記小型単電池の性能値により、最終目標である電池パックあたり重量エネルギー密度 200 

Wh/kg、重量出力密度 2,500 W/kg を見通す。 
電極素材特性評価に関しては、上述手法を発展させ、結晶構造、化学組成、粉体特性から「1

時間率放電において 1,000 Wh/kg のエネルギー密度を有し、かつ 1/20 時間率放電においても 1
時間率放電容量の 80%以上の容量を有する正極材料」の仕様策定に資すること。加えて、長寿

命化、低温特性改善を含むさらなる高性能化へ向けた開発指針を明らかにする。 
 

（想定条件・根拠） 

公募要領においては 3 kWh 級パック電池の換算値で 200 Wh/kg を達成することとなってい

る。一方で当該要素技術開発では小型実用単電池を試作し、そのエネルギー密度で上記目標を

達成することとなっている。単電池からパック電池への換算値は、経済産業省の 2006 年 8 月

の報告書「次世代自動車の将来に向けた提言」内の補論「性能目標設定の考え方」から単電池

重量エネルギー密度の 80%がパック電池のエネルギー密度に相当すると記述されていること

から、200 Wh/kg÷0.8=250 Wh/kg と計算した。 
重量エネルギー密度 250 Wh/kg を達成するためには、電池構成素子（正極、負極）部分が電

池全体の重量にしめる割合が 50%以上に達している（以前のLIBESプロジェクトにおいても、

移動体用 Ni-Co 系大型単電池における材料素子重量割合（正極、負極、電解液、セパレータを

含み、集電体は除く、H14 年 3 月のモジュール電池開発報告書内の表 4-3-1 に基づき計算）が

69%である）ことを考慮すると、電池構成素子換算で 500 Wh/kg の重量エネルギー密度達成が

必要。 
電池構成素子換算で 500 Wh/kg の重量エネルギー密度達成のためには、小型実用単電池容量

を 1 Ah、平均作動電圧 3 V として 3 Wh の電池設計することを考えると、黒鉛系負極材料（容

量 360 mAh/g、平均電圧 0.2 V（対 Li 金属極））は 2.78 g、Li2MO3 を例とした正極材料（容量

310 mAh/g、平均電圧 3.2 V（対 Li 金属極））は 3.23 g 必要となり、活物質の総量は 6.01 g と

なる。重量エネルギー密度は、3 Wh÷6.01 g = 0.499 Wh/g = 499 Wh/kg となり、正極材料の素

材特性として平均作動電圧 3.2 V、310 mAh/g の容量から計算される正極重量エネルギー密度

992 Wh/kg となることから、本事業における正極材料のエネルギー密度設定値 1,000 Wh/kg
は妥当である。 

また、正極材料の開発である本提案においては、エネルギー密度の検証のためにも、また、

実用化により適した材料開発を推進する上でも、電池メーカーへの試料提供が不可欠である。

本事業でのバッチ量の定義は、電池メーカーが例えば 18650 形円筒電池の試作を行う際に供給

可能な量として 2 kg/回（試作）としており、試作歩留まりを考慮の上数 kg/月程度の合成が可

能な装置が必要と考える。 
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（６）研究開発成果 

 

表Ⅲ.2.2.2-2 研究成果（新規酸化物正極材料の開発） 

項目 目標値（最終） 達成値 達成度 備考（試料） 

エネルギー密度

vs.正極活物質量 
1,000 Wh/kg 
(@1 時間率) 

762 Wh/kg 76% Li1+x(Fe0.2Ni0.2Mn0.6)1-xO2

(KMnO4 由来、800℃1 時

間窒素中焼成品) 
 

高レート時容量

維持率@1/20 時

間率 

80% 
vs. 1 時間率容量

43% 54% 

安全性低温特性

(-20℃)@5 時間率 
60% 
vs.+25℃容量 

38% 
vs.+30℃容量@3 時

間率 

63% 

寿命 
(100 サイクル後

@5 時間率) 

80% 76% 
@3 時間率 

95% 

 

表Ⅲ.2.2.2-3 研究成果（正極材料の品質安定化技術の開発） 

項目 目標値（最終） 達成値 達成度 備考（試料） 

目標とする重量

エネルギー密度

を備えた正極活

物質製造プロセ

スの確立 

900 Wh/kg（@1
時間率）が達成

可能なリチウム

化合物合成プロ

セス技術開発 

792 Wh/kg 88% Li1+x(Fe0.2Mn0.6Ni0.2)1-xO2

(750℃空気－窒素中焼成

品) 

前記製造プロセ

スで得られた正

極活物質の充放

電特性 

AIST 試作品の

100% の 性 能 を

確保 

100% 100% 

目標とする性能

を備えた正極活

物質サンプル供

給量 

サイクル維持率

(@1/20 時間率、

100 cycle):70%、

レート容量維持

率(@1/20 時間率

/@1 時間率):70%

サ イ ク ル 維 持

率 :0.05C,100cycle:
70% 
レ ー ト 容 量 維 持

率:30% 

サイクル

維 持

率:70% 
レート容

量 維 持

率:43% 
複 合 水 酸 化 物 

数 kg/月 
3 kg/月 100% 

リチウム化合物 

数 kg/月 
3 kg/月 100% 
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＜成果１＞ 
（内容）既存 Li2MO3 系正極との電位整合性に優れたコバルトフリー新規 Li2MO3 系酸化物正

極材料、高容量鉄及びニッケル置換 Li2MnO3 正極材料の開発に成功 
（達成度）◎ 
（成果の意義） 

現在、既存 Li2MO3 系正極として国内外においてコバルト及びニッケル置換 Li2MnO3

（Li1.2Co0.13Ni0.13Mn0.54O2 等）が精力的に実用化可能性が検討されている。この材料は約 3.7 V
の平均初期放電電圧を有し、約 250 mAh/g の初期放電容量を有する魅力的な正極材料であるが、

資源的に偏在しかつ高価なコバルトを含むため、さらに安価で魅力的な充放電特性を有する新

規 Li2MO3 系正極が求められている。 
 我々は、これまでに新規 Li2MO3 系正極として鉄置換 Li2MnO3 を見出し、その充放電特性の

鉄含有量依存性を検討してきた。鉄置換 Li2MnO3 は室温で 200 mAh/g 以上の初期放電容量を

有する高容量正極材料となりうることはわかってきたが、初期平均放電電圧が鉄含有量によら

ず 3.0 V と低いことから、上記既存 Li2MO3 系正極に対する電位の違いが大きく、実用化には

放電電圧を上昇させる必要があった。そこでニッケルと鉄を同量マンガンに対して置換させる

組成式 Li1+x(FeyNiyMn1-2y)1-xO2(0<x<1/3,0<y<0.4)で表される正極材料を産総研が独自に開発

した合成手法である共沈-水熱-焼成法で作製し、その充放電特性評価等を実施した。その中で

y=0.2 組成（Li1+x(Fe0.2Ni0.2Mn0.6)1-xO2）を選択し、かつ高温で短時間(800℃1 時間)の窒素中焼

成を行うこと、さらにマンガン源として過マンガン酸カリウム(KMnO4)を選択することにより、

最終目標値を概ね達成しうる、3.5 V 級鉄及びニッケル置換 Li2MnO3 正極を作製することに成

功した。またこの材料は塗布型電極作製後、対極を黒鉛系負極とした実用リチウムイオン二次

電池構成においても約 230 mAh/g の初期放電容量が得られ、30 サイクル程度まで安定にサイ

クルすることがわかり、車載用リチウムイオン二次電池正極としての潜在能力を有しているこ

とがわかった点で意義深いと考える。 
（課題と取り組み） 
 上記鉄及びニッケル置換 Li2MnO3 正極材料の実用化のためには、上記目標達成度において達

成度の相対的に低い、レート特性と低温特性の改善が必要である。これらの特性を改善するた

めには、遷移金属組成の配合比の再検討、一次粒子径の低減（比表面積増大）が必要である。

平均放電電圧の大幅な低下やサイクル特性劣化を避けつつ上記目標を達成するためには、作製

技術のさらなるブラッシュアップが求められる。またサイクル経過に伴う一部スピネル相への

構造変化の抑制技術確立も必要である。これらの課題を解決すべく新たな添加金属元素や電解

液組成の検討なども行なう必要があると考える。 
 
＜成果２＞ 
（内容）既存 Li2MO3 系正極に匹敵する充放電特性を有するコバルト及びニッケルフリー新規

Li2MO3 系酸化物正極材料、鉄及びチタン置換 Li2MnO3 正極材料の開発に成功 
（達成度）◎ 
（成果の意義） 
 上記鉄及びニッケル置換 Li2MnO3 正極は 3.5 V 級正極として優れた特性を有しているが、ま

だ高価なニッケルを含んでいる。さらなる低コスト化と充放電特性改善（特に初回の充放電効
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率の大幅な改善）のため、ニッケルを外した鉄及びチタン置換 Li2MnO3 系正極を遷移金属配合

比の再設定と遷移金属価数制御のための作製方法の抜本的見直しを通じて検討した。 
 まず遷移金属配合比の設定を実施した。鉄の含有量に関しては、鉄置換 Li2MnO3 の充放電特

性の鉄含有量依存性において、高容量を維持しつつ最も優れたレート特性、低温特性を示す鉄

含有量である 30%を指定した。チタン含有量に関しては、充放電時に起こる Mn 溶出の抑制を

行うために全遷移金属量に対して 20%とした。従って組成式は Li1+x(Fe0.3Ti0.2Mn0.5)1-xO2 とし

た。 
 次に鉄またはチタン置換 Li2MnO3 正極材料の初回および 2 回目の定電流充放電特性比較と

その化学組成変化に関する報告から、１サイクル後の状態を作製法の工夫により作製できれば

上記問題は解決できるものと考え、有機物共存下での不活性雰囲気焼成（炭素還元法）を用い

て目的物質の合成を行った。また炭素還元前に試料をあらかじめ高温で大気中焼成すること、

焼成前の原料は上述の水熱処理品ではなく水熱処理前の共沈物を用いることにより作製工程の

複雑化を防ぎ、共沈－焼成－炭素還元法として新たな作製プロセスを構築した。 
 得られた鉄またはチタン置換 Li2MnO3正極材料は、炭素還元により充放電容量は 250 mAh/g
と既存 Li2MO3 正極とほぼ同等となり、初回充放電効率も 2.0-4.8 V の電位範囲で 80%以上に

改善した。またこの材料は対極黒鉛での実用電池構成で 20 サイクルまでサイクル劣化がほと

んどないことが判明した。この材料も車載用リチウムイオン二次電池正極材料として優れた特

性を有していることがわかった点で意義があるものと考える。 
（課題と取り組み） 
 上記材料の平均電圧は 3.2 V であり、さらなる改善が必要と考える。ニッケル以外での電圧

向上元素を探索する必要がある。また作製方法もさらに改良してゆく必要がある。またこの材

料は、塗布型電極試作時の特性がまだ十分に引き出せておらず、今後金属配合比の再検討も含

めた継続的な改善が必要である。 
 
＜成果３＞ 
（内容）新規トンネル構造マンガン酸化物系正極材料の開発 

（達成度）○ 

（成果の意義） 

本事業で得られた Li0.44+xMO2 系正極材料は、今までほとんど検討されてこなかった新規材

料系であり、前述の Li2MO3 系と同様に電池メーカー等への正極活物質材料の多様性を付与し

うるという観点から意義深いと考えている。また、出発原料を田中化学研究所で試作した Mn-Ti
水酸化物原料とすることで、より高容量化が可能なことを見出した。このような新規マンガン

酸化物系正極は、含有するリチウムが少ないことから、現状のリチウムイオン二次電池の電池

構成の標準仕様である負極が Li イオンを含まない材料（例：炭素材料、合金系材料）での適用

が困難であったが、本事業の中でリチウム化処理技術を確立し、Na0.44MnO2 型のトンネル構

造を保持した新規マンガン酸化物正極材料 Li0.83MnO2 およびそのチタン置換体である

Li0.90Mn0.90Ti0.10O2 が合成可能であることを見出すと共に、平均放電電圧が 3.7-3.5 V で、充放

電容量が 200 mAh/g 程度の高容量正極であることを明らかにし、実用化可能性が高まったと考

え る 。 本 材 料 系 は 、 現 在 高 容 量 酸 化 物 正 極 と し て 知 ら れ て い る NMC 系 正 極

(LiNi1/3Mn1/3Co1/3O2)等と比較して、資源量、価格の観点から低減することが望ましい Ni およ
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び Co を含まず、安価で資源的に豊富な Ti、Mn を活用した材料系であることから、実用化が

期待される。 
（課題と取り組み） 

本材料系はリチウム化処理技術の適用によって、初期充放電特性を改善することはできたが、

200 mAh/g を大幅に超えるような更なる高容量化は困難であり、目標とした重量エネルギー密

度と比較すると 70%程度の性能であった。また、寿命特性、レート特性、低温特性が目標値に

未達であり、今後の取り組みで、今回明らかにされた性能を実用的な電極組成で実証していく

ことが必要である。そのためには、電解液、セパレータ等の他の電池部材とのマッチングや、

電池システムとしての評価が重要と考えられ、素材メーカー、電池メーカーとの連携が必要と

考えている。また、実用化のためには、本研究開発で見出したリチウム化処理技術の工業化へ

の展開、低コスト化の検討が必須であり、そのための製造プロセスの検討を進める必要がある。 
 
＜成果４＞ 
（内容）電極素材特性評価 

（達成度）○ 

（成果の意義） 

分析電子顕微鏡により、鉄含有 Li2MnO3 正極材料（Li1+x(Fe0.5Mn0.5)1-xO2）の微視構造評価

を実施し、走査型透過電子顕微鏡-電子エネルギー損失分光（STEM-EELS）スペクトラムイメ

ージング法やナノビーム電子回折法などにより、正極材料の一次粒子内にナノスケールで Fe
と Mn の遷移金属の濃度分布が存在し、2 つの結晶相が存在することを明らかにした。また、

充放電過程における各状態の試料に対して STEM-EELS スペクトラムイメージング法を用い

て、一次粒子内の Li の分布像をナノスケールで得ることに成功し、充放電時の Li の脱離・挿

入過程と遷移金属分布の関係などを明らかにすることができ、充電過程で初めに LiFeO2 相か

ら優先的に Li が脱離することをナノスケールで明らかにすることができた。また EELS、EDS
による酸素の定量測定や電子回折法による結晶構造評価を行い、充電時に Li の脱離とともに酸

化物イオンが脱離し、スピネル構造が形成され、放電後には酸化物イオンが一部戻って、スピ

ネル構造が元の結晶構造に戻ることなどを明らかにし、FM 系試料の高い容量の起源として酸

化物イオンが反応に関与していることを明らかにすることができ、ナノスケールの微細構造か

ら充放電メカニズムに関する知見を得ることができた。酸化物イオンの挙動をさらに詳しく調

べることにより電極の劣化を抑えることが可能になると考えられる。 
近年の電子顕微鏡技術の発展により、高分解能 TEM や環状明視野 STEM で結晶中の Li 原子

列の直接観察も行われるようになってきているが、ここで実施した電気化学特性評価やＸ線回

折法等との密接な連携により総合的に行った微細構造解析を基にして、電極材料の充放電メカ

ニズムに迫るアプローチは優位性がある。 
（課題と取り組み） 

ナノスケールでの構造解析は局所領域の現象を捉えることになるが、電極全体の特性との関

連付けをするために多くのデータ取得が必要となる。STEM-EELS 法では１つの測定領域に対

してデータの取得、データの処理に多くの時間を要するが、測定手順のスキームを最適化する

ことでデータ取得を短時間で行えるようにし、より多くの試料に対して測定を行い、得られた

データを統計的に処理する必要がある。また、データの定量性を向上させることも重要な課題
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である。STEM-EELS 法の測定スキームは確立しつつあり、従来の半分の時間で同等のデータ

が得られつつある。データ処理における定量性の向上には多変量解析を用いたデータ処理が効

果的であることを確認している。今後、測定データの質と量の向上により、電極特性と微細構

造の関係を明らかにしていく。 
 
＜成果５＞ 
（内容）正極材料の品質安定化成技術の開発 
（達成度）○ 
（成果の意義） 

産業技術総合研究所が開発した 2 つの正極材料系、層状岩塩型 Li2MO3 （M=Mn,Fe,Ni,Ti）
及び Li0.44+xMO2 系（M=Mn,Ti）について、ラミネートセル作製・評価のための塗布型電極作

製に必要な数量（数百ｇ/月）を確保できる反応合成設備を導入し、産業技術総合研究所開発品

と同等の電極性能の達成が可能かを検討し、異なる反応設備であっても反応条件を適宜変更す

ることにより層状岩塩型 Li2MO3 系及び Li0.44+xMO2 系材料について、同等性能の確保を可能

とした。上記開発材料の中から、放電容量を最重要項目として各種電気化学特性を吟味し、層

状岩塩型 Li2MO3（Ni:Fe:Mn=2:2:6 組成）を選定しより詳細に合成条件を検討した。具体的に

は塗布型電極作製に適する粉末物性を得るため、充填密度、粒子形状、表面積等の粉末物性を

制御する技術並びに同等の充放電特性を有する正極材料の品質安定化技術（数キログラム/月）

を確立した。次に電池としてのエネルギー密度、出力密度のデータの改善を目的として、焼成

プロセスを 2 段階に分けることにより最終生成物のタップ密度向上等、物性制御を図った。こ

の材料について塗布型電極試作・評価を行い、電極密度や充放電特性に及ぼす効果を検討した

ところ約 220 mAh/g の放電容量が得られた。そこで、ラミネート型セル等の実用小型単電池を

試作可能な量の試作と塗布型電極を用いた充放電特性評価を実施した。負極を MCMB（メソ

カーボンマイクロビーズ） としたラミネートセルの試作・評価データを基に重量エネルギー密

度を算出したところ、重量エネルギー密度：171 Wh/kg、体積エネルギー密度：407 Wh/L と

なることを確認した。重量エネルギー密度の目標値 250 Wh/kg に対して約 70%となった。ま

た、サイクル特性についてはサイクル経過とともに充電電圧を上昇させるいわゆるステップ充

放電を行うことにより概ね目標値を達成することができたものの、出力特性に関しては未達と

なった。 
（課題と取り組み） 

電池としての抵抗解析結果から、現在最も一般的に使用されている正極材料であるコバルト

酸リチウムと比較してどの SOC 状態でも交流抵抗が大きく、特に充放電末期の抵抗増大が著

しい結果となった。この点より、出力特性の改善には電極組成もしくは構造の変更・改良によ

り抵抗値の低い極板を作製する検討を行うことが必須であると考える。また、今回の検討によ

り電池の高容量化の観点からよりシリコン系負極などの高容量の負極との組み合わせが必須と

いうことが改めて確認できた。また、本材料の電池評価結果を外部機関に紹介し、結果として

電池メーカー2 社、他部材の材料メーカー等 2 者の計 4 機関にサンプル提供を実施した。今

後はこれらの材料メーカー、電池メーカーの協力も仰ぎ、実用化を目指した取り組みを推進し

たい。 
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（７）知的財産権等 

プロジェクト期間中の知的財産権等の件数を表Ⅲ.2.2.2-4 に示す。 
 

表Ⅲ.2.2.2-4 知的財産権等 件数 
知的財産権 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 計 

特許出願  3 1 0 6 5 15 
  うち、外国出願  0 0 0 0 0 0 
  国内登録  0 0 0 0 2 2 
  海外登録  0 0 0 0 0 0 
論文  1 6 9 4 9 29 
  うち、査読付き 1 5 3 0 4 13 
研究発表・講演  10 26 20 16 19 91 
受賞実績 0 1 0 0 1 2 
新聞・雑誌等への掲載  0 8 8 0 10 26 
展示会への出展  0 0 1 1 0 2 

合計 15 47 41 27 50 180 
 

（８）今後の課題と課題解決の見通し 

本事業においては、まず電池メーカー等に提供可能な酸化物正極材料の選択肢を増やすとい

う目的で、開発を行ってきたため、電池のエネルギー密度に直結する塗布型電極時の密度向上

手法の開発や、レート特性、低温特性を改善するための粉体特性制御技術、各種電解液とのマ

ッチング、各種負極との組み合わせ検討といった、本材料にあった電池構成の構築検討が十分

ではないと考える。今後は材料提供し始めている電池メーカー等との連携により、個別の正極

材料の問題点の把握とその解決のための作製方法、金属配合比設定へのフィードバックが欠か

せないと考える。まずは放電電圧の高い鉄及びニッケル置換 Li2MnO3 系を中心に数年かけて実

用化検討を行い、その後にさらに安価な鉄及びチタン置換 Li2MnO3 系正極材料へと開発を移行

させていきたい。 
 

（９）成果の実用化／活用 

 本研究開発事業の成果である｢高容量・低コスト新規酸化物正極材料｣について、田中化学研

究所において 2020 年頃の商品化を見込んでいる。販売先としては主に EV 用リチウムイオン

電池を生産している企業を想定している。また、EV 用リチウムイオン電池はその性能はもち

ろん、信頼性、耐久性も高いレベルでの両立が求められている。そのため、この分野で採用が

かなえば他の分野、例えばスマートグリッド用大型蓄電池等にも採用されると見込んでいる。 
しかし、現段階においては EV 用リチウムイオン電池用正極活物質として採用されうるレベ

ルには至っておらず、出力特性、寿命特性、信頼性など改善しなければならない点は多い。こ

れら問題点の改善を効率的に行うためには他の電池部材とのすり合わせ技術が重要であり、そ

のためには材料開発者間の連携だけでなく電池システム全体での評価・解析が不可欠であり、

電池メーカーの協力が必須となる。言い換えれば、現段階で EV 用正極材料として電池メーカ

ーの興味を引くレベルに到達していなければならない。この点に関しては（６）で述べた通り
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複数の電池メーカーに本研究成果を紹介し、サンプルを提出しており今後の協力関係構築に向

けた活動を継続中である。 
また、本研究成果の波及効果としては学会や講演会を通じて成果を発表しており、最近特に

話題となっているリチウム過剰型正極材料の候補の一つとして認知されている。現在実用化さ

れている正極活物質ではユーザーが満足するレベル（価格、航続距離など）で EV を提供する

ことが難しいと認識されており、本研究成果をはじめとした次世代正極材料の開発についても

大変活発になっている。また、前述した通り、EV 分野で採用がかなえば他の分野、例えば最

近話題となっているスマートグリッド用途などの大型蓄電池等への採用も見込まれ、その波及

効果はとても大きい。 
実用化の為には負極や電解液等の他の電池部材メーカーとの連携はもちろん、電池メーカー

の協力を得ることが不可欠を考えている。そのため、まずはこれらのメーカーとの共同研究的

な枠組みを構築することが当面の目標となる（この際には公的プロジェクトの活用を視野に入

れる）。連携体制の構築後、5 年程度をかけ先に述べた技術課題の改善及び量産化技術の開発を

行う。この検討結果を踏まえ、事業化できると判断した場合、設備投資を実施する。事業化時

期の目途としては 2020 年頃を見込んでいる。 
 

（１０）その他（プレス発表３件） 
1. 2008年 8月 18日発表 「リチウムイオンの出入りを可視化する電子顕微鏡観察技術を開発」、

産総研プレス発表（吉川純、秋田知樹） 
2. 2009年 8月 17日発表 「リチウムイオン二次電池用のコバルトを含まない正極材料を開発」、

産総研・田中化学共同プレス発表（田渕光春、竹内友成、秋本順二、今泉純一） 
3. 2011年 10月 12日発表 「安価で高性能なリチウムイオン二次電池正極材料の開発に成功」、

産総研・田中化学共同プレス発表（田渕光春、秋本順二、今泉純一） 
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２．２．３ リチウム二次電池の安全性に資するイオン液体電解液の開発 
（産業技術総合研究所） 

 
（１）事業目的 

リチウム二次電池の安全性を高める液体電解質媒体として、難燃性・難揮発性が主な特徴で

ある“イオン液体（常温溶融塩）”の適用を検討し、既存の有機電解液系リチウム二次電池の構

成を生かしつつ、安全性に優れた車載用リチウム二次電池システムの実現に資するイオン液体

電解質を開発することを目的とする。 
 

（２）事業概要 
次世代自動車用高性能蓄電システムとしてのリチウム二次電池の安全性向上に資する車

載環境での実用温度域で少なくとも 2×10-2 S/cm のイオン伝導度を示しうる低粘性かつ低融

点のイオン液体の開発を行う。これに際し、計算科学的手法を用いたスクリーニングによる効

率的なイオン構造の探索を行い、また実際に合成によって得られたイオン液体の電池模擬環境

での熱安定性評価を行う。さらにイオン液体に適した電極やセパレータの探索により、開発し

たイオン液体を用いて小型実電池を試作し、2,500 W/kg のピーク出力が得られることを実証

する。それぞれについての研究開発実施項目を以下に記す。 
 

①計算科学的手法によるイオン液体電解質の推定 

非経験的分子軌道法による正イオンおよび負イオンの構造から開始、続いて正負イオン対の

相互作用計算へと展開し、イオン液体物性の解明に資する手法であることを中間報告年度まで

に確認する。その後、それらの結果を踏まえた分子動力学計算法の確立を目指した後、低粘性、

低融点イオン液体の設計指針導出に利用する。公知イオン種から未知イオン種の物性予測に活

用し、高性能イオン液体開発のスクリーニングに活用できることを示す。一方、これらの分子

レベルの計算に加え、中間目標以後は、第一原理 DFT 法によるリチウム金属／イオン液体界

面構造計算の検討を行い、電池電極界面反応のような不均一反応場におけるイオン構造の影響

について検討することにより、低粘性、低融点といった基礎物性だけでなく、電池系に適した

イオン液体構造の導出を目指す。 
 

②アニオン原料合成及びイオン液体合成 

高い耐熱性を示すアミドアニオンである TFSA アニオンと耐熱性には若干劣るものの、これ

まで知られているイオン液体では最も高い電池特性を示しうる FSA アニオンの双方の特徴を

兼ね備えると予想される FTA アニオンの合成を検討し、それからなるイオン液体を 30 種以上

合成する。室温域で 10 mS/cm2 の伝導度、車載環境での導電率としては、20 mS/cm2 となるイ

オン液体を見出す。また中心原子が窒素であるこれらアミド系アニオンとは根本的に構造が異

なる中心原子がホウ素のボレート系アニオンの新規物質を開発し、実施項目①で示された設計

指針を導入し、低粘度、低融点化の実証を行う。中間評価後は、未知アニオンとして中心原子

が炭素のメサイド系の新規物質合成を目指す。 
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③電解質特性評価 

イオン液体の基本物性（粘性、伝導率、密度）、電気化学安定性、融点、固体ー固体相転移挙

動、耐熱性評価を順次検討する。中間評価まではイオン液体に焦点をあて、伝導率や粘性と関

連する、イオンの自己拡散係数の計測を行う。 
 

④電池部材との親和性評価及び最適化 

イオン液体と既存の有機溶媒系電解液に最適化された電池部材との親和性はあまり良好では

ない。特にセパレータへの含浸を改善するべく、これらとイオン液体の馴染み（接触角、表面

張力測定等）に関する情報を収集する。さらにカチオン、アニオン構造との相関について検討

し、イオン液体に適したセパレータ構成の探索を行う。引き続いて、合剤電極との親和性に関

する情報を収集する。特に出力を左右する電極の厚みと電池特性の相関と濡れに関する情報を

関連させ、小型実電池での検証に向けて、イオン液体に適した合剤電極の構成についての知見

を得る。 
 

⑤出力特性評価 

上記で見出された新規イオン液体ならびに電池材料を組みあわせ、小型実電池の設計を行い、

出力特性評価を行う。一般的な有機溶媒電解液と対比させながら、中間目標として小型実電池

においてピーク出力1,800 W/kg を、最終目標はプロジェクト目標値である2,500 W/kgを見通

す。 
 

（３）研究開発の実施スケジュールと予算 

 

表Ⅲ.2.2.3-１ 主な実施項目と開発費用 

主な実施項目 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度  

計算科学的手法によ

るイオン間相互作用

推定 

      

アニオン原料合成お

よびイオン液体合成 

      

電解質特性評価       

電池部材との親和性

評価及び最適化 

      

出力特性評価       

       

開発費用（百万円） 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 総額 
産業技術総合研究所 40 50 55 50 40 235 
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（４）研究開発の実施体制 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図Ⅲ.2.2.3-1 研究開発の実施体制 

 

（５）研究開発目標と根拠 

①中間目標 

 (a)計算科学的手法によるイオン液体電解質の推定 

 高性能イオン液体となる分子の設計指針導出のために、物性情報が公知のアミド系イオン液

体を中心にイオン間相互作用と実測のイオン解離度（イオニシティー）との相関について明確

にする。その後、これらの計算結果を活用し分子動力学計算のための力場設計を目指す。より

多彩なアニオン（例えば中心原子がホウ素のボレート系や同炭素原子のメサイド系アニオン）

からなるイオン液体への分子動力学法の適用可能性を確認する。 

 イオン液体は正負イオンの膨大な組み合わせが考えられるものの、合成に手間がかかるため

電池系に適した優れたイオン液体の合成については試行錯誤の連続であったが、近年著しく計

算機の性能が向上し、かつ計算機コストが急激に低下し、かつては現実的には困難であった高

精度計算（第一原理計算）を短時間で行う事ができるようになった。一方、イオン液体の合成

例も多くなり、計算化学的手法による物性予測の検証が可能となりつつあるが、蓄電池系への

適用に特化した研究はあまり見られない。本研究で特に重視する低粘度・低融点イオン液体の

開発には分子動力学法が適しているが、その活用のためには力場の設計が欠かせない。力場設

計には、まず多種多様な構造が考えられるイオン単独の計算からはじめ、イオン間相互作用の

詳細な計算を行う必要があるが、これらの計算結果から粘性や融点以外の情報（例えば電気化

学安定性、電荷分布、リチウムカチオンとの相互作用）が得られる。中間評価までは、これら

の情報の活用を検討し、非対称構造の導入の意味、側鎖へのエーテル酸素導入効果、の 2 つの

性能向上法の解明に繋がり、新規物質開発に計算化学的手法が有用であることが示されたこと

は限られたリソースの元での新規物質開発にとって意義深いものであると考えられる。 

(b)アニオン原料合成及びイオン液体合成 

 耐酸化性に優れたアニオンの合成は、フッ素化学の専門知識が必要であり、また慎重な合成

作業が要求されることから、試行錯誤で高性能イオン液体となるアニオンの合成を行う事は非

常に非効率である。実施項目①で計算科学的手法による設計法の確立を目指しているが、それ

と同時に、これまで研究担当者らが見だしてきた新規イオン液体を土台とし、非対称 FTA アニ

オンからなるイオン液体の合成をまず検討した。開発目標としては、車載環境温度での伝導率

を 2×10-2 S/cm となるものとした。その根拠は以下の通りである。 
 一般的な構成の高出力タイプの電池の実績から、エネルギー密度を大きく低下させずに出力 

NEDO 

独立行政法人産業技術総合研究所 

関西センター 

ﾕﾋﾞｷﾀｽｴﾈﾙｷﾞｰ研究部門 

健康工学研究部門 

つくばセンター 

ﾅﾉｼｽﾃﾑ研究部門 
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2,500 W kg-1 を達成するためには、リチウムイオンによる伝導の寄与が少なくとも 2×10-3 
S/cm であることが必要と見積もられた。よって本研究で開発すべきイオン液体電解質に求め

られる伝導度は、所定量（たとえば 0.3～ 1.5 mol/dm3）のリチウム塩添加後、作動温度にお

けるリチウムイオンの伝導の寄与が最低 2×10-3 S/cm と設定される。さらにイオン液体中での

リチウムイオンの輸率が濃度によって数%から 10％に変化する事を考慮し、少なくとも車載環

境における実用温度域において 2×10-2 S/cm 以上のイオン伝導度を示しうる低粘性かつ低融

点のイオン液体が必要となる。 
 リチウム二次電池系において内部抵抗因子は、単にリチウムイオン輸送抵抗だけでなく、電

極界面電荷移動抵抗の総和である。よって伝導度が目標値に若干届かないものであっても、電

極界面電荷移動抵抗が小さくなるようなイオン液体が見出されれば、必ずしも伝導度の目標値

を達成していなくても、中間目標(e)で述べる出力特性の目標を達成する可能性はある。 
(c)電解質特性評価 

 実施項目②で開発するイオン液体の基礎物性（粘度、導電率などの輸送特性から、融点、熱

分解温度などの熱物性）の測定を行う一方、磁場勾配 NMR 法によるイオンの自己拡散係数計

測、さらに安全性についての評価（質量分析計と熱天秤を組み合わせた熱分解ガス組成の解明、

示差走査型熱量計と耐熱容器を用いた模擬電池内部環境での熱安定性評価）の実施を検討する。 
中間評価までは、主として本研究でまず検討する FTA 系イオン液体から開始し、イオン液体を

構成するイオン種の構造とこれらの物性との相関性について明らかにすることを目標とする。 
(d)電池部材との親和性評価及び最適化 

  電池のピーク出力 1,800 W/kg を達成しうるイオン液体電解質で、かつ少なくとも既存の

有機電解液の発熱開始温度よりも高い温度でも発熱しないイオン液体と電池構成材料との組合

せを見出す。 
(e)出力特性評価 

 出力評価に使用する電池の設計、試作を行い、中間評価時の目標として、前プロジェクト（燃

料電池自動車等用リチウム電池技術開発 高性能リチウム電池要素技術開発）における目標値

1,800 W/kg を見通すこととした。 

 

②最終目標 

(a)計算科学的手法によるイオン液体電解質の推定 

 中間評価までに前倒しで達成した、分子動力学計算による粘性予測を利用し未知アニオンに

ついて検討し、低粘性イオン液体となるイオン構造の特徴を抽出する。また固体電極とイオン

液体界面構造のモデルとしてリチウム金属／イオン液体界面のエネルギー構造を検討するため

に、第一原理 DFT 計算の適用を行い、リチウム金属表面とアニオン種の相互作用について詳

細に検討する。 
(b)アニオン原料合成及びイオン液体合成 

 最終目標は、中間目標から同じく車載環境温度での伝導率を 2×10-2 S/cm とした。根拠は前

述の通りである。アミド系アニオンからボレート系など構造が異なるアニオン種へ展開する。 
(c)電解質特性評価 

 引き続き新規に開発したイオン液体の物性評価を行う。安全性についての評価については、

イオン液体からリチウム塩の熱安定性についてアニオン構造との相関性について検討する。 
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(d)電池部材との親和性評価及び最適化 

 最終目標における電池のピーク出力 2500 W kg-1 を達成しうるイオン液体電解質で、かつ少

なくとも既存の有機電解液の発熱開始温度よりも高い温度でも発熱しないイオン液体と電池構

成材料との組合せを見出す。 
(e) 出力特性評価 

 出力評価に使用する電池の設計、試作を行い、有機溶媒電解液との対比を行いつつ、本プロ

ジェクトにおける目標値 2,500 W kg-1 を見通す。 

 

（６）研究開発成果 

表Ⅲ.2.2.3-2 研究成果（一覧） 

項目 目標値（最終） 達成値 達成度 備考 

(a)計算科学的手

法によるイオン

液体電解質の推

定 

 

 

 粘性の予測法

の確立とそれに

基づく設計指針

導出 
 固体／イオン

液体界面でのア

ニオン吸着挙動

解明 

 分子動力学法による粘性

とイオン構造のトレンド再

現に成功。 
 リチウム金属上での吸着

エネルギーがアニオンに依

存することを解明。 

 

 ◎ 

 

 

   

 

 

(b)アニオン原料

合成及びイオン

液体合成 

 

 

 

 

 

 

 

(c)電解質特性評

価 

 
 室温で 10 mS / 
cm、車載環境温度

で 20 mS / cm の

伝導度を示す低

粘性、低融点イオ

ン液体合成。 
 
 
 
 
 熱安定性（熱分

解ガス分析）評価

電池構成材料共

存下での安定性

評価（DSC） 
 
 
 
 
 

 
 新規イオン液体 40 種以

上（新規アニオン種は２種）

合成。65℃でほぼ 20mS/cm
となるイオン液体を合成。

非 対 称 ア ニ オ ン に よ り

100℃以上の融点低減効果

およびアニオンへのエーテ

ル酸素導入による低粘度、

低融点化を実現。 
 
 最も熱安定性が弱いと考

えられるリチウム塩につい

ての分解ガス分析、および

リチウム金属共存下での熱

安定性について検討し、開

発に注力した FTA 塩が当

初の予想の通り、FSA より

も高い熱安定性を示すこと

を明らかにした。 

  

 

 ◎ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ◯ 
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(d)電池部材との

親和性評価及び

最適化 

 イオン液体に適

した電池構成部材

を見出す。 

 イオン液体の含浸性に優

れたセパレータとしてシリ

カナノ粒子含有セパレータ

を見出した。 

 ◎ 

 

 

 

 

 

(e)出力特性評価 2,500 W/kg 1,868 W/kg  △ 従来の有機溶媒

を上回る出力を

見通したが、プ

ロジェクト目標

値には達せず。 

 

＜成果１＞ 

（内容）計算科学的手法によるイオン液体電解質の推定 

（達成度）◎ 

（成果の意義）合成が困難なフッ素アニオンが主体であるイオン液体およびリチウム塩の効率

的な開発に資する成果。 
（課題と取り組み） 
 最も高精度な第一原理計算の適用を当初から念頭におき、その迅速な計算に必要なコンピュ

ータの導入は、開発の進捗、性能向上を考慮しつつ毎年度積み増した。特に中間評価以降取り

組んだ分子動力学計算では膨大な計算結果の蓄積を要するため、計算結果を高速に保存するフ

ァイルサーバの導入も行い、256 イオン対に及ぶ膨大な計算を円滑に行えるように整備した。 
 これらの計算科学的手法により、イオン液体の物性とイオン構造の相関性について詳細に検

討した結果、電荷分布、正負イオン間相互作用エネルギーの強さとその方向性がイオンの解離

性に重要であることを見出した。さらにこれらの結果を踏まえた分子動力学計算から得られる

自己拡散係数が実測と良い相関性を持つ計算手法を見出し、低粘性イオン液体開発のための仮

想実験が可能な環境の構築に成功した。未知イオン液体の粘性の推測だけでなく、より積極的

にイオン構造の特定の部位の運動性を凍結させる等の計算ならではの試みによって、どのよう

な構造、運動性が粘度に強く影響するのかを明らかにした。（図Ⅲ.2.2.3-2（左））これらはその

まま低粘性イオン液体の設計指針となることを意味する。経験と勘からなる新規物質開発から、

狙った化合物をピンポイントで開発しうる環境が実現しつつある。 
 一方、電池系では固体と液体が接する不均一反応場におけるイオン構造の影響についての検

討が必要である。そこでこのような計算に向いている第一原理 DFT 計算を中間報告後に導入

した。モデルとしてもっとも単純な系ではあるがリチウム金属（出力評価セルの負極として使

用）とイオン液体界面のシミュレーションを行い、アニオン種の構造の相違によって界面にお

けるリチウム金属との相互作用（吸着エネルギー）が大きく異なること、その度合がバルクイ

オン液体中でのリチウムカチオンとアニオンの相互作用エネルギーとは真逆であることを見出

した。（図Ⅲ.2.2.3-2（右））これらの結果とリチウム金属上での界面電荷移動抵抗等の結果を総

合すれば、どういったアニオン構造がリチウム二次電池系に好ましいかについて理解が進むも

のと考えられる。 
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全部 
フリー 

  Aを　　　Bを　　 Cを　　A,B,Cを 
 固定　　固定 　固定  　固定  

図Ⅲ.2.2.3-2 計算結果の例 （左）イオンの任意の位置での運動性を凍結した場合の自己拡散

係数－運動性が重要であることを示唆（右）Li(100)上での EMI[FTA]の吸着状態－Li 金属表

面にはアニオンが強く吸着。 

  

＜成果２＞ 

（内容）アニオン原料合成及びイオン液体合成 

（達成度）◎ 

（成果の意義）新規なパーフルオロアニオン種の合成により熱安定性の改善とリチウム二次電

池に適するアニオン種の構造因子が明らかとなった。 

（課題と取り組み） 

 イオン液体の物性や電池特性はアニオン種の影響を大きく受けることは、本プロジェクトの

開始前にある程度明らにしてきたが、新規なアニオン種の合成は非常に合成が困難であること

から、アニオン構造と物性や電池特性の相関について詳細に検討することがままならなかった。  

そこでまず、本プロジェクト開始前に明らかにした FSA アニオン（別称：FSI）と TFSA アニ

オン（別称 TFSI）の両者の特徴を兼ね備える FTA アニオンの合成を検討し、非対称構造を有

する FTA アニオンでは従来のアニオンでは固体となってしまう対称性の高いカチオンをほぼ

すべてイオン液体化することが可能であることを見出し、さらに電池特性については現時点で

最も優れた電池特性を示す FSA アニオンに次ぐ高いレート特性を示しうることを明らかにし

た。粘性は FSA に次いで低く、伝導度は FSA についで高いことが高いレート特性を示す原因

ではあるが、さらに電極界面電荷移動抵抗が FSA に次いで小さいことから、アニオン構造中

に FSO2 基を含むことが電池性能に大きく影響していることが明確になった。成果１で得られ

た計算結果から、リチウムカチオンとアニオンの相互作用エネルギーが小さいこと、アニオン

内部における電荷分布の分散性が TFSA に比べるとより広範囲であること、リチウム金属への

吸着エネルギーが高いことなどが相まって電極界面での電荷移動抵抗を小さくしているものと

考えられる。次に、成果１で低粘性、低融点のイオン液体の設計指針として、側鎖の運動性を

高めることが効果的であるという結果を得たが、それを実現すべくエーテル酸素を含むパーフ 

N
SO2CF3

SO2CF3

TFSA

N
SO2F

SO2CF3

FTA

N
SO2F

SO2F

FSA

本事業で開発 

B

F

F

F

F B

F

F

F

CnF2n+1

BF4 RFBF3

B

F

F

F

CF2CF2OCF3

CF3OCF2CF2BF3

本事業で開発 

アミド系アニオン ボレート系アニオン 

 
図Ⅲ.2.2.3-3 本事業で開発したイオン液体構成アニオン種 
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ルオロ側鎖をボレート系アニオンに導入し、確かに粘性や融点が劇的に低下することを明らか

にすることができた。成果１によって得られた分子設計指針の導入が確かにイオン液体の物性

改良に効果を示すことの実証となった。これらの結果はリチウム二次電池系においては合成が

困難なパーフルオロアニオンの合成が電池特性改良の鍵を握っていることを如実に示している。 
 
＜成果３＞ 
（内容）電解質特性評価 

（達成度）◯ 

（成果の意義）イオン液体の物性とイオン構造の相関性について、計算科学的手法の結果の妥

当性を明らかにした。また電池電解液の熱安定性にとって重要なリチウム塩の熱安定性に関す

る知見を得ることできた。 

（課題と取り組み） 

  合成したイオン液体の輸送物性や熱物性のような基本特性の集積によって、計算科学的手法

によって得られる結果の検証に用いた。特に磁場勾配 NMR 法によるイオンの自己拡散係数測

定から、イオン液体中での拡散挙動においてアニオンは系の粘性にほぼ依存するが、EMI カチ

オンでは粘性では説明できない高い拡散係数を示すという結果を得た。これはイオン液体中で

のアニオンとカチオンがそれぞれ異なる環境に存在することを示唆する重要な知見であり、計

算科学的手法で求めた自己拡散係数とも良い一致を示すことが分かった。 
 本事業ではイオン液体が安全性に資するかどうかの検討が最も重要な知見を与えると考えら

れ、熱天秤と質量分析計を組み合わせた独自に開発した装置によって、様々なイオン液体やリ

チウム塩の熱分解機構の解明を検討したが、イオン液体については、分解ガスが質量分析計内

部の機構に影響し装置の不具合が頻発したことから、イオン液体の分析よりも、より熱安定性

に劣るリチウム塩について重点的に検討した。その結果から、一般の電解液に用いられている

PF6 塩よりも、TFSA のようなアミドアニオンが熱安定性が高いこと、FTA は FSA よりも高

い熱安定性を有すること、ボレート系はパーフルオロオアルキル側鎖が 150℃という比較的低

い温度で脱離することから総合するとアミド系アニオンの耐熱性が優れているという結果を得

ることができた。さらに Li 金属共存下での DSC 測定の結果（図Ⅲ.2.2.3-4）、LiFTA は他の主

だったリチウム塩に比べて発熱温度が高く、

また発熱マイルドであることが確認できた。

そこで次に Li 金属負極を用いたラミネー

トセルでラミネートの耐熱限界温度（ほぼ

140℃）まで、LiFePO4 正極とリチウム金

属負極からなるセルが作動することを確認

し、さらに、LiFTA 塩が融点 100℃とこれ

まで知られているパーフルオロアニオンの

リチウム塩では最も低い融点を示し、

100℃以上の溶融状態での LiFePO4 正極の

作動を確認することができた。このことは

開発した FTA 塩の耐熱性が優れているこ

とを示唆するものである。 

図Ⅲ.2.2.3-4  Li 金属共存下での Li 塩の熱安

定性 
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＜成果４＞ 
（内容）出力特性評価 

（達成度）△ 
（成果の意義）イオン液体のように従来の有機溶媒と比べて一桁以上高い粘性を有する電解液

であっても、アニオン構造を工夫することによって出力特性が有機溶媒電解液よりも高くなる

ことを実証した。 
（課題と取り組み） 
 高出力を得るために、正極、負極ともに様々な材料を検討し、出力評価用セル（0.3A 級）の

構築が可能となる電極系としてコバルト酸リチウムとリチウム金属負極を選定し、0.3A 級電池

の構築と有機溶媒電解液で所定の容量での充放電試験が可能であるものが構築できた。しかし

ながら、グローブボックス中での手作業でのセル構築のため歩留まりが悪いこと、本セルの電

解液の必要量が多く、イオン液体の大量合成が困難であることから、この出力評価セルでの出

力評価の代わりに、コイン型セル（直径 2cm のディスク電極）での出力評価結果に出力評価セ

ルで用いた活物質とセル重量の比を乗じることで、出力の評価検討を行った。（図Ⅲ.2.2.3-5）  
 その結果、FSO2 基を含有するアミドアニオン、FSA および FTA からなる EMI イオン液体

において、コイン型セルの出力は、室温 25℃、および 55℃の加温条件のいずれにおいても、

有機溶媒電解液（1M LiPF6 / EC:DMC(1:1)）の 2 倍以上の出力となっていることが明らかと

なった。有機溶媒電解液では 55℃でほぼ頭打ちの傾向を示すのに対し、いずれのイオン液体で

も温度を増加させると出力も増加していくことから、より高い温度ではさらに出力が高くなる

ものと考えられる。0.3A 級電池の活物質量とセル重量の比を用いた出力評価値は EMI[FSA]
では 1,908 W/kg、EMI[FTA]では 1,868 W/kg となり、有機溶媒（928 W/kg）の 2 倍の出力が

得られていることが分かった。 
 ま た 伝 導 率 は 目 標 値 に は 達 し て い な い は ず の ス ピ ロ ア ン モ ニ ウ ム 型 カ チ オ ン

（azoniaspiro[4.4.]nonane, AS44+）からなる FTA 塩では、55�の出力が 888 W/kg と有機溶媒

に匹敵する値となった。2500 W/kg の出力目標には全く及ばないが、この結果は、イオン液体

の粘性や伝導度だけでは説明できず、正負イオン間の解離性の指標であるイオニシティーが

0.84 と他のイオン液体が 0.6 程度であることからすれば大きいことが、粘度の割には小さい電

極界面電荷移動抵抗であることの一因となっているものと考えられ、カチオン種が電池特性に

及ぼす影響が存在することを示唆す

る結果を得ることができた。 
 本事業の目的である 2,500W/kg
を実証するためには、少なくとも有

機溶媒電解液で 2,500W/kg を見通

しうる実証セルの自作が必要であっ

たが、十分に検討できなかった点が

反省点として残る。また、仮に有機

溶媒電解液で目標が達成できても、

イオン液体に適した構成ではない可

能性もある。このことは、要素部材

のみの開発では不十分である事を意
図Ⅲ.2.2.3-5  SOC50%における出力評価結果 
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味する。 
 

（７）知的財産権等 

本プロジェクト期間中の知的財産権等の件数を表Ⅲ.2.2.3-3 に示す。 
 

表Ⅲ.2.2.3-3 知的財産権等 件数 
知的財産権 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 計 

特許出願  0  2  2  2  4  10  
  うち、外国出願 0  0  0  1  1  2  
  国内登録 0  0  0  0  0  0  
  海外登録 0  0  0  0  0  0  
論文 1  2  7  9  9  28  
  うち、査読付き 0  1  2  6 4  13  
研究発表・講演 5  12  12  21  19  69  
受賞実績 0  1  0  2  0  3  
新聞・雑誌等への掲載 0  2  1  2  1  6  
展示会への出展 0  0  0  0  1  1  
合計 6  19  22  36  34  117  
 

（８）今後の課題と課題解決の見通し 

 比較として用いた有機溶媒電解液よりもイオン液体単独でも 2 倍の出力を示す好結果を得た

ものの、1,900 W/kg の見通しに留まり、プロジェクト開発目標 2,500 W/kg の 75% であっ

た。イオン液体では耐熱性が高く、100℃以上でもイオン液体が電池電解液として作動するこ

とを確認し、さらに、アルカリ金属塩のみでも本事業で開発してきた FTA アニオンを使用すれ

ば 65℃では、従来の有機溶媒電解液を超える良レート特性を示すことも見出した。よって 55℃
以上での出力は温度とともに大きく改善することが十分に予想される。ただしあまり高温では

車載用としての用途に見合わないが、少なくとも高温環境における安全性に資する電解液とし

てのイオン液体、アルカリ金属溶融塩の実証となると考えられる。これらはゼロソルベントの

特徴を最大限に発揮させることを目的としているが、安全性に優れたリチウム二次電池蓄電シ

ステムの構築が最終目標であり、そのシステムに資する高温でも安定に作動する電解液の構成

材料としてこれらの塩を活用することも検討したい。具体的には少量の添加で粘性が低下する

耐熱性添加剤、あるいは液媒体の開発が重要であると考えている。 
 
（９）成果の実用化／活用 

 近年自然エネルギーの活発化に伴い、安全性に優れた大型の蓄電システムの重要性が認識さ

れており、高温においても安全性に優れたメンテナンスフリーの蓄電システムに要求される高

温でも安全性が高い電解液として本事業で開発したイオン液体やリチウム金属溶融塩の適用可

能性があると考えている。溶媒を全く含まず、難揮発性、難燃性でかつ電極を選べば比較的高

い温度でも安定して充放電ができると、大型の蓄電池で重要な熱管理のコストが低減できる可

能性がある。もちろん、そのためには電解液自体のコスト低減についても積極的に取り組む必
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要があると認識している。また本事業では様々なイオン液体を合成し、カチオン、アニオンバ

リエーションを増加させた。特にアニオンは合成が容易ではなく、代表的なアニオンの利用に

とどまっていたことから、今後、イオン液体に関する基礎研究から応用開発に、開発したイオ

ン液体のみならず、計算化学的手法による分子設計法が利用されるものと期待する。 

 

（１０）その他 

 最近の研究の進展からイオン液体のようなゼロソルベントでは従来の有機溶媒では用いるこ

とができない材料の充放電が可能になるなど、今後も研究開発の進展が期待される。
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２．２．４ 高容量電池の研究開発 
（日産自動車） 

 
（１）事業目的 

本事業の目的は、EV及びPHEVを実用化して広く普及させるため、高エネルギー密度の先進

型リチウムイオン電池を開発することである。 

 

 

 

（２）事業概要 

大学と協力・分担して最高レベルの高性能正極材料及び高性能負極材料を開発し、これら

に適応できる多機能高性能電解質材料を開発し、これまでに培ってきた日産自動車株式会社

の電池作製・評価技術を活用することによってテーマ目標を満足する電池として作り上げる。

なお、本事業では、電池材料の研究開発方法の変革を目指して、特徴的研究手法として、量

子力学・統計力学に基づくコンピュータ材料設計技術とコンビナトリアル実験手法を開発・

適用して、これらを組み合わせることで研究開発スピードと効率を格段に向上することを一

つの特徴とする。 

本事業における高性能正極材料の技術的ポイントは、現行のリチウムイオン電池正極材料

LiNO2(N:遷移金属)の理論限界（275 mAh/g）を越える容量（280 mAh/g以上）を目指して、多電

子化（一つの元素が複数の電子を供給）という一貫した基本方針のもと、現実的なものからよ

り挑戦的なものへと３段階で高容量化の可能性を追求することである。また、高性能負極材料

のポイントは、リチウムイオン電池の究極的高容量負極材料と考えられるLi－Si合金負極の、

充電による３倍を超える体積膨張というサイクル寿命上の基本的に難しい問題を基礎的側面か

ら検討して、ナノ粒子化をはじめとする新規な技術を駆使し、サイクル寿命を確保しつつ段階

的に容量向上（800 mAh/g以上）できるように、エンジニアリング面から纏め上げることである。 
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（３）研究開発の実施スケジュールと予算 

平成１９年度～平成２３年度の研究計画並びに開発費用を表Ⅲ.2.2.4-1 に示す。 

 

表Ⅲ.2.2.4-１ 主な実施項目と開発費用 

 

事業項目 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度
１．高性能正極材料
　　固溶体系正極

　　　高容量発現機構の解明（神奈川大学）

　　　更なる高容量化検討（神奈川大学）

　　　充放電サイクル安定化（神奈川大学）

　　　組成の最適化

　　　放射光・中性子線による構造解析

　　　高容量・高耐久化

２．高性能負極材料
　　　Si多元合金化負極検討

　　　コンビナトリアル組成探索

　　　体積変化、電解液分解抑制策検討

　　　サイクル耐久性試験

３．電池試作評価

　　　フルセルのサイクル耐久性改善

　　　フルセルの出力評価／改善

　　　フルセルでの安全性試験

開発費用（百万円） １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 総額

　　日産自動車株式会社 118.3 153.9 91.1 69.9 53.5 486.7  

 

（４）研究開発の実施体制  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

図Ⅲ.2.2.4-1 研究開発の実施体制 

NEDO 

日産自動車株式会社 

総合研究所 

先端材料研究所 

神奈川大学（学校法人） 

工学部物質生命化学科 

研究開発項目：固溶体正極の高

容量化／発現機構 

東京工業大学（国立大学法人） 

大学院総合理工学研究科 

物質電子化学専攻 

研究開発項目：遷移金属 4 配位系正極 

再委託 

（平成 19 年 11 月 13 日から平成 22 年 3 月 20 日まで） 
再委託 
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（５）研究開発目標と根拠 

①中間目標 

平成 23 年度にセルとして最終目標を達成できるよう、平成 21 年度末に中間目標を設定した。

具体的には、正極、負極の各材料が、セルとしてのエネルギー密度の最終目標を達成可能な水

準まで高容量化が可能なことを示すとともに、サイクル耐久性向上の可能性を示すことを目標

とした。 
 

平成 21年度末中間目標 

高性能正極材料 
初期容量 280mAh/g 
容量維持率 80%@100cycle 

 
高性能負極材料 

初期容量 800mAh/g 
容量維持率 80%@100cycle 

 

②最終目標 

セルとしての重量エネルギー密度の目標値については、将来のEVを想定しNEDO提示の値

（セルで、250 Wh/kg）よりも一段高い値（セルで、300 Wh/kg）に設定した。出力、コスト、

安全性はNEDO提示の目標値を用いた。サイクル寿命は、自動車適用を想定して自主設定した。 

 

最終目標 
・重量エネルギー密度：250 Wh/kg （セルで、300 Wh/kg）以上。 
・重量出力密度：2,500 W/kg （セルで、3,125 W/kg）以上。 
・コスト：3 万円/kWh以下の見通しを示すこと。（100万パック/年生産時） 
・安全性：車載時の濫用に耐えること。 
・サイクル寿命：1,000回以上。 

 

（６）研究開発成果 

本研究開発の成果一覧を、表Ⅲ.2.2.4-2 に示す。全項目で最終目標を達成できた。 

表Ⅲ.2.2.4-2 研究成果（一覧） 

項目 目標値（最終） 達成値 達成度 備考 

セル・エネルギー密度 300Wh/kg 302Wh/kg ○  

セル・出力密度 3,125W/kg 3,253W/kg ○  

サイクル耐久性 1,000cyc 時 容

量維持率：80%
1000cyc 時容量維持

率：83% 
○ 平成 24年 6月に

測定完了 

コスト 3 万円/kWh 2 万 5 千円/kWh ○  

安全性 車載時の濫用

に耐える 
1Ah 級セル釘刺しで

42℃上昇、発煙発火無

○  
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＜成果１＞ 

（内容）高性能正極材料の研究開発 

（達成度）○ 

（成果の意義） 

 世界最高レベルの容量を持つ正極材料が得られた。 

（課題と取り組み） 

 研究開発の基本方針を多電子化（一つの遷移金属元素が複数の電子を出し入れできる）とし

て中間目標（初期容量 280mAh/g、寿命 300 サイクル（80％））を設定して、３種類の正極材

料の可能性を比較検討した。研究後半は固溶体系正極材料に集中し、結晶構造解析、性能向上

に取り組んだ結果、目標を達成できた。 
 
(a)固溶体系正極材料における組成検討 

Li2MnO3 と LiMO2 (ex. LiCoO2 )の固溶体が、高容量を示す理由の一つは結晶構造内に存

在する Li 量の豊富さにある。Li2MnO3 は遷移金属層(TM 層)にリチウム(Li)が存在する点

が、LiMO2 とは大きく異なる。 
図Ⅲ.2.2.4-2 は我々が検討している組成領域を示したものである。末端組成には Li2MnO3、

Li[Ni1/2Mn1/2]O2、Li[Ni1/3Co1/3Mn1/3]O2 を置いている。 
組成式を Li/ yLi2MnO3・(1-y)LiMO2 と表現した時に、(a) y=0.4, (b) y=0.5, (c) y=0.6, (d) 

y=0.7, (e) y=0.8 にて合成した試料について、電圧範囲 2.0-4.8V、電流レート 1/12C、室温

条件下で定電流充放電試験を行った結果を図Ⅲ.2.2.4-3 に示す。初期放電容量は y=0.7 まで

は y の増加に伴い増加し、y=0.8 は y=0.7 と比べて減少する傾向を示した。y=0.7 と 0.8 を

比較すると、初期充電容量はそれぞれ 340 と 332mAh/g であり大差はないが、放電容量で

は 298mAh/g (y=0.7)と 263mAh/g (y=0.8)を示し、Li2MnO3 組成の増加に伴って大きな

低下を示した。これは Li2MnO3 が絶縁性物質であることから、y=0.8 以上では Li2MnO3

組成から生じる物性の影響が大きく反映するものと考えられる。したがって Li2MnO3 の電

気化学活性を最大にするには組成の約 3 割を LiMO2 に置き換える必要がある。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

Li[Ni 1/2
Mn 1/2

]O 2 Li[Ni 1/3
Co 1/3

Mn 1/3
]O 2

Li 2M
nO 3

図Ⅲ.2.2.4-2 Li2MnO3- LiMO2 三相組成図. 
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(b)サイクル耐久性評価結果 

上述した知見に基づき、固溶体系正極Li2MnO3-LiMO2 (M: Ni, Mn, Co) の容量とサイクル耐

久性の両立に向けて、活物質の諸条件及び電極設計諸条件を最適化した。その結果、正極の最

終目標を満足する系を見出すことに成功した。図Ⅲ.2.2.4-4に、サイクルを多数繰り返すために

実施した1/3Cレートにおける放電容量と、容量確認のために実施した1/12Cレートにおける放

電容量を同時に示す。 
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図Ⅲ.2.2.4-4 正極のサイクル寿命特性試験結果 
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図Ⅲ.2.2.4-3  Li/ yLi2MnO3・(1-y)LiMO2 の充放電曲線. 
      （電流レート：1/12C、電圧範囲 2.0 V － 4.8 V 、測定温度：25 ℃） 
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＜成果２＞ 

（内容）高性能負極材料の研究開発 

（達成度）◎ 

（成果の意義） 

 Siアモルファス合金化、Si／黒鉛との混合化により、黒鉛負極の 2倍以上の容量を持たせな

がら、目標とする 1000サイクルの耐久性が得られることが分かった。また、Si三元合金系 12

種について PCT出願を行なっており、初期に出願した 2種は国際予備調査見解書で特許性あり

の状態となっている。網羅的な特許網を構築できる見込みである。 

（課題と取り組み） 

シリコン負極のサイクル劣化の問題を正確に把握してサイクル耐久性を向上するために、Si

薄膜での基礎検討、Si粒径、導電助剤種類、バインダー種類、電極組成、電極内の分散性など

をパラメータとして合剤電極での詳細を実施した。これと平行して、3 元素同時スパッタが可

能なコンビナトリアル薄膜電極作製装置を試作して広範な組成の Si合金を作製し、更に、コン

ビナトリアル電気化学測定システムを試作することで、多種類の Si合金による大量の電極を効

率的に評価した。3元系の Si 合金の電気化学測定においては、高い初期放電容量を維持しなが

ら 100 サイクル後においても放電容量維持率が高い合金系が、多数見つかっている。 

 
上記薄膜電極の試験結果を基に遊星ボールミルを用いて最適な Si-Ti合金粉末を作製し、各

階層（①活物質、②複合化材料、③導電助剤・バインダー、④集電箔、⑤試作プロセス、⑥Li

源）ごとに耐久性を改善する方策を積み重ねることで、負電極のサイクル耐久性を向上した。

初期 800mAh/gで、1000サイクル時の容量維持率が 80%を超える良好なサイクル耐久性が得られ

た。（図Ⅲ.2.2.4-5）。 
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図Ⅲ.2.2.4-5 各種 Si 合金の初期容量とサイクル特性の関係 

活物質：SiTi合金/黒鉛（SiTi合金 : 黒鉛 = 50 : 50） 
導電助剤：アセチレンブラック/繊維状炭素（50 : 50） 
バインダー：ポリイミド 
電極組成：活物質/導電助剤/ﾊﾞｲﾝﾀﾞ（80：5：15） 



Ⅲ.2.2.4-7 

＜成果３＞ 

（内容）電池セル試作評価 

（達成度）○ 

（成果の意義） 

セルとして 300Wh/kg、1,000 サイクルの耐久性を達成でき、次世代 EV 用として有望であ

ることを示した。 
 
（課題と取り組み） 

(a)セルエネルギー密度 
研究期間は平成 19 年度から平成 23 年度であったが、高性能正極については当初 3 種類の候

補を上げていた。3 年間の検討の結果平成 23 年度終了時点で固溶体系正極を選定し、その後 2
年間固溶体正極の検討を進めた。高性能正極として選択された固溶体正極では、Li2MnO3－

LiNiMnO2－LiNiCoMnO2 からなる 3 成分組成図内で種々の条件を検討した結果、最終年度に

は室温での初期放電容量 300ｍAh/g を達成しうる正極活物質が見出した。また、正極を構成す

る導電助剤種、バインダー種、配合比等諸因子について検討を行い、実電池向けの正極として

適用可能な電極設計を明確にした。 
高性能負極については、シリコンを主たる元素とする負極活物質を主として検討していたが、

シリコンは充放電過程において非常に大きな体積変化を伴うためサイクル耐久性に大きな問題

があることが明らかになった。その対策として、シリコンを主元素とする種々の合金活物質の

可能性について、コンビナトリアル合成システムとコンビナトリアル評価システムを用いて材

料探索の評価を行い、有望な材料としてシリコン合金活物質を見出した。この負極活物質を用

い、さらに負極組成等を種々検討した結果、黒鉛を超える高い放電容量を有し 1000 サイクル

後の容量保持率 80％を達成しうる負極を見出すことに成功した。 
これら正極および負極の検討結果を用いて、車両用電池のデザインに基づいてセルのエネル

ギー密度を算出した結果、300Wh/kg を越える高エネルギー密度の電池が設計可能であること

が見出された。また、正負極活物質が高容量であったため、構成する活物質の平均放電電位を

考慮してセル設計を行うことで、負極について黒鉛を混合する場合においても、最終目標値で

ある 300Wh/kg を達成しうることが示された。 
 
 

(b)セル出力密度 
セルの出力密度については、最大容量60ｍAhの小型ラミネートセルを試作して、SOC50%

での定電流での10秒後の最大出力（放電カットオフ2.0Ｖ）が重量出力密度で3253W/kgとなり、

最終目標（3125W/kg）を達成できた。本出力密度は、電池系として極めて高い値であるもの

の、本出力における放電レートは15C程度であり、極端に高い放電レートではない。この理由

としてシリコン系負極と固溶体正極から構成される高容量電池は、電池容量が既存の電池に比

較して非常に大きいことが挙げられる。即ち本電池系においては、大電流であっても放電レー

ト上は比較的小さく設計できるため、高出力が達成できたものと考えられる。 
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(c)サイクル耐久性 
エネルギー密度の項目において述べたように、高性能正極として選択された固溶体正極活物

質について、活物質及び正極組成等について種々の検討を実施した結果、初期放電容量300ｍ
Ah/gを示しつつ1000サイクル時容量保持率80%を達成しうる高い耐久性能を有する正極が得

られた。負極についても、コンビナトリアル合成システムとコンビナトリアル評価システムを

用いて多くの活物質構成元素組成を試作／評価することで見出した、シリコン合金活物質につ

いて、さらに負極組成等を検討し、黒鉛を超える高い放電容量を有し1000サイクル後の容量保

持率80％を達成する負極を見い出した。しかしながら、これらを単純に組み合せて設計した高

容量電池ではサイクル耐久性の最終目標値を達成できなかった。そのため、高いエネルギー密

度を保持しつつサイクル特性を改善するための方策として、負極活物質としての黒鉛の併用、

正負極中の活物質組成の増加／正負極塗工量の増加による電極容量の改善、サイクル耐久上下

限電圧の最適化、電解液種の検討、セル活性化方法の検討、負極初期不可逆容量をキャンセル

するためのプレドーピング処理などを順次検討、適用した。その結果、1,000サイクル時の容

量保持率は8３%と、目標を達成した。 
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(d)コスト 

セルのエネルギー密度を算出する際に用いた電池セル設計用計算式を基に、各種構成材料に

ついて１セル当りの使用量に単価を掛けてセル当り価格を算出し、全ての構成材料の価格を合

計し、これに弊社の平均的なプロセスコストを上乗せして、セルのコストを算出した。このセ

ルコストとセルエネルギーを比較して、セルのエネルギー当りのコストを算出した。なお、各

種電池構成材料の単価は、「次世代蓄電システム実用化戦略技術開発／系統連系円滑化蓄電シス

テム技術開発」の事後評価報告書、p.176 に記載されたデータのうち、10MWh／年生産時の値

図Ⅲ.2.2.4-6  固溶体正極とSi合金/黒鉛混合負極の小型ラミセルのサイクル耐久性 

1000 
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を引用した。 
正負極活物質の容量をそれぞれ変化させることでエネルギー密度を変化させて、エネルギー

密度に対してセル・エネルギー当りコストをプロットすると、図Ⅲ.2.2.4-7 のようになる。 
エネルギー密度の増大、すなわち、正負極活物質の容量の増大に伴って、単位エネルギー当

りの正負極活物質及びその他の構成材料の使用量が減るため、図Ⅲ.2.2.4-7 は右下がりの曲線

となる。エネルギー密度 300Wh/kg でのセル・エネルギー当りのコストは、おおよそ¥20,000
～25,000/kWh と見積もることができ、目標コストを達成できたものと判断した。 

  
(e)安全性 

高容量電池セルの安全性は、正負極を充電状態にした場合の熱安定性と、小型試作セルの釘

刺し試験により評価した。 
充電状態の正極の熱安定性について既存正極と比較した結果、熱安定性が比較的高いと言わ

れる LiMn2O4 正極活物質と比較すると発熱ピーク温度が低く、重量当たりの発熱量が大きい傾

向にあった。しかしながら、単位容量当たりに換算すると、LiMn2O4 の半分以下の発熱量であ

った。この結果は、LiMn2O4 正極から構成される電池と固溶体正極から構成される電池が同容

量である場合には、正極からの総発熱量が半分となることを意味しており、電池に適用した場

合の熱安定性が高いと考えられる。 
 負極についても充電状態での熱安定性評価を行った結果、重量当たりの発熱量は黒鉛以下で

あったことから、少なくとも黒鉛より熱安定性が高いと考えられる。ただし、負荷サイクルを

経て材料が変質、あるいは活物質が微粉化して反応比表面積が増大した場合にはこの限りでは

ない。 
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図Ⅲ.2.2.4-7 セルエネルギー密度とエネルギー当たりコストの関係 
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以上の正負極の熱安定性評価結果を鑑みて、車載時の濫用に耐えうることを実証するため、

ラミネートセルによる釘刺し実験を行った。本検討においては最大1Ahのラミネートセルを満

充電状態にて釘刺し試験を実施した。この試験において発火等の異常は発生せず、温度上昇は

ラミネートセル表面において40℃上昇にとどまった。このことから、本委託研究における目標

を達成できたと判断した。 
 

 

（７）知的財産権等 

 特許出願、論文投稿、研究発表等の活動結果を表Ⅲ.2.2.4-3 に示す。特に特許出願の面で満

足できる成果が得られた。 

表Ⅲ.2.2.4-3 知的財産権等 件数 
知的財産権 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 計 

特許出願  3 11 8 9 33 64 
  うち、外国出願 0 0 3 5 12 20 
  国内登録 0 0 0 0 0 0 
  海外登録 0 0 0 0 0 0 
論文 0 1 1 2 2 6 
  うち、査読付き 0 1 1 2 2 6 
研究発表・講演 3 10 12 12 9 46 
受賞実績※    1※   1 
新聞・雑誌等への掲載    1  1 
展示会への出展       

合計 6 22 22 24 44 118 
 

（８）今後の課題と課題解決の見通し 

本研究開発にて設定した目標は全て達成できた。現状の成果として、Si 合金負極については、

コンビナトリアル薄膜電極作製システムを用い、Si 三元系合金で有望な合金組成を見出すこと

ができた。これを基に、遊星ボールミルで作製した Si 合金粉末と黒鉛を併用した負極を開発し、

初期容量 800mAh/g、容量維持率 80%@1000cycle を達成した。また、この負極と、固溶体正

極と組み合わせたセルとしても、Li プレドープを適用することにより、初期エネルギー

300Wh/kg、容量維持率 8０%@1,000cycle を達成した。 

この Si 合金負極、及び、これを用いた高エネルギー密度の電池の本格的な実用化に向け、本

プロジェクトの後継となる｢リチウムイオン電池応用・実用化先端技術開発事業｣へ参画し、以

下を行う計画である。 

１）本研究開発で得られた耐久性に優れるSi合金を、各種の量産可能な工法で試作し比較･検討

を行ない、優れる工法にて最適化を実施する。 

２）負極複合材としての電極構成最適化を行なった Si合金負極を用い、中～大型ラミネートセ

ルを作製し、サイクル耐久性、出力特性、安全性などのセル性能の評価確認を行なう。 
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（９）成果の実用化／活用 

①産業界における具体的利用の形態 

EV の駆動用バッテリーとして用いる。本研究開発のエネルギー密度目標値である車載用電

池パックとして 250Wh/kg が達成できれば、日産リーフ相当の 24ｋＷｈの電池パックが、質

量 100ｋｇ以下、容積 50Ｌ程度とすることができる。航続距離を現行型リーフ並みの 200ｋｍ

（JC08 モード）とすれば、ほぼガソリン ICE 車の燃料タンク同等の容積となり、電池搭載ス

ペースを後部座席下のみに抑えられる。これにより、スタイリングの自由度を飛躍的に向上で

き、様々な車型の EV 化が可能となり、EV のラインナップを増やすことができる。 
また、本研究開発のコスト目標である 3 万円／ｋWh が達成できれば、バッテリーコスト低

減により EV の販売価格を低減できるため、EV の販売を増やすことができる。 
上記 EV の駆動用バッテリーは、家庭への電力供給源（スマートハウス）としての使い方も

可能である。現在、当社では、日産リーフの大容量バッテリーから電力を取り出し、分電盤を

通じて家庭用の電力として使うことができる電力供給システム｢LEAF to Home｣の販売を開始

した。一般家庭では自動車は 1 日 24 時間の内、走行しているのは 1～2 時間程度であり、22
～23 時間は停車していることになる。この停車中のリーフのバッテリーを家庭用の電力供給源

として用いるもので、電力の値段が安く電力供給に余力がある深夜に EV のバッテリーに充電

しておき、EV バッテリーに溜めた電力を昼間に家庭の電源として使用するものである。日産

リーフのエネルギー量 24ｋＷｈは、一般的な家庭の消費電力の 2 日分に相当する。最高出力は

6ｋＷであり、一般家庭が使用するのには十分な高出力である。 
 

②技術としての見極め（適用可能性の明確化） 

本プロジェクトの後継となる｢リチウムイオン電池応用・実用化先端技術開発事業｣で取り組

む予定である「将来量産可能な工法での Si合金の試作」及び「中～大型セルでのセル性能確認」

が本開発技術を実用化する上で重要と考えている。 

 

（１０）その他 

特になし。 
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２．２．５ 高出力・高安全性リチウムイオン電池の開発 
（第一工業製薬、関西大学、エレクセル） 

 
（１）事業目的 

本研究開発事業は、次世代自動車用高性能蓄電システム技術開発／要素技術開発／高出力・

高安全性リチウムイオン電池の開発に基づいて、PHEV、EV 等の早期実用化へ貢献するため

に高出力･高安全性リチウムイオン二次電池の開発を目的とした。この目的を達成するためにイ

オン液体を主体とする新規電解質材料の開発とリチウムイオン二次電池への適用における研究

開発を推進した。同材料を適用することで従来のリチウム電池と比較して飛躍的な安全性と信

頼性の向上と、また同時に同用途への実用化に対応する高入出力特性・高寿命が可能な電池の

各構成材料の開発、電極・セル設計等の研究開発を実施した。 
 
（２）事業概要 

入出力特性･安全性に優れたリチウムイオン電池の実用化を目指して、リチウム電池に適用可

能なイオン液体電解質の開発を行った。電池性能に直結するイオン導電率、粘度、耐酸化還元

性に優れた新規イオン液体の設計・合成・改良を実施し、ビス（フルオロスルホニルイミド）

アニオン(以下 FSI アニオン)を中心に新たなカチオン種の合成を含めた成分の最適化を検討し

た。さらに電極の反応性や電極界面解析を進めることで、過充電等の安全性を向上させ、同時

に高入出力特性を兼ね備えた電池を実現するイオン液体電解質を開発した。 
セル構造は放熱性に優れた薄型積層アルミラミネートタイプを採用し、0.1Ah 以下クラスの

小型電池にてイオン液体系電解質を適用した電池性能評価および正極・負極・セパレータを含

めた各種構成材料の最適化検討を実施した。また各電池性能評価・充放電挙動解析から課題抽

出を行い、さらに各構成材料の改良に加え実用化に向けた電池設計を行った。最終評価として、

1.5 Ah クラスの中型電池を試作し目標とした重量エネルギー密度 130 Wh/kg 重量出力密度

2,500 W/kg といった電池性能を達成することができた。また安全性試験も実施し高入出力・高

安全性のリチウム二次電池を開発した。 
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（３）研究開発の実施スケジュールと予算 

 

表Ⅲ.2.2.5-１ 主な実施項目と開発費用 

主な実施項目 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度  
新規カチオンを持つ

FSI アニオン系イオン

液体の合成 

      

高純度・低コストイオン

液体の製造法 
      

カチオン・アニオン複合

基礎物理物性 
      

黒鉛負極/イオン液体の

可逆性の解明 
      

添加剤含有イオン液体

の電極挙動 
      

イオン液体中の新規負

極系の適用とその評価 
      

高電圧作動正極材料の

電極特性評価 
      

既存カチオン種・FSI ア
ニオン系 IL 評価 

      

セパレータ種等のその

他部材評価 
      

大容量電池の組立てと

特性評価 
      

安全性評価       
開発費用（百万円） 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 総額 
第一工業製薬株式会社 60.4 45.2 34.0 9.1 9.1 157.8 
学校法人関西大学 38.9 37.4 9.8 21.4 21.4 129.0 
エレクセル株式会社 - - - 21.5 21.5 43.0 
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（４）研究開発の実施体制 

 
図Ⅲ.2.2.5-1 研究開発の実施体制 

 
（５）研究開発目標と根拠 
①中間目標 
 
（a）第一工業製薬株式会社 

イオン液体を使用した電解液（カチオン・アニオン複合、添加剤含む）としてイオン導電率

10 mS/cm 以上、熱安定性 120 oC 以上、引火点 300 oC 以上を実現する見通しを得ることによ

り、関西大学・エレクセル㈱の目標値を達成する特性を実現する見通しを得る。 
 
（b）学校法人 関西大学 
・既存負極ならびに新規負極材料に対して、0.5 C レート以上で理論容量の 90 %以上に相当す

る初期容量を示し、50 サイクル後の容量保持率が 90 %以上のイオン液体系を見いだすこと

（新合成プロセスによるイオン液体を含む）。 
・既存正極ならびに新規正極材料に対して、0.2 C レート以上で理論容量の 90 %以上に相当す

る初期容量を示し、50 サイクル後の容量保持率が 90 %以上のイオン液体系を見いだすこと

（新合成プロセスによるイオン液体を含む）。 
 
（c）エレクセル株式会社 

新規に設計・合成された種々のイオン液体および複合電解質材料としての最適化を実施しリ

チウム二次電池に適用することでセル性能を評価する。セル性能の目標として0.5～1.0 Ah容量

セルにおいて重量エネルギー密度100 Wh/Kg、重量出力密度2000 W/Kg、1.0 Cサイクル寿命

として2000サイクル80 ％保持率とする。 

NEDO 技術開発機構

第一工業製薬株式会社 

京都事業所内研究所 

分担：イオン液体の設

計・合成・高純度化 

学校法人 関西大学 

化学生命工学部 

分担：電池材料におけ

る基礎評価、電極の反

応性・界面解析 

エレクセル株式会社 

けいはんなプラザ内 

分担：小型および中型セルでの

性能評価、安全性試験 

 

委託



Ⅲ.2.2.5-4 

②最終目標 

（a）第一工業製薬株式会社 
・複合イオン液体（カチオン・アニオン複合、添加剤、ゲル電解質技術含む）としてイオン導

電率 10 mS/cm 以上、熱安定性 120 oC 以上、引火点 300 oC 以上、融点-30 oC 以下を実現し、

関西大学およびエレクセル㈱の目標値を達成する特性を実現するイオン液体電解液を得る。 
・電池に使用可能な品質のイオン液体を実用可能なトータルコストでの製造原料・製造プロセ

スの見通しを得る。目標コストは FSI と類似化合物であり上市されているビス（トリフルオ

ロスルホニル）イミド（TFSI）の市販価格以下を実現する。 
 
（b）学校法人 関西大学 
・既存負極ならびに新規負極材料に対して、1.0 C レート以上で 100 サイクル後の容量保持率

が 90 %以上のイオン液体系を見いだす。 
・既存正極ならびに新規正極材料に対して、充電電圧を 4.5 V 以上とし、かつ 1.0 C レート以

上で 100 サイクル後の容量保持率が 95 %以上のイオン液体系を見いだす。 
 
（c）エレクセル株式会社 

セル性能の目標として重量エネルギー密度 130 Wh/Kg、重量出力密度 2,500 W/Kg とする。 

 

 

（６）研究開発成果 

表Ⅲ.2.2.5-2 研究成果（一覧） 
項目 目標値（最終） 達成値 達成度 備考 

イオン液体電解質 イ オ ン 導 電 率 ≧10 
mS/cm、融点-30 oC 以下

イ オ ン 導 電 率  14.0 
mS/cm、融点-46oC 

◎  

FSI イオン液体の

コスト 
市販されている TFSI イ

オン液体の半分以下 
精製条件の改良で TFSI
イオン液体以下の値段に

なる可能性有 

△  

新規負極材料 ≧90 % / 100 サイクル 100 % / 100 サイクル ○  
新規正極材料 ≧95 % / 100 サイクル 97.3 % / 100 サイクル ○  
重量エネルギー 
密度 

130 Wh/kg 128 Wh/kg ○  

重量出力密度 3,000 W/kg 3,130 W/kg ○  
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＜成果１＞ 

（内容）イオン液体電解質 

（達成度）◎ 

計算化学によるスクリーニングの後、化合物を合成・検証することにより、カチオンの構造

を選ぶことで融点、耐電圧を制御できることを確認した。アリル基を 1 つ有する AEIm-FSI、
アリル基を 2つ有するDAIm-FSIとアリル基が増えるにつれてイオン液体の分子量も増加する

ため、粘度が増加し、イオン導電率も減少するものの、DAIm-FSI でも 11.3 mS cm-1 と非常

に高いイオン導電率を示した。また、EMIm-FSI の酸化電位が 5.0 V vs. Li/Li+であるのに対

し、AEIm-FSI の酸化の酸化電位は 5.1 V vs. Li/Li+、DAIm-FSI の酸化電位が 5.4 V vs. Li/Li+

とアリル基が増えるにつれて酸化電位が上がることが分かった。また、AEIm-FSI はイオン導

電率 14.0 mS/cm、融点-46 oC 、酸化電位 5.1 V vs. Li/Li+とであった。融点が-30 oC 以下でリ

チウムイオン電池として適用可能なイオン液体としては世界初となるイオン導電率を示した。 

NN

1-allyl-3-ethyl
imidazolium

N N

1,3-diallyl
imidazolium

[AEIm]+ [DAIm]+[EMIm]+

1-ethyl-3-methyl
imidazolium

NN

 
図Ⅲ.2.2.5-3 新規 FSI 系イオン液体に含まれるカチオンの構造. 

 
表Ⅲ.2.2.5-4 新規 FSI 系イオン液体の諸物性. 

カチオン種 [EMIm]+ [AEIm]+ [DAIm]+

アニオン種 [FSI]- [FSI]- [FSI]-

融点 (oC) -12.9 -46.0 8.0
粘度 (mPa・s at 25 oC) 17.0 18.6 20.8

イオン導電率 (mS/cm at 25 oC) 16.5 14.0 11.3
酸化電位 (E vs Li/Li+) 5.0 5.1 5.4  

 

＜成果２＞ 
（内容）FSI イオン液体のコスト 
（達成度）△ 

電解液として使用するための FSI 系イオン液体の必要な純度を検証できていない。特に FSI
系イオン液体の電極挙動の解析および Li イオン電池の評価・検証ではノイズ因子を避けるため

過剰な精製を行い、高純度の FSI イオン液体を用いた。そのため、精製等により FSI 系イオン

液体の収率が低下しており、本収率を前提とした場合、目標値である TFSI イオン液体の市販

価格の半額以下に到達できていなく、約 1.0～1.5 倍となる。今後、FSI 系イオン液体の必要純

度検証による過剰生成ロスの削減、FSI 系イオン液体の精製工程の改良、製造工程ロスの回収

方法の開発課題に取り組むことで、収率を 50 ％アップさせ、目標コストを目指すことができ

ると考えられる。 
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＜成果３＞ 
（内容）新規負極材料 
（達成度）○ 

Si 微粉末および炭素からなる複合材料(以下 Si-C)を Mechanical Milling 法により調製した。

本研究開発では、この Si-C 複合材料から炭素系導電助剤やバインダーを用いて合材電極を作製

する過程に置いて、Ni を混合し、Si の充放電における形状変化に対する緩衝材かつ導電助剤

としての役割を担わせることとした。シリコンの劣化を最小限に排除し、電解質支配の性能を

明らかにするため充電容量を 800 mAh/g に規制し、充放電試験を行った。容量規制により体積

変化を抑制することで、イオン液体電解質および有機溶媒電解液での評価セル共に 100 サイク

ル後においても容量低下は見らなかった。このことから充放電条件を最適化することで実電池

においても Si-C/Ni 複合電極が適用可能であると考えられる。 
 

＜成果４＞ 
（内容）新規正極材料 
（達成度）○ 

従来の正極活物質と比べて高電圧で充放電する 5V 級 LiNi0.5Mn1.5O4 正極に対し、FSI 系イ

オン液体を適用し、その高電圧下における充放電特性を評価した。図Ⅲ.2.2.5-5 に初回 0.1 C、

以後 1.0 C で 400 サイクルさせたサイクル試験を示す。MPPy-TFSI イオン液体電解質系は 1.0 
C レートの 2 サイクル目以降ほとんど容量発現していない。有機溶媒電解液系と MPPy-FSI
イオン液体電解質系の放電容量の差はサイクルを重ねるごとに明確になり、有機溶媒電解液系

では 200 サイクルの時点ですでに初期容量(2 サイクル目)に対して、90 %を下回る容量の保持

率となっている一方、MPPy-FSI イオン液体電解質系では、400 サイクル後でも 94 % (100 サ

イクル後 97.3 %)と高い容量を示した。 
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図Ⅲ.2.2.5-5 種々の電解質中における LiNi0.5Mn1.5O4 正極のサイクル特性. 

(○) MPPy-FSI ; (△) EC+DMC ; (□) MPPy-TFSI 

MPPyFSI 
94.0 % 
(400th cycle) 

EC+DMC 
88.7 % 
(200th cycle) 
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＜成果５＞ 
（内容）重量エネルギー密度、重量出力密度 
（達成度）○ 

電解液組成やセパレータ種といった重要なファクターでの電池性能を検証する上で、多くの

セルを作製し、かつ信頼性のある実質的に 3～10 Ah 以上の大容量セルと相関のある結果が得

られる 1.0 Ah 以上の中型セルを作製、評価することとした。評価セルの仕様およびセル外観写

真を以下に示す。 
表Ⅲ.2.2.5-6  評価用中型セルのセル仕様 

 
 

 
図Ⅲ.2.2.5-7  評価用中型セルの外観写真 

 
本試作電池については、更なるエネルギー密度向上を目的として高電圧作動における性能評

価も実施した。これまで充電電圧を 4.2 V としていたが、充電電圧を 4.5V まで 0.3V 上昇させ

てセル基本性能評価を実施した。充電電圧を 4.5 V とすると、重量エネルギー密度は有機溶媒

電解液での評価セルが 144 Wh/kg であったのに対し、イオン液体電解質での評価セルでは最大

で 126 Wh/kg であり、エレクセル株式会社における最終年度の自主目標である重量エネルギー

密度 130 Wh/kg に迫る値を得た。 
次にFSI系イオン液体電解質の重量出力密度を算出するため、充電電圧を 4.5Vと設定し I-V

特性試験を行った。4.5 V 充電による重量出力密度評価試験の結果を図Ⅲ.2.2.5-8 にまとめた。

イオン液体電解質での評価セルでは、SOC10 %で 1,360～1,530 W/kg、SOC50 %で 2,900～
3,130 W/kg であった。シリカ含有ポリオレフィン系を用いたイオン液体電解質での評価セルに

おいて最終目標とである重量出力密度 2,500 W/kg(単セル相当で 3,000 W/kg)といった電池性

能を得ることができた。また、有機溶媒電解液での評価セルではSOC10 %で 740 W/kgであり、

低 SOC においてイオン液体電解質での評価セルは有機溶媒電解液での評価セルの 2 倍近い値

を示している。 
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一方で、有機溶媒電解液での評価セルでは SOC10 %で 740 W/kg、SOC50 %で 4,190 W/kg
であり、SOC50 %での重量出力密度には大きな差があり、イオン液体やリチウム塩、セパレー

タの改良による重量出力密度の向上が今後の課題である。 
 

1.2mol l-1 LiPF6 / EC : DEC (3:7)

/ シリカ含有ポリオレフィン系B

1.2mol kg-1 LiTFSI / EMIm-FSI

/ シリカ含有ポリオレフィン系B

1.2mol kg-1 LiTFSI / EMIm-FSI: フッ素含有溶媒 (9:1 v/v)

/ アラミド系B

1.2mol kg-1 LiTFSI / EMIm-FSI : フッ素含有溶媒 (9:1 v/v)

/ シリカ含有ポリオレフィン系B

1.2mol l-1 LiPF6 / EC : DEC (3:7)

/ シリカ含有ポリオレフィン系B

1.2mol kg-1 LiTFSI / EMIm-FSI

/ シリカ含有ポリオレフィン系B

1.2mol kg-1 LiTFSI / EMIm-FSI: フッ素含有溶媒 (9:1 v/v)

/ アラミド系B

1.2mol kg-1 LiTFSI / EMIm-FSI : フッ素含有溶媒 (9:1 v/v)

/ シリカ含有ポリオレフィン系B

 
図Ⅲ.2.2.5-8 各評価セルの重量出力密度データ 

 
また、安全性評価として過充電試験を実施した。有機溶媒電解液の評価セルでは内部ガス発

生とともに膨張、開口したのに対して、イオン液体電解質での評価セルでは開口が確認されな

かった（発火なし）。さらにアラミド系セパレータを使用した評価セルで所定充電容量の約 4
倍程度まで充電を継続しても、充電電圧が 5.0 V まで上がらず、このときの最大セル表面温度

は 61 oC となった。これらの結果からセパレータ種によって安全性に差が生じる可能性がある

ことが示唆された。以上の結果からイオン液体電解質において高い安全性を示すことを確認し

た。 
 

（７）知的財産権等 

本プロジェクト期間中の知的財産権等の件数を表Ⅲ.2.2.5-8 に示す。 
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表Ⅲ.2.2.5-8 知的財産権等 件数 
知的財産権 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 計 

特許出願    1  1 2  
  うち、外国出願      0  
  国内登録      0  
  海外登録      0  
論文  2 3 1  6 
  うち、査読付き論文  1 2 1  4 
研究発表・講演 4  11  11 12 14 52 
受賞実績     2 2 
新聞・雑誌等への掲載  2 1  1 4 
展示会への出展  1 1 2   4 
合計 4  16 17  15  18 70 
 

（８）今後の課題と課題解決の見通し 

一般の工業品を出発物質としたイオン液体の合成フロースキームは本プロジェクトにおいて

確立した。今後、目標コストに到達するために、過剰な精製を避け、効率の良い精製法を創製

し、反応・精製を含め効率的なプロセスを確立することで課題を解決することを目標となる。

具体的には、不純物の影響の解析を学校法人関西大学に委託し、除去すべき不純物を取り除い

た必要レベルの純度を電気化学的評価の元に明確にすることで、コストを見据すえた十分な収

率でイオン液体を得るプロセスを組み上げ、同プロセスを基に製造工程を確立させる。 
電池評価に関してはイオン液体電解質単独にてなんら添加剤なしでリチウムイオン電池系が

十分に作動することを実証した。得られた出力密度は単セルレベルで 3,130 W/kg であった。

しかし、今回のプロジェクトにおける出力密度目標はモジュールにて 2,500 W/kg であり、今

後は単セルレベルでの到達出力密度を少なくとも 4,000 W/kg 程度まで高める必要がある。こ

れに対して、学校法人関西大学の成果より、リチウム塩として LiTFSI だけではなく、LiBOB
の添加により出力密度向上が図られるという知見が得ることが出来た。一方で、FSI アニオン

を含むことによるイオン液体の低粘性化、高イオン伝導度化の観点から、リチウムソースであ

る電解質塩についてもアニオンを FSI、つまり共通アニオンをもつ LiFSI の使用による特性の

向上の可能性が大いにあり、一部予備検討の結果から、事実、非常に有望なデータが得られて

いる。このような観点から従来用いてきた LiTFSI 塩以外のリチウム塩の検討は目標達成に有

望であると考えられる。 
 

（９）成果の実用化／活用 

今回のプロジェクトでは要素技術開発としてイオン液体を用いた小型電池の製作まで行い、

一定の成果を得ることが出来た。この成果を基にセルの大型化による評価・検証を実施する。

単セル容量については車載用を想定し 5～20Ah クラスまでの大容量セルを用いて、性能および

安全性評価・検証が必須である。また一定数量確保した試作からセル製造プロセスの課題抽出

を行う。 
得られた電池をモジュール化して小型 EV への搭載を行い、初のイオン液体電解質電池搭載
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EV を試作・発表する予定である。この小型 EV はシティコミューターとして実用的価値を有

するほか、この実証試験からイオン液体電解質を用いた電池の問題点抽出を行い、この成果を

基にプロジェクトにおける自動車メーカーの参画を促し、またここで得られるデータを後の計

画である本格 EV 搭載に活かす予定とする。 
 

（１０）その他 

なし 
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２．２．６ ポスト鉄オリビン系高性能リチウム二次電池の研究開発 
（三菱重工業、九州大学、九州電力） 

 
（１）事業目的 

本研究開発では、次世代クリーンエネルギー自動車である PHEV 用の新規高性能リチウム二

次電池の開発を目的とした。開発最終目標は、2015 年の実用化を目処に単電池を製作し、単電

池当たり重量エネルギー密度 200Wh/kg 以上を満足するとともに重量出力密度 2,500W/kg 以

上の見通しを得ることとした。また、寿命 10 年以上、コスト 3 万円/kWh 未満を目指して開発

を行った。 
 

（２）事業概要 

高エネルギー密度かつ高出力密度の PHEV 用リチウムイオン二次電池を開発するためには、

新規正極活物質を開発する必要がある。本研究では新規正極材料として（a）LiMnPO4 の高電

圧系、(b)フッ素化 Li2MPO4F や(c)ケイ酸化 Li2MSiO4 等のオリビン類縁系、(d)FeF3 フッ化金

属ペロブスカイト系の中から有望な候補材料を絞り込み、フッ化鉄（FeF3）正極材料について

材料製造方法、電極製造最適化を行った。 最終的には小型ラミネートセル試作と特性評価及び

安全性評価を行い、次世代正極電極材料として有望であることを見いだした。 
 

（３）研究開発の実施スケジュールと予算 

 

表Ⅲ.2.2.6-1 主な実施項目と開発費用（単位：千円） 

主な実施項目 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度  

①正極材料高性能化及び

安全性評価 

①a 正極材料開発 

      

①b 材料製造方法の開発       

①c 電池材料安全性評価       

②電極材料特性評価及び

安全性評価 

②a 電極材料特性評価 

      

②b 電極材料寿命評価・改

善指針作成 

      

②c 電極安全性評価       

③a 単電池材料特性評価       

開発費用 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 総額 

三菱重工業株式会社 46,862 55,223 36,440 59,811 49,919 248,255 

国立大学法人九州大学 70,422 64,999 32,336 30,070 25,030 222,857 

九州電力株式会社 7,411 3,045 3,045 3,000 3,000 19,501 
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（４）研究開発の実施体制 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ.2.2.6-1 研究開発の実施体制 

 

（５）研究開発目標と根拠 

 本研究では 2015 年の PHEV への実用化を目指して開発を進めるために、最終年度であるＨ

23 年度（2011 年）の目標値は、電極材料としての完成を目標とし、単セル（単電池）換算で

の目標値を以下の通りとした。また、中間目標であるＨ21 年度（2009 年）末では開発する正

極材料系がほぼ決まることから、推定コストは最終年度と同じ値とし、それ以外は最終年度目

標との中間的数値を目標値と設定した。安全性については、最終的な単電池とするまで評価が

難しいが、民生用小型電池で採用されている単セルホットボックス試験での評価における、破

裂・発火無しであることを中間目標とした。最終的には試作単セルでの過充電、過放電、釘刺

し、圧壊試験等の各種安全性試験にて破裂・発火無しであることを目標とした。 
 

①中間目標 

(a)正極材料高性能化及び安全性評価 

 ・重量エネルギー密度：700Wh/kg（活物質）以上 
 ・材料構成コストの見通し注 1）：3 千円/kg 以下（活物質当り）注 2） 

注１）100 万パック/年の量産時に見通しが得られるコスト 
注２）（財団法人 電力中央研究所殿の NEDO 殿平成 13 年度委託業務成果報告書「分散型

電池電力貯蔵技術開発トータルシステムの研究」を参照。） 
 ・発熱開始温度 150℃以上であること。 

 

NEDO 技術開発機構 

三菱重工業 

・研究開発実施場所： 

長崎研究所 

・研究開発項目： 

① 正極材料高性能化及び

安全性評価 
①-b 材料製造方法の開発 
② 電極材料特性評価及び

安全性評価 
②-a 電極材料特性評価 

②-c 電極安全性評価 

③-a 単電池材料特性評価 
（電極開発＆評価を実施） 

九州大学 

・研究開発実施場所： 

先導物質化学研究所 

・研究開発項目： 

① 正極材料高性能化及び

安全性評価 
①-a 正極材料開発 
①-c 電池材料安全性評価 
 
 
 
（材料開発を中心に実施） 

委託 

連携 

九州電力 

・研究開発実施場所： 

総合研究所 

・研究開発項目： 

② 電極材料特性評価及び

安全性評価 
②-b 電極材料寿命評価・

改善指針作成 

 

 

（評価を中心に実施） 

連携 
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(b)電極材料特性評価及び安全性評価 

・ 単セル当たりのエネルギー密度：160Wh/kg以上 
・ コスト：100万パック/年の量産時に3万円/kWh以下の見通しが得られる材料構成とする

こと。 
 （材料構成比と量産化コストの推算式は財団法人電力中央研究所殿のNEDO殿平成13年度

委託業務成果報告書「分散型電池電力貯蔵技術開発トータルシステムの研究」を参照） 
・ 予想寿命：6年(600サイクル)以上で容量比70％以上の見通しを得る 
・ 安全性：単セルホットボックス試験（130℃）にて発火、破裂がないこと。 
（既存の金属酸化物系正極を凌駕する安全性であることを単セルレベルで検証する。） 
 

②最終目標 

(a)正極材料高性能化及び安全性評価 
・ 重量エネルギー密度：1,000Wh/kg（活物質）以上。 
・ 重量出力密度：5,000W/kg（活物質）以上の見通しを得ること。 
・材料構成コストの見通し注 1）：3 千円/kg 以下（活物質当り）注 2） 

注１）100 万パック/年の量産時に見通しが得られるコスト 
注２）（財団法人 電力中央研究所殿の NEDO 殿平成 13 年度委託業務成果報告書「分散

型電池電力貯蔵技術開発トータルシステムの研究」を参照。） 
(b)電極材料特性評価及び安全性評価 
・ 重量エネルギー密度：200Wh/kg以上 
・ 重量出力密度：2,500W/kg以上の見通しを得ること 
・ 予想寿命：10年(1,000サイクル)以上で容量比70％以上の見通しを得る。注3） 
・ コスト：100万パック/年の量産時に3万円/kWh以下の見通しを得ること。 
・ 安全性：単セル安全性試験（過充電、過放電、釘刺し、圧壊試験）にて破裂、発火がな

いこと。 
注3）数ヶ月のサイクル試験からの予想 
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（６）研究開発成果 

表Ⅲ.2.2.6-2 (a)正極材料高性能化及び安全性評価の研究成果（一覧） 

項目 目標値（最終） 達成値 達成度 備考 

エネルギ

ー密度 

1,000 

Wh/kg 以上 

1,400 

Wh/kg 
◎ 

FeF3の 3 電子サイクル深度での可逆ｺﾝﾊﾞｰ

ｼﾞｮﾝ反応では 2 電子反応でも 2.3 V×474 

mAh/g＝1,090 Wh/kg を見通せることを確認

した。 

重量出力

密度 

5,000 

W/kg 以上 

1,659 

W/kg 
△ 

現状出力密度は約 1,659W/kgであり目標未達

であるが、ｶｰﾎﾞﾝｺｰﾄ方法により導電性向上を

確認した。今後バインダーの検討や導電材添

加量等の最適化が必要である。 

項目 目標値（最終） 達成値 達成度 備考 

材料構成

コストの

見通し 
注 1） 

3 千円 /kg 以

下（活物質当

たり）注２） 

1,400 円以

下 
◎ 

低コスト材料である酸化鉄とフッ化水素酸

を出発原料とする FeF3 の合成法と合成した

FeF3 を Li ﾄﾞｰﾋﾟﾝｸﾞした LiFeF3 の合成法を検

討し、量産時原料価格 1,400 円/kg 以下の目途

を得た。今後、炭酸リチウム等の低ｺｽﾄﾘﾁｳﾑﾄﾞ

ｰﾌﾟ方法を開発できれば、更に低コスト化が

可能。 

安全性 

発熱開始温度

150℃以上で

あること 

200℃以上 ○ 

FeF3 正極の DSC 測定により発熱開始温度は

200℃以上であった。電解液共存下でも電解

液単独を超える発熱はなく、目標を達成。 

◎：大幅達成（特筆すべき成果有り） ○：達成 △：一部未達 ×：未達 
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表Ⅲ.2.2.6-3 (b)電極材料特性評価及び安全性評の研究成果（一覧） 

項目 
目標値 

（最終） 
達成値 達成度 備考 

エネルギ

ー密度 

200Wh/kg

（単セル）

以上 

200 

Wh/kg 以

上 

○ 

１電子ｲﾝｻｰｼｮﾝ反応のみで単セル 160Wh/kg 

と推定。２電子目以降のｺﾝﾊﾞｰｼﾞｮﾝ反応を用

いることで材料当たり 1,000Wh／kg 以上、

単電池目標値 200Wh/kg を達成可能である。

出力密度 

2,500W/kg

以上の見通

しを得る。 

1,000 

W/kg 以上
△ 

LiFeF3 材料は高容量であるが、導電材混合の

みでは出力を向上させることは困難であっ

たが、フッ化鉄を 1μｍ以下に小粒径化し、

更に粒子表面をｶｰﾎﾞﾝｺｰﾄすることで導電性

が向上し、出力密度 1,000W/kg 以上可能であ

ることを確認した。今後さらにｶｰﾎﾞﾝｺｰﾄ法を

最適化することで目標達成可能である見通

しを得た。 

コスト 

3万円/kWh以

下の見通しを

得る。注 1） 

3 万 円

/kWh 以下

の見通し

を得た。 

◎ 

正極材料コスト 3 千円/kg 以下を達成可能で

あることから電池コストを試算した結果、量

産時には 3 万円/kＷｈ以下を達成できる見通

しを得た。 

寿命 

10 年 (1,000 

ｻｲｸﾙ )以上で

容量比 70％ 

以上の見通し

を得る。注 3） 

800 ｻｲｸﾙ

の見通し

が得られ

た。 

△ 

サイクル特性については 1C 充放電、SOC0%

～100%範囲にて 350 サイクルで容量維持率

84％以上まで向上し、800 サイクルの見通し

は得られている。1C 充放電、SOC30%～80%

範囲では 450 サイクルで容量維持率 83％以

上、1,000 サイクルの見通しが得られた。 

項目 
目標値 

（最終） 
達成値 達成度 備考 

安全性 

過充電、過放

電、釘刺し、

試 験 に て 破

裂、発火が無

いこと。 

過充電、過

放電、釘刺

し、試験に

て破裂、発

火無し。 

◎ 

FeF3 正極を用いた 10Ah 級ラミネート型セル

を試作し、安全性試験として圧壊試験、釘刺

し試験、過充電・過放電試験を実施した。そ

の結果、いずれの試験でも破裂・発火が無く、

安全性を確認し目標を達成した。 

フッ化鉄（FeF3）正極は電極の DSC 測定に

おいても金属酸化物正極（NCM:三元系）に

比べ全体発熱量が 1/5 から 1/10 程度と少なく

熱的に非常に安定であることが判明した。 

◎：大幅達成（特筆すべき成果有り） ○：達成 △：一部未達 ×：未達 
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＜成果１＞ 

（内容）正極材料開発 

オリビン系リン酸鉄を凌ぐエネルギー密度を有する正極候補として、下記図Ⅲ.2.6.6-2に示し

た、（a）LiMnPO4の高電圧系、(ｂ)FeF3フッ化金属ペロブスカイト系、ポリアニオンであり

材料中にアルカリ金属を２つ含む系である(ｃ)フッ素化Li2MPO4Fや(ｄ)ケイ酸化Li2MSiO4等

のオリビン類縁系の中から有望な候補材料を絞り込み、材料合成、材料改良、電気化学的特性

の取得などを行った。その結果、FeF3系が有望な候補材料であることが判明した。  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

カーボンコート処理したFeF3を用いたペレット正極のコインセルでの充放電特性評価

結果を図Ⅲ.2.6.6-3に示した。Li金属を負極としたセルでは、初期放電容量としてLiFePO4を

凌ぐ200 Ah/kg（約620 Wh/kg）以上を達成した。対Liおよび対Na負極に対するFeF3およびVF3

の正極反応機構を56Feメスバウア法、EXAFS法により局所構造解析を実施し、充放電により

Fe2+/Fe3+の価数変化が起こることとそれに伴いFe-Fの原子間距離が変化することを確認した。 
 

 

図Ⅲ.2.6.6-2 新規正極材料の容量密度と電圧の関係  
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また、新規フッ化物系正極として Li3FeF6 や Li2TiF6 の合成を試み、Li3FeF6 では、1.6
電子深さの可逆コンバージョン反応が可能であることを確認した。今後、高エネルギー遊

星ミルを用いた LiF+FeF2 メカノケミカル反応でのプレドープ LiFeF3 相の合成や FeF3 塗

布正極にてレート特性、サイクル性、安全性の見極めを行う一方、MnF3 等他の未知の高

電圧新規フッ化物系正極系の探索も順次行っていく必要がある。  
200 mAh/g の可逆容量が得られたペロブスカイト型フッ化物 FeF3 の欠点は、Li を内包

しないため、炭素負極に対し、イオン電池を組めないことである。そこで、Li ナフタレン

や n-ブチルリチウム等、様々な還元剤を用いた化学的 Li 化処理による LiFeF3合成を試み、

化学的に挿入された Li が電気化学的活性を保って充  放電動作可能なことを確認した。(図
III.2.6.6-4 参照)さらに LiFeF3 のインターカレーション反応(Li++e-+FeF3→LiFeF3)の理

論容量は 237mAh/g であるが、さらに放電電位を低電位側へ拡大することにより最終的に

コンバーション反応（3Li++3e-+FeF3→Fe+3LiF）による 3 電子分の可逆容量を得ること

ができることを確認し、その重量エネルギー密度は 1,422 Wh/kg と最終目標値 1,000 Wh/kg
を凌駕する値が得られた。（図Ⅲ.2.6.6-5 参照）しかも、Li だけでなく、より安価ながらイ

オン体積が２倍ある Na に対しても少なくとも２電子反応までは可逆なコンバージョン系

を組める可能性がある有望な系であることがわかった。さらに、この反応メカニズムは九

州シンクロトロン光研究センターにおける XAFS 測定において Fe3+/Fe0 のレドックス反

応であることを確認した。（図Ⅲ.2.6.6-6 参照）但し、コンバージョン反応領域の可逆性改

善のためには、放電副生成物である絶縁性 LiF に起因する、過電圧増大、電解液への溶出

によるサイクル容量劣化防止が不可欠であることも新たな課題として明らかになった。 

 

 

図Ⅲ.2.6.6-3 FeF3 カーボンコート処理正極の充放電特性評価結果 
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（達成度）○ 

（成果の意義） 
本研究で開発したフッ化鉄（FeF3）正極材料は、従来の金属酸化物系正極材料や安全性に優

れた鉄オリビン（LiFePO4）正極材料を超える高容量かつ安全性に優れた新規正極材料であり、

コスト的にも安価であることから、PHEV 用正極としては最適である。 
（課題と取り組み） 

今後はレート特性（出力特性）とサイクル特性（寿命）向上が課題であり、正極材料の粒

径制御やカーボンコートによる出力特性向上を目指す。また、サイクル特性向上のためには、

コンバージョン反応領域の可逆性改善が必要であり、放電副生成物である絶縁性 LiF に

起因する、過電圧増大、電解液への溶出によるサイクル容量劣化防止方法を検討する予

定である。  

図Ⅲ.2.6.6-4 化学的 Li 化処理された LixFeF3の充放電特性  

図Ⅲ.2.6.6-5  LixFeF3及び NaxFeF3正極の充放電特性  
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＜成果２＞ 

（内容）電極安全性評価（10Ah 級ラミネートセル試作と安全性試験結果） 
上記<成果1>で開発したFeF3正極を用いて10Ah級のラミネート型セルを試作し、安全性評

価として釘刺し試験、圧壊試験、過充電試験及び過放電試験を実施した。試作セルの外観と

容量確認試験結果を下記図Ⅲ.2.6.6-7に示した。試作したセルは、設計値12Ahに対して初期容

11.6Ahを確認できた。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
次に上記10Ah級試作セルを用いて、釘刺し試験を実施した。釘刺し試験前後の試験状況とセ

ルの外観写真を図Ⅲ.2.6.6-8に示した。また、試験中のセル電圧及びセル温度の変化を図

Ⅲ.2.6.6-9に示した。その結果、釘刺し直後は電圧が一瞬低下し、その後少しずつ低下し、最終

的に0Ｖまで低下した。温度は最高65℃（室温＋40℃）まで上昇したが、破裂・発火は無く、

安全性を確認できた。 

図Ⅲ.2.6.6-6 FeF3 の充放電サイクルに伴う Fe K 端 XANES プロファイル挙動  
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図Ⅲ.2.6.6-7 10Ah級 FeF3ラミネート型セル外観と初期容量確認試験結果  
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（達成度）○ 
（成果の意義） 

フッ化鉄（FeF3）正極材料を用いて試作した 10Ah 級ラミネートセルは圧壊試験、釘刺し試

験、過充電・過放電試験を実施したが、いずれの試験でも破裂・発火が無く、安全性を確認し

目標を達成した。また、フッ化鉄（FeF3）正極は電極の DSC 測定においても金属酸化物系正

極（NCM：三元系）に比べ全体発熱量が 1/5 から 1/10 程度と少なく熱的に非常に安定である

ことが判明し、高容量かつ安全性の高い正極材料であるこが証明できた。 
（課題と取り組み） 
 今後は、出力特性とサイクル特性の向上が課題であり、粒径制御とカーボンコート法の最適

化を行うことで更に性能向上を目指す。 
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【釘刺し試験条件】
満充電後，電池中央
部に釘刺しする。

【試験前】 【試験後】

【試験後】【試験前】

図Ⅲ.2.6.6-8 10Ah級 FeF3ラミネート型セル釘刺し試験前後の外観写真  

図Ⅲ.2.6.6-9 10Ah級ラミネート型セルの釘刺し試験でのセル温度とセル電圧の変化  
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（７）知的財産権等 

 本プロジェクト期間中の知的財産権等の件数を表Ⅲ.2.2.6-4 に示す。 
 

表Ⅲ.2.2.6-4 知的財産権等 件数 

知的財産権 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度  23 年度  計  

特許出願 

  （H24.09.03 現在）  
0 1 1 5 2 9 

  うち、外国出願  0 0 0 0 0 0 
  国内登録  0 0 0 0 0 0 
  海外登録  0 0 0 0 0 0 
論文  1 2 7 6 6 22 
  うち、査読付き論文  1 1 4 1 4 11 
研究発表・講演  12 10 7 26 6 61 
受賞実績 2 1 1 2 2 8 
新聞・雑誌等への掲載  1 0 3 0 0 4 
展示会への出展  0 0 0 0 0 0 

合計 17 15 23 40 20 115 
（詳細リストは別紙に記載済み） 

 

（８）今後の課題と課題解決の見通し 

本研究開発の目標値と達成状況は上記表Ⅲ.2.2.6-2 と表Ⅲ.2.2.6-3 に示したとおり、出力密度

とサイクル特性（寿命）の目標が一部未達であった。出力特性が低い原因としては、フッ化鉄

（FeF3）正極材料の電子導電性が低いことが一因であることを突き止め、粉体粒子表面をカー

ボンコートすることで大幅に出力特性が向上することを確認している。更に粉体粒径を制御す

ることで出力特性が向上することも確認しており、今後フッ化鉄粉体の粒径制御とカーボンコ

ート方法の最適化を検討することで、目標達成を目指す。もう一つの課題であるサイクル特性

低下の要因としては、コンバージョン反応に伴う放電副生成物である絶縁性 LiF に起因する、

過電圧増大や電解液中への溶出が考えられることから、今後新規バインダーによる最適化や最

適電解液組成の検討を行い、サイクル特性向上を目指す。 
  

（９）成果の実用化／活用 

本研究で開発した新規正極材料であるフッ化鉄は、高容量、低コスト（資源確保性含む）及

び高安全性が特徴であり、出力特性とサイクル特性を更に向上することで、今後の量産化検討

は必要であるが、ＰＨＥＶやＥＶ用の電池として実用化可能な正極材料であると考えられる。 
現在、2015 年度の実用化に向けた正極材料の量産化検討や、上記正極特性の未解決課題の解決

のための検討を並行して実施中である。今後当社製品である 40Ah 級単電池へ適用することで、

移動体用電池への活用を目指している。更に当社では定置用蓄電池としての製品化も実施中で

あり、上記フッ化鉄は安全性に優れていることから、大型電池への展開も検討中である。本材

料が適用可能となれば、低コスト電池実現への可能性もあり今後の二次電池市場拡大にも貢献

できるものと考えられる。 
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（１０）その他 

 本研究開発を実施するにあたり、定期的に NEDO 技術開発機構殿及び要素技術委員会の皆

様から貴重なご意見・ご指導を頂きましたことに感謝致します。 
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２．２．７ 多層構造粒子設計による高出力リチウムイオン電池用正極活物質の 
研究開発（戸田工業） 

 
（１）事業目的 

長距離走行と高燃費な PHEV、EV に適したリチウムイオン電池の主要材料である正極活物

質の多層構造粒子設計を検討することにより、高エネルギー、高出力、高安定で安全性に優れ

たリチウムイオン電池用正極材料を開発することを目的とし、18650 単セルでの特性がエネル

ギー密度 240Wh/kg 以上且つ出力密度 3,000W/kg 以上を満足するリチウムイオン電池用正極

材料を開発する。 
 
（２）事業概要 

既存の正極材料のニッケル酸リチウムと三元系ニッケル・コバルト・マンガン酸リチウムを

複合した粒子を設計することで両者の長所を活かしつつ、短所をカバーし、更に表面改質技術

を加えることにより、正極材料表面と電解液の酸化還元反応を制御する技術開発を目指す。 
更に、これまでにない高密度で球状性に優れた前駆体合成技術を開発することにより、高エネ

ルギーと高出力の両立を目指す。 
 
（３）研究開発の実施スケジュールと予算 

表Ⅲ.2.2.7-1 主な実施項目と開発費用 
主な実施項目 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度  
1.多層構造粒子の研

究開発 
      

容量増加に対する

組成の検討 
      

容量と安全性に対

する多層構造粒子設

計の検討 

      

出力・容量・安全性

に対する粒子サイズ

の検討 

      

出力特性とサイク

ル特性に対する多層

化プロセスの検討 

      

多層化材料のサイ

クル特性及び高温保

存特性の改善検討 

      

2.前駆体粒子合成技

術の研究開発 
      

球状・高密度前駆体

の合成方法の検討 
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前駆体の微粒子化

の検討 
      

前駆体種の最適化

検討 
      

湿式合成による多

層構造化の検討 
      

多層化構造粒子用

前駆体の安定生産技

術の確立 

      

3.開発材料の検証及

び評価 
      

ラミネートフルセ

ルによる評価 
      

18650 セルによる

評価 
      

18650 セル技術で

のエネルギー密度・

出力密度の検討 

      

18650 セルにおけ

る多層構造粒子の特

性評価 

      

開発費用（百万円） 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 総額 
戸田工業株式会社 0.0 68.0 50.7 28.0 26.0 172.7 

 
 
（４）研究開発の実施体制 
 
  
 
 
 
 
 

図Ⅲ.2.2.7-1 研究開発の実施体制 

 
（５）研究開発目標と根拠 
①中間目標 

多層構造粒子の研究開発においては、中間層用および最外層用の材料を検討し、多層化プ

ロセスの最適化を検討する。これにより 0.1C 放電容量：250mAh/g 以上、圧縮密度：2.5g/cc
以上、出力密度：2,500W/kg 以上、DSC 発熱開始温度：200℃以上、DSC 発熱ピーク温度：

ＮＥＤＯ技術開発機構 

戸田工業株式会社 

委託 
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230℃以上、材料コスト：市販の正極材料(¥/kg)以下である多層構造材料の開発を行なう。 
前駆体粒子合成技術の研究開発においては、前駆体種と Li 化したコア材料の諸特性の関係

性を調査して、0.1C 放電容量：250mAh/g 以上、圧縮密度：2.5g/cc 以上、出力密度：2,500W/kg
以上、DSC 発熱開始温度：200℃以上、DSC 発熱ピーク温度：230℃以上を安定的に達成で

きる前駆体種を決定する。 
開発材料の評価及び検証については、上記材料について 18650 セルを用いての評価を実施

して、圧縮密度：2.5g/cc 以上、エネルギー密度：240Wh/kg 以上、出力密度：2,500W/kg 以

上の達成度を検証する。 
このためには 18650 セル作製技術と評価法の最適化についても検討を行う必要がある。 

（想定条件・根拠） 
ハーフセルにて、充放電電圧範囲：4.6-2.0V における 0.1C 放電容量と 4.6V 充電状態にお

ける電極の熱安定性を確認するとともに、材料の圧縮密度等を確認する。中間目標値は、市

販されている LiNixCoyAlzO2 を用いた 18650 セルの特性から設定した。 
 
②最終目標 

 最適な多層構造粒子構造(コア・中間層・最外層)及びプロセスの設計を実施し、電極密度：

2.5g/cc 以上、18650 セル容量：3,000mAh 以上、エネルギー密度：240Wh/kg 以上、出力密

度：3,000W/kg 以上、サイクル特性：200 サイクルで 90％以上、DSC 発熱開始温度：200℃
以上、DSC 発熱ピーク温度：230℃以上、材料コスト：市販の正極材料(¥/kg)以下の達成度

を検証する。 
（想定条件・根拠） 

多層構造粒子の 18650 セル評価において、材料の圧縮密度（電極密度）、負極に炭素を用

いて、充放電電圧範囲：4.6-2.0V における 0.1C-18650 セル容量、エネルギー密度、出力密

度、安全性、材料コスト等を確認する。 
最終目標値は、事業目的である「18650 単セルでの特性がエネルギー密度 240Wh/kg 以上

且つ出力密度 3,000W/kg 以上を満足するリチウムイオン電池用正極材料」を満足する各特性

を 2011 年度 2 月末までに達成することを目標に設定した。 
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（６）研究開発成果 
 

表Ⅲ.2.2.7-2 研究成果（一覧） 
項目 目標値（最終） 達成値 達成度 備考 

電極密度 2.5 g/cc 2.6 g/cc ○  
18650 セル容量 3000 mAh 2800 mAh △  
エネルギー密度 240 Wh/kg 235 Wh/kg ○  

出力密度 3000 W/kg 1000 W/kg ×  
サイクル特性 90%@200cycle 50%@200cycle ×  

DSC 発熱開始温度 200 ℃ 234 ℃ ○  
DSC 発熱ピーク温

度 
230 ℃ 261 ℃ ○  

材料コスト 市販正極材レベル 同等 ○  
凡例：○：達成、△：一部未達、×：未達 
 
＜成果１＞ 
（内容）電極密度：2.5g/cc 以上を達成する為に、多層構造粒子用コア前駆体合成条件の最適化

と、多層構造粒子の平均粒子径の異なる大小 2 種類の粒子の混合比率の最適化及び電極作成条

件を最適化することで、電極密度：2.6g/cc を達成した。（図Ⅲ.2.2.7-2） 
（達成度）○ 
（成果の意義） 

電極密度を高めるために、多層構造粒子用コア前駆体合成条件の最適化と、多層構造粒子の

平均粒子径の異なる大小 2 種類の粒子の混合比率の最適化及び電極作成条件を最適化すること

で目標値をクリアし、18650 セルにおける 0.1C 初期容量が、市販されている LiNixCoyAlzO2

を用いた 18650 セルを上回る可能性を見出した。 
（課題と取り組み） 
 今回目標値を達成したが、電極密度の更なる向上のためにはコア材やシェル材の前駆体合成

条件及び焼成条件の最適化により、高密度の多層構造材料の設計が可能であると考える。また、

電極作成の際に使用する導電材、バインダー比の調整や圧延手法の最適化による電極仕様の最

適化によっても、更なる電極密度の向上が見込まれる。 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅲ.2.2.7-2 大小粒子混合材料のプレス圧力に対する電極密度変化 
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＜成果２＞ 
（内容）18650 セル容量：3,000 mAh を達成するために、多層構造粒子を用いた 18650 セル

を作製し、18650 セル容量：2,800 mAh を達成した。（図Ⅲ.2.2.7-3） 
（達成度）△ 
（成果の意義） 
 18650 セル容量：3,000 mAh を達成するために、多層構造粒子の各層を構成する材料の設計

と、18650 セル仕様の最適化を実施した。その結果、コア材料を用いた 18650 セルで、2,500mAh
のセル容量、多層構造粒子を用いた 18650 セルで 2,800mAh のセル容量を達成し、目標値の

3,000mAh に対し、目標値までもう一歩のところまで達成でき、実現の可能性を見出すことが

出来た。一方、同条件で作製した市販されている LiNixCoyAlzO2 を用いた 18650 セル容量の

2,210mAh に対しては、約 120%の特性を示し、多層構造粒子の優位性を確認した。 
（課題と取り組み） 

LMNC多層構造粒子の18650セルの容量については、現在市販されているセルに対して4.5V
以上の高電圧充電を行う必要があると共に、コアに用いる LMNC の真密度が他の正極材料に

比べて低いという課題がある。一方で LMNC 多層構造粒子設計と電極作成条件の最適化によ

って、18650 セル容量を向上させることが出来る事を確認している。今後は、多層構造粒子設

計の見直しよりは、更なる 18650 セル評価法の改善と高い充電電圧に耐えうる導電材、バイン

ダー、セパレータ及び電解液のブレークスルーを実施することで、更なる高容量を有する

LMNC 多層構造粒子使用したセルが作製できると推察する。 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅲ.2.2.7-3 18650 セルの初期充放電特性 
 
＜成果 3＞ 
（内容）エネルギー密度：240 Wh/kg を達成する為に、多層構造粒子の各層を構成する材料の

設計と、18650 セル仕様の最適化を実施した結果、LMNC 多層構造粒子を用いた 18650 セル

で、235Wh/kg のエネルギー密度を達成した。（図Ⅲ.2.2.7-4） 
（達成度）○ 
（成果の意義） 
 多層構造粒子化により、コア材料≒中間層多層化材料＜最外層多層化材料のエネルギー密度

改善効果を確認し、リチウムイオン電池用正極材料の多層化が電池のエネルギー密度改善に優

位性があることを立証できた。また、18650 セル仕様の見直しにより、LMNC コア材料を用い

た 18650 セルで、初期の 150Wh/kg のエネルギー密度から、210Wh/kg と大幅な改善を達成で

き、セル仕様の最適化によっても、エネルギー密度改善の可能性を見出すことが出来た。 
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（課題と取り組み） 
 エネルギー密度についての課題は、先ずは評価法を確立することが先決である。成果 2 でも

述べたが、高い充電電圧に耐えうる 18650 セル部材の開発が急務と考える。そのうえで、多層

構造粒子の物性のチューニング及び、18650 セル部材の軽量化を図ることで、目標の 240Wh/kg
を超える LMNC 多層構造粒子を用いた 18650 セルの作製も可能と考えている。 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅲ.2.2.7-4 各多層化材料を用いた 18650 セルの重量エネルギー密度 
 
＜成果 4＞ 

（内容）出力密度：3,000 W/kg を達成する為に、多層構造粒子の粒子径の設計と電極作成仕

様の検討を行った結果、出力密度：1,000W/kg を達成した。（図Ⅲ.2.2.7-5） 
（達成度）× 
（成果の意義） 
 多層構造粒子の粒子径の設計と電極作成仕様を最適化し、目標とする出力密度とエネルギー

密度を両立する 18650 セルの作製を目指したが、結果としてこの二つの特性を同時に満足させ

る事は出来なかった。今回の設計は、エネルギー密度を重要視した為、それに合う電極の仕様

およびセルの仕様で検討した結果、1,000W/kg の出力密度を得ることしかできず、目標とした

3,000W/kg の出力密度には遠く及ばない結果となった。 
（課題と取り組み） 
 今回の目標値については、18650 セルという前提があり、その仕様の中で、エネルギー密度

と出力密度を大幅に向上させるためにはどうするかという検討を実施してきた。しかし、エネ

ルギー密度と出力密度の両立を考えた場合、18650 セルという前提の中では、其々の特性を最

大限に導き出す電極の条件を見つけることが非常に難しく、目標値を達成できなかった。今後

は、他の電池仕様(たとえばラミネートセル等)における特性についても可能性を調査する必要

がある。また、高い充電電圧に耐えうる 18650 セル部材のブレークスルーも必要である。 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅲ.2.2.7-5 各多層化材料を用いた 18650 セルの重量出力密度 
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＜成果 5＞ 
（内容）サイクル特性：90%@200cycle を達成する為に、最適化した多層構造粒子のサイクル

特性を評価した結果、50%@200cycle を達成した。（図Ⅲ.2.2.7-6） 
（達成度）× 
（成果の意義） 
 多層構造粒子設計によるサイクル特性の改善効果については残念ながら、確認できなかった。

この要因については、やはり、高い充電電圧による多層構造粒子以外のセル部材の分解反応に

よる悪影響を省くことが出来なかったことが主要因であると考えている。現在高電圧対応の電

解液も含めたセル構成部材の検討も盛んに行われており、高充電電圧に耐えうるセル構成部材

が開発された時点で、再度 LMNC 多層構造粒子のサイクル特性を再検証する必要があると考

える。  
（課題と取り組み） 
 サイクル特性の検証には、先ずは高電圧対応のセパレータ、バインダー、導電材及び電解液

の開発が急務である。そのうえで、18650 セル仕様を最適化し、現在の多層構造粒子が目標値

に対して、どのレベルにあるのかを検証する必要がある。今後は、高電圧対応のセル構成部材

の開発状況を継続して調査し、良い部材が開発された場合には、その影響も含めて調査を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅲ.2.2.7-6 多層化材料を用いた 18650 セルの充電電圧とサイクル特性の関係 
 
＜成果 6＞ 
（内容）DSC 発熱開始温度：200℃以上を達成する為に、多層構造粒子の各層を構成する材料

の設計を実施した結果、発熱開始温度：230℃を達成した。（図Ⅲ.2.2.7-7） 
（達成度）○ 
（成果の意義） 
 発熱開始温度：200℃という目標値は、現在、リチウムイオン二次電池用の正極活物質とし

て市場に出回っている LiNixCoyAlzO2 の特性である。今回開発した LMNC 多層構造粒子の発

熱開始温度は 230℃であり、安全性に関して市販されているリチウムイオン電池用正極材料に

対して、同等以上の安全性を維持している。  
（課題と取り組み） 

今回の目標値については DSC による評価のみを設定したが、今後はより実際の使用条件に

近い 18650 セルにおける釘差し試験、過充電試験及び加熱試験など、より過酷な試験を実施す

る必要がある。しかし、これらの試験においても、高電圧対応のセル部材の開発は必要になる。 
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図Ⅲ.2.2.7-7 三層多層化 LMNC の DSC プロファイル 
 
＜成果 7＞ 
（内容）DSC 発熱ピーク温度：230℃以上を達成する為に、多層構造粒子の各層を構成する材

料の設計を実施した結果、発熱ピーク温度：260℃を達成した。（図Ⅲ.2.2.7-7） 
（達成度）○ 
（成果の意義） 
 発熱ピーク温度：230℃という目標値は、現在、リチウムイオン二次電池用の正極活物質と

して市場に出回っている LiNixCoyAlzO2 の特性である。今回開発した LMNC 多層構造粒子の

発熱ピーク温度は 260℃であり、安全性に関して市販されているリチウムイオン電池用正極材

料に対して、同等以上の安全性を維持している。 
（課題と取り組み） 

本プロジェクトの目標はクリアできたが、成果 7 と同様に、今後はより実際の使用条件に近

い 18650 セルにおける釘差し試験、過充電試験及び加熱試験などのより過酷な試験を実施する

必要がある。しかし、これらの試験においても、高電圧対応のセル部材の開発は必要になる。 
 
＜成果 8＞ 
（内容）材料コスト：市販の正極材レベルを達成する為に、原材料コスト及びプロセスコスト

を試算した結果、LMNC 多層構造粒子のコストは、現在市販されている LiNixCoyAlzO2 のコス

ト同等以下であることを確認した。 
（達成度）○ 
（成果の意義） 
 LMNC 多層構造粒子の原材料コスト及びプロセスコストを試算した結果、市販されている

LiNixCoyAlzO2 のコスト対比、原材料コストで安価であること、また多層化に要するプロセス

コストは、LiNixCoyAlzO2 のプロセスコストよりも高くなるが、そのコストは原材料コストの

差以下で製造できることを確認した。また、量産時におけるプロセスの効率化が図られること

で更なるコストダウンも可能であると考えている。 
（課題と取り組み） 
 コスト低減に対する取り組みは、随時実施する必要があり、その時々で最も安価な原料を調

達すること、また、量産プロセスにおけるプロセス改善活動に継続的に取り組む必要がある。

これらの取組みについては、今後も継続的に実施するとともに他の正極材料の価格動向につい

ても調査を行い、LMNC 多層構造粒子の優位性を確認していく。 
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（７）知的財産権等 
 本プロジェクト期間中の知的財産権等の件数を表Ⅲ.2.2.7-3 に示す。 
 

表Ⅲ.2.2.7-3 知的財産権等 件数 
知的財産権 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 計 

特許出願  0  1  5  9  0  15  
  うち、外国出願  0  0  2  7  0  9  
  国内登録  0  0  0  0  0  0  
  海外登録  0  0  0  0  0  0  
論文  0  0  0  0  0  0  
  うち、査読付き  0  0  0  0  0  0  
研究発表・講演  0  1  2  2  0  5  
受賞実績 0  0  0  0  0  0  
新聞・雑誌等への掲載  0  0  0  0  0  0  
展示会への出展  0  0  0  0  0  0  

合計 0  2  7  11  0  20  
 
（８）今後の課題と課題解決の見通し 

本研究開発は、長距離走行と高燃費な PHEV、EV に適したリチウムイオン電池の主要材料

である正極活物質の多層構造粒子設計を検討することにより、高エネルギー、高出力、高安定

で安全性に優れたリチウムイオン電池用正極材料を開発することを目的としたが、18650 セル

での出力密度：3,000W/kg、サイクル特性：200 サイクルで 90％の維持率、セル容量：3,000mAh
の 3 項目に対して、残念ながら目標値を達成することが出来なかった。 

特に出力密度とサイクル特性については、目標には遠く及ばなかった。これは、18650 セル

を用いた多層構造粒子の評価において、高い容量を得るために、高い充電電圧(4.5V 以上)が必

要であり、セパレータや電解液、バインダーなどの部材の劣化を招いたことが大きな要因の 1
つと考えている。 

しかし、その他の特性についてはほぼ目標値を達成していること、また多層構造粒子設計に

よるコア材料に対する特性改善も、高電圧対応ではないセル部材においても確認できているこ

とから、多層構造粒子化の技術は各特性の改善に効果があったと確信している。18650 セル評

価法についても、電池メーカーレベルには到底及ばないものの各特性の改善に向けた評価レベ

ルは確実に上がってきており、今後は高電圧対応のセル構成部材が開発された際には、それら

を用いた多層構造粒子の特性が、より詳細に把握できると考えている。今後は、高電圧対応の

セル構成部材の開発動向の調査を行うと共に、他正極材料の技術開発動向、コスト動向など幅

広く注視したうえで、LMNC 多層構造粒子の優位性を継続して確認していきたい。 
 

（９）成果の実用化／活用 
 本研究で開発した多層構造粒子は、現行の正極材料と比較して、高い放電容量[mAh/g]を得

ることができ、さらに、高エネルギー密度および高い安全性を併せ持つことを特徴としている

が、出力密度及びサイクル特性についてはその実力は検証できていない。高容量と高エネルギ
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ー密度、高安全性を必要とする自動車、バイク、フォークリフトなどの大型用途やパワーツー

ル向けの小型用途においても、近い将来、高電圧対応のセル構成部材が開発された際には、実

用化される有望な材料である。 
 当然、特に高出力を必要としないモバイル用途としても高いエネルギー密度と高い安全性の

特徴を活かし、展開することも充分可能である。 
 ただし、繰り返しにはなるが、高い放電容量を得る為には、高い充電電圧で充電することが

必須であり、電荷液などの他のセル構成部材の耐電圧化が必須であろう。それらのセル構成部

材の開発が成された後に、まずは、既存材料からの置き換えとして、本プロジェクト内で最適

化した高容量を有するコア粒子をベースとした実用化が先行し、その後、高い安全性や高出力

特性を付与することができる多層構造粒子の実用化に繋がると考える。 
これらの市場動向に対応する為に、必要に応じて、本研究において培った前駆体合成技術の

量産化を実現し、安定生産かつ低コスト化に向けた量産レベルでの検証を実施していく。同時

に、中間層形成、および最外層形成に必要な多層化プロセスにおいても量産スケールでのプロ

セスの効率化を進め、安定生産につなげていきたい。 
 
（１０）その他 
 なし 
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２．３ 要素技術開発（周辺機器） 
２．３．１ レアアースレス電動機に適用可能なセンサレス制御に関する研究開発 

（徳島大学） 
 

（１）事業目的 

本事業は、レアアースを全く使わない主電動機に対して簡単で安全な電動機駆動システム

開発を行い、資源問題の少ない次世代EVの開発に資することを目的とする。 
本研究では、レアアースを使わない電動機として新しく開発した誘導同期リラクタンス電動

機に対して新しいセンサレス制御インバータによる主電動機駆動制御システムがEVとして

求められる種々の駆動性能を達成することを目標に研究開発を行った。 
 

（２）事業概要 

本研究では、１）レアアース磁石を全く使わない新しい電動機として誘導同期リラクタンス

電動機の提案開発と、この電動機に対して、２）新しいセンサレス制御により始動から高速運

転まで連続的に制御出来る電動機制御システムを開発し、高い電動機出力密度（0.5ｋW/kg）を

達成できることを目標に実験を行う。また、３）EVの駆動規模として数十ｋWの誘導同期リ

ラクタンス電動機を試作し、実験結果を通じて電動機駆動システムの実用化の可能性を検証す

る。 

 

（３）研究開発の実施スケジュールと予算 

表Ⅲ.2.3.1-1 主な実施項目と開発費用 

 

 

（４）研究開発の実施体制 

 

  

 

 

 

図Ⅲ.2.3.1-1 研究開発の実施体制 

主な実施項目 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

・センサレス制御によるレアアースレス電
動機の初期始動特性を検討する。

・センサレス制御による始動から高速まで
の広範な連続的制御システムの構築する。

・センサレス制御の始動特性運転特性を改
善するレアアースレス電動機を試作する。

Type A Type B Type C

・センサレス制御システムにより試作した
レアアースレス電動機の運転実験を行う。

・レアアースレス電動機に適したセンサレ
ス制御法の確立と定量的評価する。

開発費用（百万円）
19年度 20年度

17.70
21年度
20.49

22年度
19.73

23年度
15.26

総額
73.18

NEDO 

徳島大学 

・研究開発実施場所：大学院ソシオテクノサイエンス研究部 

委託 
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（５）研究開発目標と根拠 

本研究開発の最終目標とそれに対する根拠は以下のとおりである。 

① 目標：レアアースレス誘導同期電動機をセンサレス制御で、逆回転トルクを発生しないで、

確実に一定方向に始動できること。 

根拠：新しいセンサレス制御は回転子の初期位置を推定しないため、永久磁石同期電動機

を駆動する時、回転子の位置によっては原理的に逆回転をする場合があるが、回転磁界の

方向に始動トルクを発生する誘導電動機と運転効率特性に優れた同期電動を組み合わせた

ハイブリッド構造の誘導同期電動機を主電動機として新しいセンサレス制御インバータで

駆動すると確実に一定方向に始動することできる。商用電源での始動トルクを得る目的の

誘導同期電動機は市販実用化されているが、インバータ駆動への適用はほとんど無く、同

期リラクタンス電動機と誘導電動機を組み合わせたものはまだ市販実用化されていない。 

② 目標：インバータの正弦波ＰＷＭ（Pulse Width Modulation：パルス幅変調）制御による始

動から、高速でのワンパルス方形波駆動まで連続的なセンサレス制御を可能とすること。 

根拠：EVの駆動においては、できるだけ損失を少なくするために高速運転時はワンパルス

方形波制御に切り換えられている。一般的な制御手法では、波形制御手法が異なるため正弦

波PWM制御からワンパルス方形波制御に切り換えられているため、切り換え時の連続性に難

点があり制御システムの複雑さを招いていた。これに対して新しいセンサレス制御は、始動

時と高速運転時の波形制御に関わらず共通の運転位相の追従制御原理に基づいているため

連続的な制御が可能である。 

③ 目標：レアアースレス誘導同期電動機をセンサレス制御で駆動し、毎分250回転（8極機）で、

定格の200％以上のトルクを発生すること。 

根拠：電動機始動時付近の低速回転において、定格値を十分超えるトルクの発生が要求され

るため極数は８極機としているが、低速での十分なトルク発生ができれば高速回転時での構

造面、周波数制御面からは極数が少ないほうが望ましい。 

④ 目標：レアアースレス誘導同期電動機をセンサレス制御で毎分1.5万回転（8極機）以上の高

速回転ができ、電動機出力密度も（0.5ｋW/kg）を達成可能とすること。 

根拠：毎分1.5万回転程度の高速回転での運転は、現在のエンジン搭載自動車と同程度であ

る。また、現在、EVに搭載されている電動機は油冷等の冷却構造のため出力密度は高いが、

目標値の（0.5ｋW/kg）は、電動機研究室の実験が行える空冷駆動時の電動機出力密度とし

ては十分な密度である。 

 

（６）研究開発成果 

本研究では、EVの主電動機駆動用電動機として、レアアースを一切使わない同期リラクタン

ス電動機と誘導電動機構造を組み合わせた構造の新しい誘導同期リラクタンス電動機を試作し、

新しいセンサレス制御による電動機駆動システムを構築し、研究を行った結果、以下の成果が

得られ、上記の目標を達成することができた。 

①成果：試作した誘導同期リラクタンス電動機を新しく提案したセンサレス制御により、逆

回転トルクを発生しないで、確実に一定方向に始動できることを実験で実証した。 

②成果：インバータの正弦波ＰＷＭ制御による始動から、高速でのワンパルス方形波駆動ま

で連続的なセンサレス制御が達成できることを実験で実証した。 
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③成果：試作した誘導同期リラクタンス電動機をセンサレス制御で駆動し、低速の毎分100回

転で、300％以上の発生トルクが得られることを実験で実証した。 

④成果：試作した誘導同期リラクタンス電動機（2ｋW、4極）に対して、センサレス制御によ

り高速回転（毎分1.5万回転）と電動機出力密度（0.57ｋW/kg）が達成できることを実験に

より実証した。 
表Ⅲ.2.3.1-2 研究成果（一覧） 

 

 

＜成果１＞誘導同期リラクタンス電動機の開発 

（内容）：レアアースレス電動機として、誘導電動機と同期リラクタンス電動機を組み合わせた

誘導同期リラクタンス電動機を３タイプ試作し、センサレス制御インバータで駆動し

た結果、研究目標を達成できることを実験で実証した。 

（達成度）○ 

（成果の意義）：定常運転時の高い運転効率と、始動時、過大負荷時の安定性に優れた特性が実

験により確認できた。EV の主電動機として実用化できるめどがたった。 

（課題と取り組み）：誘導電動機と同期リラクタンス電動機のトルク特性割合をどのように設計

するかなど電動機の回転子構造の設計手法が今後の課題である。 

 

＜成果２＞新しいセンサレス制御法の開発 

（内容）：新しいセンサレス制御手法により誘導同期リラクタンス電動機が、正弦波 PWM制御に

よる始動回転からワンパルス方形波による高速回転まで連続的に制御でき、駆動制御

特性が研究目標を達成できることを実験で実証した。 

（達成度）◎ 

（成果の意義）：新しいセンサレス制御は電動機モデルを必要としないため、新しい誘導同期リ

ラクタンス電動機に対しても適用することができ、センサレス制御システムの

有効性が確認できた。 

（課題と取り組み）：誘導同期リラクタンス電動機としての運転効率を高くするためには、d軸 

成分電流とｑ軸成分電流が等しくする必要があるが、インバータの出力電

圧軸δγ軸で制御しているため、正確には適正な補正が必要である。 

 

項目 目標値（最終） 達成値 達成度 備考

・センサレス制御インバータ
始動特性

回転子の初期位置に関係なく逆
回転なし始動

任意の回転子位置でも一定方向
に位相が増加

○

・センサレス制御インバータ
の波形制御特性

正弦波PWM制御から方形まで連続
制御

低速で正弦波PWM制御、高速で方
形波駆動動作

○

・誘導同期リラクタンス電
動機の低速トルク

毎分２５０回転で２００％以上
のトルク発生

毎分１００回転で３００％以上
のトルクを発生

○

・誘導同期リラクタンス電
動機の高速回転

毎分1.5万回転以上の高速回転
駆動

毎分1.5万回転以上の高速回転
駆動

○

・誘導同期リラクタンス電
動機の出力密度

電動機出力密度　０．５ｋ
W/kg

電動機出力密度０．５８ｋ
W/kg以上

○
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（７）知的財産権等 

 本プロジェクト期間中の知的財産権等の件数を表Ⅲ.2.3.2-3 に示す。 
 

表Ⅲ.2.3.2-3 知的財産権等 件数 
知的財産権 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 計 

特許出願       （１）*
  うち、外国出願      （１） 
  国内登録      （１） 
  海外登録      （１） 
論文   １   １ 
  うち、査読付き   １   １ 
研究発表・講演  ２ ５ ４ ９ ２０ 
受賞実績※       ０ 
新聞・雑誌等への掲載   １  １ ２ 
展示会への出展    １ １ ２ 

合計      ２５＋

（１） 
 

（８）今後の課題と課題解決の見通し 

 本研究では、誘導同期電動機として、全く磁石を使わない構造の同期リラクタンス電動機の

提案と有効性の実証試験を行なってきた。 

＜課題１＞ 誘導電動機構造は、新しいセンサレス制御で対応できない始動トルクの問題解決

と、同期はずれ時の制動効果が期待できるが、同期リラクタンス電動機と誘導電動機とのトル

ク特性割合をどのように設計するかなど誘導機としての導体の配置法や材質など電動機の回転

子構造の設計手法が今後の課題である。 

＜課題２＞ 極数に関しては、低速での高トルクを得るために試作機を当初 8 極機で設定して

いた。しかし、誘導同期リラクタンス電動機の試作過程で、多極機になると特に小容量機では

フラックスバリア構造の回転子の製作は鉄心の溝幅が狭くなり、高速回転による遠心力による

強度低下が懸念され、４極機を製作し特性評価試験を行ったところ、低速で十分なトルクが得

られたが、毎分 1万回転を超える高速回転では遠心力のため回転子にワイヤで強度補強をする

ことにより毎分 1.5 万回転を達成した経緯もあり、遠心力に耐えられる回転子構造設計法が課

題である。 

＜課題３＞ なお、誘導同期リラクタンス電動機は、低速で十分大きなトルクを発生させる必

要のある用途には、大きな励磁電流が必要となるので、レアアースを使わないフェライト磁石

を埋め込んだ誘導同期電動機についても検討の余地のある課題である。 

＜課題４＞ 本研究の電動機制御システムを EV 用主電動機駆動に用いる場合、過渡的な過負

荷耐量が求められるが、誘導電動機構造による制動効果により同期はずれを起こしかけても誘

導電動機としてのトルクが発生のため過負荷範囲が広くできた。また、すべり補償制御ループ

を付加することにより、インパルス付加に対して Iδ成分が自動的に大きくレベル補正できるの

で、過負荷耐量を上げることができた。しかしながら、さらにより大きな負荷に対してはセン
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サレス制御システムでは同期はずれを起こし脱調してしまう。この課題に対しては、ホール素

子などによる簡単な位置センサと組み合わせることによる位相補正や過負荷による速度偏差を

もとに位相補正制御をかけるなど、十分な過負荷耐量を持たせるための位相補正制御法を負荷

することが制御システムの実用化に向けての適用範囲を広げる上で大変重要な課題であり、こ

れら、過負荷時の位相補正制御法については今後更に検討する必要がある。 

 

＜課題５＞ さらに、同期リラクタンス電動機を少ない電流で大きなトルクを発生させるには、

d 軸成分電流とｑ軸成分電流が等しくする必要があり、飽和の影響も含め、より正確なδγ軸

電流基準の与え方についても更に検証をする必要がある。 

＜課題６＞ また、リラクタンスモータのうち、スイッチトリラクタンス電動機はレアアース

磁石を用いず、単純な構造で製造費用が安行こともあって EV の主電動機に用いる生産計画も

出されている。しかし、振動、騒音が大きいなどの課題もある。これは構造によるものに加え

て駆動方法にもよるものと思われるので、新しいセンサレス制御手法でこのモータを駆動する

ことにより、システム構成が簡単で転流エネルギーの処理が容易で効率の改善や低振動、低騒

音化が期待できると想われるので今後の発展課題としたい。 

 

（９）成果の実用化／活用 

 本研究で実施した誘導同期リラクタンス電動機のセンサレス制御システムは、実用化上で必

要と思われる事項に対する設定目標を達成することができたので、実用化に供することができ

るもので思われる。 

＜実用化１＞ 特に、自動車分野の適用において、課題となっているネオジウム等のレアアー

ス磁石を使った電動機は、資源の枯渇化や供給不安の問題と価格上昇等の抱えている中、レア

アース磁石を全く用いないで、熱的に安定性が高く、運転効率も低くないことから実用化が期

待できる。現在、研究室では今回の実用化の可能性を実験で検証するため、１５ｋW の誘導同

期リラクタンス電動機のセンサレス制御システムとセンサ付き制御システムで駆動できる EV
を製作し、走行実験を始めた段階である。今後、駆動試験により改善を行いながら、EV の主

電動機駆動システムとして実用化を目指した研究を進めることにしている。 

＜実用化２＞ なお、電気鉄道分野への適用に関しては、滑り損失を伴う誘導電動機駆動に比

べて高い運転効率が期待できる。永久磁石同期電動機では、同期速度でしか運転できないので

電動機単位でインバータが必要となるが、誘導同期リラクタンス電動機では誘導電動機作用に

よりシステムの簡単化が期待できるものと思われる。 

＜実用化３＞ また、本研究の誘導同期リラクタンス電動機のセンサレス制御システは、一般

産業で用いられている誘導電動機の V/f制御システムに比べて、誘導電動機のすべり損失が低

減できるだけでなく、二軸成分電流が独立に制御できるので、軽負荷時には励磁電流を小さく

することによって鉄損を低減することもできるなど産業分野でも省エネ効果が期待できる。 

＜実用化４＞ 一方で、風力発電分野においても一般に多く用いられている誘導発電に比較し

て、インバータを用いた可変速運転システムにおいては、本研究の電動機駆動システムを発電

機動作として適用することで、発電効率の高い可変速風力発電システムとしても期待すること

ができる。 
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＜実用化６＞ 本研究では、誘導同期リラクタンス電動機のセンサレス制御システムについて

主に検討を加えてきたが、当面は実用化の実績の高いスイッチトリラクタンス電動機のセンサ

レス制御システムに関心が高く、＜課題６＞についての検討をはじめている段階にある。 

この研究課題については、要素技術開発、及び次世代技術開発（メーカ）と協議段階にある。 

 

（１０）その他 

 特になし。
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２．３．２ 次世代自動車用高性能モータ蓄電パワエレシステムの研究開発 
（三菱電機） 

 
（１）事業目的 

レアアースを用いないで（開発開始時点での）PM モータ並みの性能が得られる HEV、PHEV
や EV 等に使用するコイル界磁式同期モータの実現を目ざした研究開発を実施する。 

（２）事業概要 

コイル界磁型同期モータの研究開発、蓄電パワエレ部要素技術の研究開発、トータルシステム

の研究開発 の 3 つの研究開発項目に取り組むと共に、国内外の技術動向調査を実施する。 

（３）研究開発の実施スケジュールと予算 

 

表Ⅲ.2.3.2-1 主な実施項目と開発費用 

主な実施項目 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度  

①コイル界磁型同期モ

ータの研究開発 

      

①-1 コイル界磁型同

期モータ要素技術の研

究開発 

      

①-2 20kW 級コイル界

磁型同期モータ要素試

験機の研究開発 

      

②蓄電パワエレ部要素

技術の研究開発 

      

③トータルシステムの

研究開発 

      

④国内外の技術動向調

査 

      

開発費用（百万円） 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 総額 
三菱電機 － 166.5 167.9 160.0 130.0 624.4 

 

（４）研究開発の実施体制 

 

  

 

 

 

 

図Ⅲ.2.3.2-1 研究開発の実施体制 

 

委託 

NEDO 

三菱電機 

・研究開発実施場所：先端技術総合研究所 

・研究開発項目：次世代自動車用高性能モータ蓄電パワエレシステムの研究開発 
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（５）研究開発目標と根拠 

 レアアースを用いないコイル界磁型同期モータの試作機（中間目標 10kW 級、最終目標 20kW
級）を完成させ、HEV への搭載を想定し、レアアース使用量 ゼロで、開発開始時のレアア

ース利用 PM モータ相当の出力密度と総合効率を得ることを目標とした。ただし、モータ単体

での総合効率でレアアース利用 PM モータ並みを達成することは困難であるため、リチウム電

池では回生困難な瞬時のブレーキ回生を電気二重層キャパシタで余分の回生電力として界磁電

力に活用するため、蓄電パワエレ部に対しても付加的に目標を設定した。 

（ａ）中間目標（平成 21年度末） 

(i)レアアースレス、非接触回転子給電を実現したコイル界磁型同期モータ基本構造確立と要

素試験機の試作完了。 

(ii)瞬時の最大トルク値において産業用 PMモータ相当の出力密度（トルク密度 3Nm/kg以上、

出力密度 0.6kW/kg以上）が得られる見通しを得る。 

３．コイル界磁型同期モータ要素試験機の要素試験結果とシミュレーション結果から、最終

年度目標の達成見込みがあることを確認する。 

（ｂ）最終目標（平成 23年度末） 

(ⅰ)瞬時の最大トルク値において従来の自動車用レアアース利用 PM モータ相当の出力密度

（トルク密度 5Nm/kg、出力密度 1kW/kg以上）が得られる見通しを得る。 

(ⅱ)JC08モード等を模擬した場合の総合効率が同等程度以上になる見通しを得る。 

（以下、蓄電パワエレ部の付加的目標） 

 (ⅲ)瞬発キャパシタを開発し、105℃、3000時間の寿命性能の目処と 500万回の急速充放電 

  寿命の目処を得る。 

 (ⅳ)20kW級システムを構成するキャパシタ急速充放電用 DC/DCコンバータの電力変換効 

  率 90％以上を達成する。 

 (ⅴ)蓄電パワエレ部でバッテリの寿命を長寿命化（目標 1.5倍）できることを見通す。 

 

（６）研究開発成果 

表Ⅲ.2.3.2-2 研究成果（一覧） 

項目 目標値（最終） 達成値 達成度 備考 

モータ出力密度 

モータトルク密度 

1kW/kg 以上 

5Nm/kg 以上 

1kW/kg 以上 

5Nm/kg 以上 

  ○ 

  ○ 

 

モータ総合効率 

（JC08 モード） 

PM モータ同程度

以上の見通し 

（消費電力）JC08 

86%（PM モータ 91%） 

90%（PM モータ 90%） 

PM モータと同程度 

  △ 

  ○ 

   ○ 

1000rpm65Nm
3000rpm25Nm
キャパシタ使用

キャパシタ寿命 

サイクル寿命 

105℃で 3000 時間 

500 万回目処 

4000 時間目処 

500 万回目処 

  ○ 

  ○ 

実測 2100 時間 

実測 175 万回 

DC/DCコンバータ 

電力変換効率 

90%以上 最大 93.5％ 
最大 92% 

  ○ 

  ○ 

コンバータ１ 

コンバータ２ 

リチウム電池長寿

命化 

サイクル寿命 1.5
倍目処 

実測を基にシミュレーシ

ョンで 1.5 倍目処 

  ○ キャパシタ並列

時 
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＜成果１＞実施項目①-1 コイル界磁型同期モータ要素技術の研究開発 

（内容）モータ構成材料（電磁鋼板）の引張応力による鉄損解析 

（達成度）◎ （世界初レベル） 

（成果の意義）電磁鋼板を加工してモータに組み上げた後の鉄損（ヒステリシス損と渦損）は

モータ駆動時の引っ張り応力によって大きく変化する。これを把握した上で電磁鋼板の材料を

選択し加工する必要がある。本成果はレアアースレスモータの鉄損を低減する上で役立った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図Ⅲ.2.3.2-2 引張応力による鉄損の変化     図Ⅲ.2.3.2-3 応力解析結果 

（課題と取り組み）材料温度の影響を含めてコイル界磁型同期モータのキーパーツである回転

子の積層鉄心と固定子の加工方法および鉄損低減の最適化検討に反映させる。 

 

＜成果２＞実施項目①-2 20kW 級コイル界磁型同期モータ要素試験機の研究開発 

（内容）20kW級コイル界磁型同期モータのレアアース利用 PM モータ相当の出力密度目処 

（達成度）○ 新聞、雑誌、展示会での反響大 

（成果の意義）開発当初、レアアース磁石を界磁コイル式で代替する回転子構造をオルタネ

ータ（1kW 級）と同じ塊状磁極で試作したが、鉄損が大きく出力密度を得ることができなか

った。そこで積層磁極を用いフェライト磁石で磁気飽和を緩和した独自の回転子構造を考案

して適用し鉄損を大きく低減することができた。当初の 10kW 級から 20kW 級に目標レベル

を上げて開発を推進し、レアアース利用 PM モータ相当の出力密度（1kW/kg 以上、5Nm/kg
以上）の目処を得ることができた。開発したコイル界磁型同期モータは新聞雑誌でも大きく

報じられ、展示会で展示されてカーメーカー各社から問い合わせをいただいた。 

 

  表Ⅲ.2.3.2-3 2次および 3次試作機の諸元 

 

 

 

 

 

 

 

 

                          図Ⅲ.2.3.2-4 3 次試作機の回転子 
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  図Ⅲ.2.3.2-5 2 次及び 3 次試作機のトルク  図Ⅲ.2.3.2-6 3 次試作機のトルク特性 

 

（課題と取り組み）オルタネータと同じ塊状磁極であれば冷間鍛造で安価に製造できたが、積

層磁極をいかに安価に製造するかは新たな課題であり、今後自主研究で取り組み早期の実用化

を目指す。 

 

＜成果３＞実施項目② 蓄電パワエレ部要素技術の研究開発（瞬発キャパシタ開発） 

（内容）キャパシタ寿命（105℃で 3000 時間）およびサイクル寿命（500 万回） 

（達成度）○ 

（成果の意義）扁平積層形の数百 F 級の瞬発キャパシタを開発し、エンジンルームに搭載可能

な 105℃での寿命性能（1.8V/セル）を確認した。世界初のレベルである。なお、100F 級扁平

積層形でのサイクル試験は期間の関係で 175 万回であったが、超瞬発の小形セルでは、3000
万回を達成していて、世界最多記録（これまでの報告は 30 万回程度）である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ.2.3.2-7 瞬発キャパシタ 10 セルモジュール 図Ⅲ.2.3.2-8 105℃での試験結果 

 

（課題と取り組み）量産技術開発が必要であり、キャパシタメーカーへの技術供与を含めて今

後検討する。 

 

＜成果４＞実施項目② 蓄電パワエレ部要素技術の研究開発（DC/DC コンバータ開発） 

（内容）電力変換効率 90%以上 

（達成度）○ 
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（成果の意義）瞬発キャパシタとバッテリ間の双方向 DC/DC コンバータ（コンバータ 1）と

して、「アクティブクランプ方式カップルドインダクタ型双方向 DC/DC コンバータ」を新た

に設計・製作し、最大効率 93.5％を得た。また、瞬発キャパシタと回転子コイル間の降圧 DC/DC 
コンバータ（コンバータ 2）として、「並列接続・ZVS-PWM ハーフブリッジ方式 DC/DC コ
ンバータ」を新たに設計・製作し、最大効率 92％を得た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ.2.3.2-9 DC/DC コンバータ 2 の回路構成 図Ⅲ.2.3.2-10 コンバータ 2 の試験結果 

 

（課題と取り組み）今後、新たに開発した DC/DC コンバータの実用化について検討する。 

 

＜成果５＞実施項目② 蓄電パワエレ部要素技術の研究開発 

（内容）リチウム電池長寿命化（キャパシタ並列化でサイクル寿命 1.5 倍目処） 

（達成度）○ 

（成果の意義）開発したキャパシタモジュールと EV用のリチウム電池モジュールを用いて電流

分配を調べ、これを基にマトラボシミュリンクでリチウム電池のダメージ数を試算し、広い温

度範囲でサイクル寿命 1.5倍以上に延命できる目処を得た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ.2.3.2-11 キャパシタ並列時の電流分配 図Ⅲ.2.3.2-12 リチウム電池のダメージ試算 

 

（課題と取り組み）今後、本方式の実用化について検討する。 
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＜成果６＞③トータルシステムの研究開発 

（内容）モータ総合効率（JC08 モード）PM モータ同程度以上の見通し 

（達成度）○ 

（成果の意義）低速高トルクでは、回転子の界磁電力を消費する分、PM モータに劣る。そこ

で、開発した瞬発キャパシタモジュールを用いてブレーキ回生電力を瞬時回生により JC08 モ

ードにおける消費電力が PM モータ並みになり、モータ総合効率（JC08 モード）が PM モータ

同程度以上の見通しを得た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   図Ⅲ.2.3.2-13 モータ単体の効率      図Ⅲ.2.3.2-14 モータの消費電力 

（課題と取り組み）今後、本方式の実用化について検討する。 

 

（７）知的財産権等 

 本プロジェクト期間中の知的財産権等の件数を表Ⅲ.2.3.2-4 に示す。 
 

表Ⅲ.2.3.2-4 知的財産権等 件数 

知的財産権 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度* 計 
特許出願  － １ １０ ８ ４ ２３ 
  うち、外国出願 － ０ １ ２ １ ４ 
  国内登録 － ０ １ ０ ０ １ 
  海外登録 － ０ ０ ０ ０ ０ 
論文 － ０ ２ ２ ９ １３ 
  うち、査読付き － ０ ０ １ ３ ４ 
研究発表・講演 － １ ３ ３ ６ １３ 
受賞実績 － ０ ０ ０ １ １ 
新聞・雑誌等への掲載 － ０ １ ２ ０ ３ 
展示会への出展 － ０ ０ ０ ２ ２ 

合計 － ２ １６ １５ ２２ ５５ 
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（８）今後の課題と課題解決の見通し 

 レアアースレスモータの今後の課題として、開発したコイル界磁型同期モータの爪状磁極部、

特に積層鉄心部分の量産レベルでの安価な構成方法が挙げられる。当初開発したレアアースレ

スモータの回転子について、オルタネータと同じ塊状磁極の場合には、冷間鍛造で安価に製造

できたが、積層鉄心で爪状磁極を構成する場合には、各磁極を個別に積層鉄心で構成し、これ

をさらに一体化して回転子を構成する必要がある。課題解決の見通しとして、原理的な成立性

については本プロジェクトで確認済みである。すなわち、個別磁極の積層構造と、これを回転

子ベース部に嵌め込む構造を採用することで磁気回路と耐遠心力性の両立を図ることができる。

今後はこれを量産ベースで実現するため、積層鉄心の公差設計、すなわち各々の寸法ばらつき

の許容度を決めると共に、実際に寸法がばらついた場合の位置決め方法、バランス取りの方法

などを設計レベルで詰める必要がある。また、これらを踏まえた長期信頼性についても残され

た課題であり、これについては破壊試験などを行った後、得られたデータを元に設計にフィー

ドバックしていく。 

蓄電パワエレ部については、まず、DC/DC コンバータについて、昇降圧比が大きな場合で

も効率よく変換できる DC/DC コンバータが開発できたので、変換効率の更なる高効率化を目

指すとともに、蓄電デバイスに悪影響を及ぼす恐れのあるリップル電流の発生を防ぐなどの改

良を行なっていく予定である。キャパシタについては、瞬発性に優れ、耐熱性に優れたものが

開発できたので、キャパシタメーカーと協力しながら、コストを含めて、改良開発を進めてい

きたいと考える。 

 

（９）成果の実用化／活用 

 HEV、EV 用レアアースレスモータとしては、上に述べたように積層磁極をいかに安価に量

産化できるかの課題解決を図りながら、HEV や EV が今後爆発的に普及すると予想されている、

数年後の実用化を目指して研究開発を継続していく。ただし実用化にあたっては、鉄心材料や

フェライト磁石の性能向上とあわせて、モータ性能の更なる向上も図っていく必要がある。 

 経済産業省主導の基で、モータに関するレアアース対策として本年度から開始される『高効

率モーター用磁性材料技術研究組合』にも参画し、本プロジェクトの開発成果を活用して更な

る次世代モータの研究開発に邁進する所存である。 

また、本プロジェクト開発したレアアースレスモータの技術は、平成 23 年度に実施された

NEDO 補正事業（希少金属代替・削減技術実用化開発助成事業／産業用レアアースモータの

省・脱レアアース化技術実用化開発）に生かし、現在自主研究としてサーボモータへの適用を

進めている。特に、本プロジェクトで開発した電磁鋼板についての損失の評価手法はすぐに実

用化可能なレベルにあり、現状レアアースを用いているサーボモータ（三菱電機でのモータ用

レアアース年間使用量の過半数を占める）の損失を削減し、使用するレアアース量を削減する

ための解析評価にも活用して早期の実用化を目指す。 

蓄電パワエレ部については、回生エネルギーを最大限に活用し、リチウムイオン電池の延命

を図ることができるという意味で、HEV、EV に限らず、モータを用いたさまざまな製品群へ

の活用が考えられるので、ビジネスチャンスを生かして、早期の実用化を図っていく。また、

開発したキャパシタの技術については、キャパシタメーカー各社への展開を図る。 
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（１０）その他   

2012年 3月  

山口信一、大穀晃裕、谷良浩、田中敏則、藤野千代 

「鉄心打ち抜き時の磁気特性の変化を考慮したモータ磁気設計技術」 

日本電気協会 従業員功績者表彰(考案表彰) 最優秀賞 
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２．３．３ 等価狭ギャップ構造による脱レアアース高性能リラクタンストルク応 
用モータの研究開発（大阪府立大学、ダイキン工業） 

 
（１）事業目的 

フェライト磁石を補助的に用いる同期リラクタンスモータの高トルク化および実ギャップ長

を短縮することなく超狭ギャップモータと同等の性能となる立体ギャップ構造を組み合わせる

ことにより、レアアース永久磁石の使用量がゼロで従来技術と同等の総合効率および出力密度

となる、脱レアアース高性能リラクタンストルク応用モータおよびその実用化のための設計技

術、および生産技術を開発する。 
 

（２）事業概要 

「高トルク構造の開発」において同期リラクタンスモータ（以下、SynRM と略す）のロー

タ内に補助的にフェライト磁石を挿入することにより高トルク化を図るとともに、さらなるト

ルク向上のために極数の最適化を行い、最適なフラックスバリア構造や磁石埋込方法等を有限

要素法による磁界解析および試作機による試験により検討し、高トルク化に適した永久磁石補

助型同期リラクタンスモータ（以下、PMASynRM と略す）の開発を行う。PMASynRM では

エアギャップ長を短縮することで出力特性・力率・効率の改善が期待できるが、本研究開発で

は立体ギャップ構造を用いることで等価的なギャップ長の短縮を図る。「等価狭ギャップ構造の

性能把握と課題抽出」において有限要素法による磁界解析および試作機による試験により、ギ

ャップを立体化することによる付加的な損失が小さく等価ギャップ短縮効果が大きい立体ギャ

ップ構造（等価狭ギャップ構造）の開発を行う。これらの研究開発成果を組み合わせることに

より「脱レアアース高性能リラクタンストルク応用モータの構築」において、レアアース永久

磁石の使用量がゼロで従来技術と同等の総合効率および出力密度となる脱レアアース高性能リ

ラクタンストルク応用モータ（以下、立体ギャップ PMASynRM と略す）を開発する。モータ

駆動制御システムと試験ベンチシステムを組み合わせた特性評価システムを用いた試作機によ

る試験および構造の改良により、希土類磁石を用いた従来の埋込磁石同期モータ（以下、

IPMSM と略す）と同等性能の立体ギャップ PMASynRM を開発し、平成 21 年度末にモータ

コアの外形寸法である直径φ145mm、積厚 30mm にて最大出力 5kW、最大トルク 20N･m、

最高回転数 10,000min-1の実性能立体ギャップ PMASynRM 試作機でモータピーク効率 94%以

上を達成する。このモータコア体積当りの出力密度とモータピーク効率はトヨタハイブリッド

自動車である第２世代プリウスと同等の性能である。 
また、IPMSM に比べ複雑な形状となる本研究のモータは、インバータの高調波以外にモー

タ構造に起因する磁束の高調波成分による鉄損増加が予測され、高効率化を実現する最適構造

設計のために、高精度の鉄損測定とその要因となる磁束分析を同時に行えるシステムの構築を

「試験評価装置の開発」において行う。「試作モータの試験評価」において平面ギャップおよび

立体ギャップ PMASynRM 試作機について損失評価試験、トルク評価試験、振動評価試験を実

施する。 
平成 21 年度までの上記研究開発の成果をもとにして、磁界解析による最適設計、試作機に

よる試験評価などを繰り返し、平成 23 年度の最終目標として車載仕様において課題となる大

出力化を検証するために、モータ最大出力・トルクを平成 21 年度目標の 3～4 倍程度に設定し、
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第２世代プリウス駆動用モータと同等の出力密度とモータ効率を目指す。 
 

 

（３）研究開発の実施スケジュールと予算 

表Ⅲ.2.3.3-１ 主な実施項目と開発費用 
主な実施項目 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度  
高トルク構造の開発       
等価狭ギャップ構造

の性能把握と課題抽

出 

      

脱レアアース高性能

リラクタンストルク

応用モータの構築 

      

試験評価装置の開発       
モータ生産方法の開

発・研究 
      

試作モータの試験評

価 
      

冷却構造・電磁加振

力成分可視化の開発 
      

開発費用（百万円） 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 総額 
大阪府立大学 0.0 27.9 22.3 15.9 12.0 78.0 
ダイキン工業株式会

社 
0.0 32.2 19.4 26.0 17.0 94.6 

 

 

（４）研究開発の実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ.2.3.3-1 研究開発の実施体制 

 

NEDO 

大阪府立大学 

・研究開発実施場所：森本研究室

・研究開発項目： 

・PMASynRM 高トルク化技術

 

ダイキン工業株式会社 

・研究開発実施場所：環境技術研究所 

・研究開発項目： 

・モータ試験評価技術 

・モータ生産技術（試作） 

委託 

連携 
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（５）研究開発目標と根拠 

（ａ）中間目標 

本研究開発の平成２１年度末の中間目標は次の通りである。 
(i)レアアース（Nd, Dy, Tb）の使用量がゼロで、下記の性能を満たす脱レアアース高性能リ

ラクタンストルク応用モータの設計・試作が完了していること 
・定格出力   2.5 kW 
・最大出力   5 kW 
・定格回転数   2,400 min-1 
・最大回転数   10,000 min-1 
・出力密度   0.010 W/mm3 
・モータピーク効率 94 %以上 
・モータ直径φ145mm、積厚 30mm 

(ii)試作機の試験により、出力・速度・効率特性の評価、モータ損失の分析と振動評価が完了

していること 
目標値を定めた根拠は、現在、市販されている IPMSM 形式で、モータ最大出力が 50kW、

最大回転数が 6,000～10,000min-1 の第２世代プリウス駆動用モータを参考にして、最大出力

1/10 の実性能モデルを設定した。また、モータピーク効率も同様に第２世代プリウス駆動用モ

ータのピーク効率と同等とした。従って、モータコア体積当りの出力密度とモータピーク効率

はトヨタハイブリッド自動車である第２世代プリウスの駆動用モータと同等程度の性能である。

さらに、フェライト磁石を補助として使用し、ネオジム磁石は一切使用しない構成とすること

でレアアース（Nd, Dy, Tb）の使用量をゼロとしている。 
 

（ｂ）最終目標 

本研究開発の平成 23 年度末の最終目標としては車載仕様において課題となる大出力化を検

証するために、モータ最大出力・トルクを平成 21 年度末の目標の 4 倍程度に設定し、第２世

代プリウス駆動用モータと同等の出力密度とモータ効率を目指す。 
・定格出力    10 kW 
・最大出力    20 kW 
・定格回転数   2,400min-1 
・最大回転数   10,000min-1 
・出力密度   0.010W/mm3 (平成 21 年度目標と同等) 
・モータ高速運転損失  IPMSM 比 1/2 以下 
・モータピーク効率  94%以上 
・レアアース（Nd, Dy, Tb）の使用量 ゼロ 
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（６）研究開発成果 

表Ⅲ.2.3.3-2 研究成果（一覧） 
項目 目標値（最終） 達成値 達成度 備考 

・定格出力 10 kW 10 kW ○  

・最大出力 20 kW －※ △ 最大トルク目標値をクリ

アしており達成見込み 
・定格回転数 2,400 min-1 2,400 min-1 ○  
・最大回転数 10,000 min-1 6,000 min-1※ △ 達成見込み 

・出力密度 0.010 W/mm3 －※ △ 最大トルク目標値をクリ

アしており達成見込み 
・モータピーク効率 94 %以上 95.5 % ○  
・レアアース（Nd, 

Dy, Tb）の使用量
0 0 ○  

※試験ベンチ仕様による制限 

＜成果＞ 

（内容） 
レアアースの使用量がゼロで出力密度が 0.010 

W/mm3、最高効率 95.5%となる最大出力 20kW の

リラクタンストルク応用モータを開発した。 
（達成度）100％ 
（成果の意義） 
第２世代プリウス駆動用モータ（ネオジム磁石

を使用した IPMSM 形式）と同等の出力密度を、レアアース（Nd, Dy, Tb）を使用せずに実現

できることは、高価なネオジム磁石を使用しないため価格面で優位であり、持続的な安定供給

の面においても優位である。また、EV/HEV 駆動用モータとして高頻度運転点となる高速軽負

荷時において高い効率となっており、実使用時においても高い燃費性能となると考えられる。 
（課題と取り組み） 

さらなる燃費向上のためには、高効率で運転できる範囲の拡大が必要となり、そのためのモ

ータ設計を検討する必要がある。 
 

（７）知的財産権等 

 本プロジェクト期間中の知的財産権等の件数を表Ⅲ.2.3.3-3 に示す。 
 

図Ⅲ.2.3.3-2 20kW-PMASynRM 回転子
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表Ⅲ.2.3.3-3 知的財産権等 件数 
知的財産権 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 計 

特許出願  0 0 7 5  7 19 
  うち、外国出願 0 0 1 0 1 2 
  国内登録 0 0 0 0 0 0 
  海外登録 0 0 0 0 0 0 
論文 0 0 1 0 2 3 
  うち、査読付き 0 0 1 0 2 3 
研究発表・講演 0 1 9 9 7 26 
受賞実績 0 0 0 0 0 0 
新聞・雑誌等への掲載 0 0 1 1 1 3 
展示会への出展 0 0 0 0 1 1 

合計 0 1 20 15 21 57 
 

 

（８）今後の課題と課題解決の見通し 

実用化するために想定された課題とその対策、実現の見通しを下表に示す。 
 

表Ⅲ.2.3.3-4 課題と課題解決の見通し 
実用化する 
ための課題 

解決の 
見通し 

解決手段と見通し 

量産設備・

工法 
○ 

本開発では立体ギャップ構造を採用せず、モータの磁気構造最適

化を図ることにより通常のギャップ構造で目標値を達成しており、

量産設備および工法ともに従来のモータコア製造、巻線と同じ方式

を採用でき、実用化のための障壁は無いと考えられる。 

振動・ 
騒音 

○ 

高トルク化により、エアギャップ部に発生する電磁加振力が増大

し、振動・騒音が大きくなることが懸念されたが、エアギャップ中

の磁束密度測定により顕著な高調波成分がないことを確認してお

り、大きな課題とはならないと考えられる。また、試験ベンチの回

転数制限のため測定を行えなかった高速時の電磁加振力および振

動についても、モータ構造・制御方式による低振動・低騒音化を行

うとともに、剛性アップや遮音材・防振材による必要な防音・防振

対策を行うことで対応可能と考えられる。 

放熱・ 
冷却 

○ 

高出力化により、モータの放熱面積に対する発熱量が増加し温度

上昇が大きくなるため、巻線の樹脂モールドおよびモータフレーム

の液冷によりモータ冷却を行い、定格運転時において連続運転可能

であることを確認した。ただし、巻線の発熱が増大する最大トルク

出力時については、さらに十分な冷却性能を確保するために巻線へ

の直接液冷方式等を採用することにより対応可能と考えられる。 
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外気温度 ○ 

レアアースの替わりにフェライト磁石を用いた場合には、外気温

が低い温度環境下での低温減磁が問題となる。そこで耐減磁の磁気

回路設計を行い、磁石温度－40℃、最大電流値の 1.5 倍通電時にお

いても減磁率を十分小さくできることを解析により確認し、耐減磁

設計技術を確立した。実用化のためには、これに加えて実機による

低温環境下での減磁評価および耐減磁を考慮したモータ起動・運転

制御の対策を検討することにより、低外気温下においても適用可能

と考える。 
 

（９）成果の実用化／活用 

(a) 建設機械用モータとして取り組み 

乗用車と比較して、建設機械やトラック･

バスにおいては、作業・操作系として大きな

出力でエネルギー消費の大きいエンジン駆動

の油圧ポンプが動力源として搭載されている。

そのため、建設機械の分野でも自動車の様に

ハイブリッド化が始まっており、例えば、シ

ョベルでは、エンジンとモータを併用するハ

イブリッド式駆動システムが採用されており、

ダイキン工業株式会社は基幹部品の供給で貢

献している。具体的には、旋回エネルギーを

バッテリーに蓄える「旋回モータ」、発電し、かつエンジンをアシストする「発電モータ」、そ

れらをコントロールする「コントローラ」を提供している。旋回用モータ、及び、発電モータ

はネオジム磁石を用いた高効率･低発熱の埋込磁石同期モータ（IPMSM）を採用しており、大

きな省エネ効果とＣＯ2 排出削減効果が見込むことができる。さらに本研究開発の成果である

フェライト磁石補助形同期リラクタンスモータを用いることで、同等のパワー密度と効率を維

持しながら、レアアース・レスで実現可能性が見えてきた。量産化のへの課題、詳細仕様への

落とし込みなどの課題があるものの、今後、適用可能性については引き続き検討を行っていく。 
 

(b) 空調機用モータへの展開 

空調機においても、省エネ規制のため、ネ

オジム磁石を用いた高効率な埋込磁石同期モ

ータ（IPMSM）が多く採用されている。特

に日本国内においては、インバータエアコン

が普及し、圧縮機用モータとしては IPMSM
形式がほぼ１００％となってきている。 

よって、本研究開発の成果であるフェライ

ト磁石補助形同期リラクタンスモータの技術

を展開することでフェライト磁石などの磁力

の弱い磁石を採用しても従来の IPM モータ

図Ⅲ.2.3.3-3 ハイブリッド建機の例 

図Ⅲ.2.3.3-4 空調機用コンプレッサの例 
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と置き換えできるモータを実用化できる目処がたってきた。 
そのため、ダイキン工業株式会社としては、本研究開発の成果を含むレアアース・レス技術

の実用化を加速するために、資源偏在性が高く、入手困難性の高いレアアース・レアメタルを

主対象として削減・代替・リサイクルの技術開発・実証評価等を行うための補助事業として、

経済産業省が実施する平成２３年度「レアアース・レアメタル使用量削減・利用部品代替支援

事業」に公募申請を行い、Ｈ２４年２月に採択されるに到った。具体的には「省・脱ジスプロ

シウム磁石モータ搭載空調機用コンプレッサの実用化開発」、「空調機用コンプレッサ用ジスプ

ロシウム・フリー磁石補助型モータの実用化開発（ダイキン工業株式会社と大阪府立大学との

共同研究）」の２テーマにおいて実用化に取り組んでいく。 
 

（１０）その他 

なし。 
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２．３．４ 脱レアアースを目指す次世代モータの研究開発 
（名古屋工業大学、東海大学） 

 
（１）事業目的 

本事業開発では、希土類系磁石使用量を従来比 50%以下に抑えた省レアアースタイプのハイ

ブリッド界磁モータ、希土類系磁石を一切使用しない脱レアアースタイプの誘導モータ、計 2
種類のモータを対象に、HEV／EV 等の次世代自動車の早期実用化に資するため、高密度かつ

高効率なモータの実現を目的とする。 
 

（２）事業概要 

（a）「SMCコアを利用したハイブリッド界磁モータの研究開発」（名古屋工業大学） 

名古屋工業大学が有する希土類系磁石使用量の大幅削減可能な省レアアースタイプのハイブ

リッド界磁モータを技術シーズに、HEV／EVの駆動用実スケールモータとしての開発性能目

標を達成する最適電磁構造設計指針を明らかにし、実スケールとの互換性を維持したダウンス

ケール機の試作試験評価を通じて、開発性能目標の実現性を明示する。 
（b）「SMCコアを利用した誘導モータの研究開発」（東海大学） 

レアアースが原理的に不要な誘導モータをSMC（圧粉磁心）により構成することにより、自動

車用モータの生産性を向上させ、さらに銅資源のリサイクルが簡単に行えることを可能にする。

誘導モータはレアアースを使ったモータを大きくしのぐ効率は期待できないが、リサイクル性

を鑑みれば、総合的な環境負荷という観点では現状と同等の総合性能が期待できる。 

 

（３）研究開発の実施スケジュールと予算 

(a) 「SMCコアを利用したハイブリッド界磁モータの研究開発」（名古屋工業大学） 

表Ⅲ.2.3.4-1 主な実施項目と開発費用 

主な実施項目 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度  

(Ⅰ)20,000r/min対応実スケー

ルハイブリッド界磁モータの

最適電磁構造設計 

     

(Ⅱ)モータ試験評価ベンチ製作      

(Ⅲ)スケールダウン機設計と 
その試作 

     

(Ⅳ)スケールダウン機試験評価      

(Ⅴ)実スケール実現性確認と 
 課題整理 

     

(Ⅵ)30,000r/min 対応実スケー

ルハイブリッド界磁モータの

最適電磁構造設計 

     

(Ⅶ) 平 成 20-21 年 度 設 計

20,000r/min 仕様実スケールモ

ータ試作と試験評価 
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(Ⅷ) 30,000r/min 対応スケール

ダウン機設計とその試作 
     

(Ⅸ) 30,000r/min 対応スケール

ダウン機試験評価 
     

(Ⅹ)実スケール実現性確認と課

題整理 
     

開発費用（百万円） 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 総額 
名古屋工業大学 11.9 7.0 10.9 7.1 36.9 

 

(b) 「SMCコアを利用した誘導モータの研究開発」（東海大学） 

表Ⅲ.2.3.4-2 主な実施項目と開発費用 

主な実施項目 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度  

(Ⅰ)自主研究製作機の評価      

(Ⅱ)最適設計のための解析評価      

(Ⅲ)圧粉磁心モータの基本設計      

(Ⅳ)圧粉磁心の実物性値の把握      

(Ⅴ)予備試作－最適設計機試作      

(Ⅵ)予備試作－高効率機試作      

(Ⅶ)制御システム構築      

(Ⅷ) 最終試作      

(Ⅸ) 弱め界磁制御      

開発費用（百万円） 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 総額 
東海大学 20.7 5.5 10.5 5.2 41.9 

 

（４）研究開発の実施体制 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ.2.3.4-1 研究開発の実施体制 
 

 

 

 

NEDO 

名古屋工業大学 
・研究開発実施場所： 

工学部（名古屋市） 
・研究開発項目： 

SMC コアを利用したハイブリ

ッド界磁モータの研究開発 

東海大学 
・研究開発実施場所： 

工学部（平塚市） 
・研究項目： 

SMC コアを利用した誘導モータ

の研究開発 

委託 委託 

連携 
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（５）研究開発目標と根拠 

（a）「SMCコアを利用したハイブリッド界磁モータの研究開発」（名古屋工業大学） 

(i)中間目標 

実スケール水準ハイブリッド界磁モータの最適電磁構造設計を実施し、その準相似形ダウン

スケール試作機による実運転評価を行い、ハイブリッド界磁モータによるトルク重量密度６

N⋅m/kg 以上、出力重量密度 3.5kW/kg 以上の実現可能性を検証する。 
 

(ii)最終目標 

水冷方式水準のトルク重量密度 6N⋅m/kg 以上、液冷(ATF)方式水準の出力重量密度 5.3kW/kg
以上を実現する最高回転数 30,000r/min の実スケールハイブリッド界磁モータの最適電磁構造

設計の実施とその準相似形スケールダウン試作機試験による目標値実現可能性の検証を行う。

加えて、中間目標時の最高回転数 20,000r/min の実スケール試作試験を実施し、6,600r/min 以

下での最大トルク、最大出力の実現性評価ならびに多用動作点におけるモータ効率の絶対値評

価、弱め界磁制御による引きずり鉄損低減性能評価を実施する。 
 

(b) 「SMCコアを利用した誘導モータの研究開発」（東海大学） 

(i)中間目標 

圧粉磁心を使った自動車用誘導モータにおいて、ロータにも圧粉磁心を使用すべきか判断し、

さらに最適設計機の設計基本方針を決定する。その上で、圧粉磁心を使った誘導モータの設計

式における係数を明確にし、最終目標の効率と出力密度を達成する設計の見通しを立てる。3
次元形状コアを採用し、出力の増加を確認し、分割コアで試作した誘導モータの組み立て法を

確立する。これにより最終目標の実現可能性を明らかにする。 
 

(ii)最終目標 

自動車用を想定して設計試作された誘導モータの出力密度が 1kW/kg を上回り、定格点の効

率が 90%を上回ること。さらに弱め界磁制御を行っても効率の低下が 2%以下であること。 
 

（６）研究開発成果 

（a）「SMCコアを利用したハイブリッド界磁モータの研究開発」（名古屋工業大学） 

 最終開発目標値（従来技術比でレアアース磁石使用量を半減、出力密度を 150%化＝

5.3kW/kg）に対する研究成果を表Ⅲ2.3.4-3 に纏める。 
 

表Ⅲ.2.3.4-3 研究成果（一覧） 
項目 目標値（最終） 達成値 達成度 備考 

レアアース磁石使用量 550g 以下 517g ○ NEOMAX-38AH 使用 

最大トルク 140N⋅m 以上 122.6N⋅m × シミュレーション値 
最大出力@9-10kr/min 123kW 以上 125kW@9.8kr/min ○ シミュレーション値 
トルク密度 6N⋅m/kg 4.6Nm/kg × シミュレーション値 
出力密度 5.3kW/kg 4.7kW/kg △ シミュレーション値 
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（b）「SMCコアを利用した誘導モータの研究開発」（東海大学） 

最終開発目標値（レアアースを一切使用せず、従来技術と同等相当（空冷）の出力密度＝

1kW/kg）に対する研究成果を表Ⅲ2.3.4-4 に纏める。 

表Ⅲ.2.3.4-4 研究成果（一覧） 
項目 目標値（最終） 達成値 達成度 備考 

出力密度 1kW/kg 0.33 kW/kg × 目標値の設定ミ

ス 
定格点効率 90%を上回ること 88.4% × 50kW 換算 
弱め界磁制御 効率の低下が 2%

以下である 
効率低下は 1% ○  

 

（７）知的財産権等 

（a）「SMCコアを利用したハイブリッド界磁モータの研究開発」（名古屋工業大学） 

表Ⅲ2.3.4-5 に纏める。 

表Ⅲ.2.3.4-5 知的財産権等 件数 
知的財産権 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 計 

特許出願  0  0  0  0  0  
  うち、外国出願  0  0  0  0  0  
  国内登録  0  0  0  0  0  
  海外登録  0  0  0  0  0  
論文  0  0  0  0  0  
  うち、査読付き 0  0  0  0  0  
研究発表・講演  1  2  7  2  12  
受賞実績 0  0  1  0  1  
新聞・雑誌等への掲載  1  1  4  0  6  
展示会への出展  0  0  0  1  1  

合計 2  3  12  3  20  
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（b）「SMCコアを利用した誘導モータの研究開発」（東海大学） 

表Ⅲ2.3.4-6 に纏める。 

表Ⅲ.2.3.4-6 知的財産権等 件数 
知的財産権 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 計 

特許出願  0  1  0  0  1  
  うち、外国出願   0     
  国内登録   0     
  海外登録   0     
論文  0  0   0   
  うち、査読付き      
研究発表・講演  0  3  8  7  18  
受賞実績 0  0  0  0   
新聞・雑誌等への掲載  0  1  0  0  1  
展示会への出展  0  0  0  0   

合計 0  5  8  7  20  
 

（８）今後の課題と課題解決の見通し 

（a）「SMCコアを利用したハイブリッド界磁モータの研究開発」（名古屋工業大学） 

 トルク密度が目標値の 87%程度に留まるため、この点の改善が課題である。課題克服のため

の設計方策としては、ロータティースのクローポール形状化によるトルク発生面積の増大が挙

げられる。この場合、高速回転に耐えうる機械強度対策に十分に留意して設計を実施すること

となる。最大出力密度については、試験装置のインバータ容量の関係上、実験的に明らかにな

っていない。この点については、大容量インバータを導入した追試験を行い、目標達成の実現

性の確認を進めていく予定である。モータ効率については、従来技術に比して、2～2.5%程度

の低下がみられるが、巻線の高占積率化による銅損低減、0.3mm など薄板低鉄損電磁鋼板を採

用することで、これらの効率低下を回避できるものと考えている。 
 

（b）「SMCコアを利用した誘導モータの研究開発」（東海大学） 

出力密度の目標値を達成するためにはつばの長さをさらに伸ばすことだけでは難しいと推定

できる。さらにつばの形状の最適化、および巻線の占積率の向上は出力密度の増加および効率

の向上に寄与できると考えられる。しかしこれらの定量的な予測は困難であるためどの程度寄

与できるかは明らかにすることはできない。圧粉磁心の透磁率の向上画不可欠である。また、

効率の目標を達成するためには圧粉磁心の成形による特性の劣化を防ぐ方法を開発するか、ま

たは鉄損そのものを低下させる必要がある。 
本研究により圧粉磁心の実用的な性能が明らかになり、モータとして圧粉磁心を適用する際

のさまざまな技術課題を明確にすることができた。また誘導モータに圧粉磁心は適用可能であ

るが、自動車用モータの性能を満たすためには圧粉磁心材そのものの一層の改良が必要である。 
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（９）成果の実用化／活用 

（a）「SMCコアを利用したハイブリッド界磁モータの研究開発」（名古屋工業大学） 

 ハイブリッド界磁モータの特長は巻線界磁と永久磁石界磁の併用により、現行の固定永久磁

石界磁の永久磁石形同期モータの二律背反を克服するものである。その原理をより有効に多岐

渡る産業分野へ展開するために必要な１つの技術は、用途の要求特性に対する普遍的なハイブ

リッド界磁モータの設計法の確立である。また、それを実現するためのより低コストなモータ

磁気回路と構造（製造容易性、材料歩留まりを含む）の開発が重要になる。省レアアースかつ

用途指向形の高効率モータとして、他のモータに対して優位性を持つことは明らかであり、ハ

イブッド界磁モータの研究開発は今後も継続的に行われるべきである。 

 

（b）「SMCコアを利用した誘導モータの研究開発」（東海大学） 

レアアース資源がモータ用途にはほとんど使えなくなった場合、レアアースレスモータとし

ては誘導モータが有望なチョイスとなる。しかし、レアアース資源を節約して使うという前提

であれば、誘導モータはそれらより性能が低下する。産業界では資源問題というよりコストと

いう捉え方をするため、レアアース磁石がコスト的に成立しなくなった場合、バックアップ的

技術として今後も最新の技術を適用するための誘導モータの技術開発の継続が必要である。 
 本研究開発では SMC を実際に適用することにより適用上の問題も明らかにすることができ

た。SMC のメリット・デメリットを試作レベルで明確にすることができたので産業分野への

波及効果は大きい。 
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２．３．５ 脱レアアース次世代モータの研究開発 
（東京理科大学、北海道大学） 

 
（１）事業目的 

脱レアアース次世代モータの開発を行う。主として２つの大学で異なったアプローチを取り

ながら研究開発を進める。いずれもレアアース使用量をゼロとする方式であり、目標としては

研究開発当初にもっとも普及しているハイブリッド自動車 NHW20 型トヨタプリウス搭載の IPM

モータと等しい大きさ、効率を実現するものである。すなわち、目標：直径 269 mm、軸長 156 mm

（コイルエンドを含む）の寸法で軸出力 50 kW、運転効率同等(負荷点により 85-95%)を実現す

る。具体的には、次の三項目について、2つの大学で連携を取りながら研究を進める。 

①「スイッチドリラクタンスモータ 研究開発」（東京理科大学）、②「3次元のフェライト磁石

モータ 研究開発」（北海道大学）、③「負荷試験装置の開発」（北海道大学）。 

 

（２）事業概要 

 各項目の技術課題は次の通りである。 

① 「スイッチドリラクタンスモータ 研究開発」 （担当：東京理科大学） 

（①-1）「制限されたサイズ内での高出力化設計」 

（①-2）「効率向上」 

（①-3）「ドライバ、振動、音などの問題点」 

 

② 「3次元のフェライト磁石モータ 研究開発」（担当：北海道大学 システム変換学研究室） 

（②-1）「巻線設計」 

（②-2）「不可逆減磁の防止」 

（②-3）「最適な 3次元モータ形状の検討」 

（②-4）「軸方向の不平衡吸引力の抑制」 

  

③ 「50 kW 負荷試験装置 開発」 （担当：北海道大学 システム変換学研究室） 

 （③-1）「負荷機の速度範囲拡大」  

（③-2）「低速回転域での効率向上」 

（③-3）「測定精度の向上」 
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（３）研究開発の実施スケジュールと予算 

 

表Ⅲ.2.3.5-1 主な実施項目と開発費用 

主な実施項目 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度  

（①-1） 

高出力モータ設計 

     

（①-2） 

高効率の検討 

     

（①-3） 

ドライバ、振動、音 

     

（②-1） 

短節集中巻の適用 

     

（②-2） 

フェライト磁石を磁

気障壁として活用す

る回転子形状の検討 

     

（②-3） 

最適な3次元モータ

形状の検討 

     

（②-4） 

不平衡吸引力の抑

制に適した回転子

形状の検討 

     

（③-1） 

高速誘導機による

回転速度範囲拡大 

     

（③-２） 

降圧チョッパの製

作 

     

（③-３） 

トルク検出と電力検

出の同期が取れる測

定システムの開発 

     

開発費用（百万円） 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 総額 
東京理科大学 11.4 18.2 18.0 13.0 60.6 
北海道大学 25.3 25.8 25.9 17.9 94.9 
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（４）研究開発の実施体制 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ.2.3.5-1 研究開発の実施体制 

 

（５）研究開発目標と根拠 

（ａ）中間目標 

項目①（東京理科大学） 

・固定子直径 269mm、軸長 156mm（コイルエンドを含む）の寸法で軸出力 50kW、95%の設計効

率のスイッチドリラクタンスモータ 1台以上の設計。 

・スイッチドリラクタンスモータで，10kWの軽負荷試験の結果より、固定子直径 269mm、軸

長 156mm（コイルエンドを含む）の寸法で軸出力 50kW、92%の外挿効率を達成。 

 

項目②（北海道大学） 

・フェライト磁石を用いた 2次元モータについて、最適な回転子・固定子形状・巻線構成に

ついての設計指針を明確化。解析上、規定速度において軸出力 50 kW、最高効率 92%以上を

達成するフェライト磁石を用いた 2次元モータを設計。 

・試作 1号機は、レアアースを使用せずに NHW20型プリウスと等しい寸法のフェライト磁石

モータでありながら、規定速度において軸出力 50 kW、最高効率 92%以上を達成。 

 

項目③（北海道大学） 

・「50 kW 負荷試験装置」とその計測装置システムの全体設計を完了。「50 kW 負荷試験装置」

で用いるインバータドライブシステムなどの電気関係の実験装置（電気関係装置）を製作。 

・1 万から 1 万 2 千 rpm まで試験可能であり、そして、50 kW での実負荷試験が行える負荷

試験装置を開発。 

 

NEDO 

東京理科大学 

・研究開発実施場所： 

東京理科大学電気電子情報工学科 

・研究開発項目： 

①高速スイッチドリラクタンスモー

タの開発 

北海道大学 

・研究開発実施場所： 

北海道大学 

・研究開発項目： 

②フェライト磁石を用いた 3 次元モー

タの研究開発 

③負荷試験装置の開発 

委託 委託 

連携 

連携項目 

・５０ｋW 実サイズの負荷試験装置を北大設置して共同利用 

・HEV 用モータの電流実効値、電流密度などのデータの共有 

・５０ｋW モータの取付、機械設計、冷却方法、試験方法共有 
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（ｂ）最終目標（想定根拠・条件） 

項目①（東京理科大学） 

・レアアースを使用せずに NHW20型プリウス搭載のモータと等しい大きさの固定子直径 269mm、

軸長 156mm（コイルエンドを含む）の寸法で、トルク４００Ｎｍ，出力 50kW、効率９５％を

実負荷試験にて確認。 

・試作した EV の走行条件（速度、加減速）を変化させ、振動、音を測定することで、どの

ような条件で、音や振動の問題が顕著となるのか明らかにする。 

  

項目②（北海道大学） 

・レアアースを使用せずに NHW20 型プリウス搭載のモータと等しい大きさの直径 269mm、軸

長 156mm（コイルエンドを含む）の寸法のフェライト磁石モータを製作し、軸出力 50kWが出

力可能であり、幅広い運転範囲において NHW20型プリウスと同等の効率(85-95%)で、最高効

率 95%を実負荷試験装置により確認する。 

 

項目③（北海道大学） 

・プリウスクラスの 50kWモータの軸出力、トルクを 1%程度の誤差範囲で計測し、1万から 1

万 2千 rpmまで試験可能な負荷試験装置、受電システム、電力巡回方式を構築し、実証する。 

 

 

（６）研究開発成果 

表Ⅲ.2.3.5-2 研究成果（一覧） 

項目 目標値（最終） 達成値 達成度 備考 

項目①     

最大トルク 400Nm  400.4Nm ○  

最高効率 

最大出力 

 95% 

 50kW 

 95.2% 

 70kW以上 

○ 

◎ 

 

試験装置の関係

から 70kW まで

測定した 

項目②     

モータ体積 直径 269mm、 

軸長 156mm 

直径 269mm、 

軸長 155mm 

〇  

最高効率 95% 96.1% 〇  

最大出力 50kW 51.5kW 〇  

項目③     

試験容量 50kW 70kW 〇  

試験速度 1万～1万 2千 rpm 1万 rpm 〇  
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＜成果１＞ 

（内容）「スイッチドリラクタンスモータ 研究開発」 

（達成度）○ 

（成果の意義） 

スイッチドリラクタンスモータでは、永久磁石同期電動機と同等の寸法で、同等のトルク

を出力することが困難であると言われていた。しかし、固定子 18 極、回転子 12 極の試作機

により、最大トルク 400.4Nm、最大効率 95.2%を達成することができた。スイッチドリラクタ

ンスモータは、ケイ素鋼板と巻線のみで製作されているためリサイクルが容易であり、減磁

の影響もないことから永久磁石同期電動機と比較し熱にも強い。その意味で、永久磁石同期

電動機と同等の性能が実測により得られた意義は大きいと考える。 

（課題と取り組み） 

 試作機を搭載した EV での騒音、振動の実験結果では、従来のガソリンエンジン車に比べ

て格段に音が小さくなっていることが確認はされた。しかし、永久磁石同期電動機を搭載し

た HEV の EV 走行モードと比べると音がやや気になるため、音の更なる低減と、回生も含め

た制御法の検討、駆動回路の検討が引き続き必要である。 
 
＜成果２＞ 

（内容）「3次元のフェライト磁石モータ 研究開発」 

（達成度）○ 

（成果の意義） 

3次元のフェライト磁石モータでは、フェライト磁石を用いたロータセグメント形アキシャ

ルギャップモータを新たに提案した。提案モータの回転子は，非磁性の回転子支持部材に，

フェライト磁石と圧粉鉄心が交互に組み込まれており，磁石と鉄心がそれぞれセグメントを

形成する構造となっている。提案モータの試作機による実負荷試験の結果，最大トルクは

301.1 Nmであった。最大エネルギー積が希土類磁石の約 1/10のフェライト磁石を用いた脱レ

アアースモータにもかかわらず，希土類磁石を使用した市販 HEV駆動用 PMSMと同等の体積で

75.3%のトルクを達成した良好な結果となった。そして，基底速度 1700 rpm において，目標

出力 50 kW を上回る 51.5 kW を達成し，目標とする同等の体積で同等の出力を実現すること

ができた。最大効率も 96.1%を達成し，最終開発目標をフェライト磁石を用いたモータで実現

できた意義は大きいと考える。 

（課題と取り組み） 

 提案モータの基本的な有効性は試作機により確認することができた。今後は，量産化に向

けた安定性・信頼性・製造のしやすさなどを確立することが重要であり，使用する材料など

を含めて，検討を引き続き行う必要がある。 

 
＜成果３＞ 

（内容）「50 kW 負荷試験装置 開発」 

（達成度）○ 

（成果の意義） 

軸出力 70kW、1 万 rpm まで試験可能な負荷試験装置、受電システム、電力巡回方式を構築
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した。海外の大学では実施されていた 50kWの実車サイズのモータの実負荷試験を国内の大学

においても実施できるようになり，同じレベルで研究開発の競争ができるようになった意義

は非常に大きいと考える。 

（課題と取り組み） 

 測定スピードの効率化を図るために，測定データの収集システムの自動化などの実験装置

の改良を引き続き行う必要がある。 

 

（７）知的財産権等 

 本プロジェクト期間中の知的財産権等の件数を表Ⅲ.2.3.5-3 に示す。 
 

表Ⅲ.2.3.5-3 知的財産権等 件数（成果 1 と 2 の合計） 
知的財産権 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 計 

特許出願  0  0  9  0  9  
  うち、外国出願  0  0 7  0  7  
  国内登録  0  0  0  0  0  
  海外登録  0  0  0  0  0  
論文  0  0  3  9  12  
  うち、査読付き論文  0  0  3  9  12  
研究発表・講演  0  9  13  17  39  
受賞実績 0  2  3  2  7  
新聞・雑誌等への掲載  0  0  7  0  7  
展示会への出展  0  0  0  2  2  

合計 0  11  35  30  76  
 

（８）今後の課題と課題解決の見通し 

 スイッチドリラクタンスモータについては、前述の通り、騒音の更なる低減と、回生も含め

た制御法の検討、駆動回路の検討が課題である。騒音、トルク脈動、振動の低減方法としては、

モータの構造面からのアプローチのみならず、制御方法や利用する際の取り付け方法などによ

り、更なる低減が可能であると考えている。ただし、効率や出力の低下が伴う可能性もある。 
 本研究で提案した駆動回路では、小電力実験ではあるが、駆動範囲を拡大できるなどの効果

が見られた。また、使用（制御）方法によっては、トルク脈動の低減をはかる用途に用いるこ

とが可能であることが確認できた。今後は、実車搭載可能な容量の変換器を製作し検討が望ま

しい。 
 本研究では、力行側に重点を置いて研究が行われたが、EV や HEV では、電力回生も重要で

あることから、回生における特性も検討する必要が望ましい。スイッチドリラクタンスモータ

の制御には、励磁開始角、励磁終了角、電流制限値のパラメータが用いられるが、インバータ

の直流入力電圧も含めて検討することで、燃費が向上できるような適切な制御を行うことが可

能になる。 
 3 次元のフェライト磁石モータについては，前述のとおり，量産化に向けた安定性・信頼性・

製造のしやすさなどを確立することが重要である。そのためには，試作および実験を繰り返す



Ⅲ.2.3.5-7 

と同時に，今回の研究プロジェクトでは実施しなかった耐久試験やコスト低減のための製造手

法の確立などを行っていく必要がある。したがって，今後は，これらの観点から研究開発を推

進するために，大学だけでなく企業などとの共同研究を積極的に推進することが重要である。

そして，実際に，平成 23年度より，今回の研究プロジェクトで得た知見を活かす形で複数の企

業と共同研究を開始している。ただし，回転子の軸方向の挙動などといった基礎的な項目に関

しては，大学として，これまでと同様に研究を行い知見を高めていくことが重要である。 

（９）成果の実用化／活用 

 開発成果の産業界における具体的利用の実用化イメージ／出口イメージとしては、EV、

HEV、ハイブリッド建機の他、モータ応用製品全般が挙げられる。 

 スイッチドリラクタンスモータについては、構造が簡単であり、サイクルも容易であるこ

とから、量産により価格の低減が期待できる。２０１２年７月現在、材料コストは現状の永

久磁石モータの１／３以下であり価格競争力がある。今後、トルク脈動や騒音、振動が許容

される応用から適用が進む。既に、モータ量産の大手である日本電産が SRモータの量産を表

明している。また、いくつかの自動車関連メーカ等から SRモータ開発の発表がある。また、

問い合わせも多く、国内企業と共同研究などを開始して技術移転を行う。さらに、SR用のイ

ンバータ、コントローラ、試験装置などの開発を試験装置製作企業と行い、SRモータ開発企

業のサポートを行う。自動車応用以外の分野でも関心が高く、原発事故以降に急速に工場の

電力消費低減要求が高まり、効率が永久磁石なみである SRモータの適用が進む。現在多くの

機械メーカはモータを内製化して競争力をつけつつあるため、機械メーカへの技術移転プロ

グラムを行い、技術の移転とさらに良い方式の研究開発を行う。なお、国外企業も発表論文

を参考にしてコンプレッサなどの自動車以外の用途に SR モータの開発に成功した状況にあ

る。また、今後、トルク脈動、騒音、振動を低減することで、さらなる応用分野の開拓が期

待できる。 

 3 次元のフェライト磁石モータについては，前述の課題の箇所で述べたよう，具体的な製

品への応用を前提として，平成 23年度より，今回の研究プロジェクトで得た知見を活かす形

で複数の企業と小容量のモータについて共同研究を開始している。まずは，これらの共同研

究を通じて，小容量のモータに関する安定性・信頼性・製造のしやすさなどの技術を確立し，

実用化するといった実績を積むことが重要であると思われる。さらに，これらの共同研究を

通じて，大容量のモータについても，上記課題の解決に取り組むと同時に，積極的に実用化

を図っていきたい。 

 

（１０）その他 

 いずれのモータにおいても、引き続き研究を継続していくことで、性能改善が可能であると

考えている。その際、モータ単体だけでは無く、駆動回路、制御法を含め、総合的なシステム

レベルの視野での研究が望ましい。 
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２．４ 次世代技術開発 
２．４．１ リチウムイオン液体を用いた安全性と高性能を兼ね備える蓄電システ 

ム構築（横浜国立大学） 
 
（１）事業目的 

本質的に安全性の高い高効率リチウム系二次電池蓄電システムを構築するためには、電解質

の不燃化、固体化、さらには電極－電解質界面構造の最適化が不可欠である。これまでにイオ

ン液体、高分子固体電解質などを用いたリチウム系二次電池が提案され、その安全性は著しく

向上することが示されてきた。しかしこれらのシステムでは安全性は向上するものの性能（特

に低温特性や出力特性）は汎用の有機電解液を用いたシステムと比べて著しく劣るため、電解

質の難燃化や固体化による安全性向上と高性能化は一般に二律背反と考えられてきた。 
本事業では、これまでの電池系構築研究の典型的方法論である、優れた電極活物質を探索し、

これに適合する電解質を選択するという手法ではなく、リチウム系二次電池の安全性を材料側

で本質的に確保できる新規リチウムイオン液体の開発を前面に据える。さらに、このリチウム

イオン液体に適合する負極および正極開発を、特にそのナノ構造制御に力点を置いて進め、安

全性と高性能を兼ね備える蓄電システムを構築することを目的とした。 
 
（２）事業概要 

安全性と高性能を兼ね備えたリチウム系二次電池蓄電システムを構築するために、非水系リ

チウムイオン伝導体としてのイオン液体およびこれを高分子を用いて薄膜化したイオンゲルに

注目した。これまでにリチウムイオン液体の新規概念を提案するとともに、これが難揮発性、

難燃性、高解離性、高リチウムイオン活量、高リチウムイオン輸率を示し、リチウム系二次電

池の電解質へ適用可能であることを確認している。 
 本プロジェクトでは、①新規リチウムイオン液体のための分子設計を進め、広い温度範囲で

優れた伝導特性を有するイオン液体を得る。さらにこれを高分子を用いて薄膜化したイオンゲ

ルを創製する。②リチウムイオン液体をデザインすることで、従来の有機電解液では安定な電

池作動が困難である高容量電極材料の適合を目指し、500 W h kg-1 レベルの電池構築の見通し

を得ることを目標とした。③電池の高エネルギー密度化と同時に、電極の多孔構造や電解質を

最適化することで高出力化についても検討した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



Ⅲ.2.4.1-2 

（３）研究開発の実施スケジュールと予算 

 

表Ⅲ.2.4.1-1 主な実施項目と開発費用 

主な実施項目 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度  

リチウムイオン液体

およびリチウムイオ

ンゲルの研究開発 

      

炭素系ナノ負極の研

究開発 

      

メソ構造テンプレー

ト法によるナノ正極

開発 

      

イオン液体とナノ構

造電極を用いた蓄電

システム構築 

      

開発費用（百万円） 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 総額 
横浜国立大学 20.000 20.000 19.255 19.255 19.255 97.765 

 

（４）研究開発の実施体制 

 

  

 

 

 

図Ⅲ.2.4.1-1 研究開発の実施体制 

 

（５）研究開発目標と根拠 

①中間目標 
(a)-1 リチウムイオン液体の研究開発 
開発目標： イオン伝導率:10-3 S cm-1、リチウムイオン濃度:2 M 以上、解離度:0.5 以上、リ

チウムイオン輸率:0.5 以上、電位窓: 0～4.5 V vs. Li/Li+以上、耐熱性:100 ºC での重量減少

1wt% h-1 以下、融点（ガラス転移点）:- 40 ºC などの特性を満足するリチウムイオン液体を

開発する。 
目標設定理由：安全性かつ高性能を兼ね備える電池系を構築するために、難燃性・難揮発性

かつ広い温度範囲で優れたイオン伝導特性を兼ね備える電解質材料が必要であるため。 
 
 (a)-2 炭素系ナノ負極の研究開発 
開発目標： 細孔容量が 1.8 cm3 g-1、比表面積が 1800 m2 g-1 以上、高速充放電が可能で、放

電容量として 800 mA h g-1 以上を有するナノ負極の開発。 
目標設定理由：メソチャンネル中で、嵩高いイオン液体の物質移動を促進することにより、

NEDO 

横浜国立大学 

委託 



Ⅲ.2.4.1-3 

リチウムイオンと電極内部への高速移動を可能とし、リチウム二次電池としての高性能化を

図るため。さらに、メソチャンネルの内壁は大きな表面積をもつため、リチウムイオンの吸

着容量が大きく、高容量が期待されるため。 
 
(a)-3 メソ構造テンプレートによるナノ正極の研究開発 
開発目標：メソ規則性細孔固体正極を作製し、放電容量 180 mA h g-1 以上。 
目標設定理由： 高い構造規則性を有する規則性メソポーラス遷移金属酸化物を正極物質とし

て用いることは、表面積が大きいゆえに高出力に対応可能になるため。 
 
②最終目標 

(b)-1 リチウムイオン液体のリチウムイオンゲル研究開発 
開発目標： （リチウムイオン液体）イオン伝導率: 3×10-3 S cm-1、電位窓: 5.0 V vs. Li/Li+

以上、耐熱性:100 ºC での重量減少 1wt% h-1 以下などの特性を満足するリチウムイオン液体

を開発する。 
（リチウムイオンゲル）イオン伝導率: 10-3 S cm-1 以上の特性を満足するリチウムイオンゲ

ルを開発する。 
目標設定理由：安全性かつ高性能を兼ね備える電池系を構築するために、難燃性・難揮発性

かつ広い温度範囲で優れたイオン伝導特性を兼ね備える電解質材料が必要であるため。 
 
(b)-2 イオン液体とナノ構造電極を用いた蓄電システム構築 
開発目標： リチウムイオン液体を用いた電池で、高エネルギー密度電池構築（500 W h kg-1）

の見通しを得る。 
目標設定理由：「リチウムイオン液体を用いた安全性と高性能を兼ね備える蓄電システム構

築」を実現するため。 
 

 

 

 

（６）研究開発成果 

表Ⅲ.2.4.1-2 研究成果（一覧） 

項目 目標値（最終） 達成値 達成度 備考 

リチウムイオン液体 イオン伝導率 : 
3×10-3 S cm-1、

電位窓 : 5.0 V 
vs. Li/Li+以上、

耐熱性 :100 ºC
での重量減少

1wt% h-1 以下 

イオン伝導率 : 6.2×
10-3 S cm-1、電位窓: 
4.8 V vs. Li/Li+、耐熱

性:100 ºC での重量減

少 1wt% h-1 以下 

イオン伝

導率: ○、

電 位 窓 :
△、耐熱

性:○  

不燃性溶媒添

加 

リチウムイオンゲル イオン伝導率 : 
10-3 S cm-1 

イオン伝導率 : 1.3×
10-3 S cm-1  

○ 50 ºC 
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炭素系ナノ負極 細 孔 容 量 : 1.8 
cm3 g-1、比表面

積: 1800 m2 g-1、

放 電 容 量 : 800 
mA h g-1 

細 孔 容 量 : 2.0 cm3 
g-1、比表面積 : 1760 
m2 g-1 、 放 電 容 量 : 
1200 mA h g-1 

細孔容量: 
○、比表

面積: ○、

放電容量: 
○ 

 

ナノ正極 放 電 容 量 :180 
mA h g-1 

放電容量 330 mA h 
g-1 

○  

イオン液体とナノ構

造電極を用いた蓄電

システム構築 

エネルギー密度

電池構築: 500 W 
h kg-1 

エネルギー密度電池

構築: 500 W h kg-1 以

上 

◎ 活物質（硫黄正

極および金属リ

チウム負極）の

重量あたりのエ

ネルギー密度 

 

＜成果１＞ 

（内容）リチウムイオン液体の研究開発 
（達成度）○ 
（成果の意義）イオン液体をリチウム系二次電池の電

解質に用いようとする研究は世界的に活発に行われて

おり、電池の安全性は著しく向上することが示されて

きた。しかし、イオン液体を溶媒として用いるリチウ

ムイオン伝導体は、リチウムイオンの濃度（活量）が

低い、リチウムイオン輸率が低い、濃度分極が起こる

などの課題が残る。本事業で着目したリチウムイオン

液体の特徴は、高いリチウムイオン濃度、高リチウムイオン輸率、広い電位窓を有する点であ

る。さらに、リチウムイオン液体は、難燃性・難揮発性など良好な熱安定性を示すとともに、

配位子とリチウム塩を混合するというシンプルなプロセスで得られるため、安価で汎用性のあ

る電解質を提供し得る。本事業で開発したリチウムイオン液体は、リチウムイオン濃度が 3 M 
程度と高く、その濃厚イオン媒体中でも解離度が 0.4～0.7 と大きな値を示した。通常の有機溶

媒やイオン液体にリチウム塩を添加する電解液系では、リチウムイオン輸率が 0.5 を上回るこ

とはないが、リチウムイオン液体のリチウムイオン輸率は 0.5～0.6 と大きいことがわかった。

リチウムイオン液体の電位窓は 0.0～4.8 V と広く、リチウムイオン液体を電解液に用い

LiCoO2 の充放電を行ったところ、図Ⅲ2.4.1-2 に示すように、200 サイクル以上安定して充放

電可能であった。これは、エーテル系電解質として 4 V 級リチウム二次電池の長期安定性を示

した世界で初めての例である。 
（課題と取り組み）本事業では、新規リチウムイオン液体のための分子設計を進め、広い温度

範囲で優れた伝導特性を有するリチウムイオン液体を得ることを目的とした。具体的には、ル

イス塩基性が極めて低くかつ安定なアニオンのリチウム塩と、リチウムイオンに対してすべて

の極性基が相互作用した状態の配位子からなる錯体を合成し、その熱的性質を検討することに

より、低融点（低ガラス転移温度）、難揮発性、難燃性を兼ね備える物質群を探索した。 
 

 
図Ⅲ2.4.1-2 4 V 級リチウム二次電池 Li | 
リチウムイオン液体 | LiCoO2 の電池セ

ルの充放電曲線。 
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＜成果２＞ 
（内容）リチウムイオンゲルの研究開発 
（達成度）○ 
（成果の意義）リチウムイオン液体の特徴を保持したままゲル化できれば、電池系の安全性の

向上やデバイスの軽量化が期待できる。本事業で作製したリチウムイオンゲルは 1.3 mS cm-1

（50 ºC）のイオン伝導率を有し、電解質に適用すると、リチウム金属の可逆な析出・溶解反応

が可能であったことから、リチウムイオン伝導が可能であることがわかった。電位窓は 0.0～
4.8 V であり、リチウムイオン液体と同程度の耐酸化安定性を示した。 
（課題と取り組み）リチウムイオン液体のゲル化手法に、ABA 型トリブロック共重合体の自己

組織化を利用した。この手法は、シンプルなプロセスでリチウムイオン液体をゲル化すること

ができる。 
 
＜成果３＞ 
（内容）炭素系ナノ負極の研究開発 
（達成度）○ 
（成果の意義）メソチャンネルの内壁は非常に大きな表面積をも

つため、リチウムイオンの吸着容量が大きい。また、メソチャン

ネル内のリチウムイオンの拡散性も優れていると考えられ、リチ

ウム二次電池としての高出力化が期待できる。本事業で合成した

メソポーラスカーボンを用い、充放電試験を行った結果、図Ⅲ

2.4.1-3 に示すように、グラファイトの理論容量である 372 mA h 
g-1 よりも高い放電容量を示した。カーボン源をスクロースにした

場合は、初期の放電容量が 1600 mA h g-1 と高く、本事業で設定

した目標値の 800 mA h g-1 を大きく上回った。 
（課題と取り組み）直径数ナノメートルの規則的な細孔をもつメ

ソポーラスシリカを鋳型とし、細孔を炭素で埋めることにより、

規則的なナノ構造炭素を合成し、シリカを溶解除去することによって規則性ナノ多孔体炭素材

料を得た。このような手法でカーボンをメソチャンネル化して負極材料に用いた。 
 
＜成果４＞ 
（内容）メソ構造テンプレートによるナノ正極の研究開発 
（達成度）○ 
（成果の意義）作製した複合電極は、透過電子顕微鏡の写真から、規則性メソポーラス炭素細

孔中に粒系の揃った Li2MnSiO4 が存在することがわかった。この複合電極の放電容量は 330 
mA h g-1 となり、理論通りの容量が実現することが明らかとなった。 
（課題と取り組み）正極容量を向上させるためには組成式の中でリチウムの量論が大きいため、

リチウムメタルシリケート（Li2MSiO4, M=Mn, Fe, Ni など）は注目されているが、電子伝導

性が低く、微粒子化や炭素との複合化がなされているが、構造の均一性は実現しにくい。この

問題を解決するため、規則性メソポーラス炭素細孔中に Li2MSiO4 を成長させ、複合電極とし

た。 

 
図Ⅲ2.4.1-3 メソポーラ

スカーボンの定電流充放

電サイクル試験の結果。

電 解 液 : 1 mol kg-1 
LiPF6/EC+DMC (1:1 v/v)
溶液。 
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＜成果５＞ 
（内容）イオン液体とナノ構造電極を用いた蓄電システム構築 
（達成度）◎ 
（成果の意義）硫黄正極およびリチウム金属負極は、理論容量が既存の挿入脱離型の電極活物

質の 10 倍以上であるため、電池の高エネルギー密度化が期待できる電極活物質である。しか

し、従来の電解液系では充放電クーロン効率が低いことが知られている。しかし、リチウムイ

オン液体を電解液に用いて充放電すると、100 サイクル後も 90%程度のクーロン効率を示した。

リチウムイオン液体のような濃厚リチウムイオン溶液では、金属電解研磨と類似の現象がリチ

ウムイオン液体/リチウム電極界面で生じ、リチウム金属が平滑に析出溶解を繰り返しているた

めであると考えている。 
 一方、硫黄正極は、従来の有機電解液系では、電池反応過程で生成するリチウムポリスルフ

ィドの溶出のため、クーロン効率が低いことが問題となっている。リチウムイオン液体を電解

液に用い、規則性多孔構造を有する逆オパール炭素(IOC)(図Ⅲ2.4.1-4)に硫黄を担持体に用いて

正極を作製し、Li | リチウムイオン液体 | S 電池の特性を検討した。初期放電容量は 1000 mA 
h g-1 を超えた。この値は現行の正極材料である LiCoO2 の理論容量の 7 倍以上に相当する。ク

ーロン効率が 50 サイクル後も 97%以上と良好なサイクル特性を示したことから、リチウムイ

オン液体中ではこれまで問題となっていたリチウムポリスルフィドの溶出は抑制されているこ

とがわかる。硫黄正極の高いクーロン効率は、固体電解質を用いた場合には報告があるが、液

体電解質を用いた場合の前例はない。以上より、液体電解質にもかかわらず、リチウムイオン

液体を用いると硫黄正極（理論容量 1672 mA h g-1）および金属リチウム負極（3861mA h g-1）

が高いクーロン効率で安定な充放電可能であることが見出され、高エネルギー密度（500 W h 
kg-1）電池構築の見通しを得ることができた。 
（課題と取り組み）成果 1～4 で開発したリチウムイ

オン液体およびナノ構造電極の知見を総合し、高エネ

ルギー密度電池構築の可能性を検討した。電池の高容

量化に向けて、1672 mA h g-1 と高い蓄電容量をもち、

資源的制約のない硫黄正極の適用を検討した。もし、

硫黄正極と金属リチウム負極（理論容量 3861 mA h 
g-1）とを組み合わせることができれば、電極活物質の

みの重量あたりで 2000 W h kg-1 を超えるエネルギー

密度を構築することができる。本事業で開発したリチ

ウムイオン液体を電解液とし、硫黄正極と金属リチウ

ム負極を組み合わせた電池系を構築し、充放電特性を

検討した。 
 
 
 
 
 
 

図Ⅲ2.4.1-4  Li 負極| リチウムイオン

液体 | 硫黄/炭素複合正極の充放電容量

のサイクル数依存性。Open plot: 充電容

量。Closed plot: 放電容量。 
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（７）知的財産権等 

 本プロジェクトの知的財産権等の件数を表Ⅲ.2.4.1-3 に示す。 
 

表Ⅲ.2.4.1-3 知的財産権等 件数 
知的財産権 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 計 

特許出願  0  0  1  1  0  2  
  うち、外国出願  0  0  0  0  0  0  
  国内登録  0  0  0  0  0  0  
  海外登録  0  0  0  0  0  0  
論文  2  2  2  4  7  17  
  うち、査読付き論文  0  2  2  3  7  14  
研究発表・講演  12  13  17  18  26  86  
受賞実績 0  0  0  0  0  0  
新聞・雑誌等への掲載  0  0  0  0  0  0  
展示会への出展  0  0  0  0  0  0  

合計 14  15  20  23  33  105  
 

 

（８）今後の課題と課題解決の見通し 

本事業では、新規リチウムイオン液体のための分子設計を進め、広い温度範囲で高いイオン

伝導率を有するイオン液体を開発した。さらに、このリチウムイオン液体に適合する電極を設

計することで、安全性と高性能を兼ね備える蓄電システム構築を目指した。その結果、本事業

で開発したリチウムイオン液体を電解液に用いると、大容量電極材料である硫黄正極および金

属リチウム負極が高いクーロン効率で充放電可能であることが見出され、安全性に優れ、高エ

ネルギー密度（500 W h kg-1）構築の見通しを得ることができた。 
しかしながら、さらなる性能向上のために、①長期充放電サイクル試験などの基礎データの

蓄積、②電極の多孔構造の最適化、③電池セル内での物質輸送抵抗の低減などが課題となる。

①これまでの電池試験で、100 サイクルまで安定した充放電が可能であることを見出したが、

実用化に向け、500 サイクル以上の充放電の実証実験が必要であると考える。②硫黄正極の担

持体として、様々な種類の規則構造炭素を検討してきた。これまでの検討した中では、炭素担

持体に逆オパール炭素を用いた場合に、硫黄の放電容量が最も高いことが実験的にわかった。

しかし、硫黄の充放電性能は、炭素の比表面積などのパラメータで単純に整理されるわけでは

ことがわかり、性能向上にためには電極構造と性能の相関の理解、およびその硫黄正極に最適

な炭素材料の探索が今後の課題である。③電池セル内での物質輸送のしやすさを評価する指標

である限界電流密度が増大すれば、電池の出力特性は改善される。リチウムイオン液体中での

限界電流値は、汎用イオン液体系より 1 桁ほど高いものの、有機溶媒系と比較すると 1 桁ほど

小さい。限界電流密度の増大を目指す方法論として、分子性溶媒の添加が考えられる。実際、

リチウムイオン液体に不燃性のハイドロフルオロエーテルを添加すると、グライム-リチウムイ

オンの錯体構造を維持したまま、媒体の粘性率が低下し、物質輸送特性が向上するため、限界

電流密度も増大することがわかった。今後は、添加溶媒を最適化し、各種電極活物質との適合
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を図り、出力特性も優れた電池系構築することが課題である。 
 

（９）成果の実用化／活用 

本事業で開発したリチウムイオン液体は、難燃性・難揮発性の安全性に加え、配位子とリチ

ウム塩を混合するというシンプルなプロセスで得られるため、安価で汎用性のある電解質を提

供し得る。また、本研究で見出された基礎概念はすでに特許出願済みである。これらの知見に

関して興味を示す企業は多い。企業も研究組織に加え、（８）で示した課題の解決を目指し、実

用デバイスとして応用するため、研究を継続していきたい。 

 

（１０）その他 

特になし。 
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２．４．２ 全固体型リチウム電池における高容量負極の研究開発 
（物質・材料研究機構） 

 

（１）事業目的 

電池のエネルギー密度を飛躍的に向上させるためには、高容量電極材料の使用が必須である。

しかしながらインターカレーション材料を使用する限りにおいては、容量密度の限界がホスト

骨格の重量や体積により決められてしまうため、革新的なエネルギー密度の向上は達成し得な

い。この限界を打破するためには、インターカレーション材料に代えて、スクラップアンドビ

ルド型の電極材料の使用が不可欠であるが、有機溶媒電解質中では安定に動作させることは困

難であった。本研究開発は、電解質として固体電解質を用いることによりスクラップアンドビ

ルド型の高容量電極材料の使用を可能とすることを目的とする。 

 

（２）事業概要 

スクラップアンドビルド型の高容量負極材料としては、金属微粒子やリチウム合金、金属リ

チウムなどがあげられるが、これらの材料を有機溶媒電解質中で繰り返し動作させると、凝集

状態の変化や微粒子化が進行し、いずれも安定に動作させることは困難であった。本研究開発

では、電解質として固体電解質を用いることで電解質中における物質移動とそれにともなう電

極構造の変化を抑制することで高容量負極の使用を可能とする。具体的には、これまで独立に

研究されてきた(1) コンバージョン反応と呼ばれる化合物からの金属微粒子生成反応および(2) 

リチウムとの合金化反応を段階的に進行させることで負極の高容量化を達成するとともに、こ

れらの反応により生成する高表面積の合金粒子上での(3) 金属リチウムの析出反応を調べるこ

とで、将来的な金属リチウム負極の可能性を探る。 

 

（３）研究開発の実施スケジュールと予算 

 

表Ⅲ.2.4.2-1 主な実施項目と開発費用 

主な実施項目 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度  

金属微粒子生成（コ

ンバージョン）反応

の研究 

      

金属微粒子における

合金化反応の研究 

      

金属リチウム析出反

応の研究 

      

全固体型リチウム電

池に関する調査 

      

開発費用（百万円） 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 総額 

物質・材料研究機構 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0 100.0 
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（４）研究開発の実施体制 

 本プロジェクトの実施体制を図Ⅲ.2.4.2-1 に示す。 

 

ＮＥＤＯ技術開発機構

（独）物質材料研究機構 

・研究実施場所： 国際ナノアーキテクトニクス研究拠点（MANA）（つくば） 

光材料センター（つくば） 

・研究項目： 金属微粒子生成反応の研究 

金属微粒子における合金化反応の研究 

金属リチウム析出反応の研究 

委託

 
 

図Ⅲ.2.4.2-1 研究開発の実施体制 

 

（５）研究開発目標と根拠 

①中間目標 

（想定根拠・条件）本研究開発の目標とする負極材料を硫黄正極と組み合わせ、500 Wh·kg−1

の重量エネルギー密度を達成しようとすると負極材料に求められる容量密度は 380 mAh·g−1

となる。現在の車載用 C/LiCoO2 系電池における理論エネルギー密度に対する実効エネルギ

ー密度の比は約 20%であるようであり、この値を用いると負極材料の容量が 1,800 mAh·g−1

であれば実電池で 500 Wh·kg−1 を達成することができることになる。以上の根拠に基づき、

本研究開発では金属原子あたり 1800 mAh·g−1 の容量を発生する負極材料の開発を目標とし

た。中間目標としてはこの最終目標を実現可能な、(1)金属微粒子生成反応（コンバージョン

反応）において 600 mAh·g−1 以上の容量、(2)金属原子あたり 1200 mAh·g−1 の容量をともな

い、硫化物から生成した金属微粒子がリチウムとの合金を形成することを確認することとし

た。また、出力性能、サイクル性能として、各々1 mA·cm−2 以上と 20 サイクル経過後の容

量維持率 70%以上を中間目標とした。 

 

②最終目標 

（想定根拠・条件）本研究開発の最終目標が金属重量あたり 1800 mAh·g−1 の容量の達成で

あることはすでに述べたとおりであり、金属微粒子の生成反応（コンバージョン反応）と金

属微粒子における合金化反応を逐次的に進行させ、これら 2 つの反応における容量の合計と

してこの容量を達成することを最終目標とした。さらに出力性能、充放電サイクル性能とし

て、各々5 mA·cm−2 以上の出力電流密度と 100 サイクル後の容量維持率が 80％以上を目標と

した。 
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（６）研究開発成果 

 

表Ⅲ.2.4.2-2 研究成果（一覧） 

項目 目標値（最終） 達成値 達成度 備考 

容量密度 金 属 元 素 あ た り

1800 mAh·g−1 以上 

硫化物系：5000 mAh·g−1 

窒化物系：2000 mAh·g−1 

合金系：3000 mAh·g−1 

○  

出力密度 5 mA·cm−2 以上 合金系：9.7 mA·cm−2（10C）で

2500 mAh·g−1 の放電容量 

○  

寿命 100 サイクル経過後の容

量維持率が 80%以上 

窒化物系材料：79%~87% 

合金系材料：84%~95% 

○  

 

＜成果１＞ 

（内容）ケイ素硫化物においてコンバージョン反応と合金化反応が逐次的に進行することを確

認した。また気相合成法により可逆性を高め、図Ⅲ.2.4.2-2 に示したようにケイ素重量当たり

5000 mAh·g−1 以上（硫化物あたり 1000 mAh·g−1 以上）の容量密度を達成した。 

 

 

図Ⅲ.2.4.2-2 FeS を添加した Li2SiS3 薄膜の充放電特性 

 

（達成度）△（容量、サイクル特性については○） 

 

（成果の意義）逐次反応を安定に進行させることで高い容量密度を達成するとともに、原子レ

ベルで導電材を均一分散する効果を明らかにした。 

 

（課題と取り組み）コンバージョン反応が貴な電位領域で進行するため、電池電圧が低下する

という課題が残された。本研究開発では課題解決のため、以下に示す窒化物系材料と合金系材

料の検討を行った。 
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＜成果２＞ 

（内容）低電位化を目指した材料探索の結果、窒化物系材料の電極反応が 0.5 V 以下の電位領

域において進行することを見出した（図Ⅲ .2.4.2-3）。観測されたケイ素あたりの容量は

2000 mAh·g−1（窒化物あたり 1300 mAh·g−1）であり、100 サイクル後の容量維持率は 79 ~ 87%

であった。 

 

 
図Ⅲ.2.4.2-3 窒化ケイ素系薄膜の充放電特性 

 

（達成度） △（容量、サイクル特性については○） 

 

（成果の意義）窒化物系材料の電極反応は卑な電位領域で進行することから、電池の高電圧化

が可能となる。また、ケイ素重量当たりの容量は Li2SiS3 に比べて低いものの、Si の含有率が

高いものであるため、化合物あたりの容量としては遜色ないものであった。 

 

（課題と取り組み）今回作製した窒化物系電極は出力性能に乏しいものであったが、硫化物系

において電極の高活性化に効果を示した電子導電材の付与などの検討を加えることで、出力性

能についても一定の向上を得ることができるものと考えられる。 

 

＜成果３＞ 

（内容）逐次反応の一段階であるケイ素の合金化反応単独の特性についても検討を加え、図

Ⅲ.2.4.2-4 に示したように 3500 mAh·g−1 の容量と高い出力性能を示すことを明らかにした。ま

た、固体電解質を用いることで 100 サイクル経過後の容量維持率を 80%以上にまで改善した。 

 

 

図Ⅲ.2.4.2-4 薄膜化した合金系負極の出力性能 
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（達成度）○ 

 

（成果の意義）合金化反応はながらく研究されてきた系であるが、充放電の繰り返しによる容

量低下の問題は解決には至っていない。本研究開発で得られた成果は、サイクル特性向上の方

向性を示すもののみならず、高い出力性能を有する合金系負極開発につながる可能性をもつも

のである。 

 

（課題と取り組み）今回固体電解質を用いることで観測されたサイクル性能は、有機溶媒電解

質中のものに比べてはるかに高い値であるとはいえ、改善の余地があるものと思われる。電気

化学反応界面が固固界面となる固体電解質系では、活物質の体積変化による接合性の変化が電

極性能の低下として現れやすく、この課題解決には材料の機械的特性に基づくアプローチも重

要であると考えられる。 

 

（７）知的財産権等 

 本プロジェクトでの知的財産権等の件数を表Ⅲ.2.4.2-3 に示す。 

 

表Ⅲ.2.4.2-3 知的財産権等 件数 

知的財産権 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 計 

特許出願   1    1 

  うち、外国出願   1    1 

  国内登録        

  海外登録        

論文  3 1 2 5 7 18 

  うち、査読付き論文  2 1 0 3 3 9 

研究発表・講演  10 8 19 25 23 85 

受賞実績※        

新聞・雑誌等への掲載        

展示会への出展     1  1 

合計 15 12 21 34 33 115 

 

（８）今後の課題と課題解決の見通し 

 本研究開発において、合金系材料では容量密度以外の総合性能についても目標値を達成した

が、そのほかの材料系についてはすべての目標値を満たすまでの検討を加えることができなか

った。硫化物系材料ではコンバージョン反応が貴な電位領域で進行するという根源的な課題が

明らかとなったが、窒化物系材料は実用材料となりうる容量密度と作動電位を示しており、硫

化物系材料に対して施した方策を適用すれば、初の逐次反応系実用材料となりうるものと期待

される。 
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（９）成果の実用化／活用 

 気相法を経由して薄膜化した材料はマイクロメートルオーダーの膜厚でも高い電極性能を発

揮しており、このことから描くことのできる実用化イメージは、薄膜状に作製した電極をその

まま電池に組み込む方法である。一方、広く実用化の道を求めようとすれば本研究開発で得ら

れた材料を固相反応などの大量生産に適した方法で合成する必要があり、そのためには新たな

反応前駆体からの合成経路の開発が必要と考えられる。また、気相を経た合成法により電子導

電材を均一分散する手法は、導電性に乏しい電極活物質の高活性化に有効であり、様々な電極

材料への適用が可能であると考えられる。 
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２．４．３ リチウム空気二次電池用リチウム－固体電解質複合負極の研究開発 
（三重大学） 

 

（１）事業目的 

現在の自動車用内燃機関と代替可能な高いエネルギー密度（700Wh/kg）を供しうる電池系

であるリチウム空気二次電池を想定し、その実用化に向けた要素技術の研究を行う。特に長寿

命を達成するための最大の課題である安定なリチウム負極の開発を目指す。 

 

（２）事業概要 

700Wh/kg のエネルギー密度を達成するには、金属リチウムもしくはそれに準ずる負極を開

発することが必要である。リチウム空気電池の実現はリチウム金属負極の性能に大きく依存し、

本研究は、空気極からの混入が避けられない空気中の水分および二酸化炭素の影響を受けるこ

となく、かつ、充放電に伴うリチウムのデンドライト形成が抑制できるリチウム電極系を開発

しようとするものである。具体的には、リチウム金属を水、二酸化炭素に安定なリチウムイオ

ン導電性固体電解質で被覆した電極の開発である。この系の構成材料の検討を通じて、金属リ

チウムをリチウム空気電池の長期に安定な負極として作動させる。 

 

（３）研究開発の実施スケジュールと予算 

 

表Ⅲ.2.4.3-１ 主な実施項目と開発費用 

主な実施項目 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度  

(a)リチウム複合負

極の抵抗低減 

      

(b)リチウム溶解析

出の高効率化 

      

(c)固体電解質の開

発 

      

(d)液体電解質の開

発 

      

       

開発費用（百万円） 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 総額 

三重大学 19.7 18.8 19.8 19.8 19.9 98.0 
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（４）研究開発の実施体制 

 本事業の実施体制を図Ⅲ.2.4.3-1 に示す。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ.2.4.3-1 研究開発の実施体制 

 

（５）研究開発目標と根拠 

①中間目標 

(a)Li/PEO/ Li1.3Al0.3Ti1.7(PO4)3(LATP)/1M LiClのセル抵抗 100Ωcm2を 80℃以下で達成する。 

（想定条件・根拠） 

本事業では 1mA/cm2 で数 100mV 程度の分極に止めることを目標とする。予備的な実験にお

いて Li/Lipon/LATP 系で 170Ωcm2 のセル抵抗値を 80℃で得ている。より高出力を目指し抵

抗を 100Ωcm2 に設定する。 

 

(b)充放電電流密度とリチウム析出形態の関係を解明する。インピーダンス測定を併用して

Li/PEO 界面の抵抗値の変化と界面形状の関連性を解析する。 

（想定条件・根拠） 

金属リチウムの PEO 上での析出反応の制御がサイクル特性の向上に直接関わる。Li/PEO 界

面の電気化学的検討は Li/空気電池の実用化に不可欠。 

 

(c)期間が 2 年間なので最終目標のみ設定。 

 

(d)弱酸である酢酸水溶液系での LATP 固体電解質の安定性を検討し、酢酸電解液の組成の影

響を明らかにする。また、Li/PEO/LATP 電極の有機溶媒系電解質への適応性につき検討す

る。 

（想定条件・根拠） 

酢酸水溶液系は LATP 電解質が安定に存在できるリザーバーとして唯一見出されている。酢

酸水溶液系の組成についてより詳細な検討を加える。 

Li/PEO/LATP 電極と有機溶媒系電解質を組み合わせて、有機系リチウム／空気電池を構築

する。 

 

NEDO 

三重大学 

・研究開発実施場所：エネルギー変換化学研究室 

・研究開発項目： 

・リチウム空気電池用負極性能向上技術 

  ・リチウム空気電池用電解質の材料開発 

委託 
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②最終目標 

(a)低温でのセル抵抗の低減を目指す。40℃でのセル抵抗 100Ωcm2 を目標とする。 

（想定条件・根拠） 

セルの室温作動を目指し、40℃で目標抵抗値を達成する。 

 

(b)抵抗の経時変化率を通電しない状態で 0.1%／100h、また、リチウムの析出溶解のサイク

ルを繰り返した際の劣化率 5%／100 サイクルを目標とする。 

（想定条件・根拠） 

5 年程度の耐久性を考慮すると、上記の劣化率に止めることが必要である。 

 

(c)固体電解質 LATP および Li7La3Zr2O12(LLZ)の各種水溶液中での安定性を検討し、最適な

水溶液電解質とその組成を探索する。 

（想定条件・根拠） 

耐水性固体電解質とリザーバー水溶液の安定な組み合わせを見出すことが、水溶液系 Li/空

気電池の長期安定作動に必要不可欠である。 

 

(d)酢酸水溶液系電解質で、エネルギー密度 500Wh/kg の実現に向けて、正極容量 300mAh/g

を目標とした電池の試作。 

有機溶媒系電解質で、エネルギー密度 500Wh/kg の実現に向けて、正極容量 400mAh/g 以上

で、容量の劣化が 1%／1000h を目標とする。 

（想定条件・根拠） 

500Wh/kg を達成するには少なくともその 2 倍の 1000Wh/kg を理論値として発揮すること

が必要。酢酸水溶液系では 3.7V 程度の起電力、有機電解液系で 3.1V であるから、正極の容

量としてこの程度が必要である。 

 

（６）研究開発成果 

 本事業の研究成果（一覧）を表Ⅲ. 2.4.3-2 に示す。 
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表Ⅲ. 2.4.3-2 研究成果（一覧） 

項目 目標値（最終） 達成値 達成度 備考 
①リチウム複合負極

の抵抗低減 
40℃ で セ ル 抵 抗

100Ωcm2 
45Ωcm2（60 °C） 
529Ωcm2（40 °C） 

△  

②リチウム溶解析出

の高効率化 
セ ル 抵 抗 変 化 率

0.1 %以下（100h 経

過時） 
劣化率 5%（100 サ

イクル経過時） 

最小変化率-6.78% 
 
 
抵抗値 47%増大 
 

△  
 
 
25～100 サイク

ルでは-16% 

③固体電解質の開発 導電率 10-5 Scm-1

以上 
LATP について、 
1.92～3.11×10-4 Scm-1

（酢酸・酢酸リチウム

水溶液） 
2.42×10-4 Scm-1（飽和

LiCl＋飽和 LiOH 水溶

液） 

○  

④液体電解質の開発 酢酸系の正極容量

300 mAhg-1 以上 
有機溶媒系での正

極容量 400 mAhg-1

以上 
有機溶媒系での容

量劣化率 1%以下

（1000h 保存時） 

280mAhg-1 
 
有機系では空気極に対

し安定な有機溶媒が見

つからず、検討に至ら

なかった 

△ セル構造最適化

で 300mAhg-1

は達成見込み。

 

＜成果１＞ 

（内容）安定なリチウム複合負極の開発と抵抗低減 

（達成度）△ 

（成果の意義）60℃においてはポリマー電解質に SiO2 と PP13TFSI を共添加すると 45Ωcm2

にまで抵抗低減する。60℃においては、最も抵抗が小さく安定な金属リチウム/固体電解質系で

ある。 

（課題と取り組み）40℃においては抵抗の内訳は以下の通りである。 

  抵抗計算値（1cm2 あたり） 

 Li/polymer 界面抵抗  321 Ω 

 ポリマー電解質抵抗  108 Ω 

 LATP 電解質抵抗   100 Ω 

    計                     529 Ω 

従って Li/polymer 界面抵抗を小さくすることが 40℃における目標達成には不可欠である。界

面の三次元化が今後の重要な課題となる。 

 

＜成果２＞ 

（内容）リチウム溶解析出過程の解明と高効率化 

（達成度）△ 

（成果の意義）界面の安定性向上、デンドライト生成の抑制にフィラーやイオン液体をポリマ

ー電解質に添加することが効果的であることを見出した。 

（課題と取り組み）リチウムの溶解析出を行わせると、初期 25 サイクルまでに大きな抵抗増
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大が観測される。またデンドライトの抑制は可能であるが、完全に停止するわけではない。従

って、デンドライト生成機構と添加物効果を解明することが今後の課題。 

 

＜成果３＞ 

（内容）新規耐水性固体電解質の探索 

（達成度）○ 

（成果の意義）固体電解質には安定な pH 領域が存在する。従って、固体電解質自身に広い安

定領域を求めることも重要だが、水溶液電解質に pH が中性付近で安定に推移するものがあれ

ば汎用性が高い。そのような水溶液として酢酸/酢酸リチウムおよび LiCl 飽和水溶液を見出し

た。 

（課題と取り組み）これらの水溶液は複合負極に対しては優れた性能をもつが、空気極に対す

る影響は未知である。空気極にこれらの電解液を組み合わせた際の課題を抽出する作業が必要

である。 

 

＜成果４＞ 

（内容）リチウム空気二次電池用電解質の開発 

（達成度）△ 

（成果の意義）Li/PEO/LATP/HOAc-H2O-LiOAc(saturated)/carbon プロトタイプセルを作成

し、0.5 mA cm-2、60 ºC の条件で 250mAg-1 の容量で劣化なしに 15 回サイクルさせた。これ

は水溶液系空気電池で唯一フルセルとしてサイクルしたデータである。エネルギー密度の問題

を除けば、このシステムは空気電池の可能性を端的に示すものである。 

（課題と取り組み）有機電解液系の空気電池に関しては空気極の問題が大きい。我々は水溶液

系の空気電池に特化して材料開発に取り組む。酢酸系の電解液にはエネルギー密度の問題があ

る。総合的な視点でみた場合、酸系電解液は再検討の余地があると思われる。 

 

（７）知的財産権等 

 本事業の知的財産権等の件数のまとめを表Ⅲ. 2.4.3-3 に示す。 
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表Ⅲ. 2.4.3-3 知的財産権等 件数 

知的財産権 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 計 

特許出願  0 0 1 2 0 3 

  うち、外国出願  0 0 0 0 0 0 

  国内登録  0 0 0 0 0 0 

  海外登録  0 0 0 0 0 0 

論文  0 2 4 6 5 17 

  うち、査読付き論文  0 2 4 5 5 16 

研究発表・講演  1 7 12 15 15 50 

受賞実績 0 0 0 0 0 0 

新聞・雑誌等への掲載  0 0 5 0 0 5 

展示会への出展  0 0 0 0 0 0 

合計 1 9 22 23 20 75 

 

（８）今後の課題と課題解決の見通し 

達成できなかった課題のうち重要なものは、複合負極の抵抗低減である。抵抗は大部分がリ

チウムとポリマー電解質の界面イオン移動抵抗に由来する。材料依存の値であるためポリマー

電解質を使用する限り大幅な改善は期待できない。本質的解決には�ポリマーを他の材料に置

換する、�界面面積を物理的に増やす、の２つの方法がある。ポリマー電解質に代わる材料と

して無機固体電解質である LLZ が候補に挙げられる。また、非水電解液でデンドライト抑制可

能とする報告もみられる。界面面積増大はシリコン合金負極による三次元化が一法である。こ

れらを組み合わせることで、複合負極の抵抗低減の見通しを立てることができる。 

一方、抵抗を生む要素としての寄与は小さいものの、LATP 由来の抵抗低減は薄膜化に依ら

ざるを得ない。薄膜化の技術を開発することも重要であるが、薄膜において機械的強度をどう

確保するかが極めて難しい。強度に優れた多孔質の支持体の上に析出させるなどの工夫が必要

であるが、次ステップの課題として取り組みが必須である。 

本事業では対象としなかった空気極に関する課題も多い。LiOH や Li2CO3 の析出を防ぐこと

が重要であり、イオンやガス分子の選択透過膜が解決の糸口になる可能性がある。また電解液

の揮発抑制も重要な課題である。 

本事業では水溶液系リチウム空気電池のリチウム負極に関する開発を重点的に行ったが、全

ての構成部材に課題は山積している。実用化につなげるには学術的な立場から一つずつ解決す

る姿勢が必要である。 

 

（９）成果の実用化／活用 

水溶液系空気電池は重量エネルギー密度が大きいことが強調されるが、使用される材料のコ

ストが低い点も注目されるべきで、ポストリチウムイオン電池の候補の一つである。体積エネ

ルギー密度が低いという指摘もあるが、金属リチウムが余分に必要との前提に基づく計算であ

り、新材料や新技術の登場により計算結果は変化しうる。 

出口イメージは電気自動車用の電源であるが、小型軽量の蓄電池として応用の幅は広いと思

われる。ただ現状は次世代電池の域を出ず、引き続き基礎的な研究開発を続けることが肝要で
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ある。次のステップに進むには、以下のマイルストーンをクリアする技術開発が求められる。 

 ①負極の高出力化とデンドライト抑制の両立 

 ②負極の体積変化に対する界面の物理的安定性の維持 

 ③機械的強度に優れた固体電解質薄膜の実現 

 ④可逆性と安定性に優れた空気極と電解液の組み合わせ開発 

この電池の提案により当該の研究分野には既に大きな影響が現れている。最近５年間で論文数

は爆発的に増え、特に米国における研究の広がりと深化は、極めて速いスピードで進んだ。こ

の結果、空気電池が一つの研究分野として認知されるに至っている。実用化が達成された場合

は、当然のことであるが自動車産業に及ぼすインパクトは大きい。 

ところで、上記のマイルストーンは同時に全てが達成されなくても、個別の達成にも大きな

意味がある。①は金属リチウム電池の開発につながり、③は全固体リチウムイオン電池の開発

を促進する。また空気電池の実用化には④の達成が必要不可欠であるが、燃料電池の研究開発

で培われた技術が流用できる。空気電池の研究において膜開発は重要になると予想され、実際

に搭載されれば経済的にも波及効果が大きい。 

 

（１０）その他 

水溶液系リチウム空気電池は国内外のプレーヤーが多くない。この情勢を生かして先行する

ためには鍵となる研究開発を可能な限り早く行うことが必要である。上で述べたマイルストー

ンをクリアし、実用化を見通せるレベルの充放電性能を提示することが重要である。本事業受

託の 5 年間で、空気電池の可能性と課題は明らかになった。これからの数年間はこの電池が大

きく発展するか否かを決める重要な期間になると考えられる。当研究室において研究開発を継

続し、上記課題を解決したいと考えている。 
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２．４．４ エネルギー密度の革新を目指した金属―空気電池の二次電池化 
（京都大学、産業技術総合研究所） 

 

（１）事業目的 

「空気二次電池のための亜鉛負極の反応制御」（京都大学） 

「空気二次電池のためのアルミニウム負極の可逆化」（京都大学） 

電気自動車用電池の飛躍的な高性能化をはかるためには現行の最も優れている二次電池であ

るリチウムイオン電池のエネルギー密度の約7倍、電池システムの単位重さあたり500 Wh/kgの

エネルギー密度が求められている。現行のリチウムイオン電池では負極に高黒鉛化性炭素材料、

正極にはリチウム含有遷移金属酸化物が使用されており、小型携帯機器用電源で広く用いられて

いる円筒型のリチウムイオン電池（18650型）では200 Wh/kg程度の高いエネルギー密度を有す

る。一方、リチウムイオン電池を大型化し、自動車用電源に用いる場合、出力も要求され、電極

の厚みを薄層化するなど内部抵抗を低減する工夫が種々なされている。そのため、現行のリチウ

ムイオン電池では出力の向上をはかるためにはエネルギー密度を犠牲にする必要がある。 

金属－空気電池を二次電池化すれば革新的にエネルギー密度の向上をはかることができ、その

利点は非常に大きい。たとえば、亜鉛－空気一次電池では亜鉛（Zn)がZnO22-として溶解し、ZnO

として析出すると報告されている。亜鉛－空気電池では約1350 Wh/kgの容量を示す。デバイス

全体の重量となると当然この値から低減するが、エネルギー密度の革新をはかるためには金属－

空気電池は非常に魅力的であることが分かる。 

空気電池の空気極には体積当たりの比表面積を大幅に大きくする燃料電池のスタック技術の

応用が可能であり、また、電池活物質を100 �m以下に薄く塗るリチウムイオン電池の電極作製

技術を応用することができる。これらを組み合わせると、幾何面積当たりの電流密度で10～50 

mA/cm2程度が達成できれば十分大きな出力の電池を作製できると考えられる。そこで、幾何面

積当たり50～200 mAh/cm2程度の容量を持つ活物質ができればエネルギー密度も高い電池とす

ることができる。実際、現在のポータブル機器用のリチウムイオン電池の幾何面積当たりの容量

密度は10 mAh/cm2程度である。したがって、これまで亜鉛－空気電池で使われてきたmmオー

ダーの厚さの亜鉛負極を適用する必要はなく、ナノテクを活用した電極構成とすることでデンド

ライト成長を抑制した負極とすることが期待できる。また、スタック構造を持たせて大面積化す

ることによって充電電流密度が比較的低くても短時間で充電できることになる。これらの工夫に

よって、新概念の金属－空気二次電池が実現されると考えている。しかし、金属－空気電池の二

次電池化には多くの課題がある。それらを解決していくためには長期的に基礎的な研究開発を多

く積み重ねる必要がある。 

そこで本研究開発では理論電圧の高い電池系を構成するために、負極には亜鉛、アルミニウ

ムを用いる。亜鉛極では二次電池化のための重要な課題の一つであるデンドライト成長を制御

することを目的とする。アルミニウム負極については非常にチャレンジングな研究であり、負

極として使用できる可能性を検討する。 

 

「空気電池のための可逆空気極の研究開発」（産業技術総合研究所） 

産業技術総合研究所関西センタ－では、これまで長年に渡る研究開発実績のある固体高分子

水電解、固体高分子形燃料電池（PEFC）、固体高分子形燃料電池・水電解可逆セルに関する技



Ⅲ.2.4.4-2 

術を金属－空気電池用空気極に応用し、空気電池の二次電池化と高電流密度化を図る。空気電

池はこれまで高電流密度化、長寿命化、二次電池化が困難とされてきたが、近年著しい技術進

歩を遂げている PEFC の技術を生かし、最近開発されつつあるアニオン交換膜（AEM）を電

解質材料として空気極に導入するとともに、実用的な可逆触媒・可逆電極の開発により大幅な

性能向上と高機能化を目指す。 

 

（２）事業概要 

「空気二次電池のための亜鉛負極の反応制御」（京都大学） 

本項目では亜鉛負極の充電過程を調べ、デンドライト析出を抑制するための基礎的知見を得

る。そのために新しい“その場”測定手法を用いたデンドライト成長観察を行う。 

亜鉛のデンドライト成長を抑制する従来の研究手法は試行錯誤による研究が大半である。本

研究ではレーザー顕微鏡や原子間力顕微鏡などの新しい手法を用い、亜鉛のデンドライト成長

について基礎的段階から知見を得る。また、電解質の選定や、特異吸着剤や錯形成剤などの添

加物を加えることによるデンドライト析出の初期段階の反応をその場観察することによって電

解液、添加物の効果を迅速且つ正確にその場観察し、それによってデンドライト析出の抑制に

結びつく電解液を開発する。さらに、核生成と核成長をナノオーダーで設計し、亜鉛極の反応

性を制御する。また、多孔基板をナノ構造制御することによって析出時の核生成を制御し、こ

れによってデンドライト析出を抑制する。また、電気化学振動現象を用い、亜鉛のデンドライ

ト成長が起こるかどうかの知見を得る。これにより、上述の添加剤の効果についても判断を行

う。 

 

「空気二次電池のためのアルミニウム負極の可逆化」（京都大学） 

アルミニウム負極の研究を行う。アルミニウム－空気電池が 6140 Wh/kg、亜鉛－空気電池が

1350 Wh/kg の容量をもつ。現行のリチウムイオン電池の限界が 250～300 Wh/kg であり、アル

ミニウム－空気二次電池が実用化すれば、アルミニウムの資源的優位性、安全性、高環境調和

性、経済性等の特性を勘案すると、まさに究極の電池系ということができる。そこで、アルミ

ニウム負極の可能性を検討する。 

 亜鉛－空気電池の場合に用いられるアルカリ水溶液や、本研究で開発するアルカリ交換膜を用

いたアルミニウム－空気電池の実現は困難である。そこで、近年精力的に研究されているイオン

液体に着目し、アルミニウム負極の充放電可能なイオン液体を検討する。また、充電時に平滑

なアルミニウムが生成せず、デンドライト成長が起こる可能性があるが、近年進展が著しいナ

ノ構造制御と同時に、従来取り組まれてきたようにアルミニウムの合金化、有機物もしくは無

機塩の添加物によるデンドライト抑制と同時に近年進展が著しいナノ構造制御により、アルミ

ニウムの結晶成長と析出粒子径の制御を行う。 

 

「空気電池のための可逆空気極の研究開発」（産業技術総合研究所） 

 金属－空気電池の二次電池化を困難にしている諸問題のうち、主として空気極側に起因する

問題や課題として以下のような点が挙げられる。①過電圧が大きいため電圧ロスが大きく電流

密度を高められない。②アルカリ電解液による電極濡れの進行で濃度過電圧が上昇するととも

に、液漏れの危険性がある。③長期間の使用でアルカリ電解液が空気中の CO2 を吸収して中和
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される。④アルカリ電解液が空気中の CO2 と反応してガス拡散電極細孔内に炭酸塩が析出し酸

素電極反応を阻害する。⑤負極金属の放電生成物により酸素電極反応が阻害される。⑥酸素還

元反応（ORR）と酸素発生反応（OER）の両反応に対して高活性で耐久性に優れた可逆空気極

触媒の開発が必要である。実施項目「固体高分子形空気極の基礎研究」では、空気極内および

その近傍に電解質として AEM を用いる新しい空気極構造を提案し、AEM のイオン選択性と全

固体型ガス拡散電極により、①～⑤の問題点の克服に努める。実施項目「可逆空気極触媒の探

索」では、⑥の課題に取り組み、白金系触媒に加え、種々の金属触媒やペロブスカイト型酸化

物触媒を作製し、可逆空気極特性を評価する。 

 

（３）研究開発の実施スケジュールと予算 

 

表Ⅲ.2.4.4-１ 主な実施項目と開発費用 

主な実施項目 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度  

空気二次電池のため

の亜鉛負極の反応制

御（京都大学） 

      

空気二次電池のため

のアルミニウム負極

の可逆化（京都大学） 

      

固体高分子形空気極

の基礎研究（産業技

術総合研究所） 

      

可逆空気極触媒の探

索（産業技術総合研

究所） 

      

開発費用（百万円） 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 総額 

京都大学 22.3 22.3 10.0 10.0 10.0 74.5 

産業技術総合研究所 11.4 11.4 11.4 11.4 11.4 57.3 
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（４）研究開発の実施体制 

 

 

図Ⅲ.2.4.4-1 研究開発の実施体制 

 

（５）研究開発目標と根拠 

 

①中間目標 

「空気二次電池のための亜鉛負極の反応制御」（京都大学） 

電気化学振動現象を利用することによって、デンドライト析出の“その場”診断を行う。これ

によりデンドライト析出を抑制する電解質、特異吸着剤、錯形成剤などの添加物の選定を行う。

さらに、レーザー顕微鏡などの新しい“その場”測定手法を用いたデンドライト成長観察につい

ても試みる。また、亜鉛の析出担体として多孔性材料を検討し、20 mA/cm2 でデンドライト析

出を抑制することを目指す。亜鉛－空気二次電池を実用化するための大きな課題の一つが亜鉛

極のデンドライト析出制御である。 

 

「空気二次電池のためのアルミニウム負極の可逆化」（京都大学） 

アルミニウムの充放電可能なイオン液体を見出す。また、さらに溶液の酸塩基性を考慮して、

イオン液体の分子設計を行い、100℃において、クーロン効率 70%以上を目標とする。さらに、

イオン液体構成イオンと電析形態の関係を明らかにする。 

  

「空気電池のための可逆空気極の研究開発」（産業技術総合研究所） 

三相界面の形成方法と可逆な電極構造を工夫することにより、炭酸塩析出が抑制できること

を実証する。また、種々の組成のペロブスカイト型酸化物を中心に空気極活性についてスクリ

ーニングを行い、可能性のある可逆空気極触媒を 1 つ以上見出す。電流密度 100 mA/cm2 におけ

る空気極電位（内部抵抗補正値）として、可逆水素極（RHE）基準で放電時 700 mV 以上、充

京都大学 

・研究開発実施場所：工学研究科、

人間・環境学研究科 

・研究開発項目： 

・ 空気二次電池のための

亜鉛負極の反応制御

（工学研究科） 

・ 空気二次電池のための

アルミニウム負極の可

逆化（人間・環境学研

究科） 

産業技術総合研究所 

・研究開発実施場所：関西センター（池田）

・研究開発項目： 

 空気電池のための可逆空気極の研究開発 

・固体高分子形空気極の基礎研究 

  ・可逆空気極触媒の探索 

NEDO 

共同 

研究

委託 委託 
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電時 1650 mV 以下、放電効率 57%、総合効率 42%（根拠：PEFC でよく使用される Dupont 社

製 Nafion を使って作製した当所可逆セルの性能に相当する）を目指す。 

 

②最終目標 

「空気二次電池のための亜鉛負極の反応制御」（京都大学） 

その場測定系の構築によるデンドライト成長観察を行い、電解液や添加剤の効果についての

知見を迅速に得る。また、引き続き、電気化学振動現象も用い、同様に電解液や添加剤のデン

ドライト成長を抑制する効果について知見を得る。その場測定および電気化学振動現象測定に

より、効果のあった添加剤を用いて亜鉛－空気二次電池の試作を行い、簡単なセルレベルで添

加剤が有効であるかどうか検証する。電気自動車用電池であることを考え、電流密度 100 mA / 

cm2 までデンドライト成長を抑制できる電解液および充方電可能な負極開発を達成する。クー

ロン効率は 90%を目指す。また、産総研で開発された空気極触媒を用いて、亜鉛－空気二次電

池を試作する。 

 

「空気二次電池のためのアルミニウム負極の可逆化」（京都大学） 

ナノ界面修飾により、デンドライト成長の抑制を図り、クーロン効率 75%を目指す。イオン

液体をはじめとする電解質とその添加物、充放電条件を明らかにし、アルミニウム二次電池の

ための負極を開発する。 

 

「空気電池のための可逆空気極の研究開発」（産業技術総合研究所） 

固体高分子形の電極設計と可逆空気極触媒開発の両面から空気極性能の向上に取り組み、電

流密度 100 mA/cm2 における RHE 基準の空気極電位（内部抵抗補正値）として、放電時 850 mV

以上、充電時 1500 mV 以下、放電効率 69%（850/1229）、総合効率 57%（850/1500）を目標とす

る。可逆性が高く安定な空気極触媒開発の指針とアニオン交換膜の CO2 透過を抑制する手法を

見出し、従来の空気極の耐久性を大きく改善する。また、共同提案している京都大学と協力し

て負極を含めた電池系全体から見た場合の固体高分子形空気極の開発課題を抽出する。根拠と

しては亜鉛－空気電池の理論エネルギー密度（1350 Wh/kg）と放電効率 69%から重量エネルギ

ー密度を計算すると、1350 Wh/kg×0.69＝931 Wh/kg となり、2030 年の目標である 700 Wh/kg を

越える。これはガソリン自動車と同等の走行距離が得られることを意味しており、本研究開発

において設定された目標値が達成されるとともに、本提案の空気極構造により炭酸塩析出が抑

えられることを実証できれば、自動車用蓄電池の空気極性能としては実用化レベルに達すると

考えられる。 
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（６）研究開発成果 

表Ⅲ.2. 4. 4-2 研究成果（一覧） 

項目 目標値（最終） 達成値 達成度 備考 

空気二次電池のた

めの亜鉛負極の反

応制御 

デンドライトの抑

制とクーロン効率

90% 

デンドライト抑制手法

の開発とクーロン効率

85% 

◎  

空気二次電池のた

めのアルミニウム

負極の可逆化 

デンドライト抑制

とクーロン効率

75% 

デンドライト抑制手法

の開発とクーロン効率

80% 

◎  

空気極の耐 CO2 特

性 

耐 CO2 特性の改善 CO2 による空気極性能

低下と炭酸塩析出を抑

制 

◎  

空気極充放電効率 57％ 55% ○  

 

「空気二次電池のための亜鉛負極の反応制御」（京都大学） 

（内容） 亜鉛負極の反応制御では、まず、デンドライト析出に伴う電気振動現象を利用し、

どのような場合にデンドライト析出が生じるか、また、界面活性剤などによる制御法を確立す

ることができた。さらに、アニオン交換性イオノマーを用いることにより、亜鉛極の可逆性を

大幅に向上させることも可能となった。 

（達成度）◎ 

（成果の意義） 亜鉛負極は過去において企業を含めて二次電池化が研究されてきたが、材料

系の制限などから開発は進まなかった。本研究では基礎的研究から始め、デンドライト析出条

件を明確にすることで、界面活性剤を用いたデンドライト成長抑制技術を見いだした。また、

アニオン交換性イオノマーを用いて、亜鉛溶解種の移動を制限するという技術を確立し、デン

ドライト抑制と比較的高いクーロン効率を達成した。 

（課題と取り組み） 現在のアニオン交換性イオノマーは強塩基条件下では長期にわたって安

定に使用することが難しいと考えられるため、今後は無機のアニオン伝導体などを用いること

を考えている。 

 

「空気二次電池のためのアルミニウム負極の可逆化」（京都大学） 

（内容）アルミニウム負極の可逆反応を進行させるために、クロロアルミネート系イオン液体

を電解液として基礎的な電気化学挙動を調べた。基板組成の違いによる析出挙動の違いなどを

もとに、三次元多孔カーボンを基板に用いることで実効電流密度を低下させ、デンドライトの

抑制を可能とした。また、塩化物系の添加剤に関して、その効果を調べた。 

（達成度）◎ 

（成果の意義）クロロアルミネート系イオン液体を用いたアルミニウム金属の析出溶解反応は

従来から行われていたが、基板のナノ構造制御は当時の技術では容易でなく、本研究において

その有効性が実証された。 

（課題と取り組み）アルミニウムを負極に用いた電池系では正極の問題があるため、正極に適

応した電解質および新しい正極の検討が必要である。 
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「空気電池のための可逆空気極の研究開発」（産業技術総合研究所） 

（内容）アルカリ電解液と空気極触媒層との界面にアニオン交換膜（AEM）を用いる固体高分

子形空気極構造を採用し、多孔性膜を隔膜とした従来の空気極に比べて CO2 の影響による空気

極性能の低下を緩和できることを実証した。これは、AEM によりアルカリ電解液中のアルカ

リ金属イオンの空気極側への透過が遮蔽され、空気極細孔内での炭酸塩析出が抑制されたこと

に起因すると考えられる。また、AEM が CO2 の透過速度そのものを低下させるバリアーとな

ること、負極金属イオンの空気極側への透過を抑制すること、電極濡れと液漏れを防ぐなどの

効果も見出すことができた。 

（達成度）◎ 

（成果の意義）正極活物質として空気中の酸素を利用する金属－空気電池は密閉不可能である

ため、空気中の CO2 とアルカリ電解液との反応による性能低下は、二次電池として長期耐久性

を確保する上で致命的な問題である。本研究開発では、アルカリ電解液と空気極触媒層との界

面を全固体型の構造とすることにより空気極での炭酸塩析出を防ぎ、空気極性能を維持するこ

とができた。空気をソーダライムなどの吸着剤に通して CO2 を除去してから電池に供給する方

法と比べて、システムの簡略化やメンテナンス性の上で優位性が高いと考えられる。 

（課題と取り組み）固体高分子形空気極の耐 CO2 特性をさらに高めるためには、固体高分子膜

の表面修飾などの方法により、一価アニオンの選択透過性向上や CO2 透過抑制などの機能を付

与することが有効であるという知見を得ている。実用化を目指した次の課題として、金属－空

気電池二次電池に適した高機能な高分子電解質膜の開発を挙げることができる。 

 

（７）知的財産権等 

 本プロジェクトの知的財産権等の件数を表Ⅲ.2.4.4-3 に示す。 

 

表Ⅲ.2.4.4-3 知的財産権等 件数 

知的財産権 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 計 

特許出願   ３    ３ 

  うち、外国出願  ２    ２ 

  国内登録       

  海外登録       

論文   １ ２ １ ４ 

  うち、査読付き論文    ２  ２ 

研究発表・講演  ６ １  ４ １１ 

受賞実績       

新聞・雑誌等への掲載       

展示会への出展       

合計  １１ ２ ４ ５ ２２ 
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（８）今後の課題と課題解決の見通し 

 

「空気二次電池のための亜鉛負極の反応制御」（京都大学） 

 亜鉛空気電池における亜鉛負極の課題としてクーロン効率の向上が必要である。これは用い

たアニオン交換性イオノマーのアニオン伝導性や強アルカリ溶液中での化学的安定性に問題が

あったことによると考えている。この課題を解決するために、無機のアニオン伝導体の開発を

行っている。 

 

「空気二次電池のためのアルミニウム負極の可逆化」（京都大学） 

 目標としていた数値は達成可能であったが、空気－アルミニウム二次電池の実用化にあたっ

ては正極の開発が必須となる。空気－亜鉛二次電池系のように水溶液系の電解液が使用できな

いことから電解液との相性を含めて、基礎的に行う必要がある。 

 

「空気電池のための可逆空気極の研究開発」（産業技術総合研究所） 

可逆空気極触媒として PtIr 触媒を用いて作製した固体高分子形空気極の充放電試験にお

いて、電気自動車への応用を視野に入れた非常に高い目標値を 25℃程度の室温においてほぼ

達成できている。しかし、金属－空気二次電池の本格的な普及段階では、Pt 系触媒に代わり、

低コストで資源量の豊富な非貴金属系の空気極触媒を利用する必要がある。本研究開発で検

討したペロブスカイト型酸化物触媒では、現時点において充放電性能の目標値には到達して

いない。触媒組成の検討に加え、導電助剤との複合化や酸素の拡散性向上など観点から、電

極構造の設計について検討を深めることが今後の重要な課題と考えている。 

 

 

（９）成果の実用化／活用 

 

次世代蓄電池の開発は昨今のエネルギー事情を踏まえると喫緊の課題である。本研究では

水系および非水系での負極、水系での空気極の要素研究を遂行した。それぞれの要素におい

ては一定の成果が得られたが、実用化を考えた場合には企業等による電極の作り込みを最適

化する必要がある。また、作り込みの段階で新たな問題が生じることも考えられる。これら

を解決することで要素技術としては産業界で具体的に利用可能なステージに達すると考えて

いる。すでに、固体高分子形空気極は亜鉛負極と組み合わせた電池系で充放電可能であるこ

とを確認しているため、実用化への基礎段階には達していると考えている。空気極に関する

研究開発は、アルカリ形燃料電池や水電解・燃料電池可逆セルの研究開発にも重要な知見を

提供すると考えられる。また、金属負極および空気極に関しての知見は NEDO で実施してい

る RISING 事業でも活用されると考えている。 
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２．４．５ ナノ界面制御による高容量電極の研究開発 
（産業技術総合研究所） 

 
 

（１）事業目的 

次世代電気自動車用のエネルギー源として二次電池が注目されており、特にリチウムイオン

電池についての研究と開発が盛んに行われている。しかしガソリン自動車と競合するためには

リチウムイオン電池のエネルギー密度の大幅な向上が要求されている。負極活物質に関しては、

従来使用されているリチウム吸蔵黒鉛（LiC6）の理論容量が 372 mAh g-1 であるのに対し、合

金型材料であるLi4.4SnやLi4.4Si、および金属リチウムはそれぞれ994、4200、3861 mAh g-1という

高容量が見込まれている。しかし正極活物質に関しては、従来のLiCoO2やLiMn2O4やLiFePO4

の容量はそれぞれ約 130 mAh g-1、120 mAh g-1、160 mAh g-1程度である。リチウムイオン電池

の高容量化は正極側の容量向上の難しさに阻まれている。そこで、新しい概念の電極反応の併

用によって正極の容量を大幅に向上させることが必要と考えられる。 

我々は過去の研究において、一部のナノメートルオーダーの活物質に関して、バルク材料へ

のリチウムインターカレーション反応以外の反応機構に基づく容量成分が見られる材料が見い

だされた。この容量成分は、粒子のサイズが小さくなるに伴って比表面積が大きくなるという

ことから、活物質の表面が関連して生じた現象と考えている。この表面反応による容量成分を、

インターカレーション反応によるバルク容量と区別するために、我々は表面疑似容量と呼んで

いる。本研究では、活物質のナノサイズ合成に取り組み、大きな表面疑似容量を発現させて、

バルク容量と表面疑似容量の併用することにより、リチウムイオン電池の電極、特に正極活物

質の容量を飛躍的に向上させることを目的とする。 

 

（２）事業概要 

（２－１）ナノ材料活物質の研究開発 

表面疑似容量を発現させるためには活物質の比表面積を大きくすることが重要という考えか

ら、ナノサイズに制御した正極活物質を合成し、電極を作成して電極特性を評価する。活物質

材料としては、価格的な観点から、マンガンや、バナジウム系の酸化物材料を中心に検討を進

める。様々な化学的手法を用いて、ナノサイズに制御した VO2(B)、V6O13、V2O5、LiV3O8、H2V3O8、

NaV6O15、Li0.44MnO2、LiMn2O4、Na0.44MnO2等を合成し、種々の電気化学測定方法により、リチウム

イオン電池の活物質としての性能評価を行う。 

負極活物質としてはシリコンに注目し、容量劣化の要因である Liイオン挿入・脱離に伴う体

積膨張率が緩和されることを期待して、ナノサイズ化試料の作成を試みる。具体的には、半導

体産業で使い捨てされるシリコンを腐食してナノポーラスシリコンを作製し、更に細孔表面に

カーボンをコーティングして電極を作成し、サイクル特性の評価を行う。 

（２－２）ナノ材料電極特性評価技術開発 

表面疑似容量を増大させるためには比表面積が大きい材料を合成して反応サイトを増加させ

ることが重要と考えられるが、粒子の凝集によって粒子間に空隙が生じ、電解液と接触できず、

容量発現に寄与できない表面も存在する可能性がある。疑似容量を発現する表面の面積を正し

く評価し、容量と面積の相関を見いだすことが疑似容量発現メカニズムを理解するために重要

であると考えられるため、ＢＥＴ法や浸漬熱測定等の種々の方法によりナノ材料電極の表面積
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測定を行い、結果を比較検討するとともに、ナノ材料電極を用いたリチウムイオン電池の充放

電試験や階段状定電圧容量測定（SVSC）等によって電極特性を評価し、表面疑似容量発現機構

について考察する。 

 

（３）研究開発の実施スケジュールと予算 

 

表Ⅲ.2.4.5-1 主な実施項目と開発費用 

主な実施項目 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度  

ナノ材料活物質の研

究開発 

      

ナノ材料電極特性評

価技術開発 

      

開発費用（百万円） 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 総額 

産業技術総合研究所 19.8 20.0 19.9 19.9 19.9 99.6 

 

（４）研究開発の実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ.2.4.5-1 研究開発の実施体制 

 

（５）研究開発目標と根拠 

①中間目標 

(a)平成 20 年度終了時点で重量エネルギー密度 700Wh kg-1 を達成するとともに、20 サイクル経

過時の容量維持率を 75%以上に改善することを目指す。 

(b)ナノ材料電極のバルク容量および表面疑似容量のそれぞれに関与する表面の面積評価法を

構築する。また表面疑似容量の発現メカニズムを解明し、容量向上のために材料開発について

の指針を得る。 

 

（目標設定の根拠）本研究開始時において、既に我々は正極のナノワイア正極材料の合成に成

NEDO 

産業技術総合研究所 

・研究実施場所： 

エネルギー技術研究部門 

（つくば市梅園１−１−１） 

・研究項目： 

ナノ材料活物質の研究開発 

ナノ材料電極特性評価技術開

委託 
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功した実績を有し、約 250 mAh g-1 の容量を達成していた。これはバルクの Li1Mn2O4 の容量 

140 mAh g-1 に比べると、はるかに高い容量である。電極電位は 1.5～4.5 V (Li/Li+) の範囲で推

移し、平均電位を 2.7 V とすると、単極活物質レベルでの重量エネルギー密度は 675 Wh kg-1

となる。ただし 20 サイクル経過時に 70%程度にまで低下するという問題を残していた。そこ

で中間目標としては、表面疑似容量発現による容量向上を期待して重量エネルギー密度の目標

値を 700Wh kg-1 とし、更にサイクル特性を 75%以上にまで改善することとした。 

 

②最終目標 

(a)平成 23 年度のプロジェクト終了時においては、パック電池レベルで重量エネルギー密度 500 

Wh kg-1 の実現を見通すために必要な、正極単極活物質レベルで 1000 Wh kg-1 のエネルギー密

度と、100 サイクル経過時での 75%（750 Wh kg-1）以上の容量維持を達成することを目標とす

る。 

(b)ナノ材料電極の表面疑似容量評価法を確立する。また、トラップ準位の変化と表面疑似容量

増減の相関を解明する。 

（目標設定の根拠） 

正極活物質レベルで 1000 Wh kg-1 （平均電極電位 2.5 V vs. Li/Li+ で400 mAh g-1）の重量エ

ネルギー密度を達成することが出来れば、リチウム金属等の高容量負極との組み合わせによ

ってパック電池を構成することを過程した場合、以下の概算によりパック電池レベルで 500 

Wh kg-1の重量エネルギー密度達成を見通すことが出来る。 

リチウム金属負極の理論重量エネルギー密度は3861 mAh g-1であるが、実質的に利用できる

のは 2000 mAh g-1程度であると仮定すると、リチウム金属 1 g に対し、正極活物質は等価な

容量分として  

2000 （mAh） ÷ 400 （mAh g-1） ＝ 5 （g） 

というように、5 g 必要になる。この場合、正極と負極を合わせた電極活物質レベルでの容量

密度は、 

2000（mAh）÷ { 1（g） ＋ 5 (g) }＝ 333.3 （mAh g-1） 

となる。平均作動電圧を 2.5 V と仮定すると、重量エネルギー密度は 

333.3 （mAh g-1） × 2.5 (V) ＝ 833.3（Wh kg-1） 

となり、833.3Wh kg-1 が期待できる。ラミネート型電池など、ケース重量の少ない電池を仮

定し、活物質の重量が電池パック全体の60%を占めると考えると、電池パックレベルでの重量

エネルギー密度は、 

833.3 （Wh kg-1）× 0.6 ＝ 500 （Wh kg-1） 

と求まり、ほぼ 500 Wh kg-1達成を見通すことが出来る。 

寿命に関しては、自動車用途を想定した場合、電池に自動車本体と同程度の耐用年数が要求

されると考えると、10～15年が要求性能となる。１日に１回、夜間にフル充電を行い、走行中

の回生による細かい充電の影響を無視しうると仮定すると、少なくとも3500～5000回のサイク

ル寿命を達成することが必要である。仮に電池の寿命を容量が初期値の75%まで低下した時点

と考えた場合、時間やサイクル数の平方根に比例して進行すると言われていることから、702

（＝ 4900）サイクル経過時に75%容量維持とすると142（= 196）サイクル経過時に95%の容量

維持が達成されていれば、ほぼ15年の使用を見通せる。以上より、200サイクル経過時の容量維
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持率95%を2030年段階の目標値に想定する。しかし、その前段階として、10年後の2017年段階

で現在市販されている小型リチウムイオン電池のレベルに到達することを１つの指標として考

える。現状の市販電池のサイクル寿命は概ね500～1000回程度とされている。目標値として252

（＝ 625）サイクル経過時に75%容量維持とすると、200サイクル経過時では86%となる。その

前段階として、５年後のプロジェクト終了時に200サイクル経過時に容量80%維持を達成するこ

とを目標に据えた。 

平成 20 年の継続審査の段階で、LiMn2O4 ナノワイアについては、単極当たりのエネルギー密

度として、初期値 918 Wh kg-1 を達成し、20 サイクル経過時において 700 Wh kg-1（76%）を維

持することを確認した。またナノサイズ VO2(B 相)では初期値 840 Wh kg-1、LiV3O8 ナノワイア

では 950 Wh kg-1が得られ、50 サイクル経過後でも初期値とほぼ同等の容量が維持されており、

最終目標値は妥当なものと判断された。 

 

（６）研究開発成果 

表Ⅲ.2.4.5-2 研究成果（一覧） 

項目 目標値（最終） 達成値 達成度 備考 

重量エネルギー密

度 

1000 Wh kg-1 1057Wh kg-1（V2O5ナノ

ロッド） 

950 Wh kg-1 （ LiV3O8
ナノワイア） 

918 Wh kg-1 （LiMn2O4
ナノワイア） 

1500 mAh g-1（ナノポ

ーラスシリコン） 

○ 

 

△ 

 

△ 

 

△ 

 

サイクル特性 200サイクル経過

時において 80%以

上の容量維持 

20 サイクル経過時に

おいて 60%（V2O5ナノ

ロッド） 

20 サイクル経過時に

おいて 100% （LiV3O8
ナノワイア） 

20 サイクル経過時に

おいて 76%（LiMn2O4
ナノワイア） 

50 サイクル安定（ナ

ノポーラスシリコン） 

△ 

 

 

△ 

 

 

△ 

 

 

△ 

LiV3O8ナノワイ

アは、0.1 A g-1

の高レート条

件においては

100 サイクル経

過後も顕著な

容量低下なし

（ただし重量

エネルギー密

度は 500 Wh kg-1

程度） 

電極特性評価技術

開発 

表面疑似容量評

価法確立 

浸漬熱測定による表

面積評価法開発。 

SVSC 測定による反応

解析 

○ 

 

○ 
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＜成果１＞バナジウム酸化物 

（内容）V2O5ナノロッドで約 423 mAh g-1、V6O13ナノワイアで約 400 mAh g-1、VO2(B)ナノリボ

ンで約 410 mAh g-1、LiV3O8ナノロッドで約 350 mAh g-1という非常に高い初回放電容量を得る

ことに成功した。V2O5ナノロッドは平均電位が約 2.5 V であることを考えると、活物質レベル

での単極の重量エネルギー密度は 1057 Wh kg-1となり、目標値の 1000 Wh kg-1を達成すること

が出来た。 

（達成度）○ 

（成果の意義）ナノサイズ微粒子の合成法を確立するとともに、ナノサイズ微粒子を用いた電

極ではバルク結晶では実現できなかった電位領域の反応が利用できるようになることが確認さ

れた。 

（課題と取り組み）サイクル特性には課題を残したが、LiV3O8 ナノロッドにおいては、容量は

低いものの低レートでの充放電で 100サイクル以上安定に充放電が可能な材料も得られており、

高容量の V2O5ナノロッドにおいても今後の検討によって長寿命化が期待できると考えられる。 

 

＜成果２＞マンガン酸化物 

（内容）LiMn2O4（スピネル）において、通常の 4 V 領域に加えて 3 V 領域での充放電も可能

となり、初回放電容量 270 mAh g-1 を実現した。平均電位を 約 3.4 V すると、活物質当たりの

重量エネルギー密度は 918 Wh kg-1 という高い値を得ることができた。更に、導電助剤や結着

剤と混練した実用条件に近い塗布膜状態において、in-situ AFM により充放電過程の形態変化を

可能とする条件を見出した。 

（達成度）○ 

（成果の意義）ナノオーダー化することにより相転移に伴う結晶歪みが緩和され、バルク結晶

では利用できなかった 3 V 領域での充放電も可能となることが確認された。また、これまでは

理想的な結晶粒子に対してのみ行われてきた in-situ AFM 測定について、塗布膜状態での測定も

可能となり、実用電池への応用への道を切り開くことに成功した。 

（課題と取り組み）ナノサイズ化により結晶歪みが緩和されることが確認されたが、サイクル

特性には改善の余地が残されている。 

 

＜成果３＞ナノポーラスシリコン 

（内容）腐食法によりナノポーラスシリコンを作製し、更に細孔表面にカーボンのコーティン

グを施した結果、50サイクル経過後でもｃ高容量を維持する安定な材料を合成することに成功

した。 

（達成度）○ 

（成果の意義）従来のシリコンナノ粒子では僅か３サイクルしか 1500 mAh g-1 の容量を維持す

ることが出来なかったところ、大幅なサイクル安定性を実現することが出来た。 

（課題と取り組み） 

 

＜成果４＞ナノ材料電極特性評価技術開発 

（内容）アナターゼ酸化チタンナノ微粒子を電極活物質として用いた時の表面疑似容量の発現

機構について考察するために、BET 法による微粒子の比表面積測定、浸漬熱測定、電池の充放
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電試験や SVSC 測定等の電気化学的評価を実施し、以下の結論を得ることが出来、各手法がナ

ノ材料電極の特性評価に有効であることを確認した。 

１）試料の純水への浸漬熱は比表面積に関連しており、平均粒径の小さな試料ほど大きな浸漬

熱を示した。 

２）粒径の減少に伴い、バルク容量は低下するのに対し、表面疑似容量は増大した。 

３）表面疑似容量は比表面積とある程度関連していることが示唆された。 

４）電極反応の主反応の平衡電位は約 1.8 V [Li/Li+]である。 

５）約 2.7 V [Li/Li+]以下の電位領域に、反応速度の遅い自己放電反応が見られる。 

６）約 1.4 V [Li/Li+]以下の電位領域で、表面疑似容量は比較的短時間で自発的に解消する。放

電時および充電時の電圧曲線に低電位領域にショルダーが見られるのは表面疑似容量の解

消が並行して進行するためであり、見かけ上放電容量が増大し、充電容量が減少する。表

面疑似容量を電池の反応に利用しようとするためには表面疑似容量の安定化が不可欠であ

る。 

７）容量劣化は、主反応のバルク容量で顕著に生じる。充放電間に休止時間を設けると劣化が

加速する。 

（達成度）○ 

（成果の意義）電池材料の評価手法として一般的で無かった浸漬熱測定の有効性を示した。ま

た、電池の反応において複数の反応が並行して進行する系における階段状電圧ステップ容量測

定（SVSC）の有効性も示すことが出来た。 

（課題と取り組み）浸漬熱測定において、浸漬媒と試料粒子の重量比に依存する領域があり、

安定な結果を得るための重量比の策定が課題として残された。また浸漬熱は浸漬媒にも依存す

ると考えられるので、電池の試料の評価法として最適な溶媒についても検討が必要と思われる。 

容量の向上に向けて表面疑似容量の利用が期待されていたが、アナターゼ酸化チタンナノ微粒

子においては、低電圧領域で自発的に短時間のうちに消失してしまうことが確認され、電池の

充放電反応に利用するためには表面疑似容量の安定化が不可欠であると結論づけられた。 
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（７）知的財産権等 

 本プロジェクトの知的財産権等の件数を表Ⅲ.2.4.5-3 に示す。 

 

表Ⅲ.2.4.5-3 知的財産権等 件数 

知的財産権 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 計 

特許出願  0 0 0 0 0 0 

  うち、外国出願        

  国内登録        

  海外登録        

論文  0 0 3 2 4 9 

  うち、査読付き論文  0 0 3 2 4 9 

研究発表・講演  1 2 3 6 3 15 

受賞実績 0 0 0 0 0 0 

新聞・雑誌等への掲載  0 0 0 0 0 0 

展示会への出展  0 0 0 0 0 0 

合計 1 2 9 10 11 33 

 

（８）今後の課題と課題解決の見通し 

バナジウム酸化物やマンガン酸化物等の正極活物質、およびシリコン負極活物質について、

ナノサイズ化により高容量化が可能であることが確認された。しかしサイクル特性には課題が

あり、将来自動車用電池に用いることを考えると、革新的なサイクル特性向上技術の開発が不

可欠である。また、ナノサイズ粒子を使用した電極は、空隙率が大きくなるため体積エネルギ

ー密度が低くなる傾向にあり、車載のためのコンパクトな電池に用いるためには電極の空隙率

を下げる方法を検討する必要がある。実際に民生用電池を作成するためには試料の大量生産が

不可欠であるが、本研究で開発したナノサイズ粒子の作成方法は実験室レベルでの技術である

ため、大量生産に向けた改良が必要である。 

 

（９）成果の実用化／活用 

 得られた研究成果に基づき、試料の大量生産方法を検討するとともに、サイクル特性向上の

ための改良を重ね、実用化に向けて企業に働きかけて共同研究を行うことで、産業界への普及

が図られると考えられる。 

 電池の性能評価には従来は定電流法による容量評価が中心的であったが、SVSC法などの定電

圧充放電による反応解析も、複数の反応が並行して進行するような電池系において今後は重要

な評価技術になっていくと考えられる。 
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２．４．６ 活物質・カーボンナノ複合構造制御による高出力・高容量 Liイオン 
二次電池の研究開発（長崎大学、東北大学） 

 

（１）事業目的 

本研究開発は，電極構成材料としての活物質・カーボン複合系材料に焦点を当て，効率的な

イオン・電子移動ならびに固体内 Li 拡散を可能にするナノ複合構造の設計・構築を通して，

Li イオン二次電池の高出力・大容量化に向けた高性能電極材料の開発を目的とした。 

 

（２）事業概要 

平成 19～21 年度は「要素技術開発」において研究開発を進め，ナノ活物質や活物質・カー

ボン複合ナノ構造制御のための新しい技術を開発した。平成 22～23 年度は「次世代技術開発」

に移行し，「要素技術開発」の成果を活かして，特に大容量特性を得るための新規正極および負

極ナノ複合材料の開発を行った。 

 

（３）研究開発の実施スケジュールと予算 

表Ⅲ.2.4.6-１ 主な実施項目と開発費用 
主な実施項目 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度  
活物質・カーボンナノ
複合多孔構造制御電
極の開発 

(1)多孔カーボン合成 
(2)多孔カーボンの表
面修飾と特性評価 

(3)オリビン系活物質
多孔体の合成と特性
評価 

(4)大容量負極材料の
合成と特性評価 

      

ナノ活物質・ナノカー
ボン集積電極の開発 

(1) 高出力型ナノサイ
ズ活物質の合成プロ
セス開発 

(2) 活物質／カーボン
のナノ集積化電極作
製プロセス開発と電
極性能評価 

(3)大容量正極材料の
合成と性能評価 

      

開発費用（円） 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 総額 
長崎大学 19,999,000 19,999,000 19,999,000 10,000,000 10,000,000 79,997,000
産総研・東北大 19,988,850 19,988,850 19,988,350 9,999,150 10,000,000 79,968,200
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（４）研究開発の実施体制 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ.2.4.6-1 研究開発の実施体制 

 

（５）研究開発目標と根拠 

①中間目標 

 平成 19～21 年度は「要素技術開発」の研究開発を行っており，その最終目標値 2.5 kW/kg，

200 Wh/kg に対する中間目標として，一方が最終目標値近く，片方が目標の半分程度を可能に

する材料開発を設定した。そのために，活物質のナノ多孔化，ナノ結晶化，カーボンナノ複合

化のための新規技術開発を行い，以下の材料性能の発現を目指す。 

[正極材料] 活物質重量基準で 250Wh/kg，5kw/kg または 500Wh/kg，2.5kW/kg，活物質・カ

ーボン複合体重量基準で 200Wh/kg，4kw/kg または 400Wh/kg，2kW/kg 

[負極材料] 電流密度 1.5～2 A/g の条件で 300～400 mAh/g 程度 

 

②最終目標 

平成 22～23 年度は「次世代技術開発」に移行し，「要素技術開発」で開発した技術を高容量

活物質に適用し，新規な活物質・カーボンナノ複合材料の開発を目指した。 

[正極材料] 2 電子容量活物質のナノ結晶合成およびカーボンコーティング技術を確立すると

ともに，各種のナノ結晶活物質の電極特性の評価を行い，以下の電極性能の発現を目指す。 

・エネルギー密度：活物質基準で 1300Wh/kg, 複合体基準で 1160Wh/kg レベルの容量（4.Ｖ

級材料の場合，活物質重量基準で 330mAh/g，活物質・カーボン複合重量基準 290 mAh/g 程度） 

・サイクル安定性：室温，500 回サイクル後において活物質・カーボン複合重量基準で 80%以

上の放電容量維持率 

[負極材料] 合金系ナノ活物質のカーボンコーティング手法の開発，合金系ナノ活物質のカー

ボンナノ多孔体への高分散担持法の開発。 

・室温，500 回サイクル後において，活物質・カーボン複合重量基準で 1000 mAh/g 以上の可

逆容量発現。 

[電池性能評価] 正極・負極材料から 500Wh/kg 以上のエネルギー密度達成の見込みを示す。 

 

・研究実施場所
エネルギー技術研究部門（つくば）
ナノエネルギー材料グループ

・研究実施場所
多元物質科学研究所
エネルギーデバイス化学研究分野

・研究項目
ナノ活物質/ナノカーボン集積電極の開発

・研究実施場所
工学部物質工学講座（応用化学）
応用物理化学研究室

・研究項目
活物質/カーボン複合ナノ多孔電極の開発

NEDO

国立大学法人 長崎大学
（独）産業技術総合研究所（H19-21)

委託

国立大学法人 東北大学（H22-23)

委託

連携
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（６）研究開発成果 

＜成果１＞ ナノ多孔構造制御技術の開発（「要素技術開発」） 

（内容）平成 19～21 年度「要素技術開発」において，コロイド結晶テンプレート法により，

LiMnPO4 ナノ多孔体，LiMnPO4・カーボンナノ複合多孔体，V2O5/多孔カーボン複合体，ナノ

多孔グラファイトの作製に成功し，これらのナノ構造制御が高速充放電特性や高容量化に有効

であることを証明するとともに，中間目標の材料性能以上を引き出した。例えば，V2O5/多孔

カーボンナノ複合体は 3 A/g の電流密度で 122 mAh/g，5 A/g で 96 mAh/g の複合体重量基準

容量を示し，480 Wh/kg で 14 kW/kg の優れた充放電特性が発現した。LiMnPO4・カーボン複

合ナノ多孔体は，世界最高レベルの高いレート特性を発現し，エネルギー密度は活物質重量当

りで 600～350Wh/kg であった。グラファイト材料は，ナノ多孔化することにより，一般の人

造黒鉛粒子よりも出力特性に優れることを見出し，触媒による低温での簡便合成技術の開発に

も成功した。 

（達成度）合成技術開発◎，容量・エネルギー密度○，出力特性○ 

（成果の意義）カーボンナノ複合多孔構造制御により，高容量，高出力の両方の特性を兼ね備

える新しい材料設計指針を提示するものであり，そのための新しい合成技術を開発するととも

に，その効果を実証した。 

（課題と取り組み）空隙が多くなると体積当りの特性は低下するため，活物質の充填率を向上

させる取組みを進めている。 

 

＜成果２＞ 活物質ナノ結晶合成技術の開発（「要素技術開発」） 

（内容）平成 19～21 年度「要素技術開発」において，短時間で精密にサイズ制御されたナノ

結晶を合成する新しい超臨界流体プロセスを開発し，LiFePO4 や LiMnPO4 オリビン系活物質

のナノ結晶材料の開発に成功した。また，Li2Mn2O4 ナノ結晶材料において，ナノサイズ化に

よる相転移エネルギーの低減により 2 電子反応容量の発現に初めて成功し，活物質基準で約

560Wh/kg, 5.6kW/kg の優れた充放電特性を発現させた。 

（達成度）合成技術開発◎，容量・エネルギー密度○，出力特性○ 

（成果の意義）精密にサイズ制御された活物質ナノ結晶を簡便かつ大量に合成する新しい技術

を開発するとともに，バルクでは発現しないナノ結晶特有の機能発現を見出し，充放電機能向

上のためのナノサイズ化の有用性を実証した。 

（課題と取り組み）活物質のナノ粒子は，導電性確保のためのカーボン複合など，電極作製上

の工夫を必要とする。そこで，ナノ結晶の効率的なカーボンコーティング技術の開発について

も研究を進めている。 

 

＜成果 3＞ 高容量正極材料の開発（「次世代技術開発」） 

（内容）上記で開発した超臨界流体プロセス技術を利用して，平成 22～23 年度「次世代技術

開発」において，LiCoPO4 などの高電位オリビンナノ結晶材料や，より高容量が期待できるホ

ウ素系活物質（LiMBO4: M= Fe，Mn）ナノ結晶材料，さらには 2 電子反応容量が期待できる

ケイ酸塩系活物質（Li2MSiO4: M= Fe，Mn，Co，Ni) ナノ結晶材料の開発に成功した。ケイ

酸塩系活物質ナノ結晶材料において 300 mAh/g 超の高容量発現に成功し，材料の容量そのもの

は目標値に達している（放電電位が低めであるため，エネルギー密度は 760Wh/kg 程度）。サ
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イクル安定性については，500 サイクルまでの測定を行うまでには至っていないが，数十回の

測定においては，良好なサイクル特性を示すことを確認している。 

（達成度）材料合成◎，容量◎，エネルギー密度△，サイクル安定性△ 

（成果の意義）ケイ酸塩系活物質において 2 電子反応相当の容量発現に成功したのは，これま

でに例のない画期的な成果である。 

（課題と取り組み）高容量発現に成功したが，放電電位が低いためエネルギー密度の値として

は不十分であった。材料組成の制御等を行ってより高電位化を図ることで，高エネルギー密度

を有する正極材料の開発に取り組んでいる。 

 

＜成果 4＞ 高容量負極材料の開発（「次世代技術開発」） 

（内容）カーボン細孔内でナノ Si を in situ で合成して得た Si/多孔カーボン複合材料の合成お

よび Si ナノ粒子の新規なカーボンナノコーティング技術の開発に成功した。カーボンコート

Si 試料においては，初期は 3000 mAh/g 程度の放電容量が発現するものの，サイクルとともに

容量が低下する。しかしながら，30 サイクル以降は 700mAh/g で一定の放電容量を維持し，

サイクル安定な可逆容量の発現が可能であることを示した。一方，Si/多孔カーボン複合体材料

は，Si 複合化量が少なく 600～400 mAh/g 程度の放電容量の発現にとどまるが，Si 重量当り

の容量は 3000 mAh/g 以上の大きなものであった。サイクル安定性にも優れ，安定な負極材料

として大いに期待できる。 

（達成度）材料合成◎，容量○，サイクル安定性△ 

（成果の意義）ナノ多孔カーボン細孔内でナノ Si を in situ 合成することにより，サイクル安

定性を大幅に向上できることを見出した。また超音波照射のみで Si ナノ粒子表面にカーボンナ

ノ薄膜を形成させる新しい技術を開発し，またこれは正極ナノ活物質などにも適用可能であり，

従来のカーボン複合化技術よりも効率的な新技術として大いに期待される。 

（課題と取り組み）複合体としての容量がまだ小さい状況にある。ナノ Si のカーボン細孔内へ

の担持量が少ないため，その最適化による高容量かつ安定な負極材料の開発に取り組んでいる。 

 

表Ⅲ.2.4.6-2 研究成果（一覧） 
項目 目標値（最終） 達成値 達成度 備考 

材料合成技術 新規かつ簡便技術の開発  ◎ 上述の通り 

正極材料開発 
・エネルギー密度 
 
 
 
・サイクル安定性 

 
活物質基準 1300Wh/kg 
(4V 級想定 325mAh/g) 

複合体基準 1160Wh/kg 
(4V 級想定) 

500 サイクル後の維持率
80% 

330mAh/g 以上 
 
762Wh/kg(2.5V級)
 
20 サイクル後 75%

 
○ 
 
△ 
 
△ 
 

 
300mAh/g 以上
の高容量発現を
可能にしたので，
高電位化により
達成できる見込
あり。 

負極材料開発 複合体基準で，500 サイ
クル後 1000mAh/g 以上 
 

60 サイクル後 700
mAh/g 

△ Si 含有量等の最
適化により達成
できる見込あり。

セル特性 500Wh/kg 以上の見込を
示す。 

上記正極・負極材料
で 440Wh/kg が見
込まれる。 

△ 2.5V 級セルでセ
ル重量として負
極の 4 倍を仮定 
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（７）知的財産権等 

 本プロジェクトにおける知的財産権等の件数のまとめを表Ⅲ.2.4.6-3 に示す。 

 

表Ⅲ.2.4.6-3 知的財産権等 件数 

知的財産権 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 計 

特許出願  0 0 2 2 1 5 

  うち、外国出願 0 0 0 2 1 3 

  国内登録 0 0 0 0 0 0 

  海外登録 0 0 0 0 0 0 

論文 0 2 2 3 5 12 

  うち、査読付き論文 0 2 2 3 5 12 

研究発表・講演 2 17 21 19 13 82 

受賞実績※  0 0 0 0 0 0 

新聞・雑誌等への掲載 0 2 1 3 5 11 

展示会への出展 0 0 0 0 0 0 

合計 2 21 26 27 14 100 

 

（８）今後の課題と課題解決の見通し 

 正極，負極材料ともに，ナノ構造制御による高容量材料開発のある程度のメドを立てること

ができたが，最終目標を十分に満足するまでには至っていない。「要素技術開発」から「次世代

技術開発」に移行し，最終目標を睨んで対象材料が変わり，研究開発期間 2 年の短期間で目標

到達するには不十分であったと考えられる。しかしながら，両極材料ともに，新しい材料開発

技術を開発し，さらなる高性能化に向けて研究開発するための指針は明確に見通せている。す

なわち，正極材料開発においては，ナノ結晶合成を通して高容量特性の発現に成功しているこ

とより，材料組成の制御等により高電位化を図ることで，目標の高エネルギー密度を有する材

料開発が期待できる。負極材料開発においても，カーボンナノ細孔内での Si の in situ 合成を

可能にし，得られた複合材料が高いサイクル安定性を示すことを明らかにしていることより，

担持量の最適化による高容量かつ安定な負極材料の開発が期待できる。 

 

（９）成果の実用化／活用 

 本開発で得た材料は，高容量電極材料として高いポテンシャルを有しており，エネルギー密

度のさらなる向上に加えて，数千～数万のサイクル安定性等の実用レベルの性能がクリアでき

れば，十分な候補材料になり得る。製造プロセスにおいても，開発した新技術（超臨界合成，

超音波によるカーボンコーティング，Si の in situ 合成）は大量合成への展開も可能であり，

活物質構成元素の資源も豊富であるため，コストダウンも可能である。以上について，研究開

発を 5 年程度行い，その後に実電池としての性能評価，安全性評価を行うことにより，電気自

動車用電池等への実用化が視野に入ると期待される。 

 本研究開発は，ナノレベルでの活物質構造制御およびカーボンナノ複合化による材料性能の

飛躍的向上を行うもので，従来の Li イオン二次電池材料開発にはなかった視点での開発である。

従来の Li イオン二次電池の限界を超えた高性能な電池開発に向けて新しい開発指針を提案す
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るもので，そのインパクトは大きいと考えられる。 

 

（１０）その他 
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２．４．７ 電極作製にガスデポジション法を利用したリチウム二次電池の研究 
開発（鳥取大学） 

 
（１）事業目的 

 現在のリチウム二次電池の負極には黒鉛が用いられているが、さらなる高容量化のために、

その代替材料として金属・合金系活物質が提案されている。しかしながら、これらには充放電

第１サイクルにおける容量可逆性が低く、またサイクル寿命が短いなどの課題がある。この問

題を解決するために、本研究では新しい電極作製法としてガスデポジション（GD）法を採用

して検討を行った。GD 法では、原料となる活物質粉末と加圧されたキャリアガスとで構成さ

れるエアロゾルがノズルから音速程度の高速で集電体基板上に吹き付けられ、その際に活物質

同士が塑性変形を起こして凝着し基板に強く密着して厚膜電極が得られる。また厚膜内部の随

所に空隙が形成されることで充放電時の活物質の体積変化で発生する応力が緩和されるものと

期待できる。そこで、本研究ではこの手法を用いることにより活物質粒子間および粒子－集電

体基板間の密着性を格段に向上させた電極を創製し、高エネルギー密度と高出力密度を併せ持

つ革新的な電池の開発を実施した。特に、高容量かつ長サイクル寿命の金属・合金系負極の創

製を最も重要なテーマと位置づけ、これについて、①高容量のケイ素と高サイクル安定性を有

する活物質とのコンポジット化、②高容量活物質の性能を活かすための処置、③高容量活物質

に適した電極／電解質界面の形成の 3 種類のアプローチにより研究開発を行った。 

 

（２）事業概要 

 炭素以外の 14 族元素（Si、Ge および Sn）もリチウム貯蔵性物質として知られる。なかで

もケイ素は、最も高い容量を生み出す可能性のある元素として期待されている。しかしながら、

ケイ素は電子伝導性が低く、また充放電時の激しい体積変化が原因となり活物質層が微粉化し

てしまうため、そのサイクル安定性は非常に乏しいものとなってしまう。これを改善させる目

的で合金化を行うと容量が大きく損なわれる結果となり、今のところ有望な材料は見出されて

いない。そこで上記の①のアプローチにおいては、やはり主として単体のケイ素を負極材料に

用いることが肝要であるととらえ、上記の欠点を補う性質を持つ様々な金属、合金、もしくは

化合物をケイ素とコンポジット化させ、さらに GD 法を適用してこれを厚膜化することにより、

高容量と高サイクル安定性を兼ね備えた電極の創製を試みた。コンポジット化させる物質とし

て Ru, Cu, Ni, Ni-P などを選択し、これらを無電解析出（ELD）法を用いてケイ素粒子上に部

分的に被覆させたコンポジット粉末を負極材料に用い、被覆による電極性能の改善を検討した。 

 一方、高容量活物質の性能を活かすための処置として（②）メカニカルアロイング（MA）

法によりケイ素にリチウムをプレドープした負極についても性能の評価を行い、プレドープ量

の調節による初回不可逆容量の低減を試みた。また、現行の黒鉛負極の場合と同様に、ケイ素

負極においても電極－電解質界面が電極性能に多大な影響を与えることも最近わかってきた。

そこで、創製したケイ素系電極の性能を最大限に発揮させるためのアプローチ（③）として、

リチウムイオンの移動を効率的に行える電極－電解液界面を形成するイオン液体を電解液とし

て用いケイ素負極の充放電サイクル性能の向上を目指した。 
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（３）研究開発の実施スケジュールと予算 

 

表Ⅲ.2.4.7-１ 主な実施項目と開発費用 

主な実施項目 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度  

ケイ素と他の活物質と

のコンポジット化 

      

高容量活物質に適した

電極/電解質界面の形成 

      

高容量活物質の性能を

活かすための処置 

      

開発費用（百万円） 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 総額 

鳥取大学 19.9 19.9 19.9 19.9 19.9 99.6 

 

 

（４）研究開発の実施体制 

 

図Ⅲ.2.4.7-1 研究開発の実施体制 

 

（５）研究開発目標と根拠 

①中間目標 

 Si を含有する種々のコンポジット厚膜電極を作製し、1000 サイクル(※１)後の負極放電容量

（Li 脱離）として 780 mAh g-1(※２)を目標値とする。また、初期容量可逆性の向上について

は、85％以上の初期可逆率を目指す。 

※１…電気自動車に搭載する電池を想定し、1 充電走行距離を約 500 km、年間平均走行距離を

10000 km、平均車齢を 15 年とすると、サイクル寿命の最終目標値は 300 サイクルとなる。実

際にはその 3 倍程度の余裕が必要とみなし、サイクル寿命の目標値は 1000 サイクルとした。 

※２…負極容量の目標値を設定するために、現在市販されている 150 Wh kg-1 のパック電池（単

セルレベルで 185 Wh kg-1、2250 mA h、3.7 V）を基に電極活物質量を推定した。この電池に

おいては全体の重量が 45 g となるため、正極と負極の活物質量は全量で半分の約 23 g になる。

活物質以外の部材の重量は減らすことができないものとして、この 23 g の活物質量を前提にし

た場合、現行の最大の正極理論容量で 220 mA h g-1 から正極活物質重量 17.6 g、負極重量 5.4 g

となるため、負極容量 780 mA h g-1 という目標値を算出した。 

 

 

ＮＥＤＯ 

鳥取大学 

・研究開発実施場所：大学院工学研究科 化学・生物応用工学専攻 坂口研究室 

・研究開発項目：電極作製にガスデポジション法を利用したリチウム二次電池の研究開発 

委託 
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②最終目標 

 Si を含有する種々のコンポジット厚膜電極を作製し、1000 サイクル後の負極放電容量とし

て 2000 mAh g-1(※３)を目標値とする。また、初期容量可逆性の向上については、90％以上の

初期可逆率を目指す。 

※３…電気自動車に搭載する電池の単位重量当たりのエネルギーが 1 Wh kg-1 であればその

航続距離は約 1 km であると言われている。1 充電走行距離が 500 km となる電気自動車には

500 Wh kg-1 のエネルギー密度が要求される。したがって、上記の中間目標値（780 mA h g-1）

の 3 倍程度の負極容量が必要であると考え、2000 mA h g-1 を最終目標値とした。 

 

（６）研究開発成果 

 

表Ⅲ.2.4.7-2 研究成果（一覧） 

項目 目標値（最終） 達成値 達成度 備考 

1000サイクル後の 

放電（Li脱離）容量 
2000 mA h g-1 780 mA h g-1 △  

初回容量可逆率 90% 100% ◎  

イオン液体電解液の 

Si負極への適用 

負極性能の改善，および

そのメカニズム解明 
 ○  

 

＜成果１＞ 

（内容）高容量のケイ素と高サイクル安定性を有する活物質とのコンポジット化 

（達成度）△ 

（成果の意義）機械的強度に優れた Ni-P を Si 粒子上に少量被覆させることで厚膜電極の耐久

性を向上させ、Si 系負極の欠点であるサイクル安定性の乏しさを大幅に改善できた。これに加

え、被覆層の形状を最適化することで高性能な電極を安定して再現することにも成功した。 

（課題と取り組み） 

 ELD 法により種々の金属・化合物をケイ素粒子上に部分的に被覆させたコンポジット粉末を

原料に用いて GD 厚膜電極を作製しこれらの性能を評価した。被覆層を Ru, Cu, Ni, および

Ni-P とした電極においてサイクル性能が顕著に改善されることを見出した。特に、ケイ素の利

用率を増大させるため少量の Ni-P を被覆させた電極はこれまでにない高性能を発揮した。一

方で、その小さい被覆量のために性能にばらつきが生じやすいという問題が発見されたため、

被覆形状の最適化による性能の改善を目的として、Ni-P 層の被覆条件の一つであるめっき浴の

pH を酸性から中性へ変化させて検討を行った。その結果、図Ⅲ.2.4.7-2 に示す透過型電子顕微

鏡（TEM）写真のように、酸性浴において調製した従来の試料(b)では Si 粒子上に Ni-P 層が

偏析していたが、中性浴のもの(a)は偏析することなく広範囲に斑点状で析出していることが

確認された。図Ⅲ.2.4.7-3 は Ni-P/Si 厚膜電極の充放電サイクル性能を示す。再現性評価のた

め各電極に対して全く同じ手法で作製した二つの試料について充放電試験を行ったところ、

酸性浴で調製した Ni-P/Si を用いた電極では初回サイクルで約 600 mA h g-1、1000 サイクル

後で 300 mA h g-1 の放電容量の差異が認められたが、中性浴の場合のそれではその差異を半

分程度にまで大きく低減できることが明らかになった。この中性浴での電極は，1000 サイク
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ル後においても 780 mA h g-1 の大きな放電容量を維持し、研究代表者のグループがこれまで

得たものの中で最も優れた性能を有する電極であることがわかった。これらの電極の押し込

み弾性率を評価した結果、従来の酸性浴での試料を用いて作製した厚膜は、Si 単独電極のも

のよりも大きな値を示したものの、その標準偏差は非常に大きかった（図Ⅲ.2.4.7-4）。これ

に対し、新たに検討し電極性能の差異が大きく改善された中性浴の試料においては、その弾

性率のばらつきは酸性のものに比べ大幅に低減された．これは膜全体に Ni-P 層が均一に存在

していることが原因であると考えられ、このことからも Ni-P 層を Si 粒子上の広範囲に斑点

上に析出させたことが電極性能のばらつきの低減につながったことが裏付けられた。 

 

 
図Ⅲ.2.4.7-2  (a) 中性めっき浴，および (b) 酸性めっき浴中で調製した 

Ni-P 被覆 Si 粒子の TEM 像．(c) 試料(a)の制限視野電子回折パターン． 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ.2.4.7-3 中性および酸性めっき浴中で調製  図Ⅲ.2.4.7-4 それぞれの Ni-P 被覆 Si 電 

した Ni-P 被覆 Si を用いた電極のサイクル性能．  極の押し込み弾性率の比較． 

 

＜成果２＞ 

（内容）高容量活物質の性能を活かすための処置 

（達成度）◎ 

（成果の意義）Si系負極の欠点の一つである初回容量可逆率の低さについて、Liプレドープが

特筆すべき効果があることを明らかにした。 

（課題と取り組み） 

 Si 負極は初回サイクルの不可逆容量が大きくサイクル安定性に乏しいという問題を抱えて

いることは先に述べた通りである。これに対する一つの試みとして、Si に Li をプレドープ（合

金化）することが有効であると考えている。そこで、MA 法を用いて Si に Li を様々な濃度

でプレドープさせた試料を合成し、初期容量可逆性の向上を図った。種々の組成の LixSi 

(x=0.34, 0.78, 1.71)を室温下での MA 処理を行うことにより合成した。得られた MA 処理試

料粉末を原料として、GD 法により銅箔基板上に LixSi の厚膜を形成させて電極を作製し、こ
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れを試験極とした三極式セルを構築し充放電試験を実施した。なお、Li 添加した試料は大気

中で活性であるため、研究代表者らが独自に設計した MA 装置、GD 装置、および精密電子

天秤を組み込んだガス循環精製機付グローブボックスを本事業の助成により新たに導入し、

これを用いて水分と酸素が十分に除去された不活性ガス雰囲気内で試料調製から電極作製・

セル構築までの一連の操作を行った。図Ⅲ.2.4.7-5 に LixSi 厚膜電極の初期充放電曲線を示し

た。いずれの電極においても、充電側 0.1 V、放電側 0.5 V 付近において Si の Li 挿入－脱離

にともなう相変化に起因する電位プラトーが観測された。初回容量可逆率については、Li 添

加量の増加とともに向上し、特に Li1.71Si の組成のときについては、ほぼ 100%の可逆率を達

成できた。このように、Si への Li 添加量を調節することで初回サイクルの容量可逆性を改善

できることが示された。しかしながら、２サイクル目以降では容量可逆率は大きく減少し、

これらの電極のサイクル安定性は特に改善される兆候は見られなかった（図Ⅲ.2.4.7-6）。 

 
図Ⅲ.2.4.7-5 MA 法により Li を事前に添加   図Ⅲ.2.4.7-6 Li を事前に添加したケイ素 

したケイ素電極の初回充放電曲線の比較．    電極の充放電サイクル性能． 

 

＜成果３＞ 

（内容）高容量活物質に適した電極／電解質界面の形成 

（達成度）○ 

（成果の意義）車載用電源には高容量のみならず高い安全性も要求されるため、難揮発性、

難燃性、広い電位窓などの特長を有するイオン液体電解液の適用が期待されている。このサ

ブテーマでは、リチウムイオンの移動を効率的に行うことができるケイ素負極－電解質界面

を形成し、研究代表者らのグループが創製したケイ素系負極の性能を最大限に発揮させるこ

とができるイオン液体電解液を見つけ出すことに成功した。 

（課題と取り組み） 

 基礎的知見を得るため、まずコンポジット粉末ではなく単体の Si 粉末を原料とした GD に

より Si 厚膜負極を作製し、この電極を試験極として対極に Li 板を用いた二極式のコインセ

ル を 構 築 し て 定 電 流 充 放 電 試 験 を 行 っ た 。 N-methyl-N-propylpiperidinium 

bis(fluorosulfonyl)amide （ [PP13+][FSA-] ）、 お よ び N-methyl-N-propylpiperidinium 

bis(trifluoromethanesulfonyl)amide（[PP13+][TFSA-]）に対してリチウム塩である lithium 

bis(trifluoromethanesulfonyl)amide（LiTFSA）を濃度 1 M となるように溶解させ電解液と

して使用した。一般的な有機溶媒系の電解液として 1 M LiClO4/propylene carbonate（PC）

を用いた実験も行った。図Ⅲ.2.4.7-7 はこれらのイオン液体および PC を用いた電解液中にお

ける Si 厚膜電極の初回充放電曲線を示す。充電側 0.1 V 付近と放電側 0.4 V 付近にプラトー
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がみられ、これは Si と Li の合金化・脱合金化反応を示している。したがって、本研究で取

り上げたイオン液体電解液の場合においても有機溶媒系電解液の時と同様の反応が行われて

いることを確認できた。これまでの研究では GD 法で得た Si 負極に対しては、従来の有機溶

媒を用いる限り初回可逆率は最高で 80%程度であった。一方、本研究で検討した

[PP13+][TFSA-]イオン液体電解液においてはこれを上回る 85％の初回可逆率を達成できた。

他方、[PP13+][FSA-]の場合では PC をしのぐような値は示さなかったものの、初回充放電容

量では他の電解液を大幅に上回る非常に高い値（2980 mA h g-1）が得られた。図Ⅲ.2.4.7-8

はこれらのイオン液体電解液を用いたときの充放電サイクル性能を示している。イオン液体

電解液中での Si 負極では PC 電解液でみられるような急激な容量衰退が起きず、良好なサイ

クル性能を示した。特に、[PP13+]と[FSA-]との組み合わせからなるイオン液体では、150 サ

イクルまで約 1500 mA h g-1 の容量を維持することができた。この性能改善のメカニズムを

探るため、これらの電解液に対する電気化学的インピーダンス分光（EIS）測定を実施した。

[PP13+][FSA-]の場合の電極－電解液界面を Li+が通過するときの界面抵抗（Rif）はサイクル

後も安定して低い値に留まっており、この電極が優れた性能を示したことと対応しているも

のと考えている。一方、[PP13+][TFSA-]電解液の場合に Rif の値が非常に高くなったのは、

[FSA-]と[TFSA-]の Li+に対する配位構造の違いによるものと考えられる。すなわち、[TFSA-]

の方がより Li+を脱配位しにくいため Si への Li+挿入が困難になっているものと思われる。 

 

図Ⅲ.2.4.7-7 イオン液体電解液を適用した  図Ⅲ.2.4.7-8 イオン液体電解液中のケイ素 

 ケイ素単独負極の初回充放電曲線の比較．  電極の充放電サイクル性能の比較． 

 

（７）知的財産権等 

 本プロジェクトの知的財産権等の件数を表Ⅲ.2.4.7-3 に示す。 
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表Ⅲ.2.4.7-3 知的財産権等 件数 

知的財産権 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 計 

特許出願  1 0 0 2 0 3 

  うち、外国出願  0 0 0 1 0 1 

  国内登録  0 0 0 0 0 0 

  海外登録  0 0 0 0 0 0 

論文  0 0 1 3 5 9 

  うち、査読付き論文  0 0 1 3 4 8 

研究発表・講演  4 13 16 19 16 68 

受賞実績 0 0 0 2 1 3 

新聞・雑誌等への掲載  1 4 8 6 1 20 

展示会への出展  0 0 0 0 0 0 

合計 6 17 26 36 27 112 

 

（８）今後の課題と課題解決の見通し 

・未達成課題とその理由について 

 1000 サイクル後での放電容量については、黒鉛の理論容量の 5 倍以上にもおよぶ値（2000 

mA h g-1）を目標値として掲げた。Ni-P を斑点状に析出させた Si 粒子を用いた厚膜負極は 1000

サイクル後においてさえも 780 mA h g-1 という高容量を維持した。これは黒鉛の理論容量の 2

倍以上の値であり注目に値する成果ではあるものの残念ながら目標値には至らなかった。この

主な理由は、充放電時の Si の体積変化にともなう応力の蓄積に、活物質のコンポジット化と

GD 法による厚膜化を適用してもなお電極が耐えられなかったためであると考えられる。 

 

（９）成果の実用化／活用 

 本研究開発で実施した GD 法による電極作製は導電助剤や結着剤を必要とせず、活物質本来

の性質を短い試験期間で見極めるのに最適な手法である。しがたって、様々な活物質に対して

GD 厚膜電極によるスクリーニングを実施し、目立った成果が得られた活物質について従来の

塗布法などを用いて巻回型もしくはラミネートシート型のセルを作製し電池の充放電性能や安

全性の試験を行う。本研究開発で得た高容量ケイ素系負極を、本事業の他のグループで開発さ

れた機能性結着剤、高性能イオン液体電解液および高容量酸化物系正極等を組み合わせること

で電池性能が飛躍的に向上するものと期待される。したがって、ケイ素の高容量を活かした高

エネルギー密度型の電池が実現し、電気自動車・電動自転車への用途が有望である。 
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２．４．８ 鋳型法を利用した革新的リチウムイオン電池負極材料の開発研究 
      （東北大学） 
 

（１）事業目的 

「鋳型」を利用することで、ナノレベルで構造を制御した純炭素負極材料および Si/炭素複合負

極材料を調製し、これを利用した超高エネルギー密度リチウムイオン電池の開発を行う。 

 

（２）事業概要 

無機鋳型物質を利用し、高性能負極材料の開発を行う。最終的に炭素/Si負極にて初期可逆容

量2000 mAh/g以上、100サイクル後の容量1500 mAh/g以上の達成を目指す。Siのみならず炭素側

の容量を最大限に利用する検討も行う。 

 

（３）研究開発の実施スケジュールと予算 

 

表Ⅲ.2.4.8-１ 主な実施項目と開発費用 

主な実施項目 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度  

研究項目Ａ－１ 

緻密な炭素層の形成 

      

研究項目Ａ－２ 

多孔質炭素内部構造の

最適化 

      

研究項目 A－３ 

キャビティ容量発現の

メカニズム解明 

      

研究項目Ｂ－１ 

ゼオライトの電気還元 

      

研究項目Ｂ－２ 

炭素/SiO2 ナノ複合体の

電気還元 

      

研究項目Ｂ－３ 

炭素/Si 複合体の構造最

適化 

      

開発費用（百万円） 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 総額 

東北大学 14.8 19.8 20.0 20.0 20.0 94.6 
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（４）研究開発の実施体制 

 

 

  

 

 

 

 

図Ⅲ.2.4.8-1 研究開発の実施体制 

 

 

（５）研究開発目標と根拠 

①中間目標 

平成 19年度目標値① 初回充電時の容量が 1000 mAh/g以上 

平成 19年度目標値② 初回充電効率が 80 %程度 

平成 19年度目標値③ 表面積が 40 m2/g以下 

平成 20年度目標値① 可逆容量が 1300 mAh/g程度 

平成 20年度目標値② 1000サイクル後の可逆容量が初期可逆容量の 60 %以上 

平成21年度目標値① キャビティ容量が最大となる細孔径を明らかにする 

平成21年度目標値② 初期可逆容量が1300 mAh/g以上 

平成 21年度目標値③ 電気還元において、還元率 80%以上を達成。 

平成 21年度目標値④ Si粒子の周囲に空隙が存在することによる不可逆容量低減効果を実証。 

平成 21年度目標値⑤ 炭素/Si複合体において、可逆容量で 800 mAh/gを達成。 

平成22年度目標値① リチウムが不可逆的にトラップされるサイトの解明 

平成22年度目標値② 初回クーロン効率が60%以上 

平成 22年度目標値③ 電気還元により合成される炭素/Si複合体において、空隙サイズを Si

粒子サイズの 4～5倍に調整。 

平成 22年度目標値④ 炭素/Si複合体において、可逆容量 1600 mAh/gを達成。 

【根拠】炭素の容量と Siの容量を最大限に引き出し、最終目標を達成するためのマイルストー

ンとして、各年度で達成すべき性能値を見積り、これらを目標値として設定した。 

 

②最終目標 

最終目標値① 炭素/Si/複合体において可逆容量 2000 mAh/g以上、100サイクル後の容量 1500 

mAh/g以上を達成。 

最終目標値② 負極材料として高容量かつ長寿命を実現する炭素/Si複合体の理想構造を提案 

【根拠】正極容量 183 mAh/g、4 Vにての作動を仮定してリチウムイオン電池パックのエネルギ

ー密度を負極の容量に対して計算すると、負極容量が 1000 mAh/gを超えた時点で電池パックの

エネルギー密度の増加率は鈍化し、負極容量を 2000 mAh/g以上に増加させても殆ど効果が無く

なる。そこで初期容量 2000 mAh/gを目標値とした。また、最低限のサイクル特性目標として、

100サイクル後に初期容量の 75%保持（1500 mAh/g）を掲げた。単に数値目標の達成だけではな

国立大学法人東北大学 

NEDO 技術開発機構 

委託
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く、理想構造を提示できれば産業界に対する貢献が大きいものと考え、この点も最終目標に掲

げた。 

 

（６）研究開発成果 

 

表Ⅲ.2.4.8-2 研究成果（一覧） 

項目 目標値（最終） 達成値 達成度 備考 

初期可逆容量 2000 mAh/g 2550 mAh/g ◎  

100サイクル後の可

逆容量 

1500 mAh/g 1500 mAh/g ○  

炭素/Si複合体 理想構造の提案 汎用の Si ナノ粒子か

ら出発し、1 つの理想

構造を実現できた。 

◎  

 

＜成果１＞ 

（内容）純炭素系負極および炭素/Si 負極に関し、様々な新規ナノ構造を持つ材料を調製し充

放電性能評価を行った結果、最終的に製造コストが最も低く抑えられなおかつ高容量・長寿命

を達成できる材料として、市販の Siナノ粒子を厚さ約 10 nmの炭素ナノ薄膜で均一に被覆した

炭素/Si複合体が最も優れていることを見出した。初期放電容量は 2550 mAh/g（0.08Cレート）、

初期クーロン効率は 86%である。 

（達成度）◎ 

（成果の意義）近年論文ベースでは炭素/Si負極材料で初期容量 1500 mAh/gを上回りなおかつ

サイクル特性に優れるものも多くみられる。しかしこれらはいずれも特殊な方法によって合成

された材料ばかりであり、量産化は困難である。本研究において開発した材料は、市販の Si

ナノ粒子を出発材料として利用しているため量産化が容易である。 

（課題と取り組み）単純に充放電を繰り返すと、100サイクル後の容量は 1390 mAh/gに低下す

る。これを回避する方法として＜成果２＞を見出した。 

 

＜成果２＞ 

（内容）＜成果１＞で調製した炭素/Si 複合負極の充放電サイクルに伴う構造変化を詳細に調

べたところ、試料の構造は 5～20 サイクルの間に大きく変化し、20 サイクル目には Si と炭素

が均一に混合した樹枝状骨格となり、高レート特性と良好なサイクル特性を示した。しかし、

更にサイクルを続けると樹枝状構造は完全な乱雑構造に変化し、充放電特性が低下した。そこ

で、構造変化を抑制するため、Li 挿入容量を 1500 mAh/g（Li1.8Si 相当）に制限して充放電測

定を行った結果、100サイクル後にも樹枝状構造が維持され、良好なレート特性（3.3 Cで 1500 

mAh/g）とサイクル特性（100サイクル後に約 1500 mAh/g）を示した。 

（達成度）◎ 

（成果の意義）従来の黒鉛負極（372 mAh/g）の約 4倍である 1500 mAh/gもの容量を 100サイ

クルの間一定に保つことに成功した。また、3.3 Cのレートでも 1500 mAh/gを達成した。すな

わち、大容量、高出力、長寿命の負極材料の開発に成功した。 
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（課題と取り組み）100サイクル以上の 1000サイクル程度までの長期の安定性についてはまだ

データ採取ができておらず、今後の課題として残っている。 

 

＜成果３＞ 

（内容）Siナノ粒子を厚さ約 10 nmの炭素ナノ薄膜で均一に被覆した材料を、充電深度 Li1.8Si

以下でサイクルさせると、Si/炭素複合体は構造変化により Siと炭素が均一に混合した樹枝状

構造となる。この樹枝状構造の枝の幅は数 nm～数十 nmと細いため Siの内部抵抗は小さく、し

かも炭素が導電パスの役割をしているためレート特性に優れる。また、枝の間隙には Siの膨張

を緩和するバッファ空間が存在するためサイクル特性に優れる。充放電に伴う構造変化により

自然に形成されるナノサイズの樹枝状構造が 1つの理想構造であることを見出すことができた。 

（達成度）◎ 

（成果の意義）高容量、高出力、長寿命を実現する理想的な構造をもつ炭素/Si 複合体が、比

較的安価なプロセスにより実現できる点を明らかにした。 

（課題と取り組み）100サイクル以上の 1000サイクル程度までの長期の安定性についてはまだ

データ採取ができておらず、今後の課題として残っている。 

 

（７）知的財産権等 

 本プロジェクトの知的財産権等の件数を表Ⅲ.2.4.8-3 に示す。 

 

表Ⅲ.2.4.8-3 知的財産権等 件数 

知的財産権 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 計 

特許出願    1  1 2 

  うち、外国出願     1 1 

  国内登録       

  海外登録       

論文     2 2 

  うち、査読付き論文     2 2 

研究発表・講演  3 3 5 8 19 

受賞実績  1 1 1 1 4 

新聞・雑誌等への掲載       

展示会への出展     1  

合計  4 5 6 13 28 

 

 

（８）今後の課題と課題解決の見通し 

今後の課題としては、1000サイクル以上の長期サイクル耐久性の達成である。「Si/Cハイブリ

ッド樹枝状構造」を基にし、Siナノ粒子のダウンサイズ化や炭素層の構造最適化によりこの要

求はクリアできると予想される。 
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（９）成果の実用化／活用 

成果の実用化／活用に関しては大量生産、製造コストの低減が求められる。現在、企業との

連携を進めている。「Si/C ハイブリッド樹枝状構造」は充放電のサイクル中に自己組織化的に

形成される構造なので、その前駆体である Si/Cナノ複合体さえ低コストで大量生産できればこ

の問題もクリアできる。今回開発した方法では、前駆体となる Si/C ナノ複合体は、Si ナノ粒

子に CVD法で炭素被覆するという極めて単純な方法である。したがって、プロセスの工夫を行

えば大量生産はそれほど困難ではないと予想され、今後広く普及することが十分に期待できる。 

 

（１０）その他 

 我々は鋳型法によるアプローチにより、Si、Siの周囲の空間、炭素の各構造を精密に制御し、

どの構造がどのように充放電特性に影響するのかを精密に調べた。その結果、Siを負極として

利用するには下記の点が重要である事を見出した。 

1) Siのドメインサイズは数十 nm以下であること 

2) 導電パスの役割をする炭素が均一に Siに接触していること 

3) Siと炭素は強固に接触していること 

4) Siの含有量は 70～80%程度にすること 

5) 充電深度を Li1.8Si以下でサイクルさせることで劣化を劇的に改善できること 

鋳型法は材料調製の方法としては高コストで実用化が困難であるが、我々は鋳型法により得

られた知見を利用する事で、最終的に鋳型を用いない安価なプロセスにより上記の要求 1)～5)

を全て満たす材料の調製に成功した。 

特に近年、Si/C を含む Si 系負極材料の開発が世界中で活発である。しかし、特殊な合成法

により調製した Siナノワイヤーなどの Siナノ材料を用いるものや高価なシラン CVDによる調

製法が殆どであり、量産化および実用化は極めて困難であった。本研究開発では、世界に先駆

けて実用化に極めて近い簡便な方法で高容量、高出力、長寿命な負極材料を調製する事に成功

した。 
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２．４．９ 構造規制型新規金属負極の研究開発 
      （首都大学東京） 
 

（１）事業目的 

リチウム二次電池のエネルギー密度を向上させるためには、炭素に代わる負極材料や新規な

考え方に基づいて開発された負極材料が必要である。金属リチウム負極および合金系負極は高

容量・高出力の電極材料として注目され、これまでに多くの研究がなされてきた電極群である。

しかし、それぞれに問題点があり実用化には至っていない。本研究では、これまで行われてき

た研究開発の延長線上に大きな期待を持つことはできないと考え、これまでの視点とは異なる

切り口で研究開発を進めた。電極の構造をマイクロメートルオーダーで規則化することで、金

属リチウム負極および合金系負極へ実用レベルの性能を付与し、自動車に搭載可能な性能を有

した新規リチウム二次電池の実現を図った。 

 

（２）事業概要 

 リチウム二次電池の新規負極（金属リチウム、合金系）の研究開発を、三次元規則配列多孔

体を用いて行った。このような構造を使用するメリットは、局所電流密度を抑えることで電流

分布を均一化できる点、電極表面形態の可逆性を維持できる点である。金属リチウム負極に関

しては、多孔構造の最適化と適切な材料選択を行い、合金系負極に関しては、孔サイズ、合金

組成の最適化を行い、それぞれ実用的な性能の達成を目的とした。また、これらの負極材料の

研究開発を通して、実電池の性能として重量エネルギー密度 500 W h kg-1 の見通し（ただし、

正極のエネルギー密度が 250 mA h g-1 程度と仮定する）を立て、各電極に関して事業化を念頭

に安価な作製プロセスについて検討を行った。 

 

（３）研究開発の実施スケジュールと予算 

 

表Ⅲ. 2. 4. 9 - 1 主な実施項目と開発費用 

主な実施項目 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度  

(３)-１ 金属リチウム負極       

多孔性金属リチウム負極の開

発（Ni および Cu 集電体の開発）

      

多孔性金属リチウム負極の開

発（金属リチウムの三次元多孔化）

      

構造規制多孔性ポリイミド膜を用いたデ

ンドライト状リチウム金属の析出抑制 

      

リチウムランタンジルコニア

多孔体の導入 

      

高容量正極材料を用いたフル

セル試験 

      

界面（SEI）の制御および解析（添加剤の

効果および電解質の種類の検討） 
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界面（SEI）の制御および解析（イオン性

液体および高分子電解質系） 

      

電解液および電解質の検討に

よる充放電効率の改善 

      

添加剤の検討による充放電効

率の改善 

      

電子顕微鏡による充放電反応

過程のその場解析（リチウム

析出過程の in-situ 観察） 

      

電子顕微鏡による充放電反応

過程のその場解析（デンドラ

イト発生要因の解明） 

      

(３)-２ 合金系負極       

多孔性合金負極の開発       

集電体基板との密着性の改善

（Sn-Cu 合金の検討） 

      

Sn-Co、Sn-Sb 合金の検討       

大型電池の開発に向けた検討

（ラミネートセルを用いた充放電試験）

      

開発費用（百万円） 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 総額 

首都大学東京 19.998 19.998 19.998 19.998 19.998 99.990

 

（４）研究開発の実施体制 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ.2.4.9-2 研究開発の実施体制 

 

（５）研究開発目標と根拠 

金属リチウムの重量当たりのエネルギー密度は 3861 mA h g-1 と非常に高く、次世代のリチ

ウム二次電池用負極材料として注目されている。しかしながら、充放電に伴いデンドライト状

のリチウム金属が析出することが問題となっている。デンドライト状リチウムの析出は、サイ

クル特性を劣化させ、最悪の場合には電池の短絡を招き、電池の発火を引き起こす。デンドラ

NEDO 

首都大学東京 

・研究開発実施場所：首都大学東京 

・研究開発項目： 

・金属リチウム負極 

  ・合金系負極 

委託 
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イトの生成は、金属リチウム負極上の不均一な電流分布に起因することが明らかにされている

が、電極反応を均一化し、デンドライト生成を抑制する方法は具体化されていない。一方、容

量的に金属リチウムに劣るものの、より安全性が高いことから実用化が期待されている高容量

負極材料の一つに Sn 合金がある。Sn 合金の電気化学反応は単体の Sn と同様にリチウムとの

合金化および脱合金化によって進行し、その容量は Sn の含有率に依存し、最大で 994 mA h g-1

（Sn 単体）である。しかし、充放電時の体積変化が大きく、それに伴う容量低下が問題となっ

ている。リチウムと反応しない金属と Sn を合金化することで、充放電過程における電極の膨

張収縮を緩和できることから、本手法が多くの研究グループで検討されているが、実用レベル

の要望を十分に満たすような結果は得られていない。 

本研究では、上述の問題を解決し、金属リチウム負極および Sn 合金負極を実用化する方法

として、電極の構造化を実施した。構造化のメリットは、局所電流密度を抑えることで、電極

表面形態の可逆性を維持することが可能な点である。すなわち、自動車用途で求められる大電

流での充電を行っても、局所的な電流密度が小さくなり、金属リチウム負極の場合にはデンド

ライト発生を原理的に抑制でき、μm オーダーの形態を可逆的に変化させることができる。ま

た、合金系においては、局所的な機械的応力の集中を防止し、安定で可逆なμm オーダーの形

態変化を促すことができる。本研究では、電極の構造化手法の確立、およびサイクル安定性と

高容量を両立するための具体的な構造の解明を通して、本プロジェクトの最終目標値(実電池の

性能として重量エネルギー密度 500 W h kg-1)に必要な負極エネルギー密度 700～1000 mA h 

g-1 の達成を目的とした。 

 

①中間目標 

平成 20 年度末(中間評価)までに、金属リチウム負極に関して、1000 サイクルで 50 %以上の

容量維持及び 1000 mA h g-1 程度の可逆充放電容量、合金系負極に関して、1500 サイクルで

60%以上の容量維持及び 600 mA h g-1 程度の可逆充放電容量の達成を目的に研究開発を行った。

特に電極のサイクル安定性を確保するために必要な電極設計要素技術の確立を目的とした。 

 

②最終目標 

平成 23 年度終了までに、金属リチウム負極に関して、2000 サイクルで 80%以上の容量維持

率及び可逆充放電容量 1000~1500 mA h g-1 程度、合金系負極に関して、3000 サイクルで 80%

以上の容量維持率及び可逆充放電容量 800~1000 mA h g-1 程度の達成を目標に研究開発を行っ

た。実用電極に求められる特性は高容量以上にサイクル安定性であり、この点についてさらに

重点的に研究を進めるため、充放電過程における電極の構造変化や電極表面に形成される皮膜

の状態を明らかにすることを目的とした。また、セパレーターの構造や添加剤、電解液の種類

など高容量負極をより実用的に運用するための検討も実施し、最終的にフルセルで 500 W h 

kg-1 を実現するために必要となる電池設計指針（極板設計や電池重量における活物質占有量な

ど）の確立を目的とした。 
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（６）研究開発成果 

 

表Ⅲ. 2. 4. 9 - 3 研究成果（一覧） 

項目 目標値（最終） 達成値 達成度 備考 

金属リチウム負極     

- エネルギー密度 1000~1500 mA h g-1  986 mA h g-1 98.6%  

- サイクル安定性 2000 サイクルで 

80%以上の容量維持率 

3000 サイクル 

容量維持率 100% 

(電極利用率 25%) 

100%  

合金系負極     

- エネルギー密度 800~1000 mA h g-1 500 mA h g-1 62.5%  

- サイクル安定性 3000 サイクルで 

80%以上の容量維持率 

200 サイクル 

容量維持率 100% 

(電極利用率 77%) 

6.6%  

 

＜成果１＞ 

（内容）金属リチウム負極(セパレーターの開発) 

（達成度）◎ 

（成果の意義）金属リチウム負極を実用レベルで使用可能なセパレーター技術を開発した。現

行の電解液を用いた二次電池へ適用可能な技術であり、金属リチウム負極の使用を可能とする

だけでなく、炭素負極を用いた従来の電池の安全性を大きく向上できる。 

（課題と取り組み）金属リチウムを負極に用いると、充電時にデンドライト状に金属リチウム

が析出し、電池のサイクル劣化や発火を招く。充放電時の電流分布を均一化してデンドライト

生成を抑制することを考え、三次元規則配列多孔(3DOM)構造を有するポリイミド膜をセパレ

ーターへ適用した。その結果、金属リチウムの析出形態が 3DOM 構造の孔径に依存して粒状

に変化することを見出した。電解液に関する検討も進め、最終的に溶解析出反応を 3000 サイ

クル以上繰り返しても容量が低下しない優れたサイクル安定性を金属リチウムに付与すること

に成功した。また、本結果に基づいて作製したラミネート型の金属リチウム二次電池において

約 300 Wh kg-1 の重量エネルギー密度を達成し、高容量の正極材料を適用して 500 Wh kg-1 を

実現できることを明らかにした。 

 

＜成果２＞ 

（内容）合金系負極 

（達成度）△ 

（成果の意義）Sn 系合金のサイクル安定性を高め、実用レベルで使用するための電極構造化技

術を開発した。Sn 系合金のみならず、充放電に伴って大きな体積変化を示す電極材料へも本技

術を展開できる。 

（課題と取り組み）充放電時の体積変化に伴う容量低下が Sn 系合金の実用化を阻んでいる。

Sn-Ni 合金負極を三次元規則配列多孔(3DOM)化し、さらにその構造を数十μm の大きさのドメ

インへ分割することで、200 サイクルを超えても 500 mA h g-1 の容量が維持される良好なサイ
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クル特性を実現した。また、本構造を負極用集電体である銅箔上に大面積で形成する方法を開

発し、ラミネート型電池の負極として実用できることを明らかにした。銅箔の両面に本構造を

安価に形成するプロセスの開発が今後の課題である。 

 

（７）知的財産権等 

 本プロジェクトにおける知的財産権等の件数を表Ⅲ. 2. 4. 9 – 4 に示す。 

 

表Ⅲ. 2. 4. 9 - 4 知的財産権等 件数 

知的財産権 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 計 

特許出願  0 0 1 0 0 1 

  うち、外国出願  0 0 0 0 0 0 

  国内登録  0 0 1 0 0 1 

  海外登録  0 0 0 0 0 0 

論文  0 0 1 1 1 3 

  うち、査読付き論文  0 0 1 1 1 3 

研究発表・講演  3 4 6 10 6 29 

受賞実績 0 0 0 0 0 0 

新聞・雑誌等への掲載  0 0 1 1 1 3 

展示会への出展  0 0 1 0 0 1 

合計 3 4 10 12 8 37 

 

（８）今後の課題と課題解決の見通し 

自動車に搭載可能な性能を有した新規リチウム二次電池の開発を目的とし、電極構造の三次

元設計に基づき、金属リチウム負極、及び合金系負極の実用化を図った。金属リチウム負極に

ついては 3DOM 構造を有するポリイミドセパレーターを適用することで、実用上で問題であ

ったデンドライト状のリチウム析出を抑制することに成功し、金属リチウム負極の高容量を安

定・安全に利用可能な技術を開発するに至った。結果として、プロジェクト全体の目標達成へ

一つの具体的な道筋を示すことができた。既に本セパレーターを量産するための技術開発を行

っている。合金系負極に関しては電極の三次元構造設計が有効であることを実証し、約 600 mA 

h g-1 の容量を安定的に利用できる電極を実現した。合金系電極の優位性をさらに高めるために

はより高い容量の実現が求められる。そのための開発要素として、合金組成の最適化や集電体

基板への電極の密着性の向上といった課題を抽出するに至った。また、実用化へ向けて、構造

化された電極を集電体である銅箔上へ大面積で形成する技術も開発した。現時点では構造化電

極の形成は銅箔の片面のみである。より実用的には両面への電極形成が必要であり、今後の課

題である。 

 

（９）成果の実用化／活用 

本研究で開発した 3DOM ポリイミドセパレーターの早期実用化へ向け、大学発ベンチャー

を設立した。既に材料メーカーや成膜メーカーと共同して製造技術の開発を進めている。また、

本セパレーターに関する問い合わせを国内外の企業から頂いており、各企業の要望に合った形
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でのセパレーター供給も進めている。数年内で実用化の予定である。Sn 合金系負極に関しても

電池メーカーの要望に配慮しつつ、より実用レベルでの研究を企業と実施している。 

 

（１０）その他 

特になし 
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２．４．１０ 全固体電池のための固体電解質および三次元メソ構造体電極の研究 
開発（東京工業大学） 

 
（１）事業目的 

全固体電池は安全性に優れた究極の電池形態であるにもかかわらず、高容量・高出力が達

成されていない。その最大の原因が電解質そのものの材料特性にある。本研究開発では、安

全性を確保し高出力・高エネルギー密度が可能な全固体電池開発のために、新規な固体電解

質の創成と、高電極利用効率を目指した新たな電極構造を創出する。これまでのリチウムイ

オン電池の容量を遙かに超える電池の開発には、材料開発が必須である。特に、硫黄を基本

とする電池は理論容量が1675mAhg-1を越え、次世代型電池として有望であるが、その特性

は達成されていない。 

本研究開発では以下の目標で研究を進める。 

1.電解質の創出：室温で最高のイオン導電率を持つ新規固体電解質の探索 

2.電極の創出：新規な三次元メソ構造を有する電極構造の構築と硫黄電極開発 

 

（２）事業概要 

エネルギー密度の向上を目指した固体電解質は、1990 年代に硫化物ガラスが高いイオン導

電性を示すことがフランスの研究グループによって開発され、その後、リン酸やケイ酸を少

量添加した複合化ガラスが高耐圧性を示すことを見いだされて、全固体電池への展開が行わ

れている。無機固体電解質のイオン導電率は、現在 10-3Scm-1 をわずかに越える程度である。

本研究チームは、固体電池開発には初期から関与し、最高の出力をもつ銅固体電池の開発、

最高のイオン導電性をもつ結晶性固体電解質チオリシコンの発見、電極・電解質界面接合を

可能にする界面層の発見など、固体電池開発に大きな役割を果たしてきた。これまでの、最

高のイオン導電率を持つチオリシコン固体電解質の発見や電極・電解質界面での自己形成機

能の発見、電解質シート化、全固体電池の積層化などの、硫黄系固体電池の開発過程で、(i)

固体電解質の特性向上（10-3Scm-1 から 10-2Scm-1 へ）と(ii)電極構造（集電構造、界面接合、

高密度化）の課題が浮かび上がってきた、これらを解決するために、本研究では、(a) 固体

電解質を開発し、(b) 新規電極構造を創出する。これまでに例のない高イオン導電性をもつ

電解質開発に成功すると、(i)電極構造の設計が容易になり、(ii)界面設計が容易になることか

ら、電池特性として、(iii)高出力化と、(iv)高容量化が可能になる。一方、固体電解質の開発

とともに高容量高出力化における重要な課題は電極構造である。本研究では集電材としてメ

ソ構造体を持つ炭素材料を利用し、電極・電解質・集電材の三次元構造を構築することを提

案する。三次元のメソ構造体を持つ電極構造が、可逆性の乏しい大容量電極材料の特性を最

大限に引き出す可能性を追求する。三次元電極構造体を溶液系・固体系の双方に最適化し、

全固体電池における新たな電極構造を提案するものである。 
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（３）研究開発の実施スケジュールと予算 

 

表Ⅲ.2.4.10-１ 主な実施項目と開発費用 

主な実施項目 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度  

相関係検討による物

質探索 

      

添加物系による物質

探索 

      

多価金属イオン添加

によるイオン導電率

の向上 

      

チオリシコン合成過

程の再検討 

      

チオリシコンの中性

子散乱による構造 

      

全固体電池の検討       

メソ構造体の検討       

メソ構造体と電極と

の複合化技術の検討 

      

三次元メソ構造体電

極作成手法の検討 

      

解析手法の検討       

       

開発費用（百万円） 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 総額 

東京工業大学 19.9 19.9 19.9 19.9 19.9 99.5 

 

 

（４）研究開発の実施体制 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ.2.4.10-1 研究開発の実施体制 

 

NEDO 

東京工業大学 

・研究開発実施場所： 大学院総合理工学研化学究科 

資源化学研究所 

・研究開発項目： 

新規固体電解質の探索 

新規硫黄複合体電極の創出 

委託 
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（５）研究開発目標と根拠 

①中間目標 

 新規固体電解質：導電率 5 x 10-3 S·cm-1, 全固体電池：可逆容量 600 mAh·g-1 

 固体電解質の導電率は 10-3 S·cm-1 オーダーであったが、有機系電解液の 10-2 S·cm-1 を目

指し、中間目標としては、その間の 5 x 10-3 S·cm-1 を目標とした。 

 全固体電池では電池構成材料としての正極材料に着目し、理論容量が 1672mAh·g-1 の硫黄

に着目した。パック電池レベルで 500Wh/kg を見通せるためには、負極が現在のものと同じ

であるとした場合 3230mAh·g-1 の容量が必要となる。しかし、負極を炭素系（理論容量

370mAh·g-1）から合金系である Si 系や Li に代えることにより負極は 2000 mAh·g-1 の容量

が期待できる。従って、パック電池レベルで 500 Wh·kg-1 を見通せる正極材料の可逆容量は

1000mAh·g-1 であり、中間目標としては間を取り 600 mAh·g-1 を設定した。 

 

②最終目標 

 新規固体電解質：導電率 10-2 S·cm-1, 全固体電池：可逆容量 1000 mAh·g-1(100 サイクル) 

 固体電解質は 10-3 S·cm-1 オーダーであったが、有機系電解液の 10-2 S·cm-1 に匹敵する新規

固体電解質の探索を目指したため、導電率 10-2 S·cm-1 とした。 

 全固体電池では電池構成材料としての正極材料に着目し、理論容量が 1672mAh·g-1 の硫黄に

着目した。パック電池レベルで 500Wh/kg を見通せるためには、負極が現在のものと同じであ

るとした場合 3230mAh·g-1 の容量が必要となる。しかし、負極を炭素系（理論容量 370mAh·

g-1）から合金系である Si 系や Li に代えることにより負極は 2000 mAh·g-1 の容量が期待でき

る。従って、パック電池レベルで 500 Wh·kg-1 を見通せる正極材料の可逆容量は 1000mAh·g-1

であるため、目標値を正極材料の硫黄換算で可逆容量は 1000mAh·g-1 とした。 

 

（６）研究開発成果 

表Ⅲ.2.4.10-2 研究成果（一覧） 

項目 目標値（最終） 達成値 達成度 備考 

導電率 10-2 S·cm-1 1.4 x 10-3 S·cm-1(LiPS

系) 

△ 本研究プロジェ

クトで確立した

探索指針を用い

た研究により、

LiGePS 系 で

10-2S·cm-1 を達

成 

可逆容量 1000 mAh·g-1 1000mAh·g-1(50 サイ

クル) 

760 mAh·g-1(100 サイ

クル) 

△ 50 mAh·g-1( 数

サイクル )以下

の 可 逆 容 量 を

1000mAh·g-1(50

サイクル )にま

で向上 
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＜成果１＞ 

（内容）固体電解質探索指針確立。Li3.35P0.93S4 でイオン導電率 1.4 x 10-3 S·cm-1 の新規相発見 

（達成度）△ 

（成果の意義） 

 Li-P-S 系で高イオン導電性に関わる新規相を発見し、導電率が向上した。この新規相は、0.1 

– 5 V で安定な相であることも明らかにした。酸化還元状態での安全性を求めた場合、高導電

体物質として構成が単純な Li-P-S 系物質で相関係を明らかにし、この系で高イオン導電性の新

規相発見に至ったのは大きな成果である。なお、この研究プロジェクトから派生した研究によ

り、本研究で確立した物質探索指針を適用して、液体電解質より高い伝導率である 10-2 Scm-1

を越えるイオン導電率をもつ Li-Ge-P-S(LGPS)系固体電解質を発見した。本研究で目指した探

索指針を物質開拓に役立てることができたことから、本プロジェクトの成果の意義は極めて大

きい。 

（課題と取り組み） 

 Li-P-S 系物質の相関係を、詳細な構造解析を行い明らかにした。導電率向上のため、酸化物

イオン置換によって新規固体電解質を探索し、新規相の発見に至った。この合成手法を用いて、

Li-P-S 系物質での導電率向上に至った。実用材料としての Li-P-S 系物質の意義は極めて大き

く、LGPS 系より実用上重要であるため、今後の導電率向上がさらに重要な取り組みとなる。 

 

＜成果２＞ 

（内容）可逆容量 760 mAh·g-1(100 サイクル) 、および可逆容量 1000mAh·g-1(50 サイクル) 

（達成度）△ 

（成果の意義）硫黄重量換算で 50 mAh·g-1 以下であった充放電特性を、理論容量までの初期放

電容量に達したことは劇的な電気化学特性の向上である。また、50 サイクルまでは 1000 

mAh·g-1 以上の充放電容量を得て、サイクル特性の向上も果たした。 

（課題と取り組み） 

 硫黄重量換算で 50 mAh·g-1 以下であった充放電特性を、規則配列したメソポーラスカーボン

を導電助剤とし、簡便に硫黄をメソポーラスカーボン内の細孔に微粒子化できる気相混合法を

用いた。この手法により電気化学特性の劇的な向上が得た。 

 

（７）知的財産権等 

本プロジェクトの知的財産権等の件数を表Ⅲ.2.4.10-3 に示す。 
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表Ⅲ.2.4.10-3 知的財産権等 件数 

知的財産権 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 計 

特許出願   1   1 2 

  うち、外国出願       

  国内登録  1    1 

  海外登録       

論文 2   1 1 4 

  うち、査読付き論文 2   1 1 4 

研究発表・講演 6 12 8 7 2 35 

受賞実績       

新聞・雑誌等への掲載     1 1 

展示会への出展       

合計 10 14 8 9 6 47 

 

（８）今後の課題と課題解決の見通し 

 Li-P-S 系固体電解質での導電率の更なる向上のためには、新規相を単一相として取り出す必

要がある。組成を変化させる合成法の検討が今後必要である。新たな合成手法を用いて、Li3PS4

固溶系の P5+サイトへ Al3+、Ga3+、In3+多価金属イオン添加し、結晶を構成する多面体ポリア

ニオンに歪みを与え、Li 導電経路に密接に関係するボトルネックを変化させることや、Si4+な

どの 4 価イオンを置換し格子間により多くの Li 導入をおこなうことで、Li イオン導電に寄与

する因子を増やして導電率向上を図る。 

 全固体電池では、1000 mAh·g-1 を 50 サイクルで達した。今後、不可逆容量の原因を明らか

にすることで、さらなる可逆性の向上が可能である。ちなみに、カーボンへの表面修飾、表面

処理を行う必要性に着目し、他のカーボン材料で表面処理を行うと可逆容量が飛躍的に向上し

た。メソポーラスカーボンでも同様の手法で目標値に近付くと考える。また、固体電解質との

混合法の検討によっても特性改善が期待できる。 

 

（９）成果の実用化／活用 

 細孔を持つカーボンの細孔内に、高理論容量の硫黄と固体電解質を隙間なく組み込むことで

エネルギー密度の高いリチウム二次電池が構築可能になる。細孔へ硫黄を挿入する技術を本研

究で確立した。次なる技術課題は、細孔への固体電解質の挿入である。有機電解液を用いた硫

黄電池とは全固体電池は異なる充放電挙動を示すが、この技術の確立により、硫黄全固体電池

が実現可能となる。反応機構の解明は、リチウム硫黄電池実現のために最も重要な課題であり、

硫黄と炭素との相互作用が存在することを本プロジェクトは明らかにした。本成果により、リ

チウム硫黄電池の実現に近づいたと考える。今後、炭素表面との硫黄との関係を構造面から明

らかにすることで、カーボンへの表面修飾・表面処理の効果を全固体電池に展開することが可

能となる。一方、固体電解質探索の指針を確立し、液体電解質以上のイオン導電率をもつ固体

の発見の引き金を引いたことも重要な成果である。本成果の Li-P-S 系は、化学・電気化学安定

性において LGPS 系を越える潜在能力を持つ物質であり、その性能を引き出すためにも今後の

研究がますます重要になっている。本プロジェクトの成果により、リチウム硫黄全固体電池の
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実現が近づいたと考える。 

 なお、本プロジェクトの成果の波及効果は極めて大きい。プロジェクト終了時点で、全固体

電池が次世代蓄電池の中で最も重要で実現可能性のある蓄電池であるとの認識が広がったのは、

本プロジェクトの最大の成果である。全固体型の蓄電池が実現できれば、技術的・経済的にも

関連分野への波及効果は大である。 

 

（１０）その他 
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２．４．１１ ソフト溶液プロセスを基盤とする高容量電極材料の研究開発 
       （神戸大学、岩手大学） 
 

（１）事業目的 

酸化物ナノ粒子を用いる負極材料の高次構造化に対する課題抽出とその解決に向けた材料の

最適化を図るため、以下の２つの課題の研究開発を遂行した。 

「液相析出プロセスによる蓄電デバイス用材料の開発」（神戸大学）では、安価な高分子溶液

を反応媒体とする液相析出法を用いて、常温常圧下において容易に単分散酸化物ナノ粒子を製

造し、その反応系が有する様々な反応場の特異性によって得られる酸化物系材料が有する容量

を理論容量まで出来る限り近接させる手法を確立した。また、「低温プロセスによる複合高容量

電極材料の研究」（岩手大学）では、水溶液をベースとした低温プロセス、すなわち、液相析出

(Liquid Phase Deposition: LPD)プロセスを用いて合成した単分散酸化物ナノ粒子に適した、

よりシンプルな電極作製プロセスを開発することを目的とした。これらの手法により、電極材

料の合成プロセスのみならず、電極作製プロセスにも高温加熱工程を最小限にとどめ、低コス

ト・低環境負荷プロセスにより高容量電極を作製することを目指した。これにより、低コスト、

長寿命、高容量、および高入出力密度のみならず、次世代自動車用高性能蓄電システムに要求

される過酷な作動環境下で使用できる高容量電極材料の設計に必要な知見を見出した。 

 

（２）事業概要 

①液相析出プロセスによる蓄電デバイス用材料の開発（神戸大学） 

a. 液相析出プロセス由来のナノ粒子による電極材料評価 

ソフトプロセスとして知られている LPD法を適用し、高分子溶液中を反応場として、活物質

として利用可能な金属酸化物ナノ粒子形成をさせ、その電気化学的特性を評価し、理論容量と

の関連を見出した。 

b. イオン挿入脱離に伴うナノ粒子の構造変化と容量との相関の解明 

主たる材料（例えば、SnO2等）について、学術的知見から中間目標として設定し、その後必

要に応じて、①-a. と併せて検討した。 

c. ナノ粒子近傍における電解質構造の変化とイオン移動への影響 

 LPD 反応に由来する各種酸化物の物性、すなわち、粒子径、比表面積、および結晶性と表面

近傍における荷電状態、さらに電解質溶液中のイオン移動度との相関を検討した。 

 

②低温プロセスによる複合高容量電極材料の研究（岩手大学） 

a. 複合高容量電極材料の電気化学的特性に影響する要因の特定 

①で適用した LPDプロセスにより得られた電極材料の電気化学的特性に影響する要因の特定

を中心に行った。また、“泳動電着法”を用いて、ナノ粒子の固定化・複合化を図ることによっ

て、最終的にナノレベルで組織制御された電極を作製し、電極特性に影響を及ぼす制御因子を

見出した。 

b. 水溶性ポリマーをコーティングした電極の作製 

 ①で適用した液相析出プロセスにより得られた電極材料に対して、バインダーとして、低コ

スト・低環境負荷と考えられる水溶性ポリマーを用いた電極作製プロセスの導入を試み、この
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ペースト式電極の作製上の問題点を抽出した。 

 

（３）研究開発の実施スケジュールと予算 

 

表Ⅲ.2.4.11-１ 主な実施項目と開発費用 

主な実施項目 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度  

①-a. 液相析出プロセス由来の

ナノ粒子による電極材料評価 

 
    

①-b. イオン挿入脱離に伴うナ

ノ粒子の構造変化と容量との相

関の解明 

 

    

①-c. ナノ粒子近傍における電

解質構造の変化とイオン移動へ

の影響 

 

    

②-a. 複合高容量電極材料の電

気化学的特性に影響する要因の

特定 

 

    

②-b. 水溶性ポリマーをコーテ

ィングした電極の作製 

 
    

開発費用（百万円） 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 総額 

神戸大学 13.7 15.2 15.2 15.2 59.3 

岩手大学 5.3 4.1 4.2 4.2 17.8 

 

 

（４）研究開発の実施体制 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ.2.4.11-1 研究開発の実施体制 

 

 

 

 

NEDO 

神戸大学 

・研究開発実施場所：神戸大学 

・研究開発項目： 

・液相析出プロセスによる 

蓄電デバイス用材料の開 

発 

岩手大学 

・研究開発実施場所：岩手大学 

・研究開発項目： 

・低温プロセスによる複合高容 

量電極材料の研究 

委託 委託 

連携 
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（５）研究開発目標と根拠 

①中間目標 

液相析出プロセスによる蓄電デバイス用材料の開発 

・液相析出(LPD)プロセス由来のナノ粒子による電極材料評価 

粒子径 4nm程度の SnO2単分散粒子の合成方法の確立する。 

・LPD-SnO2 / Cコンポジット電極を作製すること 

イオン挿入脱離に伴うナノ粒子の構造変化と容量の相関の解明 ナノ粒子の結晶型・形状 

に関する充放電時の変化とその特性との相関性を抽出する。 

・ナノ粒子近傍における電解質構造の変化とイオン移動への影響 

LPD-SnO2粒子表面における帯電状態の差異と表面近傍における電解質の溶液内構造 

との相関を解明する。 

・複合高容量電極材料の電気化学的特性に影響する要因の特定 

 合成法と負極特性の相関性から、負極特性の向上を図り、最終目標の数値の 60%程度 

（470 mAh g-1）を達成すること 

・水溶性ポリマーをコーティングした電極材料の作製 

水溶性ポリマーが電極特性に及ぼす影響を見出し、バインダー選択条件を最適化すること 

 

本研究に関する目標設定は、負極活物質として研究開発が盛んに行われている金属酸化物に

ついての国内外における開発状況を鑑みて設定した。とりわけ、物質の構造と電池特性との

相関を見い出し易い SnO2 について充放電特性に関する知見を得ることを主たる中間目標と

した。研究開発当初、充放電特性に関しては、約 800 mAh g-1の容量を示す結果（D.Deng et 

al., Chem. Mater. 20,1841(2008)）等が知られていた。しかしながら、この研究をはじめ

とするほとんどの研究は充電過程において、導電助剤に用いているカーボンへも Li+イオン

が挿入される 0V vs. Li/Li+の電位まで掃引されており、酸化物のみの特性を示していると

はいえないものが多い。カーボンが反応しない電位掃引領域（0.2-2.0V）を掃引電位として

いる J. H. Lee らの研究 (J. Power Sources, 194, 520 (2009))では 500 mAh g-1程度であ

り、プロジェクトの中間評価時期においても、目標値設定として 650 mAh g-1 という値は妥

当であったといえる。 

 

②最終目標 

(a) 液相析出プロセス由来のナノ粒子による電極材料評価 

中間評価までの LPD-SnO2 の成果を受けて、LPD-SnSiOxおよび LPD-SiOx系へと展開し、電

極材料を対象とするナノ粒子合成とその電極への担持・集積方法の確立を行う。特に、

LPD-SiOx の負極単電極評価（実効値）において、放電容量 500 mAh g-1 を達成し、セル試験

に資する電極材料を構築する。 

(b) イオン挿入脱離に伴うナノ粒子の構造変化と容量との相関の解明 

LPD-SiOx粒子の結晶型・形状に関するコンバーション反応による変化とその特性との相関

を抽出する。特に、表面電荷による容量成分についてバルク容量比 20%の容量を有する表面

の構築を図る。 

(c) ナノ粒子近傍における電解質構造の変化とイオン移動への影響 
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LPD-SiOx粒子表面における電解質の溶媒和状態の解明と材料の最適化を試みる。特に、泳

動電着法における使用溶媒の選択により、電極実効密度が最大となる溶媒の選択を図る。 

 (d) 複合高容量電極材料の電気化学的特性に影響する要因の特定 

LPD-SiOx粒子に関して、理論容量に近い容量を有することにより、電池の重量エネルギー

密度 500 Wh kg-1を達成する。 

(e) 水溶性ポリマーをコーティングした電極の作製 

塗布法や泳動電着法など、LPD-SiOxに適した電極作製プロセスを確立する。 

 

容量の増大が期待される SiOx系を用いることにより、さらなる容量増大を目指した。ただし、

SnO2と異なり、絶縁性非晶質を用いるため、SnO2との混合による電子の引き出しおよびその反

応プロセスの確立を狙ったものである。材料合成プロセスには相違点は少なく、材料の最適化

の可否を含めて検討する必要性からこのような目標を立てた。 

 

（６）研究開発成果 

表Ⅲ.2.4.11-2 研究成果（一覧） 

項目 目標値（最終） 達成値 達成度 備考 
液相析出(LPD)プロセ

ス由来のナノ粒子に

よる電極材料評価 

粒子径 4nm程度の SnO2単
分散粒子（LPD-SnO2）の合

成方法を確立すること。

LPD-SnO2 / C コンポジ

ット電極を作製するこ

と。さらに LPD-SnSiOx
および LPD-SiOxからな

る電極を作製するこ

と。 

LPD-SnO2、一部の SnSiOx、LPD-SnO2/C コ
ンポジット電極を合成できた。しかしな

がら、SiO2系は、本試料の絶縁性を補償

することが困難であり、SnOxとのコンポ

ジットを形成するに留まった。 

△  

イオン挿入脱離に伴

うナノ粒子の構造変

化と容量の相関の解

明 

ナノ粒子の結晶型・形

状に関する充放電時

の変化とその特性と

の相関性を抽出する

こと 

コンバージョン反応による Li2O が検知

可能となった。 
◎  

ナノ粒子近傍における

電解質構造の変化とイ

オン移動への影響 
 

LPD-SnO2 粒子表面にお

ける帯電状態の差異と

表面近傍における電解

質の溶液内構造との相

関を解明すること 

バインダーとして PEO-PAA を用いた

nano-SnO2 電極の放電出力特性を得るこ

とにより 2C時の容量を 30%向上できた。 

○  

複合高容量電極材料の

電気化学的特性に影響

する要因の特定 
 

合成法と負極特性の相

関性から、負極特性の

向上を図り、最終目標

の数値の 60%程度（容

量 470 mAh g-1）を達成

すること 

水溶性ポリマーである PVA をバインダー

に用いた LPD-SnO2 電極の初回放電容量お

よび充放電効率は 1015 mAh g-1 および

57.7 %を示し、最終目標値の 783mAh g-1

を超えた。 

◎  

水溶性ポリマーをコー

ティングした電極材料

の作製 
 

水溶性ポリマーが電極

特性に及ぼす影響を見

出し、バインダー選択

条件を最適化すること 

水溶性ポリマーである PVAをバインダーに用

いた LPD-SnO2 電極の初回放電容量および充

放電効率は 1015 mAh g-1および 57.7 %を示し、

最終目標値の 783mAh g-1を超えた。これに対

して、SiO 系は 1 サイクル目の放電容量が

1059 mAh g-1で、最終目標値の約 66%であっ

た。SiO の容量に課題があるものの、サイク

ル劣化が小さく、活物質の粒子径の低減と水

溶性ポリマーをバインダーとして用いる電

極設計のコンセプトを適用できるという知

見を得た。 

△  
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＜成果１＞ 

（内容）・SixSn1-xO2ナノコンポジットの作製 

（達成度）○ 

（成果の意義）酸化物負極は Li合金形成により高容量かつ体積変化の少ない負極として利用す

ることが想定される。SnO2とのナノコンポジット形成により、電子伝導性と容量増大との協調

を図った。 

（課題と取り組み） 

試料の XRD 測定を行った結果、SnO2 (rutile) に帰属される回折パターンが確認された。こ

れに対して、SiO2系では回折パターンは生じず、Si-O-Si 結合の振動に帰属される赤外吸収が

確認され、アモルファス相を形成していることが示唆された。試料中の Sn及び Siの組成は反

応溶液中の初期 Sn4+及び Si4+濃度によって制御可能であった。試料中の Si含有量が増加するに

従い SiO2微粒子同士が架橋することでキセロゲルを形成していることが確認された。得られた

各資料をミクロトームにより切片化した試料の TEM 像から SiO2キセロゲル中に結晶性の SnO2
ナノ粒子が分散して存在している様子が確認された。BET法による比表面積は Si含有量の増加

に伴い増大した。その細孔径は約 10 nm であることが確認された。以上の結果より多孔質

SixSn1-xO2ナノコンポジットの合成が可能であることを明らかにした。また、SnO2の還元・コン

バージョン反応は非常に有効に寄与したが、SiO2の還元はほとんど認められず、容量増大の効

果は導電経路の確保の面での寄与の留まった。 

 

＜成果２＞ 

（内容）水溶性ポリマーをコーティングした電極材料の作製 

（達成度）◎ 

（成果の意義）水溶性バインダーを用い、導電経路の確保を行うことによって、使用する酸化

物の可逆性を引き出すことが可能となった。 

（課題と取り組み） 

SnO2 ナノ粒子の平均粒子径が放電容量および充放電効率などの初期特性、バインダーの種

類が SnO2電極のサイクル特性に影響を及ぼす要因であることを見出した。具体的には、SnO2
粒子の平均粒子径が減少すると、初期放電容量と充放電効率を改善できるという成果を得た

が、従来のバインダーであるポリフッ化ビニリデンを用いると、サイクル特性を効果的に改

善できなかった。水溶性ポリマーであるポリビニルアルコールをバインダーに用いた

LPD-SnO2電極の初回放電容量および充放電効率は 1015 mAh g-1および 57.7 %を示し、最終目

標値の 783mAh g-1を超えた。SnO2ナノ粒子の検討で得られた上述の知見を用いて、SnO2の理

論容量よりも高い酸化シリコン SiO（2680 mAh g-1）へ展開した。SiO の 1サイクル目の放電

容量は 1059 mAh g-1で、最終目標値の約 66%であった。SiOは容量に課題があるものの、サイ

クル劣化が小さく、活物質の粒子径の低減と水溶性ポリマーをバインダーとして用いる電極

設計のコンセプトを適用できるという知見を得た。 
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（７）知的財産権等 

 本プロジェクトの知的財産権等の件数を表Ⅲ.2.4.11-3 に示す。平成 20 年度からの参画のた

め、平成 23 年度までの 4 年間の数値である。 

 

表Ⅲ.2.4.11-3 知的財産権等 件数 

知的財産権 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 計 

特許出願  - 0 2 0 0 2 

  うち、外国出願  - 0 0 0 0 0 

  国内登録  - 0 0 0 0 0 

  海外登録  - 0 0 0 0 0 

論文  - 0 1 0 2 3 

  うち、査読付き論文  - 0 1 0 1 2 

研究発表・講演  - 2 9 18 13 42 

受賞実績※  - 0 0 1 0 1 

新聞・雑誌等への掲載  - 0 0 1 0 1 

展示会への出展  - 0 0 0 0 0 

合計 - 2 12 20 15 49 

 

（８）今後の課題と課題解決の見通し 

 SiO2系の還元・コンバージョン反応 

  SnO2系については、可逆的コンバージョン反応を見い出し、従来の理論容量を超える成果を

得ることが出来たが、SiO2については、絶縁相としての寄与に留まり、容量増大に対する効果

は充分得られなかった。SiO2は非晶質性が高いネットワーク構造を有するため、SnO2との相分

離が生じ、SnO2のコンバージョン反応の促進には寄与するが、SiO2相の反応は抑制されること

が明らかとなった。Siについては、SiOナノ粒子の反応は問題なく生じるため、今後 SiOの液

相中における合成法の確立が必要となると考えている。 

 

（９）成果の実用化／活用 

現在、SnO2について、神戸大学および岩手大学からの技術移転についての活動を行っている。

その一環として、この 9月に開催される「イノベーション・ジャパン 2012‐大学見本市」で展

示する予定である。 

 

（１０）その他 

 以下の雑誌に解説記事が掲載される。 

 

表Ⅲ.2.4.11-4 解説記事 

発表年月日 発表媒体 発表タイトル 発表者 

2012年8月号掲載予
定 

ケミカルエンジニヤ
リング 

泳動電着法を用いる
リチウム二次電池用
SnO2ナノ粒子負極の
作製 

宇井幸一，川村壮史，
水畑 穣 
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２．４．１２ 第一原理計算に基づいた次世代イオン伝導材料設計技術の開発 
       （京都大学、トヨタ自動車、ファインセラミックスセンター） 

 
（１）事業目的 

次世代自動車の蓄電システムとして、パック電池レベルで 700Wh/kg 以上の重量エネルギー

密度が期待されている。既存技術の単純な延長線上でこのような高いエネルギー密度を実現す

ることは容易ではなく、新しい発想による革新的な電池系の実現が望まれている。現段階では、

酸化還元電位が最も卑な金属であり、また、重量当たりの電気容量が最も大きい金属リチウム

を負極とし、正極には電気陰性度が高い単体である酸素（空気）あるいは硫黄を利用したリチ

ウム空気電池やリチウム硫黄電池がこのような高エネルギー密度を実現可能な革新的電池系と

して注目されている。いずれの電池系においても、新規電解質の技術開発が不可欠である。本

研究開発では、高精度の第一原理計算を用いたイオン伝導体中のイオン移動シミュレーション

技術を新たに開発し、それに基づいて革新的な高性能無機固体電解質の開発を目指した。 

 

（２）事業概要 

これまで、イオン伝導体の探索は主に固体化学の知見に基づく多くの経験則に則って進めら

れてきた。そして、このような研究により室温において10-3S/cmのイオン伝導度を持つリチウ

ムイオン伝導体が開発されている。しかし、革新的電池系の実用化のためにはイオン伝導度の

更なる向上が必要である。このような材料開発を迅速かつ効果的に行うためには、実験的研究

開発を計画的に推し進めることはもちろんのこと、それと並行して、経験的情報に基づかない

第一原理からの計算科学手法を適用することが望ましい。しかし、現在に至るまで、固体電解

質中のイオン伝導挙動を精緻にシミュレーションする一般的な技法は存在していない。 

イオン移動現象を精緻にシミュレーションするためには、結晶構造を知るだけでは不十分で

あり、①伝導イオンや添加元素の空間配置を明確にした上で（無機化合物構造シミュレーショ

ン）、②伝導イオンのジャンプを取り扱わなければならない（イオン移動現象シミュレーション）。

本研究開発では、この２つの内容に平行して取り組み、まず技術構築から開始する。シミュレ

ーション技術は直ちにモデル材料の評価に応用され、その結果をシミュレーション技術の深遠

化に繋げる。このような要素技術をイオン伝導体のイオン移動解析に適するレベルに仕上げた

上で、平成２３年度以降に具体的な高性能無機固体電解質の詳細なシミュレーションを行う。 
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（３）研究開発の実施スケジュールと予算 

 

表Ⅲ.2.4.12-1 主な実施項目と開発費用 

主な実施項目 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度  

無機化合物構造シミュレーショ

ンの技術開発 

     

無機化合物の構造評価      

イオン分布とエネルギー状態の

第一原理計算 

     

イオン伝導性と結晶性無機化合

物の構成元素に関する研究 

     

イオン移動現象シミュレーショ

ンの技術開発 

     

イオン移動の第一原理計算      

開発費用（百万円） 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 総額 

京都大学 13.6 11.8 10.9 11.2 47.5 

トヨタ自動車 0.2 0.1 0.1 0.1 0.5 

ファインセラミックスセンター 6.2 8.1 8.8 8.7 31.7 

 

（４）研究開発の実施体制 

 
 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ.2.4.12-1 研究開発の実施体制 

 

（５）研究開発目標と根拠 

研究開発項目「無機化合物構造シミュレーションの研究開発」 

①中間目標(H20,21年度) 

単位格子が 20 原子以上からなり非稠密な結晶構造を持つ無機化合物について、1 原子あた

り平均値 0.03eV 以下の統計誤差で評価可能な構造シミュレーション手法を開発する。 

（想定根拠・条件）イオン伝導体は複雑な結晶構造を持つ場合が多いことから上記条件の無

機化合物とした。0.03eV は室温 298K における 1 原子あたりのエネルギーに相当する。 

②最終目標(H22,23年度) 

開発した構造シミュレーション技術を用いて、イオンの空間分布変化に対して 1 原子あた

り 0.03eV 以下の精度で評価する。結晶構造・原子種に応じたイオン分布とエネルギーの関

ＮＥＤＯ 

トヨタ自動車 

 

委託 

京都大学 

 

ファインセラミックス

センター 連携 連携 
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係を網羅的に把握し、イオン伝導性に関する結晶学的・化学結合論的な知見の獲得を目指す。 

（想定根拠・条件）同一の化学組成を有するが結晶構造の異なる系を対象として系統的な解

析を実施する。これは低温相と高温相、常圧相と高圧相のような多形に対応する。次に、類

型の結晶構造を有するが構成元素が異なる無機化合物に対して系統的な解析を実施する。 

 

研究開発項目「無機化合物中イオン移動現象シミュレーションの研究開発」 

①中間目標(H20,21年度) 

無機化合物中のイオンジャンプについて、イオンジャンプの周辺環境を考慮に入れて、高

精度第一原理計算により活性化エネルギー0.1eV の精度で評価可能な手法を開発する。 

（想定根拠・条件）イオンジャンプ頻度の活性化エネルギーはイオン伝導体の性能を表す重

要な特性のひとつであり、一般に 0.1eV の桁で議論される。 

②最終目標(H22,23年度) 

開発したイオン移動現象シミュレーション技術を用いて、構成元素と化学結合状態の変化

がリチウムイオン拡散の活性化エネルギーに与える影響を定量的に評価することを目指す。

イオンジャンプにおける活性化エネルギーは 0.1eV 以下の高い精度で評価を実施する。 

（想定根拠・条件）平成 22,23 年度に実施するもう一つの項目①「無機化合物構造シミュレ

ーションの研究開発」での成果を踏まえ、活性化エネルギーを NEB 法に基づいて評価する。 

 

（６）研究開発成果 

 

表Ⅲ.2.4.12-2 研究成果（一覧） 

項目 目標値（最終） 達成値 達成度

無機化合物構造シミュ

レーションの技術開発 

1 原子あたり 0.03eV 以下の統

計誤差でエネルギーを評価 

クラスター展開法を適用し、0.03eV

以下を達成。 

○ 

イオン移動現象シミュ

レーションの技術開発 

イオン移動の活性化エネルギ

ーを 0.1eV の精度で得る 

約 0.01eV の誤差で評価。 

従来考えられていなかった準格子間

機構によるジャンプが示唆された。 

◎ 

イオン伝導性と結晶性

無機化合物の結晶構造

に関する研究 

結晶構造がイオン伝導性に与

える影響を評価 

3 種類の構造を系統的に解析。結晶構

造がエネルギー分布・活性化エネルギ

ーに与える影響を明らかにした。 

○ 

イオン伝導性と結晶性

無機化合物の構成元素

に関する研究 

構成元素がイオン伝導性に与

える影響を評価 

8 種類の化合物を系統的に解析。構成

元素がエネルギー分布・活性化エネル

ギーに与える影響を明らかにした。 

○ 

 

＜成果１：無機化合物構造シミュレーションの技術開発＞ 

（内容）モデル系に Li4-2xZnxGeO4 (0 ≤ x ≤ 1)固溶体を採用した。単位格子が 32〜36 原子で構

成され、対称性も斜方晶系と低く、目標の構造を満たす。系統的な第一原理計算によって、安

定構造とはイオンの配置が大きく異なるがエネルギーがあまり高くない構造が多数存在するこ

とがわかった。この結果に対し開発したクラスター展開法を適用したところ、端組成において

評価誤差 0.03eV 以下を達成し、本開発手法の有効性が確認できた（図Ⅲ.2.4.12-2(a)）。 
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（達成度）○ 

（成果の意義）第一原理によるイオン配置とエネルギーの関係の解析から、優れたイオン伝導

体を探索するための有用な知見が得られた。複雑で非稠密な無機化合物に対する第一原理計算

に基づいたクラスター展開法の計算技術は未開拓であったが、本研究開発において第一原理計

算で求めたエネルギーを高精度で再現できるクラスター展開法を開発できた。 

 

＜成果２：イオン移動現象シミュレーションの技術開発＞ 

（内容）Li4GeO4 における Li イオンのジャンプ頻度の評価を試みた。Li イオンは部分占有サ

イトである八面体位置間をジャンプして結晶中を伝導すると考えられていた。しかし NEB 計

算をおこなったところ、四面体位置の Li イオンも寄与する準格子間機構に類似の機構によるこ

とが示唆された（図Ⅲ.2.4.12-2(b)(c)）。ポテンシャル障壁の高さは、NEB 計算によって得られ

たエネルギー変化を適切にフィッティングすることにより約 0.01eV の誤差で評価できた。 

（達成度）◎ 

（成果の意義）NEB 法は大規模な第一原理計算が必要であるため、イオン伝導体のような複雑

な構造をもつ無機化合物への適用例は極めて少なかった。この課題に挑戦し、従来考えられて

いなかった準格子間機構に類似の機構でジャンプが起こり得ることが初めて明らかとなった。 

 

＜成果３：イオン伝導性と結晶性無機化合物の結晶構造に関する研究＞ 

（内容）Li4-2xZnxGeO4(0≤x≤1)に対し、異なる三種類の結晶構造の系統的解析を実施した。こ

の解析ではイオンの空間分布変化に対して 1 原子あたり 0.03eV 以下の精度でエネルギーを評

価した。化学組成の変化によって安定な結晶構造が変化することが分かり、その安定構造は実

験で報告される低温の結晶構造を再現した（図Ⅲ.2.4.12-2(d)）。また、さまざまなイオン配置

に対応したエネルギー分布がイオン伝導性と密接な相関をもつことが明らかとなった。 

Li4GeO4におけるLiイオンの隣接サイトへのジャンプを評価した。活性化エネルギーをNEB

法に基づいて 0.1eV 以下の高い精度で評価した。同様の準格子間機構であっても、隣接サイト

や結晶構造の違いによってポテンシャル障壁が大幅に変化することが明らかとなった。 

（達成度）○ 

（成果の意義）系統的計算による構造安定性解析は、高精度な第一原理計算を用いて初めて得

られる結果である。本手法が未知化合物における構造探索にも十分適用可能であることを示唆

しており、イオン伝導体の設計において大きな進歩といえる。 

 

＜成果４：イオン伝導性と結晶性無機化合物の構成元素に関する研究＞ 

（内容）Li3A0.5BO4(A=Zn,Mg、B=Ge,Si)および Li3.5A0.5B0.5O4(A= V,P、B=Ge,Si)に対し、結

晶構造および Li の相互配置を系統的に変化させた解析を実施した。このとき 1 原子あたり

0.03eV 以下の精度でエネルギーの空間分布依存性を評価した。Li3Mg0.5SiO4 の安定構造は

Li4SiO4 型であるのに対し、その他の化合物の安定構造はいずれも γ型となった（図

Ⅲ.2.4.12-2(e)）。 

隣接サイトへのジャンプの評価を活性化エネルギー0.1eV 以下の精度で実施した。γ型という

結晶構造の下では Si を含む化合物の活性化エネルギーは 0.2eV と見積もられ、Ge を含む化合

物より有利であることが明らかとなった。 
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（達成度）○ 

（成果の意義）構成元素の違いの影響は、これまでイオン半径やイオン分極率によって議論さ

れてきた。しかしそういった定性的議論では説明困難な系が多数存在し、更に異種元素を添加

した系には適応が困難である。従って各原子の相互作用を精確に評価するため電子状態を計算

する必要があり、それは高精度な第一原理計算による本研究の手法で初めて可能となる。 

Si 系化合物がγ型を保持し LISICON (Li3.5Zn0.25GeO4)と同じ前指数因子を有するならば、こ

の結果は室温において 10-2S/cm という、有機電解液に匹敵するレベルの伝導度を達成できるポ

テンシャルがあることを示唆している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ.2.4.12-2(a) Li2ZnGeO4 に対するクラスター展開法の適用結果。(b)緑および青の矢印は八

面体位置のみを経由するジャンプ経路。赤の矢印は準格子間機構によるジャンプ経路。(c)3 種

類のジャンプにおけるエネルギーの変化。(d)Li4GeO4 における体積と全エネルギーの関係。各

点で Li イオンの配置が異なる。赤色はγ型、青色はβ型、黒色は Li4SiO4 型を示す。最安定構造

は Li4SiO4 型から得られ低温の結晶構造を再現した。(e)Li3A0.5BO4(A=Zn,Mg, B=Ge,Si)におけ

る、八面体サイトを部分占有する過剰 Li の空間配置を系統的に変えた構造のエネルギー。 
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（７）知的財産権等 

 本プロジェクトでの知的財産権等の件数を表Ⅲ.2.4.12-3 に示す。 

 

表Ⅲ.2.4.12-3 知的財産権等 件数 

知的財産権 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 計 

特許出願   0 0 0 0 0 

  うち、外国出願   0 0 0 0 0 

  国内登録   0 0 0 0 0 

  海外登録   0 0 0 0 0 

論文   0 0 0 0 0 

  うち、査読付き論文   0 0 0 0 0 

研究発表・講演   0 0 1 7 8 

受賞実績※   0 0 0 1 1 

新聞・雑誌等への掲載   0 0 0 0 0 

展示会への出展   0 0 0 0 0 

合計  0 0 1 8 9 

 

（８）今後の課題と課題解決の見通し 

本研究では第一原理計算を用いて Li イオンの拡散素過程を解析した結果、複数の Li が協調

的に移動する準格子間機構で Li が伝導することが明らかになった。LISICON のように結晶格

子中に多数の伝導イオン種が存在する系では、1 個のイオンが移動する事象だけに着目しては

イオン伝導現象を正確に把握できないということを意味している。この結果から、有限温度で

は結晶中の原子が熱振動を伴うため、多数のイオンの連動が拡散挙動に大きな影響を与えてい

ることが容易に予想できる。これまで実施した第一原理計算による活性化エネルギーの評価は

0 K で実施されているために熱振動の影響は考慮されていない。究極的な目標として「計算機

シミュレーションを用いた固体電解質の理論設計の実現」を目指す上で、これまでに確立した

評価技術では現実の Li イオン二次電池の固体電解質における拡散挙動を正確にシミュレーシ

ョンするには克服すべき課題が残されていると言える。 

イオン伝導体で起こっている「多体運動を直接取り扱うシミュレーションの実現」という課

題を解決する手段として、各原子に運動エネルギーを与えることで任意の温度での原子の集団

運動を模擬する「分子動力学計算(MD)」の実施を検討している。全固体電池の実現に向けた計

算機シミュレーションによる新規固体電解質の理論設計には、膨大なイオン配置に対する高精

度な構造探索と第一原理 MD を組合せた解析技術の確立が必要不可欠である。MD で得られる

イオンの拡散挙動はその初期配置に依存する。そこで、第一段階として本研究で確立した第一

原理全エネルギー計算による網羅的かつ高精度な構造探索の実施と、拡散の統計情報を得るの

に適切な初期構造モデル群の抽出を行う。計算負荷の大きい第一原理計算を効率的に行い、対

象とする材料のイオン伝導率の予測に資する情報を得られる MD シミュレーション技術を実現

させることには、極めて大きな意義があるだろう。 
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（９）成果の実用化／活用 

［実用化イメージ］ 

第一原理全エネルギー計算による統計的構造探

索と第一原理MDを組み合わせたマルチステップ

シミュレーションを用いた新規固体電解質材料の

伝導率シミュレーションを実施。蓄電池の開発現

場において、事前の計算機シミュレーションに基

づいた材料スクリーニングによる新材料開発の効

率化や最適組成の探索を実現。 

［開発のマイルストーンイメージ］ 

 

 

［関連分野への波及効果］ 

第一原理計算に基づく計算機シミュレーションは原理的に全ての元素に対して実行可能であ

る。したがって、マルチステップシミュレーションを用いた革新的蓄電池の研究は全固体型 Li

イオン 2 次電池だけではなく、Na イオン蓄電池や Mg イオン蓄電池などの“ポスト Li 電池”の

開発にも展開が可能であり、産業分野における開発手段として多大な波及効果が期待される。 

 

 

第一原理MDに用

いる初期構造モ

デルの効率的な

抽出技術の確立。 

LISICON、thio-LISICON、

LLT、LLZ 等の既存固体電

解質に対するマルチステッ

プ MD シミュレーションの

実施と精度検証。 

マルチステップ MD シ

ミュレーションによる

新固体電解質の計算材

料設計。それを踏まえた

合成と伝導特性評価。 

第一原理構造探索 

第一原理 MD 

実験 
ボ

ト

ム

ア

ッ

プ 
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２．４．１３ ホウ素化合物を用いた高性能液体電解質の研究開発 
       （静岡大学） 
 

（１）事業目的 

 小さくて軽い蓄電池創成のために，ホウ素化合物を用いた高い酸化電位を有する電解質を開

発する．高性能液体電解質の開発（藤波グループ）と、薄膜電極を用いた新規液体電解質／電

極の界面反応の評価とその高性能化（入山グループ）の二つを研究開発の中心とする． 

 

（２）事業概要 

 ホウ素化合物としてホウ酸エステル類や環状ホウ酸エステル類の設計・合成を行い，イオン

導電率，酸化電位等の電気化学的性質を明らかにすると共に，これら分子を電解質材料とした

際の，電極/電解質界面の界面反応を評価し，最終的に電池を構成して評価を行う． 

 

（３）研究開発の実施スケジュールと予算 

 

表Ⅲ.2. 4.13-１ 主な実施項目と開発費用 

主な実施項目 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度  

ホウ素化合物を用いた高
性能液体電解質の開発 

      

高性能液体 電解質と電
極活物質の界面反応の
評価とその高性能化 

      

全ホウ素化合系液体電解
質を用いた 5Ｖ級二次電
池の試作とその電池特性
評価 

      

開発費用（百万円） 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 総額 

静岡大学  20.0 20.0 19.4 20.6 80.0 

 

 

（４）研究開発の実施体制 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ.2.4.13-1 研究開発の実施体制 

 

 

ＮＥＤＯ技術開発機構 

委託 

国立大学法人静岡大学 

・ 研究開発項目：ホウ素化合物を用いた高性能液体電解質の開発 

               ：高性能液体電解質と電極活物質の界面反応の 

                 評価とその高性能化 

                   ：全ホウ素化合系液体電解質を用いた 5Ｖ級 

                    二次電池の試作とその電池特性評価 
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（５）研究開発目標と根拠 

①中間目標 

 酸化電位 5.5 V以上，イオン伝導度が室温で 5×10-3 S cm-1以上，リチウムイオン輸率が 0.5

以上の全ホウ素化合物系液体電解質の創成．ホウ素化合物は酸化電位が高く，室温で液体であ

り，ホウ素化合物のルイス酸のためアニオントラップ剤として機能し輸率上昇が期待できる． 

②最終目標 

 上記電解質を用いた，リチウム金属-高電位正極の組み合わせによる，リチウムイオン二次電

池の創成．充電電圧 5.0 V以上，作動電圧 4.5 V以上，安定なサイクル特性を示す事．負極を

リチウム金属とする事で電池容量を上昇させ，LiNi0.5Mn1.5O4 等の高電位正極が既知である事か

ら， 

酸化電位 5.5 V 以上の電解質と組み合わせる事で，4.6 V 以上の放電電位を有する二次電池創

成が可能である． 

 

（６）研究開発成果 

 本プロジェクトの研究成果（一覧）を表Ⅲ.2.4.13-2 に示す． 

 

表Ⅲ.2.4.13-2 研究成果（一覧） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜成果１＞ 

（内容）酸化電位 5.5 V，イオン伝導度が室温で 3×10-3 S cm-1，リチウムイオン輸率 0.5の 

    ホウ酸エステル電解質創成． 

（達成度）○ 

（成果の意義）現行の炭酸エステル電解質の酸化電位である 4.3 Vを大きく上回る． 

（課題と取り組み）室温でのイオン伝導率が目標値を下回る． 
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＜成果２＞ 

（内容）酸化電位 5.0 V，イオン伝導度が室温で 5×10-3 S cm-1，リチウムイオン輸率 0.5の 

    ホウ酸エステル-炭酸エステル電解質創成． 

（達成度）◎ 

（成果の意義）現行の炭酸エステル電解質の酸化電位である 4.3 Vを大きく上回る． 

（課題と取り組み）電池を構成した際のサイクル特性改善． 

 

（７）知的財産権等 

 本プロジェクトの知的財産権等の件数を表Ⅲ.2.4.13-3 に示す。 

 

表Ⅲ.2.4.13-3 知的財産権等 件数 

知的財産権 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 計 

特許出願    1  1 2 

  うち、外国出願   1  1 2 

  国内登録   1  1 2 

  海外登録   3   3 

論文    2  2 

  うち、査読付き論文    2  2 

研究発表・講演    12 8 20 

受賞実績※    1   

新聞・雑誌等への掲載   2    

展示会への出展       

合計   8 17 11  

※電気化学会論文賞受賞 

 

（８）今後の課題と課題解決の見通し 

 達成できなかった課題は，ホウ酸エステル電解質系およびホウ酸エステル-炭酸エステル電解

質系においては，最終的に高電位電池を構成した際のサイクル特性である．新規電解質の負極

での反応性の高さとイオン伝導率がまだ不足していると考えられる．負極界面に有効な添加剤

を加える，あるいはイオン伝導率に関してはリチウム塩の種類の探索が有効であると考えられ

る．事実，ある種のリチウム塩を用いると，負極の反応が低減し，イオン伝導率も大きく上昇

する事が解ってきた．上記電解質系は極めて高い酸化電位を持っているので，有効なリチウム

塩と組み合わせる事で，実用化が可能であると考えられる． 

 また，添加剤としての環状ホウ酸エステル（ボロキシン）に関しては，酸化電位，イオン伝

導率とも目標値をクリアしており，実用化に極めて近いと考えられる．課題としては，やはり

ここでもリチウム塩の選択であり，現行のリチウム塩でも有効な環状ホウ酸エステル添加剤の

開発に着手している． 
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（９）成果の実用化／活用 

 新規なふたつの電解質系に関しては，負極反応を制御する添加剤の探索（1年以内），イオン

伝導率の高いリチウム塩の探索（1年以内），等を行う事で 4.5 Vを越える電圧を有する高電位

蓄電池への可能性を示す事ができると考えられる．その後，ラミネート型や 18650型等の大型

電池への応用（3年以内）を検討する． 

 添加剤としての環状ホウ酸エステル（ボロキシン）に関しては，18650 型電池でも効果が実

証されている．現行のリチウム塩でも有効な環状ホウ酸エステル添加剤の開発（1 年以内）に

着手しており，3年以内の実用化を目指している． 

 開発成果の産業界における具体的利用の実用化イメージ／出口イメージは，新規なふたつの

電解質系に関しても，添加剤としての環状ホウ酸エステルに関しても，小さくて軽い蓄電池で

あり，そのために高い出力電圧を有する蓄電池である．後者に関しては 3年以内，前者ふたつ

に関しては 5年以内の実用化を目標とする．ここでホウ素化合物は，原子量も小さいので，軽

い電池材料開発には極めて有効な元素である．また資源としても埋蔵量も多く，経済的にも大

きな問題は見当たらない．この様な観点から，電解質材料としてのホウ素含有化合物は有効で

ある．ホウ素化合物は，強いルイス酸である事から，リチウム塩のカウンターアニオンのトラ

ップ剤としても機能する．結果として，リチウムイオン輸率を上昇させる事に成功している．

この様な点は，ホウ素の元素としての特徴の利用であり，学術的にも波及効果が大きいと思わ

れる． 

 

（１０）その他 

 研究開発期間中２件の論文発表、２件の国内特許出願、２０件の学会発表の外部発表を行っ

たが（別紙参照）、１１社の企業の研究者から来訪を受けた．特にボロキシン系の電解質は，以

下に示す通り多くの企業からの問い合わせと訪問が相次いだ．内訳は，総合化学企業５社，総

合電気関連企業１社，電池関連企業１社，自動車関連企業３社，無機化学関連企業１社である．

NEDOの許可を得て，このうち３社に試料提供を行い，このうち２社と今年度から共同研究開始

予定である．また，ほかの３社と共同研究の前段階としての，平成 24年度からから共同での研

究開発に取り組む事で合意している．また１社から試料提供を受けて，その試料が今回の開発

試料に適応できるかどうかを検査中である．この様に本研究成果を基に多数の国内企業に試料

提供や共同開発につながった事は，特筆したい点である． 
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２．４．１４ Li 系金属―空気 2 次電池の性能向上に関する研究 
       （九州大学） 
 

（１）事業目的 

 現在の Liイオン２次電池では正極と負極に活物質が必要であり、このため重量当たりのエネ

ルギー容量は低くなる。これに対し、金属―空気電池では、酸化側の活物質は空気なので、通

常の電池に比べると、片方の活物質が不要であり、また金属 Liを用いるので、単位重量当たり

のエネルギー密度が極めて大きく、Li金属―空気電池は最も高エネルギー密度な電池として考

えられている。この電池の理論容量は 5200Wh/kg（O2を含む、11140Wh/kg(O2を含まず)）と他

の電池を圧倒して大きな値であり、次世代蓄電池として極めて魅力的な電池である。現在まで

に Li金属―空気２次電池では容量として 1000mAh/g-Cという比較的大きな容量が、初期には報

告されているが、これは理論容量に比べるとはるかに小さい値であり、また、 充電時に必要な

電位が 4.2V と大きく、また繰り返し特性も低い。本事業では、Li 系金属―空気電池を２次電

池として使用するために課題となる①再現性よく実験可能な電池構造の確立、②生成する Li2O

を可逆的に分解可能な触媒系の探索、③揮散しない電解液の検討、④安全性の高い Li系合金負

極の検討を行い、Li 系金属―空気電池を用いて、1000Wh/kg の達成、100 回以上の繰り返し充

放電の達成を最終目的とする。 

 

（２）事業概要 

 本研究では次世代型高エネルギー密度、出力密度の達成が期待できる Li系金属―空気２次電

池の開発のための要素技術の検討を行う。このために、本研究では①再現性よく実験可能な電

池構造の確立、②生成する Li2Oを可逆的に分解可能な触媒系の探索、③揮散しない電解液の検

討、④安全性の高い Li系合金負極の検討を行う。とくに、種々の触媒について検討し、可逆性

の高い空気極（正極）触媒を開発するとともに、金属―空気電池で課題となる安全性の確保の

ための電池構造の検討、およびイオン性液体などを応用する不燃性の電解液、安定性の高い Li

系化合物負極の開発を行う。実際に小型のセルを試作し、繰り返し特性の向上を検討するとと

もに、種々の条件での充放電特性を検討する。 

 

（３）研究開発の実施スケジュールと予算 

 本プロジェクトにおける研究開発項目と開発費用について、表Ⅲ.2.4.14-1 にまとめる。 
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表Ⅲ.2.4.14-1 主な実施項目と開発費用 

主な実施項目 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度  

①再現性よく実験可

能な電池構造の確立 
     

②生成する Li2Oを可

逆的に分解可能な触

媒系の探索 

     

③揮散しない電解液

の検討 
     

④安全性の高い Li
系合金負極 

     

まとめ      

開発費用（百万円） 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 総額 

九州大学 ２0.0 ２0.0 ２0.0 ２0.0 ８0.0 

 

（４）研究開発の実施体制 

 

 

 

 

 

図Ⅲ.2.4.14-1 研究開発の実施体制 

 

（５）研究開発目標と根拠 

①中間目標 

（想定根拠・条件） 

 充放電容量：1000mAh/g-cat.の達成 

酸化剤：純酸素の使用 

繰り返し：５０回以上（容量維持率50%） 

重量容量：500Wh/kg-batteryの達成（電池容器を含む） 

負極：Li金属の使用 

Brouceらにより報告されているLi金属―酸素電池の繰り返し容量は約600mAh/gであり、

本研究ではセルとしての充放電容量を1.5倍向上した数値に相当する1000mAh/g-cat.を設定

した。一方、従来の報告では繰り返し特性は悪く、せいぜい１０回の繰り返ししか達成して

いない。そこで、５０回の繰り返し充放電の実現を目標とした。 

 

②最終目標 

（想定根拠・条件） 

 充放電容量：4000mAh/g-cat.の達成 

酸化剤：空気の使用 

繰り返し：１００回以上 

 負極：Li系合金の使用（容量：1000mAh/g-cat., 繰り返し：100回以上（容量意地率 50%）、 

ＮＥＤＯ技術開発機構

委託

九州大学 
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Li金属―空気電池の理論容量は5000Wh/kgであるが、繰り返し容量として、その1/5程度を想定

して、プロジェクト終了時の目標を設定した。この目標は、正極にLi-Si系の安全性の高い合

金を応用した際のほぼ理論容量である。一方、繰り返し特性は２次電池であることを考慮して

100回以上の充放電を可能とし、酸化剤を空気とした。後半では主に電池構成材料の最適化を

行う。 

 

（６）研究開発成果 

表Ⅲ.2.4.14-2 研究成果（一覧） 

項目 目標値（最終） 達成値 達成度 備考 

充放電容量  4000mAh/g-cat. 4574mAh/g-cat. 

1915mAh/g-cat 

○ 

△ 

CO2添加 

気相 O2 

酸化剤 空気 空気 ○ 容量 500mAh/g 

繰り返し 100回以上 100回 ○  

負極 合金系 炭素系 △ Li利用率 100% 

 

＜成果１＞ 

（内容）電池構造の最適化 

（達成度）◎ 

（成果の意義）現在までに Li-空気電池では再現よく充放電特性を測定可能なセル構造につい

ての報告が無かったことから、正しく特性を評価するセルの開発が求められる。本事業では、

実施初年度に良好な性能を発現できる構造のセルの開発を行った意義は高い。 

（課題と取り組み） 

 空気電池では燃料電池的な考え方から、空気を循環するなど、比較的、安定に充放電特性を

測定できるセル構造が確立されていないのが課題であった。そこで、本研究では Liイオン電池

の構造と燃料電池セルを融合したセルを試作し、良好に作動し、再現よく充放電特性が測定で

きることを明確にした（目標①）。 

 

＜成果２＞ 

（内容）充放電容量 4500mAh/g-catの達成 

（達成度）○ 

（成果の意義）現在、空気極触媒としては酸化物と炭素を混合した触媒が広く用いられるが、

本研究で炭素は酸化し易く、放電中に酸化して Li2CO3を生成するので、繰り返し特性が低下す

るので、メソポーラス MnO2に Pdを修飾した空気極触媒系を開発した。この触媒では Li2Oまで

Li が酸化されるので、大きな容量の達成が可能である。一方で気相中に CO2を導入すると大き

な放電容量を達成でき、ある程度の繰り返しも達成できることを明らかにした。これは Li-空

気電池としての大きな容量向上を達成できたことになり、大きな意義がある。開発した空気極

触媒は優位性があると考えられる。 

（課題と取り組み） 

 １放電当たりの空気極容量を大きくすることは、高表面積な炭素を用いるとある程度、可能

であるが、通常、検討されている炭素系の空気極触媒では、次項の課題である繰り返し充放電
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特性が悪く、繰り返しの観点からは、放電容量は 1000mAh/g-cat程度が適当であった。本研究

では繰り返し特性が低い理由として空気極の炭素が酸化して Li2CO3を生成すること、充電電位

が高すぎるので、空気極触媒の性能を向上して、充電電位を低減することから検討（目標②）

を行い、メソポーラス構造の MnO2が良好な触媒となり、さらに Pd で修飾すると、より大きな

容量と低い充電電位を達成できることを示した。しかし、炭素を用いない電極のみでは、放電

容量が 1500mAh/g-cat程度と目標値より、低い値であった。一方で、気相に CO2を添加すると、

同じ電極を用いながら、非常に大きな容量に達成が可能であることを見出した。 

 

＜成果３＞ 

（内容）酸化剤に空気の使用 

（達成度）○ 

（成果の意義）現在の Li-空気電池の研究では、酸化剤に酸素を用いるのが一般的ではあるが、

酸素を用いると、酸素は電池内部に保持する必要がある。本研究では乾燥状態ではあるが、空

気を用いても Li-空気電池が２次電池として作動することを達成した。これはより実現的な電

池においては重要な課題で、本研究の成果は今後の実用化を考える上で、高い意義があると考

えられる。 

（課題と取り組み） 

 空気を酸化剤に用いる際の課題は酸素分圧が低下することである。酸素分圧が低下すると放

電、充電電位がそれぞれ、低下、増加し、効率が低下するだけでなく、繰り返し特性の低下が

課題である。今回の検討では、良好な活性の空気極触媒を開発することで、酸素分圧の低い空

気中でも安定な電極反応を維持できることが課題である。本研究では種々のメソポーラス酸化

物を探索し、空気極触媒としてメソポーラス MnO2が高活性であることを見出し、空気中でも十

分な活性を維持できることを示した。 

 

＜成果４＞ 

（内容）100回の充放電繰り返し特性の達成 

（達成度）○ 

（成果の意義）Li-空気電池では繰り返し特性の向上が現在の最も大きな課題であり、繰り返し

特性の低い理由として、電解液の分解による Li2CO3の生成が考えられているが、本研究で、空

気極触媒の性能が良くなれば、低い電位での充電を達成でき、カーボネート系電解液を用いて

も、十分、繰り返し充放電が行えることを示した。これは繰り返し特性の向上には、安定な電

解液を開発しないといけないと考えている現状とは異なり、空気極触媒の重要性を示唆し、高

性能空気極触媒により、繰り返し充放電の達成が可能なことを明らかにした成果であり、今後

の Li-空気電池の開発方向を決める重要な成果と考えている。 

（課題と取り組み） 

 現在の Li-空気電池では繰り返し充放電を行うと、容量が大きく低下することが課題であっ

た。そこで、本研究では充電電位を低下させることがもっとも重要と考え、空気極触媒の高活

性化を行った。本研究では繰り返し特性の評価のために、比較的高いレートでの充放電を行っ

たが、実用的な Li-空気電池では、利用が想定されるレートでの充放電の繰り返し特性の評価

が必要になる。その場合に測定時間が長期になり、揮発しない電解質またはセパレータの開発
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が必要になる。本研究では Liイオン伝導性酸化物やゲル電解質（目標③）の応用を検討し、あ

る程度の成果を得た。 

 

＜成果５＞ 

（内容）合金系負極の使用 

（達成度）△ 

（成果の意義）本研究を含め、従来の Li-空気電池の開発では、負極には金属 Liが用いられて

おり、負極 Liの変化や利用率については全く不明であった。本研究で負極 Liの利用率は 100%

近くまで達成できることを明確にし、２サイクル目以降の劣化が、負極上での Liの放出抑制に

あることを明確にできた意義は、今後の Li－空気電池の２次電池化を行う腕、極めて大きい意

義がある。また、今回は時間の関係で LiC6しか検討できなかったが、インターカレート型の負

極の適応の重要性を明確にできた点は、大きな意義のある成果と考えている。 

（課題と取り組み） 

 負極の課題は Liの利用率の向上とデンダライトの生成抑制にある。本研究では Li-空気電池

の安全性と繰り返し特性、空気との反応などを考えると、負極へのインターカレート型化合物

の応用が重要と考えている。本研究では Li量を低下させ、Liの利用率について測定し、Li利

用率および繰り返し特性への影響を検討した。Li利用率が向上すると、デンダライトが生成し、

デンダライトが生成すると放電容量が、金属 Liがあるにもかかわらず、低下することが分かっ

た。そこで、デンダライトを抑制し、繰り返し特性を確保するために、Liをプレドープした LiC6
を用いたところ、デンダライトの生成は抑制され、容量は低下することなく繰り返し充放電が

可能であった。 

 

（７）知的財産権等 

 本プロジェクトの知的財産権等の件数を表Ⅲ.2.4.14-3 に示す。 

 

表Ⅲ.2.4.14-3 知的財産権等 件数 

知的財産権 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 計 

特許出願   0 0 0 0 0 

  うち、外国出願   0 0 0 0 0 

  国内登録   0 0 0 0 0 

  海外登録   0 0 0 0 0 

論文   0 0 2 4 6 

  うち、査読付き論文   0 0 2 4 6 

研究発表・講演   1 7 7 4 19 

受賞実績  0 1 1 0 2 

新聞・雑誌等への掲載   0 1 2 5 8 

展示会への出展   0 0 0 0 0 

合計  1 9 12 13 35 
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（８）今後の課題と課題解決の見通し 

  今後の課題としては、充電電位のさらに低減とレート特性の向上、実際の空気の使用にあ

ると考えている。今回は種々の空気極触媒について検討したが、CO2を添加しない系では、容量

は目標値に比べ 2/3程度であった。これは空気極触媒の表面積がまだ、不十分なためであると

考えているが、負極容量を制御する因子と CO2添加時になぜ、緻密な析出が生成するかを明確

にして、空気の系へも展開したい。この観点で、種々の添加物の影響を検討する予定です。 

 一方、繰り返し特性を向上させるには充電電位を低下して、空気極触媒および電解液の分解

の抑制が必要である。充電電位の低減として、今後は引き続きメソポーラス酸化物の合成と応

用を検討するが、細孔径の最適化が重要と考えており、種々のテンプレートを用いて細孔サイ

ズをなるべく大きくしたメソポーラス MnO2の合成を検討する予定である。ある程度の容量が達

成できると、負極への Si等の応用を行うことで、十分な容量と安全性、繰り返し充放電特性を

達成できる Li-空気２次電池が開発できると考えている。 

 金属極へのインターカレート型化合物の応用は Li 金属量の影響に思ったより時間がかかっ

たので、Si などの合金の応用はできなかった。しかく２サイクル目以降の容量低下はむしろ、

負極での Liデンダライトの影響が大きいことがわかった。そこで、今後、高容量インターカレ

ート金属の応用で、ある程度、良好な性能が得られると期待している。 

  

（９）成果の実用化／活用 

空気電池は自動車用の電池開発ロードマップにおいて 2030年までに必要とされる 700Wh/kg

を達成できる十分な容量を発現可能な電池として、実用化が期待される。そこで、自動車用電

池としての 2030 年頃の実用化を行うためには、2020 年程度までに基本形となる小型電池が完

成する必要があり、今後数年以内に材料的な課題を解決する必要があると考えている。  

 本研究で開発したメソポーラスβ-MnO2/Pd 系空気極触媒は、優れた空気極活性と可逆性を有

してはいるが、容量がまだ十分ではなく、今後、３年程度を目途に、さらに大きな容量を示す

空気極触媒の開発を行う必要があり、構造の制御と反応機構の面から検討し、緻密で、可逆的

に Li2Oの分解が可能な空気極触媒の開発が求められる。しかし、可逆的で、大きな容量の空気

極触媒が開発できると、Li-空気電池の実現性が急速に高まると期待される。 

 自動車用に Li-空気電池を開発するには電解質の固体化やフィルターなどの開発が必要不可

欠であり、今後これらの技術開発も求められる。空気電池の開発は、電気自動車のみでなく、

携帯電話などの移動機器の使用時間の飛躍的な長時間化を実現できるので、経済的に大きな効

果があると考えられる。 

 

（１０）その他 

 Li-空気電池は世界的には非常に精力的な研究が行われ、実用化への期待が高まっている。金

属－空気電池は繰り返し充放電特性の向上が重要で、本研究で負極の特性向上が有効であると

いう成果が世界に先駆けて得られたことで、実用化に向けた展開が期待できると考えている。 
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２．４．１５ イオン液体電解液を用いたリチウム二次電池の研究開発 
       （慶應義塾大学、東京理科大学） 
 

（１）事業目的 

 揮発性・可燃性の有機溶媒を電解液に用いたリチウム二次電池（炭素負極を用いたリチウム

イオン電池を含む）は内部短絡などの事故時に爆発や発火の危険性があり、これまでにも携帯

電話やノート型パーソナルコンピュータなどで発火事故が発生している。電気自動車やハイブ

リッド自動車などでは多くの単セルを組み合わせた大型の組電池が用いられるが、有機電解液

を用いたリチウム二次電池を使用した場合、一つの単セルに何らかの問題が発生して発火する

と、その火は他の単セルにも引火し、大規模な事故につながる可能性がある。従って、次世代

自動車用蓄電システムの安全性を確保する上で、それに用いるリチウム二次電池電解液の難燃

化が極めて重要であるといえる。可燃性の溶媒を含まずイオンのみからなるイオン液体は難燃

性のリチウム二次電池電解液の有望な候補として従来から様々な研究が行われてきた。これま

でに、イオン伝導率が高く、金属リチウムのように化学的に活性な負極活物質と反応しないイ

オン液体の探索に関する研究は数多く行われてきたが、これまでのところそれら両方の特性を

兼ね備えたイオン液体の開発には至っていないのが現状である。また、イオン液体中における

負極または正極界面では、イオン液体を構成するイオンの分解などの副反応が起こったり、反

応抵抗が一般的な有機電解液における値の数十倍と高いことなどがわかっており、高性能な電

池を開発するためにはイオン液体中における電池活物質の反応、特に電極とイオン液体との界

面に着目した研究を進める必要がある。さらに、500 Wh kg-1以上の高いエネルギー密度を達成

するためには従来から用いられている炭素負極（理論容量 372 Ah kg-1）にかわって、高い比

容量が期待されるスズ（同 993 Ah kg-1）やケイ素（同 4197 Ah kg-1）を負極活物質として用

いる必要があるが、イオン液体中においてこれらの負極活物質に対するリチウムのドープ・脱

ドープ反応について検討した例は極めて少ない。また、これらの活物質はリチウムのドープ・

脱ドープに伴う体積変化が大きいためサイクル特性が悪いことが知られている。そこで本研究

開発テーマでは、新たなイオン液体の開発を目指すのではなく、疎水性を示すビス（トリフル

オロメチルスルフォニル）イミド（TFSA-）をアニオンとする典型的なイオン液体を用い、各種

添加剤による電極反応の制御および高分子を用いた電極表面の化学修飾による電極とイオン液

体界面の制御によって、高いエネルギー密度を持ち、サイクル特性およびレート特性に優れた

電池系を見いだすことを目的とする。本研究開発で検討する方策は他のイオン液体を用いた場

合も同様に有効であることが期待され、将来、より低融点、低粘度のイオン液体が開発されれ

ば、さらなる性能の向上が見込まれる。また、高分子による電極表面の被覆によって体積変化

の大きな金属電極のサイクル特性の改善にも効果が期待される。 

 

（２）事業概要 

 イオン液体を電解液として用いた安全性に優れ、高エネルギー密度、高性能のリチウム二次

電池を開発するために、グライムやクラウンエーテルなどの新規添加剤およびポリアクリル酸

などの高分子による化学修飾によって負極および正極の界面における反応抵抗の低減および負

極のサイクル特性向上を目指す。負極としては炭素のほか、高い比容量が期待されるスズまた

はケイ素を主体とした薄膜状の合金負極の利用を検討する。正極としては主にマンガン酸リチ
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ウムおよびオリビン型リン酸鉄リチウムを用いる。さらに、実用的な観点から、粉末状の活物

質を用いて負極および正極を作製することを想定し、機能性バインダーとしてリチウムイオン

に対する配位能を有する高分子材料を用いることによって、正極および負極の性能改善を試み

る。 

 スズ負極を用いたこれまでの検討から、初期容量は有機電解液、イオン液体電解液ともに約

900 Ah kg-1と差はないものの、サイクル特性に関しては有機電解液中では容量が半減するまで

に数十サイクルを要するのに対し、イオン液体電解液中では 10サイクル程度であることがわか

っている。また、電極・電解液界面の反応抵抗については、スズ負極、オリビン型リン酸鉄リ

チウム正極共にイオン液体電解液中では有機電解液中に比べ 10倍程度高い値となり、高出力の

電池を開発するためには反応抵抗の低減が必須であるといえる。 

 

（３）研究開発の実施スケジュールと予算 

 

表Ⅲ.2.4.15-1 主な実施項目と開発費用 

主な実施項目 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度  

イオン液体に対する添

加剤の検討 

      

電極表面の化学修飾       

機能性バインダーを用

いた負極評価と反応機

構の解析 

      

各種炭素負極のイオン

液体中での評価 

      

酸素含有各種バインダ

ーの最適化 

      

機能性バインダーを用

いた負極評価と反応機

構の解析 

      

高容量 Mn 系正極のバル

ク・界面機構調査 

      

電極・イオン液体系の熱

安定性の評価 

      

開発費用（百万円） 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 総額 

学校法人慶應義塾 0.0 10.0 13.2 10.0 10.0 43.2 

学校法人東京理科大学 0.0 10.0 5.2 10.0 10.0 35.2 
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（４）研究開発の実施体制 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ.2.4.15-1 研究開発の実施体制 

 

（５）研究開発目標と根拠 

 活物質のみで 600 Wh kg-1 の高エネルギー密度をもつリチウム二次電池を開発するために、

各研究開発項目ごとに以下のような目標を設定した。 

 

①中間目標 

研究開発項目：イオン液体に対する添加剤の検討 

 イオン液体中におけるスズ負極の充放電反応に対する界面抵抗は有機電解液中に比べ数十

倍程度の値となるが、高出力密度の電池に利用するためには、界面抵抗の低減が必須である。

イオン液体に各種グライムを添加することによって、界面抵抗を 10分の 1程度まで減少させ、

有機電解液中の値に近づける。また、ケイ素負極についても同様の検討を行う。 

研究開発項目：電極表面の化学修飾 

 スズ負極の表面をポリ酸化エチレンからなる高分子で被覆することによって、負極・電解

液界面における界面抵抗の低減を目指す。また、被覆がサイクル特性に与える影響を検討す

る。具体的な目標としては、スズ負極活物質のみで、500 Ah kg-1 以上の比容量、50 サイク

ル以上の充放電の実現を目標とする。また、ケイ素電極についても同様に、活物質のみで、

ＮＥＤＯ技術開発機構

東京理科大学 

・研究開発実施場所：東京理科大学

理学部 

・研究開発項目： 

・ 機能性バインダーを用いた負

極評価と反応機構の解析 

・ 各種炭素負極のイオン液体中

での評価 

・ 酸素含有各種バインダーの最

適化 

・ 機能性バインダーを用いた負

極評価と反応機構の解析 

・ 高容量 Mn 系正極のバルク・界

面機構調査 

・ 電極・イオン液体系の熱安定性

の評価 

委託

慶應義塾大学 

・研究開発実施場所：慶應義塾大学

理工学部 

・研究開発項目： 

・ イオン液体に対する添加剤

の検討 

・ 電極表面の化学修飾 
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500 Ah kg-1以上の比容量、100サイクル以上の充放電の実現を目標とする。 

研究開発項目：ポリアクリル酸黒鉛電極のイオン液体中での評価 

 添加剤を含まない TFSA-系イオン液体電解液中では対カチオンの挿入が不可避であり黒鉛

に対する可逆的なリチウム挿入脱離は困難である。黒鉛負極は当面の間主要な負極活物質と

して利用される可能性が高いため、イオン液体電解液中においても黒鉛負極を利用可能にす

る技術開発が必要である。そこで、機能性バインダーとしてポリアクリル酸系高分子を用い

ることで、有機系添加剤を含まないイオン液体電解液中における黒鉛負極で 300 Ah kg-1 以

上の比容量で、100サイクルの充放電を実現することを目標とする。 

 

②最終目標 

研究開発項目：イオン液体に対する添加剤の検討 

 スズに加えてケイ素を負極活物質として用い、添加剤による界面抵抗の低減効果の検討お

よび低減メカニズムの解明を試みる。なお、ケイ素負極は添加剤を含まないイオン液体電解

液中では作動しないことが判明したため、様々な添加剤を加えたイオン液体電解液中におい

て検討を行うこととした。さらに、同様の検討を正極についても実施する。イオン液体電解

液中における正極および負極における電極・電解液界面のインピーダンスを、添加剤を加え

ることによって添加する前の 10分の 1程度（有機電解液中の値と同等）まで減少させること

を目標とする。 

研究開発項目：電極表面の化学修飾 

 スズおよびケイ素負極の表面を化学修飾することによって、界面抵抗の低減とサイクル特

性の改善が期待される。イオン液体電解液に加えた各種添加剤の分解によって生成する固体

電解質界面被膜によってこれらの負極表面を化学修飾し、ケイ素負極を用いて、活物質のみ

で、1500 Ah kg-1 以上の比容量、200 サイクル以上の充放電を実現することを目標とする。

また、正極についても同様の検討を行い、イオン液体電解液を用いた電池を作成し、200 サ

イクル以上の充放電の実現を目標とする。 

研究開発項目：機能性バインダーを用いた負極評価と反応機構の解析 

 ケイ素は炭素に比べて高い比容量をもつ。負極活物質として炭素とケイ素の複合材料を用

い、ポリアクリル酸系バインダーを用い、1000 Ah kg-1 以上の比容量で、100 サイクル以上

の充放電の実現を目標とする。また、ポリアクリル酸系バインダーと活物質を含めた電極構

造の最適化による高い実用性能の向上、イオン液体の構造やリチウムインターカレーション

機構の解明といった学術的理解、さらにそれらの実使用を想定する安全性を満たすリチウム

イオン電池の総合的な技術確立を目標とする。 

研究開発項目：高容量 Mn系正極のバルク・界面機構調査 

 高エネルギー密度のリチウム二次電池を開発するためには、負極のみならず正極の比容量

の向上が不可欠である。そこで、高容量が期待される Li2MnO3 系の正極活物質をイオン液体

電解液中で動作させるための材料化学的検討を行う。これによって、Li2MnO3系の正極活物質

で 230 Ah kg-1 以上の可逆容量を実現することを目標とする。さらに、高容量が発現する際

のバルク構造変化のメカニズムを解明する。 
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（６）研究開発成果 

表Ⅲ.2.4.15-2 研究成果（一覧） 

項目 目標値（最終） 達成値 達成度 備考 

イオン液体

に対する添

加剤の検討 

スズ負極について 10分の 1 

ケイ素負極について 10分の 1 

 

LiCoO2正極について 10分の 1 

20分の 1程度 

添加剤未添加では動

作せず 

大幅な改善なし 

○ 

− 

 

× 

 

 

 

電極表面の

化学修飾 

スズ負極のポリ酸化エチレ

ン被覆で、500 Ah kg-1以上の

比容量、100 サイクル以上の

充放電 

ケイ素負極について 1500 Ah 

kg-1以上の比容量、200サイク

ル以上の充放電 

化学修飾薄膜正極と組み合

わせ、200 サイクル以上の充

放電 

500 Ah kg-1以上の比

容量、60 サイクルの

充放電 

 

2000 Ah kg-1以上の比

容量、100サイクルの

充放電 

未実施 

△ 

 

 

 

△ 

 

 

× 

 

 

 

 

添加剤共存下 

ポリアクリ

ル酸被覆黒

鉛電極のイ

オン液体中

での評価 

300 Ah kg-1以上での 100 サイ

クル 

360 Ah kg-1の比容量、

30サイクル 

○  

機能性バイ

ンダーを用

いる負極評

価 

ケイ素系負極で 1000 Ah kg-1以

上の比容量、100 サイクル以上

の充放電 

1000 Ah kg–1 以上の

比容量、50サイクル 

○ メカニズムの

解明に成功 

高容量 Mn 系

正極のイオ

ン液体中で

のバルク・界

面機構調査 

Li2MnO3ベースの材料で 230 Ah 

kg-1以上の可逆容量を実現 

250 Ah kg-1の可逆容

量を達成 

◎  

 

＜成果１＞イオン液体に対する添加剤の検討 

 リチウムイオンを含むイオン液体電解液に各種グライム、炭酸エチレン、炭酸ビニレンを添

加することによってリチウムイオンの溶存状態が変化し、イオン伝導率などの物性も影響を受

けることを明らかにした。イオン液体中におけるスズ負極の充放電反応に関する界面抵抗は有

機電解液中に比べて非常に大きいが、イオン液体中にグライムを添加することによってリチウ

ムイオンの溶存状態が変化すると同時に、生成したグライム−リチウム錯体が電極界面に存在す

ることで、界面抵抗が大幅に低下する可能性を見出した。また、イオン液体に炭酸エチレンや

炭酸ビニレンを添加することによってスズ負極表面に固体電解質界面被膜が形成し、界面抵抗
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が大幅に低下することを見出した。 

＜成果２＞電極表面の化学修飾 

 スズ負極の表面をリチウムイオンを含むポリ酸化エチレンで完全に被覆しても、イオン液体

電解液中で充放電が可能であったことから、固体電解質界面被膜はリチウムイオン伝導性を有

する高分子被膜で代用できる可能性が示唆された。一方、炭酸エチレンや炭酸ビニレンを加え

たイオン液体電解液を用いることで、ケイ素負極の表面に固体電解質界面被膜が形成され、可

逆的な充放電が可能になることを見出した。固体電解質界面被膜が一度形成すると、添加剤を

含まないイオン液体電解液中でも充放電は可能であるが、固体電解質界面被膜が再生されない

ためサイクル劣化が著しいことが明らかになった。また、界面抵抗は固体電解質界面被膜だけ

ではなく、リチウムイオンの溶存状態の影響も受けることが示唆された。 

＜成果３＞ポリアクリル酸黒鉛電極のイオン液体中での評価 

 TFSA-系イオン液体電解液中において黒鉛負極の可逆的な充放電は不可能であるが、バインダ

ーにポリアクリル酸ナトリウムを用いることによって理論容量に近い 360 Ah kg-1 の比容量で

充放電することに成功した。 

＜成果４＞機能性バインダーを用いる負極評価 

 黒鉛にケイ素粉末を複合化し、ポリアクリル酸ナトリウムをバインダーに用いることによっ

て複合電極として約 800 Ah kg-1、活物質であるケイ素当たりでは 1400 Ah kg-1以上の比容量で

50サイクルにわたって充放電することに成功した。さらに、放射光施設における硬 X線光電子

分光法を用いた解析によって、ポリアクリル酸ナトリウムが負極活物質表面を覆い、ポリアク

リル酸ナトリウムケイ素との化学的相互作用によってケイ素の黒鉛上での分散性が向上してい

ることが明らかになり、ポリアクリル酸ナトリウムが結着剤としてだけではなく、固体電解質

界面被膜のような働きをしていることが示唆された。 

＜成果５＞高容量 Mn系正極のイオン液体中でのバルク・界面機構調査 

 Li2MnO3系正極活物質の一次粒子サイズを 100 nm 以下にすることで、イオン液体電解液中に

おける酸素の脱離を進行させることに成功し、250 Ah kg-1の比容量で 20 サイクル以上にわた

って充放電することに成功した。また、放電時にカーボネート系の有機溶媒電解液を用いた場

合は酸素還元生成物として電極表面に炭酸リチウムの析出が確認されたが、イオン液体電解液

中ではそのような反応は抑制されることがわかった。 

 

（７）知的財産権等 

 本プロジェクトの知的財産権等の件数を表Ⅲ.2.4.15-3 に示す。 
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表Ⅲ.2.4.15-3 知的財産権等 件数 

知的財産権 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 計 

特許出願     2  2 

  うち、外国出願     1† (1) 

  国内登録       

  海外登録       

論文   3 10 8‡ 21 

  うち、査読付き論文   3 9 8‡ 20 

研究発表・講演  21 36 40 41 138 

受賞実績    2 1 3 

新聞・雑誌等への掲載   7 3  10 

展示会への出展       

合計  21 46 57 50 174 

†現在 PCT 出願審査中、‡平成 24 年度 2 報含む 

 

（８）成果の実用化／活用 

 イオン液体電解液を実用的なリチウム二次電池に適用するためには低いイオン伝導率、高い

界面抵抗、副反応、高いコストなどの課題を解決しなければならない。本研究開発では、これ

らの問題のうち特に界面抵抗の低減と黒鉛やケイ素負極における副反応の抑制に重点をおいて

検討を進めた。界面抵抗の低減については、リチウムイオンの溶存状態の制御が重要であるこ

とを見出しており、イオン液体のアニオンやリチウムイオンと選択的に相互作用する物質を添

加することによって、界面抵抗の低減やリチウムイオン輸率の向上が図れる可能性を示すこと

ができた。また、イオン液体電解液においても、有機電解液と同様に固体電解質界面被膜の形

成が、界面抵抗の低減や副反応の抑制に有効であることを示すことができた。これらの成果は

イオン液体を用いた実用的な電解液設計に一定の指針を与えることができたといえる。 

 多くの有機電解液中では複数の有機化合物が分解して固体電解質界面被膜を形成するが、本

研究開発ではイオン液体電解液に添加した個々の有機化合物の分解によって固体電解質界面被

膜が生成する。固体電解質界面被膜の組成は用いた有機化合物の種類に依存することが示唆さ

れており、本研究開発で用いた手法は、固体電解質界面被膜の解析に用いることが可能である。

有機電解液中においても固体電解質界面被膜の生成機構や機能の解明が電池性能の向上に重要

であるので、今後もこの手法を用いて有機化合物の分解機構や生成する固体電解質界面被膜の

解析を進めていきたい。 

 炭素やシリコンの粉末をポリアクリル酸塩をバインダーに用いて電極作製を行うという簡便

な手法を用いることで TFSA-系イオン液体電解液中における電極特性の大幅な改善に成功して

いる。ポリアクリル酸塩は一般的なポリマーであることから広く利用されている PVDFと比較し

てスラリーの粘性などの調整は必要になると思われるが、その実用化への壁は比較的低いと考

えられる。ただし、実際の電池としての応用を考える場合には必要となるバインダーとしての

長期の安定性、熱安定性、温度依存性など多くの評価は現状では実施できていない。 
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２．４．１６ カーボンフェルト電極マイクロ波放電を利用したマグネシウム二次 
電池正極活物質の研究開発（埼玉県産業技術総合センター） 

 

（１）事業目的 

本事業は、カーボンフェルト電極を用いたマイクロ波放電および加熱（CF-AMDH）によって特

徴的に合成される格子欠陥により歪んだ結晶構造（ディスオーダー構造）の硫黄ドープ金属複

合酸化物を正極活物質に用いることにより、最終的には、エネルギー密度 500 Wh/kgの非戦略

物質から構成されるマグネシウム二次電池を開発することを目的とする。 

 

（２）事業概要 

マグネシウム（Mg）は2価であることからリチウムに匹敵する理論容量（2200 mAh/g）を

有しており、リチウムと比較して安全性も高く、戦略物質でもないことから、種々の電池への

応用が期待されている。しかし、Mgイオンは固体中での拡散が遅い。このため、結合が強固な

酸化物では固体中にトラップやすく、結晶構造が不安定な硫化物では結晶構造の崩壊が起こり

やすい。したがって、電池容量が上がらず、サイクル性能も維持しにくい欠点がある。そのた

め、Mgイオンを安定的に吸蔵・放出することができる正極材料の開発が課題となる。 

そこで、結晶構造の安定な金属酸化物に硫黄をドープすることにより課題解決を図った。我々

が開発したCF-AMDH法は、格子欠陥に起因するディスオーダー構造を有する金属酸化物が合

成され、かつ、硫化物が合成されやすい特徴がある。このCF-AMDHを利用することによりデ

ィスオーダー構造の硫黄ドープ金属複合酸化物を合成した。種々の金属酸化物と硫黄と混合し、

CF-AMDHにより格子欠陥に硫黄をドープして正極活物質を合成し、この活物質を含む正極等

からハーフセルを構成し、電気化学的評価を行った。また、合成したディスオーダー構造の硫

黄ドープ金属複合酸化物の構造分析、およびMgの挿入脱離挙動を分析して、反応挙動を明らか

にした。さらに、電解液およびセパレーターを選定し、合成した正極活物質、Mg合金負極を組

み合わせて、単セルを構成し、電池性能の評価を行った。電池性能の向上を図るため、金属酸

化物の種類、ディスオーダー構造、硫黄ドープ量およびその結合状態の制御、すなわち、マイ

クロ波出力、照射時間、添加硫黄量、添加物質の種類と量等の合成条件の調整を行い、放電容

量の増大およびサイクル特性の向上を図った。 
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（３）研究開発の実施スケジュールと予算 

 

表Ⅲ.2.4.14-1 主な実施項目と開発費用 

主な実施項目 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度  

硫黄ドープ金属複合

酸化物の合成 

・ディスオーダー構

造の調整・アモルフ

ァス化 

・硫黄ドープ量の調

整 

・粒子の調整 

      

結晶構造分析       

反応挙動の解明       

単セルの作製および

性能評価 

      

開発費用（百万円） 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 総額 

埼玉県産業技術総合

センター 

 19.7 12.6 6.8 8.6 47.8 

 

（４）研究開発の実施体制 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ.2.4.14-1 研究開発の実施体制 

 

 

（５）研究開発目標と根拠 

①中間目標 

１） ディスオーダー構造と放電容量との関係を明らかにする。 

２） ドープ硫黄量と放電容量の関係を明らかにする。 

３） 正極活物質あたりの放電容量 250 mAh/gを達成する。 

４） 50サイクル後の正極活物質あたりの放電容量 150 mAh/gを達成する。 

NEDO

埼玉県産業技術総合センター
研究開発実施場所：
埼玉県産業技術総合センター

開発項目：
硫黄ドープ金属複合酸化物の合成
結晶構造の分析

単セルの作製および性能評価

埼玉工業大学
研究開発実施場所：
埼玉工業大学先端科学研究所
開発項目：
結晶構造の分析
反応挙動の解明

委託

再委託
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５） 合成した硫黄ドープ金属複合酸化物の結晶組成、結合状態を明らかにする。 

 

（想定根拠・条件） 

予備試験の結果、MgMn2O4では、CF-AMDHおよび硫黄ドープにより、放電容量が20 mAh/g

から131 mAh/gに増大した。この結果から、各物質についてディスオーダー構造と放電容量と

の関係を明らかにし、最適化することにより、200 mAh/gを達成することができると考えた。

ここで、各物質の理論容量は、MgV2O5：280 mAh/g、MgMn2O4：270 mAh/g等であり、硫黄

の理論容量は950 mAh/gである。このため、硫黄を電気化学的に有効な状態となるようにドー

プできればさらなる容量増大が期待される。これまでの報告では、Mg0.5Hf0.5Sc(MoO4)3を用い

た場合の初期容量185 mAh/gがおよび50サイクル後、121 mAh/gが最高である（特開 

2007-280627）。また、硫黄ドープ金属複合酸化物は金属―酸素間の結合が拡がり、結合エネ

ルギーが減少すると推測される。したがって、XPS、FTIR、TEM電子線回折等により結晶組

成および結合状態等の知見が得られると推察した。 

 

②最終目標 

１） 正極活物質あたりの放電容量 400mAh/g 

２） 端子間電圧の向上（初期 1.4V ⇒ 1.65V） 

３） 50サイクル後の維持率 50% 

４） 反応挙動の解明 

５） 単セル放電容量：300 mAh/g、エネルギー密度：500 Wh/kg（想定電圧 1.65 V） 

 

（想定根拠・条件） 

添加硫黄量を増大すると、硫黄が凝集して活物質として作用しないことが判明した。また、

高容量・サイクル安定な硫黄ドープ金属複合酸化物は、金属と酸素の結合距離が拡がりアモル

ファス化する知見が得られた。このことから、このアモルファス部分に硫黄がドープされ一体

化すれば、硫黄が電気化学的に有効に作用し、硫黄の溶解脱離が抑制されると推察した。この

アモルファスの安定化には共晶物質の添加が有効であると想定された。また、高電圧化には粒

子調整することによる抵抗の減少および部分ハロゲン化およびリン酸化が有効であると推察さ

れた。また、反応挙動の解明すなわち Mgイオンの挿入脱離機構は、XPSにより充放電に伴う結

合状態を分析することによりアプローチできると考えた。さらに、単セルを構成するには、正

極以外に適切な負極、電解液、セパレーターが必要となる。負極は海水電池用等のマグネシウ

ム合金、電解液は、文献（特開 2004-265676、特開 2010-15979）等を参考に選定した。セパレ

ーターは、アラミド系、微多孔性ポリエチレン系等を想定した。 
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（６）研究開発成果 

 

表Ⅲ.2.4.16-2 研究成果（一覧） 

項目 目標値（最終） 達成値 達成度 備考 

放電容量 400mAh/g 420 mAh/g ○  

サイクル維持率 50 %-50 サイクル 70 % ◎  

高電圧化 1.65 V 1.4 V ×  

反応挙動 解明 解明 ○  

エネルギー密度 500 Wh/kg 300 Wh/kg ×  

 

＜成果１＞放電容量 420mAh/g 

（内容） 

合成した正極活物質（S-V2O5/MnO2）の初期放電容量は目標値である 400mAhg-1 を超える

容量 420mAhg-1 が得られた。電気化学的に有効な硫黄のドープ量を増大することにより容量が

増大することが判明した。このためには硫黄の酸化反応を抑制する低温の CF-AMDH が有効で、

特に水プラズマ（反応温度：水の沸点）を利用したもの（CF-MWP）が有効であった。硫黄と

V2O5 混合し、この混合物に CF-MWP を照射すると、V2O5 表面は硫黄が分散し、アモルファ

ス化した。そして、このアモルファス化により硫黄の脱離が抑制され、両者が一体化した

（S-V2O5）。このアモルファス化は V2O5 で特異的に生じた。有効なドープ硫黄量の増大には共

晶物質が効果的であり、自身がレドックス反応する MnO2 等を用いると S-V2O5 以上に容量が

増大した。 

（達成度）○ 

（成果の意義） 

これまでの報告では、50 サイクル程度では容量 200 mAh/g 以下であり、本成果（S-V2O5 

MnO2）はこれを超える Mg 二次電池正極世界最高の結果（50 サイクル後 300mAh/g 以上）が

得られた。 

（課題と取り組み） 

 S-V2O5/MnO2 はサイクル劣化が課題となる。この原因は V2O5 と MnO2 が完全には共晶化せ

ず、MnO2 サイトで Mg の脱離が困難となるためと考えられる。共沈法等により共晶化してか

ら CF-MWP により硫黄をドープする合成法等を検討する。 

 

＜成果２＞サイクル維持率 70%-50 サイクル 

（内容） 

サイクル維持率は目標値の 50%を超える容量 70%が得られた。V2O5（酸化物結晶）では挿

入した Mg イオンが脱離せず、サイクル劣化した。それに対して S-V2O5 では、サイクル性能

が向上した。しかし、S-V2O5 は溶媒親和性が高いため、粒子脱離が生じた。共晶物質（B2O3、

MnO2）を添加して二次粒子化することにより粒子の脱離が抑制された。これによりサイクル

維持率が向上した。 

（達成度）◎ 

（成果の意義） 
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 酸化物正極は電圧が高いが、Mg イオンがトラップされやすくサイクル性能が低い。50 サイ

クル後 300mAh/g 以上の容量を発揮している報告はない。 

（課題と取り組み） 

V2O5 と共晶物質（MnO2 等）が完全に共晶化する粒子の作り込みが課題となる。 

 

＜成果３＞反応挙動の解明 

（内容） 

S-V2O5 の構造は、バルクは V2O5 結晶であり（XRD、TEM 電子線回折）、表面は層間が拡が

り（DRS-FTIR）、アモルファス構造であった（TEM 電子線回折）。V2O5 に挿入した Mg は

MgO の結合エネルギーを有しており、脱離困難であった。S-V2O5 に挿入した Mg の結合エネ

ルギーは MgO よりも低く、脱離可能であった（XPS）。S-V2O5 のサイクル安定は、アモルフ

ァス化により強固な Mg-O 結合が形成されないためであることが示唆された。また、硫黄は表

面に分散しており V2O5 アモルファス体に取り込まれた。これにより硫黄の溶解脱離が抑制さ

れたと推察される。また、作製した正極は硫黄が分散することにより高い撥水性を示した（接

触角 80°）。これにより配位子である水が排除され、Mg イオンがシングルイオン伝導しやすく

サイクルが安定したと推察される。 

（達成度）○ 

（成果の意義） 

 Mg イオンの酸化物への挿入脱離はアモルファス化することにより可能となることを初めて

明らかにした。硫黄と V2O5 の組み合わせは Li イオン電池において報告があるが、酸化バナジ

ウムのアモルファス構造中に硫黄が分散することにより、電気化学的に有効な硫黄量の増大お

よび硫黄の脱離抑制を可能とした報告はない。 

 

（７）知的財産権等 

 本プロジェクトの知的財産権等の件数を表Ⅲ.2.4.16-2 に示す。 

 

表Ⅲ.2.4.16-2 知的財産権等 件数 

知的財産権 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 計 

特許出願   １ １ ２ ０ ４ 

  うち、外国出願        

  国内登録        

  海外登録        

論文      ２ ２ 

  うち、査読付き論文      ２ ２ 

研究発表・講演    ２ １ １ ４ 

受賞実績       

新聞・雑誌等への掲載    ７ ２  ９ 

展示会への出展     １ １ ２ 

合計  １ １０ ６ ６ ２３ 
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（８）今後の課題と課題解決の見通し 

＜達成できなかった課題１＞高電圧化 

合成した S-V2O5 は MgO よりも結合エネルギーが低いサイト（層間が拡がったアモルファス

構造）で挿入脱離した。高電位化は、この結合エネルギーの増大を意味しており、結合エネル

ギーの高い活物質では Mg イオンの脱離が困難となることが明らかとなった。このため、正極

活物質による高電位化は容易ではないことが推察された。 

＜達成できなかった課題２＞セル構成 

 これまでに報告があった電解液を用いたが、正負極共にサイクルが安定するものを見出すこ

とができなかった。例えば、水分を含んでいると（数百 ppm 以上）正極での拡散速度は増大

したが、負極が不動態化した。 

＜新たに解決すべき課題＞電解液の開発 

 水を除去すると、電流密度・レートが低下する（350mAh/g-0.01C）。水に変わる拡散を促進

する配位子を見出すことが課題とされる。 

＜実用化に向けた取組み＞ 

 CF-MWP 法は既存の設備がなく、量産化が容易ではない。実用化に向けて、量産可能な合

成法の適用を検討する。 

 

（９）成果の実用化／活用 

Mg 二次電池は出力密度ではなく高容量型の電池であり、走行距離重視タイプの自動車（二

輪等含む）が実用化イメージとして期待される。このためには、実験レベルである正極の応用

開発が必要となる。 

原料は石油精製時に回収される NH4VO3 を利用できるので、本正極は安価で実用性が高いと

期待される。実用的な電解液と組み合わせてプロトタイプの Mg 二次電池を構成できれば、安

全性、資源性を売りとする Mg 電池が認識され、より高性能な部材の開発が加速されると期待

される。また、Mg および回収バナジウムは、現在使用用途が少なく、本 Mg 二次電池は関連

産業からも実用化が期待されている。 

 

（１０）その他 

なし 
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２．４．１７ 液相マイクロ波プロセスによる次世代高容量活物質の研究開発 
       （産業技術総合研究所） 
 

（１）事業目的 

現行のリチウムイオン電池で利用されているインターカレーション反応では、リチウム吸蔵

量が結晶構造で限定されるため飛躍的な高容量化は期待できない。2000 年に、Tarascon らに

よって、Fe2O3、CoO 等の遷移金属酸化物もナノ粒子化することにより充放電が可能になり、

負極として機能することが報告された。これらのナノ粒子活物質は、インターカレーション反

応を利用した従来型の酸化物系負極材料（Li4Ti5O12 等）に比べ高容量であり、金属までの還元

反応を利用することにより高容量化が達成されている。この反応はコンバージョン反応と呼ば

れ、近年、国内外の研究グループにおいて活発に研究が行われている。 

金属酸化物の金属までの還元反応を充放電反応に応用し、その電池特性を改善するには、従

来技術では到達できないレベルまで微細化が可能な合成技術を確立する必要がある。液相マイ

クロ波プロセスは、均一で急速な加熱を特徴とするため、均一な核生成ならびに結晶成長が可

能であり、従来技術に比べ、より微細で粒度分布の少ないナノ粒子を合成することが可能な手

法である。 

本研究開発の目的は、液相マイクロ波プロセスをもちいて粒径分布が極めて小さいナノ粒子

を合成することにより、高容量で可逆的に充放電可能な酸化物系負極材料を創成し、リチウム

イオン電池の高容量化を実現することである。 

 

 

（２）事業概要 

液相マイクロ波プロセスによる粒子サイズ制御技術、ナノ複合化技術等を検討しながら、酸

化鉄ナノ粒子活物質のサイクル特性の改善を行う。さらには、酸化鉄系材料に留まらず、1000 

mAh/g 以上の初期容量を有する新規ナノ粒子活物質を探索すると共に、各種分析手法を用いて

充放電前後の電極を評価し、電極反応機構の解明を行う。 

 

 

（３）研究開発の実施スケジュールと予算 

 

表Ⅲ.2.4.17-1 主な実施項目と開発費用 

主な実施項目 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度  

新規高容量ナノ粒子

活物質の研究開発 

・粒子サイズ制御 

・ナノ複合化 

・電極反応機構解明 

      

開発費用（百万円） 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 総額 

産業技術総合研究所  20 10 20 20 70 
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（４）研究開発の実施体制 

 

  

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ.2.4.17-1 研究開発の実施体制 

 

（５）研究開発目標と根拠 

基本計画で掲げられている目標（本事業終了時点でパック電池レベルでの重量エネルギー密

度 500 Wh/kg を見通せる高容量の活物質を開発する）を達成するためには、正極、負極ともに

現行の約3倍以上の高容量化が必要である。すなわち、負極では黒鉛の理論容量の約3倍の1000 

mAh/g 以上が必要である。現在、研究開発が行われている合金系負極材料も 1000 mAh/g を超

える初期容量を示すが顕著な容量低下を示す。容量低下が少なく、合金系を超える高容量負極

材料を開発する必要がある。 

本研究開発の目標は、プロジェクト終了時までに 1000 mAh/g 以上の初期リチウム挿入容量

を有し、2 サイクルから 50 サイクルまでの容量維持率が 80%以上の酸化物系負極活物質を開

発することである。 

 

①中間目標 

1000 mAh/g 以上の初期容量を有し、2 サイクルから 50 サイクルまでの容量維持率が 60%

以上の容量を維持する酸化物系負極活物質を開発する。 

 

②最終目標 

1000 mAh/g 以上の初期容量を有し、2 サイクルから 50 サイクルまでの容量維持率が 80%

以上の容量を維持する酸化物系負極活物質を開発する。 

 

（６）研究開発成果 

 

表Ⅲ.2.4.17-2 研究成果（一覧） 

項目 目標値（最終） 達成値 達成度 備考 

初期挿入容量 1000 mAh/g 1510 mAh/g ◎達成  

（初期脱離容量）  1170 mAh/g  参考 

容量維持率(50 サイクル) 80% 86% ○達成  

 

NEDO 

独立行政法人 産業技術総合研究所 

・研究開発実施場所：産業技術総合研究所 つくばセンター 

・研究開発項目： 

・新規高容量ナノ粒子活物質の研究開発 

委託 
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＜成果１＞粒子サイズ制御による酸化鉄ナノ粒子のリチウム電池特性の向上 

（内容）液相マイクロ波プロセスを用いて約 10 nm から 500 nm の範囲で粒径制御された

α-Fe2O3 ナノ粒子を合成することに成功した。いずれの粒子サイズにおいても、初期リチウム

挿入過程において、約 0.85 V 付近にコンバージョン反応に由来する電位平坦部がみられ、初期

リチウム挿入容量は 1000 mAh/g を超えた。粒子サイズが小さくなるほど、初期リチウム挿入

容量は増加し、新たに約 1.6 V 付近に電位平坦部が観測された。 

粒径 500 nm の α-Fe2O3 活物質の初期リチウム挿入容量は 1270 mAh/g であり、50 サイクル

後の容量は 890 mAh/g であった。2 サイクルから 50 サイクルまでの容量維持率は 101％であ

り、高い容量維持率を示した。一方、粒径 10 nm の活物質では、初期リチウム挿入容量は 1510 

mAh/g であり、50 サイクル後においても 1030 mAh/g の高容量を維持していた。2 サイクルか

ら 50 サイクルまでの容量維持率は 86％であった。 

（達成度）◎ 

（成果の意義）液相マイクロ波プロセスにより粒度分布が少ない活物質が合成でき、電極作製

方法を改善したことが、サイクル特性の向上に繋がった。特に、ナノ粒子活物質を電極中に高

分散させる技術が重要であった。 

（課題と取り組み）コンバージョン負極材料の問題点は、サイクル特性、大きな初回不可逆容

量、充放電ヒステリシスと考えられてきた。α-Fe2O3 負極が良好なサイクル特性を示したこと

から、残された課題は、初回不可逆容量の低減と電圧の制御と考えられる。 

 

(a) (b) 

図Ⅲ.2.4.17-2 α-Fe2O3 活物質（粒子サイズ：約 500 nm）の充放電曲線とサイクル特性 

 

(a) (b) 

図Ⅲ.2.4.17-3 α-Fe2O3 活物質（粒子サイズ：約 10 nm）の充放電曲線とサイクル特性 
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＜成果２＞充放電反応機構の解明 

（内容）安定したサイクル特性を示す α-Fe2O3 活物質の充放電反応機構を明らかにするために、

分析電子顕微鏡法、回折法、分光学的手法を用いて充放電前後の電極を評価した。電子顕微鏡

観察によると、初回リチウム挿入時に活物質粒子表面に SEI 層が形成され、充放電を繰り返し

ても活物質の粒子形状が保持されていることが明らかになった。良好なサイクル特性を示す電

極では、電極の内部構造の劣化は観察されなかったが、Ｘ線回折によると、初回の充放電時に

おいて活物質粒子内で結晶の微細化が進行することが明らかになった。メスバウワー分光法、

Ｘ線吸収分光法によると、鉄の酸化還元により充放電反応が進行することが明らかになったが、

充放電後に鉄の価数は完全には元の状態まで酸化されていないことが明らかになった。 

（達成度）○ 

（成果の意義）充放電後の電極中に金属鉄微粒子相が観測されるなど、これまでのコンバージ

ョン反応系の電池研究では知られていなかった新しい知見が得られた。 

（課題と取り組み）リチウム挿入された電極の評価が困難であったため、充放電反応機構の全

体像を明らかにするには至らなかった。今後は、in-situ 評価技術等を活用しながら、活物質の

リチウム挿入状態を明らかにする必要がある。 

 

＜成果３＞ナノ複合化による高容量化 

（内容）リチウムと合金を作らない鉄等の金属で構成される酸化物に比べ、酸化スズ等の合金

化反応を伴う酸化物は、より高い初期リチウム挿入容量を示す。良好なサイクル特性を示す酸

化鉄と合金化反応を示す金属酸化物とを複合化させることにより、酸化鉄活物質の高容量化を

試みた。Fe2O3/Ga2O3 複合体、SnO2/Fe2O3 ナノ複合体を合成し、充放電特性を評価したところ、

いずれも 1500 mAh/g を超える初期容量が得られた。しかしながら、良好なサイクル特性は得

られず、目標とする容量維持率は得られなかった。 

（達成度）△ 

（成果の意義）リチウムと合金を作る金属の酸化物と酸化鉄を複合化させることで、初期リチ

ウム挿入容量の増加が可能であるが明らかになった。合金化反応を伴わずコンバージョン反応

のみで充放電反応が進行する方が良好なサイクル特性が得られるなど、今後の材料設計に繋が

る知見が得られた。 

（課題と取り組み）充放電前後の電極の構造変化を評価し、サイクル劣化機構を明らかにする

必要がある。得られた知見をもとに、高容量化と同時に高い容量維持率が得られる材料設計を

行う必要がある。 
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（７）知的財産権等 

 本プロジェクトの知的財産権等の件数を表Ⅲ.2.4.17-3 に示す。 

 

表Ⅲ.2.4.17-3 知的財産権等 件数 

知的財産権 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 計 

特許出願  － 0 0 0 0 0 

  うち、外国出願  － 0 0 0 0 0 

  国内登録  － 0 0 0 0 0 

  海外登録  － 0 0 0 0 0 

論文  － 0 0 0 3 3 

  うち、査読付き論文  － 0 0 0 3 3 

研究発表・講演  － 2 4 7 8 21 

受賞実績※  － 0 0 0 0 0 

新聞・雑誌等への掲載  － 0 0 0 0 0 

展示会への出展  － 0 0 1 0 1 

合計 － 2 4 8 11 25 

 

 

（８）今後の課題と課題解決の見通し 

これまで、コンバージョン負極材料の問題点は、サイクル特性、大きな初回不可逆容量、充

放電ヒステリシスと考えられてきた。α-Fe2O3 負極が良好なサイクル特性を示したことから、

残された次の課題は、初回不可逆容量の低減と電圧の制御と考えられる。 

初回不可逆容量の低減については、リチウムのプレ・ドーピング法について検討することが

有効と考えられる。電圧の制御は、活物質の異種元素置換等による材料探索的な研究を通して、

コンバージョン反応における電圧制御の材料設計指針を探る必要がある。 

 

（９）成果の実用化／活用 

液相マイクロ波プロセスにより、粒子サイズが制御されたナノ酸化鉄を合成できたことで、

高容量を維持ししつつ良好なサイクル特性を示すコンバージョン系負極材料を開発することが

できた。今後は、大きな初回不可逆容量と充放電ヒステリシスを低減することを目標に研究を

継続する予定である。 

電極反応機構の解明については、これまでのコンバージョン反応系の電池研究では知られて

いなかった新しい知見が高分解能電子顕微鏡観察から得られたものの、リチウム挿入された電

極の評価が困難であったため、充放電反応機構の全体像を明らかにするには至らなかった。今

後は、in-situ 評価技術等を活用しながら活物質のリチウム挿入状態を明らかにする必要がある。 

液相マイクロ波合成技術については、バッチ式合成のスケールアップを試みた。本研究にお

いて、周波数 2.45 GHz、出力 1.5 kW の工業用マイクロ波発振器を搭載した合成装置を製作し、

一回の合成で 1000 mL の液相合成が可能になった。装置メーカーとの共同開発を進めれば、

工業的な湿式合成方法として発展するものと期待される。 
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（１０）その他 

プロジェクト実施期間終了後に、本研究開発でいられた成果が、6 月末時点で、1 件の特許

出願、3 件の論文発表（アクセプト）に繋がっている。 
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２．４．１８ 高容量化を目指した多価反応可能な自己組織生成リチウム電池正極 
材料の研究開発（名古屋工業大学） 

 

（１）事業目的 

研究課題１： クラスターイオン系新規正極材料の探索 

 既存材料の延長線上にない正極材料としてヘテロおよびイソＰＯＭを中心としたクラスター

イオン群より、高いエネルギー密度を有する正極材料を探索した。当研究グループではこれま

でにKeggin型構造を有するK3[PMo12O40]（ＫＰＭ）を正極材料に用いて、3.5-1.5 Vの電圧範囲

で充放電試験を行ったところ200 mAh/gと比較的大きい容量でリチウムイオンが可逆に脱挿入

することを見出した。この試料から得られた特性は、平均放電電圧が2 Vと低く、またサイクル

特性の面で十分なものではないが、高い熱的安定性を有するこのKeggin型構造をフレームワー

クとして材料の探索を行うことにより、これらの問題点を解消し、高容量、高サイクル安定性

を有する正極材料の開発を行った。また、ＰＯＭの構造についても、Keggin型以外にもクラス

ターイオン内に空孔の少ないイソＰＯＭ等を含めたより広い探索を行った。 

 電圧特性に関しては、クラスターイオンを構成する遷移金属をモリブデンから段階的にバナ

ジウムへ置き換えることにより改善を試みた。バナジウムは酸化電位がモリブデンに比べ0.3 V

程高く、高電圧化が期待できる上、モリブデンの価数が六価であるのに対して五価であるため

クラスターイオンのイオン性が上昇し、全体の酸化還元電位が上昇する可能性がある。さらに

コスト面においてもバナジウムはモリブデンよりも安価なため、コストダウンすることが可能

となる。 

 電圧の改善は異種イオンの導入により行う。これまでの研究によりKeggin型ＰＯＭの放電電

位は異種イオン導入により上昇する傾向がある事が判っている。この電圧上昇の詳細な機構は

不明であるが、ＰＯＭイオンユニットのイオン性が上昇するためと思われる。そこで、ＫＰＶ、

ＫＰＭにニオブ等電子局在性の高いイオンを導入する事によりＰＯＭの放電電圧の上昇を試み

た。合成した試料はＮＭＲ、ＸＲＤ等で同定し、特性評価は充放電試験や交流インピーダンス

測定により行った。 

 容量に関しては、元来ＰＯＭは深放電により多くの容量を示す材料であるため、電圧改善に

より、容量も改善されると思われる。 

開発目標： 

平均放電電圧３ Ｖ以上、容量２８０ｍ Ａ／ｇ以上の高放電電位を有する新規ＰＯＭ系正極材

料の開発 

 

研究課題２：サイクル特性改善を目的としたクラスターイオン系正極材料へのリチウムイ

ンターカレーション機構の研究 

 リチウム電池正極材料の実質的な容量は、その材料の構造が維持できるリチウムイオン脱挿

入量により決定される。ＰＯＭ正極は、20個ほどの金属イオンがクラスターイオンを形成し、

そのクラスターイオンが集合して結晶を形成する。そのため一般のセラミック系正極材料と異

なり、一つ一つのクラスターがリチウムイオンの脱挿入に応答して変形すると思われる。この

リチウムイオンの脱挿入に伴うクラスターイオンの構造変化は現在までのところ明らかではな

く、この機構の解明・制御は、大きな実用可能容量および優れたサイクル特性を得るための極
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めて重要なファクターとなる。そのため、ＰＯＭクラスターイオンへのリチウムインターカレ

ーション機構の解明とその知見に基づいたクラスターイオン系正極材料の設計を目標として研

究を行った。 

 本研究で正極活物質として用いているK3PMo12O40（ＫＰＭ）に代表されるKeggin型ＰＯＭは正

極材料としての特性の報告はほとんどなく、従って前述した様に充放電機構も未知である。サ

イクル特性の根本的改善には充放電機構の知見が不可欠であるため、主にex-situ ＸＲＤ測定

により充放電機構の推定を行った。本研究ではKeggin型ＰＯＭを構成する12個のモリブデンイ

オンの一部を抜き取り、欠損部に他の遷移金属イオンを導入した金属置換型ＰＯＭを合成し、

サイクル特性の改善を試みた。試料にはＫＰＭより電位は低いが安定性の高いK4SiMo12O40（Ｋ

ＳＭ）を選びんだ。 

 また上記のＫＳＭから得られた知見即ちＰＯＭ中の酸化還元活性を有するモリブデンを酸化

還元不活性な金属に置換することによりサイクル特性が大幅に改善出来ることを参考にKeggin

型より共有結合性が高いAnderson型ＰＯＭに注目し、サイクル特性と反応機構の研究を行った。 

 Anderson型POMはKeggin型に比べ、共有結合性が高いため、構造安定性が高く好なサイクル特

性を示すことが期待される。本研究ではヘテロイオンにアルミニウムあるいはガリウムを含む

Anderson型ＰＯＭを合成し、特性評価・反応機構の研究を行った。 

開発目標： 

100サイクル後、初期容量の 50％を維持することが可能な正極材料を開発する。 

 

（２）事業概要 

１－１ クラスターイオン系新規正極材料の探索 
(1) K9[PV14O42]（ＫＰＶ）の電気化学特性 
 ケギン型ポリオキソメタレート（ＰＯＭ）内にＶを導入し、電圧の改善を試みた。Ｋ

ＰＶは最大で約 230 mAh/gの容量を示した。平均放電電圧は約 2.7 Vとなり、50サイクル後

の容量は初期容量の 72％を維持した。 
 充放電過程のＸＲＤ測定を行ったところ、放電直後に試料は非晶質化した。ex-situ XAFS
の解析からは、ＫＰＶ分子の構造変化は小さいと考えられる。また、交流インピーダンス測

定より得た電荷移動抵抗値は充放電に伴い可逆に変化した。以上より結晶は充放電により結

晶構造が崩壊するが、クラスター分子は安定に反応し、電気化学特性を維持出来たものと考

えられる。 
(2) イソＰＯＭ類縁体の電気化学特性 
 イソＰＯＭK8[Nb6O19]は絶縁体であり、充放電特性を示さない。そこで中心に Ni を含み構

成イオンにＶを含有するＰＯＭのナノ粒子を合成し、特性評価した。初期容量は 230 mAh/g
で、50サイクル後は 180 mAh/gまで減少し容量維持率は 78％となった。 
１－２サイクル特性改善を目的としたＰＯＭへのリチウム脱挿入機構の研究 
 ケギン型ＰＯＭ K3[PMo12O40]（ＫＰＭ）を用いて、充放電前後の構造を調べ、さらに

K4[SiMo12O40]（ＫＳＭ）の化学修飾を行って、サイクル特性の改善を試みた。また、化学的

安定性に優れる Anderson型ＰＯＭの電気化学特性と反応機構の調査も行った。 
(1)ＫＰＭへのリチウム脱挿入時における構造変化測定と化学修飾 
 放電後及びサイクル後のＫＰＭのex-situＸ線回折測定を行った。放電後は、回折パター

ンを維持しながら反射が低角側シフトした。これよりＫＰＭは基本構造を維持しながら、結

晶中にリチウムが脱挿入しているものと思われる。サイクルによりＸ線回折強度が急速に低

下し、非晶質となった。 
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 ケギン型ＰＯＭの一部のMoをCoへ置換した試料は400℃で熱処理後、大幅な特性の改善が

見られ、3.8-2.0 Vの電圧領域での充放電試験では、初期容量は125 mAh/g程度であったが、

50サイクル後も容量の80％以上を維持した。これは構造中に不活性部位を導入したことによ

りクラスターイオンの構造安定性が向上したためと思われる。 
(2)アンダーソン型ＰＯＭの電気化学特性 
 ケギン型に比べ構造安定性が高いアンダーソン型ＰＯＭに注目した。試料とABのボールミ

ル粉砕混合により正極合材を作成し、充放電試験を行った。初期放電容量は300 mAh/gの容

量を示し、平均放電電圧は2.1 Vであった。1.5-4.2 Vの電圧範囲でサイクルさせた場合、50
サイクル後には初期容量の半分程度まで低下した。ボールミリングによりクラスターイオン

の構造が破壊され容量劣化が生じたと思われる。 
 Anderson型ＰＯＭとケチェンブラックを重量比1：2の割合で手混ぜし、正極合材を作成し

たところ初期放電容量は約390 mAh/gであった。初回数サイクルで300 mAh/g程度まで容量劣

化を起こすが、それ以降は良好なサイクル特性を示し、100サイクル後の容量は270 mAh/g
程度で、初期容量比で容量維持率は71％となったが、２サイクル目を基準とすると容量維持

率は87％であった。アンダーソン型ＰＯＭは他のＰＯＭ同様に充放電により非晶質化したが、

ラマン分光測定よりＰＯＭクラスターイオン分子は安定に存在することが確認され、アンダ

ーソン型ＰＯＭは分子としてリチウムと反応していると思われる。 
 

（３）研究開発の実施スケジュールと予算 

表Ⅲ.2.4.18-1 主な実施項目と開発費用 

主な実施項目 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度  

１クラスターイオン

系新規正極材料の探

索 

      

２ サイクル特性改

善を目的としたクラ

スターイオン系正極

材料へのリチウムイ

ンターカレーション

機構の研究 

      

開発費用（百万円） 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 総額 

名古屋工業大学 0.0 0.0 16 16 20 52 
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（４）研究開発の実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ.2.4.18-1 研究開発の実施体制 

 

（５）研究開発目標と根拠 

①中間目標 

課題１：クラスターイオン系新規正極材料の探索 

平均放電電圧３ Ｖ以上、容量２５０ｍ Ａ／ｇ以上の高放電電位を有する新規ポリ酸系正極材

料の開発 

課題２：サイクル特性改善を目的としたクラスターイオン系正極材料へのリチウムインターカ

レーション機構の研究 

30サイクル後、初期容量の 50％を維持することが可能な正極材料を開発する。 

想定根拠： 

 研究開発開始時には、我々は Keggin型 POM K3PMo12O40の電気化学特性を調査しており、200 

mAh/gの比較的高い容量を示すものの、平均放電電圧は 2.0 Vと低く、サイクル特性も 10サイ

クルで初期容量の 50％まで減衰したため、上記の様な目標値の設定を行った。 

②最終目標 

課題１：クラスターイオン系新規正極材料の探索 

平均放電電圧３ Ｖ以上、容量２８０ｍ Ａ／ｇ以上の高放電電位を有する POMの開発 

課題２：サイクル特性改善を目的としたクラスターイオン系正極材料へのリチウムインターカ

レーション機構の研究 

１００サイクル後の容量維持率 50％以上の新規ポリ酸系正極材料の開発および充放電機構の

解明 

想定根拠： 

 ２２年度までに初期容量 230 mAh/g、平均放電電圧 2.7 Vの POMを開発した。この材料のサ

イクル特性は 50サイクル後に、初期容量の約 70％を維持していた。最終年度では、POMの特性

を更に改善すると同時に、材料設計の基礎として反応機構の解明を試みた。 

 

 

委託

名古屋工業大学 

・研究実施場所 

  名古屋工業大学工学部（名古屋市） 

・研究項目 

リチウム二次電池用次世代正極材料の研究開発 

 

ＮＥＤＯ技術開発機構 
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（６）研究開発成果 

 

表Ⅲ. 2.4.18-2 研究成果（一覧） 

項目 目標値（最終） 達成値 達成度 備考 

容量 280 mAh/g 300 mAh/g ○  

平均放電電圧 3.0 V 2.7 V ×  

100サイクル後の 

容量維持率 
50 % 71％ ○  

 

＜研究課題１ クラスターイオン系新規正極材料の探索＞ 

（内容）酸化還元電位の低いモリブデンをより高いバナジウムへ置き換えた(KH)9PV14O42 (KPV)

による容量と放電電圧の改善を試みた。バナジウムを含む KPVの電気化学特性は、最大放電容

量が 240 mAh/gと KPMを超える値を示しながら、平均放電電圧は 2.7 Vと KPMよりも改善され

た。また、サイクル特性も 50 サイクル後に容量維持率 70%程度と KPM に比べ向上が見られた。

KPV の結晶構造は最初の放電時にアモルファス化し、その後結晶構造の回復は見られない。し

かし、ex-situ の XAFS 測定より、[PV14O42]9-クラスターイオン構造は維持されていることが確

認できることより、POM の充放電においては、結晶構造は大きな影響を与えず、分子がリチウ

ムイオンと反応して充放電が維持できることが明らかになった。 

（達成度）△ 

（成果の意義）研究開始当初に見出した K3PMo12O40(KPM)より容量、電圧ともに大きく改善され

た。容量については、後に述べる Anderson型ＰＯＭが 300 mAh/gを越える容量を示したため、

達成された。しかし、放電電圧に関しては目標値へ達成出来なかった。 

（課題と取り組み）電池全体のエネルギー密度を上げるためには、放電電圧の改善が不可欠で

ある。今後、量子化学計算を基に高電圧材料を探索予定。 

＜サイクル特性改善を目的としたクラスターイオン系正極材料へのリチウムインターカレーシ

ョン機構の研究＞ 

（内容）サイクル特性改善のために、Keggin型ＰＯＭ金属イオンを一部の置換した材料と安定

性の高い Anderson型 POMと類縁体に着目した。特に Anderson型ＰＯＭは優れた特性を示し、

初期放電容量は 290 mAh/g程度と極めて高い容量を有するが過電圧が大きいため大きな不可逆

容量を示した。ボールミルによるアセチレンブラックと粉砕混合、導電助剤としてケッチェン

ブラックを用いると手混ぜにより合剤形成を行ったところ、300 mAh/gを超える容量が得られ、

容量維持率も 100 サイクル後でも実容量の 90％程度の 270 mAh/g を維持した。また、ＸＲＤ、

ＸＡＦＳ測定から、ＰＯＭは分子として充放電していることが明らかになった。 

（達成度）○ 

（成果の意義）ＰＯＭが分子として、充放電を行っており、また分子性安定性を改善する事で

サイクル安定性が明らかになった。このことは、新たな反応機構を有する電池材料を開発する

上で大きな意義を有する。 

（課題と取り組み）新たな充放電機構を有する分子性電池を有用に活用するための固体電解質

等の探索と開発を行う。 
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（７）知的財産権等 

 本プロジェクトの知的財産権等の件数を表Ⅲ. 2.4.18-3 に示す。 

 

表Ⅲ. 2.4.18-3 知的財産権等 件数 

知的財産権 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 計 

特許出願   0 0 1 1 

うち、外国出願   0 0 0 0 

国内登録   0 0 0 0 

海外登録   0 0 0 0 

論文   0 1 1 2 

うち、査読付き論文   0 1 1 2 

研究発表・講演   1 6 5 12 

受賞実績   0 0 1 1 

新聞・雑誌等への掲載   0 0 0 0 

展示会への出展   0 0 0 0 

合計   1 7 8 16 

 

（８）今後の課題と課題解決の見通し 

 前述した様に、容量、サイクル特性に関しては、材料探索・特性改善により目標を達成でき

たが、平均放電電圧の目標値を達成することが出来なかった。これは主に、充放電機構の研究

から得られる情報からは電圧に関して有用な改善方法が得られなかったことによる。 

そこで新たな解決課題は 

・ POMの構造が放電電圧に与える影響の理論的解明 

・ 化学的修飾による電圧特性の改善 

が挙げられる。 

 第一原理計算等により、POM の構成元素等を変化させた際の酸化還元電位の変化を調べ、理

論的に高電位材料を解明する。さらに、これらの結果を基に POMに化学修飾を施して、高エネ

ルギー密度を有する材料を開発する必要がある。 

 

（９）成果の実用化／活用 

 本研究により、分子性クラスター材料である POMは、高容量で良好なサイクル特性を有する

ことが明らかになった。POM の電池特性は、従来の連続性酸化物正極材料の様に結晶構造の再

現性に依存しない。欠点としては、構造内にリチウムイオンを含まないため、負極にリチウム

を含有させる必要がある。この特性生かしと欠点を克服するためには、全固体電池化するのが

理想的と思われる。全固体電池の正極／固体電解質間の固固界面は、両材料間のマッチングに

大きく依存する。そこで以下の技術開発を行う必要がある。 

1．新たな固体電解質の開発 

優れた蓄電デバイス開発の為の次の目標は正極材用とマッチングが取れる最適な固体電解

質の開発が挙げられる。 

2．負極／電解質固固界面最適化 
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  固体電解質開発の次段階は、負極との固固界面形成である。負極としてはリチウム金属ま

たはリチウム合金を用いる。負極は反応活性が高いため、分子性固体電解質と接した際に固体

電解質が還元分解される恐れがある。そこで固体電解質と反応しない負極の開発または負極の

コーティング技術開発を行う。 

3．全固体電池格納パッケージの開発 

 新たに開発した全固体電池の特長を最大限に活用出来る電池パッケージの開発を行う必要が

ある。 

 開発により良好な固固界面が得られれば、全固体電池開発する上での最大の課題を克服する

ブレークスルーとなり得るので、エネルギー貯蔵分野はもちろんのこと、社会的な波及効果は

極めて大きい。 

 

（１０）その他 

特になし 
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２．４．１９ シリサイド・ナノ・ハイブリッド負極材料の研究開発 
       （古河電気工業、古河電池） 
 
（１）事業目的 

リチウムイオン二次電池の負極材料として、現状の黒鉛系材料よりも大幅な高容量化が期待

される Si 系材料が検討されている。しかし、Si 系材料は充放電時に最大 4 倍もの体積変化が

生じて微粉化や集電体からの脱離が発生し、導電ネットワークが壊れ、充放電を繰り返すと容

量が著しく低下するため、寿命特性の改善が最大の課題である。 

本事業では、古河電気工業と古河電池とが開発した結晶性の高いシリサイドと Si 系活物質と

の複合ナノ粒子「SNH（シリサイド・ナノ・ハイブリッド）」を負極活物質として用いてこの

寿命性能の課題を解決し、高容量と長寿命の両立を図る。これらの技術開発により、将来の高

エネルギー密度電池の開発へ資することを目的とする。 

 

 

（２）事業概要 

リチウムイオン二次電池の負極活物質に「SNH（シリサイド・ナノ・ハイブリッド）粒子」

を適用し、（1）活物質のナノ粒子化により微粉化を回避し、（2）気相法により SNH 粒子を合

成して活物質自体のミクロな体積変化を抑制し、（3）SNH 粒子と各種のカーボンとを精密混

合した SNH（シリサイド・ナノ・ハイブリッド）負極材料の開発により、集電性能を維持向

上させる。また、負極材料のスラリー・電極設計技術の開発により、実用電極としての可能性

を評価する。 

 

 

（３）研究開発の実施スケジュールと予算 

 

表Ⅲ.2.4.19-１ 主な実施項目と開発費用 

主な実施項目 21 年度 22 年度 23 年度  

①SNH 負極活物質の開発     

②SNH 負極活物質を用いた電極化技術開発     

③SNH 負極電極の耐久性向上     

開発費用（百万円） 21 年度 22 年度 23 年度 総額 

古河電気工業株式会社 9.2 13.8 15.0 38.0 

古河電池株式会社 9.2 4.6 4.7 18.5 
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（４）研究開発の実施体制 

 

  

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ.2.4.19-1 研究開発の実施体制 

 

 

（５）研究開発目標と根拠 

中間目標：単極試験で 300 サイクル、1000mAh/g の特性を目標とする。根拠は、現状黒鉛の

約 3 倍の容量で 500 サイクル実現のための課題を明確にするため。 

最終目標：平成23年度末に、単極試験で、500サイクル1000mAh/gの特性を最終目標とする。

根拠は、現行の負極特性の3倍を想定した。また、500サイクルという寿命は、モバイ

ルなど民生用電子機器に要求されるレベルとした。 

 

①中間目標 

研究開発項目①：SNH 負極活物質の開発 

目標：SNH 合金の基本物性 

   2 元合金の設計指針 

   3 元合金の設計指針 

   ナノ粒子集電性メカニズム提案 

   50 サイクル維持率 70％ 

   造粒体の開発 

想定根拠：Si 系材料の技術課題である寿命特性を改良するため、シリサイドをナノレベルで

複合化することにより、Li 吸蔵脱離時の体積変化を緩和できる材料設計とした。ま

た、新規のコンセプトで設計した SNH 負極活物質の基礎的な電気化学的物性を把

握する。さらに、ナノ粒子の飛散防止やかさ密度など、実用的な取扱を目指した。 

 

研究開発項目②：SNH 負極活物質を用いた電極化技術開発 

目標：スラリー塗布電極の基本設計と製法の確立 

   初期容量 1500mAh/g の達成 

   スラリー電極作製法の選定 

   初回充放電効率 70％以上 

想定根拠：Si 系負極は Li 吸蔵脱離時の体積変化が大きく、寿命が短いという欠点がある。

活物質層を薄膜化することで寿命が改善するという報告はあるが、製造設備が高価

であり単位面積当りのエネルギー密度が低く、実用性に欠ける。本目標は従来リチ

NEDO 

古河電気工業株式会社 

・研究開発実施場所：横浜研究所 

・研究開発項目： 

  ・SNH 負極材料の研究 

古河電池株式会社 

・研究開発実施場所：いわき事業所 

・研究開発項目： 

  ・SNH 負極材料の電極開発 

委託 委託 
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ウムイオン二次電池用電極の一般的な製法である活物質スラリーを集電体に塗布す

る方法（スラリー塗布法）で SNH 負極を作製し、3 極式セルにて評価を行う。こ

の製法で作製する SNH 負極が、Si 系負極の特徴である高容量を示し、さらに、Si

系負極のもう一つの欠点である不可逆容量を抑制できる電極の開発を目指した。 

 

研究開発項目③：SNH 負極電極の耐久性向上 

目標：3 極式セルによる評価方法の確立 

   有望な SNH 合金系の選定 

   簡易ラミネートセルによる標準評価法の確立 

   300 サイクル 1000mAh/g の達成 

想定根拠：3 極式セルから簡易ラミネートセルの評価に移行するにあたり、容量、サイクル

特性、充放電効率に優れた SNH を選定する。そして、簡易ラミネートセルでの評

価により、フルセルでの動作・挙動を確認する。また、3 極式セルによる単極試験

で SNH 負極のサイクル特性改善を目指した。 

 

②最終目標 

研究開発項目①：SNH 負極活物質の開発 

目標：初期容量 1500mAh/g 以上、かつ、500 サイクルで 1000mAh/g の活物質開発 

   各充放電特性に寄与するカーボンとのハイブリッド手法の開発 

想定根拠：初期容量は現状黒鉛の4倍以上の特性とした。現状黒鉛の約3倍の容量で500サイ

クルを実現するため、また、Si系材料は電子伝導性が低いため、活物質レベルでの

集電機能の充実を目指した。 

 

研究開発項目②：SNH 負極活物質を用いた電極化技術開発 

目標：単極試験で 500 サイクル 1000mAh/g の達成 

   初回充放電効率 90％以上のスラリー塗布型電極の開発（容量とサイクル特性に関する

中間目標が達成出来たため、最終年度の目標に追加した。） 

想定根拠：3 極式セルにより電極構成材料や電解液を検討し、SNH 電極のサイクル特性と初

回充放電効率の改善を目指す。その上で、簡易ラミネートセルの特性改善を狙う。 

 

研究開発項目③：SNH 負極電極の耐久性向上 

目標：簡易ラミネートセル 300 サイクル寿命評価による問題点の明確化 

想定根拠：簡易ラミネートセルによる長期サイクル試験を実施し、フルセルの寿命特性の把

握を行う。また、単極評価では見えなかった問題点を明確化する。 
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（６）研究開発成果 

 

表Ⅲ.2.4.19-2 研究成果（一覧） 

項目 目標値（最終） 達成値 達成

度 

備考 

①SNH 負極活物質

の開発 

初期容量 1500

mAh/g 以上 

500 サイクルで

1000mAh/g 

の活物質開発 

Si 体積歪の緩和と電

子伝導性を付与した S

NH 粒子を合成。 

初期容量 1800mAh/g、

500 サイクルで 1200

mAh/g 

 

◎ 

ナノ粒子一粒毎に Si

体積歪の緩和と電子

伝導性を付与した

SNH粒子を 2元合金

系および 3 元合金系

で合成した。 

②SNH 負極活物質

を用いた電極化技

術開発 

単極試験で 500

サイクル

1000mAh/g  

 

単極試験で 500サイク

ル 1200mAh/g 

 

◎ 

(1)有機溶剤系バイン

ダーの使用により、

サイクル特性達成。

(2)初回効率 90％の

追加目標に対して

83％。 

③SNH 負極電極の

耐久性向上 

簡易ラミネート

セル 300サイク

ル寿命評価によ

る問題点の明確

化 

300 サイクル寿命評価

を実施し、フルセルで

の問題点を把握した 

 

◎ 

単極試験に比べフル

セル試験のサイクル

特性は低下した。そ

の、原因を把握した。

 

＜成果１＞ 

（内容）SNH 負極活物質を用い、単極評価で 500 サイクル 1200mAh/g のサイクル寿命 

（達成度）◎ 

（成果の意義）図Ⅲ.2.4-19-2 のモデル図に示

すように、Si 体積歪の緩和機能をシリサイド

（Si-M）相が担う SNH 粒子を合成した。ま

た、シリサイドは電子伝導性が高いため、ナ

ノ粒子一粒毎に電子伝導性を付与した SNH

粒子は高レート特性が期待される。 

図Ⅲ.2.4-19-3 に示すように、SNH 負極活

物質は、単極評価で 500 サイクル 1200mAh/g

の特性を示した。この値は、現状黒鉛の 3 倍

以上の高容量で、かつ、モバイルなど民生用

電子機器に要求されるサイクル寿命のレベル

を達成したことになる。薄膜型電極とは違っ

て、スラリー塗布型電極で 500 サイクル 1000mAh/g を達成したことに意義がある。負極活物

質として SNH 粒子を提案し、2 元合金系で最終目標到達を確認した。 

 

 

 

 

 

 

Si 

Si-M 
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interface

Si
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LixSi
LixSi 
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Si SNH 

Volume expansion 

図Ⅲ.2.4.19-2 Si、SNH のモデル図 
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このことにより、従来のリチウムイオン電池の電極製造に使用している設備で、高エネルギ

ー密度 Si 系電極の製造が可能となる。 

（課題と取り組み）より安定なサイクル特性を得るための、活物質、および、電極構成材料の

検討が今後も必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ.2.4-19-3 SNH 負極活物質のサイクル特性（点線は黒鉛の理論容量） 

 

 

＜成果２＞ 

（内容）簡易ラミネートセル 300 サイクル寿命評価による問題点の明確化 

（達成度）◎ 

（成果の意義）新規に開発した SNH 負極活物質を用い、正極に既存の LiFePO4 を用いて簡易

ラミネートセルを構成し、300 サイクルのフルセル試験を実施した。レート特性は（2C/0.2C）

が約 88％となり、モバイルなど民生用電子機器に要求されるレート特性を満足すること確認し

た。ただし、単極試験に比べフルセル試験のサイクル特性は低下する傾向が観察され、その原

因を詳細に把握した。 

（課題と取り組み）単極試験に比べフルセル試験のサイクル特性が低下する原因は、負極の充

放電効率が低く、実用レベルに至らないことが判明した。負極の充放電効率を改善するために

は、引き続き、活物質、電極構成材料の検討が必要である。 
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（７）知的財産権等 

 本プロジェクトの知的財産権等の件数を表Ⅲ.2.4.19-3 に示す。 

 

表Ⅲ.2.4.19-3 知的財産権等 件数 

知的財産権 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 計 

特許出願     4 2 6 

  うち、外国出願     2 2 

  国内登録       

  海外登録       

論文     2 2 

  うち、査読付き論文     2 2 

研究発表・講演    2 1 3 

受賞実績       

新聞・雑誌等への掲載       

展示会への出展       

合計    6 5 11 

 

（８）今後の課題と課題解決の見通し 

簡易ラミネートセルによるフルセル試験の結果、充放電効率の更なる改善が必要であること

が判明した。充放電効率の改善にあたっては、活物質、バインダー、導電助剤、電解液等の電

極・電池を構成する様々な部材を最適化することが必要であり、総合的に特性改善を進めてい

く。 

 

 

（９）成果の実用化／活用 

2020 年の EV、電動二輪、モバイル等のエネルギー密度指向型分野への実用化に向けて

250Wh/kg 以上、1500W/kg のリチウムイオン電池を実現する際の負極活物質として、Li-EAD

プロジェクトでの開発成果をもとに、Si 合金系活物質の実用化を進めていく。 

今後も引き続き、古河電気工業と古河電池が共同で実施する。前者は主に活物質の材料技術

に関する研究開発を担当し、後者は主に電極化技術と電池化技術の開発を担当する。両者は密

接に連携を取りながら、目標達成に向けて共同で研究開発と実用化にあたる。 

 

 

（１０）その他 

なし 
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２．４．２０ 実験融合マルチレベルコンビナトリアル計算化学にもとづく次世代 
電池技術開発支援シミュレータの開発と応用 
（東北大学未来科学共同研究センター） 

 

（１）事業目的 

実験融合計算化学という、測定技術とコンピュータ化学を融合させた、革新的な電池系開発

研究をトータルに支援できる新規手法の開発を行う。これまでの蓄電池研究の長い歴史でもみ

られない新しいアプローチであり、コンピュータの圧倒的な計算能力を借りて理論に基づく見

通しのよい研究開発を実現するものである。また、実験研究者も容易に利用できるよう実験支

援ツールとしての整備を行い、さらには実験研究者と協力してプロジェクト全体の開発目標で

ある 500 Wh/kg の目標を達成する可能性のある電池を開発する指針を得ることを目的とする。 

 

（２）事業概要 

従来のコンピュータ化学をさらに発展させた実験融合計算化学という新しいコンセプトに基

づくシミュレータを開発し、実際の開発現場で役立ち、高効率な未来型研究開発を実現する新

規な研究支援アプローチ手法を確立する。具体的には、以下の新規計算手法を開発する。 

① 電池材料の高速理論スクリーニング手法の開発 

コンビナトリアル計算化学（複数材料の性能スクリーニングをコンピュータ上で行う手法）

を利用して、数百種の電池材料の性能を高速に理論スクリーニングできるシミュレータを作成

する。具体的に電池正極多孔質構造の最適化を実施することで、高速理論スクリーニングに必

要なシミュレータの開発と、実験研究者が利用できる研究支援ツールとしての整備を行う。 

② 測定機器シミュレーションソフトウエアの開発 

電池材料開発では、材料と電池性能の相関の解明様々な機器分析が利用されるが、計測デー

タをより深く理解するための理論に裏付けられたシミュレーションが必要である。限られた実

験からより多くの情報を得ることが可能になり、効率よく開発実験を進めることが可能となる

（実験融合計算化学と呼んでいる）。そこで、X線回折（XRD）、ラマン分光、広域 X線吸収微細

構造（EXAFS）、走査型トンネル顕微鏡（STM）、中性子線回折（ND）シミュレータを開発する。 

③ 新しい電池系の性能評価シミュレータを開発 

マルチレベルシミュレーション（ミクロ情報からマクロ物性を予測するシミュレーション技

術）に基づく新規な電池系のマクロ性能評価シミュレータを開発する。上記①②で評価した材

料レベルの物性値から、電気化学的なマクロ解析モデルにより実際の電池材料開発の主なアウ

トプット（I-V 特性など）を求めることで、蓄電池の性能を評価することが可能となる。本項

目では、リチウム空気電池を対象として開発を行う。実際に実験研究者と連携して新規電池材

料の理論設計を行い、開発されたアプローチを実験研究者も使えるように整備も併せて行う。 
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（３）研究開発の実施スケジュールと予算 

 

表Ⅲ.2.4.20-1 主な実施項目と開発費用 

主な実施項目 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度  

①電池材料の高速理

論スクリーニング手

法の開発 

・プロトタイプ開発 

・実際の材料スクリ

ーニングの実施、ノ

ウハウの蓄積 

・Si 系負極および全

固体型の、Li イオン

電池スクリーニング 

      

②測定機器シミュレ

ーションソフトウエ

アの開発 

・ XRD、EXAFS シミ

ュレータのプロトタ

イプ開発 

・ラマン分光、STM、

NDシミュレータのプ

ロトタイプ開発 

・Si 系負極および Li

イオン電池および全

固体型 Li イオン電

池の材料スクリーニ

ングの支援 

      

③新しい電池系の性

能評価ｼﾐｭﾚｰﾀの開発 

・プロトタイプ開発、

方法論の基盤を構築 

・動作検証、解析モ

デルの改良 

・リチウム空気電池

のサイクル特性が可

能な Windows プログ

ラムの開発と応用 

      

開発費用（百万円） 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 総額 

東北大学 0.0 0.0 16.0 16.0 20.0 52.0 
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（４）研究開発の実施体制 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ.2.4.20-2 研究開発の実施体制 

 

（５）研究開発目標と根拠 

①中間目標 

(a)電池材料の高速理論スクリーニング手法の開発 

 クラスターコンピュータを用いて 12時間以内で 100種類の材料をスクリーニングできる性

能を有するプログラムのプロトタイプを開発する。実際の材料スクリーニングに適用し、有

効性を検証する。また、利用方法についてのノウハウを蓄積する。 

(b)測定機器シミュレーションソフトウエアの開発 

 XRD、EXAFS、ラマン分光、STM、ND の各測定法について、原子の 3 次元配置モデルから測

定データを予測できる機能をもつプログラムのプロトタイプを開発する。Liイオン電池とリ

チウム空気電池に応用し、実験データとの比較による妥当性の検証、電池材料の微細構造把

握への応用方法についてのノウハウを蓄積する。 

(c)新しい電池系の性能評価シミュレータの開発 

 リチウム空気電池を想定した、マルチレベルシミュレーションに基づく新規な電池系のマ

クロ性能評価シミュレータのプロトタイプを開発する。具体的アルゴリズムを決定し、電流-

電圧曲線解析プログラムの基盤部分を確立する。実験データとの比較による妥当性の検証を

行い、電池材料理論設計に応用する際の利用方法についてのノウハウを蓄積する。 

②最終目標 

(a)電池材料の高速理論スクリーニング手法の開発 

・ 開発したプログラムにより、Si 系負極の微粉化を Si 負極と比較して抑制する新しい Si

系負極材を見出す。 

・ 全固体型 Liイオン電池の少なくとも一つ以上の電解質系について超高速化量子分子動力

学法を実施し、Liイオン伝導度の実測値の再現性が可能かどうかを明らかにする。 

(b)測定機器シミュレーションソフトウエアの開発 

・ 開発したソフトウエアにより種々の電池系の構造解析シミュレーションを実施し、①お

よび③の研究を支援する。 

・ 使用方法マニュアル等を作成し、実験研究者が利用できるようにプログラムを整備する。 

(c)新しい電池系の性能評価シミュレータの開発 

・ Windows用に完成させたプログラムをベースに、劣化に伴う電極構造変化を考慮したリチ

NEDO 

東北大学 

・研究開発実施場所：未来科学技術共同研究センター 

・研究開発項目： 

・電池材料の高速理論スクリーニング手法の開発 

  ・測定機器シミュレーションソフトウエアの開発 

  ・新しい電池系の性能評価シミュレータの開発 

委託 
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ウム空気電池サイクル特性（電流－電圧曲線の経時変化）評価シミュレータを開発する。 

・ 開発したシミュレータの精度を実験研究者と連携して検証し、リチウム空気電池のサイ

クル特性を改善するための開発指針を提示する。 

 

（６）研究開発成果 

表Ⅲ.2.4. 20-3 研究成果（一覧） 

項目 目標値（最終） 達成値 達成度 備考 

①電池材料の高速

理論スクリーニン

グ手法の開発 

 

・Si 系負極の微粉

化を抑制する新し

い材料を見出す 

・全固体 Li イオン

電池の電解質系に

ついて、実測値の再

現性を見る 

・TiSi2含有 Si を見出

した 

 

・LiLaTiO3 について、

Liイオン伝導度の実測

値の再現性を確認した 

 

○ 

 

 

○ 

 

②測定機器シミュ

レーションソフト

ウエアの開発 

 

・XRD、ラマン分光、

EXAFS、STM、ND シ

ミュレータを開発

し、解析を実施する 

・使用方法マニュア

ル等を作成し、プロ

グラムを整備する 

・目標とした 5 つ全て

のシミュレータを開発

し、構造解析シミュレ

ーションを実施した 

・実験研究者が利用で

きるように整備した 

○ 

 

 

 

○ 

 

③新しい電池系の

性能評価シミュレ

ータの開発 

・Windows版リチウ

ム空気電池サイク

ル特性評価シミュ

レータを開発する 

・実験研究者と連携

して精度を検証し、

リチウム空気電池

特性改善のための

開発指針を得る 

・リチウム空気電池の

I-V 特性経時変化を考

慮可能な、Windows 用

シミュレータ開発した 

・リチウム空気電池空

気極のメソ構造最適化

に関して、開発指針を

得た 

○ 

 

 

 

○ 

 

 

＜成果１＞ 

（内容）電池材料の高速理論スクリーニング手法の開発 

（達成度）○ 

（成果の意義）他の第一原理分子動力学法と比較して 5000 倍～1000 万倍以上の計算速度を達

成する自動化超高速化量子分子動力学法プログラムの開発に成功し、これに基づいて 12時間で

100種類の材料スクリーニングができるようになった。 

（課題と取り組み）実際に Si系負極材と全固体 Liイオン電池電解質系のスクリーニングに適

用して、その有効性を検証できた。 
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＜成果２＞ 

（内容）測定機器シミュレーションソフトウエアの開発 

（達成度）○ 

（成果の意義）上述の自動化超高速化量子分子動力学法に最適化した、5 つの測定機器シミュ

レーションソフトウエアを開発した。同様形式のデータを比較することで実験と計算化学を橋

渡しし、計算モデルの妥当性評価ができる。 

（課題と取り組み）開発ソフトウエアにより、電池材料に対する利用方法についてのノウハウ

を蓄積できた。他の次世代材料開発の支援についても、すぐ利用できるような準備が整った。 

 

＜成果３＞ 

（内容）新しい電池系の性能評価シミュレータの開発 

（達成度）○ 

（成果の意義）新しい電池系として期待されているリチウム空気電池について、マクロ性能評

価シミュレータを開発した。特に、空気極材料のメソ構造について事前評価が可能な、他に例

を見ない独自のものである。実用化に向けた開発研究の加速が期待される。 

（課題と取り組み）メソスケールの三次元電極構造モデリングに基づいてマクロ性能を評価し、

最適構造を提案できた。他の新規電池系も、同様に性能評価シミュレータ開発が可能である。 

 

（７）知的財産権等 

 本プロジェクトの知的財産権等の件数を表Ⅲ.2.4.20-3 に示す。 

 

表Ⅲ.2.4.20-3 知的財産権等 件数 

知的財産権 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 計 

特許出願       

  うち、外国出願       

  国内登録       

  海外登録       

論文    7 15 7 29 

  うち、査読付き論文    7 15 7 29 

研究発表・講演    14 22 7 43 

受賞実績   3 2 4 9 

新聞・雑誌等への掲載    0 0 5* 5 

展示会への出展    1 2 2 5 

合計   25 41 25 92 

* 平成 24年 4月 30日の日経新聞への掲載 1件も含めた。 

 

（８）今後の課題と課題解決の見通し 

 当初設定した研究開発目標は、すべて達成することができた。今後、さらに幅広い実験研究

者との連携が今後の課題といえるが、本研究において Si系負極やリチウム空気電池の系で本手

法の有効性が示された通り、他の次世代技術に対しても課題解決の見通しは明るいといえる。 
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（９）成果の実用化／活用 

 連携する実験研究者がもの造りの成果としての特許を獲得し、東北大はそれを支援するソフ

トウエアを獲得するという成果の切り分けのため、特許としての成果は少ない。開発した多く

の独自ソフトウエアを民間に技術移転するという形で、成果を実用化している。 

 産業界における具体的利用の実用化イメージは、本研究の Si系負極やリチウム空気電池にお

ける実験研究者との連携が典型例であり、そのまま他にも適用できる。今後も、連携研究を通

して継続的にバージョンアップしたソフトウエア群を提供していく。次世代電池研究開発の促

進効果のみならず、技術的にはあらゆる電池系に対して本シミュレーション手法が適用可能で

あり、開発期間を短縮する経済効果も期待できるなど、大きな波及効果が期待できる。 

 

（１０）その他 

 開発したプログラム情報は、Webで公開している：http://www.aki.che.tohoku.ac.jp。 
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２．４．２１ リチウムイオン２次電池の過剰な負荷条件下における電極界面の原 
子・分子レベル解析技術開発 
（東北大学学際科学国際高等研究センター） 

 

（１）事業目的 

 近年のリチウム２次電池の研究開発は、高性能化と低コスト化の２つの課題を同時に達成しなければ

ならない。この２つの課題において、高性能化は、高エネルギー密度化、サイクル特性向上と高容量化

等を指しており、低コスト化は、安価な新規材料探索にある。付随する要求として、急速充放電等が求め

られているが、これらの要求は、互いにリンクすることころが多く、抜本的なブレイクスルーが未だ見つか

っていない。近年、度々発生するリチウム２次電池の事故は、電池内部におけるガス発生による電池セ

ルの膨れや熱発生等が原因であるとされているが、未だ本質的な原因究明がなされていない。 

 このような、高性能化、低コスト化の流れの中で、電池とは元来「酸化剤」と「還元剤」を搭載しており、

電池の充放電時は、電気化学的な「酸化反応」と「還元反応」を同時に進める化学的なエネルギーを電

気的なエネルギーに変換するデバイスである。この化学的な反応の進行に伴い、当然なこととして熱力

学的な熱も発生する。さらにリチウム２次電池は、他の一次電池、二次電池に比べてエネルギー密度が

高いために、本来、危険性の高い２次電池である。この危険なエネルギーデバイスである電池を我々は

巧みな技術で利用し、エネルギー密度の高さから軽量化が図れるので、携帯機器電源や電気自動車用

電源に利用されているが、小型化や利便性の為に充放電条件や電池保護機構などが定格ぎりぎりで運

用されている。さらなる高性能化に伴い、電池に過剰な負荷をかけることとなり、事故を誘発する可能性

が示唆されている。 

 本研究開発課題では、電池が過剰な負荷状態に置かれた状態をラボレベルで再現し、その状態につ

いてその場分光法を用い、電極界面を原子・分子レベルにて解析する。過剰な負荷条件下におけるガ

ス発生、電極表面界面生成物、電極界面近傍の電解液状態を原子・分子レベルにて追跡する。その解

析を基に、リチウム２次電池の重量エネルギー密度 500Wh/kg の実現に向けた高電位領域や高温条件

下における電池構成要素である電解液、リチウム塩、電極材料に関する高エネルギー密度化と安全性

向上の指針を得ることを最終的な目標とする。 

 

（２）事業概要 

研究代表者のグループでは、電池活物質電極界面のその場分光学的計測を長年行っている。実電

池に即した動的条件下、すなわち「その場」における電池の充放電時のその場ラマン分光解析を精力的

に行ってきた。このその場ラマン分光法を行い電池動作時における電極界面の構造相転移観測、電極

反応解析等を遂行した結果、電池活物質の電子伝導性などの電気化学物性を解明し、新規材料の提

案へとつなげる一助とすることができている。近年、実用電池の高電位化(4～5V)は、電池の高性能化に

繋がる可能性を有するLiNixMn2-xO4やLiCoxMn2-xO4等スピネル型化合物を中心に研究が精力的に行わ

れてきている。しかしながら、この高電位領域における電極劣化や電解液の酸化分解等が問題となって

おり、電池の高電位化に向けてこれらの問題を解決する必要がある。これまで研究代表者らの研究グル

ープは、この高電位領域における正極材料の詳細なその場分光解析にいち早く取り組み、電極構造の

変化や電極界面における表面生成物の生成等を示唆する情報を得ることができている(T. Itoh et al., 

Electrochem. Comm 2 (2000) 743)。 
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当該研究課題では、 

①電極電位規制下における表面生成物や電極構造変化をその場分光法にて追跡し、過剰負荷条件下

（高電位）領域における電極界面の構造変化をその場ラマン分光法やその場赤外分光法、その場

FTラマン分光法、その場FTIR分光法にて原子・分子レベルの解析をその場観察にて行う。原子・分

子レベルでの界面解析を基に、高電位領域や高温条件下における電池構成要素である電解液、リ

チウム塩、電極材料に関する高エネルギー密度化と安全性向上の指針を得ることを最終的な目標と

する。 

②負極材料の過剰負荷条件下における原子・分子レベルの解析にチャレンジし、表面増強ラマン散乱

や表面増強赤外吸収を用いた超高感度振動分光を用いたSEI解析技術の開発を行う。 

③電極材料の薄膜化に関連した研究開発を遂行する。この薄膜化した電池活物質は、タスク（１）におけ

るその場観察用電極に供し、過剰負荷条件下における電池活物質そのものの状態を的確に再現す

るためのタスクである。これまで研究者らの研究グループでは、静電噴霧(Electrostatic Spray 

Deposition: ESD) 法を用いた電極材料の薄膜化に関する技術開発を行っているが、高電圧を用い

る必要があるなど実験条件に制約が多い。本研究開発課題ではこのESD法の発展形としてICPのネ

ブライザーを応用した精密噴霧法を用いることにより、より簡便な電極薄膜作製に関する技術開発を

行う。  

 

（３）研究開発の実施スケジュールと予算 

 

表Ⅲ.2.4.21-1 主な実施項目と開発費用 

主な実施項目 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度  

分光学的手法による

正極材料の高電位領

域(4～5V)におけるそ

の場分光解析 

      

過剰な負荷条件下負

極材料の電極界面の

その場分光 

      

正極材料の高品位精

密薄膜化技術の開発 

 

      

開発費用（百万円） 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 総額 

東北大学学際科学国

際高等研究センター 
0.0 0.0 17.4 19.4 20.0 56.8 

 



Ⅲ.2.4.21-3 

（４）研究開発の実施体制 

①研究体制スキーム 

 

 

 

 

 
 

図Ⅲ.2.4.21-1 研究開発の実施体制 

 

（５）研究開発目標と根拠 

①中間目標 

（１）高電位領域（過剰な負荷条件下）における電池劣化過程を解明するために、LiNixMn2-xO4 や

LiCoxMn2-xO4等のその場ラマン分光解析、赤外吸収分光法の解析、その場 FT ラマン分光解析を行

う。この結果より、電極界面における電極構造の相変化、表面生成物の同定を行うことを目標とす

る。 

（２）黒鉛系炭素材料負極最表面における FT ラマン散乱測定を行い、炭素電極界面における炭素

材料最表層と界面における生成物の原子・分子レベルにて構造解析を行い、SEI の構造、電気化学

的な電子物性等を解明することを目標とする。 

（３）正極材料の高品位精密薄膜化技術の確立を目標とし、本中間目標（１）にて用いる電極として測

定に供することができることを目標とする。 

 

②最終目標 

 LiCoO2、LiMn2O4 などの合剤電極の高電位領域（過剰な負荷条件下）におけるその場分光スペク

トルに対し詳細な解析を行うことで、電極界面構造のディテールを明らかにし、過剰な負荷条件に耐

えうる電池構成要素を明確化することを目標とする。 

 

（６）研究開発成果 

 本プロジェクトの研究成果（一覧）を表Ⅲ.2.4.21-2 に示す。 

 

ＮＥＤＯ技術開発機構

東北大学 

東北大学学際科学国際高等研究センター 伊藤研究グループ 

委託
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表Ⅲ.2.4.21-2 研究成果（一覧） 

項目 目標値（最終） 達成値 達成度 備考 

正極材料界面のそ

の場ラマン解析 

LiCoO2 、 LiMn2O4

などの合剤電極の

高電位領域（過剰

な負荷条件下）に

おけるその場分光

スペクトルに対し

詳細な解析を行う

ことで、電極界面

構造のディテール

を明らかにし、過

剰 な 負 荷 条 件 に

耐えうる電池構成

要 素 を 明 確 化 す

る。 

LiCoO2、LiMn2O4 などの合剤電

極の高電位領域（過剰な負荷条

件下）におけるその場分光スペ

クトルに対し詳細な解析を行うこ

とができ、最終的に、LiCoO2 と

LiNi1/3Mn1/3Co1/3O2 合剤電極の

その場 FT ラマンスペクトルを得

ることができた 

 

◎ 

 

負極材料界面のそ

の場ラマン解析 

黒鉛系炭素材料

負 極 最 表面 にお

けるラマン散乱測

定を行い、炭素電

極界面における炭

素 材 料 最 表 層 と

界面における生成

物の原子・分子レ

ベ ル に て 構 造 解

析を行い、SEI の

構 造 、 電 気 化 学

的 な電 子 物 性 等

を解明すること 

黒鉛系炭素材料合剤電極のそ

の場ラマン分光測定に成功して

いる。 

 

○ 

 

研究開発用薄膜電

極の作製 

正極材料の高品位

精密薄膜化技術の

確立を目標とし、本

研究開発にて用い

る電極として測定に

供することができる

こと 

可視光領域におけるその場ラマン

分光測定に供することができてお

り、概ね達成できている。 

 

○ 
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＜成果１＞ 

（内容）正極材料界面のその場ラマン解析 

（達成度）◎ 

（成果の意義） 

 

 図Ⅲ.2.4.21-2 に 3.5V（開回路電位）における LiCoO2 合剤電極の近赤外励起その場 FT ラマンス

ペクトルを示す。可視光領域のその場ラマンスペクトルの測定法では、LiPF6 系電解液や PVdF バイン

ダー等による蛍光の影響受け合剤電極のラマンスペクトルの測定は難しく、バインダー量の調整等の

電極の調整が必要であった。電極界面からの蛍光等に阻害されることなく良好なラマンスペクトルが

観測されている。486cm-1 と 594 cm-1 に LiCoO2 の 2 つのモードに起因するラマン線、1300 cm-1 と 1600 

cm-1 付近にカーボンブラックに起因する D バンド、E2g モードが明瞭に観測されている。さらに、

170cm-1 付近には PVdF に起因する重い振動モードと考えられるラマン線が観測され、電解液に起因

するラマン線が 600 cm-1～1000cm-1 と 2700～3200 cm-1 に観測することができている。合剤電極・

LiPF6 系電解液の２つの分光学的に厳しい悪条件下において、電極電位規制下であるその場にて全

電池構成要素を１スペクトル上に明瞭に観測できうる手法は他に見受けられず、本研究開発の一翼

を担う大きな成果であり、電池研究開発におけるその場観察の手法として特筆すべき成果である。 

（課題と取り組み） 

 本研究開発の大きな目標である「電池が過剰な負荷状態に置かれた状態をラボレベルで再現し、そ

の状態についてその場分光法を用い、電極界面を原子・分子レベルにて解析する」についてＦＴ近赤

外その場分光法を確立でき、LiCoO2 系、LiNi1/3Mn1/3Co1/3O2 系合剤電極の解析ができているので、当

初の目標は概ね達成できていると考えている。その場 FT ラマンスペクトルの解析より、２次電池電極界

面の構造解析が明らかになりつつあり、電解液と電極の組み合わせを探ることにより、２次電池電極界

面と電池特性を明らかにできれば、現在可能である高性能な２次電池に繋がると考えている。 

 

（７）知的財産権等 

 本プロジェクトにおける知的財産権等の件数のまとめを表Ⅲ.2.4.21-3 に示す。 

 

 
図Ⅲ.2.4.21.-2 3.5V（開回路電位）における LiCoO2合剤電極の 

近赤外励起その場 FTラマンスペクトル 
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表Ⅲ.2.4.21-3 知的財産権等 件数 

知的財産権 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 計 

特許出願    0 0 0 0 

  うち、外国出願    0 0 0 0 

  国内登録    0 0 0 0 

  海外登録    0 0 0 0 

論文    3 1 0 4 

  うち、査読付き論文    3 1 0 4 

研究発表・講演    7 9 7 23 

受賞実績   0 0 0 0 

新聞・雑誌等への掲載    0 1 0 1 

展示会への出展    0 0 0 0 

合計   10 11 7 28 

 

（８）今後の課題と課題解決の見通し 

 本研究開発課題では、電池が過剰な負荷状態に置かれた状態をラボレベルで再現し、その状態につ

いてその場分光法を用い、電極界面を原子・分子レベルにて解析する。過剰な負荷条件下におけるガ

ス発生、電極表面界面生成物、電極界面近傍の電解液状態を原子・分子レベルにて追跡した。その解

析を基に、リチウム２次電池の重量エネルギー密度 500Wh/kg の実現に向けた過剰な負荷条件下にお

ける電池構成要素である電解液、リチウム塩、電極材料に関する高エネルギー密度化と安全性向上の

指針に繋げることを最終的な目標とし本研究開発課題を遂行した。具体的には、その場近赤外 FT ラマ

ン分光法を手法とし、これまで電池反応としてブラックボックスであった反応解析をその場で行う手法を

開発に成功した点は大きな成果である。また、この開発したその場近赤外 FT ラマン分光法を、実電池の

合剤電極・電解液に適応し、それらの全構成要素をその場での解析に成功した意義は非常に大きい。

本報告書では、炭素系材料、LiCoO2 系、LiNi1/3Mn1/3Co1/3O2 系について述べたが、本研究開発課題で

は、LiMn2O4 系、LiNixMn2-xO4 系や LiCoxMn2-xO4 系についても検討を行っている。これらについては、外

的要因の影響により、良好なスペクトルを全て得るには至っていないが、実験系の改善により、スペクトル

解析に耐えうる良好なスペクトルを得ることができると考えている。今後の展開として、これらの反応が電

極界面のどの部位で進行し、その反応が電池のどのような特性に影響しているかを明らかにしていく必

要があると考えている。FT ラマン分光法等の振動分光法のみではこれらを見破ることはできるかどうか判

断することはできないが、各種その場測定法の持つポテンシャルを最大限生かしながら、電池の高性能

化に繋げる必要がある。 

 

（９）成果の実用化／活用 

 これまで、学術的な先端的手法の研究開発を行う場合、比較的測定・解析を行い易い試料を研究対

象とする場合が多い。本研究開発では、先端的手法をこれまで解析が難しいとされてきた研究対象に応

用することにより、電池研究開発の一助として本研究課題を遂行した。この手法は、芽吹き始めてから日

が浅く、本研究開発の数例の検討のみである。本研究開発の大きな目標である「電池が過剰な負荷状

態に置かれた状態をラボレベルで再現し、その状態についてその場分光法を用い、電極界面を原子・

分 子 レ ベ ル に て 解 析 す る 」 に つ い て Ｆ Ｔ 近 赤 外 そ の 場 分 光 法 を 確 立 で き 、 LiCoO2 系 、
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LiNi1/3Mn1/3Co1/3O2 系合剤電極の解析ができているので、当初の目標は概ね達成できていると考えてい

る。その場 FT ラマンスペクトルの解析より、２次電池電極界面の構造解析が明らかになりつつあり、電解

液と電極の組み合わせを探ることにより、２次電池電極界面と電池特性を明らかにできれば、現在可能

である高性能な２次電池に繋がると考えている。 

 

（１０）その他 

特になし 
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２．４．２２ 高圧合成法による次世代高容量正極材料酸化物の材料設計 
       （東京理科大学、産業技術総合研究所） 
 

（１）事業目的 

自動車用蓄電池の飛躍的な性能向上に資するため、高圧合成技術を利用することにより、次

世代高容量正極材料酸化物の材料設計を行う。 

 

（２）事業概要 

本事業終了時点で、パック電池レベルでの重量エネルギー密度500 Wh/kgを見通せる高容量正

極材料酸化物の探索を行う。具体的には、リチウム負極との組み合わせで酸化物活物質あたり1,

200 Wh/kg以上の重量エネルギー密度を有し、20サイクル後に初期放電容量の70%以上の容量を

維持可能な高容量正極材料酸化物を見出す。 

この目標をクリアーするためには、これまでに検討されてきた層状岩塩型やスピネル型をはじ

めとする既知の結晶構造の利用では達成が難しく、従来の

延長線上にない新しい結晶相を検討する必要がある。 

そこで、カルシウムフェライト型の結晶構造を有するリ

チウムマンガン酸化物をはじめとする新結晶相について、

構成する遷移金属元素とその化学組成を最適化すること

により、上記目標を達成する。この材料設計を行う上で、

高温高圧条件下での材料合成技術が必要不可欠である。 

高圧合成技術は、常圧合成では合成困難な結晶相を合

成可能であり、新規電極材料設計の手法として有用であ

ることに着目し、本手法を用い、さらに、イオン交換合

成法をはじめとするソフト化学的な手法と併用すること

によって、次世代高容量正極材料酸化物の材料設計を行

う。 

（３）研究開発の実施スケジュールと予算 

表Ⅲ.2.4.22-１ 主な実施項目と開発費用 

主な実施項目 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度  

（３）－１新規高容

量正極材料酸化物の

高圧合成 

a) カルシウムフェライト

型正極材料酸化物の高エ

ネルギー密度化 

（東京理科大学） 

b) カルシウムフェライト

型構造のリチウム挿入・脱

離反応のメカニズム解明

（産業技術総合研究所） 

      

図Ⅲ.2.4.22-1 カルシウムフェラ

イト型 
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（３）－２ 新規高容

量結晶相の設計と探

索 

a) 新規高容量酸化物の高

圧合成 

（東京理科大学） 

b) 新規高容量酸化物の構

造・物性解明 

（産業技術総合研究所） 

      

開発費用（百万円） 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 総額 

東京理科大学 0.0 0.0 987.7 866.3 826.6 2677.6 

産業技術総合研究所 0.0 0.0 851.9 975.9 1169.8 2997.7 

 

 

（４）研究開発の実施体制 

 

 

 

 
 
 
 
（２）研究体制 
 

  

 

 

 

図Ⅲ.2.4.22-2 研究開発の実施体制 

 

（５）研究開発目標と根拠 

 

①中間目標 

（想定根拠・条件）カルシウムフェライト型 NaMn2O4 を出発原料として、Na/Li イオン交

換合成によって合成されたカルシウムフェライト型 LiMn2O4は、初期放電容量が 471 mAh/g

に達する傑出した容量を有し、その重量エネルギー密度は、負極を Li 金属とした場合、1,064 

Wh/kg に達していた。しかしながら、既存材料と比較した場合、平均放電電位が 3 V に満た

ず、正極材料として検討するには高電位化することが必要不可欠であった。そこで、さらな

る高容量化、高電位化を目指し以下のように中間目標を設定した。 

 

 

ＮＥＤＯ技術開発機構

産業技術総合研究所 

・研究実施場所： 

先進製造プロセス研究部門（つくば市） 

・研究項目： 

リチウム挿入・脱離反応のメカニズム解明 

構造・物性解明 

委託

東京理科大学 

・研究実施場所： 

基礎工学部（野田市） 

・研究項目： 

正極材料酸化物の高エネルギー密度化 

新規高容量酸化物の高圧合成 
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新規高容量正極材料酸化物の高圧合成 

リチウム負極との組み合わせで、酸化物重量当たり1,000 Wh/kg以上の初期放電エネルギー密

度であり、かつ3 V以上の平均放電電位を有し、50サイクル後に初期放電容量の50%以上の容

量を維持可能な新規高容量正極材料酸化物を見出す。 

  

新規高容量結晶相の設計と探索 

高圧合成技術を活用し、高リチウム含有組成を有する新規正極材料設計の指針を得ると共に、

酸化物重量当たり500 mAh/g以上の高容量実現の見通しを立てる。 

 

②最終目標 

（想定根拠・条件）次世代自動車への応用に向けて、パック電池レベルでの重量エネルギー密

度500 Wh/kgを見通せる高容量正極材料酸化物の探索を行うためには、現状の正極材料では達

することのできていない、リチウム負極との組み合わせで酸化物活物質あたり1,200 Wh/kg以

上の重量エネルギー密度を有し、20サイクル後に初期放電容量の70%以上の容量を維持可能な

新規の高容量正極材料酸化物を見出す必要がある。そこで、最終目標を以下のように設定した。 

 

新規高容量正極材料酸化物の高圧合成 

リチウム負極との組み合わせで、酸化物重量当たり1,200 Wh/kg以上の初期放電エネルギー

密度であり、かつ3 V以上の平均放電電位を有し、100サイクル後に初期放電容量の50%以上

の容量を維持可能な新規高容量正極材料酸化物を見出す。 

 

新規高容量結晶相の設計と探索 

高圧合成技術を活用し、高リチウム含有組成を有する新規正極材料設計の指針を得ると共に、

酸化物重量当たり500 mAh/g以上の初期放電容量を有する新結晶相を見出す。 

 

（６）研究開発成果 

表Ⅲ.2.4.22-2 研究成果（一覧） 

項目 目標値（最終） 達成値 達成度 備考 

新規高容量正極材

料酸化物の高圧合

成 

・初期放電エネルギ

ー密度 1,200 Wh/kg

以上 

・平均放電電位 3V

以上 

・サイクル特性 100

サイクル後に初期

放電容量の 50％以

上 

910 Wh/kg(Ti置換体) 

884 Wh/kg(Ni置換体) 

 

2.93V(Ti置換体) 

3.27 V(Ni置換体) 

 

20.3% 

76% 

74％ 

 

98% 

109％ 

 

41% 

 

 

 

 

新規高容量結晶相

の設計と探索 

500mAh/g 以上の初

期放電容量を有す

る新結晶相の開発 

279mAh/g 59%  
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＜成果１＞ 

（内容）新規高容量正極材料酸化物の高圧合成 

（達成度）△ 

（成果の意義）現在の次世代自動車に要求される性能を満たすため、既存の枠組みにとらわれ

ない新たな結晶構造を持った材料系の開発が求められている。本事業では、新たな正極材料で

あるカルシウムフェライト型 LiMn2O4 を高圧合成法とソフト化学を利用して合成し、その電池

材料としての特性を向上させることを目的として行った。マンガンサイトへ Tiおよび Niの元

素置換によって 3V 程度の平均放電電位で、900Wh/kg ほどの高い初期放電エネルギー密度を有

する正極材料を開発することが可能となった。 

（課題と取り組み） 

カルシウムフェライト型 LiMn2O4は、1000Wh/kg以上の高い初期放電エネルギー密度を有するが、

平均放電電位が 2.26Vと低いという問題点があった。この問題を解決するために、マンガンサ

イト置換および酸素サイト置換を試みた。元素置換の検討の中で、Tiおよび Niの置換量が Mn

に対して 10%の時に特性改善が改善されることを明らかにした。 

 

＜成果２＞ 

（内容）新規高容量結晶相の設計と探索 

（達成度）△ 

（成果の意義）目標とする酸化物重量当たり 500mAh/g以上の初期放電容量を有する材料の開発

には至らなかったが、理論容量が 500mAh/gを超える Li2CuO2相の新規高圧相や、カルシウムフ

ェライト型とラムズテライト型の部分構造が１：１で交互に積層する新規物質の開発など一定

の成果は出すことができた。 

（課題と取り組み）現状では、安全性の面からリチウム金属を負極として用いることが困難な

状態にある。そこで、酸化物重量当たり 500mAh/g以上の初期放電容量を有する新規結晶相の開

発を目標に掲げた。我々は高圧合成法を中心とした材料開発技術を利用して、高リチウム含有

組成のバナジウム酸化物および、マンガン酸化物や、すでに高 Li 含有相として知られている

Li2CuO2相の試料作製方法や置換元素の検討、マンガン以外の遷移金属元素を含むカルシウムフ

ェライト型、あるいはその類似構造物質の開発を進めた。 
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（７）知的財産権等 

本プロジェクトの知的財産権等の件数を表Ⅲ.2.4.22-3 に示す。 

 

表Ⅲ.2.4.22-3 知的財産権等 件数 

知的財産権 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 計 

特許出願    2  2 

うち、外国出願       

国内登録    2  2 

海外登録       

論文     1 1 

うち、査読付き論文     1 1 

研究発表・講演   1 7 7 15 

受賞実績       

新聞・雑誌等への掲載       

展示会への出展    1  1 

合計   1 12 9 22 

 

（８）今後の課題と課題解決の見通し 

新規高容量正極材料酸化物の高圧合成 

カルシウムフェライト型 LiMn2O4 が正極材料として既存の実用材料と比較しても十分高い性

能を有する材料ではあるということは示すことができたと考えているが、現状では、既存材料

の性能を大きく凌駕するほどの優れたものであるということはできない。Na/Li イオン交換お

よび結晶粒径の制御などのプロセスを改善し、初期放電容量とサイクル特性を改善することに

より、当初の目的を達成しさらなる発展が可能となると予想される。 

 

新規高容量結晶相の設計と探索 

本事業の探索的な研究から、いくつかの興味深い新規結晶相を見出す事は出来たが、結果的

に当初の課題をクリアするには至らなかった。有望な高容量新規材料を作製するためには、継

続して多価の価数状態を取る元素をキーアトムとした物質合成を継続していく必要があると考

えている。また、さらに研究対象をナトリウム酸化物材料にまで積極的に広げ、材料のバリエ

ーションを増やす取り組みを行っていくことが必要であると考えている。 

 

（９）成果の実用化／活用 

 本事業は、次世代電気自動車等に要求される高いエネルギー密度と出力密度を実現する高容

量正極材料酸化物の材料設計を行うものであった。カルシウムフェライト型 LiMn2O4 の電気化

学特性は当初の目標には達していないが、新たな結晶構造を持つ材料で優れた特性を有する材

料の設計が可能であることを示すことができたと考えられる。今後は、従来材料に対する電池

特性の優位性を確実なものとし、実用材料としての性能を高めていく必要がある。その上で、

産業界へ技術を移転し実用化していくためには、常圧に近い条件のもとで材料合成をする技術

を確立し、作製コストを下げる必要がある。期待される性能を達成し、材料製造技術を確立で
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きれば産業界へのインパクトも大きいものと考えられるため、企業との連携を図ることによっ

て次世代自動車用蓄電池としての産業利用へ波及効果は大きくなることが期待される。 

 

（１０）その他 
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２．４．２３ 4d 遷移金属コンバージョン系による高容量正極材料の研究開発 
       （東京大学） 
 

（１）事業目的 

リチウム電池系で本プロジェクト目標である 500 Wh/kg 以上を実現するためには、リチウム

メタルあるいはリチウムがあらかじめ挿入されたシリコン負極の使用を前提に、正極サイドで

は発生電圧 4 V 前後で 350 mAh/g 以上、2 V 前後で 700mAh/g 以上の容量がそれぞれ必要と

される。現在提案されている固体正極の中でこれを満たすのは硫黄のみである。本研究開発で

は、硫黄を大幅に上回る可能性を有する 4d 遷移金属コンバージョン反応を用いた高容量正極

材料を開発する。 

 

 

（２）事業概要 

RuO2やMoO2の対リチウム金属 2V程度の発生電圧と４電子還元理論容量をベースに導出さ

れる理論体積エネルギー密度は 7800-10800 Wh/l となり、硫黄の 6900 Wh/l を上回る。一方重

量エネルギー密度は 1600-1700Wh/kg と硫黄の 3300Wh/kg の半分程度である。しかし、金属

伝導性を有し、既存の電解液を適用可能なため、電極特性の抽出がはるかに容易であることか

ら、実効的に取り出せる電極としてのエネルギー密度の可能性は総合的に上回ると考えられる。

材料本来の特性の抽出とさらなる高機能化を行うために、(i)理論容量特性の実現、(ii)微粒子化

やアモルファス化によるギブス生成エネルギーの増大や化学修飾による高電圧化、(iii)導電性

鋳型との効率的ナノ複合化による、凝集反応の抑制と反応可逆性、負荷特性の向上、(iv)豊富

で安価な Mo 等の有効利用、の 4 項目を集中的に検討する。これにより、パック電池レベルで

500 Wh/kg 以上を見通すことのできる正極材料の現実解を提示する。 

 

 

（３）研究開発の実施スケジュールと予算 

 

表Ⅲ.2.4.23-１ 主な実施項目と開発費用 

主な実施項目 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度  

理論容量の実現       

高電圧化       

反応可逆性向上       

新規材料開発       

       

開発費用（百万円） 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 総額 

東京大学 0.0 0.0 18.375 18.375 20.0 56.75 
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（４）研究開発の実施体制 

 

 

 

 

 
 

 

図Ⅲ.2.4.23-1 研究開発の実施体制 

 

 

（５）研究開発目標と根拠 

①中間目標 

･プロジェクト目標を見通せる特性である、1-4.5V の電圧範囲内で 750mAh/g 以上の初期可

逆容量を達成する。 

･硫黄正極を上回る体積エネルギー密度を実現可能（活物質基準）な、平均電位約 2.1V 以上

で 450mAh/g を実現する。 

･20 サイクルでの容量維持率 50%を達成する。 

･熱処理条件を最適化し、Mo/Ru>0.8 の組成比にて、1V-4.5V の電位範囲での可逆充放電容

量 500mAh/g を達成する。 

 

②最終目標 

･高電圧化、サイクル特性向上を定量化する上で RuO2 の充放電特性に関する標準比較データ

を確立する。 

･硫黄正極を大幅に上回る体積エネルギー密度を実現可能（活物質基準）な、平均電位約 2.5V

を 400mAh/g 動作時に実現する。 

･100 サイクルでの容量維持率 50%を達成する。 

･Mo/Ru>1.0の組成比にて、1V-4.5Vの電位範囲での可逆充放電容量 600mAh/gを達成する。 

 

 

（６）研究開発成果 

 

表Ⅲ.2.4.24-2 研究成果（一覧） 

項目 目標値（最終） 達成値 達成度 備考 

最高特性標準化 800mAh/g 1200mAh/g ◎  

平均電位 2.5V 2.5V ○  

サイクル特性  50%/100cycle 60%/10cycle △  

新材料開発 Mo/Ru>1,600mAh/g Mo/Ru=1,800mAh/g ◎  

 

 

NEDO 技術開発機構

国立大学法人東京大学 

委託
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＜成果１＞ 

（内容）RuO2 の正極材料としての初期特性としての限界性能を引き出し、標準データとして

確立することは十分に行え、23 年度最終目標を達成した。達成した 1200mAh/g という可逆容

量は、４電子酸化還元理論容量を大幅に超えるものである。 

（達成度）◎ 

（成果の意義）単純な還元分解反応以外の可逆反応の存在と、これが大幅な高容量化に寄与す

る可能性を提示した。 

（課題と取り組み）初期特性を引き出すための、カーボンとの複合時の、カーボンの種類、量、

熱処理条件等の最適化を行った。最適化した試料を用いて、詳細な反応メカニズムの解明と、

これをもとにした材料設計への展開を試みた。理論容量相当分の充放電メカニズムについては

Ｘ線吸収分光法を駆使し、RuO2 系について、充放電中の価数変化と局所構造追跡を行い、放

電中の長距離秩序の消失と共にナノ Ru 金属が析出する過程、及び充電時の逆過程を明確に捉

えた。さらに、Ru-Mo 複合酸化物系について、Ru は全電位範囲で Mo は 2V 以下でのみ反応

に寄与すること、コンバージョン反応後の析出金属は、EXAFS 同径分布に第１近接のみが見

られる、超微細クラスタであること、その後再生成する酸化物も同様であり、ナノ以下の微細

領域で進行する可逆反応であること等を明らかにした。 

 

＜成果２＞ 

（内容）初期構造をアモルファス相とすること、およびバナジウムやマンガンとの複合化を行

う、という二つの手法によりコンバージョン電位が向上することが解った。これらの総合的施

策により、400mAh/g 動作時の平均電位を 2.5V という 23 年度最終目標を達成した。 

（達成度）○ 

（成果の意義）コンバージョン反応電位は熱力学的に一義的に決定されるというこれまでの考

え方に対して、発生電位を制御する手法を複数提示した。 

（課題と取り組み）熱処理条件により結晶性を連続的に低下させた試料や、＜成果４＞で新た

に合成法を確立した複合酸化物が、高電位コンバージョン反応を実際に起こすことを平衡電位

測定により注意深く確認した。 

 

＜成果３＞ 

（内容）酸化ルテニウム粉末粒子の微細化やカーボン粒子等の他の電極構成材料との均一

分散化、添加する樹脂の適正化による、活物質粉末粒子や導電助剤として添加されるカー

ボン粉末粒子の相互の結着性の改善や、電解液分解にともなう不動態皮膜形成の抑制、さ

らには長尺柔軟３層 CNT 添加は、長距離電子導電経路確立と活物質粉末粒子の脱落防止

により充放電サイクル特性を大きく向上させ、サイクル特性改善にむけた明確な方向性を

提示した。これらの総合的施策により、10 サイクルでの容量維持率 60%を実現し、22 年

度目標をクリアしたが、23 年度最終目標である 100 サイクルでの維持率 50%の確認には

至らなかった。  

（達成度）△ 

（成果の意義）他のコンバージョン反応系のサイクル特性向上に有効な手法が、必ずしも有効

ではないこと、すなわち材料系に特有の問題に対処していく必要性を提示した。 
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（課題と取り組み）体積膨張収縮緩和、副反応抑制、ナノクラスタの凝集防止、の３つの観点

から、種々のカーボンとの複合化、種々のバインダの適用、種々の添加剤の適用検討を行った。

特に有効であったのが長尺３層ナノチューブとの柔軟な複合化自立厚膜であるが、この３層ナ

ノチューブは、工業展開を意識して、流動層を用いた大量合成が可能なプロセスで作製された

ものである。 

 

＜成果４＞ 

（内容）酸化ルテニウムと酸化モリブデンとの複合酸化物の作製方法を検討・確立し、Mo を

半分程度置換しても 800mAh/g以上の高容量コンバージョン反応正極特性が得られることを確

認した。これは最終目標値 Mo/Ru 比１以上という合成面での最終目標を達成すると同時に、

可逆容量の最終目標値 600mAh/g を大幅に上回る値である。さらに、高電圧化が可能な、Mn

や V との同様な複合化手法も確立した。 

（達成度）◎ 

（成果の意義）通常の固相法では得られない固溶体が、溶液沈殿法により得られることを見い

だした。通常コンバージョン電極活性を示さない遷移金属であっても、このような複合化によ

り活性を急激に出現する場合があることが解り、材料設計の幅が大幅に広がることになる。 

（課題と取り組み）可能な限り安価で豊富な遷移金属でかつ高電位発生が熱力学的に予測され

た Mn や V を RuO2 に複合化するための水溶液中での酸化還元反応を利用した合成プロセスを

独自に開発し、固溶体が形成していることを確認した。 

 

 

（７）知的財産権等 

 本プロジェクトの知的財産権等の件数を表Ⅲ.2.4.23 -3 に示す。 

 

表Ⅲ.2.4.23 -3 知的財産権等 件数 

知的財産権 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 計 

特許出願  N.A N.A 0 0 0 0 

  うち、外国出願  N.A N.A 0 0 0 0 

  国内登録  N.A N.A 0 0 0 0 

  海外登録  N.A N.A 0 0 0 0 

論文  N.A N.A 0 0 0 0 

  うち、査読付き論文  N.A N.A 0 0 0 0 

研究発表・講演  N.A N.A 0 1 4 5 

受賞実績  N.A N.A 0 0 0 0 

新聞・雑誌等への掲載  N.A N.A 0 0 0 0 

展示会への出展  N.A N.A 0 0 0 0 

合計   0 1 4 5 
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（８）今後の課題と課題解決の見通し 

初期充放電過程においてはコンバージョン理論容量の 1.5 倍にも達する 1200mAh/g の大容

量が得られており、これを利用できれば高容量電極設計の新たな方向性が見いだせる可能性が

ある。この過剰可逆容量発現の機構の理解と、これを利用するための施策の検討が必要である。 

充放電時の電位ヒステリシスによるエネルギー効率低下の抑制、高電位領域での可逆容量の

増大が、今後の大きな課題であり、これはコンバージョン反応を利用する電極材料に共通する

問題である。充電時と放電時で、速度論的に反応経路が異なってしまうことが原因であると考

えられ、制御されたナノ構造体の積極利用が解決の糸口になり得る。高電位コンバージョン反

応については、初期価数の高い遷移金属化合物が材料探索の対象となり得る。 

十分なサイクル特性が確保できなかったのは、RuO2 の触媒活性による副反応の進行が原因

の一つと考えている。今後、副反応抑制とコンバージョン電極活性向上の両立に向けた検討が

必要と考える。具体的には、より表面被覆効率が高く、安定な被膜を形成するためのバインダ

ーや電解液添加剤に関する、スクリーニング検討が必要と考える。 

本研究では、技術の可能性を示す意味で、あえて貴金属である Ru を基本元素に据えた材料

設計を行った。今後、より安価で豊富な遷移金属で高電位コンバージョン反応を起こすための

中心元素の選択と材料設計が必要である。 

 

 

（９）成果の実用化／活用 

 これまで専ら高容量負極材料において対象となってきたコンバージョン反応であるが、

1000mAh/g にせまる高容量正極材料における反応としても利用可能な可能性が提示された。 

正極にリチウムを含有しないため、実用化に当たってはプレドープされた高容量負極（Si 等）

を適用することが、高エネルギー密度を実現するためには必要となる。これはリチウムイオン

キャパシタ等で既に一部実用化されている技術であり、この点の障壁は大きな問題とはならな

いと考える。リチウムを初期に含有した状況で正極を大幅に高容量化することは、原理的に極

めて困難であり、どのような高容量正極に対しても共通して重要となる高容量負極へのプレド

ープ技術は合わせて検討していくべき技術である。 

 コンバージョン反応におけるサイクル特性の問題は、本研究では十分に解決できなかったも

のの、他の材料系では数百サイクルを確保している場合もある。むしろ、実用化に向けた最大

の課題は 1V 以上にも達する充放電ヒステリシスであり、この点を解決しない限り、エネルギ

ー効率の点で実用化は不可能である。今後、ブレークスルーが必須な課題である。 
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２．４．２４ 含フッ素溶媒による高電圧駆動電解液の研究開発 
       （関西大学、ダイキン工業） 
 

（１）事業目的 

本研究開発事業は、次世代自動車用高性能蓄電システム技術開発／次世代技術開発／含フッ

素溶媒による高電圧駆動電解液の研究開発に基づいて、プラグインハイブリッド車、電気自動

車等の早期実用化へ貢献するために高エネルギー密度のリチウムイオン二次電池の開発を目的

とする。この目的を達成するために高電圧駆動を可能にする含フッ素溶媒を主体とする新規電

解液溶媒材料の開発とリチウムイオン二次電池への適用における研究開発を推進する。同材料

を適用することで従来のリチウム電池と比較して正極利用率の飛躍的な向上、それに伴う容量/
エネルギー密度の増大を目的とした研究開発を実施する。 

 

（２）事業概要 

 本委託研究ではこれまでの研究成果を更に拡張し、①各種正極材料に対しての組成の適正化、

②高電圧駆動用電解液組成の最適設計などの課題を解決することにより、500Wh/kgを実現させ

る電解液組成の提案を行う。 
 そのためには、①適切なフッ素溶媒の設計、②当該溶媒を用いた適切な組成設計、③適切な

正極との組み合わせ、④高電圧動作に適した電解液組成の最適設計を段階的に行う必要があり、

各フェーズに応じて各々の課題をダイキン/関西大学で分担して解決していく。 

 

 

（３）研究開発の実施スケジュールと予算 

 

表Ⅲ.2.4.21-１ 主な実施項目と開発費用     （単位 万円） 

主な実施項目 19年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度  

フッ素化合物の合成       

電解液調整       

電解液基礎評価       

ハーフセル評価       

電池挙動解析       

正極材料検討       

正極電極作成       

フルセル評価       

電解液組成検討       

電極スケールアップ       

ラミネートセル評価       

開発費用（百万円） 19年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 総額 

ダイキン工業（株） 0.0 0.0 1019 1019 1099 3139 

（学校法人）関西大学 0.0 0.0 819 819 900 2539 
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（４）研究開発の実施体制 

 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ.2.4.24-1 研究開発の実施体制 

 

（５）研究開発目標と根拠 
 H21 年度は候補となるフッ素化合物の合成とその基本特性評価から高電圧動作可能性のある

電解液系を見出す。 
 H21年度に見出した高電圧動作可能な基本フッ素電解液を特定の正極（Li金属以外の負極材料

で500Wh/kgを達成する可能性がある正極材料）に適用して、高電圧駆動可能で良好な電池特性

を発現する電解液組成を見出すことを目標とする。 
 H22年度に選択した正極材料を用い、その容量利用率90%で安定動作が可能であり、かつ良好

な電池特性が得られることのハーフセルおよびフルセルでの確認を目標とした。 
 各年度の具体的目標および想定根拠、条件を下記に記載する。 
 
①中間目標 
 中間目標は下記項目に設定した。 

(a)下記特性をもつ電解液組成を見出し、高電圧駆動電解液としての原理的可能性確認を行う。 
LSV（Li参照極、Pt作用極）を用いた耐電圧測定で6V以上の耐電圧（反応電流0.5mA/cm2

以下）（設定理由：既存電解液系では耐電圧が5.6V程度であるため、既存電解液より+0.4V
の高電圧＝4.5V以上での駆動が原理的に可能となる。） 
イオン伝導度 25℃で1mS/cm以上（設定理由：mS/cmオーダーのイオン伝導度が高出力に

必要。一般的有機電解液系同等のイオン伝導度を維持する。） 
(b)上記(a)で見出した電解液の高電圧駆動電池への原理的可能性確認を行う。 

既存正極を用いたハーフセルにて充電終止電圧4.5V以上の充放電で50サイクル後の容量保

持率が5サイクル後の容量に比べ90%以上であること。 
（設定理由：電池として動作するかの確認を初期特性にて行う。） 

 中間目標での目標は原理的に高電圧動作可能な電解液を創成することであった。高電圧動作

可能な電解液として成立するには、1）で設定した、まず基礎評価レベルで耐電圧が十分にあ

るかどうか、とイオン電導度が十分あるかどうか、であった。1）の条件を満たせば原理的に

は可能性がでてくる。これを２）のハーフセルレベルで実際に電池を組んで他要因で電解液

として成立しないことがあるかどうか、の検証をおこなった。 
 
②最終目標 

最終目標は下記のとおりに設定した。 
(a)特定の正極材料を用いた70mAh～100mAhの容量をもつセルで内部抵抗が実用レベルとし

て十分な30mΩ以下。 
(b)Li金属以外の負極材料で500Wh/kgを達成する可能性がある正極材料を用いたハーフセル

にて充電終止電圧4.5V以上、容量利用率90%以上、充放電100サイクル後の容量保持率が5

ＮＥＤＯ技術開発機構

ダイキン工業株式会社 
化学研究開発センター（大阪） 
分担：フッ素化合物合成、 

電解液作製 
電極の作成 
フルセル評価 
ラミネートセル評価 

委託

関西大学 
化学生命工学部（大阪） 
分担：電解液基礎評価 
   ハーフセル評価 
   フルセル評価 
   電気化学的挙動解析 
   メカニズム検討 

連携 
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サイクル後の容量に比べ90%以上であること。 
(c)Li 金属以外の負極材料で 500Wh/kg を達成する可能性がある正極材料を用い、Li 金属以外

の負極材料を用いて充電終止電圧 4.5V 以上、容量利用率 90%以上、充放電 100 サイクル

後の容量保持率が 5 サイクル後の容量に比べ 90%以上であること。 
上記 1）～3）に設定した根拠は、電池として成立するかどうかの原理的な検証としてはサ

イクル特性および内部抵抗値が重要であるためである。内部抵抗、サイクルの目標値は既

存の標準系（4.2V NMC/グラファイト系、1M LiPF6 EC/EMC(3/7)）使用時においての内

部抵抗、ハーフセル、フルセルでの実績値と同等レベルである数値に設定した。 
 

（６）研究開発成果 

 

表Ⅲ.2.4.24-2 研究成果（一覧） 

項目 目標値（最終） 達成値 達成度 備考 

電解液の耐電圧 ６V以上  6.6Vを達成 ○110％  

イオン電導度 １ｍS/cm以上 9ｍS/cmを達成 ◎200％  

フルセルでの内部

抵抗 

30mΩ以下  16mΩ ◎200％  

ハーフセルでの容

量維持率 

 90％以上（100サ

イクル目） 

 99％を達成 ○110％  

フルセルでの容量

維持率 

 90％以上（100サ

イクル目） 

 94％を達成 ○104％  

高電圧動作のメカ

ニズム解析 

   － 

（当初目標になし） 

正極界面の抵抗上昇を

防ぐことがわかった。 

◎  

フッ素系電解液で

の発熱量低減 

   － 

（当初目標になし） 

フッ素系電解液では発

熱低減ができることが

わかった。 

◎  

 

＜成果１＞ 

（内容）「耐電圧が高くかつイオン電導度の高い電解液の創成」 

既存電解液はイオンを乖離させる高誘電溶媒、粘度を低減する低誘電溶媒の組み合わせか

らなる。よって、我々もこの２種の溶媒について各種候補化合物の分子軌道計算による絞り

込み、実際の合成を行い、その LSV を確認した。 

以上の検討をもとに、創製したフッ素化合物を含む電解液について、LSV 測定を行った結

果である。いずれの含フッ素溶媒を適用した場合、6.5 V vs. Li/Li+から分解に伴う酸化電流が

観測され、これは一般的な有機溶媒系電解液よりも 1 V ほど高い。つまり含フッ素溶媒を用

い得ることで、電解液の耐電圧が高くなったといえる。さらに実用電池を想定し、NMC 正極

上での耐電圧特性を、4.6 V vs. Li/Li+でのフロートテストにより評価を行ったところ、酸化分

解に起因するリーク電流が非常に小さく、非常に安定であることも確認できた。一方で、1 

mS/cm 以上の目標に対し、フッ素化合物 D2 を含む電解液で、そのイオン伝導度が 9 mS/cm

を達成し、既存の電解液と遜色ない高い性能を示すことを見いだした。 
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図Ⅲ.2.4.24-１ リチウム塩を含む創製した電解液についての LSV測定結果 

 

（達成度）◎ 

（成果の意義）耐電圧が高くかつイオン電導度が高い電解液組成はこれまでない。それを創成

できた。 

（課題と取り組み）分子計算から適切と思われるフッ素化合物を設計しそれを合成した。その

基礎特性を調べさらには電解液にあうよう混合することにより上記目標値を達成できる電解液

の創成に成功した。 

 

＜成果２＞ 

（内容）「高電圧動作下のサイクルで 90％以上の容量維持率の発現」 

実電池を想定し、種々の正極材料に対し、含フッ素溶媒を適用した際のサイクル安定性の評

価を行った。充放電試験の結果より、一般的な有機電解液の場合では、電解液の分解やガス、

分解生成物の影響により、サイクルに対して容量が減少するが、一方で含フッ素溶媒系では内

部抵抗はほとんど増加していなかった。これは＜成果 1＞の耐酸化性の向上に因るところが大

きいと言える。図 2 は代表的な層状 3 元系正極 Li(NiCoAl)1/3O2 (NCA)上での充放電サイクル中

における容量の推移を示したものである。含フッ素溶媒系では、100サイクルでの容量保持率(初

回サイクルを基準)はおよそ 92%であり、従来の電解液系に比べて、安定な充放電作動が実現で

きると言える。 

NCA と同様に、さらに高電圧作動を目指し、LiMn1.5Ni10.5O4 (LMNO)正極について、含フッ

素溶媒系電解液適用の効果を確かめた。LMNO を用いた５V でのハーフセルサイクルでは高い

電圧下にも関わらず、標準電解液、フッ素系電解液ともに充電時の内部抵抗上昇はみられず、

100 サイクルでも容量を維持していることがわかった。フッ素系電解液を用いた場合の 100 サ

LSV mesurement (WE: Pt, CE&RE: Limetal)
Voltage range: OCV-(OCV+5V)

Scan rate: 5mV/sec
電解質濃度：1.0M　LiPF6
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イクル後の容量維持率は 99％と極めて優れた容量維持率を示した。 

以上のとおり、含フッ素溶媒系の優れたサイクル安定性について、交流インピーダンス試験

により、正極表面での低い界面抵抗であることが特徴であった。 

含フッ素溶媒系電解液の高耐電圧特性について、そのメカニズムの検証も行い、特に交流イ

ンピーダンス法などから、正極での界面抵抗上昇が高電圧動作時におこることによりリチウ

ムの挿入／脱離が阻害されていることが分かった。一方、フッ素系電解液では正極／電解液

の界面抵抗の上昇がみられないためリチウムの挿入／脱離反応を維持できることが明らかと

なった。つまり、フッ素系電解液では正極の界面抵抗の上昇を防ぐ働きをもつ、つまりは正

極表面に保護膜ないしはそれに似た作用をもつものを形成するため高電圧動作でも安定な動

作ができることがわかった。 

 

 
図Ⅲ.2.4.25-2 NCAを用いた 4.5V-3.0Vハーフセルサイクルの容量維持率 

(赤丸：フッ素系電解液、黒丸：標準電解液) 

 

（達成度）○ 

（成果の意義）これまで 4.5V以上の高電圧サイクルでは電解液の分解により既存電圧系（4.2V）

同等のサイクル特性を得ることができなかった。電解液の耐電圧をあげ高電圧下での分解を抑

制することにより、4.5V以上の動作でも既存系同等のサイクル特性を得ることができた。 

（課題と取り組み）成果１で創成した電解液を各種の正極に適用しその特性をみた。ハーフセ

ルでは耐電圧が高くイオン電導度が高ければ十分な容量維持率を示した。フルセルでは正極の

種類によって挙動が異なる。ハーフセル同様に耐電圧が高くイオン電導度が高ければ十分な容

量維持率を示すものもあれば、まったくハーフセルと異なる挙動を示す系もあった。その場合

は成果１で開発した化合物を用いその組成比を諸種変更することでフルセルでも十分な容量維

持率を得られるように改良することができた。 
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＜成果３＞「フルセルでのサイクルで 90％以上の容量維持率の発現」 

次にハーフセルテストのデータを反映し、層状 NCA、NMC(Li(NiMnCo)1/3O2)あるいは LMNO

を正極に、人造黒鉛を負極に用い、フッ素系電解液を適用したモデルセルを構築し、4.5 V ある

いは 5 V での充放電試験を行った。 

NCA 正極 100 サイクルでの容量維持率は 58％であった。一方、フッ素系電解液の場合、充

電時の内部抵抗は変わっていないが特に初期に容量の低下がみられ、かつ 100 サイクルでの容

量維持率は 90％であった。室温だけではなく、60 度環境下においても含フッ素溶媒系は高いサ

イクル安定性を示した。(図 3) NMC 正極においても同様の効果が見られ、含フッ素溶媒系電解

液の有効性が確認できた。 

 

 

 

図Ⅲ.2.4.24-3 NCA、NCMを正極に用い人造黒鉛を負極に用いての 4.5Vフルセルサイクル 

①～④はフッ素系電解液、⑤は標準電解液 

 

NCA および NMC 正極に加えて、LMNO 正極に対しても同様の評価を行ったところ、負極

側での劣化を抑制する添加剤の工夫により 100 サイクルで 94％の容量保持率を達成し、含フッ

素溶媒系電解液利用による 5V 級リチウムイオン電池への可能性が大いに見いだすことが出来

た。 
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（７）知的財産権等 

 本プロジェクトの知的財産権等の件数を表Ⅲ.2.4.24-3 に示す。 

 

表Ⅲ.2.4.24-3 知的財産権等 件数 

知的財産権 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 計 

特許出願        

  うち、外国出願        

  国内登録        

  海外登録        

論文     １ １ ２ 

  うち、査読付き論文     １ １ ２ 

研究発表・講演    ４ ５ ６ １５ 

受賞実績       

新聞・雑誌等への掲載     ２  ２ 

展示会への出展     １ １ ２ 

合計   ４ １０ ９ ２３ 

 

（８）今後の課題と課題解決の見通し 

 今後の課題であるが、本委託研究で設定した目標値はすべてクリアーできたため本委託研究

で設定した範囲内での残課題はない。 

 成果の実用化に向けては大きく２つの点が重要となると考える。 

① 電池評価の深化による実用上重要な他項目での課題だし 

  実用化のためには本 PJ で設定した目標であるサイクルのみならず、高温保存、ガス、低温

特性、レート特性、安全性試験といった様々な項目について評価し課題があるのであれば

解決していく必要がある。これらの課題の洗い出しのためにはまずラミネートセルレベル

の評価でさまざまな項目/条件での試験を行い、既存系に比べての課題を明確にしていく。 

② 高電圧動作のメカニズム解析の深化 

  高電圧動作の場合正極界面での正極と電解液の反応をいかに抑制することができるか、が

ポイントとなると考えられる。ただ、負極界面での電解液/負極の作用メカニズムはこれま

で京都大学など様々な研究機関で検討され論文/発表など研究蓄積が多い。一方正極界面、

特に高電圧での正極界面での電解液/正極の作用メカニズムはまだ明確ではない。本 PJ で

はその一部を明らかにしたが、今後さらに深化させることにより不具合が出た場合の改良、

より優れた高電圧系電解液の創成につなげることができる。 

 

（９）成果の実用化／活用 

 本研究の成果を高電圧系電解液の販売につなげていきたい。具体的には小型化要求が高い大

型電池への適用を目指す。高電圧正極はさまざまに開発されているが、それに見合う高電圧電

解液の開発は遅れている。本委託研究で示したとおり、高電圧電解液としてはフッ素系電解液

が現時点では最も可能性があると思われる。一方、上記課題に記したように高電圧電池自身に

はまだまだ不明点、課題も多いと思われる。その課題の洗い出しをまず行い、メカニズム解析
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と合わせ改良していくことが必要となると思われる。本委託研究では電解液のみからのアプロ

ーチとなったが、メカニズム解析を進めていけば正極の改良ポイント、セパレータの改良ポイ

ントなども明確になっていき、高電圧電池の実現を早めることができると考える。高電圧電池

は正極の利用率を向上させるためコストダウンメリットも大きく競争力のある電池系となる。

今後さらに技術を深化させることで高電圧電池の早期の実現に寄与したい。 

 

（１０）その他 

 リチウムイオン電池の課題は大きく、エネルギー密度向上/コストダウンであるが、高電圧動

作はその２つを解決できる技術である。上記課題に対しては正極の開発、高容量負極の開発が

広く行われているが高電圧に必要な電解液の開発はあまりなされていない。今後高電圧電池の

実現にむけては高電圧電解液の開発がキーとなると考える。 
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２．５ 基盤技術開発 
２．５．１ 次世代自動車用高性能蓄電池基盤技術の研究開発 

（電力中央研究所、産業技術総合研究所、日本自動車研究所、東北大学） 
 

（１）事業目的 

「次世代自動車」の普及促進においては、蓄電池の高性能化が不可欠である。特に、出力性

能・エネルギー密度・耐久性など格段の向上が求められる。また、自動車分野などでの高性能

蓄電池の実用化・普及促進にあたっては、走行時ならびに長期保管時の安全性を確保するとと

もに研究開発の効率化を図りながら、標準化・規格化を進めて、市場を形成することが重要で

ある。そこで、基盤技術開発では、蓄電池における寿命予測、耐久性、安全性試験方法の確立

や標準化、技術開発の効率化につながる電池性能を向上させる因子の解明や反応メカニズムの

解析手法の確立等、基盤的な技術開発を行う。さらに、それらの標準化・規格化に資すること

を目的とする。 

（２）事業概要 

 NEDOプロジェクト「燃料電池自動車等用リチウム電池技術開発（H14-H18年度）」におい

て、ハイブリッド自動車用リチウムイオン二次電池に関する基盤技術開発に経験のある電力中

央研究所（電中研）、産業技術総合研究所（産総研 or，AIST）が参画した。すなわち、蓄電

池における寿命予測、耐久性や技術開発の効率化につながる電池性能を向上させる因子の解明

や反応メカニズムの解析手法の確立等についての必要な一定の技術を有している。加えて、自

動車についての安全性試験や標準化・規格化についての必要な一定の技術を有する日本自動車

研究所（JARI）が参画した。さらに電池材料に対して高度な解析技術を有する東北大学が参画

した。また、東北大学の再委託先として北海道大学が、日本自動車研究所の再委託先として早

稲田大学が参画した。 

研究テーマとしては、電中研は「次世代自動車用高性能蓄電池基盤技術の研究開発（電池性

能評価手法の開発）」、産総研は「次世代自動車用高性能蓄電池基盤技術の研究開発（劣化解

析・抑制手法の開発）」、JARIは「次世代自動車用高性能蓄電池基盤技術の研究開発（試験方

法の標準化・規格化の検討）」、東北大学は「次世代自動車用高性能蓄電池基盤技術の研究開

発（リチウム電池劣化機構解明のためのin situ 分光法の開発）」のテーマで研究開発を実施し

た。基盤技術開発における研究開発項目と四法人の分担を図Ⅲ.2.5.1-0に示す。 

平成21 年度（中間評価時点）までには、リチウムイオン電池の加速寿命試験方法に資する

運転パターンの検討、電池モジュール開発を担当している要素技術開発の3グループ（「要素

技術開発（電池開発）」）から提供を受けた試作電池の劣化要因の解明と抑制方法の検討、電

池評価試験方法、電池安全性試験方法の開発、車載用リチウムイオン電池の国際標準化のため

のIEC（国際標準電気会議）・ISO（国際標準化機構）等への提案、リチウムイオン電池の輸

送に関する国際規制の緩和、電池充電標準化に関する検討を実施した。平成23 年度（最終目

標）までには、リチウムイオン電池の加速寿命試験方法に資する運転パターンの策定、要素技

術開発（電池開発）から提供された試作電池の劣化機構の解明と抑制方法の提案、電池評価試

験方法、電池安全性試験方法の策定、車載用リチウムイオン電池の国際標準化のためのIEC等

への提案反映、リチウムイオン電池の輸送に関する国際規制の緩和の実現、電池充電標準化に

関するIEC等への提案を実施することで、開発目標（最終目標）を達成する。 
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加速劣化試験方法の提案、加速劣化因子の選定、試験条件の設定など

走行パターンの調査・検討・選定、容量・出力試験、温度特性、
走行模擬充放電パターン、など

安全性評価項目の抽出、過充放電、内外部短絡など試験法の検討、温度など試験環境条件の設定、
材料レベルからみた安全性要因の解析など

（電中研/産総研）

（JARI）

（電中研/JARI/産総研）

（JARI/産総研/電中研）

（電中研/JARI/産総研）

劣化メカニズムの解明、劣化要因解析手法の開発、劣化抑制手法の
開発など

（産総研/電中研）

次世代自動車用高性能蓄電池基盤技術の研究開発

性能評価試験方法

④安全性評価試験方法

②加速劣化試験による寿命評価手法の開発

①基本性能評価試験方法の選定

③劣化要因の解明とその抑制手法の開発

（電中研/JARI/産総研）

（東北大）

⑤次世代自動車用蓄電池評価試験方法の標準化・規格化

加速劣化試験方法の提案、加速劣化因子の選定、試験条件の設定など

走行パターンの調査・検討・選定、容量・出力試験、温度特性、
走行模擬充放電パターン、など

安全性評価項目の抽出、過充放電、内外部短絡など試験法の検討、温度など試験環境条件の設定、
材料レベルからみた安全性要因の解析など

（電中研/産総研）

（JARI）

（電中研/JARI/産総研）

（JARI/産総研/電中研）

（電中研/JARI/産総研）

劣化メカニズムの解明、劣化要因解析手法の開発、劣化抑制手法の
開発など

（産総研/電中研）

次世代自動車用高性能蓄電池基盤技術の研究開発

性能評価試験方法

④安全性評価試験方法

②加速劣化試験による寿命評価手法の開発

①基本性能評価試験方法の選定

③劣化要因の解明とその抑制手法の開発

（電中研/JARI/産総研）

（東北大）

⑤次世代自動車用蓄電池評価試験方法の標準化・規格化  

図Ⅲ.2.5.1-0 研究開発テーマと実施概要 

 

（３）研究開発の実施スケジュールと予算 

 

表Ⅲ.2.5.1-１ 主な実施項目と開発費用 

主な実施項目 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度  

性能評価試験方法       

寿命評価手法       

劣化要因解明・抑制       

安全性評価試験方法       

標準化・規格化       

       

開発費用（百万円） 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 総額 

電力中央研究所 175.2 205.4 147.4 174.0 65.0 767.0 

産業技術総合研究所 98.2 237.6 149.7 147.0 94.5 726.9 

日本自動車研究所 92.2 206.9 214.1 175.5 178.5 867.1 

東北大学 21.0 44.1 26.7 25.0 25.0 141.8 
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（４）研究開発の実施体制 

 

 

図Ⅲ.2.5.1-1 研究開発の実施体制 

 

（５）研究開発目標と根拠 

（５．１） 電池性能評価手法の開発（電力中央研究所） 

（ａ）中間目標 

・「要素技術開発」電池開発目標の評価項目・試験条件の選定と検証。試作実規模セルデータの

収集・提示する。  

・試験期間（2 倍以上）短縮で寿命予測する加速劣化試験条件の選定・試験  

・産総研の小容量セル劣化解析に基づく加速試験条件の見直し  

・実規模セルを想定した単電池の安全性評価試験法の作成 

（想定根拠・条件） 

・基本計画に定められた開発目標の測定条件を提示することで、本事業の円滑な要素技術開

発（電池）の推進が図られる。さらに、開発途上の試作実規模セルの社外データを提供する

ことによりの開発・改良指針の蓄積が図られる。また、適正な温度範囲の常温（25℃）に対

する加速劣化の温度効果と保存時の充電状態（SOC）の条件を把握し、さらなる加速条件検

討の基礎データとする。民生用小型電池に比べて、保有エネルギー量の大きい実規模セルに

適した試験項目・条件を提案し、電池安全対策の一助とする。 

 

（ｂ）最終目標 

・基本性能評価試験方法の提案 

・5 倍以上の期間短縮で寿命予測が可能な加速劣化試験方法の提案  

・「劣化要因の解明」成果の寿命評価手法への反映  

 正極粒子表面での Li 欠乏層形成が要因ならば、劣化曲線はルート則近似が可能 
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・実規模セル（劣化）の安全性確認方法の作成  

（想定根拠・条件） 

・基本性能評価試験方法を明示することにより、公正な開発電池の尺度設定が可能となり、

電池開発等の開発目標達成度を明確にできる。10 年寿命の試作電池を 2 カ年間の試験期間

で、寿命見極めが早期に可能となり、円滑な電池開発の指針となる。電池劣化要因の解明

により、電池劣化モデルの作成・性能劣化推定の仮説から客観的なデータ解析が導出可能

になる。また、定量的な判断の難しい電池熱暴走を劣化電池と新品と比較することにより、

使用期間における電池システム安全対策の精度が高められる。 

 

（５．２） 劣化解析・抑制手法の開発（産業技術総合研究所） 

（ａ）中間目標 

・小容量セルを用いた加速劣化試験のサイクルパターンを作成する。 

・小容量セルでの各試験条件での各電池構成材料の電池劣化に関わる因子の中から、プラグイ

ンハイブリッド自動車（PHEV）を模擬した試験条件下で電池劣化の主要過程を引き起こす

劣化因子（劣化要因）を選定する。また、保存時の劣化反応の反応速度式を求める。  

・3 種類程度の電池系について電池構成材料の濫用時における安全性を評価するとともに、電

池レベルで実施すべき安全性試験項目の試験を 3種類程度の電池系の小容量セルにて実施し、

JARI、電中研と共同で電池レベルおよびモジュールレベルでの次世代自動車用蓄電池安全性

評価試験方法を提案する。  

（想定根拠・条件） 

・先行的に小容量セルでの加速劣化試験を行うことで実規模セル試験に資する。また、小容量

セルにて加速パターンを作成できれば、実規模セルに適用可能な加速条件を見出すことが期

待できる 

・保存時の劣化反応の反応速度式のような定量的知見や小容量セルと実規模セルとの相関が、

劣化機構に見いだせれば試験業務の徹底的な省力化・低コスト化が可能となり、本事業推進

にも貢献できる。  

・電池材料レベルでの安全面での知見は部材メーカ・電池メーカ以外には乏しく、電池使用者

の立場からも重要な情報であり、また、その入手には手間・実験など際限なく費用や時間を

要することがありうる情報である。本事業で最低限として実施すべき安全性試験項目の選定

に寄与できる。 

 

（ｂ）最終目標 

・電極材料の表面修飾等によりプラグインハイブリッド自動車を模擬した試験条件下での 10

年の寿命を見通せる電池特性の劣化を抑制する手法を開発する。また、その効果を劣化要因

の視点から定量的なモデルで示す。 

・次世代自動車用蓄電池として想定される 5 種類以上の電池系について材料レベルから濫用時

の安全性を評価するとともに、代表的な電池系における安全性要因を解明する。また、JARI,

電中研と共同で次世代自動車用蓄電池安全性評価試験方法を検証する。  

（想定根拠・条件） 

・プラグインハイブリッド自動車用電池の劣化メカニズムを材料の観点から示し、新規な用
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途の材料について生じる劣化のモデルを提供する。これにより、電池特性の劣化を抑制する

手法についての知見を提供し電池事業における材料開発を促進する 

・電池材料レベルでの安全面での知見は部材メーカ・電池メーカ以外には乏しく、電池使用

者の立場からの MSDS（物質安全データシート）等の情報充実に繋がりうる。 

 

（５．３） 試験方法の標準化・規格化の検討（日本自動研究所） 

（ａ）中間目標 

・電池の基本性能評価に必要な用語を定義する。 

・PHEV、ハイブリッド自動車（HEV）および電気自動車（BEV）（以下、各電動車両）につ

いて、種々の走行条件における蓄電池運用条件を調査する。 

・各電動車両について、蓄電池試験条件二次案を作成する  

・蓄電池および蓄電池の車両搭載時の安全性評価試験内容を整理する  

・過充電、過放電、外部短絡、貫通、圧壊、振動、類焼、熱衝撃、衝撃試験等の検証を行う  

・過充電、過放電、貫通、圧壊、熱衝撃、衝撃試験等の試験方法の作成  

・「ISO12405-1 DIS 」等の IS 成立 

 

（想定根拠・条件） 

 電池用語の統一を図り円滑な試験実施に資する。車両搭載するための電池運用条件は性能把

握に必須の調査項目となり、簡易な充放電プロファイルを作成することは電池試験設備や試験

経費節約にも肝要である。安全性評価は多角的な検討と条件の具体化が必要である。 

 

（ｂ）最終目標 

・各電動車両について、車両走行時の代表的な蓄電池運用条件を抽出する  

・定義した用語と、作成した蓄電池試験条件を IEC/ISO へ反映させる  

・作成した安全性評価試験方法を IEC/ISO へ反映させる 

・「ISO12405-1 DIS ，IEC61982-4,-5 CDV 」等の IS 成立 

・国連輸送規程の適正化 

（想定根拠・条件） 

代表的な国際標準・規格である IEC（国際電気会議）ISO（国際標準機構）に反映は、世界

市場の形成・進出を目指すためには、必須の条件である。国連危険物輸送小委員会では規程の

２年ごとの見直しがあるため、2008 年勧告にて適正化を進めた。 

 

（５．４） リチウム電池劣化機構解析のための in situ分光法の開発（東北大学） 

（ａ）中間目標 

・顕微分光法と NMR による電極・電解質および界面の劣化挙動解明 ：実電池材料を対象に、

充放電による劣化過程での活物質、電解液、界面でのミクロ構造変化を検出し、劣化機構解

明と劣化検出技術を確立する。  

・アコースティックエミッション（AE）法による電極破壊機構の解明：AE ライブラリの完成

とそれを用いた劣化予測手法の提案。 

・和周波（SFG）分光法による電極・電解質界面の構造変化測定）：実電池系に近い材料につ
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いて表面構造変化と劣化挙動との相関を明らかにする。 

（想定根拠・条件） 

 本事業開始時点では、「in situ 分光法の開発」における手法のほとんどが電池材料に適用す

ることが困難、あるいは全く前例がないレベルからの新規分光法（機器分析）による挑戦であ

り、ユニークな情報を取り出せる可能性が高いと期待できる。 

 

（ｂ）最終目標 

・複数の in situ 顕微分光手法による実電池材料における劣化挙動を検出する新しい計測技術

確立 

・AE 信号を用いた劣化予測手法を実際の自動車用ハイパワー電池へ適用  

・In situ SFG 測定システムの顕微化を進め、1 μm 程度の空間分解能を持って活物質・電解

液界面での生成物や構造変化を検出し、劣化挙動との関係をよりミクロに解明  

（想定根拠・条件） 

・電池構成材料・電池に対する分析ツールとして多様性を増すことにより、ユニークな情報

を取り出せる可能性が高いと期待できる 

 

 

（６）研究開発成果 

表Ⅲ.2.5.1-2 基盤技術開発 研究成果（一覧） 

項目 目標値（最終） 達成値 達成度 備考 

①基本性能試験

法の選定 

開発電池（要素

技術開発）目標

達成度の把握 

３種類の 2011 年度供試セ

ル・モジュールのエネルギ

ー密度・出力密度等の中立

的把握 

◎ 参考試験項目を提

案・測定 

②加速劣化試験

による寿命評価手

法  

加速寿命診断法

の確立 (５倍加

速) 

充放電プロファイル提案

とサイクル・保存試験から

の外挿法寿命推定 

○ 2009年供試セル寿

命判定 

③劣化要因の解

明とその抑制手

法  

劣化要因の解明

とその抑制手法

の提案 

高 SOC 保存時、高温保存

時、高出力時、長期サイク

ル時等の各種劣化要因推

定(劣化モデル提案)と新

奇 in situ 分光法の進展

と、電池性能を向上させる

一因子（粒子表面修飾）の

解明 

○ 電池系の劣化を解

析する新奇ツール

として、放射光施

設を用いた分光法

や in situ の分析

手法を確立した。

多様な分析手法は

電池の劣化解析技

術の発展寄与 

④安全性評価試

験方法 

車載用電池安全

性試験法の策定 

開発電池（要素技術開発）

の試験条件を統一化。試験

条件を詳細に比較検討し

データ蓄積 

○ 未制定の試験項

目・条件を詳細に

検討し知見蓄積 
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⑤次世代自動車用

蓄電池評価試験方

法の標準化・規格

化 

IEC/ISO 制定、国

連輸送規程の適

正化 

IEC62660-1,2 など日本新

規提案で制定。その他 IEC

や ISO 制定の国際活動に

対応。日本の知見を国連各

国 2008年適正化に反映。 

◎ 本事業期間に、数

多くの試験方法・

製品規格等に適切

に対応。今後も実

用化進展に伴う本

活動の強化必須 

 

 

＜成果１＞基本性能評価試験方法の選定 

（内容）プラグインハイブリッド自動車に搭載するリチウムイオン電池を想定した電池要求性

能から、「次世代自動車用高性能蓄電システム技術開発／要素技術開発（電池）」の開発

目標項目に対応する試験項目・条件・手順を定め、試験方法の選定提案を行った。特に、

自動車走行パターン（JC08 など）の解析に基づき、一日の車両行程を反映した充放電

プロファイル（P-CLT）を用いた耐久性（寿命）評価方法を提案した。 

 

（達成度）◎ 

（成果の意義） 

IEC62660-1「Secondary lithium-ion cells for the propulsion of electric road vehicles –Part 

1: Performance testing」に準じた試験項目と条件となった。用語(案)も和文/英文を含めて提案

できた。これにより、Li-EAD プロジェクトにおける要素技術開発（電池開発）で試作された

開発電池・モジュールを、社内試験データとしてあるいは基盤技術開発での試験データとして

報告を共通化できる。さらに、試験法の改訂や新規提案に対しても、台上試験やシミュレーシ

ョン計算をもとに電池充放電プロファイルを合理的に創製するノウハウの蓄積を行っており、

次世代自動車関連の継続的な標準化・規格化を支援する基盤的知見の蓄積ができたと見なせる。 

（課題と取り組み） 

 簡潔に試験できるように、一部の試験条件など修正を加える必要があるかとも見なせるデー

タが一部の試作セルに適用した場合に、認識されており製造メーカへの浸透が必要であろう。 

 

 

 

＜成果２＞加速劣化試験による寿命評価手法の開発 

（内容）電池の SOC と電池周囲温度の条件を異なえた保存試験を各種試験セルに適用し加

速因子としての効果をそれぞれの試験セルについて考察した。一方、自動車走行パターンの想

定に基づく P-CLT 連続充放電試験を行った。 

この結果をもとに、P-HEV モデル車両を想定して規定した単電池（セル）レベルでの寿命

到達判定基準に対して、2009 年度時点での「要素技術開発（電池開発）」試作セルでは、開発

目標が期待できる電池系は 1 種類と判定した。ただし、適正な SOC 管理や電池温度制御など

により、寿命延伸が期待できる。なお、本 P-CLT を用いた加速寿命試験は要素技術開発（電池

開発）各社の 2011 年度開発セルの寿命推定のため自社試験にも採用された。 

（達成度）○ 
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（成果の意義） 2 年間で 10 年寿命を推定する確約は取れないものの、寿命範囲では“突然死”

にいたるセルデータは皆無であり、継続的試験の傾向を外挿法で推定することにより誤差をあ

る幅で推定できる見込みを得た。また、要素技術開発（電池開発）各社へ定期的なデータ報告

を行うことで、開発電池の改良方針の策定に貢献した。 

（課題と取り組み） 精度を高めつつ、如何なる電池系に適用することが可能であるか。また、

電池加速寿命試験としては、10 年寿命の電池を 5 倍加速して 2 年間の試験期間で正確に寿命推

定を行うには、電池バラつきなども考慮して、ある程度の規格生産品について再度検討を行う

必要がありそうと判断した。 

 

 

＜成果３＞劣化要因の解明とその抑制手法の開発 

（内容） 電池系の劣化を解析する新奇ツールとして、放射光施設を用いた分光法や in situ

の分析手法を確立した。電池を非破壊で評価する交流インピーダンス法に加えて、モデル系に

適用した基礎的な手法を含め本事業で開発した多様な分析手法は電池の劣化解析技術を大きく

発展させた。多くの条件下での電池材料の分析によって、電極の劣化モデルを正極・負極に対

して提案した（図Ⅲ.2.5.1-2-2）。一方、in situ 観察法を電池材料に適用させる試みでは、モデ

ルセルについて、基礎的な知見を得ることができた。これにより既存の機器分析法から得られ

る知見と合わせ、さらなる多角的な材料構造・変質の解析が可能になった。 

 また、電池劣化に対する抑制手法は、電池開発メーカにて種々の技術開発・材料開発が続け

られている。本事業においては活物質粒子の表面被覆相をメカノケミカル法により形成するこ

とで劣化抑制の見通しを得た。 

（達成度）○ 

（成果の意義）多様な分析手法は電池の劣化解析技術の発展に寄与する。目立たない技術開発

といえるが、電極材料の機器分析で測定するまえの準備作業、すなわち、前処理段階で試料に

対して不活性な雰囲気を保持したままで保管・輸送・装置へ導入・分析が可能になったことは、

大きな進歩と考えられる。これらは、in situ 観測法と併せて多様なリチウムイオン電池材料の

構造解析・劣化機構解明にとって強力な武器となると期待できる。 

（課題と取り組み） 

 新奇な手法として基礎は確立したが、定量的な知見は不足しており、さらに、多くの改良・

データ蓄積が必要である。 
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炭素系負極

試験前

バルク構造

バルク構造

リチウム欠乏
立方晶

LiF Li2CO3

ROCO2Li

試験後 ROCO2Li
Li2CO3

バルク構造

LiF

リチウム欠乏立方晶
連続的な
相変化

劣化正極の表面模式図

負極

ROCO2Li
Li2CO3

LiF

劣化負極の表面模式図

正極

皮膜の
増加

SEIの
増加

活物質表面近傍での
リチウム欠乏立方晶
相の増加

黒鉛系負極

バルクの
カチオン
ミキシング

 
図Ⅲ.2.5.1-2-1 電池内部で生じている劣化の模式図 

 

＜成果４＞安全性評価試験方法 

（内容）次世代自動車用蓄電池に対して、基本的に必要な安全性評価試験方法の提案を行っ

た。すなわち、車両搭載時を想定した安全評価項目について、規格化、標準化されている民生

用および電動車両用蓄電池の安全性評価試験方法を調査、整理して次世代自動車用蓄電池で実

施すべき項目を抽出し、安全性評価試験の実施および試験方法の提案につなげた。また、自動

車の使用状態を想定し、各種試験の試験条件に適用しながら種々の実規模セルやモジュールを

使用して計18項目の安全性評価試験を実施し、標準試験法に対する試験条件の見直し案や新た

な試験法の必要性を検討するとともに、要素技術開発（電池開発）の開発したリチウムイオン

電池の安全性評価方法を提案した。さらに、車両火災試験で得られたデータをもとに、車両火

災時の安全性確保の必要性を検討した。 

一方、劣化後の実規模セルの安全性評価として実規模セル「強制破壊試験」を実施した。供

試セルとして、初期状態のセルと、サイクル試験等により容量80-90％ に低下した劣化セルと

を用いて、両者の半定量的な潜在エネルギー量の比較を行った。結果として、初期状態セルと

比較して、劣化セルでは破壊時における反応容器内圧力上昇速度や温度上昇が穏やかになる傾

向が認められた。 

材料レベルからの安全性要因の解明のため、AIST試作小容量セルについて、加熱試験過程で

の交流インピーダンス測定を実施した。等価回路各成分およびインピーダンスの位相成分と温

度との相関について解析を進めた。さらに、AIST 小容量セルにて熱衝撃試験を実施した。並

行して、濫用時における発生ガスの採取・分析を試みるとともに、ガス成分と試験条件との関

係を整理した。 

なお、各種の検討の結果、車載用電池としての開発目標の達成指標として要素技術開発（電

池開発）試作電池・モジュールに対する試験方法として提案した。本方法は共通する条件での、

要素技術開発（電池開発）各社の自社試験として実施された。 

（達成度）○ 
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（成果の意義）IEC62660-2「電動車両用リチウムイオン電池セルの信頼性・誤用試験方法」

と ISO12405-1+2「電動車両用リチウムイオン電池パックおよびシステムの試験方法」に対応

した試験条件を検討した。さらに未規定試験の知見・データを蓄積し将来の改訂に備えた。 

（課題と取り組み）リチウムイオン電池の安全性は、その耐久性（寿命を含む）とコストと合

わせて、自動車搭載電池の 3 大障壁と考えられる。電池内部には、燃焼の 3 要素、可燃物質、

支燃物質および温度（上昇のもととなるエネルギー）が含まれている。本事業での強制破壊試

験によっても明らかなように電池の状態、熱暴走のトリガー等を的確に行えば、急激なエネル

ギー放出が起こり、燃焼状態に至る。さらに、車両火災の延焼による搭載電池高温曝露の可能

性もある。本事業では開発電池の試験項目とならなかったものの、将来の国際標準化・規格化

に備えて実施した車両火災試験を行い多くの知見を得た。 

 

表Ⅲ.2.5.1-2-3 要素技術開発（電池）試作電池セル・モジュールに提案した安全性試験 

 
 

＜成果５＞次世代自動車用蓄電池評価試験方法の標準化・規格化 

（内容）本事業の開始時期と相俟って俄かに活発化した車両搭載リチウムイオン電池の国際

標準化・基準化に対応するため、JARI事務局のもと、電池標準化WG、電池充電標準化WGおよび

電池輸送WGを、自動車メーカ・電池メーカおよび有識者等で組織した。その主要な成果は以下

のとおりである。 

日本から７ 件の国際新規提案を行い、全て新規プロジェクトとして承認された。内３件

（ IEC62660-1、IEC 62660-2 、IEC 62196-2） はIS として発行され、その他（IEC 61851-23、

IEC61851-24、IEC 62196-3 IEC/ISO PAS 16898）については概ね計画通りの進捗により順次発

行予定である。 

（達成度）◎ 
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（成果の意義）上記の日本新規提案を含む計 20 件の国際規格審議に参加し、国際規格に日本

案を反映させることで、自動車用電池及び充電関連分野における日本の国際競争力の強化に

役立てた。この経験を生かし、IEC における国際議長職 2 件（ IEC/TC21/JWG69 Li, 

IEC/TC21/JWG69 Pb-Ni） を含む計７件のプロジェクトにおいて議長国として活動し、自動車

用電池・充電関連の国際規格審議における主導的立場を確保した。 

（課題と取り組み） 例えば、時期尚早な寸法標準化による電池開発の阻害、各国規制への影

響、日本の既存電池寸法の排除などを懸念させる ISO「自動車用リチウムイオン電池の寸法・

用途・形状などの表記方法を統一」にも適切な対応が国際的には重要となってきている。 

 国際標準化・規格化の動きと次世代自動車開発・次世代自動車用電池開発の進捗とは必ずし

も連動しないため、試験方法等に関する技術的な知見・知識の深層化を図ると共に、国際標準

化活動のための日本としての組織的対応の確認や戦略ロードマップの作成など世界市場を牽引

できるような活動を目指すべきである。同時に国際的な連携・協調も図りつつ進捗させる。 

 

表Ⅲ.2.5.1-2-4 ⑤次世代自動車用蓄電池評価試験方法の標準化・規格化の詳細 

項目 目標値（最終） 達成値 達成度 備考 

IEC 62660-1 IS IS ◎ 日本新規提案 

IEC 62660-2 IS IS ◎ 日本新規提案 

ISO 12405-1 IS IS ○  

ISO 12405-2 IS IS(発行準備中）  ○  

ISO 12405-3 CD CD ○  

IEC 61982 FDIS FDIS ◎ 改訂 

IEC 62196-1 IS IS ○ 改訂 

IEC 62196-2 IS IS ◎ 日本新規提案 

IEC 62196-3 CD CD ○ 日本新規提案 

IEC 61851-1 IS IS ○ 改訂 

IEC 61851-21 CD CD ○ 改訂 

IEC 61851-22 CD CD ○ 改訂 

IEC 61851-23 CD CD ◎ 日本新規提案 

IEC 61851-24 CD CD ○ 日本新規提案 

ISO/IEC 15118-1 DIS/CDV DIS/CDV ○  

ISO/IEC 15118-2 CD CD ○  

ISO/IEC 15118-3 CD CD ○  

IEC 61980-1 CD WD △  

ISO/IEC 16898 CD CD ◎ 日・独新規提案 

ISO 17409 WD WD ○  
国連輸送規制の適正

化 
2008 年勧告に適正化反

映 
2008 年勧告に適正化

反映 
○  

                                 
WD (Working Draft 作業原案) 
CD (Committee Draft 委員会原案） 
DIS (Draft International Standard: ISO 国際規格案)/CVD(Committee Draft for Vote: IEC 投票用委員会原案) 
FDIS (Final Draft International Standard 最終国際規格案) 

IS (International Standard 国際規格) 
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（７）知的財産権等 

表Ⅲ.2.5.1-3 知的財産権等 件数 

 

※ 第 15回 リチウム電池国際会議ポスター賞、第 15回超イオン導電体物性研究会若手優秀発表賞  

a)上記に加え、2012年度発行 2件、継続審議中 13件、b)上記に加え、継続審議中 4件 

 

（８）今後の課題と課題解決の見通し 

経済産業省から公開されている各種審議会・研究会からの様々な報告書に今後の電池開発に

関する分析・現状の問題点・提言などの記載がある。その中で本事業（Li-EAD）の位置づけ

としては、2015 年実用化に向けて次世代自動車（とくにプラグインハイブリッド自動車を想定

した）高性能蓄電システム用を開発することを要素技術開発（電池開発）の主目的として、要

素技術開発（材料開発）、要素技術開発（周辺機器）、次世代技術開発、および基盤技術開発の

プロジェクトとして推進された。このなかでも基盤技術開発は要素技術開発(電池)と連携し試

作電池の提供を受け、平成 21 年度および平成 23 年度には 10Ah 級電池(モジュール)としての

客観的な立場から開発状況を把握した。基盤技術開発にて提案した性能試験方法・安全性試験

方法は IEC／ISO 標準の規格と矛盾のない試験方法であり、標準的な電池・電池材料評価に適

用可能な方法であり開発目標を満足する水準に達している。基盤技術開発の最終的な「実用化」

としては国際標準・規格の成立に本事業成果が反映されることにある。よって、日本自動車工

業会や電池工業会などの協働作業として JARI のワーキンググループにより、新たに規格化さ

れた IEC／ISO 成立に貢献したといえる。 

今後の課題としては、本事業においても技術的に着手した未規定の標準化、例えば車両搭載

電池システム試験法としての標準化・簡略化さらには改訂作業の技術的な基盤的実証的知見・

情報を獲得整理していく必要があると展望できる。 

実用化に対しては、野心的な目標を掲げて開始された本事業であり、並行して電気自動車の

市場導入の開始（2009 年～）、プラグインハイブリッド車の販売開始（2011 年）など活発な電
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動化の動きが出てきている。そのなかで一方、基礎的研究を重視する NEDO：RISING プロジ

ェクト（2009 年度―2015 年度）や材料面での開発促進を目指す LIBTEC プロジェクトが進行

中である。本基盤技術開発において確立された方法論・解析技術は使われることが将来的な展

望として見通すことができると思われる。 

 寿命耐久性に関する知見は本事業成果では実用面で十分なレベルに到達したとは言い難い。

実際に車両搭載される電池劣化と試験方法の相関類似性と相違性などデータ蓄積が必要である。

自動車メーカ等の活動と連携し、場合によっては支援することで展望が開けると期待できる。 

 

 自動車用電池の分野では、特にドイツの国際提案への動きが早く、また、標準化への考え

方が日本とは異なる場合が多い。各国の標準化動向を分析し、日本として特に重点を置くべ

きテーマについては後手に回ることのないよう、標準化ロードマップの作成と、それに基づ

く戦略的な国際提案を進めていく。 

 JARI 等における関連研究の成果と技術データを有効に活用し、国内での合意形成と国際規

格への反映に向けて取り組みを強化する。 

 日本では，JARI の団体規格である JEVS（日本電動車両規格）を中心に EV 関連規格が整備

され、前述の日本からの国際提案のベースとして活用された。今後、国際基準・規格との調和・

整合性を前提に、関連国内規格の整備についても検討を進める。また、国際規格の国内への適

用推進に取り組む。 

 

（９）成果の実用化／活用 

電池材料または電池セル、モジュールに対して、標準的に適用可能な各種評価・解析方法を

確立すること、さらには、確立された評価法を国際標準・規格に反映することが実用化イメー

ジとなる。 

基盤技術開発として、「実用化」の最終目的のひとつは、国際標準・規格化への成果の反映

である。そのため、試験方法・手順を公開し、実データに基づくパラメータ設定の影響を明ら

かにしていく必要があり、NEDO蓄電技術開発平成21年度成果報告会の講演要旨集においては

「次世代自動車用高性能蓄電池性能評価方法」を公開した。なお、NEDO蓄電技術開発平成20

年度成果報告会にはリチウムイオン二次電池に関わる用語の定義を掲載した。最近、電動車両

用のリチウムイオン二次電池に係わる国際標準・規格化の動きが活発化してきた。当基盤技術

開発における活動により国際標準化電気会議（IEC）では日本主導での国際標準化を実現した

（IEC62660-1/2010-12 Secondary lithium-ion cells for the propulsion of electric road 

vehicles –Part 1: Performance testing、IEC62660-2/2010-12 Part 2: Reliability and abuse 

testing）。また、国際標準化機構（ISO）においては、車両用のリチウムイオン二次電池の電

池パック・電池システムに係わるISO12405-1/2011成立やISO12405-2、ISO12405-3の審議に

深く関与してきた。一方では、国連危険物輸送規定の適正化に参画することでリチウムイオン

二次電池搭載車両や電池輸送に関して貢献した。現在、世界的に先行している日本の電気自動

車技術に加えて、リチウムイオン二次電池技術を世界市場に優位に展開する上で非常に有効な

手段となることが期待できる。 
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（１０）その他 

・要素技術開発（電池開発）や次世代技術開発の進捗を把握するため、Li-EAD プロジェクト

として電池性能評価方法が用いられた。 

・波及効果として要素技術開発（電池開発）にとって、基盤技術開発担当に提供を行った試作

セルの試験経過に関して定期的な情報を入手できることにより、利用者（自動車メーカ）な

どに準じた試験項目（参考試験項目）実施など、自社データの継続的な取得の難しい条件で

のデータが得られたため、電池開発の一助となった。 

・要素技術開発（電池開発）との協働・連携の一環として、自社仕様の材料選択に基づく、小

容量セル提供に加えて負極炭素材料を異なえた小容量セルの提供を受けて、AC インピーダン

ス 解 析 法 の 検 討 を 行 う た め の 実 験 的 デ ー タ を 収 得 し た 。 そ の 成 果 は

Electrochemistry,78(5),416-419（2010）にて発表を行った。 

以 上 
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Ⅳ. 実用化・事業化の見通しについて 

１．実用化・事業化の見通しについて 
１．１ 要素技術開発（電池開発） 
 実用化・事業化の定義は、【開発した電池モジュールを製品化して自動車に搭載すること】と

する 
 

（１）成果の実用化可能性 

単電池セルレベルおよびモジュールレベルにおいて、最終目標を達成した。本事業で得られ

た成果を基に、今後開発段階、製品化段階を経ることで、プラグインハイブリッド自動車用高

性能リチウムイオン電池の実用化が見通せる。具体的には、開発した電池を実車に搭載した際

の課題の抽出と対策、搭載車種に最適化したパック構成の検討、ならびに生産性や品質向上に

向けた製造プロセス改善などが必要となる。また、今回実施した加速寿命評価試験に加えて、

実動作条件における寿命データの蓄積も必要である。本開発の委託先は、ハイブリッド自動車

または電気自動車用のリチウムイオン電池の供給において、自動車メーカーと関係を有してい

ることから、事業化の見通しも期待できる。 
 

（２）事業化までのシナリオ 

自動車メーカーと共に開発車種の設計仕様に適合した電池を試作し実用的な条件での評価試

験を積み重ねながら、電池構成材料や製造プロセスの検討を通じてコストダウンを実現し、且

つ耐久性並びに安全性の確保を行うことが事業化への課題となる。表Ⅳ-1 に事業化への年度展

開例を示す。ステップ的には、本プロジェクト終了後研究段階から開発段階へシフトし、その

後順次、製品化段階、市場出荷段階を経て実用化される。委託先では、小ロットでの電池の製

品化時期として、平成 27～29 年頃を想定している。なお、開発段階以降では、他の企業との連

係（共同研究・合弁事業等）が想定される。 
図Ⅳ-1 に実用化へのイメージ図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実
用
化

☆モジュールにて
業界最高水準の

高エネルギー密度
高出入力密度
長寿命
安全性
低コスト

を実現

☆自動車メーカーとの共同研究

（車種に適合した電池設計の確立）
☆量産仕様

（部材等のコストダウン、信頼性、
安全性、生産性の向上の確立）

☆開発成果の応用による
車載用以外での製品化

「研究段階」 「開発・製品化段階」
「市場出荷段階」

図Ⅳ-1 実用化・事業化へのイメージ図 要素技術開発（電池開発） 
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表Ⅳ-1 実用化・事業化への年度計画例 要素技術開発（電池開発） 

項目 
～H21年度

(～FY2009)
～H23年度

(～FY2011)
～H25年度

(～FY2013)
～H27年度 
(～FY2015) 

～H30年度

(～FY2018)
研究段階 ○ ○    
開発段階   ○   

製品化段階    ○ ○ 
市場出荷段階     ○ 

他の企業との連係等

ライセンス・合弁等 
  ○ ○ ○ 

（注1）研究段階：材料等要素技術研究（ラボスケール研究）段階、特許出願 

（注2）開発段階：製品化に向けた研究、量産化技術研究、無料サンプル提供 

（注3）製品化段階：量産化技術確立、量産設備投資検討段階、サンプル出荷 

（注4）市場出荷段階：製品の販売、損益分岐点を超える段階 

（注5）他の企業との連係（共同研究・合弁事業、ライセンス供与、アライアンス、販売提携等等）の計画 

 
（３）波及効果 

本事業の対象製品（車載用電池）の事業化の他に、開発技術を構成する個別の要素技術（例

えば、スタック化構造、制御用回路など）など、他用途向け電池に適用可能な技術は適宜採用

される可能性がある。また、プラグインハイブリッド自動車等の本格的普及にともない、風力･ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＥＶ「アイ・ミーブ（三菱自動車）」
2009年2000台、2010年5000台想定

ＰＨＥＶ「プラグインステラ（富士重工）」
2009年170台

ＥＶ「(日産）」
2010年秋5万台、
2012年後半世界20万台立ち上げ

ＨEＶ「プリウス（トヨタ）」
2009年6月2．2万台販売

ＨEＶ「インサイト（ホンダ）
2009年10万台超販売目標

高性能リチウム二次電池

評価データ

ノウハウ

電動車両用リチウムイオン
二次電池の国際標準・規格ロボット・介護機器・電動工具

自然エネルギー発電平準化

スマートグリッド

電動車両
（ＥＶ、ＰＨＥＶ、ＨEＶ etc.）
の普及

図Ⅳ-2 波及効果のイメージ 
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太陽光発電といったエネルギー源の多様化に資することができるだけでなく、本電池技術を応

用し有効活用が進めば、軽量・コンパクトが要求される介護用機器・電動工具・ロボットなど

の移動型電源やバックアップ電源用途など、結果的にマーケットが拡大し、さらなるコスト低

減につながるという相乗効果も期待される。図Ⅳ-2に波及効果のイメージを示す。 
 
 
１．２ 要素技術開発（電池構成材料） 

実用化・事業化の定義は、【開発した電池材料をラミネートセルレベルの電池に適用し電池と

して製品化すること】とする。 
 
（１）成果の実用化可能性 

正極材料、負極材料の実用化に際しては、開発材料のポテンシャルを十分に引き出し高い電

池性能を達成する上で、電極材料に適した組成、粒径、前処理、電極層厚み等の情報を提供で

きる必要がある。また、これまでにない高容量の電池であるが故に、安全性に関する視点も求

められる。更には、電池の基本設計や動作上の重要因子である負極／正極容量バランス比等の

設計面の課題や、レート特性、寿命特性、信頼性等の電池基本性能についても、電池メーカ等

のユーザが実用化を主導的に進める中で、材料メーカも連携して開発を行う必要がある。一方

で製造的な視点では、中・大型の電池試作などをユーザ側が効率的な進めるため新規材料の量

産化や、ユーザ側の電池製造プロセスに適合するための例えば粉末物性面等の改良が求められ

る。 
電解液については実用化のための課題として、低コスト化を視野に入れた合成ルートの探索

や精製技術の確立、実用レベルの電池異常に対応可能な安全性の確保、セルの大型化に伴い発

生する熱や強度面の課題への適合性、開発したイオン液体等の電解液にマッチする電極やセパ

レータの選定、等が上げられる。 
要素技術開発（電池構成材料）の 7 テーマは最終目標をおおむね達成している。電池メーカ

／自動車メーカである委託先においては今後、委託先内での上記実用化開発・製品化の段階を

経ることで、或いは材料メーカである委託先においては電池メーカなどのユーザに材料提案を

行い連携を含むような開発段階に移行することで、材料として実用化が見通せる。 
 

（２）事業化までのシナリオ 

顧客となる電池メーカー等の電池の仕様、製造条件、動作条件に合わせた実用的な条件での

電池の作成及び評価、それに呼応する開発材料の調整、耐久性や安全性の更なる向上、粉体物

性の改良等を積み重ねながら、更には自ら製造プロセスの検討によるコストダウンや品質向上

等を行うことが、事業化への課題となる。表Ⅳ-2 に事業化への年度展開例を示す。本プロジェ

クトにおける小形電池による材料の評価段階から、電池メーカ等との何らかの連携を含むよう

な上記開発段階にシフトし、開発、製品化の２つの段階（サンプル出荷評価をふくむ）を経て、

市場出荷段階で実用化に至る。開発段階から製品化段階では他の企業との連携（共同研究等）も

想定される。図Ⅳ-3 に実用化へのイメージ図を示す。 
なおNEDO では、高性能を実現する新材料を搭載した次世代のリチウムイオン電池を開発する助成

事業、「高性能リチウムイオン電池応用・実用化先端技術開発事業」を、2012 年より 5 カ年の計画で
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立ち上げる。その事業では 2020 年～2025 年頃を目処に開発電池の実用化を目指す。PHEV 用途の電

池のエネルギー密度の目標値が 200Wh/kg であり、本要素技術開発（電池構成材料）の目標とマッチ

するものである。既に公募・採択が終了した段階であるが、NEDO／HP にも掲載の通り、本事業の

開発テーマのうち2件が上記実用化を目指した事業に採択されている（日産自動車、田中化学研究所）。

NEDO としても本事業の開発成果の実用化を支援するところである。 
 
（３）波及効果 

主たる目標である自動車用途以外には、出力特性が同様に重要視される電動工具、電動二輪

車などの製品への展開が期待される。また、イオン液体電解液などは民生用蓄電池においても

安全性の更なる向上のために利用される余地がある。イオン液体などは電池用電解液としての

用途に限らず工業用溶剤としての用途が存在するため、それらの市場の立ち上がりによっては

相乗効果により低コスト化が促進し、電池用電解液としての用途拡大も期待される。 

 
 

表Ⅳ-2 実用化・事業化への年度計画例 要素技術開発（電池構成材料） 

項目 
～H21年度 

(～FY2009) 

～H23年度

(～FY2011)

～H25年度

(～FY2013)

～H27年度

(～FY2015)

～H30年度 

(～FY2018) 

～H32年度

(～FY2020)

研究段階 ○ ○     

開発段階  ○ ○ ○ ○  

製品化段階    ○ ○ ○ 

市場出荷段階     ○ ○ 

他の企業との連係

等ﾗｲｾﾝｽ・合弁等 
  ○ ○ ○ ○ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 

☆材料レベルでの 

・高エネルギー密度 
・高出入力密度 
・安全性

・低コスト 

可能性検証、提案 
☆電池メーカーとの共同研究

・電池種に適合した材料設計、開発

・大型化、粉体物性制御等

☆量産仕様
・原料等のコストダウン、信頼性、

生産性の向上等

☆メーカへの技術供与と実用化開発
・研究所・大学

「研究段階」 「開発・製品化段階」 「市場出荷段階」

実
用
化 

☆NEDO 等による継続的な支援

図Ⅳ-3 実用化・事業化へのイメージ図 要素技術開発（電池構成材料） 



Ⅳ-5 

１．３ 要素技術開発（周辺機器） 
実用化の定義は、【開発したモータを製品化して自動車に搭載すること】とする。 

 
（１）成果の実用化可能性 

本プロジェクトでは、車駆動モータにおけるレアアースの使用量の大幅削減の可能性の追及

を、多方式のモータの技術開発、検証機の試作・評価等を行い実施した。全体 5 テーマのうち、

委託先が大学であるテーマが 3 テーマ、残りの 2 テーマはメーカ単独が 1 テーマ、メーカと大

学の共同体が１テーマという構成である。性能目標については多くのテーマが目標を達成し、

脱／省レアアースモータの実現性が検証された。今後については、量産／製造技術、信頼性等

に係る課題が上がられている。本開発は脱／省レアアースという厳しい目標の中で従来機並み

のモータ性能を得ることに注力したものであり、コストや信頼性等の実用性については今後検

証を進める必要がある。一層の性能向上も含めて、基礎から応用まで幅広く開発を継続するこ

とで、最終製品につながると考える。 
これまで経済産業省及び文部科学省主導の磁性材料等の技術開発と、経済産業省／NEDO 主

導の既存材料をベースとする本モータ開発を並行して進めてきたが、一連の事業の平成 23 年

度終了に伴い図Ⅳ-4 に示す通り、政府においても平成 24 年度より両者を統合して強化する計

画である。これにより一層の性能向上と実用化開発の両立が実現されると考えられる。上述し

た「次世代自動車向け高効率モーター用磁性材料技術開発（H24～）」は、2021 年（H33）を

目処にレアアース元素を使わない新磁石、低損失な新軟磁性材料およびそれらの材料を用いる

高効率なモータを、産官学が広く連携して開発するものである。本事業の複数の委託先は上記

新事業への参加を計画している。 
本事業のメーカの委託先において、うち１社は車用小型モータの販売実績がある。本事業終

了後も車載用モータの開発を継続する計画であり、自動車駆動用モータの事業化が期待できる。

残る 1 社においても建機用ハイブリッド式駆動システムへの適用を計画しており、実用化が期

待できる。両社は上記経済産業省の新事業に参加し、磁性材料等開発による材料性能の向上効

果も組み入れて開発を継続する計画である。 
大学単独で進めてきた 3 テーマについては、1 テーマで既にメーカとの共同開発を進めつつ

あり、実用化に向けた進展が期待できる。また残るテーマについても、上記経済産業省の新事

業への参加やメーカへの提案を進めており、開発を継続する。 
 
 
（２）事業化までのシナリオ 

経済産業省による「次世代自動車向け高効率モーター用磁性材料技術開発（H24～）」の支援

を受けつつ産官学が連携し、材料開発を含む広い視野で車載用モータの開発を粘り強く進める。

一方で波及効果ではあるが、産業用や空調分野で省レアアースモータの導入を図り、市場実績

を増やしていく。以上により、事業化の見通しが得られるものと考える。表Ⅳ-3 に実用化への

年度展開例を示す。 
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（次世代自動車向け高効率モーター用磁性材料技術開発事前評価報告書 

（産業構造審議会産業技術分科会評価小委員会）） 

 

 

表Ⅳ-3 実用化への年度計画例 要素技術開発（周辺機器開発） 
    項目 ～H21年度 

（～FY2009）

～H23年度 

（～FY2011）

～H25年度 

（～FY2013）

～H27年度 

（～FY2015） 

～H30年度 

（～FY2018）

研究段階 ○ ○ ○ ○  

開発段階 

（産官学連携） 

  
○ ○ ○ 

製品化段階     ○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

（３）波及効果 

本技術によりモータにおいて、レアアース使用量の低減による将来的なレアアース供給不足

リスクからの解放、コストダウンの実現という利点がある。そのため技術の適用先として、現

在既にネオジム磁石モータを多量に採用している分野、及び駆動部分に今後電動モータを採用

する分野が上げられる。前者では、ネオジム磁石により省エネルギーを実現している空調機等

の家電製品、産業用モータがある。後者では、建機や鉄道のように、省エネの視点から今後ハ

（H24～（H33））

図Ⅳ-4 脱／省レアアースモータに関わる開発プロジェクト 

☆プロトタイプにてレアアース 
使用量の大幅削減の可能 
性を実証する 

☆実用化に向けた開発

・低コスト・量産化構造、信頼性
・一層の性能向上 
・高性能材料開発との連係 
・産官学連携 
・導入し易い市場での実績作り

「研究段階」 「開発・製品化段階」 「市場出荷段階」

実
用
化 ・脱レアアース 

従来モータと同等性能 
・省レアアース 

従来モータ以上の性能 ☆自動車メーカへの提案、共同開発 

☆政府、NEDO 等の支援の活用

図Ⅳ-5 実用化へのイメージ図 要素技術開発（周辺機器開発） 

本事業 
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イブリッドエンジン化、電動化が検討されている分野がある。 
委託先の 2 つのメーカにおいても、空調機用モータ、産業用モータ、建機用ハイブリッドエ

ンジン用モータへの適用開発に既に取り組んでいる。具体的には、空調機用モータについて一

社が、経済産業省事業「レアアース・レアメタル使用量削減・利用部品代替支援事業」に参画

し、開発を進めている。もう一社は産業用モータに関し。平成 23 年度 NEDO 補正事業「希少

金属代替・削減技術実用化開発助成事業／産業用レアアースモータの省・脱レアアース化技術

実用化開発」に参画し、開発を進めている。本事業での開発技術を基に種々の分野で省レアア

ースモータを市場導入し、実績を作ることも重要である。モータは多くの製品に共通の汎用部

品であり、その他分野においても適用の可能性がある。 
 
 
１．４ 次世代技術開発 

実用化の定義は、【開発した電池材料をコインセルレベルの電池に適用すること】とする。 
 

（１）成果の実用化可能性 

①  金属－空気電池系 
 Li-空気系電池（有機電解液）においては、現在までにある程度、最適な空気極触媒の開

発に成功している。今後、ナノロッドなどの構造を制御した高表面積な触媒系の合成と応

用、固体電解質による充電時に発生するデンドライドの影響の除去、合金系負極の応用に

よる安全性の確保により、コインセルレベルでの電池への展開が可能である。また、大容

量の達成には生成する Li2O で覆われて失活しない空気極触媒の開発が必要である。Li-空
気電池（水溶液）ではラミネート封入式の薄型セルを試作および試験を行っており、実用

化の具体的なセル構成の一例が示された。 
 さらに実用性を高めるためには、より大きな面積にポリマー電解質を塗布する技術の確

立、固体電解質または同等品を大面積化する材料技術の開発、リザーバーが蒸発し失われ

ることへの対処策、放電時の放電生成物の収容の問題、水の発生による体積増の問題等の

確立が必要である。基礎研究でセルの材料構成がある程度固定されれば、それに続く段階

としてメーカとの共同研究へと移行し、セルの大型化、システムとしてのセルのあり方な

どの事業化に向けた課題が検討されることにより事業化見通しが得られる。 
 Zn-空気電池に関しては、デンドライト抑制技術等で一定の実用化の見通しが得られた。

一方で、クーロン効率の改善等、新規材料の開発を必要とする課題も見出された。 
金属－空気電池系の事業化イメージのひとつとして車載用が考えられる。その場合、空

気ブロアーを併用した空気電池システムの設計を行う必要があり、燃料電池スタックセル

の技術の活用も期待される。 
②  リチウム硫黄電池系 

 高エネルギー密度化を実現するため、硫黄の高い理論容量を利用する研究開発を実施し、

特に全固体電池を目指した研究開発を遂行してきた。新規な高イオン伝導体の探索、新規

な高容量負極の探索、新規電極構造の創出を目指すことで、高出力と高エネルギー密度を

兼ね備えた全固体電池を実現する。また、硫化物の低い電子伝導性に起因する出力特性の

問題、それを改善するための電子伝導性付与の処理の影響による低エネルギー密度化など



Ⅳ-8 

も本質的な課題として依然として存在しており、実用化を目指すためには、さらなる、基

礎研究が必要と思われる。 
③  多価カチオン電池系 

 多価カチオン電池系における Mg イオン電池は、短絡しても MgO 被膜ができやすいた

めに安全性が高く、戦略物質を使用しないことから実用性に向いていると考えられる。硫

黄をドープしたアモルファス V2O5 の利用により、当初目標を越える、初期容量 420mAh/kg、
サイクル維持率 70%（50cycle）の特性を達成した。一方で、平均電圧と実用セル構造に新

たに解決すべき課題が見出された。 
④  新形態リチウムイオン二次電池系 

 酸化物系正/負極、カーボンナノチューブ系負極、リチウム金属負極、C/Si 負極、ガスデ

ポジション負極カーボンナノ正極、ホウ素化合物系電解液、イオン液体に関しては、いず

れも開発した電極材料に対して他の構成材料を選択することにより、コインセルレベルま

たはラミネートセルレベルの電池を作製可能である。この点で、一部部材については、ほ

ぼ実用化段階にあるといえる。量産化技術、電極製造プロセスの開発、低コスト化、また

他の構成材料との組み合わせ、セル試作による安全性・信頼性についての検討を行うこと

でこれら開発された素材の実用性を見通すことが可能となる。 
⑤  解析技術 

 その場近赤外 FT ラマン分光法を用いて、これまで電池反応としてブラックボックスであ

った反応解析をその場で行う手法開発に成功した。また、今回開発したその場近赤外 FT ラ

マン分光法を、実電池の合剤電極・電解液に適応し、それらの全構成要素をその場で解析す

ることにも成功した。今後の展開として、これらの反応が電極界面のどの部位で進行し、そ

の反応が電池のどのような特性に影響しているかを明らかにし、高エネルギー密度を達成す

る電池の実現に寄与する。 
また、新規の計算手法を開発し、測定技術とコンピュータ科学とを組み合わせることで、

電池材料の高速理論スクリーニング手法、測定機器シミュレーション、新しい電池系の性

能評価シミュレータを開発した。おおむね最終目標を達成したが、実用セルでの検証と新

しい電池系への拡大が課題と考えられる。 
 

（２）事業化までのシナリオ 

 プロジェクト終了後に、開発段階に移行するテーマも存在するが、多くは、今後とも長

期にわたる基礎研究を継続する必要があるため、事業化については長期的な視点で見守る

必要がある。本次世代技術開発の一部テーマについては、NEDO「革新型蓄電池先端科学

基礎研究事業」で引き続き研究開発を継続する。表Ⅳ-４に事業化への年度展開例を示す。

製品化段階への移行は平成 30 年度頃、市場出荷段階はさらに先となることが予想される。

製品化段階以降では、他の企業との連携（共同研究等）や大学、研究機関によるベンチャーも

想定される。 
一方、新形態リチウムイオン電池用の一部部材については、既にコインセル等の小型セルに適

用可能な実用化段階にあり、現行リチウムイオン電池部材との組み合わせによる高性能化が検討

されている。高性能リチウムイオン電池として、電池メーカとの連携による製品化段階への早期

移行（平成 27 年度頃）が見込まれる。図Ⅳ-6 に実用化へのイメージ図を示す。 
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表Ⅳ-4 実用化への年度計画例（Li-空気電池、リチウム硫黄電池、多価カチオン電池）

項目 
～H21年度 

(～FY2009)

～H23年度 

(～FY2011)

～H25年度 

(～FY2013)

～H27年度 

(～FY2015) 

～H30年度 

(～FY2018)

研究段階 ○ ○ ○ ○ ○ 

開発段階   ○ ○ ○ 

製品化段階     ○ 

市場出荷段階      

他の企業との連係等

ライセンス・合弁等 
    ○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（３）波及効果 

電気自動車等の本格的普及に資するだけでなく、系統連系やスマートグリッド用の MW 級の

大型電池の大幅なコンパクト化に資することが出来る。また、従来、蓄電池の適用が想定され

ていなかった産業機械、あるいは鉄道、船舶のような大型移動体用電源等、新規なマーケット

が示される可能性もある。 
 
 
１．５ 基盤技術開発 

実用化の定義は、【電池材料または電池セル、モジュールに対して、標準的に適用可能な各種

評価・解析方法を確立し広く開発関係者に提供する事。さらには、確立された評価法を国際標

準・規格に反映すること】とする。 
 

基盤技術開発として、実用化の一つは、開発した基盤技術の関係者への提供／共通化である。

本事業は国内の主要なリチウムイオン電池開発関係者を網羅したものであるが、その関係者が

参加する NEDO 蓄電技術開発成果報告会（平成 21 年 7 月、平成 22 年 6 月）、基盤技術委員会

において成果を報告し技術の共有化を図った。また要素技術開発（電池開発）の開発電池の評

☆材料レベルでの
高エネルギー
密度

可能性示唆

☆電池メーカーとの共
同研究

（電池種に適合した
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☆量産仕様

（原料等のコストダウ
ン、信頼性、安全性、
生産性の向上の確立）
☆メーカへの技術供与
と実用化開発

（研究所・大学）

「研究段階」 「開発・製品化段階」

「市場出荷段階」

実
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「Li-EADプロジェクト」

「後継プロジェクト」

図Ⅳ-6 実用化へのイメージ図 次世代技術開発 



Ⅳ-10 

価においても、本評価法を適用した。更には学会においても広く報告し、普及を図った（講演

数 176 件、論文数 42 件）。 
もう一つの実用化である国際標準・規格への反映については、開発した上記電池の基本性能

試験法、安全性評価試験方法等を、日本自動車工業会や電池工業会などの協働作業として JARI
のワーキンググループにより、IEC／ISO の規格に以下例のごとく反映した（反映した規格全

数 21 件）。 
事例： 
・IEC62660-1（日本提案） 

電動車両用リチウムイオン電池セルの性能試験方法 
・IEC62660-2（日本提案） 

電動車両用リチウムイオン電池セルの信頼性・誤用試験方法 
・IEC/ISO PAS 16898（日本＋独提案） 

電動車両用リチウムイオン電池寸法と表記方法 
 

 今後の課題については、まず電池評価／解析技術においては、特に寿命耐久性に関する加速

寿命試験法に課題が残ると考えられる。リチウムイオン電池はそもそも材料系が多岐にわたる

上に材料に関わる情報を得にくく、且つ電池そのものが現在改良途上であるなど、評価が難し

い。更には、実際に車両搭載された電池を評価する機会を得にくい難しさもある。今後は、評

価手法の開発を継続すると共に、実際に車両搭載された電池の劣化と加速試験劣化との相関性

調べるなど、加速（予測）精度の検証も必要であろう。自動車メーカ等の活動と連携し、場合

によっては支援することで展望が開けると期待できる。 
 一方国際標準・規格化の面では、これまで注力してきたセル／パック単体に加え、今後は車

両搭載電池システムとしての領域も重要になってくる。既に標準化された部分における簡略化

や改訂の作業と共に、活動を継続していく必要がある。以上述べた各種試験方法の提案から標

準化に至る基盤技術の国際標準化・規格化の実用化イメージを下図に示す。 
なお、電池の寿命や標準化・規格化の今後については、上記課題への対処も含め、政府の方で継続

的に支援を行う方向である。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅳ-７ 実用化へのイメージ図 基盤技術開発 
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今後の課題 

・未発効の規格提案のフォロー 

・既発効分の改訂 

・対象拡大（車両搭載電池ｼｽﾃﾑ）



 

（添付資料） 

・イノベーションプログラム基本計画 

・プロジェクト基本計画 

・事前評価関連資料 

・特許論文リスト 



平成２１・０３・２６産局第１号

平 成 ２ １ 年 ４ 月 １ 日

エネルギーイノベーションプログラム基本計画

１．目的

資源に乏しい我が国が、将来にわたり持続的発展を達成するためには、革新的なエネル

ギー技術の開発、導入・普及によって、各国に先んじて次世代型のエネルギー利用社会の構

築に取り組んでいくことが不可欠である。他方、エネルギー技術開発は、長期間を要すると

ともに大規模投資を伴う一方で将来の不確実性が大きいことから、民間企業が持続的な取組

を行うことは必ずしも容易ではない。このため、政府が長期を見据えた将来の技術進展の方

向性を示し、官民双方がこの方向性を共有することで、長期にわたり軸のぶれない取組の実

施が可能となる。

エネルギー安全保障の確立や、世界全体の温室効果ガスを２０５０年までに半減すると

いう長期目標を達成するため、以下に政策の柱毎に目的を示す。

１－Ⅰ．総合エネルギー効率の向上

１９７０年代以来、官民をあげて省エネルギーに取り組み、産業構造の転換や新たな

製造技術の導入、民生機器の効率改善等により世界最高水準の省エネルギーを達成して

いる。今後、「新・国家エネルギー戦略」に掲げる、２０３０年までにＧＤＰあたりのエ

ネルギー利用効率を約３０％向上を実現していくためには、産業部門はもとより、全部

門において、総合エネルギー効率の向上に資する技術開発とその成果の導入を促進する。

１－Ⅱ．運輸部門の燃料多様化

ほぼ１００％を石油に依存する運輸部門は、我が国エネルギー需給構造上、最も脆弱

性が高く、その需給構造の次世代化は、将来に向けた早急な対策が不可欠な課題となっ

ている。

「新・国家エネルギー戦略」に掲げる目標（２０３０年に向け、運輸部門の石油依存

度が８０％程度となることを目指す）の実現のためにも、官民が中長期的な展望・方向

性を共有しつつ、技術開発と関連施策を推進する。

１－Ⅲ．新エネルギー等の開発・導入促進

太陽光、風力、バイオマスなどの新エネルギーは、エネルギー源の多様化や地球温暖

化対策の観点から重要である。しかし、現時点では経済性や出力安定性といった普及へ

向けての課題が存在する。

そのため、これらの課題解決に向けた技術開発の推進及び新エネルギーの導入促進の

ための関連施策の実施により、更なる新エネルギーの普及を推進する。

１－Ⅳ．原子力等利用の推進とその大前提となる安全の確保

原子力発電は供給安定性に優れ、運用時にＣＯ２を排出しないクリーンなエネルギー

源である。安全確保を大前提に核燃料サイクルを含む原子力発電を着実に推進する。

１－Ⅴ．化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用

化石燃料資源の大宗を輸入に依存する我が国にとって、その安定供給の確保は国家安

全保障に直結する課題である。このため、石油・天然ガス等の安定供給確保を目指し、

我が国企業による資源国における資源開発等に対する支援等の施策を進めるとともに、

その有効かつクリーンな利用を図る。



２．政策的位置付け

○ 低炭素社会づくり行動計画（２００８年７月閣議決定）

２００８年６月の福田総理（当時）のスピーチ「福田ビジョン」等を受け、我が国が

低炭素社会へ移行していくための具体的な道筋を示すため、国全体を低炭素化へ動か

す仕組みや革新的な技術開発、国民一人ひとりの行動を促すための取組について策定。

「環境エネルギー技術革新計画」や「Cool Earth－エネルギー革新技術計画」等に

示された革新的技術の開発に５年間で３００億ドル程度を投入するという具体的な

目標が示された。

○ 環境エネルギー技術革新計画（２００８年５月）

温室効果ガスの大幅な削減を目指すだけでなく、エネルギー安全保障、環境と経済の

両立、開発途上国への貢献等を考慮し、以下の戦略等を策定。

１．低炭素社会実現に向けた我が国の技術戦略

２．国際的な温室効果ガス削減策への貢献策

３．革新的環境エネルギー技術開発の推進方策

○ Cool Earth－エネルギー革新技術計画（２００８年３月）

２００７年５月の総理イニシアティブ「クールアース５０」を受け、世界全体の温

室効果ガスの排出量を現状に比して２０５０年までに半減するという長期目標を達

成するため、エネルギー分野における革新的な技術開発について検討をおこない、２

１の技術を選定。

○ エネルギー基本計画（２００７年３月閣議決定）

重点的に研究開発のための施策を講ずべきエネルギーに関する技術及びその施策

として、

１．総合エネルギー効率の向上に資する技術

２．原子力利用の推進とその大前提となる安全の確保に資する技術

３．運輸部門のエネルギー多様化に資する技術

４．新エネルギーに関する技術

５．化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用に資する技術

以上が位置づけられている。

○ 新・国家エネルギー戦略（２００６年５月）

世界最先端のエネルギー需給構造の実現を図るため

１．省エネルギーフロントランナー計画

２．運輸エネルギーの次世代化計画

３．新エネルギーイノベーション計画

４．原子力立国計画

以上の計画が位置づけられている。また、資源外交、エネルギー環境協力の総合

的な強化を図るため、「総合資源確保戦略」が位置づけられている。

○ 第３期科学技術基本計画（２００６年３月閣議決定）

国の存立にとって基盤的であり国として取り組むことが不可欠な研究開発課題を

重視して研究開発を推進する「推進４分野」であるエネルギー分野、分野別推進戦略

（２００６年３月総合科学技術会議）における「推進４分野」であるエネルギー分野

に位置付けられている。



○ 経済成長戦略大綱（２００６年７月財政・経済一体改革会議）

資源・エネルギー政策の戦略的展開として

１．省エネルギーフロントランナー計画

２．次世代自動車・燃料イニシアティブ等による運輸エネルギー次世代化

３．新エネルギーイノベーション計画

４．原子力立国計画

５．資源外交、環境・エネルギー協力等の総合的な強化

以上が位置づけられている。

○ 京都議定書目標達成計画（２００５年４月閣議決定）

「京都議定書の約束を達成するとともに、更に「脱温暖化社会」に向けて長期的・

継続的な排出削減を進めるには、究極的には化石燃料への依存を減らすことが必要で

ある。環境と経済の両立を図りつつ、これらの目標を達成するため、省エネルギー、

未利用エネルギーの利用等の技術革新を加速し、効率的な機器や先進的なシステムの

普及を図り、世界をリードする環境立国を目指す。」とされている。

３．達成目標

３－Ⅰ．総合エネルギー効率の向上

転換部門における「エネルギー転換効率向上」、産業部門における「製造プロセス効率

向上」、民生・運輸部門における「省エネルギー」などにより、ＧＤＰ当たりのエネルギ

ー消費指数を２０３０年度までに少なくても３０％改善することを目指す。

３－Ⅱ．運輸部門の燃料多様化

バイオマス由来燃料、ＧＴＬ、ＢＴＬ、ＣＴＬなどの新燃料、電気自動車や燃料電池

自動車などの導入により、現在ほぼ１００％の運輸部門の石油依存度を２０３０年まで

に８０％程度とすることを目指す。

３－Ⅲ．新エネルギー等の開発・導入促進

太陽光、風力、バイオマスなどの新エネルギーの技術開発や燃料電池など革新的なエ

ネルギー高度利用を促進することにより、新エネルギー等の自立的な普及を目指すこと

で、エネルギー源の多様化及び地球温暖化対策に貢献する。

３－Ⅳ．原子力等利用の推進とその大前提となる安全の確保

２０３０年以降においても、発電電力量に占める比率を３０～４０％程度以上とする

ことを目指すため、高速増殖炉サイクルの早期実用化、既設軽水炉代替へ対応する次世

代軽水炉の開発、軽水炉技術を前提とした核燃料サイクルの確立、放射性廃棄物対策な

どの技術開発を推進する。

３－Ⅴ．化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用

石油・天然ガスの化石燃料の安定供給確保を目指し、資源獲得能力の強化に資する先

端的な技術開発を推進するとともに、環境負荷低減のために化石燃料の効率的かつクリ

ーンな利用を促進するための技術開発・導入を目指す。



４．研究開発内容

４－Ⅰ．総合エネルギー効率の向上

４－Ⅰ－ⅰ．共通

（１）省エネルギー革新技術開発事業（運営費交付金）

①概要

テーマ公募型事業として、「Cool Earth-エネルギー革新技術計画」に基づき、

「先導研究」、「実用化開発」及び「実証研究」の３つの技術開発フェーズに加え、

「挑戦研究」フェーズを追加し、革新的な省エネルギー技術の開発を行う。

②技術目標及び達成時期

世界全体の温室効果ガス排出量を現状に比べて２０５０年までに半減するとい

う長期目標を実現するための「Cool Earth-エネルギー革新技術計画」の主旨に基

づき、大幅な省エネルギー効果を発揮する革新的なエネルギー使用合理化技術に

ついて研究開発・実用化を推進する。

③研究開発時期

２００３年度～２０１３年度

（２）エネルギー使用合理化産業技術研究助成事業（運営費交付金）

①概要

産業界や社会のニーズに応える省エネルギー技術のシーズの発掘とその育成、

並びに、省エネルギー技術に関する次世代の研究リーダーの育成を図る。この目

的のため、産業界からの期待が高い技術領域・課題を提示した上で、大学や独立

行政法人の研究者等から研究開発テーマを募集する。厳正な外部評価によって省

エネルギー効果があり且つ独創的・革新的なテーマを選定し、研究者代表者個人

を特定して助成金を交付する。

②技術的目標及び達成時期

独創性のある研究者等を助成すると共に、中間評価ゲート方式が醸成する競争

的環境の下で企業との連携を強化させることにより、１０～１５年後の実用化が

有望な革新的省エネルギー技術の研究開発を促進する。本事業では革新的省エネ

ルギー技術の実用化への第１歩となる特許について、助成期間終了後の出願比率

を１００％とすることを目標とするとともに、省エネルギー技術に関する次世代

の研究リーダーの育成を図る。

③研究開発期間

２０００年度～

（３）新エネルギー技術実用化補助事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照）

（４）非化石エネルギー産業技術研究助成事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照）



４－Ⅰ－ⅱ．超燃焼システム技術

（１）環境調和型製鉄プロセス技術開発（運営費交付金）（再掲）

①概要

高炉ガスからの効率的な二酸化炭素分離と中低温排熱の有効活用及び水素を炭

素（コークス）の一部代替として鉄鉱石を還元する革新的製鉄プロセスの開発を

行う。

②技術的目標及び達成時期

最終的な技術開発目標として製鉄プロセスにおけるＣＯ２排出量を３０％削減

することを目指し、２０５０年までに実用化する。

③研究開発期間

２００８年度～２０１７年度

（２）資源対応力強化のための革新的製銑プロセス技術開発（運営費交付金）

①概要

高品位な製鉄材料（鉄鉱石・石炭等）の入手が困難になってきていることから、

原料使用量の低減及び、比較的入手が容易な低品位原料の使用拡大を図ることが

喫緊の課題となっている。本技術開発では、還元剤として低品位な石炭と鉄鉱石

の塊成物を開発し、炉内反応の高速化・低温化を実現することにより、省エネル

ギーで高効率な革新的製銑プロセスを開発する。

②技術的目標及び達成時期

２０１１年度までに、①革新的塊成物の組成・構造条件の探索、②革新的塊成

物の製造プロセス、③革新的塊成物による高炉操業プロセスを開発する。これら

による効果は、年産４００万トン規模の中型高炉に適用した場合の炭材使用量の

うち高品位炭使用量が約８０％から５０％程度に削減可能となるとともに、革新

的塊成物を高炉に使用する操業技術の改良による還元材比の低減により、新開発

のプロセスを含めた製銑プロセスでの投入エネルギーは約１０％削減される。

③研究開発期間

２００９年度～２０１１年度

（３）革新的ガラス溶融プロセス技術開発（運営費交付金）

①概要

プラズマ等による高温を利用し瞬時にガラス原料をガラス化することにより、

極めて効率的にガラスを気中で溶融（インフライトメルティング法）し省エネに

資する革新的ガラス溶融プロセス技術を開発する。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術的目標及び達成時期

２０１２年度までに、インフライトメルティング法により原料を溶解する技術、

カレットをガラス原料として利用するため高効率で加熱する技術、カレット融液

とインフライトメルティング法による原料融液とを高速で混合する技術を開発す

る。



③研究開発期間

２００８年度～２０１２年度

（４）革新的マイクロ反応場利用部材技術開発（運営費交付金）

①概要

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、マイクロリアク

ター、ナノ空孔などの精密反応場を利用し、反応分子の自由な運動を活性種レベ

ルで制御した革新的な化学反応プロセスと新機能材料創成技術の確立を目指す。

さらに、マイクロリアクターとナノ空孔反応場の組み合わせ、各反応場とマイク

ロ波等のエネルギー供給手段との組み合わせにより協奏的反応場を構成し、さら

なる高効率生産等を可能にする基盤技術を開発する。これらの技術の確立により、

反応システムの小型化、多段プロセスの簡略化等を通じた化学産業の製造工程等

の省エネルギー化を図る。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術的目標及び達成時期

２０１０年度までに、マイクロリアクター技術、ナノ空孔技術を軸とし、これ

らに更にマイクロ波、超臨界流体等のエネルギー供給手段を組み合わせた協奏的

反応場を構成することにより、これまでにない革新的な化学反応プロセスを確立

し、新機能材料創成技術を実現する。さらに、これらの技術を用いて高性能・高

機能電子材料、医薬中間体などの部材を開発する。

③研究開発期間

２００６年度～２０１０年度

（５）鉄鋼材料の革新的高強度・高機能化基盤研究開発（運営費交付金）

①概要

プラント、構造物や自動車等の革新的な高効率化、省エネルギー化、長寿命化、

安全・安心化を図るため、最新の科学的知見を導入し、鉄鋼材料及び鋼構造体を

超高機能化する基盤的研究開発を行う。具体的には、高強度鋼、高機能鋼の実用

化拡大の基盤となる (１)高級鋼厚板(高強度鋼、極低温用鋼、耐熱鋼)溶接部の信

頼性・寿命を大幅に向上する溶接施工技術（高密度・清浄熱源溶接技術）、及びク

リープ破壊、金属組織制御技術を基本とする溶接材料技術（クリープ破壊及び水

素破壊の機構解明等を踏まえた）の開発、(２)部材の軽量化を図るために強度、

加工性等の最適機能傾斜を付与する機械部品鍛造技術（駆動部材の信頼性確保の

ための耐疲労破壊特性の向上を踏まえた）の開発を行う。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術目標及び達成時期

２０１１年度までに、高級鋼厚板（高強度鋼・極低温用鋼・耐熱鋼）の溶接を

予熱・後熱なしに可能とする溶接技術と材料技術を開発するとともに、傾斜機能

部材の鍛造技術を開発する。

③研究開発期間

２００７年度～２０１１年度



（６）希少金属等高効率回収システム開発

①概要

小型電子・電気機器にはベースメタルや、金、銀等の貴金属の他、インジウム、

ニッケル等の希少金属等を含有している。現状では、これらの機器が廃棄された

後は、非常に高温で処理する乾式製錬技術を用いてリサイクル・処理されている

ため、多大なエネルギーを消費するばかりか、回収可能な金属が銅、金、銀等に

限定されており、その他の希少金属等は回収できずに廃棄処分されている。この

ため、湿式製錬技術を活用した高効率な最適技術の開発等を通じて、回収工程の

省エネルギー及び希少金属等の回収率向上を図る。

②技術目標及び達成時期

・ 従来方法（乾式製錬）で処理する場合に比べて、大幅な省エネルギーの実現（省

エネルギー効果：原油換算で約７８万ｋｌ／年削減）

・ 廃小型電子・電気機器、廃超硬工具等中に含まれる希少金属等の回収率の向上（イ

ンジウム０％→９０％、ニッケル５０％→９５％、コバルト０％→９５％タンタ

ル０％→８０％、タングステン９０％→９５％、レアアース ０％→８０％）

③研究開発期間

２００７年度～２０１０年度

（７）低品位鉱石・難処理鉱石に対応した革新的製錬プロセス技術の研究開発

①概要

世界的な鉱石品位の低下、不要元素等の不純物の増加に対応するため、我が国

非鉄金属業においては、低品位鉱石の利用拡大による我が国の鉱物資源の安定供

給確保の強化が喫緊の課題となっているため、低品位・難処理鉱石の革新的な省

エネルギー型の製錬プロセスを開発する。

②技術目標及び達成時期

低品位鉱石及び難処理鉱石から効率的に銅等有用な非鉄金属を回収するため、

低品位鉱石・難処理鉱石に対応した省エネルギー型プロセスによる新たな選鉱技

術、製錬技術及び不純物対策技術の研究開発を行う。

（１）高品位精鉱回収技術

低品位鉱石・難処理鉱石から高品位の精鉱を得る選鉱技術の開発。

ハンドリングが難しい極微細鉱等難処理鉱を処理する製錬技術の開発。

（２）有用金属の抽出等回収技術

低品位精鉱から含有金属を高効率に回収する製錬技術の開発。

（３）高濃度不純物の除去等対策技術

不要な元素（ヒ素、ビスマス、アンチモン等）等を多く含む精鉱からの

不純物除去、分離、安定化等技術の開発。

上記要素技術を開発し、将来的にエネルギー消費原単位の悪化が予測される非

鉄金属製錬について、省エネルギー見込み量、原油換算約２．６万ＫＬを達成。

③研究開発期間

２００９年度～２０１２年度



（８）環境調和型水循環技術開発

①概要

我が国が強みを持つ、膜技術を始めとする水処理技術を強化し、省水型・環境

調和型の水循環システムの開発に資する省エネ・省水型の要素技術を開発する。

②技術目標及び達成時期

２０１３年度までに、以下の技術を開発する。

� 革新的膜分離技術の開発：

従来法に比べ膜透過加圧エネルギー等を 50％以上削減。

� 省エネ型膜分離活性汚泥法（MBR）技術の開発：

従来法に比べ膜洗浄の曝気（空気気泡）エネルギー等を 30％以上削減。

� 有用金属・有害物質の分離・回収技術の開発：

従来法に比べ汚泥の削減により汚泥処理･処分エネルギーを 80％以上削減。

� 高効率難分解性物質分解技術の開発：

従来法に比べ窒素処理に係るエネルギーを 50％以上削減。

オゾン酸化法等のエネルギーを 50％以上削減。

③研究開発期間

２００９年度～２０１３年度

（９）微生物機能を活用した環境調和型製造基盤技術開発

i）微生物機能を活用した高度製造基盤技術開発（運営費交付金）

①概要

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、省エネルギーか

つ環境負荷が少ないといった特徴を有する微生物機能を活用した有用物質の革新

的な生産プロセス（モノ作り）の技術を構築するため、産業用途に必要な機能既

知遺伝子で構成されたゲノムを持ち、物質生産性向上につながる性能を備えた高

性能宿主細胞の創製や、微生物反応の多様化・高機能化技術を開発するとともに、

バイオマスを原料として有用物質を体系的かつ効率的に生産する（バイオリファ

イナリー）ための基盤技術を開発する。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、物質生産性向上につながる性能を備えた高性能宿主細胞

を創製するとともに、バイオプロセスの実用化適用範囲の拡大のための微生物反

応の多様化・高機能化技術の開発を行う。バイオリファイナリー技術については、

バイオマスを高効率で糖化し、糖から高効率で各種化成品の基幹物質を生産する

バイオプロセス体系を構築する。

③研究開発期間

２００６年度～２０１０年度



ii）微生物群のデザイン化による高効率型環境バイオ処理技術開発（運営費交付

金）

①概要

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、従来エネルギー

多消費・廃棄物多排出型であった廃水・廃棄物処理において、微生物群の構成及

び配置等を人為的に制御（デザイン化）することで、その処理効率を大幅に向上

させ、省エネルギーで廃棄物も少ない高効率型廃水、廃棄物処理の基盤技術を確

立する。

②技術目標及び達成時期

２０１１年度までに、特定有用微生物群を人為的に安定導入・維持もしくは人

為的に空間配置・優先化させる等のデザイン化技術を開発し、従来の廃水、廃棄

物処理に比べより高効率で省エネルギーな処理技術を開発するとともに、実用化

に資するための実証可能なテストプラント規模にて評価する。

③研究開発期間

２００７年度～２０１１年度

（１０）省エネルギー型化学技術創成研究開発補助事業

①概要

化学企業が有する技術シーズの中で、省エネルギーのポテンシャルが大きいに

もかかわらず民間だけで事業を進めるには開発リスクが大きいこと等がネックに

なって十分な研究開発費が投じられていない技術に対して、戦略的な研究開発支

援を実施することにより、化学産業のみならず、各種最終製品や他産業において

抜本的なエネルギー効率の改善を促進するものである。

②技術的目標及び達成時期

２０１０年度までに、将来の発展が有望な技術に関する研究開発の実施とその

実用化と普及を通し、化学産業のみならず他分野も含めた我が国省エネルギー対

策への一層の寄与を目標とする。

③研究開発期間

２００４年度～２０１０年度

（１１）エネルギー使用合理化繊維関連次世代技術開発

①概要

製造エネルギーの低減を図ることができる革新的な繊維製品製造技術の開発や、

使用することでエネルギー消費の低減が可能となる新たな繊維製品を開発。

②技術的目標及び達成時期

２０１０年度までに、以下の開発を行う。

①次世代資材用繊維の開発

②ポリエチレンテレフタレート製造エネルギー低減技術の開発

③研究開発期間

２００５年度～２００９年度



（１２）高効率ガスタービン実用化技術開発

①概要

省エネルギー及びＣＯ２削減の観点から電力産業用高効率ガスタービンの実用

化を目指し、大容量機（２５万ｋＷ程度（コンバインド出力４０万ｋＷ））の高効

率化（５２％→５６％）のために１７００℃級ガスタービンの実用化に必要な先

端要素技術を適用した各要素モジュールの検証等を実施する。また、小中容量機

（１０万ｋＷ程度）の高効率化（４５％→５１％）のために有望とされている高

湿分空気利用ガスタービンの実用化に必要な多段軸流圧縮機、多缶燃焼器等の開

発を行うとともにシステムの信頼性等の検証を行う。

②技術的目標及び達成時期

１７００℃級ガスタービン実用化技術開発：先端要素技術を活用した燃焼器、

タービン、圧縮機等各モジュールの検証等を行い、送電端熱効率５６％以上の達

成が可能なことを確認する。

高湿分空気利用ガスタービン実用化技術開発：２０１１年までに軸流圧縮機の

３．５％（空気重量比）吸気噴霧冷却技術、低ＮＯx 燃焼技術（運用負荷帯で１

０ｐｐｍ以下）等を開発すると共に、実機に近い条件での要素機器の信頼性・耐

久性を確認する。

③研究開発期間

２００８年度～２０１１年度

（１３）エネルギー使用合理化高効率パルプ工程技術開発（運営費交付金）

①概要

紙パルプ産業では、環境に関する自主行動計画に基づき、２０１０年度までに

製品当り化石エネルギー原単位を１９９０年度比１３％削減し、ＣＯ２排出原単

位を１０％削減することを目指し、紙パルプ工程における省エネルギー対策を着

実に進めているものの、より一層の省エネルギー対策を進めるためには、技術開

発によるブレークスルーが必要となっている。紙パルプ産業は、エネルギー多消

費型産業のひとつであり、紙パルプ工程での省エネルギー対策は波及効果が大き

いことから、紙パルプ工程におけるエネルギー使用合理化に資する技術開発を提

案公募により実施する。

②技術的目標及び達成時期

京都議定書の第１約束期間中、又は、第２約束期間中を目途として実用化に至

るような技術開発を行うことで、京都議定書の第１約束期間の目標を着実に達成

するとともに、現在、検討が行われている第２約束期間に向けた省エネルギー対

策の更なる深化を進めていく。

③研究開発期間

２００５年度～２０１０年度

（１４）革新的省エネセラミックス製造技術開発（運営費交付金）

①概要

小型炉設備で生産可能な小型セラミック中空ユニットを複数組みあわせること



で、これまでその製造が難しかった複雑な形状を持つ大型セラミックス部材を省

エネで製作することができる革新的なセラミック部材製造技術を開発する。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術目標及び達成時期

２０１３年度までに、高機能化された小さな精密ブロックを立体的に組み上げ、

高効率で接合、一体化をし、複雑な形状の部材や大型の部材を製造可能とする革

新的なプロセス技術の基盤を確立し、高耐性部材、高温断熱部材及び高比剛性部

材の試作を行う。

③研究開発期間

２００９年度～２０１３年度

（１５）発電プラント用超高純度金属材料開発（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅴ参照）

（１６）先進超々臨界圧火力発電実用化要素技術開発（４－Ⅴ－ⅳ参照）

（１７）噴流床石炭ガス化発電プラント開発（４－Ⅴ－ⅳ参照）

（１８）石油精製高度機能融合技術開発（４－Ⅴ－ⅱ参照）

４－Ⅰ－ⅲ．時空を超えたエネルギー利用技術

（１）カーボンナノチューブキャパシタ開発プロジェクト（運営費交付金）

①概要

高純度、高密度に配向した長尺の単層カーボンナノチューブの大量合成技術を

開発するとともに、これを用いた従来よりも格段にパワー（電力）と蓄電量が大

きなキャパシタを開発する。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、単層カーボンナノチューブの高度配向技術及び大量生産

技術を確立するとともに、キャパシタ製造技術を確立することで、２０Ｗｈ／Ｋ

ｇの高エネルギー密度と耐久性を有する電気二重層キャパシタを開発する。

③研究開発期間

２００６年度～２０１０年度

（２）イットリウム系超電導電力機器技術開発（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅳ参照）

（３）高温超電導電力ケーブル実証プロジェクト（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅳ参照）

（４）固体高分子形燃料電池実用化戦略的技術開発(運営費交付金)(４－Ⅲ－ⅴ参照)

（５）燃料電池先端科学研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

（６）固体酸化物形燃料電池システム要素技術開発(運営費交付金）(４－Ⅲ－ⅴ参照）

（７）水素貯蔵材料先端基礎研究事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

（８）水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

（９）固体酸化物形燃料電池実証研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

（１０）大規模電力供給用太陽光発電系統安定化等実証事業（運営費交付金）（４－Ⅳ

－ⅴ参照）

（１１）次世代蓄電システム実用化戦略的技術開発(運営費交付金)(４－Ⅳ－ⅴ参照)

（１２）革新型蓄電池先端科学基礎研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅲ参照）



４－Ⅰ－ⅳ．省エネ型情報生活空間創生技術

（１）グリーンＩＴプロジェクト（運営費交付金）

①概要

情報化社会の進展に伴うIT機器の消費電力の大幅な増大に対応し、抜本的な省

エネを実現するため、サーバ、ネットワーク機器等の各装置の省エネに加え、省

エネ型の巨大コンピューティング技術（グリーン・クラウドコンピューティング

技術）、パワーエレクトロニクス技術を開発する。

②技術目標及び達成時期

２０１２年度までに、ＩＴ機器・システムのエネルギー消費効率を２倍に向上

させる基盤技術を開発する。

③研究開発期間

２００８年度～２０１２年度

（２）次世代高効率ネットワークデバイス技術開発（運営費交付金）

①概要

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、ネットワークで

伝送されるデータ量の爆発的増加に伴い、関連機器の消費エネルギーが増大して

いる中で、ネットワーク全体の消費電力量を抑制することが喫緊の課題であり、

消費エネルギーの低減に大きく貢献するルータ・スイッチの高速化のための研究

開発を実施するとともに、機器そのものの消費エネルギーを低減するための研究

開発を実施する。

②技術的目標及び達成時期

２０１１年度までに、１チャンネルあたり４０Ｇｂｐｓ超の通信速度に対応す

るトラフィック計測・分析・管理技術や４０Ｇｂｐｓのインターフェース、さら

なる通信速度向上（１００Ｇｂｐｓ超）を実現するハードウェア技術、ＳＦＱ（単

一磁束量子）スイッチに関する実現を可能とするための基盤技術を開発する。

③研究開発期間

２００７年度～２０１１年度

（３）次世代大型低消費電力ディスプレイ基盤技術開発（運営費交付金）

①概要

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、次世代の大型液

晶及び大型プラズマディスプレイに関する低消費電力ディスプレイを実現するた

めの研究開発を行う。

②技術的目標及び達成時期

２０１１年度までに、液晶に関しては、高効率バックライト、革新的なＴＦＴ

アレイプロセス技術・製造装置及び低消費電力型の画像処理エンジン等に係る技

術を確立する。また、プラズマディスプレイに関しては、超低電圧駆動等に係る

技術を確立する。

③研究開発期間

２００７年度～２０１１年度



（４）有機発光機構を用いた高効率照明の開発（運営費交付金）

①概要

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、蛍光灯に代わる

高効率照明として有機ＥＬ発光機構を用いるための技術開発課題（発光効率、演

色性、面均一性、生産コスト）等を明らかにし、それをブレークスルーしうる技

術シーズを抽出する。

②技術目標及び達成時期

２００９年までに現在一般に普及している蛍光灯照明に代わる高効率照明とし

ての必要スペックを達成するとともに、次世代照明として同じく期待されている

ＬＥＤとの差別化要素を技術的に達成し、大面積／高スループット／低コストで

量産するプロセス技術を開発する。また、現在蛍光灯の間接・拡散照明が用いら

れている照明機器を代替する有機ＥＬ照明を実用的なコストで製造できる技術を

確立する。

③研究開発期間

２００７年度～２００９年度

（５）マルチセラミックス膜新断熱材料の開発（運営費交付金）

①概要

住宅やビルなどの冷暖房における大幅な省エネを実現する画期的な断熱性能を

持つ壁および窓材料を、セラミックスのナノ多孔体構造やポリマー複合化構造な

どからなるマルチセラミックス膜アセンブリ技術によって開発する。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術目標及び達成時期

２０１１年度までに、熱貫流率（熱の伝わりやすさ）が０．３Ｗ／ｍ2Ｋ以下、

壁厚さ１０ｍｍ程度の超断熱壁材料および熱貫流率が０．４Ｗ／ｍ2Ｋ以下、光（可

視光）透過率が６５％以上（Ｌｏｗ－Ｅガラス使用）、ヘイズ率が１％以下の超断

熱窓材料を実現する。

③研究開発期間

２００７年度～２０１１年度

（６）超フレキシブルディスプレイ部材技術開発（運営費交付金）

①概要

製造工程等の省エネルギー化を実現するために行う。従来、表示デバイスの製

造には、真空蒸着と高温下での焼成と、それに伴う排ガス排水処理が必須であっ

た。これを、ロールｔｏロール方式に代替することで常圧、常温下での製造を実

現し、フレキシブルな薄型ディスプレイを製造する。そのために、有機ＴＦＴ材

料およびコンタクトプリント技術等を開発する。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。



②技術的目標及び達成時期

２００９年度までに、実用化に向けた実証のための巻き取り方式ディスプレイ

のプロトタイプを試作する。またフレキシブルデバイス材料開発に貢献する部材

ならびに薄膜複合化技術を開発し、これらをパネル化するための実用化技術を確

立する。

③研究開発期間

２００６年度～２００９年度

（７）低損失オプティカル新機能部材技術開発（運営費交付金）

①概要

近接場光の原理・効果を応用した低損失オプティカル新機能部材技術を開発し、

実用化の目処を得ることを目的とする。動作原理に近接場光を用いるオプティカ

ル新機能部材は、従来の材料特性のみに依存した光学部品では不可能な機能・性

能を発揮し、液晶プロジェクター・液晶ディスプレイなど情報家電の省エネルギ

ー、高性能・高信頼化を図る上でのキーデバイスとなることが期待できる。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、共通基盤技術として、ナノ構造部材の設計・作製・評価

技術を開発するとともに、ナノ構造部材に発現する近接場光の機能を動作原理と

する低損失オプティカル新機能部材を検討し機能を確認する。

③研究開発期間

２００６年度～２０１０年度

（８）次世代光波制御材料・素子化技術（運営費交付金）

①概要

ガラス材料に関する精密モールド技術を確立し、機能性の高い光波制御素子を

低コストで生産できるプロセス技術を開発することで部材の小型化・高機能化を

図りつつ、省エネを実現する。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までにサブ波長レベルの微細構造をガラス表面にモールド成形す

る技術を実現し、実装可能な具体的なデバイスを作製する。

③研究開発期間

２００６年度～２０１０年度

（９）次世代高効率エネルギー利用型住宅システム技術開発・実証事業

（運営費交付金）

①概要

ゼロ・エミッションハウスによる生活の大幅な省エネの実現に向け、家屋内直

流配電システムや、電力需給の状態に応じた太陽電池等の分散型電源の制御、電

力ネットワークを活用した家電の制御等、住宅全体としてエネルギーの最適制御



を行うシステムの開発・実証を行う。

②技術的目標及び達成時期

２０１１年度までに、直流給電・配電に関する規格の標準化、直流配電の電流・

電圧の規格化、蓄電池設置に係る安全規制の改正に対する提案が可能となる技術

を確立する。

③研究開発期間

２００９年度～２０１１年度

４－Ⅰ－ⅴ．先進交通社会確立技術

（１）エネルギーＩＴＳ（運営費交付金）

①概要

平成１９年５月の「次世代自動車・燃料イニシアティブ」に基づき、運輸部門

のエネルギー消費効率改善のため、自動運転・隊列走行技術、高度交通流制御技

術等の省エネルギーに資するＩＴＳ 技術の開発を行う。

②技術的目標及び達成時期

２０１２年度までにＣＯ２削減効果評価方法の確立を図るとともに、２０２０

年代に実用化が見通せる運転制御、隊列走行の基盤技術の確立を目指す。

③研究開発期間

２００８年度～２０１２年度

（２）サステナブルハイパーコンポジット技術の開発（運営費交付金）

①概要

炭素繊維複合材料は、軽量、高強度等の優れた特性を有している。従来の熱硬

化性樹脂を用いた炭素繊維複合材料では成形性・加工性に乏しくリサイクルが困

難であったため、熱可塑性樹脂を用いた炭素繊維複合材料（ＣＦＲＴＰ）の開発

を行う。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術目標及び達成時期

２０１２年度までに、炭素繊維と熱可塑性樹脂との中間基材を開発し、高速成

形技術、接合技術及びリサイクル技術を開発する。

③研究開発期間

２００８年度～２０１２年度

（３）次世代構造部材創製・加工技術開発（次世代航空機用）

①概要

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、航空機、高速車

両等の輸送機器への先進材料の本格導入を加速させるため、先進複合材料及び先

進金属材料について部材開発、設計試作及び評価を実施することで、軽量化によ

りエネルギー使用効率を大幅に向上させる革新的な構造部材の創製・加工技術の

開発を行う。



②技術目標及び達成時期

２０１２年度までに、複合材の構造健全性診断技術、チタン合金の創製・加工

技術を確立するとともに、航空機用エンジンへの適用を目指し、耐熱・耐衝撃性

に優れた複合材料を開発する。

③研究開発期間

２００３年度～２０１２年度

（４）環境適応型小型航空機用エンジン研究開発（運営費交付金）

①概要

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、エネルギー使用

効率を大幅に向上し、環境対策にも優れた次世代の小型航空機用エンジンの開発

にとって重要な要素技術の研究開発を行う。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、エネルギー使用効率を大幅に向上する構造設計技術、騒

音、ＮＯｘ等の環境負荷対応に優れた環境対策技術、インテグレーション技術、

高バイパス比化等の高性能化技術といった要素技術の研究開発・実証を行う。

③研究開発期間

２００３年度～２０１０年度

（５）省エネ用炭素繊維複合材技術開発

①概要

航空機、自動車、鉄道、船舶等の輸送機械等における炭素繊維複合材の適用範

囲を拡大し、省エネルギーの促進を図るため、先進的な炭素繊維複合材成形技術

や、耐雷対策の容易化技術等の研究開発・実証を行う。

②技術目標及び達成時期

２０１３年度までに、従来の方法に比べ、曲率の大きな部位の成形も行うこと

ができるＶａＲＴＭ（バータム）法等の炭素繊維複合材成形技術や、炭素繊維複

合材を用いた製品の耐雷性能を容易に確保する技術の研究開発・実証を行う。

③研究開発期間

２００８年度～２０１３年度

（６）燃料電池システム等実証研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

（７）次世代蓄電システム実用化戦略的技術開発（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅴ参照）

４－Ⅰ－ⅵ．次世代省エネデバイス技術

（１）ナノエレクトロニクス半導体新材料・新構造技術開発 －うち窒化物系化合物

半導体基板・エピタキシャル成長技術の開発（運営費交付金）

①概要

窒化物系化合物半導体は、パワーデバイス、高周波デバイス、発光デバイス等、

重要なデバイスの飛躍的な性能向上と消費電力削減への貢献を期待されている。

このため、従来の半導体材料では実現出来ない領域で動作可能なハイパワー・超



高効率の電子素子、超高速電子素子等の作成に必要な窒化物系化合物半導体先進

技術の国際競争力を強化すべく、高品質かつ大口径単結晶基板、高品質かつ大口

径エピタキシャル成長技術等の開発を行う。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術目標及び達成時期

２０１１年度までに、次世代窒化物系半導体デバイスを実現する以下結晶作製

技術を開発する。

１）基板技術（ＧａＮ、ＡｌＮバルク結晶作製技術）

・口径２～４インチで高品質エピ成膜を可能とする低コストの単結晶基板作製

技術の確立。

２）エピ技術（エピタキシャル成膜及び計測評価技術）

・低欠陥高品質エピ層を実現する成膜技術及び膜成長過程を計測評価する技術

の確立。

・高出力かつ高安定動作可能なエピ層の実現

・高耐圧超高速な新しいデバイス構造の開発

③研究開発期間

２００７年度～２０１１年度

（２）次世代低消費電力半導体基盤技術開発（ＭＩＲＡＩ）（運営費交付金）

①概要

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、ＩＴ化の進展、

ＩＴ利活用の高度化を支え、あらゆる機器に組み込まれている半導体の低消費電

力化を図るため、テクノロジーノード（微細化レベル）４５ｎｍ以細の次世代低

消費電力半導体を実現するため、微細加工の基盤技術やマスク（半導体素子製造

過程で用いる原板）の低コスト化・製造時間短縮に必要な基盤技術の開発等を行

う。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、マスク設計・描画・検査の各工程に共通的なマスクデー

タ処理技術、繰り返しパターンやパターン重要度を利用した描画・検査高速化技

術等の基本的な開発及びＥＵＶＬマスク基盤技術として、許容欠陥の指標明確化、

ブランクスの位相欠陥検査技術の確立等を完了する。

③研究開発期間

２００１年度～２０１０年度

（３）半導体アプリケーションチッププロジェクト（運営費交付金）

①概要

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、情報通信機器、

特に、情報家電（車載を含む）の低消費電力化を実現できる半導体アプリケーシ

ョンチップ技術の開発を行う。

②技術目標及び達成時期

２００９年度までに情報家電の低消費電力化を実現できるアプリケーションチ



ップ技術を開発する。

③研究開発期間

２００３年度～２００９年度

（４）次世代プロセスフレンドリー設計技術開発（運営費交付金）

①概要

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、あらゆる機器に

組み込まれている半導体の低消費電力化を図るため、テクノロジーノード４５ｎ

ｍ以細の半導体に対応するＳｏＣ（Ｓｙｓｔｅｍ ｏｎ Ｃｈｉｐ）設計技術を

開発する。具体的には、テクノロジーノード４５ｎｍ以細の半導体の共通設計基

盤技術開発として、ＤＦＭ（Ｄｅｓｉｇｎ Ｆｏｒ Ｍａｎｕｆａｃｔｕｒｉｎ

ｇ）基盤技術を中核とした設計及び製造の全体最適を確保する全く新しいＳｏＣ

製造フローを開発する。

②技術目標及び達成時期

テクノロジーノード４５ｎｍ以細のＳｏＣ開発において製造性を考慮した共

通設計基盤技術を確立し、システムＬＳＩデバイスの省エネルギーを実現すると

ともに、設計生産性を従来予想に比べ２倍にすることを目標とする。

③研究開発期間

２００６年度～２０１０年度

（５）半導体機能性材料の高度評価基盤開発（運営費交付金）

①概要

情報通信機器の高機能化や低消費電力化等の要求を満たす半導体集積回路を

実現するため、新たな機能性材料開発に貢献する評価基盤技術を開発し、さらに

開発した機能性材料の半導体及び半導体集積回路への適用を可能とする統合的な

ソリューション技術を開発する。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術的目標及び達成時期

２０１１年度までに、半導体デバイス性能に直結する接合素子の性能性及び信

頼性等、半導体製造プロセス全体を俯瞰しつつ、機能性材料開発が可能となる評

価基盤技術を開発し、開発した機能性材料を用いた統合的なソリューションが提

案できる材料評価基盤を構築する。

③研究開発期間

２００９年度～２０１１年度

４－Ⅰ－ⅶ．その他

（１）次世代構造部材創製・加工技術開発（次世代衛星基盤）

①概要

国際商業市場における我が国衛星メーカーの競争力を強化するべく、準天頂衛

星システム※（利用者に対し、米国が運用するＧＰＳとの補完による高精度な位置

情報等の提供を可能にするシステム）の構築に不可欠な基盤技術（産業競争力強



化にも直結する衛星の軽量化、長寿命化に関する技術等）の開発を行う。本プロ

ジェクトの一部については、他部門と比較して需要増加の割合が高い運輸部門の

エネルギー消費を抑制すべく、自動車、高速車両等の輸送機器の軽量化・効率化

にも資する複合材料製造設計等の基盤技術を確立するためのものであり、エネル

ギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

※ 静止軌道と一定の角度をなす傾斜軌道に複数の衛星を配置し、見かけ上、常に

天頂付近に最低１つの衛星を位置させるシステム。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、準天頂衛星システムの構築に不可欠な基盤技術（産業競

争力強化にも直結する衛星の軽量化、長寿命化に関する技術等）の開発を実施し、

宇宙空間での技術実証を行う。

③研究開発期間

２００３年度～２０１０年度

４－Ⅱ．運輸部門の燃料多様化

４－Ⅱ－ⅰ．共通

（１）新エネルギー技術実用化補助事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照）

（２）非化石エネルギー産業技術研究助成事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照）

４－Ⅱ－ⅱ．バイオマス由来燃料

（１）新エネルギー技術研究開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅳ参照）

（２）Ｅ３地域流通スタンダードモデル（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅳ参照）

（３）バイオマス等未活用エネルギー実証事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅳ参照）

（４）バイオマスエネルギー地域システム化実験事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅳ参

照）

（５）セルロース系エタノール革新的生産システム開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅳ

参照）

４－Ⅱ－ⅲ．ＧＴＬ等の合成液体燃料

（１）天然ガスの液体燃料化（ＧＴＬ）技術実証研究（運営費交付金）（４－Ⅴ－ⅱ参

照）

４－Ⅱ－ⅳ．燃料電池自動車および水素関連技術

（１）固体高分子形燃料電池実用化戦略的技術開発(運営費交付金)(４－Ⅲ－ⅴ参照)

（２）燃料電池先端科学研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

（３）水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

（４）水素貯蔵材料先端基盤研究事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

（５）水素社会構築共通基盤整備事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

（６）燃料電池システム等実証研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

４－Ⅱ－ⅴ．電気自動車

（１）次世代蓄電システム実用化戦略的技術開発（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅴ参照）

（２）革新型蓄電池先端科学基礎研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅲ参照）



４－Ⅲ．新エネルギー等の開発・導入促進

４－Ⅲ－ⅰ．共通

（１）新エネルギー技術研究開発（運営費交付金）

① 概要

新エネルギーの自立的普及に向けて、太陽光、風力、バイオマスなど新エネル

ギー分野でのイノベーションを促進すべく、高効率かつ低コストを目指した先進

的技術開発を実施する。具体的には以下の研究開発を実施する。

Ａ．革新的な太陽電池の開発を実施する研究拠点を形成し、海外との研究協力等を

行いながら、超長期の視野に立って、飛躍的な性能向上を目指した太陽光発電技

術の開発を推進する。（革新型太陽電池国際研究拠点整備事業）

Ｂ．中長期的に、より一層の高効率化と低コスト化を目指して、革新的な材料、構

造等を採用した太陽光発電技術の開発を推進する。（太陽光発電システム未来技

術研究開発）

Ｃ．２０２０年の目標発電コスト１４円／ｋＷｈおよび太陽光発電システムの大幅

な効率向上を実現すべく、未来技術研究開発などで得られた要素技術開発の成果

の内、実用化が期待できる太陽電池作製に係る技術について課題を設定し早期実

用化を助成する。（太陽光発電システム実用化促進技術開発）

Ｄ．電力供給源としての太陽光発電の信頼性を確立し、今後の太陽光発電システム

の円滑な普及促進を図るため、太陽光発電システムの大量普及時に不可欠な性能

評価技術やリサイクル・リユース技術等システムの共通基盤技術に係る研究等を

実施する。（太陽光発電システム共通基盤技術研究開発）

Ｅ．ＰＶシステムの普及拡大のため、「集中連系型太陽光発電システム実証研究」

の設備を有効利用しながら、認証制度にも資する複数台連系に係わる試験方法を

確立する。（単独運転検出装置の複数台連系試験技術開発研究）

Ｆ．風力発電技術の国際的な動向を把握しつつ、我が国の複雑地形における風力発

電利用上の各種課題を克服するための基礎から応用までの技術について研究開

発を行う。具体的には我が国の厳しい風特性を反映した風特性モデルの確立及び

高々度風況観測を簡便に行うためのリモートセンシング技術の精度検証・評価を

行う。

また、全国規模での落雷電流計測、落雷様相観測による雷特性の把握、落雷特

性・落雷保護対策と被害実態との相関把握、上記を踏まえた効果的な落雷保護対

策の検討及び実機規模での実雷による保護対策検証等を実施し、高精度落雷リス

クマップを作成するとともに、風力発電設備へのより効果的な落雷等に対する対

策を策定する。（次世代風力発電技術研究開発事業）

Ｇ．我が国特有の海上特性や気象・海象条件を把握し、これらの自然条件に適した

洋上風況観測法や風力発電システムに関する技術開発とその実証を行なうと共

に、環境影響評価システム手法を確立する。（洋上風力発電技術研究開発）

Ｈ．バイオマスのエネルギー利用の促進を図るためには、発生地域が分散し、形状・

性状が多種多様にわたるバイオマス資源を利用しやすい形態の有用エネルギー

へ効率的に転換できる技術を開発する。（バイオマスエネルギー等高効率転換技

術開発）



Ｉ．世界的にもベンチャー企業による太陽光発電、新型風力発電、燃料電池、バイ

オ燃料分野におけるイノベーション活動が活発化していることを踏まえ、詳細目

標設定・多段階選抜形の米国ＳＢＩＲ制度を参考に特定のキーテクノロジーに対

するベンチャーのチャレンジを強力に支援する。（新エネルギーベンチャー技術

革新事業）

② 技術目標及び達成時期

Ａ．２０５０年までに「変換効率が４０％超」かつ「発電コストが汎用電力料金並

み（７円/ｋＷｈ）」の太陽電池を実用化することを目指した研究開発の中で、変

換効率４０％超の実現に向けた技術の基礎・探索研究段階と位置づけて研究開発

を実施する。

Ｂ．２０２０年頃に業務用電力料金並の発電コスト（１４円／ｋＷｈ、モジュール

製造原価として７５円／Ｗ程度）、２０３０年頃に火力発電の発電コスト（７円

／ｋＷｈ、モジュール製造原価として５０円／Ｗ程度）の実現に向けた中・長期

的な技術開発を行う。

Ｃ．２０１５年に向けて市場競争力を備えた本格生産・商用化を目指す。

Ｄ．２０２０年度の技術開発目標である発電コスト１４円／ｋＷｈを目指し、中期

的な視点での太陽光発電の普及拡大に資する。

Ｅ．２００９年度末までに、電力系統側が受け入れ可能な、導入台数の制限のない

能動型単独運転検出装置の試験方法を確立する。

Ｆ．２０１２年度までに、風力発電の基礎から応用までの技術について、国際的な

動向を把握しつつ、我が国特有の気象・地形に起因する各種問題（風車耐久性等）

を克服するための研究開発を行って、我が国の風車産業の振興に資するとともに、

ＩＥＡ ＲＤ＆Ｄ ＷＩＮＤなどの最先端の国際的風力発電共同研究に研究成果

を反映させる。

また、２０１２年度までに、高精度落雷リスクマップを作成するとともに、風

力発電設備へのより効果的な落雷等に対する対策を策定する。

Ｇ．２０１３年度までに、我が国の海象・気象条件に適した、洋上風況観測システ

ム、洋上風力発電システム及び環境影響評価の手法等の技術を確立する。

Ｈ．２００４年度より、バイオマスエネルギー転換プロセスにおける各工程のボト

ルネックを抽出し、２００８年度までに開発が完了するよう、それぞれのボトル

ネックをブレークスルーする要素技術開発を提案公募方式により実施する。更に、

２００５年度より２００９年度まで、バイオマスのエネルギー転換・利用技術等

の分野において２０３０年の普及を目指した新規な革新的技術を発掘するため

の先導技術研究開発を提案公募方式により実施する。

Ｉ．潜在的なオプションの顕在化や関連産業分野の技術開発による技術革新により、

新エネルギー導入促進技術オプションの多様化と経済性の向上に寄与する。

③ 研究開発期間

２００７年度～２０１１年度



（２）新エネルギー技術フィールドテスト事業（運営費交付金）

① 概要

２０１０年度の新エネルギー導入目標達成に向け、新技術を活用した太陽光発

電及び太陽熱利用システムの有効性の検証、バイオマス熱利用システムの性能・

経済性等の検証、風車立地に必要な高所の風況データの収集・解析など総合的な

新エネルギーフィールドテストを実施する。具体的には以下のフィールドテスト

を実施する。

Ａ．新技術を活用した太陽光発電システム等を設置し、出力特性等の情報収集及び

分析を行うことで、その有効性を確認するとともに、ガイドラインの策定等によ

り広く情報発信を行う。（太陽光発電新技術等フィールドテスト事業）

Ｂ．新利用形態の太陽熱利用システムや未利用分野においてシステムを設置し、出

力特性等の情報収集及び分析を行うことで、その有効性を確認するとともに、ガ

イドラインの策定等により広く情報発信を行う。（太陽熱高度利用システムフィ

ールドテスト事業）

Ｃ．広く薄く賦存するバイオマスを、民間企業や研究機関等において研究開発が終

了段階をむかえた高効率に熱利用できるシステムを設置し、設置場所の熱需要に

合わせたフィールドテストを実施することにより、実運転におけるバイオマス熱

利用転換システムとしての課題抽出、解決を行い、早期実用化を図り、バイオマ

スエネルギーの導入促進を行う。（地域バイオマス熱利用フィールドテスト事

業）

Ｄ．風力発電の導入目標（２０１０年度３００万ｋＷ）を達成するため、共同研究

事業者と大型風車の導入普及に必要な高所の風況データの収集・解析・評価を行

い、公開する。（風力発電フィールドテスト事業）

② 技術目標及び達成時期

Ａ．設置システムについて、２００７年度に策定したガイドラインを２００９年度、

２０１２年度及び２０１５年度に見直し改訂する。

Ｂ．設置システムについて、２００７年度に策定したガイドラインを２００９年度

に改訂する。また、２０１２年度及び２０１５年度に見直し改訂する。

Ｃ．一定レベルまで確立されたバイオマス熱利用技術について、性能や経済性等の

状況・データを収集・分析し、熱利用システムの有効性を実証するとともに、こ

れらの結果を公表することで汎用性の高い熱利用システムの確立し、２０１０年

度のバイオマス熱利用の導入目標（３０８万ＫＬ）達成を目指す

Ｄ．２０１０年度までに、高所の風況データの解析・評価を行い、導入普及に有用

な資料の取りまとめを行い、これらの結果を風力発電事業者、研究機関や風力発

電事業を計画している各種団体等に公開することにより、風力発電導入の素地を

形成し、風力発電の導入を拡大する。

③ 研究開発期間

２００７年度～２０１１年度



（３）新エネルギー技術実用化補助金（運営費交付金）

① 概要

科学技術基本計画における戦略的技術領域・課題にかかる技術課題等で石油代

替エネルギーの製造・生成・利用に資する実用化開発を行う民間企業に対し助成

支援する。

② 技術目標及び達成時期

助成事業終了後３年以上を経過した時点で２５％の実用化達成率。加えて、知

的資産経営の方針に対する審査時の評価を通じて、「技術等の知的資産を活かす

経営の下で収益拡大を図る（技術を経営、収益につなげる）」意識を普及させる。

③ 研究開発期間

２０００年度～

（４）非化石エネルギー産業技術研究助成事業（運営費交付金）

① 概要

産業界や社会のニーズに応える石油代替技術のシーズの発掘とその育成、並び

に、石油代替技術に関する次世代の研究リーダーの育成を図る。この目的のため、

産業界からの期待が高い技術領域・課題を提示した上で、大学や独立行政法人の

若手研究者等から研究開発テーマを募集する。厳正な外部評価によって石油代替

効果があり且つ独創的・革新的なテーマを選定し、研究者代表者個人を特定して

助成金を交付する。

② 技術目標及び達成時期

独創性のある若手研究者等を助成すると共に、中間評価ゲート方式が醸成する

競争的環境の下で企業との連携を強化させることにより、１０～１５年後の実用

化が有望な革新的石油代替技術の研究開発を促進する。本事業では革新的石油代

替技術の実用化への第１歩となる特許について、助成期間終了後の出願比率を１

００％とすることを目標とするとともに、石油代替技術に関する次世代の研究リ

ーダーの育成を図る。

③ 研究開発期間

２０００年度～

４－Ⅲ－ⅱ．太陽・風力

（１）太陽光発電無線送受電技術の研究開発

① 概要

将来の新エネルギーシステムとして期待される宇宙太陽光発電システム（ＳＳ

ＰＳ）の中核的技術として応用可能なマイクロ波による太陽光発電無線送受電技

術の確立に向け、安全性や効率性等の確保に不可欠な精密ビーム制御技術の研究

開発を行う。

② 技術目標及び達成時期

２０１２年度までに複数のフェーズドアレイパネル間の位相同期を行い、パイ

ロット信号の方向にマイクロ波を電送するレトロディレクティブ技術を活用した

精密ビーム制御技術の確立を目指す。



③ 研究開発期間

２００８年度～２０１２年度

４－Ⅲ－ⅲ．電力系統制御・電力貯蔵

（１）革新型蓄電池先端科学基礎研究（運営費交付金）

① 概要

電池の基礎的な反応原理・反応メカニズムを解明することで、既存の蓄電池の

性能向上及び革新型蓄電との実現に向けた基礎技術の確立を目指す。

② 技術目標及び達成時期

世界最高レベルの放射光施設を用いた評価装置により、蓄電池の反応メカニズ

ムを解明するとともに、２０３０年に電気自動車の航続距離５００ｋｍ、コスト

１／４０を実現すべく、新材料の開発を行う。

③ 研究開発期間

２００９年度～２０１５年度

（２）次世代蓄電システム実用化戦略的技術開発（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅴ参照）

（３）大規模電力供給用太陽光発電系統安定化等実証事業（運営費交付金）（４－Ⅳ－

ⅴ参照）

４－Ⅲ－ⅳ．バイオマス・廃棄物・地熱等

（１）Ｅ３地域流通スタンダードモデル創成事業（運営費交付金）

① 概要

離島(全域)におけるエタノール３％混合ガソリン（Ｅ３）の製造から給油まで

の大規模なフィールドテストを通じ、Ｅ３利用に関する社会システムモデルの構

築と一般社会へ適用する際の技術課題の抽出を行う。

② 技術目標及び達成時期

２０１０年の｢京都議定書目標達成計画｣の導入目標（５０万ｋｌ）に資するた

め、２００９年度にＥ３利用の社会モデルを構築し、２０１１年度までにその検

証を行う。

③ 研究開発期間

２００７年度～２０１１年度

（２）バイオマス等未活用エネルギー実証事業（運営費交付金）

① 概要

地域に賦存する未活用な資源であるバイオマスをエネルギーとして有効活用す

るため、溶融ガス化等熱化学的変換技術による燃料化システムやメタンガス等生

物化学的変換技術による燃料化システム等の実証試験事業、事業可能性調査等を

実施し、利用ノウハウ等を蓄積、本格的なバイオマス等エネルギーの導入を推進

する。

② 技術目標及び達成時期

２００９年度までに、バイオマス等の種別やエネルギー変換手法、更には地域



特性を加味した一連のエネルギー転換システム毎のフィージビリティスタディや

試験設備の設置により、バイオマス等の運搬・収集、エネルギー転換及びエネル

ギー利用に係るデータの収集、分析、評価を実施し、その結果をフィードバック

することによって本格的なバイオマス等エネルギーの導入を目指す。

③ 研究開発期間

２００１年度～２００９年度

（３）バイオマスエネルギー地域システム化実験事業（運営費交付金）

① 概要

バイオマスエネルギーの資源収集・運搬、転換、残渣処理、利用までの一連の

利活用システムについての、各要素の連携の最適化を図るための実証を実施する

ことによって、地域特性に適合した地域主導によるバイオマスの地産地消・地域

循環型の先導的モデルシステムを構築することによりバイオマスエネルギーの導

入を促進する。

② 技術目標及び達成時期

２００９年度までに、国内バイオマス資源の安定的かつ経済的な供給システム、

最適なエネルギー転換技術、エネルギー転換後に発生する残渣の処理等の一連の

地産地消型エネルギー転換システムについて、ノウハウ蓄積、課題抽出及びその

対策方法の策定、技術確立を行う。また、ここで確立されたバイオマスエネルギ

ーシステムは他地域への波及を先導する事例となることを目標とする。

③ 研究開発期間

２００５年度～２００９年度

（４）セルロース系エタノール革新的生産システム開発（運営費交付金）

① 概要

大規模安定供給が可能で、かつ食料と競合しない、草本系、木質系のセルロー

ス系バイオマス原料の栽培からバイオエタノール製造までの一貫生産システムを

構築し、環境負荷、経済性等を評価する。加えて、大規模生産に当たり危惧され

ている、生態系破壊、森林破壊、ライフサイクルでの環境負荷増大等の負の影響

についての適切な評価、認証等、持続可能なバイオ燃料の生産拡大を担保する社

会システム整備のあり方についても調査研究を行う。

② 技術目標及び達成時期

２０１５年までに、製造コスト４０円／Ｌ以下、エネルギー回収率３５％以上

を達成するための技術開発を行う。

③ 研究開発期間

２００９年度～２０１３年度



４－Ⅲ－ⅴ．燃料電池

（１）固体高分子形燃料電池実用化戦略的技術開発（運営費交付金）

① 概要

自動車用、家庭・業務用等に利用される固体高分子形燃料電池（ＰＥＦＣ）の

実用化・普及に向け、要素技術、システム化技術及び次世代技術等の開発を行う

とともに、共通的な課題解決に向けた研究開発の体制の構築を図る。

② 技術目標及び達成時期

２００９年度までに、固体高分子形燃料電池の経済性・耐久性の向上や高性能

化のための技術開発を行い、燃料電池の普及段階へ向けて必要な基本的技術を確

立する。

③ 研究開発期間

２００５年度～２００９年度

（２）燃料電池先端科学研究（運営費交付金）

① 概要

燃料電池の基本的反応メカニズムについての根本的な理解を深めるために、高

度な科学的知見を要する現象解析及びそのための研究体制の整備を行い、現状の

技術開発における壁を打破するための知見を蓄積する。

② 技術目標及び達成時期

２００９年度までに、燃料電池内における反応機構を電気化学（電極触媒反応、

イオン移動、分子移動等）及び材料化学（溶解・腐食反応、錯形成反応、ラジカ

ル反応、固相内拡散等）の観点から解明する。また、燃料電池新技術の性能を適

切に評価・実証するための基本システムを構築する。

③ 研究開発期間

２００５年度～２００９年度

（３）固体酸化物形燃料電池システム要素技術開発（運営費交付金）

① 概要

固体酸化物形燃料電池(ＳＯＦＣ)は発電効率が高く、分散型電源として期待さ

れるが、実用化・普及のためには耐久性・信頼性向上、低コスト化等の課題を解

決することが必要であり、材料開発や劣化要因解明など基盤的な要素技術の研究

を行う。

② 技術目標及び達成時期

２０１２年度までに、①耐久性・信頼性の向上のための劣化要因解明等の基礎

研究、②低コスト化のための材料等や高出力セルスタックの開発、③起動停止対

応等の実用性向上のための技術開発を実施する。

③ 研究開発期間

２００８年度～２０１２年度



（４）セラミックリアクター開発（運営費交付金）

① 概要

低温域かつ高効率なエネルギー変換を可能とする次世代型セラミックリアクタ

ーの実現のため、世界最高効率の燃料電池ミクロセルの集積構造技術等の開発を

行う。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

② 技術目標及び達成時期

２００９年度までに、新電解質材料の適用や電極反応の高効率化等による、低

温作動時 (６５０℃以下)での出力性能を向上させる材料技術と共に、ミクロセ

ルの集積構造化や精緻なインターフェース構築のための製造プロセス技術を開発。

そして、これらの技術を統合することにより、次世代型セラミックリアクターと

してのプロトタイプモジュール実証（出力性能２ｋＷ／Ｌ等）を行う。

③ 研究開発期間

２００５年度～２００９年度

（５）水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発（運営費交付金）

① 概要

水素の製造･輸送・貯蔵等に係る機器やシステムについて、性能・信頼性･耐久

性の向上や低コスト化を目指す水素利用技術の研究開発を行い、水素社会の実現

に必要な基盤技術の確立を図る｡

② 技術目標及び達成時期

２０１２年度までに、水素製造・貯蔵・輸送・充填に関する機器やシステムの

信頼性・耐久性向上、低コスト化、性能向上等実用化検証や要素技術開発、及び

当該技術を飛躍的に進展させることができる革新的技術開発や調査研究などを行

い、その成果を産業界に提供することにより、水素エネルギー初期導入間近の関

連機器製造・普及技術として完成させ、水素社会の真の実現に必要な基盤技術の

確立を図る。

③ 研究開発期間

２００８年度～２０１２年度

（６）水素貯蔵材料先端基盤研究事業（運営費交付金）

① 概要

世界トップ水準の優れた研究者を中核に、国内外の研究機関・企業のバーチャ

ルな連携の下、高圧水素貯蔵に比べよりコンパクトかつ効率的な水素貯蔵を可能

とする水素貯蔵材料の性能向上に必要な条件等を明らかにすることにより、燃料

電池自動車の航続距離の飛躍的向上を図る。

② 技術目標及び達成時期

２０１１年度までに、水素貯蔵材料の基本原理、さらには水素貯蔵能力の革新

的向上に必要な条件を明らかにすることにより、水素をより安全・簡便・効率的

かつ低コストに輸送・貯蔵するための技術基盤を確立する。



③ 研究開発期間

２００７年度～２０１１年度

（７）水素先端科学基礎研究事業（運営費交付金）

① 概要

水素の輸送や貯蔵に必須な材料に関し、水素脆化等の基本原理の解明及び対策

の検討を中心とした高度な科学的知見を要する先端的研究を、国内外の研究者を

結集し行うことにより、水素をより安全・簡便に利用するための技術基盤を確立

する。

② 技術目標及び達成時期

２０１２年度までに、水素脆化、水素トライボロジーの基本原理の解明及び対

策の検討等を行い、水素をより安全・簡便に利用するための技術指針を産業界に

提供する。

③ 研究開発期間

２００６年度～２０１２年度

（８）水素社会構築共通基盤整備事業（運営費交付金）

① 概要

燃料電池の導入・普及に資する基盤整備のため、製品性能の試験・評価手法及

び国内外の基準・標準の確立を図る。

② 技術目標及び達成時期

２００９年度を目途に、安全性等に係るデータを取得し、そのデータを基に試

験・評価手法の確立、国際標準の確立、規制の再点検を三位一体で進める。

③ 研究開発期間

２００５年度～２００９年度

（９）固体酸化物形燃料電池実証研究（運営費交付金）

① 概要

発電効率が高く、分散型電源として期待される固体酸化物形燃料電池（ＳＯＦ

Ｃ）の研究開発・実用化の促進のため、耐久性を始めとしたデータの取得・課題

抽出等のための実証を実施する。

② 技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、ＳＯＦＣシステムの実証試験を数十～数百台規模で実施

し、蓄積が不足している耐久性を始めとした実証データの取得・課題抽出等を行

い、ＳＯＦＣ技術開発等へのフィードバックを行う。

③ 研究開発期間

２００７年度～２０１０年度



（１０）燃料電池システム等実証研究（運営費交付金）

① 概要

実条件に近い中での燃料電池自動車等の実証走行や、高圧水素貯蔵システム、

多角的な燃料供給システムの検証を進め、水素エネルギー社会における水素利用

の課題等を抽出するとともに、燃料電池・水素に対する国民的理解の醸成を図る。

② 技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、実使用条件下における技術的課題を抽出するとともに、

環境特性、エネルギー総合効率、安全性、耐久性等に関する基準・標準に資する

データを取得し、燃料電池自動車、水素ステーションの研究開発等へのフィード

バックを行う。

③ 研究開発期間

２００６年度～２０１０年度

（１１ ）将来型燃料高度利用技術開発（４－Ⅴ－ⅱ参照）

４－Ⅳ．原子力等利用の推進とその大前提となる安全の確保

４－Ⅳ－ⅰ．軽水炉・軽水炉核燃料サイクル

＜新型軽水炉＞

（１）次世代軽水炉等技術開発

①概要

２０３０年前後に見込まれる大規模な代替炉建設需要に対応するため、安全

性・経済性、信頼性等に優れ、世界標準を獲得し得る次世代軽水炉の技術開発を

行

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、次世代軽水炉の実現に必要となる要素技術開発等及びプ

ラント概念の成立性について見通しを得るための概念設計検討を行う。

③研究開発期間

２００８年度～２０１０年度（見直し）

＜軽水炉使用済燃料再処理技術の高度化＞

（２）使用済燃料再処理事業高度化

①概要

再処理施設で用いられるガラス固化技術について、より多くの白金族元素等を

含む高レベル廃液を溶融可能な新しい性状のガラスを開発するとともに、これに

対応しうる新型の溶融炉を開発することにより、我が国の使用済燃料再処理技術

の高度化を図る。新型ガラス溶融炉の開発に際しては、六ヶ所再処理工場の運転

経験を反映する研究もあわせ行う。

②技術目標及び達成時期

より多くの白金族元素等を含む高レベル廃液を溶融可能なガラス及び溶融炉の

開発等によって、より高品質のガラス固化体を製造可能なガラス固化技術を開発

する。



また、本事業によって開発されたガラス固化技術を、５年程度で更新が計画さ

れている日本原燃株式会社六ヶ所再処理工場のガラス溶融炉及び同工場のガラス

固化施設の運転に反映させる。

③研究開発期間

２００９年度～２０１１年度

＜プルサーマルの推進＞

（３）全炉心混合酸化物燃料原子炉施設技術開発

①概要

プルサーマルが当面のプルトニウム利用策として期待されていることを踏まえ、

既存の軽水炉に比べ約３倍のプルトニウムを装荷することができる全炉心混合酸

化物燃料原子炉に必要な技術開発を行う。

②技術目標及び達成時期

２０１１年度までに、原子炉の開発に必要な設計、解析、試験等を行い、全炉

心混合酸化物燃料原子炉技術を確立する。

③研究開発期間

１９９６年度～２０１１年度

＜軽水炉サイクルから高速増殖炉サイクルへの円滑な移行のための技術開発＞

（４）高速炉再処理回収ウラン等除染技術開発

①概要

ＦＢＲ実証炉及び関連サイクル施設の早期実現を図るため、文部科学省と連携し、

「高速増殖炉サイクル実用化研究開発」を推進する。そのなかで、次世代再処理工場

から発生する高線量回収ウラン等を既存軽水炉燃料製造施設で取扱可能とする、次

世代再処理工場と調和可能な回収ウラン等の除染技術について、調査・基礎試験等を

行い、商業的に利用可能な除染技術候補の検討等を実施する。選定された技術につ

いては、プロセス試験等を実施する。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、回収ウラン等の除染プロセスの候補技術の洗い出し及び

候補プロセス技術の基礎試験を終了し、次世代再処理技術との適合性の検証を行

い、プロセス試験を実施すべき除染プロセス技術を選定する。

また、２０１５年までに、選定した除染プロセス技術について工学化規模での

プロセス試験を行い、商業的に利用可能な転換前高除染技術としての実効性を検

証する。

③研究開発期間

２００７年度～２０１５年度

＜ウラン濃縮技術の高度化＞

（５）遠心法ウラン濃縮技術開発

①概要

我が国におけるウラン濃縮技術や生産能力の維持・向上のため、世界最高水準



の性能を有するなど国際的に比肩し得る経済性と性能を有する新型遠心分離機を

開発する。

②技術目標及び達成時期

２００９年度までに、国際役務価格＄１００／ｋｇＳＷＵ相当を目指して、現

在実用化している金属胴遠心分離機の約５倍という高い分離性能や同遠心分離器

を上回る寿命など国際的に比肩し得る技術レベルを有する新型遠心分離機の開発

を目指すとともに、最終仕様の新型遠心分離機を多数台用いたカスケード試験の

実施により商用プラントとしての信頼性を確立し、運転要領の策定を行う。

③研究開発期間

２００２年度～２００９年度

＜回収ウラン＞

（６）回収ウラン利用技術開発

①概要

六ヶ所再処理工場で回収される回収ウランを再濃縮し、再び軽水炉で利用する

ため、濃縮施設等既存施設への影響等を把握し、転換プロセスを中心とした回収

ウラン利用技術を開発する。併せて劣化ウラン酸化固形化についても検討を行う。 
②技術目標及び達成時期

２０１２年頃までに、劣化ウランの取扱・管理の容易さや貯蔵効率を向上させ

るための劣化ウラン酸化固形化（再転換を含む）技術の研究開発を行い、同技術

に係る基礎プロセスを確立する。２０１５年度頃までに、再処理により回収され

る回収ウランの濃縮が可能な商用遠心分離機の設計を確定する。

③研究開発期間

２００８年度～２０１５年度

＜共通基盤技術開発＞

（７）革新的実用原子力技術開発

①概要

第４世代原子力システムに関する国際フォーラム（ＧＩＦ）や国際原子力エネ

ルギー・パートナーシップ（ＧＮＥＰ）等の国際協力枠組みにおいて国際連携に

よる研究開発が提案されている技術分野や、近年希薄化が懸念される原子力を支

える基盤技術分野について、産業界の参画やニーズ提示のもと、大学等が実施す

る研究活動への支援や将来の原子力人材の育成を実施しており、各分野の目的に

沿った革新的な技術開発を行う。

②技術目標及び達成時期

２０１１年度まで、基盤技術分野、国際協力技術分野において個別テーマ毎に

研究開発を実施する。

③研究開発期間

２０００年度～２０１１年度（見直し）



４－Ⅳ－ⅱ．高速増殖炉（ＦＢＲ）サイクル

（１）発電用新型炉等技術開発

①概要

ＦＢＲ実証炉及び関連サイクル施設の早期実現を図るため、文部科学省と連携

し、「高速増殖炉サイクル実用化研究開発」を推進する。具体的には、実証炉に必

要な要素技術のうち、設計・建設段階において必要となる実プラント技術として、

格納容器設計技術、耐震性評価技術、高温材料設計技術、保守・補修技術、大型

構造物製作技術の試験等を実施する。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、実証炉の概念設計へ反映しうる設計基準データ等の技術

的根拠を得る。

③研究開発期間

２００７年度～２０１０年度

（２）高速炉再処理回収ウラン等除染技術開発（４－Ⅳ－ⅰ参照）

４－Ⅳ－ⅲ．放射性廃棄物処理処分

（１）地層処分技術調査等

①概要

ⅰ）地層処分共通技術開発

高レベル放射性廃棄物等の地層処分における共通的技術として、今後段階的

に進められる処分地選定の際に重要となる地質等調査技術の高度化開発を行う。 
ⅱ）高レベル放射性廃棄物関連処分技術開発

高レベル放射性廃棄物処分に係る基盤技術として、人工バリア等の長期性能

評価技術、処分場操業の際のオーバーパック溶接や搬送・定置等の遠隔操作技

術の開発を行う。 
ⅲ）ＴＲＵ廃棄物処分関連技術開発

ＴＲＵ廃棄物の地層処分に係る基盤技術として、高レベル放射性廃棄物との

併置処分の可能性も念頭に、ＴＲＵ廃棄物に固有に含まれる核種の閉じ込め技

術や人工バリア等の長期性能評価技術の開発を行う。 
②技術目標及び達成時期

ⅰ）地層処分共通技術開発

２０１１年度までに、処分地選定の初期段階で必要となる地上からの調査技

術のうち、特に沿岸域の環境や高精度での地下水評価等に係る調査評価技術の

高度化・確証を行う。 
ⅱ）高レベル放射性廃棄物関連処分技術開発

２０１１年度までに、人工バリア等の長期性能評価技術や遠隔操作等の工学

技術について高度化を図り、幅広い地質環境に対応可能な技術選択肢と成立性

を提示する。

ⅲ）ＴＲＵ廃棄物処分関連技術開発

２０１１年度までに、ＴＲＵ廃棄物に固有に含まれるヨウ素１２９や炭素１



４の閉じ込め、高アルカリ環境下での人工バリアの性能評価等に関し、幅広い

地質環境に対応可能なデータ・モデルの整備と技術選択肢の提示を行う。 
③研究開発期間

１９９８年度～２０１１年度

（２）管理型処分技術調査等

ⅰ）地下空洞型処分施設性能確証試験

①概要

ＴＲＵ廃棄物や発電所廃棄物等の余裕深度処分において検討されている「地下

空洞型処分施設」の成立性確認のため、実規模大の空洞を利用した総合的な確証

試験を行う。 
②技術目標及び達成時期

２０１１年度までに、実規模大の空洞内にコンクリートピット等からなる地下

空洞型処分施設を構築し、施工性や初期性能の総合的な確証を行う。 
③研究開発期間

２００６年度～２０１１年

（３）放射性廃棄物共通技術調査等

①概要

ⅰ）放射性廃棄物重要基礎技術研究調査

放射性廃棄物処分に係る国内外の最新知見の収集・分析、重要かつ基礎的な

課題の抽出並びに研究を実施し、長期に及ぶ処分事業等を支える技術基盤の拡

充を図る。 
ⅱ）放射性核種生物圏移行評価高度化調査

放射性廃棄物処分の安全評価に共通的な基盤情報として、生物圏における核

種移行プロセスを評価するため、日本の風土を反映した核種移行パラメータ・

モデルを整備する。

②技術目標及び達成時期

ⅰ）放射性廃棄物重要基礎技術研究調査

２０１１年度までに、放射性廃棄物処分に共通的な重要基礎技術として、地

質環境の長期安定性評価、人工バリアや岩盤の長期挙動評価等に係る知見を整

備する。

ⅱ）放射性核種生物圏移行評価高度化調査

２０１１年度までに、沿岸域の環境も含めたわが国表層環境への適用とＴＲ

Ｕ廃棄物に固有の核種等を考慮した、生物圏核種移行のモデルとデータベース

を構築する。

③研究開発期間

２００１年度～２０１１年度



４－Ⅳ－ⅳ．原子力利用推進に資する電力系統技術

（１）イットリウム系超電導電力機器技術開発（運営費交付金）

①概要

世界的にも我が国が最先端の技術力を有する次世代高温超電導線材を活用し、

経済社会の基盤となる電力の安定的かつ効率的な供給システムを実現するため、

系統を適正に制御し、電力供給を安定化させるための技術及び発電電力を無駄な

く輸送するための高効率な送電技術の確立を目指す。

②技術目標及び達成時期

２０１２年度までに、イットリウム系超電導線材を用いたＳＭＥＳ、電力ケー

ブル、変圧器実現のための重要な技術開発を行い、各機器の成立性を実証する。

③研究開発期間

２００８年度～２０１２年度

（２）高温超電導ケーブル実証プロジェクト（運営費交付金）

①概要

革新的な高効率送電技術を確立して高温超電導ケーブルの実用化を促進するた

め、工業生産プロセスで実用化レベルに達している高温超電導線材（ＤＩ－ＢＳ

ＣＣＯ等）を活用し、首都圏の系統に接続する実証試験及び評価を行う。

なお、本事業は、発電用施設による電気の供給の円滑化を図る観点から行うも

のである。

②技術目標及び達成時期

２０１１年度までに、２００ＭＶＡ級の中間接続部を有した三心一括型高温超

電導ケーブルを、冷却装置や保護装置などの付帯設備とともに６６ＫＶ実系統に

接続して、１２ヶ月以上の長期連系試験を行うことによって総合的な安全性や信

頼性を実証する。

③研究開発期間

２００７年度～２０１２年度

４－Ⅳ－ⅴ．その他電力供給安定化技術

（１）大規模電力供給用太陽光発電系統安定化等実証事業（運営費交付金）

①概要

大規模太陽光発電を電力系統に連系した場合に課題となる系統安定化対策やピ

ーク対策のための技術等を開発するとともに、その有効性を実証する。

また、国内外の先進的な次世代技術の価格性能を比較することを通じて技術開

発を加速する。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、下記の実証研究を行い、その有効性を確認する。

（イ）蓄電池等を組み合わせた出力変動抑制システムの有効性。

（ロ）発電出力のピーク制御（午後のピーク帯へのシフト）の有効性。

（ハ）大型インバータによる高調波抑制システムの有効性。

（ニ）国内外メーカーの太陽電池モジュールの特性比較を行い、性能、経済性等



を比較・検証。

③研究開発期間

２００６年度～２０１０年度

（２）次世代蓄電システム実用化戦略的技術開発（運営費交付金）

①概要

蓄電池技術は、新エネルギーの出力安定化や燃料電池自動車（ＦＣＶ）・ハイブ

リッド自動車（ＨＥＶ）・電気自動車（ＥＶ）等の高効率次世代自動車に共通する

重要なコア技術である。そこで、高性能蓄電システムに係る要素技術開発、新材

料開発及び基盤技術の開発を行う。

Ａ．系統連系円滑化蓄電システム技術開発

Ｂ．次世代自動車用高性能蓄電システム技術開発

②技術目標及び達成時期

Ａ．２０１０年度末において、寿命１０年、コスト４万円／ｋＷｈ、１ＭＷ規模

のシステムおよび要素技術の確立と２０３０年において寿命２０年、コスト１．

５万円／ｋＷｈ、２０～３０ＭＷ規模の蓄電システムを見通せる技術開発。ま

た、新エネルギー対応の充放電パターン等、基礎データの整備、大型化に伴う

安全性や寿命等の評価手法の確立。

Ｂ．２０１１年度末において、電池開発では、０．３ｋＷｈモジュールを作製し、

重量エネルギー密度１００Ｗｈ／ｋｇ、出力密度２０００Ｗ／ｋｇ、寿命１０

年、コスト４万円／ｋＷｈを達成すること（条件：３ｋＷｈの組電池、１００

万台生産ベース）。電池構成材料及び電池反応制御技術の開発では重量エネル

ギー密度２００Ｗｈ／ｋｇ、出力密度２５００Ｗ／ｋｇ、コスト３万円／ｋＷ

ｈを小型単電池で達成すること（上記と同条件）。たま、電池周辺機器開発で

は、格段の高性能化、コンパクト化、低コスト化を達成すること。さらに、重

量エネルギー密度５００Ｗｈ／ｋｇを見通せる新規概念・構造の蓄電池基礎開

発の他、劣化・寿命診断法、安全性評価などの各種試験法等の開発およびそれ

ら共通基盤技術の基準・標準化。

③研究開発期間

２００７年度～２０１１年度

（３）発電プラント用超高純度金属材料の開発（運営費交付金）

①概要

超高純度金属材料を発電設備の蒸気配管等に実用化することを目指し、高純度金属

材料の高度化に向けた低コスト・量産化製造技術を開発し、実使用環境における超高

純度金属材料の耐久性試験等を行う。 
なお、本事業は、発電用施設における電気の供給の円滑化を図る観点から行うもの

である。

②技術目標及び達成時期

２００９年までに、不純物総量１００ｐｐｍ未満、溶解量数１００ｋｇ以上での低

コスト・量産化技術製造技術を開発するとともに、製造された超高純度材料が発電プ



ラントの各種機器に適用でき、本材料の持つ優れた特性を長期に亘って発揮できるこ

とを確認する。

③研究開発期間

２００５年度～２００９年度

４－Ⅴ．化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用

４－Ⅴ－ⅰ．石油・天然ガス・石炭の探鉱・開発・生産技術

（１）石油・天然ガス開発・利用促進型大型／特別研究（運営費交付金）

①概要

石油及び可燃性天然ガス資源の開発に係る技術の振興を図る観点から、大水深、

複雑な地層といった悪条件化が進む石油・天然ガスの探鉱・開発技術、利用拡大

が見込まれる天然ガス田の開発促進に資する天然ガス有効利用技術等について、

短期間で実用化が期待され、民間ニーズに直結した研究開発を提案公募により実

施する。

②技術目標及び達成時期

２０１２年度までに、我が国の石油・天然ガスの探鉱・開発技術力の向上、及

び天然ガスの利用の促進に向けた天然ガスの有効利用技術の開発を行う。

③研究開発期間

２００１年度～２０１２年度

（２）石炭生産技術開発

①概要

石油代替エネルギーである石炭の安定供給を図るため、発熱量が低いものの低

灰分、低硫黄といった特徴を有する低品位炭の有効利用を目的として、低品位炭

の発熱量を高め、自然発火性を抑制する低品位炭改質技術を開発する。

②技術目標及び達成時期

２００９年度までに、3500～5000kcal/kg の発熱量の低品位炭を瀝青炭並みの

6000kcal/kg 以上に改質する低品位炭改質技術を開発し、600t/d 大型実証プラン

トでの製造技術を確立する。

③研究開発期間

２００６年度～２００９年度

（３）石油精製物質等簡易有害性評価手法開発（運営費交付金）

①概要

石油の生産及び流通の合理化を図る観点から、石油製品等に含まれる化学物質

によるリスクを把握し、必要な対策を適切に行うことを可能とするため、ｉｎｖ

ｉｔｒｏ培養系技術等の活用により遺伝子組換え細胞等を用いたｉｎｖｉｔｒｏ

系簡易有害性予測手法、また、トキシコゲノミクスを活用した短期動物試験結果

と相関する遺伝子発現データセットを開発する。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、遺伝子導入技術、幹細胞分化誘導技術、生物発光技術等



を適用した培養細胞を用いて、試験期間１ヶ月程度、発がん性、催奇形性及び免

疫毒性を予測評価できる試験手法を開発し、また、遺伝子発現解析技術を短期動

物試験に適用し、２８日間反復投与試験結果と相関する遺伝子発現データセット

を完成させる。また、標準的な試験プロトコルを策定する。

③研究開発期間

２００６年度～２０１０年度

（４）石油資源遠隔探知技術の研究開発

①概要

我が国が開発・運用する多様な地球観測センサ（ＡＳＴＥＲ、ＰＡＬＳＡＲ等）

の地球観測データを用いて、石油・天然ガス等の安定供給確保のため、資源開発・

探査、環境観測等に有効なデータの処理解析手法の研究開発を行う。また、地球

観測データのような大容量のデータを容易に扱えるシステムの研究開発を実施す

ることで資源開発・探査、環境観測を含む多様な分野でのリモートセンシングの

利用拡大を図る。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、資源開発・探査、環境観測等の分野における地球観測デ

ータ処理・解析技術の向上及び地球観測データの利用の拡大を図る。

③研究開発期間

１９８１年度～２０１０年度

（５）ハイパースペクトルセンサ等の研究開発（運営費交付金）

①概要

資源開発に有効な岩石・鉱物や地質構造解析の高次元解析を可能とするハイパ

ースペクトルセンサの開発を行うとともに、軌道上におけるデータ取得の実証を

行い、センサ技術の確立を行う。

②技術目標及び達成時期

２０１１年度までにスペクトル分解能２００バンド前後のハイパースペクトル

センサを開発し、地表面のスペクトル情報を取得して資源開発に有効なセンサ技

術の実証を行う。

③研究開発期間

２００７年度～２０１１年度

（６）次世代合成開口レーダ等の研究開発

①概要

石油の生産及び流通の合理化を図る観点から行うものであり、石油及び可燃性

天然ガス資源等の開発に資するため、資源探査能力を格段に向上した合成開口レ

ーダである次世代合成開口レーダ（ＰＡＬＳＡＲ）の健全性評価やセンサを維持

することにより、取得される画像データを用いた石油・天然ガス資源の遠隔探知

を行う技術を確立する。



②技術目標及び達成時期

ＰＡＬＳＡＲの開発、健全性の評価・維持を実施することにより、２０１０年

度までに、レーダ技術の高度化（アンテナ指向の電子制御化、分解能の向上、多

偏波観測等）を図る。

③研究開発期間

１９９３年度～２０１０年度

（７）極軌道プラットフォーム搭載用資源探査観測システムの研究開発

①概要

石油の生産及び流通の合理化を図る観点から行うものであり、石油及び可燃性

天然ガス資源等の開発に資するため、資源探査能力を格段に向上した光学センサ

である資源探査用将来型センサ（ＡＳＴＥＲ）の健全性評価やセンサを維持する

ことにより、取得される画像データを用いた石油・天然ガス資源の遠隔探知を行

う技術を確立する。

②技術目標及び達成時期

ＡＳＴＥＲの開発、健全性の評価・維持を実施することにより、２０１０年度

までに、センサ技術の高度化（ポインティング機能の追加、分解能の向上、熱セ

ンサの搭載等）を図る。

③研究開発期間

１９８７年度～２０１０年度

４－Ⅴ－ⅱ．石油・天然ガスの有効利用技術

（１）石油燃料次世代環境対策技術開発

①概要

バイオマス燃料から製造した石油製品が自動車排出ガスに及ぼす影響、新たな

自動車燃焼技術（自着火燃焼（着火までに燃料と空気を十分に混合し、その混合

気体を点火プラグの使用なしで圧縮することにより着火させる燃焼法でＮＯｘ排

出低減、熱効率が高い等の利点がある））に適応した燃料に関する技術開発を実施

する。

また、建設機械、発電機等のオフロードエンジンの排ガスによる環境負荷低減

や石油燃焼機器の効率的な利用を進めるための技術開発を実施する。

②技術目標及び達成時期

バイオマス燃料の利用時における、燃料と自動車エンジン技術の両面の影響評

価を進め、技術的課題を解決し、運輸部門における燃料多様化を目指す。

また、オフロードエンジンの規制は欧米が先行していることから、２０１２年

頃、欧米において規制強化が予定されている排ガス規制に対応した技術を確立し、

我が国における規制強化に対応可能な燃焼技術を実現することを目指す。

③研究開発期間

２００２年度～２０１１年度



（２）石油精製高度機能融合技術開発

①概要

石油精製業を中心とする石油コンビナート全体の横断的かつ高度な運営機能の

融合を図り、単独企業のみでは達成困難なコンビナート域内の省資源、省エネル

ギーの向上を進めるため、異業種異企業間における限りある貴重なエネルギー資

源の利用効率の高い生産技術に関し技術の開発・実証を行う。

②技術目標及び達成時期

２００９年度までに、我が国における他のコンビナートへの波及効果を含め、

ＣＯ２排出量を６３万トン／年削減可能とする技術を確立する。

③研究開発期間

２００６年度～２００９年度

（３）将来型燃料高度利用技術開発

①概要

省エネ、二酸化炭素削減効果が見込まれる燃料電池自動車の燃料である高純度

（９９．９９％以上）水素を安定的かつ経済的に供給することは重要である。石

油は、その長所として豊富な水素供給余力と安価な水素製造技術及び全国に展開

した災害に強いガソリンスタンドを保有している。これら石油の長所を活かした

水素供給システムの確立により、水素社会の早期実現に貢献するものである。本

事業では、製油所からの高純度水素供給技術開発とガソリンスタンドを拠点とす

る高純度水素製造技術開発を行う。

②技術目標及び達成時期

コスト低減のため製油所におけるナフサから高効率（８０％以上）な高純度水

素製造を可能とする新たな技術を開発する。また、供給地のガソリンスタンドに

おいて有機ハイドライドから高純度の水素を高効率（８０％）に取り出すための

水素発生装置を開発する。また、脱硫後の灯油硫黄分を検出限界以下の１０ｐｐ

ｂ以下とする脱硫剤の開発を行うとともに、貴金属使用量を２－３ｗｔ％から０．

５ｗｔ％以下まで低減しても、従来と同等の高い性能が維持できる改質触媒を開

発する。さらに、膜分離型反応器を用いた９９．９９％高純度水素の製造効率を

８０％、４万時間の耐久性が期待できる水素製造システムを開発する。

③研究開発期間

２００８年度～２０１０年度

（４）革新的次世代石油精製等技術開発

①概要

原油価格の高騰・高止まりや原油の重質化と製品需要構造変化等の石油を巡る

大きな環境変化のなか、連産品である石油製品を今後とも長期的に安定化かつ効

率的に供給するためには、製油所の更なる高度化に向けた技術の開発実用化が必

要である。このため、非在来型原油を含めた重質油を原料として、製油所におけ

るボトムレス化、余剰となる分解留分の高付加価値等のためのプロセスや触媒技

術等の開発を行う。また、次世代の技術シーズ創出のため、これまでの技術とは



異なる発想により我が国唯一の革新的な新規触媒研究、新規膜分技術研究、新規

製造プロセス研究等を産官学の連携等により実施する。

②技術目標及び達成時期

２０１１年度までに重質油対応型高過酷度接触流動分解技術（ＨＳ－ＦＣＣ）

については、３千ＢＤ規模（商業レベルの１／１０規模）の実証研究を通じ、プ

ロピレン収率２０％以上（既存技術４％程度）、将来不足が予想される高オクタン

価ガソリン基材（ＲＯＮ９８（既存技術９２程度））の製造を可能とする技術を確

立する。

③研究開発期間

２００７年度～２０１１年度

（５）次世代高信頼性ガスセンサー技術開発

①概要

一酸化炭素中毒やガス漏れなどのガス事故を限りなくゼロに近づけるため、セ

ンサ素子のナノレベルでのメカニズム解析及び開発設計を行い、コードレスで高

信頼性を有する次世代高信頼性ガスセンサ（ＣＯセンサ・メタンセンサ）を開発

する。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術目標及び達成時期

２０１１年度までに、最先端のナノテクノロジー及びＭＥＭＳ技術を導入し、

電池駆動で５年以上の長寿命、高信頼性（数百ｐｐｍ以下の故障率）、低コストな

ＣＯとメタンのセンサを開発する。

③研究開発期間

２００８年度～２０１１年度

（６）天然ガスの液体燃料化（ＧＴＬ）技術実証研究（運営費交付金）

①概要

硫黄等を含まず排出ガスがクリーン、着火性が高いという特徴を有することか

ら石油系燃料代替として期待されるＧＴＬについて、天然ガス中に含まれるＣＯ

２を除去せず、原料として積極的に活用することから、従来利用が困難であった

ＣＯ２を多く含むガス田からの天然ガスが利用可能、ＣＯ２除去装置が不要であ

ることによる生産設備コストの低減が可能、といった強みを有する我が国独自の

ＧＴＬ製造技術の確立を図る。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、実証プラントによる運転研究（５００バレル／日）を行

い、商業規模でのＧＴＬ製造技術を確立する。

③研究開発期間

２００６年度～２０１０年度

（７）石油・天然ガス開発・利用促進型大型／特別研究（運営費交付金）（４－Ⅴ－ⅰ

参照）

（８）高効率ガスタービン実用化技術開発（４－Ⅰ－ⅱ参照）



４－Ⅴ－ⅲ．メタンハイドレート等非在来化石資源の利用技術

（１）メタンハイドレート開発促進委託費

①概要

日本周辺海域に相当量の賦存が見込まれ、国産のクリーンなエネルギー資源と

して有望なメタンハイドレートを利用可能とするため、資源量評価手法、生産手

法及び環境影響評価手法等の確立のための技術開発を行う。

②技術目標及び達成時期

２０１６年度までに、商業的産出のための技術を整備することを目指し、日本

周辺海域におけるメタンハイドレートの賦存状況と特性の明確化、有望賦存海域

からのメタンハイドレート資源フィールドの選択及び現場産出試験等による生産

手法の確立等を推進する。

③研究開発期間

２００１年度～２０１６年度

（２）革新的次世代石油精製等技術開発（４－Ⅴ－ⅱ参照）

４－Ⅴ－ⅳ．石炭クリーン利用技術

（１）革新的ゼロエミッション石炭火力発電プロジェクト

①概要

石炭の高効率な利用を図るために、

ⅰ． 酸素吹きによる石炭ガス化発電の開発実証及び化学吸収法によるＣＯ２の

分離・回収技術の実証

ⅱ．石炭ガス化発電からＣＣＳまで一貫したトータルシステムの設計等

ⅲ．次世代ＩＧＣＣ（石炭ガス化複合発電）など革新的な石炭ガス化技術にか

かる先進基盤研究

を行う。

②技術目標及び達成時期

２００９年度までに、パイロットプラントにおいて、高圧の石炭ガスからＣＯ

２の分離・回収技術の確立及びガス化炉の信頼性向上へ向けて、３炭種以上の適

応炭種拡大試験を実施する。

③研究開発期間

２００７年度～２０１２年度

（２）国際革新的ゼロエミッション石炭火力発電プロジェクト補助金

①概要

石炭火力発電から排出されるＣＯ２の削減技術について諸外国との実証事業等

を実施し、当該技術の普及基盤を整備することにより、エネルギー供給に対する

環境上の制約を取り除き、もって我が国エネルギー需給構造の安定化を図る。

②技術目標及び達成時期

石炭ガス化技術等実証普及事業では、海外において取り組みが進められている

ゼロエミッション型石炭火力発電の石炭ガス化・発電技術、ＣＯ２分離回収技術、



ＣＯ２輸送貯留技術等に関する情報収集や関連する技術調査の実施等により、我

が国におけるゼロエミッション型石炭火力発電の実用化開発に資する技術・知見

を得る。

酸素燃焼国際共同実証事業では、既存の微粉炭火力発電の改造による酸素燃焼

方式のゼロエミッション型石炭火力発電プラントの実用化を目標とするものであ

り、既存のプラントの改造により対応可能であること、酸素燃焼を行うことによ

り、燃焼ガスからＣＯ２を分離する装置が不要であることから、比較的低コスト

で極めて大きなＣＯ２削減効果が期待できる。

石炭火力発電原油増進回収国際共同事業では、２００８年５月の日中首脳会談

で合意された「日中間でのＣＣＳ－ＥＯＲ（二酸化炭素の回収・貯留、石油増進

回収法）協力」に係る日中共同事業として、中国における石炭火力発電ＣＣＳ－

ＥＯＲ事業の事前調査としてＣＣＳ－ＥＯＲの有効性確認、ＣＣＳ－ＥＯＲの経

済性・事業実現性等を検討する。これらにより、多量のＣＯ２排出削減を実現す

るモデルの構築、世界のＣＯ２排出削減への貢献が期待出来る。

③研究開発期間

２００７年度～２０１６年度

（３）先進超々臨界圧火力発電実用化要素技術開発費補助金

①概要

従来の超々臨界圧火力発電（ＵＳＣ）は、蒸気温度の最高温度は６３０℃程度

が限界で、送電端熱効率も４２～４３％が原理的限界といわれてきた。しかしな

がら、近年の材料技術の進歩により、７００℃以上の蒸気温度を達成できる可能

性が見えてきたことから、これらの材料を活用した先進超々臨界圧火力発電技術

（Ａ－ＵＳＣ）の開発を行うものである。Ａ－ＵＳＣ は、蒸気温度７００℃級で

４６％、７５０℃級で４８％の高い送電端熱効率の達成が可能な技術であり、２

０２０年以降増大する経年石炭火力発電のリプレース需要に対応するため、早急

に技術開発を進める必要がある。そのため、ボイラーメーカー、タービンメーカ

ー及び材料メーカーが共同でＡ－ＵＳＣ の技術開発に取り組む。

②技術目標及び達成時期

平成２２年度までにシステム基本設計を完了し、シミュレーションにより送電

端熱効率４６％～４８％の達成が可能なことを確認する。平成２４年度までにボ

イラー、タービン部材等が７００℃以上の蒸気温度に耐えられるかどうかを試作、

評価し、経済性を含めたシステム成立性への見通しを得る。平成２７年～平成２

８年度に実缶試験、回転試験を実施し、蒸気温度７００℃以上の条件下でボイラ

ー、タービンの信頼性を確認する。また、ボイラー、タービン部材について３万

～７万時間の長期信頼性試験を実施し材料特性を検証する。

③研究開発期間

２００８年度～２０１６年度



（４）石炭利用技術開発（一部、運営費交付金）

①概要

環境適合的な石炭利用の拡大を図るため、石炭利用プロセスにおける環境影響

を低減させる手法の開発等、クリーン・コール・テクノロジーの開発を行う。

②技術目標及び達成時期

２００９年度までに、

・ 化学原料等に利用可能な合成用ガスを石炭乾留ガスから無触媒で製造する技

術をパイロットプラントで確立する（無触媒石炭乾留ガス改質技術開発）。

２０１１年度までに、

・ 石炭利用プロセスにおいて、環境分析技術の高精度化、環境影響成分の挙動

解析のためのモデルの構築等により、環境への影響低減手法を開発する（戦

略的石炭ガス化・燃焼技術開発）。

③研究開発期間

１９９５年度～２０１１年度

・戦略的石炭ガス化・燃焼技術開発 ２００７年度～２０１１年度

・無触媒石炭乾留ガス改質技術開発 ２００６年度～２００９年度

（５）噴流床石炭ガス化発電プラント開発費補助金

①概要

供給安定性に優れた石炭の高効率かつ低環境負荷での利用を図るため、石炭を

ガス化して燃料とし、コンバインドサイクル（ガスタービンと蒸気タービンの組

合せ）を駆動する高効率発電技術（石炭ガス化複合発電技術（ＩＧＣＣ：Ｉｎｔ

ｅｇｒａｔｅｄ ｃｏａｌ Ｇａｓｉｆｉｃａｔｉｏｎ Ｃｏｍｂｉｎｅｄ Ｃｙｃ

ｌｅ）の実証試験を行う。

②技術目標及び達成時期

２００９年度までに、２５万ｋＷの実証機を用いた実証試験により、熱効率４０．

５％（送電端、高位発熱量ベース）を目指す。この目標は５０万ｋＷの商用機にお

ける熱効率４６～４８％に相当する。本技術は実証試験終了後の２０１０年度より

商用化が可能である。

③研究開発期間

１９９９年度～２００９年度

（６）資源対応力強化のための革新的製銑プロセス技術開発（運営費交付金）（４－Ⅰ

－ⅱ参照）



４－Ⅴ－ⅴ．その他・共通

（１）新エネルギー技術実用化補助事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照）

（２）非化石エネルギー産業技術研究助成事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照）

（３）固体高分子形燃料電池実用化戦略的技術開発(運営費交付金)(４－Ⅲ－ⅴ参照)

（４）燃料電池先端科学研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

（５）固体酸化物形燃料電池システム要素技術開発(運営費交付金）(４－Ⅲ－ⅴ参照）

（６）水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

（７）水素貯蔵材料先端基盤研究事（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

（８）水素社会構築共通基盤整備事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

（９）水素先端科学基礎研究事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

（１０）固体酸化物形燃料電池実証研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

（１１）燃料電池システム等実証研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）



５．政策目標の実現に向けた環境整備（成果の実用化、導入普及に向けた取組）

５－Ⅰ．総合エネルギー効率の向上

� 事業者単位の規制体系の導入

� 住宅・建築物に係る省エネルギー対策の強化

� セクター別ベンチマークの導入と初期需要創出（高効率機器の導入補助等）

� トップランナー基準の対象機器の拡充等

� アジアにおける省エネルギー対策の推進を通じた我が国の国際競争力の向上

� 国民の省エネルギー意識の高まりに向けた取組

５－Ⅱ．運輸部門の燃料多様化

� 公共的車両への積極的導入

� 燃費基準の策定・改定

� アジアにおける新エネルギー協力

� 国際標準化による国際競争力向上

５－Ⅲ．新エネルギー等の開発・導入促進

� 補助金等による導入支援

� 新エネルギーベンチャービジネスに対する支援の拡大

� 新エネルギー産業構造の形成

� 電気事業制度・ガス事業制度の在り方の検討

５－Ⅳ．原子力利用の推進とその大前提となる安全の確保

� 電力自由化環境下での原子力発電の新・増設の実現

� 資源確保戦略の展開

� 次世代を支える人材育成

� 中小型炉の海外市場への展開、我が国原子力産業の国際展開支援

� 原子力発電拡大と核不拡散の両立に向けた国際的枠組み作りへの積極的関与

� 国と地域の信頼強化

５－Ⅴ．化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用

� 資源国等との総合的な関係強化（研究開発の推進・協力、人材育成・技術移転、経

済関係強化など）

� 化石燃料のクリーンな利用の開拓

６．研究開発の実施に当たっての留意事項

事業の全部又は一部について独立行政法人の運営費交付金による実施されるもの（事業

名に（運営費交付金）と記載したもの）は、中期目標、中期計画等に基づき、運営費交付

金の総額の範囲内で当該独立行政法人の裁量によって実施されるものである。

また、事業名に（採択テーマ）と記載された事業は、提案公募事業により採択されたテ

ーマを記載したものであり、その採択や評価等は、提案公募事業の実施機関の責任の下、

実施されるものである。



７．改訂履歴

（１）平成１６年７月７日付け、省エネルギー技術開発プログラム基本計画、新エネルギ

ー技術開発プログラム基本計画、燃料技術開発プログラム基本計画、電力技術開発プ

ログラム基本計画、原子力技術開発プログラム基本計画制定。固体高分子形燃料電池

／水素エネルギー利用プログラム基本計画（平成１６・０２・０３産局第６号）は、

新エネルギー技術開発プログラム基本計画に統合することとし、廃止。

（２）平成１７年３月３１日付け制定。省エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成

１６・０６・０４産局第８号）、新エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成１６・

０６・０４産局第１０号）、燃料技術開発プログラム基本計画（平成１６・０６・０４

産局第１２号）、電力技術開発プログラム基本計画（平成１６・０６・０４産局第１１

号）、原子力技術開発プログラム基本計画（平成１６・０６・０４産局第１３号）は、

廃止。

（３）平成１８年３月３１日付け制定。省エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成

１７・０３・２５産局第１４号）、新エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成１

７・０３・２５産局第９号）、燃料技術開発プログラム基本計画（平成１７・０３・２

５産局第１７号）、電力技術開発プログラム基本計画（平成１７・０３・２５産局第１

２号）、原子力技術開発プログラム基本計画（平成１７・０３・２５産局第１３号）は、

廃止。また、次世代低公害車技術開発プログラム基本計画（平成１７・０３・２９産

局第２号）は、省エネルギー技術開発プログラム基本計画及び燃料技術開発プログラ

ム基本計画に統合することとし、廃止。

（４）平成１９年４月２日付け制定。省エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成１

７・０３・３１産局第１９号）、新エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成１８・

０３・３１産局第１５号）、燃料技術開発プログラム基本計画（平成１８・０３・３１

産局第１８号）、電力技術開発プログラム基本計画（平成１８・０３・３１産局第１７

号）、原子力技術開発プログラム基本計画（平成１８・０３・３１産局第１６号）は、

廃止。

（５）平成２０年４月１日付け、エネルギーイノベーションプログラム基本計画制定。省

エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成１９・０３・２６産局第１号）、新エネ

ルギー技術開発プログラム基本計画（平成１９・０３・２０産局第４号）、燃料技術開

発プログラム基本計画（平成１９・０３・１９産局第７号）、電力技術開発プログラム

基本計画（平成１９・０３・１６産局第３号）、原子力技術開発プログラム基本計画（平

成１９・０３・２３産局第２号）は、本プログラム基本計画に統合することとし、廃

止。

（６）平成２１年４月１日付け制定。エネルギーイノベーションプログラム基本計画（平

成２０・０３・２５産局第５号）は廃止。
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Ｐ０７００１ 

（新エネルギー技術開発プログラム／次世代蓄電システム実用化戦略的技術開発） 

「次世代自動車用高性能蓄電システム技術開発」基本計画（案） 

 

燃料電池・水素技術開発部 

 

 

１．研究開発の目的・目標・内容 

（１）研究開発の目的 

我が国におけるエネルギー供給の安定化・効率化、地球温暖化問題（CO2）・地域環境問題（NOX、

PM 等）の解決のためには、国全体として省エネルギーを推進するとともに、新エネルギー技

術の開発、コスト削減及び利便性や性能の向上に積極的に取り組むことが極めて重要である。 

特にエネルギー消費量の増加が著しい運輸部門における石油依存度は、ほぼ 100％の状況で

あり、今後、エネルギーの効率的な利用、石油代替エネルギーへの移行により、石油依存度

を低減していく必要性が指摘されている。それゆえ、石油依存度を低減し、多様なエネルギ

ーでかつ低環境負荷で走行することができる燃料電池自動車、電気自動車、プラグインハイ

ブリッド自動車等の次世代クリーンエネルギー自動車の開発、普及が期待されている。 

政府の第 3 期科学技術基本計画（2006 年 3 月閣議決定）においては、「先進燃料電池システ

ムと安全な革新的水素貯蔵・輸送技術」や「電源や利用形態の制約を克服する高性能電力貯

蔵技術」が戦略重点科学技術として選定されている。また、経済成長戦略大綱（2006 年 7 月

財政・経済一体改革会議決定）においても、次世代自動車向け電池や運輸エネルギーの次世

代技術開発が重点分野として位置付けられている。 

本研究開発は、このような背景のもと、新エネルギー技術の開発等によってエネルギー供

給の安定化・効率化、地球温暖化問題（CO2）等を含む地球環境問題の解決、新規産業・雇用

の創出、水素エネルギー社会の実現等を図ることを目的とする「新エネルギー技術開発プロ

グラム」の一環として実施する。 

本研究開発は、ハイブリッド車、電気自動車、燃料電池自動車等の早期実用化に資するた

めに、高性能かつ低コストな二次電池及びその周辺機器の開発を行うことを目的とする。 

本研究開発により、高性能リチウムイオン電池とその構成材料並びに周辺機器（モーター、

電池制御装置等）の開発、新規の概念に基づく革新的な電池の構成とそのための材料開発、

および電池反応制御技術の開発、更に加速寿命試験法の開発、劣化要因の解明、電池性能向

上因子の抽出、並びに、安全性基準および電池試験法基準の策定等が実現され、燃料電池自

動車等の早期実用化へ貢献することが期待される。 

（２）研究開発の目標 

〔最終目標〕（平成２３年度末） 

本研究開発においては、高性能な蓄電システムの要素技術開発、現状のリチウムイオン電

池等の技術レベルをブレークスルーするための新材料等の次世代技術開発、耐久性評価・安

全性試験方法の確立等の基盤技術開発を実施することにより、2015 年において現状の蓄電池

性能（注）の概ね 1.5 倍以上、コスト 1/7 を可能とする次世代クリーンエネルギー自動車の
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実用化を促進すること。及び 2030 年を目処に、現状の蓄電池性能（注）の概ね 7 倍を見通す

革新的蓄電池技術への基礎確立を目標とする。 

なお、研究開発項目毎の具体的な目標は、別紙の研究開発計画に示す。 

（注）現状の蓄電池性能（下記の数値は、容量 3kWh 程度の電池パックを想定した値） 

・電池システム重量エネルギー密度：70Wh/kg 

・電池システムコスト：20 万円/kWh 

〔中間目標〕（平成２１年度末） 

中間目標は、採択決定後に独立行政法人新エネルギー・産業技術総合研究機構（以下「Ｎ

ＥＤＯ技術開発機構」という）と委託先との間で最終目標を踏まえ、協議して決定する。 

 

（３）研究開発の内容 

上記目標を達成するために、以下の研究開発項目について、別紙の研究開発計画に基づき、

研究開発を委託により実施する。 

①要素技術開発：高性能リチウムイオン電池とその構成材料並びに周辺機器（モーター、電

池制御装置等）の開発。 

１）電池開発：2015 年を目途に、別紙の目標特性を有するリチウムイオン電池の

実用化を目指すための電池開発を行う。 

２）電池構成材料開発および電池反応制御技術の開発：2015 年以降での実用化を

目途に、高性能なリチウムイオン電池の構成材料の開発、基本原理の解明など

を行う。 

３）周辺機器開発：格段の高性能化（高効率化・軽量化・コンパクト化）に資する

電池制御やモーター等の周辺機器の技術開発を行う。 

②次世代技術開発：革新的な二次電池の構成とそのための材料開発、及び電池反応制御技術

の開発。 

2030 年以降を念頭に、革新的な二次電池を開発する。電池の反応制御技術、新規

の概念に基づく電池の構成材料等の研究開発を実施する。 

③基盤技術開発：加速寿命試験法の開発、劣化要因の解明、電池性能向上因子の抽出、並び

に、安全性基準および電池試験法基準の策定等。 

現状のリチウムイオン電池における寿命診断、電池性能評価・安全性試験方法などの基準

策定や規格化に資する提案とデータ取得を行う。さらに、技術開発の効率化につながる反

応メカニズムの解析手法の確立等、共通・基盤的な技術開発を行う。 

 

 

２．研究開発の実施方式 

（１）研究開発の実施体制 

本研究開発は、ＮＥＤＯ技術開発機構が、単独又は複数の企業、研究組合、公益法人、大学、

国研等の研究機関（原則、国内に研究開発拠点を有していること。ただし、国外企業の特別な

研究開発能力、研究施設等の活用あるいは国際標準獲得の観点から国外企業との連携が必要な

場合はこの限りではない。）から公募によって研究開発実施者を選定後、業務委託契約等を締結
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する研究体制を構築し、委託により実施する。 

 

（２）研究開発の運営管理 

研究開発全体の管理・執行に責任を有するＮＥＤＯ技術開発機構は、経済産業省及び研究開

発実施者と密接な関係を維持しつつ、プログラムの目的及び目標並びに本研究開発の目的及び

目標に照らし適切な運営管理を実施する。具体的には、「系統連系円滑化蓄電システム技術開発」

事業と連携し「次世代蓄電池システム実用化戦略的技術開発」全般を効果的・効率的に推進す

るためのアドバイザリーボードを設置した上で、研究開発推進のため、必要に応じて外部有識

者の意見・助言を求める。また必要に応じて、ＮＥＤＯ技術開発機構に委員会や技術検討会等

を設置し、四半期に一回程度、プロジェクトの進捗について報告を受けるなどを行う。さらに、

年に一回程度、事業の効率的な推進、情報や認識の共有等を目的に、本事業の実施者による報

告会を開催する。 

 

 

３．研究開発の実施期間 

本研究開発の期間は、平成 19 年度から平成 23 年度までの 5 年間とする。 

 

 

４．評価に関する事項 

ＮＥＤＯ技術開発機構は、技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成果

の技術的意義並びに将来の産業への波及効果などについて、外部有識者による研究開発の中間

評価を平成 21 年度に、事後評価を平成 24 年度に実施する。また、中間評価結果を踏まえ必要

に応じプロジェクトの加速・縮小・中止等見直しを迅速に行う。なお、評価の時期については、

当該研究開発に係わる技術動向、政策動向や当該研究開発の進捗状況等に応じて前倒しする等、

適宜見直すものとする。 

 

 

５．その他の重要事項 

（１）研究開発成果の取り扱い 

①成果の普及 

得られた研究開発の成果（特に下記共通基盤技術に係る研究開発成果）については、Ｎ

ＥＤＯ技術開発機構、実施者とも普及に努めるものとする。 

ａ）加速寿命試験法 

ｂ）安全性基準および電池試験法基準 

 

②知的基盤整備事業又は標準化等との連携 

得られた研究開発の成果については、知的基盤整備または標準化等との連携を図るため、

データベースへのデータの提供、標準情報（TR）制度への提案等を積極的に行う。 

③知的財産権の帰属 
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委託研究開発の成果に関わる知的財産権については、「独立行政法人新エネルギー・産業

技術総合開発機構新エネルギー・産業技術業務方法書」第 26 条の規定等に基づき、原則と

して、すべて受託者に帰属させることとする。 

 

（２）基本計画の変更 

ＮＥＤＯ技術開発機構は、研究開発内容の妥当性を確保するため、社会・経済的状況、内

外の研究開発動向、産業技術政策動向、プログラム基本計画の変更、評価結果、研究開発費

の確保状況、当該研究開発の進捗状況等を総合的に勘案し、達成目標、実施期間、研究開発

体制等、基本計画の見直しを弾力的に行うものとする。 

 

（３）根拠法 

本プロジェクトは、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第 15 条第 1 項第

1 号ハに基づき実施する。 

 

 

６．基本計画の改訂履歴 

（１）平成１９年３月、制定。 
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（別紙）研究開発計画  

 

研究開発項目①｢要素技術開発｣ 

 

 

１．研究開発の必要性  

蓄電池技術は、燃料電池自動車、電気自動車、プラグインハイブリッド自動車等の次

世代クリーンエネルギー自動車に共通するコア技術であり、多様な自動車エネルギー技

術の中でも基盤的な性格を持つ。  

そこで、これらの次世代クリーンエネルギー自動車の早期実用化を促進するために、リチ

ウムイオン電池等の高性能化・低コスト化のための要素技術開発、および電池制御装置

やモーター等の格段の高性能化に資する周辺機器の技術開発を行う。  

 

 

２．研究開発の具体的内容  

要素技術開発では、下記の 3 つの領域での開発を行う。  

 

１）電池開発：0.3kWh 級モジュールを作製し、2015 年を目途に、目標値の特性を有

するリチウムイオン電池の実用化を目指すための電池開発を行う。  

２）電池構成材料及び電池反応制御技術の開発：小型実用単電池を作製し、2015 年以

降での実用化を目途に、高性能なリチウムイオン電池の構成材料の開発、電池反

応制御技術の開発、および基本原理の解明などを行う。  

３）周辺機器開発：格段の高性能化（高効率化・軽量化・コンパクト化）に資する電

池制御やモーター等の周辺機器の技術開発を行う。  

 

具体的には、以下のような技術開発課題に関する研究開発テーマを公募し、ＮＥＤＯ

技術開発機構からの委託研究として実施する。  

 

＜技術開発課題の例示＞  

１）電池開発  

a.各種電池材料の高性能化  

・正極・負極材料：電極組成（活物質等の選択及び組成）、並びに、電極構  

造（充填性や粉体特性）の最適化等。  

・電解質材料：化学的安定性の向上等。  

・セパレータ材料：熱的安定性の向上、薄膜化及び機械的強度の向上等。  

b.モジュール化のための技術開発  

・寿命判定技術の検討、熱制御技術及び充放電制御技術の開発等。  

c.低コスト化  

・正極材料の化学組成の検討及びセパレータの低コスト化等。  
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２）電池構成材料及び電池反応制御技術の開発  

a.各種リチウムイオン電池材料等の高性能化  

・正極・負極材料：充放電容量の向上、高出力化手法開発（導電材との複合化等）

及び高安全性非酸化物電極の開発等。  

・電解質材料：広い電位窓を有する無機固体電解質・複合電解質の検討及びイオ

ン性液体の可能性の検討等。  

・電池反応：高速化・高深度化等。  

b.低コスト化  

・正極材料のコバルトフリー化等。  

３）周辺機器開発  

格段の高性能化、コンパクト化および低コスト化を実現するモーター・制御装

置および急速充電システム等の技術開発。  

 

＜運営方法＞ 

・初年度に公募により実施者を選定するが、2 年目以降も必要に応じて公募を行う。 

・“２）電池構成材料開発及び電池反応制御技術の開発”については、研究開発の 

進捗に応じて、“１）電池開発”の実施者等との連携を求める場合がある。 

・安全性の技術開発目標については、研究開発項目③｢基盤技術開発｣の安全性試験法や安

全性評価基準策定の進捗に応じて、内容の高度化や具体化を求める場合がある。 

 

 

３．達成目標  

下記目標値を基本とするが、各委託研究の目標（中間目標及び最終目標）は、提案者

が公募時に研究開発テーマとともに提案し、採択決定後にＮＥＤＯ技術開発機構と協議

のうえ個別に実施計画に定める。  

 

＜開発目標＞  

１）電池開発  

0.3kWh 級モジュールを作製し、以下の目標（性能目標は 3kWh 級パック電池の

換算値）を満足すること。  

 

・重量エネルギー密度：100Wh/kg 

・重量出力密度：2000W/kg 

・体積エネルギー密度：120Wh/L 

・体積出力密度：2400W/L 

・寿命：10 年以上  

・充放電効率：95%以上  

・コスト：4 万円 /kWh の見通しを示すこと（100 万パック /年生産時）  

・安全性：車載時の濫用に耐えること  
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２）電池構成材料及び電池反応制御技術の開発  

小型単電池を作製し、以下の目標（性能目標は 3kWh 級パック電池の換算値）

を満足すること。但し、エネルギー密度と出力密度は、少なくともどちらか一方

を満足し、他方については見通しを示すこと。  

なお、下記エネルギー密度及び出力密度のパック値から単電池への換算は、2006

年 8 月 経 済 産 業 省 報 告 書 「 次 世 代 自 動 車 用 電 池 の 将 来 に 向 け た 提 言 」

<http://www.meti.go.jp/report/data/g60824bj.html>を参照のこと。  

 

・重量エネルギー密度：200Wh/kg 以上  

・重量出力密度：2500W/kg 以上  

・コスト：3 万円 /kWh 以下の見通しを示すこと（100 万パック /年生産時）  

・安全性：車載時の濫用に耐えること  

 

３）周辺機器開発  

格段の高性能化、コンパクト化、低コスト化を目標とする。ただし、数値目標

は各周辺機器や開発内容によって異なるため、提案内容を踏まえて、採択決定後

にＮＥＤＯ技術開発機構と協議のうえ個別に実施計画に定める。  



8 

研究開発項目②｢次世代技術開発｣ 

 

 

１．研究開発の必要性  

次世代の蓄電池に要求される、コスト、寿命、安全性、エネルギー密度、出力密度等での圧

倒的な性能向上のためには、現状の技術レベルの延長線上にある技術開発だけではなく、新た

な電池系の提案や構成材料レベルでのブレークスルーが期待できる新しい原理・構造の技術開

発が不可欠である。そこで、現状レベルでのコストや性能向上の見通しを打破するような新規

の正極、負極材料や電解質等、材料レベルの革新的な技術開発等を実施する。 

 

 

２．研究開発の具体的内容  

2030 年頃において、パック電池レベルで重量エネルギー密度 700Wh/kg 以上という革

新的な性能を実現することを目指して、現状の技術レベルの延長線上にない、経済性、

性能面でのブレークスルーが期待できる新しい材料（正極、負極、電解質等）や新しい

電池系（合金系、金属系等）の基礎研究開発を実施する。  

具体的には、以下のような技術開発課題に関する研究開発テーマを公募し、ＮＥＤＯ

技術開発機構からの委託研究として実施する。  

 

＜技術開発課題の例示＞  

下記の研究とその動作検証等。  

・金属 -硫化物系電池及び金属 -空気系電池  

・電池反応速度の制御及び電極界面制御技術  

・新規概念に基づいた革新的な電池の構成材料  

 

＜運営方法＞ 

・原則として毎年度、研究テーマを公募する。 

・各研究テーマについては 2 年目に技術評価を実施し、3 年目以降の研究継続の可否を判断

する。 

 

 

３．達成目標  

下記目標値を基本とするが、各委託研究の目標（中間目標及び最終目標）は、提案者

が公募時に研究開発テーマとともに提案し、採択決定後にＮＥＤＯ技術開発機構と協議

のうえ個別に実施計画に定める。  

 

＜開発目標＞  

2030 年頃において、パック電池レベルで重量エネルギー密度 700Wh/kg 以上という革

新的な性能を実現することを目指し、本事業の終了時点で、重量エネルギー密度
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500Wh/kg を見通せる電池構成材料及び電池反応制御技術の開発。  
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研究開発項目③｢基盤技術開発｣ 

 

 

１．研究開発の必要性  

高性能蓄電池の実用化にあたっては、安全性を確保するとともに標準化を進め、研究

開発の効率化を図ることが重要である。  

よって、蓄電池における寿命予測、耐久性、安全性試験方法の確立や標準化、技術開発の効

率化につながる電池性能を向上させる因子の解明や反応メカニズムの解析手法の確立等、基盤

的な技術開発を行う。  

 

 

２．研究開発の具体的内容  

蓄電池における寿命予測、耐久性、安全性試験方法の確立や標準化、技術開発の効率化につ

ながる電池性能を向上させる因子の解明や反応メカニズムの解析手法の確立等、基盤的な技術

開発を行う。  

具体的には、以下のような技術開発課題に関する基盤技術開発テーマを公募し、ＮＥ

ＤＯ技術開発機構からの委託研究として実施する。  

 

＜技術開発課題の例示＞  

・寿命診断：加速寿命診断法の確立（5 倍以上）及び高 SOC(State Of Charge)時(例：80%)の

電池劣化機構の解明と抑制手法の開発等。 

・充放電評価試験法：車載走行パターンを想定した負荷試験法の確立等。 

・安全性試験法：数 kWh 級電池システムの安全性評価基準の策定等。 

 

 

３．達成目標  

下記目標値を基本とするが、各委託研究の目標（中間目標及び最終目標）は、提案者

が公募時に研究開発テーマとともに提案し、採択決定後にＮＥＤＯ技術開発機構と協議

のうえ個別に実施計画に定める。  

 

＜開発目標＞  

・加速寿命診断法の確立。  

・高 SOC 保存時、高温保存時、高出力時、長期サイクル時等の劣化要因の解明とそ

の抑制手法の提案。  

・車載用電池安全性試験法の策定。  

・電池性能を向上させる因子の解明。  

 

＜運営方法＞  

・初年度に公募により実施者を選定するが、必要に応じて 2 年目以降も公募を行う。 
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・安全性試験法や安全性評価基準の策定については、研究開発項目①｢要素技術開発｣におけ

る安全性技術開発の進捗に応じて、内容の変更や修正を求める場合がある。 

 

 

 

以上 
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事前評価書 
 

作成日 平成１９年２月１５日 

１． 事業名称 

 （コード番号） 

「次世代蓄電システム実用化戦略的技術開発／ 

次世代自動車用高性能蓄電システム技術開発」 

２．推進部署名 燃料電池・水素技術開発部 

３．事業概要 

（１）概要： 

現在、運輸部門の石油依存度は、ほぼ 100％の状況であり、今後、エネ

ルギーの効率的な利用、石油代替エネルギーへの移行により、石油依存度

を低減していく必要性が指摘されている。それゆえ、石油依存度を低減し、

多様なエネルギーでかつ低環境負荷で走行する燃料電池自動車、電気自

動車、ハイブリッド自動車等の普及が期待されているが、ハイブリッド自動車

の高性能化、および、燃料電池自動車、電気自動車の早期実用化には、高

性能蓄電池技術開発が重要となる。 

こうした状況を一体的に改善する技術として、蓄電池を中心とする電力貯

蔵技術の飛躍的な性能向上と低コスト化が不可欠であり、本事業では、次

世代自動車用高性能蓄電システムに係る要素技術開発、新材料等の次世

代技術開発及び基盤技術開発を行う。 

 

① 「要素技術開発」（100％委託） 

１）電池開発：2015 年を目処に、高性能リチウムイオン電池の実用

化を目指す。 

２）電池構成材料開発及び電池反応制御技術の開発：2015 年以

降での実用化を目処に、高性能なリチウムイオン電池の構成材

料の開発、基本原理の解明などを行う。 

３）周辺機器開発：格段の高性能化（高効率化・軽量化・コンパクト

化）に資する電池制御やモーター等の周辺機器の技術開発を行

う。 

② 「次世代技術開発」（100％委託） 

2030 年以降を念頭に、革新的な二次電池を開発する。電池の 

反応制御技術、新規の概念に基づく電池の構成材料等の研究開 

発を実施する。 

③ 「基盤技術開発」（100％委託） 

現状のリチウムイオン電池における寿命診断、電池性能評価・安全性

試験方法などの基準策定や規格化に資する提案とデータ取得を行う。さ

らに、技術開発の効率化につながる反応メカニズムの解析手法の確立

等、共通・基盤的な技術開発を行う。 

 

（２）事業規模：平成１９年度 １７億円（委託研究） 

 

（３）事業期間：平成１９年度～２３年度（５年間） 

 

４．評価の検討状況 
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（１）事業の位置付け・必要性 

経済産業省が、2006 年 5 月にとりまとめた新・国家エネルギー戦略において、運輸部門などにおけ

るエネルギー戦略上の数値目標を定めている。そこでは、運輸部門の石油依存度を、現状のほぼ

100％から 2030 年までに 80％程度まで引き下げるとの目標を掲げている。また、部門横断的な目標

として、省エネ目標を掲げており、我が国のエネルギー効率（GDP あたりのエネルギー消費原単位）

を 2030 年までに現状から 30％向上させることとしている。 

このようにエネルギー制約が高まる中で自動車エネルギー技術は多様化し、今後は、電気を駆動

力源（一部の場合を含む）とする、燃料電池自動車・ハイブリッド自動車・電気自動車や、クリーンディ

ーゼル自動車等の既存技術の更なるクリーン化、化石燃料から代替燃料への移行、といった様々な

技術体系の間での競争が進み、技術革新が加速されると見込まれている。 

こうした中で、電池技術は、燃料電池自動車・ハイブリッド自動車・電気自動車等に共通するコア技

術であり、多様な自動車エネルギー技術の中でも基盤的な性格を持つ。 

本事業では、蓄電池を中心とする電力貯蔵技術の飛躍的な性能向上と低コスト化を目的とした技

術開発を実施する。 

なお、本技術開発は、新エネルギー技術開発プログラムに則って推進する予定である。 
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（２）研究開発目標の妥当性 

 車載用として必要な高エネルギー密度化、高出力密度化、長寿命化、低コスト化、高安全性を目指

して以下のような目標値を設定する。いずれも車載レベル（3kWh 級パック電池を想定）で設定する

が、次世代自動車用高性能蓄電システムとして難易度の高い目標であり、妥当である。 

 

①「要素技術開発」に関して 

１）電池開発（0.3kWh 級モジュールを作製） 

・重量エネルギー密度：100Wh/kg 

・重量出力密度：2000W/kg 

・寿命：10 年以上 

・充放電効率：95%以上 

・コスト：4 万円/kWh の見通しを示すこと（100 万パック/年生産時） 

・安全性：車載時の濫用に耐えること 

２）電池構成材料及び電池反応制御技術の開発（小型単電池を作製） 

・重量エネルギー密度：200Wh/kg 以上 

・重量出力密度：2500W/kg 以上 

・コスト：3 万円/kWh 以下の見通しを示すこと（100 万パック/年生産時） 

・安全性：車載時の濫用に耐えること 

３）周辺機器開発 

・格段の高性能化、コンパクト化、低コスト化 

②「次世代技術開発」に関して 

2030 年頃において、パック電池レベルで重量エネルギー密度 700Wh/kg 以上という革新的

な性能を実現することを目指し、本事業の終了時点で、重量エネルギー密度 500Wh/kg を見

通せる電池構成材料及び電池反応制御技術を開発する。 

③「基盤技術開発」に関して 

・加速寿命診断法の確立。 

・高 SOC 保存時、高温保存時、高出力時、長期サイクル時等の劣化要因の解明とその 

抑制手法の提案。 

・車載用電池安全性試験法の策定。 

・電池性能を向上させる因子の解明。 

 

（３）研究開発マネジメント 

研究開発全体の管理・執行に責任を有するＮＥＤＯ技術開発機構は、経済産業省及び研究開発

実施者と密接な関係を維持しつつ、プログラムの目的及び目標並びに本研究開発の目的及び目標

に照らし適切な運営管理を実施する。具体的には、「系統連係円滑化蓄電システム技術開発」事業と

連携し「次世代蓄電池システム実用化戦略的技術開発」全般を効果的・効率的に推進するためのア

ドバイザリーボードを設置した上で、研究開発推進のため、必要に応じて外部有識者の意見・助言を

求める。また必要に応じて、ＮＥＤＯ技術開発機構に委員会や技術検討会等を設置し、四半期に一回

程度、プロジェクトの進捗について報告を受けるなどを行う。さらに、年に一回程度、事業の効率的な

推進、情報や認識の共有等を目的に、本事業の実施者による報告会を開催する等を行う予定であ

り、マネジメント体制として妥当である。 
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（４）研究開発成果 

我が国における蓄電池産業は、これまでの国における先進的な技術開発および民間企業におけ

る自主開発の結果、世界市場において優位な状況であるが、昨今の韓国、中国等における市場シェ

アの伸びも予断を許さない状況であり、現在の競争力を維持、発展させるためにも長期的な視点で

技術開発を進める必要がある。 

本事業により、自動車用蓄電システム技術の格段の進展が達成された場合、次世代自動車の早

期実用化に資することとなり、その波及効果は大きい。 

 

（５）実用化・事業化の見通し 

ハイブリッド自動車の急速な市場拡大、燃料電池自動車の実証事業の伸展、さらにはコミュータ

ー型の電気自動車の市場投入が検討されている状況を鑑みると、蓄電技術の中でも、次世代自

動車用の高性能電池システム技術が進展する事は、日本の電池産業の発展だけでなく、環境戦

略やエネルギー戦略上も有益であり、新・国家エネルギー戦略の達成に大きく寄与すると考えられ

る。 

 

（６）その他特記事項 

「次世代自動車用電池の将来に向けた提言（2006年 8月発行）」（経済産業省主催：新世代自動車

の基礎となる次世代電池技術に関する研究会）を踏まえている。 

 

５．総合評価 

本事業は、次世代自動車の実現に不可欠な電池技術及び関連技術を開発するものであり、日本

の電池産業や自動車産業の更なる発展だけでなく、環境戦略やエネルギー戦略に対しても大きく寄

与すると考えられることから、実施する意義は大きい。 
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添付資料：特許論文リスト 

(１) 特許リスト 
【要素技術開発（電池モジュール）】

番
号 出願人 出願番号 

国内
外国
PCT

出願日 状態 名称 発明者 

1 

(株)GS ユアサ 

特願
2008-136535 国内 2008/5/26 取下

電気化学的活
性材料用製造
装置、電気化学
的活性材料の
製造方法及び
非水電解質二

次電池 

江川崇 
安永好伸 
稲益徳雄 

2 特願
2008-258312 国内 2008/10/3 出願

正極材料、正極
材料の製造方
法、及び該製造
方法で製造さ
れた正極材料
が備えられて
いる非水電解
質二次電池 

河本真理子 
田渕徹 

稲益徳雄 
村田利雄 

3 特願
2008-283588 国内 2008/11/4 取下

電極材料製造
装置、電極材料
の製造方法及
びリチウム二
次電池の製造

方法 

安永好伸 
江川崇 
田渕徹 

稲益徳雄 

4 意願
2009-006539 国内 2009/3/24 登録 蓄電池 江川崇

稲益徳雄 

5 意願
2009-006540 国内 2009/3/24 登録 蓄電池 江川崇

稲益徳雄 

6 意願
2009-006541 国内 2009/3/24 登録 蓄電池 江川崇

稲益徳雄 

7 特願
2009-155096 国内 2009/6/30 出願 電池 江川崇

稲益徳雄 

8 12/504,165 
(US) 米国 2009/7/17 出願

Cathode 
Material 

Manufacturin
g Method of 

Cathode 
Material, and 
Nonaqueous 
Electrolyte 
Secondary 
Batteries 

Provided with 
the Cathode 

Material 

河本真理子 
田渕徹 

稲益徳雄 
村田利雄 

9 特願
2009-270790 国内 2009/11/27 出願

非水電解質二
次電池 

柴田洋平
鋤納功治 
田渕徹 

稲益徳雄 

10 特願
2009-294986 国内 2009/12/25 擬制

取下

単電池および
この単電池を
用いた組電池 

鋤納功治
中島修弘 
渡辺勉 

稲益徳雄 
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冨士松将克

11 意願
2009-030277 国内 2009/12/25 登録

電池用電槽ケ
ース 

鋤納功治
中島修弘 
渡辺勉 

稲益徳雄 

12 意願
2009-030278 国内 2009/12/25 登録

電池用電槽ケ
ース 

鋤納功治
中島修弘 
渡辺勉 

稲益徳雄 

13 意願
2009-030279 国内 2009/12/25 登録

電池用電槽ケ
ース 

鋤納功治
中島修弘 
渡辺勉 

稲益徳雄 

14 意願
2009-030288 国内 2009/12/25 登録

電池用電槽ケ
ース 

鋤納功治
中島修弘 
渡辺勉 

稲益徳雄 

15 特願
2010-082735 国内 2010/3/31 擬制

取下
非水電解質二

次電池 

鋤納功治
田渕徹 

稲益徳雄 

16 特願
2010-195195 国内 2010/8/31 出願

二次電池用活
物質及び二次
電池用活物質
の製造方法、並
びに、それを用
いた二次電池 

藤野有希子 
安永好伸 
田渕徹 

稲益徳雄 

17 特願
2010-222637 国内 2010/9/30 擬制

取下

単電池、電池モ
ジュール及び

組電池 

中島修弘
渡辺勉 

稲益徳雄 

18 特願
2010-222639 国内 2010/9/30 出願

電池モジュー
ル及び組電池 

中島修弘
渡辺勉 

稲益徳雄 

19 特願
2010-288372 国内 2010/12/24 出願

非水電解質二
次電池 

鋤納功治
中島修弘 
渡辺勉 

稲益徳雄 
冨士松 将克 

20 特願
2011-076661 国内 2011/3/30 出願

非水電解質二
次電池 

鋤納功治
田渕徹 

稲益徳雄 

21 意願
2011-012450 国内 2011/6/11 登録

電池用電槽ケ
ース 中島修弘 

22 特願
2011-138959 国内 2011/6/22 出願

電槽ケース、単
電池及び組電

池 
中島修弘 

23 特願
2011-138960 国内 2011/6/22 出願

電槽ケース、単
電池及び組電

池 
中島修弘 

24 特願
2011-213196 国内 2011/9/28 出願

電槽ケース、単
電池及び組電

池 

中島修弘
渡辺勉 

稲益徳雄 

25 特願
2011-216600 国内 2011/9/30 出願

単電池、電池モ
ジュール及び

組電池 

中島修弘
渡辺勉 

稲益徳雄 
松井裕樹 

26 特願
2011-275126 国内 2011/12/15 出願

非水電解質電
池用正極、それ

河本真理子
鋤納功治 
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を用いた非水
電解質電池、及
び、その電池を
搭載したプラ
グインハイブ
リッド自動車 

1 日立製作所 特願 
2008-041333 国内 2008/02/22 登録 ﾘﾁｳﾑ二次電池 吉川他 

2 

日立ビークル
エナジー 

特願
2008-105303 国内 2008/04/15 公開

非水電解液二
次電池 小島他 

3 特願
2008-118686 国内 2008/04/30 公開 電池ﾓｼﾞｭｰﾙ 小熊他 

4 特願
2008-149050 国内 2008/06/06 公開

巻回式二次電
池及びその製

法 
小熊 

5 特願
2008-175263 国内 2008/07/04 公開

非水電解液二
次電池 月森他 

6 特願
2008-175277 国内 2008/07/04 公開 二次電池 瀧本他 

7 特願
2008-175598 国内 2008/07/04 公開

密閉式二次電
池 小熊他 

8 特願
2008-181554 国内 2008/07/11 公開

巻回式二次電
池 小島 

9 特願
2008-184597 国内 2008/07/16 公開 電池ﾓｼﾞｭｰﾙ 小熊他 

10 特願
2008-323412 国内 2008/12/19 公開

扁平形二次電
池 小熊 

11 特願
2009-046480 国内 2009/02/27 公開

非水電解液二
次電池および
非水電解液二
次電池用電極 

月森他 

12 特願
2009-046481 国内 2009/02/27 公開

ﾘﾁｳﾑ二次電池
用正極およびﾘ
ﾁｳﾑ二次電池 

瀧本他 

13 特願
2009-117038 国内 2009/05/13 公開

巻回式二次電
池 小島 

14 特願
2009-201435 国内 2009/09/01 公開

非水電解液二
次電池 月森他 

15 特願
2009-226215 国内 2009/09/30 公開

扁平巻回式二
次電池 瀧本他 

16 特願
2009-227582 国内 2009/09/30 公開

非水電解液二
次電池による

組電池 
小島他 

17 特願
2009-243242 国内 2009/10/22 公開

扁平形二次電
池ﾓｼﾞｭｰﾙ 小熊 

18 

日立製作所 

特願 
2009-268198 国内 2008/11/26 公開 ﾘﾁｳﾑ二次電池 吉川他 

19 特願 
2009-269403 国内 2008/11/27 公開

ﾘﾁｳﾑ二次電池
用正極材およ
びそれを用い

た電池 

小西他 

20 
日立ビークル

エナジー 

特願
2009-276233 国内 2009/10/22 公開 ﾘﾁｳﾑ二次電池 月森 

21 特願
2009-294005 国内 2009/12/25 公開

巻回式角形電
池 小島 

22 日立製作所 特願 国内 2009/02/27 公開 ﾘﾁｳﾑ二次電池 小西他
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2009-45045 用正極材およ
びそれを用い
たﾘﾁｳﾑｲｵﾝ二次

電池 

23 

日立ビークル
エナジー 

特願
2009-81657 国内 2009/3/30 公開

扁平形二次電
池 小熊 

24 特願
2010-144396 国内 2010/06/25 公開

非水電解液二
次電池 小熊 

25 特願
2010-144402 国内 2010/06/25 公開

非水電解液二
次電池 小島 

26 日立製作所 特願 
2010-148424 国内 2010/06/30 公開

ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ二次電
池 小西他 

27 
日立ビークル

エナジー 

特願
2010-162401 国内 2010/07/20 公開 二次電池 月森他 

28 PCT/JP2010/0
05249 国内 2010/08/26 出願

非水電解液二
次電池 月森他 

29 日立製作所 特願 
2010-225392 国内 2010/10/05 公開

ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ二次電
池 小西他 

30 

日立ビークル
エナジー 

特願
2011-5494 国内 2011/01/14 出願

密閉型二次電
池 小島 

31 特願
2011-5495 国内 2011/01/14 出願 電池ﾓｼﾞｭｰﾙ 月森 

32 特願
2011-29327 国内 2011/02/15 出願

非水電解液二
次電池 廣岡 

33 特願
2011-30914 国内 2011/02/16 出願

非水電解液電
池 廣岡他 

34 

日立製作所 

特願 
2011-37732 国内 2011/02/24 出願 ﾘﾁｳﾑ二次電池 小西他 

35 特願 
2011-41218 国内 2011/02/28 出願 ﾘﾁｳﾑ二次電池 小西他 

36 特願 
2011-41457 国内 2011/02/28 出願 ﾘﾁｳﾑ二次電池 小西他 

37 特願 
2011-95567 国内 2011/04/22 出願

ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ二次電
池および組電

池 
本棒他 

38 

日立ビークル
エナジー 

特願
2011-99142 国内 2011/4/27 出願

非水電解液電
池 月森他 

39 特願
2011-110072 国内 2011/05/17 出願

非水電解質電
池 佐々木他 

40 特願
2011-113114 国内 2011/05/20 出願

組電池及び角
形電池 小島他 

41 日立製作所 特願 
2011-149033 国内 2011/07/07 出願 ﾘﾁｳﾑ二次電池 小西他 

42 
日立ビークル

エナジー 

特願
2011-212533 国内 2011/09/28 出願

ﾘﾁｳﾑ二次電池
及びその製造

方法 
月森 

43 特願
2011-224134 国内 2011/10/11 出願

角形非水電解
液二次電池 小島 

44 日立製作所 特願 
2011-282722 国内 2011/12/26 出願

正極材およびﾘ
ﾁｳﾑ二次電池 小西他 

45 

日立ビークル
エナジー 

特願
2012-020527 国内 2012/02/02 出願

扁平形二次電
池 月森他 

46 特願
2012-020531 国内 2012/02/02 出願

扁平巻回形二
次電池及びそ
の製造方法 

小島他 

47 特願
2012-031252 国内 2012/02/16 出願

非水電解液二
次電池 廣岡他 
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1 

パナソニック 

特願
2007-286970 国内 2007/11/05 審査

請求
二次電池及びそ
の製造方法 和田直之、他 

2 特願
2008-069959 国内 2008/03/18 

未請
求 
取下

粉体物性測定方
法および粉体物
性測定装置 

武野光弘、他 

3 特願
2008-071474 国内 2008/03/19 擬制

取下
非水電解質二次

電池 岡田行広、他 

4 特願
2009-010336 国内 2009/01/20 審査

請求

非水電解質二次
電池用正極活物
質の製造方法 

藤田秀明、他 

5 特願
2009-053357 国内 2009/03/06 審査

請求

非水電解質二次
電池用正極活物
質、その製造方
法、および非水
電解質二次電池 

細川尚士、他 

6 US12/403702 外国 2009/03/13 登録
粉体物性測定方
法および粉体物
性測定装置 

武野光弘、他 

7 特願
2009-064842 国内 2009/03/17 審査

請求
非水電解質二次

電池 岡田行広、他 

8 PCT/JP2009/00
1211 PCT 2009/03/18 

 

指定
国へ
移行
済 

非水電解質二次
電池 岡田行広、他 

9 PCT/JP2010/00
1445 PCT 2010/03/03 

指定
国へ
移行
済 

非水電解質二次
電池用正極活物
質、その製造方
法および非水電
解質二次電池 

細川尚士、他 

10 特願
2010-034965 国内 2010/02/19 擬制

取下
電源装置 細川尚士、他 

11 PCT/JP2010/00
7295 PCT 2010/12/16 

指定
国へ
移行
済 

電池モジュール 細川尚士、他 

12 特願
2010-034966 国内 2010/02/19 出願 電源装置 森垣健一、他 

13 特願
2010-149871 国内 2010/06/30 出願 電池モジュール 湯淺真一、他 

14 特願
2010-169070 国内 2010/07/28 出願 二次電池 大竹佑治、他 

15 特願
2010-217260 国内 2010/09/28 出願 電源装置 細川尚士 

16 特願
2010-289371 国内 2010/12/27 出願 電池モジュール 大竹佑治、他 

17 特願
2011-005583 国内 2011/01/14 擬制

取下

リチウムイオン
二次電池の劣化
評価方法、及び
電池パック 

森垣健一 

18 特願
2011-016584 国内 2011/01/28 出願 二次電池 細川尚士、他 

19 特願
2011-017542 国内 2011/01/31 出願 二次電池 大竹佑治、他 
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【要素技術開発（電池構成材料）】 

1 

日本合成化学
工業㈱ 

特願 
2008-49805 

 
国内 2008/02/29 出願

電解質および
それを用いた
リチウム二次

電池 

早川誠一郎他 

2 特願
2008-67098 国内 2008/03/17 出願

イオン液体、イ
オン液体の製
造方法、電解質
およびリチウ
ム二次電池 

早川誠一郎他 

3 特願 
2009-35121 国内 2009/02/18 出願

イオン液体、イ
オン液体の製
造方法、電解質
およびリチウ
ム二次電池 

早川誠一郎他 

4 特願
2009-54672 国内 2009/03/09 出願

イオン液体、イ
オン液体の製
造方法、電解質
およびリチウ
ム二次電池 

早川誠一郎他 

5 特願
2009-58930 国内 2009/03/12 出願

イオン液体、イ
オン液体の製
造方法、電解質
およびリチウ
ム二次電池 

早川誠一郎他 

６ 特願
2009-65665 国内 2009/03/18 出願

イオン液体、電
解質およびそ
れを用いたリ
チウム二次電

池 

早川誠一郎他 

7 特願 
2010-288 国内 2010/01/05 出願

イオン液体、電
解質およびリ
チウム二次電

池 

早川誠一郎他 

8 
PCT 

/JP2010/0544
62 

PCT 2010/03/16 出願

イオン液体、電
解質、それを用
いたリチウム
二次電池及び
イオン液体 

早川誠一郎他 

9 特願
2010-60527 国内 2010/03/17 出願

イオン液体、電
解質、それを用
いたリチウム
二次電池及び
イオン液体 

早川誠一郎他 

10 特願 
2010-141424 国内 2010/06/22 出願

電解質材料、リ
チウム二次電
池用電解質、及
び、それを用い
たリチウム二

次電池 

早川誠一郎他 

11 特願
2010-141425 国内 2010/06/22 出願

電解質及びそ
れを用いたリ
チウム二次電

池 

早川誠一郎他 

12 特願
2011-265881 国内 2011/12/05 出願

イオン液体、電
解質及びリチ
ウム二次電池 

早川誠一郎他 
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13 

三菱化学㈱ 

特願
2009-190180 国内 2009/8/19 出願

非水系電解液
および非水系
電解液二次電

池 

徳田浩之他 

14 特願
2009-223809 国内 2009/9/30 出願

非水電解液お
よび非水電解
液二次電池 

徳田浩之 

1 

産業技術総合
研究所 

特願
2008-018492 国内 2008/01/30 公開

規則構造を有
する単斜晶系
リチウムマン
ガン系複合酸
化物およびそ
の製造方法 

田渕光春 
他 

2 特願
2008-073460 国内 2008/03/21 公開

マンガン酸化
物、電池用電極
活物質、及びそ
れらの製造方
法、並びに電池
用電極活物質
を用いた二次

電池 

秋本順二 
他 

3 特願
2008-073498 国内 2008/03/21 登録

マンガン酸化
物、二次電池用
電極活物質、及
びそれらの製
造方法、並びに
二次電池用電
極活物質を用
いたリチウム

二次電池 

秋本順二 
他 

4 特願
2008-130293 国内 2008/05/19 公開

陽イオン規則
構造を有する
単斜晶系リチ
ウムマンガン
系複合酸化物
およびその製

造方法 

田渕光春 
他 

5 

産業技術総合
研究所・田中化

学研究所 

特願
2010-163060 国内 2010/07/20 

国優
見な
し取
下 

リチウムマン
ガン系複合酸
化物およびそ
の製造方法 

田渕光春 
他 

6 特願
2010-242064 国内 2010/10/28 公開

リチウムマン
ガン系複合酸
化物およびそ
の製造方法 

田渕光春 
他 

7 特願
2010-242121 国内 2010/10/28 公開

立方晶岩塩型
構造を有する
リチウムマン
ガン系複合酸
化物およびそ
の製造方法 

田渕光春 
他 

8 産業技術総合
研究所 

特願
2010-248144 国内 2010/11/05 公開

リチウムマン
ガン系複合酸
化物－炭素複
合体およびそ
の製造方法 

竹内友成 
他 
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9 

産業技術総合
研究所・田中化

学研究所 

特願
2011-055673 国内 2011/03/14 

国優
見な
し取
下 

ナトリウムマ
ンガンチタン
ニッケル複合
酸化物及びそ
の製造方法、並
びにそれを部
材として使用
したナトリウ
ム二次電池 

石田直哉 
他 

10 特願
2011-055682 国内 2011/03/14 

国優
見な
し取
下 

リチウムマン
ガンチタンニ
ッケル複合酸
化物及びその
製造方法、並び
にそれを部材
として使用し
たリチウム二

次電池 

石田直哉 
他 

11 特願
2011-226352 国内 2011/10/14 出願

ナトリウムマ
ンガンチタン
ニッケル複合
酸化物及びそ
の製造方法、並
びにそれを部
材として使用
したナトリウ
ム二次電池 

石田直哉 
他 

12 特願
2011-226359 国内 2011/10/14 出願

リチウムマン
ガンチタンニ
ッケル複合酸
化物及びその
製造方法、並び
にそれを部材
として使用し
たリチウム二

次電池 

石田直哉 
他 

13 特願
2011-244831 国内 2011/1108 出願

リチウムマン
ガン系複合酸
化物およびそ
の製造方法 

田渕光春 
他 

14 特願
2012-084456 国内 2012/04/03 出願

リチウムマン
ガン系複合酸
化物およびそ
の製造方法 

今泉純一 
他 

15 特願
2012-129806 国内 2012/06/07 出願

リチウムマン
ガン複合酸化
物、及びその炭

素複合体 

竹内友成 
他 

1 

産業技術総合
研究所 

特願 
2008-123630 国内 2008/5/9 出願 イオン液体 松本 一、寺澤直弘、

都築誠二 

2 特願
2008-231764 国内 2008/9/10 出願 イオン液体 

松本 一、寺澤直
弘、栄部比夏里、都

築 誠二 

3 PCT/JP2009/0
58579 PCT 2010/5/1 出願 イオン液体 

松本 一、寺澤直
弘、栄部比夏里、都

築 誠二 
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4 PCT/JP2009/0
58581 PCT 2010/5/1 出願 イオン液体 松本 一、寺澤直弘、

都築誠二 

5 特願
2011-67390 国内 2011/3/25 出願

炭素負極を有
する非水電解
質リチウムイ

オン電池 

松本 一、栄部比夏
里、窪田啓吾 

6 
US 

2011/0070486 
A1 

外国 2011/3/24 出願
IONIC 

LIQUIDS 

松本 一、寺澤直
弘、栄部比夏里、都

築 誠二 

7 

US 
2011/0091769 

A1 
 

外国 2011/4/21 出願
IONIC 

LIQUIDS 
松本 一、寺澤直弘、

都築誠二 

８ 特願
2012-040964 国内 2012/2/28 出願 イオン液体 松本 一、窪田啓吾

９ 特願
2012-056160 国内 2012/3/13 出願

リチウム二次
電池 窪田啓吾、松本一

10 特願
2012-063183 国内 2012/3/21 出願

リチウムイオ
ン電池用電解

質 
松本 一、窪田啓吾

1 
日産自動車 

特願
2007-322484 国内

平成 19 年 12
月 13 日 出願

負極構造体、リ
チウムイオン
二次電池、およ
び負極構造体
の製造方法 

 

2 特願
2008-037515 国内

平成 20 年 2
月 19 日 出願

リチウムイオ
ン電池  

3 日産自動車、神
奈川大学 

特願
2008-282199 国内

平成 20 年 10
月 31 日 出願

リチウムイオ
ン電池とその

使用方法 
 

4 日産自動車 特願
2009-060130 国内

平成 21 年 3
月 12 日 出願

二次電池用電
極  

5 日産自動車 特願
2009-058118 国内

平成 21 年 3
月 11 日 出願

リチウムイオ
ン二次電池  

6 日産自動車、神
奈川大学 

特願
2009-173538 国内

平成 21 年 7
月 24 日 出願

リチウムイオ
ン電池用正極
材料およびこ
れを用いたリ
チウムイオン

電池 

 

7 日産自動車 特願
2009-173563 国内

平成 21 年 7
月 24 日 出願

リチウムイオ
ン電池用正極
材料の製造方

法 

 

8 日産自動車、神
奈川大学 

特願
2009-100278 国内

平成 21 年 4
月 16 日 出願

リチウムイオ
ン電池用正極  

9 日産自動車 特願
2009-270344 国内

平成 21 年 11
月 27 日 出願

リチウムイオ
ン二次電池用
Ｓｉ合金負極

活物質 

 

10 日産自動車 特願
2010-101103 国内

平成 22 年 4
月 26 日 出願

リチウムイオ
ン二次電池  

11 日産自動車 特願
2009-270345 国内

平成 21 年 11
月 27 日 出願

リチウムイオ
ン二次電池用
Ｓｉ合金負極

活物質 
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12 日産自動車、神
奈川大学 

特願
2009-276808 国内

平成 21 年 12
月 4 日 出願

リチウムイオ
ン電池用正極
材料およびこ
れを用いたリ
チウムイオン

電池 

 

13 日産自動車 特願
2010-173886 国内

平成 22 年 8
月 2 日 出願

リチウムイオ
ン二次電池用
負極およびそ
の製造方法 

 

14 日産自動車、神
奈川大学 

特願
2010-072366 国内

平成 22 年 3
月 26 日 出願

非水二次電池
の製造方法  

15 日産自動車 特願
2010-201343 国内

平成 22 年 9
月 8 日 出願

リチウムイオ
ン電池用正極
およびこれを
用いたリチウ
ムイオン電池 

 

16 日産自動車 特願
2010-264123 国内

平成 22 年 11
月 26 日 出願

電気デバイス
用Ｓｉ合金負

極活物質 
 

17 日産自動車 特願
2010-201347 国内

平成 22 年 9
月 8 日 出願

リチウムイオ
ン電池用正極

材料 
 

18 日産自動車 PCT/JP2010/0
71168 PCT 平成 22 年 11

月 26 日 出願

リチウムイオ
ン二次電池用
Ｓｉ合金負極

活物質 

 

19 日産自動車 特願
2011-543333 国内

平成 22 年 11
月 26 日 出願

電気デバイス
用Ｓｉ合金負

極活物質 
 

20 日産自動車、神
奈川大学 

PCT/JP2010/0
71610 PCT 平成 22 年 12

月 2 日 出願

リチウムイオ
ン電池用正極
材料およびこ
れを用いたリ
チウムイオン

電池 

 

21 日産自動車、神
奈川大学 

特願
2011-544295 国内

平成 22 年 12
月 2 日 出願

電気デバイス
用正極材料お
よびこれを用
いた電気デバ

イス 

 

22 日産自動車 特願
2011-050314 国内

平成 23 年 3
月 8 日 出願

リチウムイオ
ン二次電池用
負極活物質 

 

23 日産自動車 特願
2011-048813 国内

平成 23 年 3
月 7 日 出願

リチウムイオ
ン二次電池用
負極活物質、リ
チウムイオン
二次電池用負
極及びリチウ
ムイオン二次

電池 

 

24 日産自動車 特願
2011-046166 国内

平成 23 年 3
月 3 日 出願

リチウムイオ
ン二次電池用
複合正極活物
質及びこれを
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用いたリチウ
ムイオン二次

電池 

25 日産自動車 特願
2011-048640 国内

平成 23 年 3
月 7 日 出願

リチウムイオ
ン二次電池の
前処理方法及
び使用方法 

 

26 日産自動車 特願
2011-046180 国内

平成 23 年 3
月 3 日 出願

リチウムイオ
ン二次電池用
正極活物質、リ
チウムイオン
二次電池用正
極及びリチウ
ムイオン二次

電池 

 

27 日産自動車 特願
2011-051227 国内

平成 23 年 3
月 9 日 出願

リチウムイオ
ン二次電池用
正極活物質 

 

28 日産自動車 特願
2011-116536 国内

平成 23 年 5
月 25 日 出願

電気デバイス
用負極活物質  

29 日産自動車 PCT/JP2010/0
71169 PCT 平成 22 年 11

月 26 日 出願

リチウムイオ
ン二次電池用
Ｓｉ合金負極

活物質 

 

30 日産自動車 特願
2011-543334 国内

平成 22 年 11
月 26 日 出願

電気デバイス
用Ｓｉ合金負

極活物質 
 

31 日産自動車 特願
2011-116671 国内

平成 23 年 5
月 25 日 出願

電気デバイス
用負極活物質  

32 日産自動車 特願
2011-212627 国内

平成 23 年 9
月 28 日 出願

リチウムイオ
ン二次電池用
複合負極活物

質 

 

33 日産自動車 特願
2012-037282 国内

平成 24 年 2
月 23 日 出願 正極活物質  

34 日産自動車 特願
2011-116707 国内

平成 23 年 5
月 25 日 出願

電気デバイス
用負極活物質  

35 日産自動車 PCT/JP2011/0
55460 PCT 平成 23 年 3

月 9 日 出願
リチウムイオ
ン二次電池  

36 日産自動車 特願
2011-116710 国内

平成 23 年 5
月 25 日 出願

電気デバイス
用負極活物質  

37 日産自動車、神
奈川大学 

特願
2011-057446 国内

平成 23 年 3
月 16 日 出願

リチウムイオ
ン二次電池の
前処理方法 

 

38 日産自動車 特願
2011-148094 国内

平成 23 年 7
月 4 日 出願

電気デバイス
用電極活物質、
電気デバイス
用電極及び電
気デバイス 

 

39 日産自動車 特願
2011-259689 国内

平成 23 年 11
月 29 日 出願

リチウムイオ
ン二次電池  

40 日産自動車 特願
2011-246141 国内

平成 23 年 11
月 10 日 出願

二次電池の制
御装置および
ＳＯＣ検出方

法 

 

41 日産自動車 PCT/JP2011/0
63383 PCT 平成 23 年 6

月 10 日 出願
リチウムイオ
ン二次電池用
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負極およびそ
の製造方法 

42 日産自動車 特願
2011-117073 国内

平成 23 年 5
月 25 日 出願

電気デバイス
用負極活物質  

42 日産自動車 特願
2011-116891 国内

平成 23 年 5
月 25 日 出願

電気デバイス
用の負極活物
質、電気デバイ
ス用の負極及
び電気デバイ

ス 

 

43 日産自動車 特願
2012-021998 国内

平成 24 年 2
月 3 日 出願

固溶体リチウ
ム含有遷移金
属酸化物及び
リチウムイオ
ン二次電池 

 

44 日産自動車 PCT/JP2011/0
72016 PCT 平成 23 年 9

月 27 日 出願
電気デバイス
用Ｓｉ合金負

極活物質 
 

45 日産自動車 特願
2012-019873 国内

平成 24 年 2
月 1 日 出願

固溶体リチウ
ム含有遷移金
属酸化物、非水
電解質二次電
池用正極及び
非水電解質二

次電池 

 

46 日産自動車 特願
2012-019849 国内

平成 24 年 2
月 1 日 出願

固溶体リチウ
ム含有遷移金
属酸化物、非水
電解質二次電
池用正極及び
非水電解質二

次電池 

 

47 日産自動車 特願
2011-284655 国内

平成 23 年 12
月 27 日 出願

電気デバイス
用負極活物質  

48 日産自動車 特願
2012-019876 国内

平成 24 年 2
月 1 日 出願

固溶体リチウ
ム含有遷移金
属酸化物組成
物、非水電解質
二次電池用正
極及び非水電
解質二次電池 

 

49 日産自動車 特願
2012-051171 国内

平成 24 年 3
月 8 日 出願

二次電池の制
御装置および
ＳＯＣ検出方

法 

 

50 日産自動車 特願
2011-284660 国内

平成 23 年 12
月 27 日 出願

電気デバイス
用負極活物質  

51 日産自動車 特願
2012-083801 国内

平成 24 年 4
月 2 日 出願

非水電解液及
び電気化学デ

バイス 
 

52 日産自動車 特願
2012-019857 国内

平成 24 年 2
月 1 日 出願

固溶体リチウ
ム含有遷移金
属酸化物、非水
電解質二次電
池用正極及び
非水電解質二

次電池 
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53 日産自動車 特願
2012-051168 国内

平成 24 年 3
月 8 日 出願

二次電池の制
御装置および
ＳＯＣ検出方

法 

 

54 日産自動車 PCT/JP2012/0
55667 PCT 平成 24 年 3

月 6 日 出願

リチウムイオ
ン二次電池用
負極活物質、リ
チウムイオン
二次電池用負
極及びリチウ
ムイオン二次

電池 

 

55 日産自動車 PCT/JP2012/0
55665 PCT 平成 24 年 3

月 6 日 出願
リチウムイオ
ン二次電池用
負極活物質 

 

56 日産自動車、神
奈川大学 

PCT/JP2012/0
55975 PCT 平成 24 年 3

月 8 日 出願
リチウムイオ
ン二次電池の
前処理方法 

 

57 日産自動車 特願
2012-022002 国内

平成 24 年 2
月 3 日 出願

固溶体リチウ
ム含有遷移金
属酸化物及び
リチウムイオ
ン二次電池 

 

58 日産自動車 特願
2011-227860 国内

平成 23 年 10
月 17 日 出願

電気デバイス
用負極活物質  

59 日産自動車 特願
2011-275668 国内

平成 23 年 12
月 16 日 出願

電気デバイス
用負極活物質  

60 日産自動車 PCT/JP2012/0
56128 PCT 平成 24 年 3

月 9 日 出願
電気デバイス
用負極活物質  

60 日産自動車 PCT/JP2012/0
56928 PCT 平成 24 年 3

月 16 日 出願
電気デバイス
用負極活物質  

61 日産自動車 特願
2012-050862 国内

平成 24 年 3
月 7 日 出願

正極活物質、電
気デバイス用
正極及び電気

デバイス 

 

62 日産自動車 特願
2012-050867 国内

平成 24 年 3
月 7 日 出願

正極活物質、電
気デバイス用
正極及び電気

デバイス 

 

63 日産自動車 特願
2012-050872 国内

平成 24 年 3
月 7 日 出願

正極活物質、電
気デバイス用
正極及び電気

デバイス 

 

64 日産自動車 特願
2012-050924 国内

平成 24 年 3
月 7 日 出願

正極活物質、電
気デバイス用
正極及び電気

デバイス 

 

65 日産自動車 特願
2012-050928 国内

平成 24 年 3
月 7 日 出願

正極活物質、電
気デバイス用
正極及び電気

デバイス 

 

66 日産自動車 特願
2012-050933 国内

平成 24 年 3
月 7 日 出願

正極活物質、電
気デバイス用
正極及び電気

デバイス 

 

67 日産自動車、神
奈川大学 

特願
2012-073879 国内

平成 24 年 3
月 28 日 出願

リチウムイオ
ン二次電池、そ
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の前処理方法
及び使用方法 

1 

第一工業製薬
株式会社 

学校法人関西
大学 

特願 
2010-64172 国内 2010.3.19 出願

イオン液体を
用いたリチウ
ム二次電池 

杉本敏規 他 

2 

第一工業製薬
株式会社 

学校法人関西
大学 

エレクセル株
式会社 

特願 
2011-227086 国内 2011.10.14 出願

イオン液体を
用いた非水系
電解液および
リチウム二次

電池 

杉本敏規 他 

1 九州大学 特願
2008-086113 国内 2008/3/28 出願

フッ化物電極
活物質 

岡田重人、山木準一
他 

2 九州大学 特願
2009-112162 国内 2009/5/1 

審査
請求
中 

非水電解質二
次電池用正極
の製造方法及
びそれを用い
た非水電解質

二次電池 

岡田重人、山木準一
他 

3 三菱重工業株
式会社 

特願
2010-212226 国内 2010/9/22 出願

二次電池の製
造方法 

弦巻 茂、
木藪敏康他 

4 三菱重工業株
式会社 

特願
2011-056704 国内 2011/3/15 出願

電極活物質お
よびこれを備
えた二次電池
用正極並びに

二次電池 

野口良典、弦巻茂

5 三菱重工業株
式会社 

特願
2011-056705 国内 2011/3/15 出願

二次電池用正
極およびこれ
を備えた二次

電池 

弦巻茂、 
野口良典 

6 三菱重工業株
式会社 

特願
2011-056793 国内 2011/3/15 出願

二次電池用正
極およびこれ
を備えた二次

電池 

弦巻 茂、 
野口良典 

7 九州大学 特願
2011-070785 国内 2011/3/28 出願

正極活物質お
よびその製造

方法 

岡田重人、山木準一
他 

8 三菱重工業株
式会社 

特願
2012-043420 国内 2012/2/29 出願

リチウムイオ
ン二次電池の
製造方法及び
リチウムイオ
ン二次電池 

弦巻 茂、 
野口良典、渡辺郁美

9 三菱重工業株
式会社 

特願
2012-043421 国内 2012/2/29 出願

リチウム二次
電池用正極活
物質およびリ
チウム二次電

池 

渡辺郁美、弦巻 茂、
野口良典 

4 戸田工業(株) 特願 
2009-209731 国内 2009/9/10 公開

非水電解質二
次電池用 Li-Ni
複合酸化物粒
子粉末及びそ
の製造方法、並
びに非水電解

菊谷 
山時 
貞村 
他 
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質二次電池 

6 戸田工業(株) 20108004331
4.X 外国 2010/9/28 公開

正極活物質粒
子粉末及びそ
の製造方法、並
びに非水電解
質二次電池 

石﨑
菊谷 
山時 
貞村 
他 

7 戸田工業(株) 10820498.3 外国 2010/9/28 公開

正極活物質粒
子粉末及びそ
の製造方法、並
びに非水電解
質二次電池 

石﨑
菊谷 
山時 
貞村 
他 

8 戸田工業(株) 20127007878 外国 2010/9/28 公開

正極活物質粒
子粉末及びそ
の製造方法、並
びに非水電解
質二次電池 

石﨑
菊谷 
山時 
貞村 
他 

12 戸田工業(株) 特願 
2010-220377 国内 2010/9/30 公開

正極活物質粒
子粉末及びそ
の製造方法、並
びに非水電解
質二次電池 

石﨑
菊谷 
山時 
貞村 
他 

15 戸田工業(株) 特願 
2010-263802 国内 2010/11/26 公開

非水電解質二
次電池用正極
活物質粒子粉
末及びその製
造方法、並びに
非水電解質二

次電池 

菊谷 
石﨑 
山時 
貞村 

 
 
 
【要素技術開発（周辺機器）】 

1 徳島大学 

特願 
2006－177352 
PCT/JP2006/3

12833 

国内
PCT 2006/6/ 登録

電力変換制御
装置、電力変換
制御方法、およ
び電力変換制
御プログラム 

大西徳生 
山中建二 
合田英治 

1 三菱電機(株) 
特願 

2009- 
004750 

国内
2009/ 
01/13 出願

電気二重層キ
ャパシタ用電
極の製造方法、
電気二重層キ
ャパシタ及び
電気二重層キ
ャパシタの電
極層形成用水
系スラリー 

相原茂他 

2 三菱電機(株) 特願 2009- 
089860 国内

2009/
04/02 出願

DC/DC コンバ
ータ 原田茂樹他 

3 三菱電機(株) 特願 2009- 
108207 国内

2009/
04/27 出願

回転電機及び
その製造方法 谷良浩他 

4 三菱電機(株) 特願 2009- 
139864 国内

2009/
06/11 出願 蓄電デバイス 白神昭他 

5 三菱電機(株) 特願 2009- 
203485 国内

2009/ 
09/03 出願

扁平巻回形電
力貯蔵デバイ
スセルおよび
扁平巻回形電

光田憲朗他 
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力貯蔵デバイ
スモジュール 

6 三菱電機(株) 特願 2009- 
227448 国内

2009/
09/30 出願

ランデル型回
転機 井上正哉他 

7 三菱電機(株) 特願 2009- 
250099 国内

2009/ 
10/30 出願

扁平巻回形電
力貯蔵デバイ
スモジュール 

光田憲朗他 

8 三菱電機(株) 特願 2009- 
277524 国内

2009/
12/07 出願 回転電機 守田正夫他 

9 三菱電機(株) 特願 2010- 
010311 国内

2010/ 
01/20 出願

蓄電デバイス
用電極の製造
方法および蓄
電デバイス 

相原茂他 

10 三菱電機(株) 
PCT/ 

JP2010/ 
055243 

PCT 2010/ 
03/25 出願

DC/DC コンバ
ータ 

（優先権 PCT
出願 
[特願

2009-089860]
） 

原田茂樹他 

11 三菱電機(株) 特願 2010- 
137528 国内

2010/
03/29 出願

ランデル型回
転機 黒田洋一他 

12 三菱電機(株) 特願 2010- 
098197 国内

2010/ 
04/21 出願

回転電機及び
その製造方法
（国内優先 

[特願
2009-108207]

） 

谷良浩他 

13 三菱電機(株) 特願 2010- 
118094 国内

2010/
05/24 出願 回転電機 守田正夫他 

14 三菱電機(株) 
PCT/ 

JP2010/ 
064214 

PCT
 

2010/ 
08/24 出願

扁平巻回形電
力貯蔵デバイ
スセルおよび
扁平巻回形電
力貯蔵デバイ
スモジュール
（優先権 PCT

出願 
[特願

2009-203485]
） 

光田憲朗他 

15 三菱電機(株) 特願 2010- 
197486 国内

2010/
09/03 出願

ハイブリッド
自動車 守田正夫他 

16 三菱電機(株) 
PCT/ 

JP2010/ 
066012 

PCT 2010/ 
09/16 出願

ランデル型回
転機 

（優先権 PCT
出願 
[特願

2009-227448]
） 

井上正哉他 

17 三菱電機(株) 特願 2010- 
219319 国内

2010/
09/29 出願

ランデル型回
転機 黒田洋一他 

18 三菱電機(株) 特願 2010- 
275068 国内

2010/ 
12/09 出願

電気二重層キ
ャパシタ及び
電気二重層キ
ャパシタ用電
極の製造方法 

相原茂他 
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19 三菱電機(株) 特願 2011- 
044806 国内

2011/ 
03/02 出願

蓄電デバイス
およびその製

造方法 
岡田達典他 

20 三菱電機(株) 特願 2011- 
115468 国内

2011/
05/24 出願

DC/DC コンバ
ータ装置 小林亮祐他 

21 三菱電機(株) 
PCT/ 

JP2011/ 
069429 

PCT 2011/ 
08/29 出願

ハイブリッド
自動車 

（優先権 PCT
出願 
[特願

2010-197486]
） 

守田正夫他 

22 三菱電機(株) 特願 2012- 
007176 国内

2012/ 
01/17 出願

電気二重層キ
ャパシタ用電
極及び電気二
重層キャパシ

タ 

相原茂他 

23 三菱電機(株) 特願 2012- 
012873 国内

2012/
01/25 出願

ランデル型回
転機 守田正夫他 

 
【次世代技術開発】 

1 国立大学法人
横浜国立大学 

特願
2009-119004 国内

2009 年 5 月
15 日 出願

リチウムイオ
ン電池用電極
およびこれを
備えたリチウ
ムイオン電池 

窪田好浩, 稲垣怜
史, 及川皓司 

2 国立大学法人
横浜国立大学 

特願
2010-243013 国内

2010 年 10 月
29 日 出願

アルカリ金属
－硫黄系二次

電池 

渡邉正義, 獨古薫, 
立川直樹, 朴埈佑, 
髙嶋絵里子, 山内

健人 

1 (独)物質・材料
研究機構 

特願 
2009-117114 国内 2009/05/14 出願

負極材料とそ
れを用いたリ
チウム二次電

池 

高田和典、ハンブイ
シ、大西剛 

2 (独)物質・材料
研究機構 

PCT/JP2010/0
58110 PCT 2010/05/13 出願

負極材料とそ
れを用いたリ
チウム二次電

池 

高田和典、ハンブイ
シ、大西剛 

1 三重大学 特願
2009-036772 国内 2009/2/19 公開

リチウム空気
電池 今西誠之他 

2 
（株）デンソ

ー・ 
三重大学 

特願
2010-099923 国内 2010/4/23 公開

リチウム二次
電池用電解質
及びそれを用
いたリチウム

二次電池 

安達紀和他 

3 三重大学 特願
2010-107470 国内 2010/5/7 公開

リチウム二次
電池及びリチ
ウム二次電池
用の複合負極 

武田保雄他 

1 産業技術総合
研究所 

特願 
2008-035408 
2009-554309 

国内
2008/02/18 
2009/02/17 出願 電池用空気極 藤原直子他 

2 産業技術総合 PCT/JP2009/0 PCT 2009/02/17 出願 空気極 藤原直子他
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研究所 52618 

3 産業技術総合
研究所 

US 
12/867376 外国 2009/02/17 出願 空気極 藤原直子他 

4 産業技術総合
研究所 

EPO 
09712401.0 外国 2009/02/17 出願 空気極 藤原直子他 

1 長崎大学長 特願 
2009-151523 国内 2009/6/25 公開

複合ナノ多孔
電極材とその
製造方法，およ
びリチウムイ
オン二次電池 

森口 勇他 

2 長崎大学長 特願 
2009-151524 国内 2009/6/25 公開

マクロ多孔性
グラファイト
電極材料とそ
の製造方法，お
よびリチウム
イオン二次電

池 

森口 勇他 

3 長崎大学長 
特願 

PCT/JP2010/0
60782 

PCT 2010/6/24 出願

複合ナノ多孔
電極材とその
製造方法，およ
びリチウムイ
オン二次電池 

森口 勇他 

4 長崎大学長 
特願 

PCT/JP2010/0
60784 

PCT 2010/6/24 出願

マクロ多孔性
グラファイト
電極材料とそ
の製造方法，お
よびリチウム
イオン二次電

池 

森口 勇他 

5 長崎大学長 
特願 

PCT/JP2012/0
05074 

PCT 2012/3/28 出願

電極材料およ
びその製造方
法，ならびに電
極，二次電池及

び車両 

森口 勇他 

1 
国立大学法人 

鳥取大学 
ほか 1 社 

特願２００８
－０２５８３

８号 
国内 2008/02/06 出願

リチウムイオ
ン二次電池用
金属負極，その
製造方法およ
びそれを用い
たリチウムイ
オン二次電池 

坂口裕樹他 

2 
国立大学法人

鳥取大学 
ほか 1 社 

ＰＣＴ／ＪＰ
２０１０／７

１２９２ 
PCT 2010/11/29 出願

二次電池用負
極材，二次電池
用負極，二次電
池用負極材の
製造方法およ
び二次電池用
負極の製造方

法 

坂口裕樹他 

3 
国立大学法人

鳥取大学 
ほか 1 社 

特願２０１１
－００３６２

３ 
国内 2011/01/12 出願

リチウムイオ
ン電池 坂口裕樹他 

1 国立大学法人
東北大学 

特願 
2009-137608 国内 2009.6.8 出願

電極材料およ
び電極材料の

京谷隆, 西原洋知
他 
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製造方法 

2 国立大学法人
東北大学 

特願 
2011-190110 国内 2011.8.31 出願

Si と炭素の複
合材料及びそ
の製造方法 

京谷隆, 西原洋知
他 

1 公立大学法人 
首都大学東京 

特開
2011-60539 

(特願
2009-208065) 

国内 2009/9/9 公開

二次電池用セ
パレーターお
よびこれを用
いたリチウム

二次電池 

金村聖志 
笹島慶二 
棟方裕一 

1 東京工業大学 特開 
2010-95390 国内 2008/10/10 公開

メソポーラス
炭素複合材料
およびこれを
用いた二次電

池 

菅野了次他 

2 東京工業大学 特願 
2011-167573 国内 2011/07/29 出願

固体電解質お
よびリチウム

電池 

菅野了次 
他 

1 神戸大学 
岩手大学 

特願
2009-223295 国内 2009/09/28 出願

炭素－半金属
酸化物複合材
料及びその製
造方法、ならび
に、これを用い
たリチウムイ
オン電池用負

極 

水畑 穣 
宇井幸一 

2 岩手大学神戸
大学 

特願
2009-223296 国内 2009/09/28 出願

非水電解質二
次電池用負極
および該負極
を備えた非水
電解質二次電

池 

宇井幸一 
水畑 穣 

1 藤波達雄、田中
康隆、入山恭寿 

特願
2009-223373 国内 2009/9/28 出願

電解液用溶媒、
電解液、及びゲ
ル状電解質 

藤波達雄他 

2 藤波達雄、田中
康隆、入山恭寿 

PCT/JP2010/0
66853 PCT 2010/9/28 出願

上記特許 PTC
移行 藤波達雄他 

3 藤波達雄、田中
康隆、入山恭寿 13/498422 米国 2012/3/27 出願

上記特許米国
移行 藤波達雄他 

4 藤波達雄、田中
康隆、入山恭寿 10818933.3 欧州 2012/3/29 出願

上記特許欧州
（独・英・仏）

移行 
藤波達雄他 

5 藤波達雄、田中
康隆、入山恭寿  中国

移行出願手
続き中 

出願
手続
き中

上記特許中国
移行 藤波達雄他 

6 藤波達雄、田中
康隆、入山恭寿  JP 移行出願手

続き中 

出願
手続
き中

上記特許 JP 移
行 藤波達雄他 

7 藤波達雄、田中
康隆、入山恭寿 

特願
2011-071248 国内 2011/3/28 出願

リチウム二次
電池用電解液
及びリチウム

二次電池 

藤波達雄他 

8 藤波達雄、田中
康隆、入山恭寿  PCT 移行出願手

続き中 
出願
手続

上記特許 PTC
移行 藤波達雄他 
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き中

1 学校法人東京
理科大学 

特願
2011-070106 国内 2011/03/28 出願

複合金属酸化
物、リチウム二
次電池用正極
活物質、リチウ
ム二次電池用
正極、及びリチ
ウム二次電池 

駒場慎一、藪内直明

2 学校法人東京
理科大学 

特願
2011-067198 国内 2011/03/25 出願

リチウム二次
電池用負極及
びそれを備え
たリチウム二

次電池 

駒場慎一、藪内直明

1 埼玉県 特願 
2009-081371 国内 2009/3/30 出願 二次電池, 栗原英紀他 

2 埼玉県 特願 
2009-261903 国内 2009/11/17 出願

正極活物質、マ
グネシウム二
次電池および
正極活物質の

製造方法 

栗原英紀他 

3 埼玉県 特願 
2010-249765 国内 2010/11/8 出願

正極活物質、マ
グネシウム二
次電池および
正極活物質の

製造方法 

栗原英紀他 

4 埼玉県 特願
2011-007251 国内 2011/1/17 出願

マグネシウム
二次電池用の
電解液および
マグネシウム
二次電池用の
電解液の製造

方法 

栗原英紀他 

1 髙橋実 特願 
2011-263333 国内 2011/12/01 出願

分子性クラス
ターイオン系

正極材料 

 
園山範之他 

1 

古河電気工業
株式会社 

古河電池株式
会社 

特願 2010 
-250220 国内 2010/11/08 出願

ナノサイズ粒
子、ナノサイズ
粒子を含むリ
チウムイオン
二次電池用負
極材料、リチウ
ムイオン二次
電池用負極、リ
チウムイオン
二次電池、ナノ
サイズ粒子の

製造方法 

西村健 
谷俊夫 

島田道宏 
久保田昌明 
阿部英俊 
江黒高志 

2 

古河電気工業
株式会社 

古河電池株式
会社 

特願 2010 
-250221 国内 2010/11/08 出願

ナノサイズ粒
子、ナノサイズ
粒子を含むリ
チウムイオン
二次電池用負
極材料、リチウ

西村健
谷俊夫 

島田道宏 
久保田昌明 
阿部英俊 
江黒高志 
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ムイオン二次
電池用負極、リ
チウムイオン
二次電池、ナノ
サイズ粒子の

製造方法 

3 

古河電気工業
株式会社 

古河電池株式
会社 

特願 2010 
-250222 国内 2010/11/08 出願

ナノサイズ粒
子、ナノサイズ
粒子を含むリ
チウムイオン
二次電池用負
極材料、リチウ
ムイオン二次
電池用負極、リ
チウムイオン
二次電池、ナノ
サイズ粒子の

製造方法 

西村健 
谷俊夫 

島田道宏 
久保田昌明 
阿部英俊 
江黒高志 

4 

古河電気工業
株式会社 

古河電池株式
会社 

特願 2010 
-250223 国内 2010/11/08 出願

非水電解質二
次電池 

西久保英郎西村健
谷俊夫 

幡谷耕二 
島田道宏 

久保田昌明 
阿部英俊 
江黒高志 

1 産総研、 東理
大 

特願
2010-061816 国内 2010/03/15 公開

リチウムマン
ガン複合酸化
物及びその製
造方法、並びに
リチウム電池 

間宮幹人、秋本順
二、常盤和靖 

2 産総研 特願
2010-193638 国内 2010/08/31 公開

チタン酸化物
及びその製造
方法、並びにそ
れを部材とし
て使用した電
気化学デバイ

ス 

間宮幹人、秋本順
二、片岡邦光、 
新部祐佳子、 

常盤和靖 

 
 

【基盤技術開発】 

1 
独立行政法人
産業技術総合

研究所 

特願
2009-065370 国内 2009/03/18 出願

二次電池の温
度に関する状
態を判定する
方法、判定装置
および判定プ

ログラム 

小池伸二他 

2 
独立行政法人
産業技術総合

研究所 

特願
2010-052528 国内 2010/03/10 出願

二次電池の温
度に関する状
態を判定する
方法、判定装置
および判定プ

ログラム 

小池伸二他 

3 
独立行政法人
産業技術総合

研究所 

特願
2012-26025 国内 2012/02/09 出願

鉄含有複合リ
ン酸フッ化物 鹿野昌弘他 
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（２）論文リスト 

【論文】 
【要素技術開発（電池モジュール）】

番
号 発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 査

読

発
表
年

1 藤井明博 
柏 雄太 
藤野有希子 
河本真理子 
田渕 徹 
稲益徳雄 
村田利雄 

(株)GS
ユアサ 

リチウムイオン電池用マンガン
置換 LiMnxFe (1-x)PO4 ポリアニ
オン正極活物質の合成とその電
気化学特性 

GS Yuasa Technical 
Report 第 5 巻 第 2 号 
27-31 

― 20
08 

2 中川裕江 
柴田洋平 
田渕 徹 
稲益徳雄 
村田利雄 

(株)GS
ユアサ 

Application of Nonflammable 
Electrolyte to High 
Performance Lithium-ion Cells

Electrochemistry（電気化
学および工業物理化学）, 
Vol. 78. No.5, 2010 
406-408 

有 20
10 

3 中川裕江 
柴田洋平 
稲益徳雄 
村田利雄 

( 株 )GS
ユアサ 

フッ化アルキル基含有リン酸エ
ステル添加難燃性電解液を用い
た高性能リチウムイオン二次電
池の開発 

GS Yuasa Technical 
Report 第 6 巻 第 2 号  
7-13 

― 20
09 

4 柴田洋平 
鋤納功治 
田渕 徹 
稲益徳雄 
奥山良一 

( 株 )GS
ユアサ 

フッ素化リン酸エステルを含む
難燃性電解液を用いた高安全か
つ高性能な 12 Ah 級リチウムイ
オン電池の開発 

GS Yuasa Technical 
Report 第 7 巻 第 1 号 
8-13 

― 20
10 

5 鋤納功治 
柴田洋平 
田渕 徹 
稲益徳雄 
奥山良一 

( 株 )GS
ユアサ 

混合正極活物質 LiNixMnyCozO2
(x + y + z = 1)/LiFePO4 を採用
した PHEV用高性能 12 Ah級リ
チウムイオン電池 

GS Yuasa Technical 
Report 第 7 巻 第 2 号 
7-11 

― 20
10 

6 藤野有希子 
渡辺 勉 
稲益徳雄 
奥山良一 

( 株 )GS
ユアサ 

液相法により合成したリン酸バ
ナジウムリチウムを用いたリチ
ウムイオン電池の開発 

GS Yuasa Technical 
Report 第 8 巻 第 1 号 
16-21 

― 20
11 

7 鋤納功治 
松井裕樹 
稲益徳雄 
奥山良一 

( 株 )GS
ユアサ 

混合正極活物質
LiNixMnyCozO2(x + y + z = 
1)/LiFePO4 を採用した PHEV
用高性能 13 Ah 級リチウムイオ
ン電池の開発 

GS Yuasa Technical 
Report 第 8 巻 第 2 号 
16-21 

― 20
11 

8 河本真理子 
稲益徳雄 
奥山良一 

(株)GS
ユアサ 

導電性ネットワークを形成した
リチウムイオン電池用リン酸マ
ンガンリチウム正極活物質の電
気化学的特性 

GS Yuasa Technical 
Report 第 8 巻 第 2 号 
8-15 

― 20
11 

 

1 小島他 日立ﾋﾞｰ
ｸﾙｴﾅｼﾞｰ 

AC Impedance Analysis for 
10Ah-class Lithium-ion 

Batteries 
Electrochemistry, 
Vol.178, No.5, 416 有

20
10

2 小西他 日立 
製作所 

Thermal stability of 
Li1-yNixMn(1-x)/2Co(1-x)/2O2 
layer-structured cathode 
materials used in Li-ion 

batteries 

Journal of Power 
Sources, 196, 6884 有

20
10

 
1 渡邊庄一郎 パナソ Prevention of the Micro cracks ECS Transactions, 41 有 20
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ニック Generation in LiNiCoAlO2
Cathode by the Restriction of 
ΔDOD 

(41) 65-74 (2012) 12

 
 
 
【要素技術開発（電池構成材料）】 

1 宇恵誠 三菱化
学㈱ 

Thermal Behavior of Ionic 
Liquid Electrolytes in 

Lithium-ion Cells 
ECS Transaction 

vol.16(35), 173-181 有
20
09

2 堀真理子 
日本合
成化学
工業㈱ 

THERMAL STABILITY OF
IONIC LIQUIDS AS AN 

ELECTROLYTE FOR 
LITHIUM-ION BATTERIES 

ECS Transaction 
vol.16 (36),147-153 有

20
09

3 川井友博 三菱化
学㈱ 

電池の安全性能解析におけるシ
ミュレーション技術の応用 

電気化学および工業物理
化学 第 78 巻 第 12 号

994-999 
無

20
10

 

1 
竹内友成、辰
巳国昭、田渕
光春、阿度和

明 

産業技
術総合
研究所 

Improvement of rate 
capability in rechargeable 
lithium-ion batteries using 

oxide-based active 
materials-carbon composite 

cathodes 

Journal of Power 
Sources, Vol.174-2, 

pp.1063-1068 
有

20
07

2 

吉川純、秋田
知樹、田渕光
春、鹿野昌弘、
辰巳国昭、香

山正憲 

産業技
術総合
研究所 

Initial stage of the delithiation 
of Li1.2−xMn0.4Fe0.4O2 positive 

electrode material for 
lithium-ion batteries studied 

by electron energy-loss 
spectroscopy 

ECS Transactions, 
Vol.11, pp.15-20 有

20
08

3 

吉川純、秋田
知樹、田渕光
春、鹿野昌弘、
辰巳国昭、香

山正憲 

産業技
術総合
研究所 

Coexistence of layered and 
cubic rocksalt structures with 
a common oxygen sublattice in 
Li1.2Mn0.4Fe0.4O2 particles: A 

transmission electron 
microscopy study 

Journal of Applied 
Physics, Vol.103, 

pp.104911-1-104911-10 
有

20
08

4 

吉川純、秋田
知樹、田渕光
春、鹿野昌弘、
辰巳国昭、香

山正憲 

産業技
術総合
研究所 

Real-Space Observation of Li 
Extraction/Insertion in 

Li1.2Mn0.4Fe0.4O2 Positive 
Electrode Material for Li-Ion 

Batteries 

Electrochemical and 
Solid-State Letters, 

Vol.11(11), pp.A183-186
有

20
08

5 

田渕光春、辰
巳国昭、森本
正太郎、那須
三郎、斎藤直、

池田泰大 

産業技
術総合
研究所 

Stabilization of tetra- and 
pentavalent Fe ions in 

Fe-substituted Li2MnO3 with 
layered rock-salt structure 

Journal of Applied 
Physics, Vol.104, 

pp.043909-1-043909-10
有

20
08

6 

深堀明博、阿
波加淳司、高
橋靖彦、木嶋
倫人、早川博、

秋本順二 

産業技
術総合
研究所 

Single crystal growth of 
CaMn2O4 and CaMn3O6 in 

molten CaCl2 
Chemistry Letters, 

Vol.37(9), pp.978-979 有
20
08

7 

吉川純、秋田
知樹、田渕光
春、鹿野昌弘、
辰巳国昭、香

山正憲 

産業技
術総合
研究所 

Formation and Disappearance 
of Spinel Nanograins in 

Li1.2-xMn0.4Fe0.4O2 (0≦x≦0.9) 
during Extraction and 

Insertion of Li Ions 

Journal of The 
Electrochemical Society, 

156 (11) A839-A845 
有

20
09

8 船曳富士、早 産業技 Electrical Conductivities of Electrochemical & 有 20
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川博、木嶋倫
人、秋本順二 

術総合
研究所 

Na0.44Mn1-xTixO2 Solid-State Letters, 
Vol.12(11), F35-F38 

09

9 

田渕光春、鍋
島洋子、竹内
友成、辰巳国
昭、今泉純一、

新田芳明 

産業技
術総合
研究

所・田中
化学研
究所 

Fe content effects on 
electrochemical properties of 

Fe-substituted Li2MnO3 
positive electrode material 

Journal of Power 
Sources, Vol.195, 

p.834-844 
有

20
10

1
0 

田渕光春、竹
内友成、辰巳
国昭、秋本順
二、今泉純一、
渋谷英香、他 2

名 

産業技
術総合
研究

所・田中
化学研
究所 

Synthesis and electrochemical 
characterization of Fe and Ni 

substituted Li2MnO3 -An 
effective means to use Fe for 

constructing “Co-free” 
Li2MnO3 based positive 

electrode material- 

Journal of Power 
Sources, Vol.196, 

p.3611-3622 
有

20
11

1
1 

秋本順二、早
川博、木嶋倫
人、他 2 名 

産業技
術総合
研究所 

Single-Crystal Synthesis and 
Structure Refinement of 

Na0.44MnO2 
Solid State Phenomena, 

Vol. 170, pp.198-202 有
20
11

1
2 

吉川純、秋田
知樹、田渕光
春、辰巳国昭、

香山正憲 

産業技
術総合
研究所 

Participation of Oxygen in 
Charge/Discharge Reactions in 
Li1.2Mn0.4Fe0.4O2: Evidence of 
Removal/Reinsertion of Oxide 

Ions 

Journal of The 
Electrochemical Society, 

Vol.158(6), 
pp.A760-A768 

有
20
11

1
3 

深堀明博、早
川博、木嶋倫
人、秋本順二 

産業技
術総合
研究所 

Synthesis and Electrochemical 
Properties of Ca-Substituted 

Li0.44MnO2 

Electrochemical and 
Solid-State Letters, Vol. 

14 (6), pp. A100-A103 
有

20
11

 

1 松本 一 他 
産業技
術総合
研究所 

Low Melting and 
Electrochemically Stable Ionic 
Liquids Based on Asymmetric 

Fluorosulfonyl 
(trifluoromethylsulfonyl)amid

e 

Chem. Lett.,37(10),1020 有
20
08

2 梅木辰也他 
産業技
術総合
研究所 

Influence of Anion Structure 
on Transport Properties of 

Perfluorosulfonylamide Ionic 
Liquids 

ECS Trans.,16(49),39 有
20
09

3 梅木辰也他 
産業技
術総合
研究所 

Direct Measurements of Ionic 
Mobility of Ionic Liquids Using 

the Electric Field Applying 
Pulsed Gradient Spin−Echo 

NMR 

J. Phys. Chem. 
B.,113(25) 8466 有

20
09

4 寺澤直弘他 
産業技
術総合
研究所 

Alkoxy chains in ionic liquid 
anions; effect of introducing 

ether oxygen into 
perfluoroalkylborate on 
physical and thermal 

properties 

Chem. Commun., 46, 
1730 有

20
10

5 梅木辰也他 
産業技
術総合
研究所 

Ion Mobility of 
1-Ethyl-3-methyl- 

imidazolium Tetrafluoroborate 
and 

1-Ethyl-3-methylimidazolium 
Bis (trifluorosulfonyl)amide 

Ionic Liquids 

ECS Trans.,25(39),39 有
20
10

６ 松本 一 他 産業技
術総合

New Ionic Liquids 
containing ECS Trans.,33(7),35 有

20
10
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研究所 Fluorosulfonyl(trifluoromet
hyl 

sulfonyl)amide and 
5-Phosphoniaspiro[4.4]nona

n 

７ 都築誠二 
他 

産業技
術総合
研究所 

Interactions of Perfluoroalkyl-
trifluoroborate Anions with 

Cations: Effects of 
Perfluoroalkyl Chain Length 

on Motion of Ions in Ionic 
Liquids 

ECS Trans.,33(7),685 有
20
10

8 窪田啓吾他 
産業技
術総合
研究所 

Thermal Properties of Alkali 
(Fluorosulfonyl)(trifluorometh

ylsulfonyl)amides 
Chem. Lett.,39（１２）

1303 有
20
10

９ 都築誠二 
他 

産業技
術総合
研究所 

Interactions of 
Perfluoroalkyltri- 
fluoroborate Anions with Li 
Ion and Imidazolium Cation: 
Effects of Per- fluoroalkyl 
Chain on Motion of Ions in 
Ionic Liquids 

 

J. Phys. Chem. 
B.,114(26) 11390 有

20
10

1
0 松本 一 他 

産業技
術総合
研究所 

Charge and Discharge 
Property of Li/LiCoO2 Cell 

Using Ionic Liquids 
Composed of 

N,N-Diethyl-N- 
methyl-N-(2-methoxyethyl)

ammonium and 
fluorosulfonyl (trifluoro- 
methylsulfonyl) amide 

ECS Trans.,33(28),37 有
20
11

1
1 窪田啓吾他 

産業技
術総合
研究所 

Melting and Crystallization 
Behaviors of Alkali Metal 

(Fluorosulfonyl) 
(trifluoromethylsulfonyl)amid

es 

Chem. Lett.,40（１0）
1105 有

20
11

1
2 

都築誠二 
他 

産業技
術総合
研究所 

Effects of conformational 
flexibility of alkyl chains of 

cations on diffusion of ions in 
ionic liquids 

Phys. Chem. Chem. 
Phys., 13, 5987 有

20
11

1
3 

H.Valencia 
他 

産業技
術総合
研究所 

First-Principles Study of 
EMIM-FAFSA Molecule 
Adsorption on a Li(100) 

Surface as a Model for Li-Ion 
Battery Electrodes 

J. Phys. Chem. 
C.,116(15) 8493 有

20
12

 

Atsushi Itoa, 
Decheng Li, 
Yuichi Sato,  
Yasuhiko 
Ohsawa 

神奈川
大学／
日産自
動車 

A new approach to improve the 
high-voltage cyclic 
performance of Li-rich layered 
cathode material by 
electtochemical pre-treatment

J. Power Sources, 183 
(2008) 344. 

 

20
08
年
5
月
13
日 

 
Atsushi Ito, 
Decheng Li, 
Yuichi Sato, 
Masazumi 

日産自
動車／
神奈川
大学 

Cyclic Deterioration and Its 
Improvement for Li-Rich 
Layered Cathode Material 
Li[Ni0.17Li0.2Co0.07Mn0.56]O2 

J. Power Sources, 195 
(2010) 567  

20
09
年
8
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Arao, 
Masaharu 
Hatano, 
Hideaki 
Horie, 
Yasuhiko 
Ohsawa 

月
9
日 

 

Atsushi Itoa, 
Yuichi Satob, 
Takashi 
Sanadac, 
Tsukuru 
Ohwakia , 
Masaharu 
Hatanoa , 
Hideaki 
Horiea , 
Yasuhiko 
Ohsawa,a 

日産自
動車／
神奈川
大学 

Local Structure of LI-rich 
Layered Cathode Material 
Li[Ni0.17Li0.2Co0.07Mn0.56]
O2 

Electrochemistry, 78 
(2010) 380. 

 

20
10
年
5
月
1
日 

 

大澤康彦、伊
藤淳史、佐藤
祐一、荒尾正
純, 渡邉学、秦
野正治、堀江
英明  
 

日産自
動車／
神奈川
大学 

固溶体系正極材料
（Li2MnO3-LiMO2）の研究開
発 

㈱TIC発行の雑誌、「マテ
リアル インテグレーシ
ョン」の6月号（特集：大
型リチウムイオン二次電
池と材料の展望） 

 

20
10
年
6
月
1
日 

 

              
伊藤淳史、佐
藤祐一、渡邉
学、大脇創、
羽賀文浩、秦
野正治、堀江
英明 

日産自
動車／
神奈川
大学 

4.1遷移金属酸化物系正極材料、
10.1概論、10.2計算科学に基づ
くリチウムイオン二次電池用材
料研究、 10.3 コンビナトリア
ル手法による材料探索、10.4中
性子を用いた高度構造解析 

培風館発行（堀江英明編
著）の本
（ISBN974-4-563-06781
-6）「リチウムイオン電池
（基礎と応用） 

 

20
10
年
8
月
10
日 

 

日産自動車, 
UBE1. 神奈川
大学2： 
Atsushi Ito, 
Kaoru 
Shoda1, 
Yuichi Sato2, 
Masaharu 
Hatano, 
Hideaki 
Horie, 
Yasuhiko 
Ohsawa 

日産自
動車／
神奈川
大学 

Direct observation of the 
partial formation of a 
framework structure for 
Li-rich layered cathode 
material 
Li[Ni0.17Li0.2Co0.07Mn0.56]
O2 upon the first charge 
anddischarge 

Journal of Power 
Sources, 196 (2011) 
4785–4790. 

 

20
11
年
3
月
17
日 

 

Nissan Motor 
Co., Ltd., 
Nissan ARC1. 
Kanagawa 
University2： 
Atsushi Ito, 
Takashi 
Sanada1, 
Yuichi Sato2, 
Masaharu 
Hatano, 

日産自
動車／
神奈川
大学 

In situ X-ray absorption 
spectroscopic study of Li-rich 
layered cathode material 
Li[Ni0.17Li0.2Co0.07Mn0.56]
O2 

Journal of Power 
Sources, 196 (2011) 
6828–6834. 

 

20
11
年
8
月
15
日 
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Hideaki 
Horie, 
Yasuhiko 
Ohsawa 

 

1Kanagawa 
University, 
2Nissan 
Research 
Center: 
Masaru Abe,1 
Futoshi 
Matsumoto,*1 
Miwa Saito,1 
Hiroshi 
Yamamura,1 
Genki 
Kobayashi, 
1Atsushi Ito,2 
Takashi 
Sanada,2 
Masaharu 
Hatano,2 
Yasuhiko 
Ohsawa,2 and 
Yuichi Sato1 

神奈川
大学／
日産自
動車 

Activation of a Li-rich 
Solid-Solution Layered 
Li[Ni0.18Li0.20Co0.03Mn0.58
]O2 Cathode and Retention of 
High Capacities via an 
Electrochemical Pretreatment
with a Low Discharge Voltage 
Limit 

Chem. Letts., 41 (2012) 
418. 

 

20
12
年
4
月
5
日 

1 杉本敏規 
学校法
人関西
大学 

Ionic liquid electrolytes 
compatible with graphitized 

carbon negative without 
additive and their effects on 

interfacial properties 

Journal of Power 
Sources 183 (2008) 

436–440 
有

20
08

2 杉本敏規 

学校法
人関西
大学 

第一工
業製薬
株式会

社 

Ionic liquid electrolyte 
systems based on 

bis(fluorosulfonyl)imide for 
lithium-ion batteries 

Journal of Power 
Sources 189 (2009) 

802–805 
有

20
09

3 杉本敏規 

学校法
人関西
大学 

第一工
業製薬
株式会

社 

Effects of Organic Additives on 
Lithium Insertion/extraction 

for Graphite Electrode in Ionic 
Liquid Electrolytes Based on 

Bis(fluorosulfonyl)imide 

Electrochemistry, 77(8), 
(2009) 696-698 有

20
09

4 杉本敏規 

学校法
人関西
大学 

エレク
セル株
式会社 

Application of FSI-based 
Electrolyte to Li-ion Battery 
with Si-Ni-Carbon Composite 

Anode 

Journal of Power 
Sources 195 (2010) 

6153–6156 
有

20
10

1 

T. 
Shiratsuchi, 
S. Okada, J. 
Yamaki, S. 
Yamashita 

九州大
学 

Cathode Performance of 
Olivine-type LiFePO4 

Synthesized by Chemical 
Lithiation 

J. Power Sources, 
173(2), 979-984 (2007) 有

20
07
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and T. 
Nishida 

2 

T. 
Shiratsuchi, 
S. Okada, T. 
Doi and J. 
Yamaki, 

九州大
学 

Cathode Performance of 
LiMn1-xMxPO4/C(M = Ti, Mg, 

Zr) 
Annealed in an Inert 

Stmosphere 

Electrochim. Acta, 4(11), 
3145-3151 (2009) 有

20
08

3 岡田重人 九州大
学 次世代正極活物質 

CMC 出版,「次世代自動車
用リチウムイオン電池の
材料開発」, 第 3 章 3 節, 

p.91-103 (2008) 
 20

08

4 

I. Gocheva, 
M. Nishijima, 

T. Doi, S. 
Okada, 

J. Yamaki 
and T. 

Nishida 

九州大
学 

Mechanochemical Synthesis of 
NaMF3 (M=Fe, Mn, Ni) and 

Their Electrochemical 
Properties as Positive 

Electrode Materials for 
Sodium Batteries 

J. Power Sources, 
187(1), 247-252 (2009) 有

20
09

5 

M.Nishijima, 
I. Gocheva, S. 

Okada, T. 
Doi, J. 

Yamaki and 
T. Nishida 

九州大
学 

Cathode Properties of Metal 
Trifluorides in Li and Na 

Secondary Batteries 
J. Power Sources, 190(2) 

558-562 (2009) 有
20
09

6 

T. 
Shiratsuchi, 
S. Okada, T. 
Doi and J. 

Yamaki 

九州大
学 

Cathodic Performance of 
LiMn1-xMxPO4(M = Ti, Mg and 

Zr) Annealed in an Inert 
Atmosphere 

Electrochim. Acta, 
54(11), 3145-3151(2009) 有

20
09

7 

T. Doi, 
S.Yatomi, T. 

Kida, S. 
Okada, and J. 

Yamaki 

九州大
学 

Liquid-Phase Synthesis of 
Uniformly Nanosized 

LiMnPO4 Particles and Their 
Electrochemical Properties for 

Lithium-Ion Batteries 

Crystal Growth & 
Design, 9(12), 4990-4992 

(2009) 
有

20
09

8 S.Okada 九州大
学 

Iron-Base Rare-Metal-Free 
Cathodes  

Lithium Ion 
Rechargable Batteries: 
Materials, Technology, 
and New Applications”, 
Wiley-VCH, Chapter 4, , 
p.53-66 (2009). 

 20
09

9 S.Okada 九州大
学 

Ceramic Materials in Energy 
Systems for Sustainable 

Development 

World Academy of 
Ceramics, Techna 

Group, p.173-192 (2009).
 20

09

1
0 S.Okada 九州大

学 
Polyanionic Cathode Active 

Materials 

Lithium-ion Batteries, 
Science and 

Technologies, 
Springer-Verlag, 

Chapter 9, p.195-205 
(2009). 

 20
09
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1
1 

M. Zhou, L. 
Zhao, T. Doi, 

S. Okada, 
and J. 

Yamaki 

九州大
学 

Thermal Stability of FeF3 
Cathode for Li-ion Batteries 

J. Power Sources, 195, 
4952-4956(2010) 有

20
10

1
2 

岡田重人分筆
共著  

九州大
学 ナシコン正極 

「電池ハンドブック」, オ
ーム社, 第 8 編リチウム
イオン電池第 3 章正極 13
節, p.491-497 (2010). 

 20
10

1
3 

岡田重人分筆
共著  

九州大
学 金属フッ化物正極 

「電池ハンドブック」, オ
ーム社, 第 8 編リチウム
イオン電池第 3 章正極 14
節, p.498-500 (2010). 

 20
10

1
4 

岡田重人, 土
井貴之, 山木

準一 
九州大

学 
次世代鉄系正極材料の現状と課

題 
セラミック協会誌, 45(3), 

153-157 (2010).  20
10

1
5 岡田重人 九州大

学 正極材料 化学, 65(5), 36-40 (2010)  20
10

1
6 

岡田重人分
筆共著  

九州大
学 元素周期律表と電極材料  

「高性能蓄電池」, NTS
出版 , 序論 , p.7-15 

(2010). 
 20

10

1
7 

M. 
Nagahama, 

N. 
Hasegawa, 
S. Okada 

九州大
学 

High Voltage Performances 
of Li2NiPO4F Cathode with 
Dinitrile-Based Electrolytes

J. Electrochem. Soc, 
157, A748-A752 

(2010). 
有

20
11

1
8 

M. Zhou, L. 
Zhao, S. 

Okada, and J. 
Yamaki 

九州大
学 

Thermal characteristics of a 
FeF3 cathode via conversion 
reaction in comparison with 
LiFePO4 

J. Power Sources, 196, 
8110-8115(2011) 有

20
11

1
9 

Y. Yamada, T. 
Doi, I. 

Tanaka, S. 
Okada, and J. 

Yamaki 

九州大
学 

Liquid-phase Synthesis of 
Highly-disperse NaFeF3 

Perticles and Their 
Electrochemical Properties for 

Sodium-ion Batteries 

J. Power 
Sources,196(10), 
4837-4841 (2011) 

有
20
11

2
0 

A. Kitajou, H. 
Komatsu, K. 

Chihara, I. D. 
Gocheva, S. 

九州大
学 

Novel Synthesis and 
Electrochemical Properties of 
Perovskite-type NaFeF3 for a 

Sodium-Ion Battery 

J. Power Sources, 198, 
389-392(2011) 有

20
11
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Okada, J. 
Yamaki 

2
1 

岡田重人分筆
共著  

九州大
学 

ポリアニオン系正極材料の研究
開発 

「粉体技術と次世代電池
開発」, CMC 出版, 第 8

章正極材料 1 節, 
p.193-202 (2011) 

 20
11

2
2 

岡田重人分筆
共著  

九州大
学 

現行正極材料の共通課題と革新
的次世代正極材料に向けたグラ

ンドデザイン 

「リチウム二次電池の車
載技術、劣化・トラブル
要因とその対策」, 技術情
報協会, 第１節[2] 正極
活物質における改善事例 
①, p.235-245 (2011) 

 20
11

 
 

【要素技術開発（周辺機器）】 

1 山中建二 
大西徳生 

徳 島 大
学 

永久磁石同期電動機の位相追従
同期形センサレス制御システム

電気学会論文誌 D 
Vol.129, No.4, 432〜437
頁 

有

平
成
21
年 

2 大西徳生 徳 島 大
学 インバータのセンサレス制御法

電気学会半導体電力変換
研究会、SPC-05-95  

平
成
17
年 

3 大西徳生 徳 島 大
学 

永久磁石モータの新しいセンサ
レスドライブ技術 

第 28 次 第 6 回モータ技
術フォーラム、日本能率
協会、No.1,pp1-20 

 
平
成
21
年 

4 大西徳生 徳 島 大
学 

電気自動車駆動システムの新し
い制御技術とコンバートＥＶへ
の適用 

電気自動車の最新制御技
術、㈱エヌ・ティー・エ
ス、pp.224-238  

平
成
21
年 

5 大西徳生 徳 島 大
学 

電気自動車駆動システムの新し
い制御技術とコンバートＥＶへ
の適用 

電気自動車の最新制御技
術、㈱エヌ・ティー・エ
ス、pp.224-238 

 
平
成
23
年 

6 大西徳生 
山中建二 

徳 島 大
学 

誘導同期リランクタンス電動機
のセンサレス制御システム 

電気学会半導体電力変換
研究会、SPC-11-196,、
VT-11-28  

平
成
23
年 

1 谷良浩 
他 

三 菱 電
機(株) 

弾塑性歪みが無方向性電磁鋼板
の磁気特性に及ぼす影響 

電気学会 MAG 研究会
MAG-09-42，pp.17-22 無

20
09

2 山口信一他 三菱電
機(株) 

An Accurate Magnetic Field 
Analysis for Estimating Motor 
Characteristics Taking 
Account of Elasto-Plastic 
Deformation in the Magnetic 
Core. 

IEEE Compumag 2009
pp.205-206 

無
20
09

 
3 
 

黒田洋一 
他 

三菱電
機(株) 

Improvement of a claw   pole 
motor using additional ferrite 
magnets for hybrid electric 
vehicles 

ICEM  2010，pp.1-3
有

20
10

 
4 
 

東道年 
他 

三菱電
機(株) 

コイル界磁式クローポールモー
タの駆動特性 

電気学会 自動車研究会
資料 VT-11-020 
pp.37-40 

無
20
11

5 井上正哉他 三菱電 Evaluation of novel 8th International 有 20
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機(株) concentrated and distributed 
windings in Interior PM and 
claw pole motors 

Conference on Power 
Electronics-ECCE Asia 
pp.176-183 

11

6 山口信一他 三菱電
機(株) 

鉄心打ち抜き時の加工劣化を考
慮したモータ磁気設計技術 

三菱電機技報 
（2011 年 7 月号） 
pp.413-416 

無
20
11

7 十時詠吾他 
三 菱 電
機(株) 

Cogging  Torque Calculation 
Considering Anisotropic 
Vector Hysteresis. 

ISEF 2011  pp.1-6 
無

20
11

8 谷良浩 
他 

三 菱 電
機(株) 

弾塑性歪みが無方向性電磁鋼板
の磁気特性に及ぼす影響 (第二
報) 

電気学会 MAG 研究会
MAG-11-137 pp.49-54 無

20
11

9 大穀晃裕 三菱電
機(株) 

EV/HEV 駆動用レアアースレス
モータ 

三菱電機技報 
（2012 年 1 月号）p.6 無

20
12

1
0 山口信一他 三菱電

機(株) 

Motor Design Technologies
Considering Deteriorated 
Magnetic Properties in 
Magnetic Core Due to 
Stamping 

MITSUBISHI 
ELECTRIC ADVANCE 
（2012 年 3 月号） 
pp.12-14 

無
20
12

1
1 

東道年 
他 

三菱電
機(株) 

Fundamental Characteristics 
of a Claw Pole Motor Using 
Additional Ferrite Magnets for 
HEV 

IEEE International 
Electric Vehicle 
Conference IEVC 
pp.1-4 

有
20
12

 
1
2 
 

東道年 
他 

三菱電
機(株) 

コイル界磁式クローポールモー
タの駆動特性その２ 

電気学会 自動車研究会
資料 VT-12-013 
pp.49-54 

無
20
12

1
3 光田憲朗他 三菱電

機(株) 瞬発キャパシタの開発 エネルギー資源学会誌
（Vol.33 No.3）pp.9-14 有

20
12

 
 

【次世代技術開発】 

1 
S. Tabata, Y. 
Isshiki, M. 
Watanabe 

 
Inverse Opal Carbons from a 

Polymer Precusor as Electrode 
Materials for Electric 

Double-Layer Capacitors 

J. Electrochem. Soc., 
155, K42  

20
08
 
 

2 
Y. Eguchi, D. 

Abe, H. 
Yoshitake 

 
Oxidation State of Ce and 

Ethanol-Oxygen Reaction of 
Mesoporous Titania-Supported 

Cerium Oxide 

Micropor. Mesopor. 
Mater., 116, 44  20

08

3 
S. Inagaki, K. 

Oikawa, Y. 
Kubota 

 

Effect of Carbon Source on the 
Textural and Electrochemical 
Properties of Novel Cage-type 

Mesoporous Carbon as a 
Replica of KIT-5 Mesoporous 

Silica 

Chem. Lett., 38, 918 
 
 
 

 20
09

4 H. Yoshitake, 
D. Abe  

Raman spectroscopic study of 
the framework structure of 

amorphous mesoporous titania
Micropor. Mesopor. 

Mater., 119, 267  20
09

5 

T. Tamura, T. 
Hachida, K. 
Yoshida, N. 
Tachikawa, 

K. Dokko, M. 
Watanabe 

 
New glyme-cyclic imide 

lithium salt complexes as 
thermally stable electrolytes 

for lithium batteries 

J. Power Sources, 195, 
6095  20

10

6 T. Tamura, K.  Physicochemical Properties of Chem. Lett., 39, 753 20
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Yoshida, T. 
Hachida, M. 
Tsuchiya, M. 
Nakamura, Y. 

Kazue, N. 
Tachikawa, 

K. Dokko, M. 
Watanabe 

Glyme-Li salt Complexes as a 
New Family of 

Room-temperature Ionic 
Liquids 

10
 
 
 
 
 
 
 
 
 

7 

N. 
Tachikawa, 

J.-W. Park, K. 
Yoshida, T. 
Tamura, K. 
Dokko, M. 
Watanabe 

 
Limiting Current Density in 
Ionic Liquid Electrolyte for 

Lithium Batteries 
Electrochemistry, 78, 

349  20
10

8 

J.-W. Park, K. 
Yoshida, N. 
Tachikawa, 

K. Dokko, M. 
Watanabe 

 
Limiting current density in 

bis(trifluoromethylsulfonyl)am
ide-based ionic liquid for 

lithium batteries 

J. Power Sources, 196, 
2264  20

11

9 

Kazuki 
Yoshida†, 
Megumi 

Nakamura†, 
Yuichi 

Kazue†, 
Naoki 

Tachikawa†, 
Seiji 

Tsuzuki‡, 
Shiro Seki§, 

Kaoru 
Dokko†, and 
Masayoshi 
Watanabe 

 

Oxidative-Stability 
Enhancement and Charge 
Transport Mechanism in 

Glyme-Lithium Salt 
Equimolar Complexes 

J. Am. Chem. Soc., 133, 
13121  20

11

1
0 
 

K. Yoshida, 
M. Tsuchiya, 

N. 
Tachikawa, 

K. Dokko, M. 
Watanabe 

 

Change from Glyme Solutions 
to Quasi-ionic Liquids for 

Binary Mixtures Consisting of 
Lithium 

Bis(trifluoromethanesulfonyl)
amide and Glymes 

J. Phys. Chem. C, 115, 
18384  

20
11
 
 
 
 
 

1
1 

H. Yoshitake, 
D. Abe  

A new composite electrode of 
Li2MnSiO4 nanoparticles 

combined with mesoporous 
carbon CMK-3 

Chem. Lett., 40, 1201  20
11

1
2 

N. 
Tachikawa, 

K. Yamauchi, 
E. Takashima 

 

Reversibility of 
electrochemical reactions of 
sulfur supported on inverse 
opal carbon in glyme-Li salt 
molten complex electrolytes 

Chem. Commun., 47, 
8157  20

11

1
3 

T. Kawase, H. 
Yoshitake  

Cathodes comprising 
Li2MnSiO4 nanoparticles 

dispersed in the mesoporous 
carbon frameworks, CMK-3 

Micropor. Mesopor. 
Mater., 155, 99  20

12
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and CMK-8

1
4 

K. Yoshida, 
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Electrochemistry, 78(5), 
397-399 (2010). 有

20
10

1 A. K .Thapa, 
T. Ishihara 

Kyushu 
Univers
ity 

Mesoporous��-MnO2/Pd 
catalyst air electrode for 
rechargeable lithium–air 
battery 

Journal of Power 
Sources, 196 
pp7016–pp7020 

有
20
10

2 
A. K. Thapa, 
K. Saimen,  T.
Ishihara 

Kyushu 
Univers
ity 

Pd/MnO2 Air Electrode 
Catalyst for Rechargeable 
Lithium/Air Battery 

Electrochemical and 
Solid-State Letters 
13(11) A165-A167 

有
20
10

3 

A. K. Thapa, 
Y. Hidaka, 
H.Hagiwar, 

S. Ida, and T. 
Ishihara 

Kyushu 
Univers
ity 

Mesoporous β-MnO2 air 
electrode modified with Pd for 
rechargeability in lithium-air 
battery 

Journal of the 
Electrochemical Society 
158(12), A1483-A1489. 

有
20
11

4 
T. Ishihara,  
A. K. Thapa, Y. 
Hidaka, and S. 
Ida 

Kyushu 
Univers
ity 

Rechargeable Lithium-Air 
Battery Using Mesoporous 
Co3O4 modified with Pd for 
Air Electrode 

Electrochemistry 
 

(Accepted) 
有

20
12

1 
S. Komaba, T. 
Ozeki, and K. 

Okushi 

学校法
人東京
理科大

学 

Functional Interface of 
Polymer Modified Graphite 

Anode 
J. Power Sources, 189, 

197-203 有
20
09

2 
S. Komaba, 

N. Yabuuchi, 
and Y. 

Kawamoto 

学校法
人東京
理科大

学 

A New Polymorph of Layered 
LiCoO2 

Chem. Lett., 38 (No. 10), 
954-955 有

20
09

3 
S. Komaba, 

N. Yabuuchi, 
and S. 

Ikemoto 

学校法
人東京
理科大

学 

High-Temperature X-ray 
Diffraction Study of 

Crystallization and Phase 
Segregation on Spinel-Type 
Lithium Manganese Oxides 

J. Solid State Chem., 
183, 234-241 有

20
10

4 

S. Komaba, T. 
Mikumo, N. 
Yabuuchi, A. 

Ogata, H. 
Yoshida, and 
Y. Yamada 

学校法
人東京
理科大

学 

Electrochemical Insertion of Li 
and Na Ions into 

Nanocrystalline Fe3O4 and 
α-Fe2O3 for Rechargeable 

Batteries 

J. Electrochem. Soc., 
157 (1), A60-A65 有

20
10

5 
Y. Katayama, 
S. Miyashita, 

T. Miura 

学校法
人慶應
義塾 

Lithium dope and undope 
reactions for tin in an ionic 
liquid electrolyte with some 

glymes 

J. Power Sources, 195, 
6162-6166 有

20
10

6 
S. Komaba, 
C. Takei, T. 
Nakayama, 

学校法
人東京
理科大

Electrochemical Intercalation 
Activity of Layered NaCrO2 vs. 

LiCrO2 
Electrochem. Commun., 

12, 355-358 有
20
10
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A. Ogata, and 
N. Yabuuchi 

学 

7 

N. Yabuuchi, 
Y. 

Yamakawa, 
K. Yoshii, and 

S. Komaba 

学校法
人東京
理科大

学 

Hydrothermal Synthesis and 
Characterization of Li2FeSiO4 

as Positive Electrode 
Materials for Lithium-Ion 

Batteries 

Electrochemistry, 78 
(No. 5), 363-366 有

20
10

8 
S. Miyashita, 
Y. Katayama, 
T. Miura, and 

S. Komaba 

学校法
人慶應
義塾、学
校法人
東京理
科大学 

The Influence of Additives on 
Lithium Dope / Undope 
Reactions for a Tin Film 

Electrode in a 
Room-Temperature Ionic 

Liquid Electrolyte 

ECS Trans., 25 (36), 
169-176 有

20
10

9 
Y. Kaga, Y. 

Katayama, T. 
Miura, and S. 

Komaba 

学校法
人慶應
義塾、学
校法人
東京理
科大学 

Anode Reactions of a Tin Thin 
Film Electrode Modified with 
an Ion-Conductive Polymer in 

a Room-Temperature Ionic 
Liquid Electrolyte 

ECS Trans., 25 (36) 
91-98 有

20
10

1
0 

S. Komaba, 
N. Yabuuchi, 
T. Ozeki, K. 
Okushi, H. 

Yui, K. 
Konno, Y. 

Katayama, T. 
Miura 

学校法
人東京
理科大
学、学校
法人慶
應義塾 

Functional Binders for 
Reversible Lithium 

Intercalation into Graphite in 
Propylene Carbonate and Ionic 

Liquid Media 

J. Power Sources, 195, 
6069-6074 有

20
10

1
1 

S. Komaba, 
N. Yabuuchi, 
Y. Ktayama, 
and T. Miura 

学校法
人東京
理科大
学、学校
法人慶
應義塾 

Higher Energy and Safety of 
Lithium-Ion Batteries with 

Ionic Liquid Electrolyte 

Proceedings of SPIE, 
Volume 7683 (Energy 

Harvesting and Storage: 
Materials, Devices, and 
Applications), 76830F (7 

pages) 

有
20
10

1
2 

S. Komaba, 
M. Watanabe, 
and H. Groult 

学校法
人東京
理科大

学 

Alkali Chloride Coating for 
Graphite Electrode of 
Lithium-Ion Batteries 

J. Electrochem. Soc., 
157 (12), A1375-A1382 有

20
10

1
3 

S. Komaba, T. 
Ozeki, N. 
Yabuuchi, 

and K. 
Shimomura 

学校法
人東京
理科大

学 

Polyacrylate as Functional 
Binder for Silicon and 

Graphite Composite Electrode 
in Lithium-ion Batteries 

Electrochemistry 
(Tokyo, Japan), 79 (No. 

1), 6-9 
有

20
11

1
4 

N. Yabuuchi, 
Y. 

Yamakawa, 
K. Yoshii, and 

S. Komaba 

学校法
人東京
理科大

学 

Low-Temperature Phase of 
Li2FeSiO4: Crystal Structure 

and Preliminary Study of 
Electrochemical Behavior 

Dalton Trans., 40, 
1846-1848 有

20
11

1
5 

N. Yabuuchi, 
K. Yoshii, 

S.-T. Myung,, 
I. Nakai, and 

S. Komaba 

学校法
人東京
理科大

学 

Detailed Studies of a 
High-Capacity Electrode 

Material for Rechargeable 
Batteries, 

Li2MnO3-LiCo1/3Ni1/3Mn1/3O2 

J. Am. Chem. Soc., 133, 
4404–4419 有

20
11

1
6 

N. Yabuuchi, 
M. Sugano, Y. 
Yamakawa, I. 

Nakai, K. 
Sakamoto, H. 

学校法
人東京
理科大

学 

Effect of heat-treatment 
process on FeF3 

nanocomposite electrodes for 
rechargeable Li batteries 

J. Mater. Chem., 21, 
10035-10441 有

20
11
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Muramatsu, 
and S. 

Komaba 

1
7 

S. Komaba, 
K. 

Shimomura, 
N. Yabuuchi, 
T. Ozeki, H. 
Yui, and K, 

Konno 

学校法
人東京
理科大

学 

Study on Polymer Binders for 
High-Capacity SiO Negative 
Electrode of Li-Ion Batteries 

J. Phys. Chem. C, 115, 
13487–13495 有

20
11

1
8 

N. Yabuuchi, 
K. 

Shimomura, 
Y. Shimbe, T. 
Ozeki, J.-Y. 

Son, H. Oji, Y. 
Katayama, T. 
Miura, and S. 

Komaba 

学校法
人東京
理科大
学、学校
法人慶
應義塾 

Graphite-Silicon-Polyacrylate 
Negative Electrodes in 

IonicLiquid Electrolyte for 
Safer Rechargeable Li-Ion 

Batteries 

Advanced Energy 
Materials, 1, 759–765 有

20
11

1
9 

S. Komaba, 
N. Yabuuchi, 
T. Ozeki, Z.-J. 

Han, K. 
Shimomura, 

H. Yui, Y. 
Katayama, 

and T. Miura 

学校法
人東京
理科大
学、学校
法人慶
應義塾 

Comparative Study of Sodium 
Polyacrylate and 

Poly-(vinylidene fluoride) as 
Binders for High Capacity Si 
Graphite Composite Negative 
Electrodes in Li-Ion Batteries

J. Phys. Chem. C, 116, 
1380–1389 有

20
12

1 
稲本将史, 栗
原英紀, 矢嶋

龍彦 

埼玉県
産業技
術総合
センタ

ー 
埼玉工
業大学 

マグネシウム二次電池としての
硫黄を添加した五酸化バナジウ
ムの電極特性 

表面技術, 62, 516-520 有
20
11

2 
稲本将史, 栗
原英紀, 矢嶋

龍彦 

埼玉県
産業技
術総合
センタ

ー 
埼玉工
業大学 

Electrode Performance of 
Vanadium Pentoxide Xerogel 
Prepared by Microwave 
Irradiation as Active Cathode 
Material for Rechargeable 
Magnesium batteries 

Electrochemistry, 80, 
421-422 有

20
12

1 
木嶋倫人、吉
永昌史、阿波
加淳司、秋本

順二 

産業技
術総合
研究所 

Microwave synthesis, 
characterization, and 

electrochemical properties of 
α-Fe2O3 nanoparticles 

Solid State Ionics, 192, 
293  有

20
11

2 
吉永昌史、木
嶋倫人、若原
園子、秋本順

二 

産業技
術総合
研究所 

 Microwave Synthesis of 
Nano-Sized SnO2 for 

Lithium-Ion Batteries 
Key Eng. Mater., 485, 

127  有
20
11

3 
吉永昌史、木
嶋倫人、若原
園子、秋本順

二 

産業技
術総合
研究所 

Microwave synthesis and 
electrochemical properties of 
ultrafine SnO2 nanoparticles 

Chem. Lett., 40, 414 有
20
11

1 N. Sonoyama 名古屋 Lithium intercalation reaction J. Power Sources 196, 有 20
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工業大
学 

into the Keggin type 
polyoxomolybdates 

6822-27 11

2 S. Uematsu 
名古屋
工業大

学 

Reversible lithium 
chargeedischarge property of 

bi-capped Keggin-type 
polyoxovanadates 

J. Power Sources,  217, 
13-20 有

20
12

1 

久保田昌明 
阿部英俊 
江黒高志 
*西村健 
*谷俊夫 

*西久保英郎 
*幡谷耕二 
*島田道宏 

古河電
池株式
会社 

*古河電
気工業
株式会

社 

高エネルギーリチウムイオン二
次電池用シリサイド・ナノ・ハ
イブリッド(SNH)負極の開発 

-1- 

古河電池株式会社 
FBテクニカルニュース

№66 2011.1 
有

20
11

2 

久保田昌明 
阿部英俊 
*西村健 

*西久保英郎 
*谷俊夫 

*幡谷耕二 
*樋上俊哉 

古河電
池株式
会社 

*古河電
気工業
株式会

社 

高エネルギーリチウムイオン二
次電池用シリサイド・ナノ・ハ
イブリッド(SNH)負極の開発 

-2- 

古河電池株式会社、 
FBテクニカルニュース 

№67 2011.12 
有

20
11

1 伊藤 隆 東北大
学 

電極材料の過剰な負荷条件下に
おけるその場ラマン分光解析 

FC Reports,  
28(2) (2010) 44-48 有

20
10

2 伊藤 隆 東北大
学 

再生可能サイクルへ向けた環境
電気化学エネルギー変換デバイ
ス 

Electrochemistry 
78 (2010) 50 有

20
10

3 伊藤 隆 東北大
学 その場ラマン分光法 

電池ハンドブック、 
オーム社、(2010) 
105-109. 

有
20
10

4 伊藤 隆 東北大
学 

スマートハウスの発電・蓄電・
給電技術の最前線 

シーエムシー出版、(2011) 
161-169 有

20
11

1 

 
M.MAMIYA1, 

K. 
KATAOKA1, 

S. 
KIKUCHI2, 

Y. 
TERAJIMA2, 
K. TOKIWA2 

J. 
AKIMOTO1 

1.産総
研 

2.東理
大 

Synthesis and structure 
analysis of a new titanium 

oxide having an intergrowth 
structure between 

ramsdellite-type and calcium 
ferrite-type 

Journal of Physics and 
Chemistry of Solids, in 

press 
有

20
11

1 

T. 
Kitagawa*,  
K. Azuma*,  
M. Koh**,  
A. 
Yamauchi**,  
M. 
Kagawa**,  
H. Sakata**,  
H. 
Miyawaki**,  

*関西大
学 

**ダイ
キン工

業 

Application of 
Fluorine-containing Solvents 
to LiCoO2 Cathode in High 

Voltage Operation 

Electrochemistry, 78(5), 
pp.345-348 有

20
10
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A. 
Nakazono**,  
H. Arima**,  
M. 
Yamagata*,  
M. Ishikawa* 

 

M. 
Ishikawa*,  
M. 
Yamagata*,  
T. Sugimoto*, 
Y. Atsumi*,  
T. 
Kitagawa*,  
K. Azuma* 

*関西大
学 

**ダイ
キン工

業 

Li-ion Battery Performance 
with FSI-based Ionic Liquid 
Electrolyte and Fluorinated 
Solvent-based Electrolyte 

ECS Transactions, 
33(28), pp.29-36 有

20
11

 
 

【基盤技術開発】 

1 

三田裕一 ,関
志朗 ,寺田信
之 ,紀平庸男 ,
竹井勝仁 ,宮

代一  

電力中
央研究

所 

Accelerated Test Method for 
Life Estimation of High-Power 

Lithium-Ion Batteries 
Electrochemistry,78(5),3

84-306,  有
20
10

2 
小林剛 ,関志
朗 ,三田裕一 ,
宮代一 ,寺田
信之 ,小島亮  

電力中
央研究
所他 

AC Impedance Analysis for 
10Ah-Class Lithium-ion 

Batteries 
Electrochemistry,78(5),4

16-419,  有
20
10

3 

関志朗 ,紀平
庸男 ,三田裕
一 ,小林剛 ,竹
井勝仁 ,池谷
知彦 ,宮代一 ,
寺田信之  

電力中
央研究

所 

AC Impedance Study of 
High-Power Lithium-ion 

Secondary Batteries - Effect 
of Battery Size - 

Journal of the 
Electrochemical 

Society 
158(2),A163-A166 

有
20
11

5 
BEN YAHIA 
Hamdi,鹿野
昌弘 ,辰巳国

昭  

産業技
術総合
研究所 

Reinvestigation of the 
Synthesis of LiFeVO4 

Materials Chemistry 
and Physics 

128(1-2),16-18 
有

20
11

6 

鹿野昌弘 ,小
林弘典 ,小池
伸 ,栄部比夏
里 ,齋藤喜康 ,
堀博伸 ,蔭山
博之 ,辰巳国

昭  

産業技
術総合
研究所 

X-ray Absorption Near-Edge 
Structure Study on Positive 

Eectrodes of Degraded 
Lithium-Ion Battery 

Journal of Power 
Sources,196(16) 

6881-6883 
有

20
11

7 
齋藤喜康 ,鹿
野昌弘 ,8 小

林弘典  

産業技
術総合
研究所 

State of Charge (SOC) 
Dependence of Lithium 

Carbonate on 
LiNi0.8Co0.15Al0.05O2 

Electrode for Lithium-Ion 
Batteries 

Journal of Power 
Sources、

196(16),6889-6892 
有

20
11

8 広瀬久士 
日本自
動車研
究所 

NEDO 次世代自動車用高性能蓄
電池基盤技術の研究開発プロ 

ジェクトへの FC・EV センター
の取り組み 

自動車研究,30(4) 無
20
08

9 押野幸一,三石
洋之 

日本自
動車研

自動車用リチウムイオン電池の
安全性評価規格について 自動車研究,31(6) 無

20
09
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究所 

1
0 

森田賢治 ,赤
井泉明 ,広瀬

久士  

日本自
動車研
究所 

次世代自動車用電池性能試験方
法の開発（第 2 報）－簡易サイ
クル寿命試験プロファイル作成

方法の検討－ 
自動車研究,31(7) 無

20
09

1
1 

森田賢治 ,赤
井泉明 ,広瀬

久士  

日本自
動車研
究所 

電動車両用リチウムイオン電池
のサイクル寿命試験プロファイ
ルの開発－試験プロファイル作

成手法の検討－ 

自動車技術会論文集,  
41(2) 有

20
10

1
2 

前田清隆 ,高
橋昌志 ,小松

和則  

日本自
動車研
究所 

自動車用リチウムイオン電池の
安全性評価試験－環境試験法の

調査（第２報）－ 
自動車研究, 33(6) 無

20
11

1
3 

小松和則、高
橋昌志、前田

清隆  

日本自
動車研
究所 

自動車用リチウムイオン電池の
安全性評価－電気的試験法の調

査（第３報）－ 
自動車研究,33(7) 無

20
11

1
4 

Masashi 
Takahashi,K

azunori 
Komatsu,  
Kiyotaka 

Maeda 

日本自
動車研
究所 

Evaluation Test of 
Lithium-Ion Batteries in 

Vehicles - Investigation of 
Overcharge Test Method - 

ECS Transactions,41 
(39),27-41 有

20
11

1
5 

R.Baskaran,
桑田直明 ,神
嶋修 ,河村純

一 ,S. 
Selvasekara

pandian 

東北大
学 

Structural and 
Electrochemical Studies on 
Thin Film LiNi0.8Co0.2O2 
by PLD for Micro Battery. 

Solid State Ionics, 
180(6-8),636-643 有

20
09

1
6 

駒形将吾 ,桑
田直明 ,R. 

Baskaran,河
村純一 ,佐藤
一永 ,水崎純

一郎  

東北大
学 

Detection of Degradation of 
Lithium-Ion Batteries with 

Acoustic Emission 
Technique 

ECS Transactions,25 
(33),163-167 有

20
09

1
7 

Liu, Huijin, 
Yujin Tong, 
桑田直明, 大
澤正敏, 河村
純,一叶深 

東北大
学 

Adsorption of Propylene 
Carbonate (PC) on the LiCoO2 

Surface Investigated by 
Nonlinear Vibrational 

Spectroscopy 

J. Phys. Chem. C,113, 
20531–20534. 有

20
09

1
8 

桑田直明 , 岩
上直也 , 丹治
慶成 , 松田康
孝 ,河村純一  

東北大
学 

Characterization of 
Thin-Film Lithium 

Batteries with Stable 
Thin-Film Li3PO4 Solid 

Electrolytes Fabricated by 
ArF Excimer Laser 

Deposition 

Journal of The 
Electrochemical 

Society, 157, 
A521-A527. 

有
20
10

1
9 

Yoshiki Iwai, 
Junichi 

Kawamura 
東北大

学 

Observation of Electrophoretic 
Nuclear Magnetic Resonance 

Imaging in Polymer 
Electrolyte 

Journal of the Physical 
Society of Japan, 
79(Supplement 

A) ,160-162. 
有

20
10

2
0 河村純一  東北大

学 
リチウムイオン電池の NMR

マイクロイメージング  
Electrochemistry,78(1

2) ,999-1003. 有
20
10
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２．分科会における説明資料 
次ページより、プロジェクト推進・実施者が、分科会においてプロジェクト

を説明する際に使用した資料を示す。 
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参考資料１ 評価の実施方法 
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本評価は、「技術評価実施規程」（平成 15 年 10 月制定）に基づいて研究評価

を実施する。 
 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）における研究

評価の手順は、以下のように被評価プロジェクトごとに分科会を設置し、同分

科会にて研究評価を行い、評価報告書（案）を策定の上、研究評価委員会にお

いて確定している。 
● 「NEDO 技術委員・技術委員会等規程」に基づき研究評価委員会を設置 
● 研究評価委員会はその下に分科会を設置 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ＮＥＤＯ

評価報告書（案）審議・確定

理事長

評価書報告

評価報告書（案）作成

実施者 プロジェクトの説明

評価結果公開

推進部署 

分科会Ｂ 分科会Ｄ

分科会Ａ 分科会Ｃ

事務局

研究評価部 

研究評価委員会

推進部署
評価結果の事業等への反映

ＮＥＤＯ

評価報告書（案）審議・確定

理事長

評価書報告

評価報告書（案）作成

実施者 プロジェクトの説明

推進部署

分科会Ｂ 分科会Ｄ

分科会Ａ 分科会Ｃ

事務局

評価部 

研究評価委員会

推進部署 
評価結果の事業等への反映

国 民
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１．評価の目的 
 
評価の目的は「技術評価実施規程」において。 
● 業務の高度化等の自己改革を促進する 
● 社会に対する説明責任を履行するとともに、 

経済・社会ニーズを取り込む 
● 評価結果を資源配分に反映させ、資源の重点化及び業務の効率化を 

促進する 
としている。 
本評価においては、この趣旨を踏まえ、本事業の意義、研究開発目標・計画

の妥当性、計画を比較した達成度、成果の意義、成果の実用化の可能性等につ

いて検討・評価した。 
 
２．評価者 
 
技術評価実施規程に基づき、事業の目的や態様に即した外部の専門家、有識

者からなる委員会方式により評価を行う。分科会委員選定に当たっては以下の

事項に配慮して行う。 
● 科学技術全般に知見のある専門家、有識者 
● 当該研究開発の分野の知見を有する専門家 
● 研究開発マネジメントの専門家、経済学、環境問題、国際標準、その他

社会的ニーズ関連の専門家、有識者 
● 産業界の専門家、有識者 
● ジャーナリスト 

また、評価に対する中立性確保の観点から事業の推進側関係者を選任対象か

ら除外し、また、事前評価の妥当性を判断するとの側面にかんがみ、事前評価

に関与していない者を主体とする。 
これらに基づき、分科会委員名簿にある 8 名を選任した。 
なお、本分科会の事務局については、独立行政法人新エネルギー・産業技術

総合開発機構評価部が担当した。 
 
３．評価対象 
 
平成 19 年度に開始された「次世代自動車用高性能蓄電システム技術開発」プ

ロジェクトを評価対象とした。 
なお、分科会においては、当該事業の推進部署から提出された事業原簿、プ
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ロジェクトの内容、成果に関する資料をもって評価した。 
 
４．評価方法 
 
分科会においては、当該事業の推進部署及び研究実施者からのヒアリングと、

それを踏まえた分科会委員による評価コメント作成、評点法による評価及び実

施者側等との議論等により評価作業を進めた。 
なお、評価の透明性確保の観点から、知的財産保護の上で支障が生じると認

められる場合等を除き、原則として分科会は公開とし、研究実施者と意見を交

換する形で審議を行うこととした。 
 
５．評価項目・評価基準 
 
分科会においては、次に掲げる「評価項目・評価基準」で評価を行った。こ

れは、研究評価委員会による『各分科会における評価項目・評価基準は、被評

価プロジェクトの性格、中間・事後評価の別等に応じて、各分科会において判

断すべきものである。』との考え方に従い、第 1 回分科会において、事務局が、

研究評価委員会により示された「標準的評価項目・評価基準」（参考資料 1-10頁
参照）をもとに改定案を提示し、承認されたものである。 
プロジェクト全体に係わる評価においては、主に事業の目的、計画、運営、

達成度、成果の意義や実用化への見通し等について評価した。各個別テーマに

係る評価については、主にその目標に対する達成度等について評価した。 
 

nakamuramao
タイプライターテキスト
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「次世代自動車用高性能蓄電システム技術開発」に係る     

評価項目・評価基準 

 

１．事業の位置付け・必要性について  

（１）ＮＥＤＯの事業としての妥当性  

・エネルギーイノベーションプログラムの目標達成のために寄与しているか。 

・民間活動のみでは改善できないものであること、又は公共性が高いことに 

より、ＮＥＤＯの関与が必要とされる事業か。 

・当該事業を実施することによりもたらされる効果が、投じた予算との比較 

において十分であるか。  

（２）事業目的の妥当性  

・内外の技術開発動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動向、 

政策動向、国際貢献の可能性等から見て、事業の目的は妥当か。  

 

 

 

※標準の研究開発 

プロジェクト全体および、個別テーマ：開発項目①-1「要素技術開発（電池モ

ジュール）」、開発項目①-2「要素技術開発（電池材料）  

 

２．研究開発マネジメントについて  

（１）研究開発目標の妥当性  

・内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されている 

か。  

・具体的かつ明確な開発目標を可能な限り定量的に設定しているか。  

・目標達成度を測定・判断するための適切な指標が設定されているか。  

 

（２）研究開発計画の妥当性  

・目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマ毎の配分 

を含む）となっているか。  

・目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。  

・研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。  

・継続プロジェクトや長期プロジェクトの場合、技術蓄積を、実用化の観点 

から絞り込んだうえで活用が図られているか。  
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（３）研究開発実施の事業体制の妥当性  

・適切な研究開発チーム構成での実施体制になっているか。  

・真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。  

・目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携が十分に行われる 

体制となっているか。 

 ・実用化シナリオに基づき、成果の受け取り手（ユーザー、活用・実用化の 

想定者等）に対して、関与を求める体制を整えているか。 

 

（４）研究開発成果の実用化、事業化に向けたマネジメントの妥当性 

・成果の実用化、事業化につなげる戦略が明確になっているか。  

・成果の実用化、事業化につなげる知財マネジメントの方針が明確に示され、 

かつ妥当なものか。 

 

（５）情勢変化への対応等  

・進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向に 

機敏かつ適切に対応しているか。  

・計画見直しの方針は一貫しているか（中途半端な計画見直しが研究方針 

の揺らぎとなっていないか）。計画見直しを適切に実施しているか。  

 

 

３．研究開発成果について  

（１）目標の達成度  

・成果は目標値をクリアしているか。  

・全体としての目標達成はどの程度か。  

・目標未達成の場合、目標達成までの課題を把握し、課題解決の方針が明確 

になっているか。  

 

（２）成果の意義  

・成果は市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待できるか。  

・成果は、世界初あるいは世界最高水準か。  

・成果は、新たな技術領域を開拓することが期待できるか。  

・成果は汎用性があるか。  

・投入された予算に見合った成果が得られているか。  

・成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。  
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（３）知的財産権等の取得及び標準化の取組  

・知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、営業機密の管理等）は、 

事業戦略、または実用化計画に沿って国内外に適切に行われているか。  

 

（４）成果の普及  

・論文の発表は、研究内容を踏まえ適切に行われているか。  

・成果の受取手（ユーザー、活用･実用化の想定者等）に対して、適切に 

成果を普及しているか。また、普及の見通しは立っているか。  

・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。  

 

 

４．実用化、事業化の見通しについて  

（１）成果の実用化可能性  

・産業技術としての見極め（適用可能性の明確化）ができているか。  

・実用化に向けて課題が明確になっているか。課題解決の方針が明確に 

なっているか。  

 

（２）事業化までのシナリオ  

・ＮＥＤＯ後継プロジェクト、ＮＥＤＯ実用化助成、企業内研究等、 

プロジェクト終了後の事業化までの道筋は明確か。 

・市場の規模や成長性、コストダウン、競合技術との比較、導入普及、 

事業化までの期間、事業化とそれに伴う経済効果等の見通しは立って 

いるか。  

 

（３）波及効果  

・成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できる 

ものか。  

・プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進する 

などの波及効果を生じているか。  
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※基礎的・基盤的研究開発 

個別テーマ：開発項目①-3「要素技術開発（周辺機器）」、②「次世代技術開

発」、及び③「基盤技術開発」  

 

２．研究開発マネジメントについて  

（１）研究開発目標の妥当性  

・内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されて 

いるか。  

・具体的かつ明確な開発目標を可能な限り定量的に設定しているか。  

・目標達成度を測定・判断するための適切な指標が設定されているか。  

 

（２）研究開発計画の妥当性  

・目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマ毎の 

配分を含む）となっているか。  

・目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。  

・研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。  

・継続プロジェクトや長期プロジェクトの場合、技術蓄積を、実用化の 

観点から絞り込んだうえで活用が図られているか。  

 

（３）研究開発実施の事業体制の妥当性  

・適切な研究開発チーム構成での実施体制になっているか。  

・真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。  

・目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携が十分に行われる 

体制となっているか。 

 ・実用化シナリオに基づき、成果の受け取り手（ユーザー、活用・実用化の 

想定者等）に対して、関与を求める体制を整えているか。 

 

（４）研究開発成果の実用化に向けたマネジメントの妥当性 

・成果の実用化、事業化につなげる戦略が明確になっているか。  

・成果の実用化、事業化につなげる知財マネジメントの方針が明確に示され、 

かつ妥当なものか。 

 

（５）情勢変化への対応等  

・進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向に 

機敏かつ適切に対応しているか。  

・計画見直しの方針は一貫しているか（中途半端な計画見直しが研究方針の 
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揺らぎとなっていないか）。計画見直しを適切に実施しているか。 

 

 

３．研究開発成果について  

（１）目標の達成度  

・成果は目標値をクリアしているか。  

・全体としての目標達成はどの程度か。  

・目標未達成の場合、目標達成までの課題を把握し、課題解決の方針が 

明確になっているか。  

 

（２）成果の意義  

・成果は市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待できるか。  

・成果は、世界初あるいは世界最高水準か。  

・成果は、新たな技術領域を開拓することが期待できるか。  

・成果は汎用性があるか。  

・投入された予算に見合った成果が得られているか。  

・成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。  

 

（３）知的財産権等の取得及び標準化の取組  

・知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、営業機密の管理等）は、 

事業戦略、または実用化計画に沿って国内外に適切に行われているか。  

・国際標準化に関する事項が計画されている場合、得られた研究開発の 

成果に基づく国際標準化に向けた提案等の取組が適切に行われているか。 

 

 

（４）成果の普及  

・論文の発表は、研究内容を踏まえ適切に行われているか。  

・成果の受取手（ユーザー、活用・実用化の想定者等）に対して、適切に 

成果を普及しているか。また、普及の見通しは立っているか。  

・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。  

 

 

４．実用化の見通しについて  

（１）成果の実用化可能性  

・実用化イメージ・出口イメージが明確になっているか。  

・実用化イメージ・出口イメージに基づき、開発の各段階でマイルストーン 
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を明確にしているか。それを踏まえ、引き続き研究開発が行われる 

見通しはたっているか。 

・国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準 

整備に向けた見通しが得られているか。 

 

 

（２）波及効果  

・成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できる 

ものか。  

・プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進する 

などの波及効果を生じているか。 
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標準的評価項目・評価基準（事後評価） 

２０１０．３．２６ 
【事後評価 標準的評価項目・評価基準の位置付け（基本的考え方）】 

 
標準的評価項目・評価基準は、第２５回研究評価委員会（平成２２年３月２

６日付）において以下のとおり定められている。（本文中の記載例による１･･･、

２･･･、３･･･、４･･･が標準的評価項目、それぞれの項目中の(1)･･･、(2)･･･が
標準的評価基準、それぞれの基準中の・ ･･･が視点） 
 
ただし、これらの標準的評価項目・評価基準は、研究開発プロジェクトの事

後評価における標準的な評価の視点であり、各分科会における評価項目・評価

基準は、被評価プロジェクトの性格等に応じて、各分科会において判断すべき

ものである。 
 
１．事業の位置付け・必要性について 

(1)ＮＥＤＯの事業としての妥当性 
・ 特定の施策（プログラム）、制度の下で実施する事業の場合、当該施策・

制度の目標達成のために寄与しているか。 
・ 民間活動のみでは改善できないものであること、又は公共性が高いことに

より、ＮＥＤＯの関与が必要とされる事業か。 
・ 当該事業を実施することによりもたらされる効果が、投じた予算との比較

において十分であるか。 
 

(2)事業目的の妥当性 
・ 内外の技術開発動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動向、

政策動向、国際貢献の可能性等から見て、事業の目的は妥当か。 
 
 
２．研究開発マネジメントについて 

(1)研究開発目標の妥当性 
・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されている

か。 
・ 具体的かつ明確な開発目標を可能な限り定量的に設定しているか。 
・ 目標達成度を測定・判断するための適切な指標が設定されているか。 
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(2)研究開発計画の妥当性 
・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマ毎の配分

を含む）となっているか。 
・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 
・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 
・ 継続プロジェクトや長期プロジェクトの場合、技術蓄積を、実用化の観点

から絞り込んだうえで活用が図られているか。 
 

(3)研究開発実施の事業体制の妥当性 
・ 適切な研究開発チーム構成での実施体制になっているか。 
・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 
・ 研究管理法人を経由する場合、研究管理法人が真に必要な役割を担ってい

るか。 
・ 全体を統括するプロジェクトリーダー等が選任され、十分に活躍できる環

境が整備されているか。 
・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携 and／or 競争が

十分に行われる体制となっているか。 
・ 実用化シナリオに基づき、成果の受け取り手（ユーザー、活用・実用化の

想定者等）に対して、関与を求める体制を整えているか。 
 

(4) 研究開発成果の実用化、事業化に向けたマネジメントの妥当性 

・ 成果の実用化、事業化につなげる戦略が明確になっているか。 

・ 成果の実用化、事業化につなげる知財マネジメントの方針が明確に示され、

かつ妥当なものか。 
 
(5)情勢変化への対応等 
・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向に機

敏かつ適切に対応しているか。 
・ 計画見直しの方針は一貫しているか（中途半端な計画見直しが研究方針の

揺らぎとなっていないか）。計画見直しを適切に実施しているか。 
 
 
３．研究開発成果について 

(1)目標の達成度 
・ 成果は目標値をクリアしているか。（※） 

（※事後評価前倒し実施の場合は、「成果は目標値をクリアする見込みか。」） 



 

参考資料 1-12 

 
・ 全体としての目標達成はどの程度か。 
・ 目標未達成の場合、目標達成までの課題を把握し、課題解決の方針が明確

になっているか。 
 

(2)成果の意義 
・ 成果は市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待できるか。 
・ 成果は、世界初あるいは世界最高水準か。 
・ 成果は、新たな技術領域を開拓することが期待できるか。 
・ 成果は汎用性があるか。 
・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 
・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 

 
(3)知的財産権等の取得及び標準化の取組 
・ 知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、著作権や回路配置利用権の登

録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事業戦略、または実用化計画に

沿って国内外に適切に行われているか。 
・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、得られた研究開発の成果

に基づく国際標準化に向けた提案等の取組が適切に行われているか。 
 

(4)成果の普及 
・ 論文の発表は、研究内容を踏まえ適切に行われているか。 
・ 成果の受取手（ユーザー、活用・実用化の想定者等）に対して、適切に成

果を普及しているか。また、普及の見通しは立っているか。 
・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 
 
４．実用化、事業化の見通しについて 

(1)成果の実用化可能性 
・ 産業技術としての見極め（適用可能性の明確化）ができているか。 
・ 実用化に向けて課題が明確になっているか。課題解決の方針が明確になっ

ているか。 
・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備

に向けた見通しが得られているか。 
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(2)事業化までのシナリオ 
・ ＮＥＤＯ後継プロジェクト、ＮＥＤＯ実用化助成、企業内研究等、プロ

ジェクト終了後の事業化までの道筋は明確か。 
・ 市場の規模や成長性、コストダウン、競合技術との比較、導入普及、事

業化までの期間、事業化とそれに伴う経済効果等の見通しは立っている

か。 
 

(3)波及効果 
・ 成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できるも

のか。 
・ プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進する

などの波及効果を生じているか。 
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※基礎的・基盤的研究及び知的基盤・標準整備等の研究開発の場合は、以下の

項目・基準による。 
 
＊基礎的・基盤的研究開発の場合 
２．研究開発マネジメントについて 

(1)研究開発目標の妥当性 

・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されている

か。 

・ 具体的かつ明確な開発目標を可能な限り定量的に設定しているか。 

・ 目標達成度を測定・判断するための適切な指標が設定されているか。 

 

(2)研究開発計画の妥当性 

・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマ毎の配分

を含む）となっているか。 

・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 

・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 

・ 継続プロジェクトや長期プロジェクトの場合、技術蓄積を、実用化の観点

から絞り込んだうえで活用が図られているか。 

 

(3)研究開発実施の事業体制の妥当性 

・ 適切な研究開発チーム構成での実施体制になっているか。 

・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 

・ 研究管理法人を経由する場合、研究管理法人が真に必要な役割を担ってい

るか。 

・ 全体を統括するプロジェクトリーダー等が選任され、十分に活躍できる環

境が整備されているか。 

・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携 and／or 競争が

十分に行われる体制となっているか。 

・ 実用化シナリオに基づき、成果の受け取り手（ユーザー、活用・実用化の

想定者等）に対して、関与を求める体制を整えているか。 

 

(4) 研究開発成果の実用化に向けたマネジメントの妥当性 

・ 成果の実用化につなげる戦略が明確になっているか。 

・ 成果の実用化につなげる知財マネジメントの方針が明確に示され、かつ妥

当なものか。 
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(5)情勢変化への対応等 

・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向に機

敏かつ適切に対応しているか。 

・ 計画見直しの方針は一貫しているか（中途半端な計画見直しが研究方針の

揺らぎとなっていないか）。計画見直しを適切に実施しているか。 

 

３．研究開発成果について 
(1)目標の達成度 
・ 成果は目標値をクリアしているか。（※） 
（※事後評価前倒し実施の場合は、「成果は目標値をクリアする見込みか。」） 
・ 全体としての目標達成はどの程度か。 
・ 目標未達成の場合、目標達成までの課題を把握し、課題解決の方針が明確

になっているか。 
 

(2)成果の意義 
・ 成果は市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待できるか。 
・ 成果は、世界初あるいは世界最高水準か。 
・ 成果は、新たな技術領域を開拓することが期待できるか。 
・ 成果は汎用性があるか。 
・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 
・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 

 
(3)知的財産権等の取得及び標準化の取組 
・ 知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、著作権や回路配置利用権の登

録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事業戦略、または実用化計画に

沿って国内外に適切に行われているか。 
・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、得られた研究開発の成果

に基づく国際標準化に向けた提案等の取組が適切に行われているか。 
 

(4)成果の普及 
・ 論文の発表は、研究内容を踏まえ適切に行われているか。 
・ 成果の受取手（ユーザー、活用・実用化の想定者等）に対して、適切に成

果を普及しているか。また、普及の見通しは立っているか。 
・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 
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４．実用化の見通しについて 
(1)成果の実用化可能性 
・ 実用化イメージ・出口イメージが明確になっているか。 
・ 実用化イメージ・出口イメージに基づき、開発の各段階でマイルストーン

を明確にしているか。それを踏まえ、引き続き研究開発が行われる見通し

は立っているか。 
・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備

に向けた見通しが得られているか。 
 

(2)波及効果 
・ 成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できるも

のか。 
・ プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進する

などの波及効果を生じているか。 
 
 
＊知的基盤・標準整備等の研究開発の場合 
２．研究開発マネジメントについて 

(1)研究開発目標の妥当性 

・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されている

か。 

・ 具体的かつ明確な開発目標を可能な限り定量的に設定しているか。 

・ 目標達成度を測定・判断するための適切な指標が設定されているか。 

 

(2)研究開発計画の妥当性 

・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマ毎の配分

を含む）となっているか。 

・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 

・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 

・ 継続プロジェクトや長期プロジェクトの場合、技術蓄積を、実用化の観点

から絞り込んだうえで活用が図られているか。 

 

(3)研究開発実施の事業体制の妥当性 

・ 適切な研究開発チーム構成での実施体制になっているか。 

・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 

・ 研究管理法人を経由する場合、研究管理法人が真に必要な役割を担ってい



 

参考資料 1-17 

るか。 

・ 全体を統括するプロジェクトリーダー等が選任され、十分に活躍できる環

境が整備されているか。 

・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携 and／or 競争が

十分に行われる体制となっているか。 

・ 実用化シナリオに基づき、成果の受け取り手（ユーザー、活用・実用化の

想定者等）に対して、関与を求める体制を整えているか。 

 

(4) 研究開発成果の実用化に向けたマネジメントの妥当性 

・ 成果の実用化につなげる戦略が明確になっているか。 

・ 成果の実用化につなげる知財マネジメントの方針が明確に示され、かつ妥

当なものか。 
 
(5)情勢変化への対応等 

・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向に機

敏かつ適切に対応しているか。 

・ 計画見直しの方針は一貫しているか（中途半端な計画見直しが研究方針の

揺らぎとなっていないか）。計画見直しを適切に実施しているか。 

 

 
３．研究開発成果について 

(1)目標の達成度 
・ 成果は目標値をクリアしているか。（※） 
（※事後評価前倒し実施の場合は、「成果は目標値をクリアする見込みか。」） 
・ 全体としての目標達成はどの程度か。 
・ 目標未達成の場合、目標達成までの課題を把握し、課題解決の方針が明確

になっているか。 
 

(2)成果の意義 
・ 成果は市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待できるか。 
・ 成果は、世界初あるいは世界最高水準か。 
・ 成果は、新たな技術領域を開拓することが期待できるか。 
・ 成果は汎用性があるか。 
・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 
・ 成果は公開性が確保されているか。 
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(3)知的財産権等の取得及び標準化の取組 
・ 研究内容に新規性がある場合、知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、

著作権や回路配置利用権の登録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事

業戦略、または実用化計画に沿って国内外に適切に行われているか。 
・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、得られた研究開発の成果

に基づく国際標準化に向けた提案等の取組が適切に行われているか。 
 
(4)成果の普及 
・ 論文の発表は、研究内容を踏まえ適切に行われているか。 
・ 成果の受取手（ユーザー、活用・実用化の想定者等）に対して、適切に成

果を普及しているか。また、普及の見通しは立っているか。 
・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 
 
４．実用化の見通しについて 
(1)成果の実用化可能性 
・ 整備した知的基盤についての利用は実際にあるか、その見通しが得られて

いるか。 
・ 公共財として知的基盤を供給、維持するための体制は整備されているか、

その見込みはあるか。 
・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備

に向けた見通しが得られているか。 
・ ＪＩＳ化、標準整備に向けた見通しが得られているか。注）国内標準に限る 
・ 一般向け広報は積極的になされているか。 

 
(2)波及効果 
・ 成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できるも

のか。 
・ プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進する

などの波及効果を生じているか。 
 



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

参考資料２ 評価に係る被評価者意見 
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研究評価委員会（分科会）は、評価結果を確定するにあたり、あらかじめ当

該実施者に対して評価結果を示し、その内容が、事実関係から正確性を欠くな

どの意見がある場合に、補足説明、反論などの意見を求めた。研究評価委員会

（分科会）では、意見があったものに対し、必要に応じて評価結果を修正の上、

最終的な評価結果を確定した。 
評価結果に対する被評価者意見は全て反映された。 

 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

参考資料３ 分科会議事録 

 



 
 

研究評価委員会 
「次世代自動車用高性能蓄電システム技術開発」（事後評価）分科会 

議事録 
 
日 時：平成２４年１０月４日（木） １０：３０～１８：００ 
場 所：大手町サンスカイルームA 会議室（朝日生命大手町ビル 27 階） 

 
出席者（敬称略、順不同） 

＜分科会委員＞ 

分科会長 佐藤 峰夫 新潟大学 自然科学系  教授 
分科会長代理 西 美緒 ソニー株式会社  社友 
評価委員 荒川 正泰 ＮＴＴファシリティーズ総合研究所 バッテリー技術部 部長 
評価委員 小山 昇 エンネット株式会社  代表取締役社長 
評価委員 木下 肇 株式会社KRI エネルギー変換研究部  部長 
評価委員 豊田 昌宏 大分大学 工学部 応用化学科 教授 
評価委員 直井 勝彦 東京農工大学大学院 工学研究院 応用化学部門 教授 
評価委員 三木 一郎 明治大学 理工学部電気電子生命学科  常勤理事・教授 

 
＜推進者＞ 
山本 雅亮 スマートコミュニティ部 部長 
細井 敬 スマートコミュニティ部 蓄電技術開発室 室長 
松村 光家 スマートコミュニティ部 蓄電技術開発室 主査 
今野 義治 スマートコミュニティ部 蓄電技術開発室 主査 
木村 英和 スマートコミュニティ部 蓄電技術開発室 主査 
長瀬 博幸 スマートコミュニティ部 蓄電技術開発室 主査 
釘野 智史 スマートコミュニティ部 蓄電技術開発室 主査 
佐藤 丈 スマートコミュニティ部 蓄電技術開発室 職員 
田中 博英 スマートコミュニティ部 蓄電技術開発室 職員 
 

＜オブザーバー＞ 
今村 真教 経済産業省 資源エネルギー庁 新エネルギー対策課 課長補佐 
安井 理裕 経済産業省 資源エネルギー庁 新エネルギー対策課 係長 
三浦 健司 経済産業省 自動車課 課長補佐 
小川 純一 経済産業省 自動車課 係長 

 
＜実施者＞ 
奥山 良一 GS ユアサ 研究開発センター  副センター長 
稲益 徳雄 GS ユアサ 研究開発センター第二開発部  課長 
鋤納 功治 GS ユアサ 研究開発センター第四開発部  
板橋 武之 日立製作所 材料研究センタ 電池研究部  部長 
山本 恒典 日立製作所 材料研究センタ 電池研究部  主任研究員 
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上田 篤司 日立ビークルエナジー 設計開発本部電池開発部  担当部長 
小島 亮 日立ビークルエナジー 設計開発本部電池開発部  技師 
西原 昭二 日立ビークルエナジー 設計開発本部電池開発部  部長 
名倉 健祐 パナソニック Ｒ＆Ｄ本部 デバイスソリューションセンター 参事 
渡邊 庄一郎 パナソニック エナジー社 イオン電池ビジネスユニット  セル技術統括 
畑中 剛 パナソニック エナジー社 技術本部  主事 
川井 友博 三菱化学 経営戦略部門 ＲＤ戦略室  主席研究員 
鍵本 順子 三菱化学 経営戦略部門 ＲＤ戦略室  研究員 
早川 誠一郎 日本合成化学工業 中央研究所先端技術センター  部長 
青木 康浩 日本合成化学工業 中央研究所スペシャリティクリエイティブセンター 主任 
今泉 純一 田中化学研究所 技術開発部  主席技師 
秋本 順二 産業技術総合研究所 先進製造プロセス研究部門   研究グループ長 
田渕 光春 産業技術総合研究所 ユビキタスエネルギー研究部門  主任研究員 
松本 一 産業技術総合研究所 ユビキタスエネルギー研究部門  主任研究員 
栄部 比夏里 産業技術総合研究所 ユビキタスエネルギー研究部門  主任研究員 
都築 誠二 産業技術総合研究所 ナノシステム研究部門  主任研究員 
秦野 正治 日産自動車 総合研究所 先端材料研究所  主管研究員 
千葉 啓貴 日産自動車 総合研究所 先端材料研究所  主任研究員 
菊田 学 第一工業製薬 電子材料研究所  所長 
河野 通之 エレクセル  代表取締役社長 
石川 正司 関西大学 化学生命工学部 化学・物質工学科  教授 
弦巻 茂 三菱重工業 技術統括本部 長崎研究所  主席研究員 
平村 泰章 三菱重工業 原動機事業本部 リチウム二次電池室  主席技師 
岡田 重人 九州大学 先導物質化学研究所  准教授 
福田 寛久 九州電力 技術本部 総合研究所  副主幹研究員 
貞村 英昭 戸田工業 戸田Energy Materials Company  R&D 部門長 
山時 照章 戸田工業戸田Energy Materials Company  主任 
大西 徳生 徳島大学 大学院ソシオテクノサイエンス研究部  教授 
大穀 晃裕 三菱電機 先端技術総合研究所電機システム技術部  グループマネージャー 
光田 憲朗 三菱電機 先端技術総合研究所蓄電デバイスプロジェクトグループ 主管技師長 
真田 雅之 大阪府立大学 大学院工学研究科  准教授 
山際 昭雄 ダイキン工業 滋賀製作所環境技術研究所  主任研究員 
小坂 卓 名古屋工業大学 工学研究科情報工学専攻  准教授 
森本 雅之 東海大学 工学部電気電子工学科  教授 
星 伸一 東京理科大学 理工学部電気電子情報工学科  准教授 
千葉 明 東京工業大学 大学院理工学研究科電気電子工学専攻  教授 
小笠原 悟司 北海道大学 大学院情報科学研究科  教授 
竹本 真紹 北海道大学 大学院情報科学研究科  准教授 
渡邉 正義 横浜国立大学 大学院工学研究院 機能の創世部門  教授 
高田 和典 物質・材料研究機構 環境・エネルギー材料部門電池材料ユニット ユニット長 
今西 誠之 三重大学 大学院工学研究科  教授 
安部 武志 京都大学 工学研究科物質エネルギー化学専攻  教授 
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藤原 直子 産業技術総合研究所 ユビキタスエネルギー研究部門  主任研究員 
周 豪慎 産業技術総合研究所 エネルギー技術研究部門  上席研究員 
坂口 裕樹 鳥取大学 大学院工学研究科  教授 
薄井 洋行 鳥取大学 大学院工学研究科  助教 
京谷 隆 東北大学 多元物質科学研究所  教授 
棟方 裕一 首都大学東京 大学院都市環境科学研究科  助教 
菅野 了次 東京工業大学 総合理工学研究科  教授 
水畑 穣 神戸大学 大学院工学研究科応用化学専攻  教授 
宇井 幸一 岩手大学 大学院工学研究科  准教授 
森分 博紀 ファインセラミックスセンター ナノシミュレーション部  主任研究員 
藤波 達雄 静岡大学 工学部物質工学科  名誉教授 
石原 達己 九州大学 大学院工学研究院応用化学部門  教授 
美浦 隆 慶應義塾大学 理工学部応用化学科  教授 
藪内 直明 東京理科大学 総合研究機構  講師 
栗原 英紀 埼玉県産業技術総合センター 戦略プロジェクト推進担当  主任 
木嶋 倫人 産業技術総合研究所 先進製造プロセス研究部門  主任研究員 
園山 範之 名古屋工業大学 大学院工学研究科  准教授 
西村 健 古河電気工業 横浜研究所次世代電池研究開発センター  主査 
樋上 俊哉 古河電気工業 横浜研究所次世代電池研究開発センター  センター長 
谷 俊夫 古河電気工業 横浜研究所次世代電池研究開発センター  主査 
西久保 英郎 古河電気工業 横浜研究所次世代電池研究開発センター  研究員 
阿部 英俊 古河電池 技術開発本部  部長 
久保田 昌明 古河電池 技術開発本部  研究員 
宮本 明 東北大学 未来科学技術共同研究センター  教授 
伊藤 隆 東北大学 学術科学国際高等研究センター  准教授 
常盤 和靖 東京理科大学 基礎工学部電子応用工学課  准教授 
間宮 幹人 産業技術総合研究所 先進製造プロセス研究部門  研究員 
山田 裕貴 東京大学 大学院工学研究科化学システム専攻  助教 
高 明天 ダイキン工業 化学研究開発センター電池材料G  グループリーダー 
寺田 信之 電力中央研究所 材料科学研究所  上席研究員 
三田 裕一 電力中央研究所 材料科学研究所  上席研究員 
河村 純一 東北大学 多元物質科学研究所  所長 
桑田 直明 東北大学 多元物質科学研究所  助教 
小林 弘典 産業技術総合研究所 ユビキタスエネルギー研究部門  研究グループ長 
鹿野 昌弘 産業技術総合研究所 ユビキタスエネルギー研究部門  主任研究員 
辰巳 国昭 産業技術総合研究所 ユビキタスエネルギー研究部門  主幹研究員 
木戸 彰彦 日本自動車研究所 FC・EV 研究部  主席研究員 
森田 賢治 日本自動車研究所FC・EV 研究部  主任研究員 
三石 洋之 日本自動車研究所FC・EV 研究部  主任研究員 

 
＜企画調整＞ 
中谷 充良  NEDO 総務企画部 課長代理 
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＜事務局＞ 
竹下 満 NEDO 評価部 部長 
三上 強 NEDO 評価部 主幹 
土橋  誠 NEDO 評価部 主査 
上田  尚郎 NEDO 評価部 主査 
中村  茉央 NEDO 評価部 職員 
 
＜一般傍聴者＞ １３名  
 
 

議事次第 

（公開セッション） 

１． 開会、分科会の設置、資料の確認  

２． 分科会の公開について  

３． 評価の実施方法と評価報告書の構成について  

４． プロジェクトの概要説明  

4-1 事業の位置付け・必要性、研究開発マネジメントについて 

4-2 研究開発の成果、実用化・事業化の見通しについて（セル/モジュール開発） 

4-3 研究開発の成果、実用化・事業化の見通しについて（共通基盤技術） 

4-4 質疑 

 

非公開資料の取扱いの説明 

（非公開セッション） 

５． プロジェクトの詳細説明 （要素技術） 

5-1 電池開発 
研究開発内容、成果、実用化の見通し 

・ＧＳユアサ 
・日立製作所／日立ビークルエナジー 
・パナソニック 

5-2 電池構成材料   
研究開発内容、成果、実用化の見通し            

5-3 周辺機器    
研究開発内容と成果                 

６． プロジェクト詳細説明（次世代技術開発） 

研究開発内容と成果                 

７． プロジェクト詳細説明（基盤技術開発） 

研究開発内容と成果                 

８．全体を通しての質疑    
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（公開セッション） 

９． まとめ・講評      

１０．今後の予定、その他  

１１．閉会      

 
議事録 
（公開セッション） 
 
１．開会、分科会の設置について、資料の確認 

・開会宣言（事務局） 

・事務局土橋主査より、分科会の設置について資料1-1及び1-2に基づき説明があった。 

・佐藤分科会長挨拶 

・出席者（委員、推進者、実施者、事務局）の紹介（事務局、推進者） 

・配布資料の確認（事務局） 

 

２．分科会の公開について 
事務局より資料2-1に基づき説明し、今回の議題のうち議題5、6、7「プロジェクトの詳細説明」を非

公開とすることが了承された。 

 

３. 評価の実施方法と評価報告書の構成について 
評価の手順を事務局より資料3-1～3-5、資料4に基づき説明し、了承された。 

 

４．プロジェクトの概要説明 
推進者（NEDO スマートコミュニティ部 蓄電技術開発室 細井室長）より資料6に基づき説明が行われ

た。 

(1) 事業の位置付け・必要性  

(2) 研究開発マネジメント 

(3) 研究開発成果 

(4) 実用化、事業化の見通し 

 
説明に対し以下の質疑応答が行われた。 

 
（佐藤分科会長） ありがとうございました。ただいまのご説明に対して、ご意見、ご質問等がございまし

たらお願いいたします。技術の詳細につきましては、後ほど議題 5 以降で議論いたしますので、ここ

では主に事業の位置付け、必要性、マネジメントについてのご意見をお願いいたします。それではよ

ろしくお願いいたします。 
（木下委員） このプロジェクトは目標が非常に重要になってくると思いますが、この目標設定で電池メー

カーの設定は分かりやすいのですが、例えば材料では小型電池で重量エネルギー密度が 200Wh/kg 以

上という設定がありますが、これは実際に材料メーカーがきちっとこの目標の意味を理解できるよう
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な目標であったのかどうか。私が聞いたところでは、やはり電池に換算するのは非常に難しい、電池

メーカーはきちっとやられていますが、目標設定で電池メーカーのアシストがあったのかどうかとか、

的確に目標をとらえて実施されたのをお聞きしたいと思います。 
（NEDO・細井室長） いまの資料で 20/53 ページのところかと思います。まず自動車は重量エネルギー密

度として 100、それに対して我々としては材料なので、電池化の過程で、ある意味でそこのマージン

を見て 2 倍という数字でやっております。そういう意味で、先生のご質問はそれが材料メーカーが納

得する数字なのかということでしょうか。 
（木下委員） そうではないです。納得するというのは目標で見るものですが、これを実現するために個々

の材料がどれだけの性能を出したらいいかというのが具体化出来ていたかどうかということです。例

えば材料で密度がこれくらいで、容量がこのぐらいで、電圧がこのぐらいであればいけますよという、

非常に具体的な目標に落とし込んで実際にやったかということです。 
（NEDO・細井室長） 自動車に適用する過程ではセル、さらに電池化するという形ですので、どんどんそ

のエネルギー密度は実態に近付いていけばいくほど低くなっているのですが、まず材料として個別の

密度はこの 200Wh/kg という数字で、これはある意味妥当な数字と私どもは認識しておりますし、こ

れに取り組んでいただいた材料メーカーであるとか、企業もまずはこの数字でやるということで、実

施者と我々の目標設定に何か齟齬があるようなものではないと認識しております。 
（NEDO・田中職員） いまの回答に補足させていただきます。後ほど午後の電池構成材料のところでご報

告いたしますが、200Wh/kg もしくは 2500W/kg といった目標に対しまして、各種材料のテーマでは、

各種材料の電気化学特性に落とし込んだ目標値を個別に NEDO と協議して定めて実施しております

ので、いま先生がおっしゃったような個別の目標値はしっかり定めて実施しております。 
（西分科会長代理） いまの木下さんとも関連する質問です。あまりにも重量エネルギー密度ばかり強調し

て、体積エネルギー密度は少し弱いのではないかと思います。電池というのは最初にサイズありきで

すから、重量当たりも大事ですが、体積当たりが非常に重要だと思います。例えば具体的な数値とし

て 100Wh/kg に対して 120Wh/L とありますが、現行の電池ですと、数値だけ見ると、キログラム当

たり 220Wh ぐらいで体積エネルギーですともう 600 を超えていますから、数値の比較だと 3 倍ぐら

いになっているわけです。それがたかだか 2 割増しぐらいで収まっているということは、非常に体積

の大きい電池が出来てしまって、実際に車に積もうとしても無理ではないかと思いますが、どうお考

えでしょうか。 
（NEDO・細井室長） 目標設定のところでの体積エネルギー密度、そこのところでまだ大きいのではない

かというご指摘かと思います。そういう意味で、この時点での目標値というのは確かにまだ体積的に

は電気自動車用としては大きいという認識はございます。 
（NEDO・木村主査） 補足させていただきますと、このプロジェクトの立ち上げ当初は、いまご指摘いた

だきましたように、体積エネルギー密度の重要性が質量エネルギー密度に対して認識が甘かったとい

う部分が確かにあるのかもしれません。それから昨今の材料の高エネルギー密度化というところが、

このプロジェクトの立ち上げ当初よりもより一層進んでいますので、そういった意味で質量エネルギ

ー密度と体積エネルギー密度の差が最近より顕著になっているのではないかということは考えており

ます。いまご指摘いただきました点も含めまして、このプロジェクト以降の目標設定というところで

検討させていただきたいと思います。 
（荒川委員） いまと同じような観点なのですが、電池構成材料でコストを 3 万円/kWh というような目標を

立てていらっしゃいます。電池構成材には、例えば正極、負極、セパレーター等いろいろな構成材料

がありますし、それの個別の要素技術を開発されていますが、例えば正極材料であればどのぐらいの

コストでなければいけないのかとか、どうそこに落とし込んでこの目標を立てておられるのか、そこ
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をお聞かせいただきたい。 
（NEDO・細井室長） そういう意味ではご指摘の点はごもっともで、正極材料だったら何万円でなければ

いけないという個々の目標設定は、その個々のテーマをやっていただく実施者の中で数値目標の設定

をしていただいて、NEDO としてざっくりこのテーマ全体としては電池化以外の、いわゆるセルの材

料の部分を３万円という括りの目標値を設定したということです。 
（荒川委員） 電池化のコストというのはあくまでも電池材料のコストであって、電池化のコストは入って

いないのですね。 
（NEDO・細井室長） 20/53 ページにある上のところでは、電池開発の目標設定は 100 万パック作ったと

きに 4 万円という数字で、下はいわゆる材料の部分という意味で 3 万円です。そこの差の 1 万円が電

池化も含めたコストとして大きく割り振っています。そしてご指摘の点のように、正極材料または、

電解液であれば、それはそれで個別の材料としての目標値等の設定は実施者との方々の中で擦り合わ

せをしています。 
（三木委員） 話がそれてしまいますが、研究開発マネジメントのことでお伺いしたいと思います。開発ご

とに技術委員会を立ち上げて、それぞれの企業、大学が入ってそこでやっているわけですが、ここに

書いてあるように「委託先間の競争」というものが当然出てくると思います。このプロジェクトはい

わゆる産学官でやっていくということで、全体としての技術の向上は必要だと思います。特に電池も

そうだと思います。そのときに競争は当然出てきますが、そして各企業間のいろいろな情報の共有と

か、ここには「連携強化の役割も果たした」と書いてありますが、実際上、その連携強化という内容

あるいは情報共有ですが、それはどういう意味合いなのでしょうか。いろいろ研究をやって成果が出

ているわけですから、企業は特許などに向かっていくと思いますが、ここでおっしゃている連携強化

も果たしたというのはどういうことを言っているのか教えていただきたいと思います。 
（NEDO・細井室長） この資料ですと 26/53 ページのご指摘かと思います。その 1 つ前の 25/53 ページ目

の中で、１つ情報共有を我々がしたといったところはまん中のところにある「基盤技術の開発委員会」

です。ここでいま世の中としてどういう国際標準化であったり、どういったものが進められていたり、

ここの基盤技術の中でやっている寿命予測手法であったり、そういった基盤的な技術については、ほ

かの要素技術開発や次世代技術開発をやっている実施者の方々も皆さんに参加していただいて情報を

共有したというところもあります。「要素技術開発委員会」につきましては、個々で、まさしく企業さ

んが取り組んでいるところでございますので、ここの部分というのは競争的にやっているわけですが、

ある程度技術委員会には皆さん同じテーブルについていただいて、ある意味情報共有はやっていただ

いておりました。 
（NEDO・木村主査） もう１つ加えさえていただきます。いまの基盤技術開発の委員会の成果は、特に電

池開発の各メーカーの電池を、基盤技術開発を担当いただいた電中研、産総研などに提供いただきま

して、同じ評価手法、同じ基準で特性と安全性の評価をいただきました。電池メーカーさんでも独自

に評価されるわけですが、その評価される手法に基盤技術開発で開発された成果を採り入れていただ

くという、そういったところで特に今回の事業の中では強く連携して実施していただいた点です。 
（小山委員） また話が変わりますが、１つは 22 ページのスケジュールですが、途中で学会等での情報交換

や委員会で情報交換というのは分かりますが、その中で世の中に広く知れ渡ることによって、例えば

新規にこういうアイデアをお持ちだとか、そういうものを受け入れるような体制というのはとられて

いたのでしょうか。もしとられていないとしたら、とられていない理由はあるのでしょうか。それが 1
点と、もう１点は先ほど出たコストパフォーマンスの件で、現在から考えますと、特に自動車用を考

えますと、実際に搭載されている材料はかなり絞られていると思います。その絞られている大きな理

由として、私個人としてはプロセス的なもの、要するに日本と同じものを性能は多少劣るかもしれな
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いけれど、同じような材料でコストパフォーマンスによって脅かされている現状があると思います。

そこのところの考え方は、このプロジェクトでは入れているのでしょうか、入れていないのでしょう

か。 
（NEDO・細井室長） 1 点目のご質問、22 ページ目でございますか、そちらのところで説明させていただ

きますと、それぞれの要素技術開発と次世代といくつかテーマがありまして、そこの「公募」と緑の

矢印が示しているかと思いますが、例えば次世代技術開発につきましては 3 回公募を行っておりまし

て、最初の年のテーマだけではなく、新しい知見なども我々がこういう形でやっていく過程で新しい

アイデア等も採り入れていったということです。要素技術開発も2回に分けて公募をやっております。

よろしいでしょうか。 
（小山委員） 実績として、新たにそこで採択されたものというのはあるのでしょうか。新しいグループを

そこに入れるとか、アイデアを入れるということはなされたのですか、ということをお訊きしていま

す。公募はすべて新規テーマという意味合いだと思いますので、そこの時点で、すべて別の観点から

ということで新しいテーマを入れたという意味だったのでしょうか。 
（NEDO・細井室長） そのようにご理解いただいて結構かと思います。2 つ目のご質問は難しい質問です

が、いまのご質問は、いま日本がかなり民生用で追い上げを韓国勢から受けているといったところに

おいて、何か技術だけではなく別な視点での配慮もこのプロジェクトの中でなされているというご質

問でしょうか。 
（小山委員） 特に周辺技術としてプロセスといいいますか、いかにして作って、例えば時間を短縮して作

る、例えば自動車用のパッケージのバッテリーですと現実には中身は非常に絞られています。もちろ

んプロジェクトではいろいろある中で、現在可能なものということで絞られてきていると思いますが、

ただ海外勢を見たときに、特に自動車用を見たときに実用化に非常に近いものを、ただし迅速に作っ

ている、しかも安く作っている。そういう因子がユーザー側が何を買うかいうことに影響すると思い

ます。そういう視点が入っているかどうかということです。 
（NEDO・細井室長） ご質問の主旨はよく分かります。そこのところについては、どちらかといえば我々

はまず技術的なところで 1 つ先行した形で性能そのものなりを上げていきます。先生のご指摘のよう

に、そのものづくりをもっと短期間でやるとか、部品点数とか、そういう意味での経済効果をこのプ

ロジェクトの中で追求したのかといったところでいうと、そこまではなかなか採り入れられてはいな

かったのではないのかなと思います。 
（NEDO・松村主査） ちょっとピントがずれるかもしれませんが、35/53 ページで構成材料の開発の表が

ありますが、このフェーズでは安価な材料の開発という視点は盛り込んで進めてきております。具体

的には正極であればいちばん上の産総研、田中化学等は、例えばニッケル、コバルトを使わないよう

な正極材料の開発ですとか、九大さんは技術的には非常に難しいのですが、鉄としての正極材料を提

案、開発されております。製造手法も含めて開発していただいております。一方で、これは今年度か

ら後継プロジェクトを助成事業として立ち上げておりますが、そこでは安価なプロセス技術も含めて

発展させていくという視点で進めております。 
（直井委員） そもそもこのプロジェクトの主旨というのは、電気自動車の今後の市場をどのように読んで

いるのかということがますます重要かと思います。平成 19 年度に始められて、この 5 年間で例えば

EV あるいは PHEV、またハイブリッドに関してもある程度需要があると思いますが、そういったも

のに関してますます望まれている、ますます EV を積極的に開発しなければいけないというような方

向性にあるのかどうかということです。もちろん EV を達成するためには 500 とか 700Wh/kg、ある

いはコスト的にもかなり抑えなければいけない。PHEV に関しても同様です。そういったような高価

で不安定な電池というものを積み込んで、実際その EV、PHEV が今後伸びていくのかどうかという
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こと、それから近年はガソリン車をいかに効率よく使うかという方向性もあると思いますが、そうい

ったことを踏まえて、このプロジェクトはもう終わっているわけですが、今後いったいどのようにこ

れらのものの需要を考えておられるのかをお話しいただきたいと思います。 
（NEDO・細井室長） 難しいご質問です。我々としては先ほど私のプレゼンの中で説明いたしましたよう

に、国も企業も含めて、今後は車両の電動化を進めていくであろうと考えています。いま先生がおっ

しゃられたように、EV は日産自動車と三菱自動車が量産販売、商品化しております。最近ではホンダ

も今年の 8 月にフィットの限定販売も 200 台ですが始まっていますし、トヨタも近々出されるという

話も受けていて、そういう意味で車両の電動化というものは社会の情勢といいますか、産業の流れと

してそれは当然であろうということです。さらに EV は走るときにゼロエミッションで環境に優しい

ということから考えても、今後伸びていくだろうと思います。また最近では V2H と V2G というよう

に電気自動車にいっぺん電気を貯めて、それを家庭でも使うといったように新しい利用形態なども生

まれてきているという観点において、私どもとしては EV、PHEV といったものは今後ますます普及

していくだろうと理解しています。 
（直井委員） 確かにいろいろなところが出されているのは分かるのですが、１つの高い技術のデモンスト

レーションとしては非常に有効に働いていると思いますが、本当に消費者がそれらのものを望んでい

るかどうかという観点で考えたらどうでしょうかという質問です。 
（NEDO・細井室長） そういう意味からしますと、これはあくまでも私の個人的な理解ではありますが、

現状では航続距離が 100km、もしくは冬場ではもっと短くなるという問題があり、やはりガソリン自

動車に較べると使い勝手というところでどれぐらい消費者的に本当にそれを買うかという問題があり

ます。そういう意味で電池の性能を上げて、よりユーザー視点での利便性を上げていくというのが必

要ではないかと思います。コストに関しましても、まだ電気自動車１台が 400 万とかで割高感もある

かと思います。そこの部分に占める電池コストというのはかなりの部分があるという認識で、コスト

も下げる必要があると私どもとしては考えております。また急速充電等、実際にご利用いただく上で

のインフラも今後普及をしていかなければなかなか伸びていかないというところは認識しております。 
（豊田委員） 2 つあります。1 つは先ほどの直井先生と似ています。まず 1 点目にお伺いしたいのは、それ

ぞれ目標はコストであるとか、エネルギー密度であるとか目標を立てられておりますが、確認になり

ますが、例えばエネルギー密度を 2 倍にします、あるいはコストを何分の 1 にしますよといったとき

に、それぞれの目標値は関連しているのでしょうか。例えばこの材料を使えば密度は 2 倍になります

が、コスト的には4分の1になるのですかというところはきちんとリンクはされているのでしょうか。 
（NEDO・細井室長） はい、そこはリンクしていると認識しております。 
（豊田委員） そうですか。密度は上がったけれども少し高くなるというようなことはないということで理

解してよろしいでしょうか。 
（NEDO・細井室長） そうです。コストと性能を両立させていただくということです。 
（豊田委員） はい、ありがとうございます。もう 1 点、先ほどのことなのですが、消費者のニーズ、ある

いは消費者のニーズだけではなく経済情勢であるとか、世界情勢によって目標値もいろいろ変わって

いかないといけないと思います。ステージゲートを設けて次のステップに移るということをやって、

その時には当面の目標はクリア出来たと、だからこの先に次のステップに移っていいというような形

でステージゲートを設けられていると思います。その時に例えば世界情勢であるとか、経済情勢に合

わせて次のステップに行く時に、目標をモディファイするというようなこともされているのでしょう

か。 
（NEDO・細井室長） あるテーマをステージゲートで審査し、ではあと 2 年やってくださいと言われたと

きに、状況に合わせて目標を変更し、何か追加の課題を付けたりということをやったかという質問と
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理解してよろしいでしょうか。 
（豊田委員） 最初の大きな目標は当然あると思いますし、それは当然クリアしなければいけない目標だと

思いますが、一方で経済状況であるとか、震災であるとかいろいろなことがあった場合、それについ

て「いや、この部分はここまでで変えてもいいのではないか」というような議論は何かあったのでし

ょうかという意味です。 
（NEDO・細井室長） そこのところは、いま申し上げましたように我々だけで判断しているわけではなく、

有識者の方に審査していただくという形で、そこの部分も産業界の方々に入っていただいて、こうい

うテーマであればもう少しこういうところをもう少し詰めたほうがいいよとの助言を受けています。

世の中全体の社会情勢までそれに反映されたかといいますと、そこまでは入っていなかったと思いま

すが、個々の研究テーマについては実際の研究進捗であり、出ている数字なり、性能なりが妥当かど

うかというところの視点は第三者も入れて、我々でもう一度 2 年やっていただく上でのテーマ、研究

内容であるといったところは反映してきたつもりです。 
（荒川委員） やはり知的財産というのが非常に大きな問題になると思います。NEDO はマネジメントとし

てどういうような特許戦略を立てていらっしゃったのか、それから特許の評価、例えば特許をどれが

重要特許で、どれが次の大事な特許なのかという評価をされる予定が今後あるのでしょうか。それか

ら事後評価になりますが、そういう重要と思われる知的財産で、特許を取らずに発表されてしまった

ものはないかとか、そういう戦略や評価、このようなことについてお聞かせ願いたいのですが。 
（NEDO・細井室長） まず１点目の特許の戦略ですが、１つここにつきましては、チームを組んだものも

ございますが、ある意味個々の企業さんとして戦略に基づいて特許をしっかりと出していただくとい

うことを我々としてマネジメントさせていただきました。それを戦略というかどうかは別として、基

本的には個々のテーマで企業さんがご自身の事業、ビジネスを発展させる上で必要なものを特許化し

ていただくと……。 
（荒川委員） そういう意味では私は企業さんのほうは全然心配していないです。 
（NEDO・木村主査） 補足させていただきます。大学が開発された技術で非常に有望な技術だと我々で判

断させていただいたものについては、外国出願を積極的にやっていただくようにお願いしたりしまし

たが、最終的な判断はそれぞれの大学さんにお任せすることになります。有望な技術については特許

化あるいは外国出願を積極的にお願いするということをとらせていただきました。 
（荒川委員） その評価はNEDO 内部でやられたということでしょうか。 
（NEDO・木村主査） はい、最終的には NEDO の内部になりますが、毎年１回あるいは２回定期的に開催

しております技術委員会等で、「いい技術ですね」という外部の方のご意見を参考にさせていただきな

がら決めさせていただいております。 
（木下委員） しつこいようですが、材料のベースの「キログラム」の母体だけはきちっと調べて教えてい

ただけないでしょうか。目標値です。これはものすごくあいまいな答えしか返ってきていませんが、

これを間違うと成果がわからなくなります。ですから電池はわかりますが、材料の「キログラム」と

いうのは何をもってキログラムのベースで計算すべきなのかというのだけは、いまでなくてもいいの

で調べて教えていただければと思います。 
（佐藤分科会長） いまできますか？ キログラムはどこの範囲まで含まれているかという問題です。いま、

お答えできますか。 
（NEDO・細井室長） 確認して、午後にお答えします。 
（佐藤分科会長） あとでちゃんと正式な表明ということでよろしくお願いいたします。どうも長い間あり

がとうございました。ほかにもご意見やご質問等はあろうかと思われますが、本プロジェクトの詳細

内容につきましてはこの後に詳しく説明していただきますので、その際に質問等をいただくことにな
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ります。 
事務局から非公開資料の取扱いについて説明があった。 
 

 
非公開セッションの前に午前中の質問に対する回答がなされた。 
（NEDO・細井室長） 目標設定のところを先ほどご質問いただきましてお答えできなかったのですが、そ

こは以降の目標値にすべて関わってくるところですので、木下委員の質問について回答したいと思い

ます。 
（佐藤分科会長） よろしくお願いいたします。 
（NEDO・細井室長） 資料 5-1 の事業原簿のギリシャ数字のⅡ-2、Ⅱ-3 ページに目標値が記載されていま

す。そのⅡ-3 ページ目に、例えば電池開発のところで「0.3kWh 級モジュールを作製して、以下の目

標を満足する」となっていて、その目標のところにカッコ書きで「性能目標は 3kWh 級パック電池の

換算値」と書いてあります。つまり、3kWh 級パック電池の重量としてのキログラムです。その下の

(b)の電池構成材料というところは基本的にこれも3kWh級パック電池にしたときの重量ということに

なっています。「下記エネルギー密度及び出力密度のパック値から単電池への換算」は、2006 年度経

済産業省の報告書に書かれた換算係数があり、それでキログラムを出していると理解していただけれ

ばと思います。すべてこれで統一を図った目標値とさせていただいております。以上でございます。 

 
【非公開セッション】（非公開のため省略）  

詳細説明に先立ち、非公開資料の取扱について評価部より説明かあった。 
５． プロジェクトの詳細説明 （要素技術） 

5-1 電池開発 
研究開発内容、成果、実用化の見通し 

・ＧＳユアサ 
・日立製作所／日立ビークルエナジー 
・ パナソニック 

5-2 電池構成材料   
研究開発内容、成果、実用化の見通し            

5-3 周辺機器    
研究開発内容と成果                 

６． プロジェクト詳細説明（次世代技術開発） 

研究開発内容と成果                 

７． プロジェクト詳細説明（基盤技術開発） 

研究開発内容と成果                 
８．全体を通しての質疑 

 

【公開セッション】 
９．まとめ・講評 

各評価委員から以下の講評があった。 
 
（佐藤分科会長） それでは、次に議題９まとめ・講評に入りたいと思います。それでは、各委員の皆さま
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から、講評を頂きたいと思います。それでは、向こう側の順番からいきたいと思います。 
（直井委員） 全体的な講評ということですが、これは大変多岐にわたっていてそれぞれの研究成果のボリ

ュームが素晴らしく多いので、とても 1 日で評価出来るような内容ではないというのが率直な感想で

す。それぞれの方々が大変一生懸命にやられて、この 5 年間で大きな成果をあげられていると思いま

す。ただ若干気になったのは、自動車用の高性能蓄電システムという目標がありながら、次世代のと

ころが課題解決型のアプローチになっていないことで、いろいろなテーマを皆さんがやられていてい

ますが、それが統合されてあるベクトルを持っていないなという感触があります。今後この 5 年間の

研究成果を総括されて、今後どのようにもっていくのかということが重要かと思います。是非、その

あたりのことをNEDO に一生懸命にやってほしいと思いました。 
（三木委員） ずっと聞かせていただいたのですが、成果のところで皆さんの達成レベルが非常に高く、特

に次世代技術開発においてさえも◎があったり、世界初とか、世界最高とかがいっぱいありまして、

もっと高い目標を掲げてもよかったのではないかという気もしないでもないです。いずれにしても、

これからこの成果を実用化していくという非常に大事なところがあります。それがかなわないと多額

の研究費用を使った意味がないわけですから、是非この成果をもって実用化できるような方策をたて

ていただきたい。私も、今後じっと見ていきたいと思っています。是非頑張っていただきたいと思っ

ています。 
（豊田委員） 今日 1 日非常に多くのデータを見せていただき、非常に面白く聞かせていただきました。あ

りがとうございます。何点か NEDO にお願いあります。非常に面白い結果も、興味あるデータも、

先ほど三木先生もおっしゃられていましたように世界初とかいろいろなデータが出ています。途中で

ほかの委員の先生も特許の話をされていましたが、その時に 30 年後のことだからその時には特許に

ならないかもしれないからというようなご回答があったかと思います。しかし、昨今の技術の進み具

合を見ていると非常に速くて、いまは 30 年後とか、20 年後とか、2030 年とか思っていても、いつ

どう大化けするかも分からないということがあると思います。そういうことも考えると特許というも

のは非常に大事で、企業はしっかりそういうところを押さえられていると思いますが、大学が特許を

取るというと、自分も大学ですが、そういった周辺特許も含めて押さえるということがなかなか難し

いというのが現状だと思います。そういった意味で、NEDO が研究費用という以外にも大学に関し

ては特許のフォローをしていただくと、こういった研究支援助成がもっと完璧なものになるのではな

いかと思いがありました。それから、せっかくいろいろなテーマが並行して走っていて、評価の部分

もあったり、次世代技術があったり、現状のリチウムイオン電池の開発があったりといろいろなこと

をやられていると思いますので、それぞれ例えば評価のところで成果があった部分はなるべく縦割り

ではなく横のつながりももっとうまくやって、いろいろなところでデータを使いながらやっていただ

けるともっといい成果も出てくるのではないかと思った次第です。 
（木下委員） 大きなプロジェクトで皆さん一生懸命やられていたことはよく分かりました。背景技術や出

口設定のあたりは全然問題はないのですが、ただ、やはり当初行ったどの研究開発を委託していくと

いうことになりますと、しつこく言って申し訳ないのですが、目標というのはやられる皆さんがいち

ばん分かりやすい形で提示する、要するに自分たちの解釈でするのではなくみんなが同じ目標に対し

て、おのおのの解釈が間違わずに目標設定をしていくというところが非常に重要で、電池というのは

材料からシステムまで全部一貫していないと同じものが作れません。そのときにやはり材料には材料

でやられている方の目標値があって、そこで密度の上がらない材料は最後にはデバイスにならないと

いうことを認識されながら、どこが出来て、どこが出来なかったかをクリアにしていくというのが成
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果だと思います。ですから全部◎が付いているのが不思議で、やはり出来なかったことは出来なかっ

たという形できちっとやって、それの解決に対して、アプローチに対してまた国がおカネを出すとか

出さないとか、それがリーゾナブルであれば続けていって加速したらいいと思いますし、断念すると

いうこともあると思いますが、やはりそのへんをきちっとやれば、多分この成果が２倍、３倍と世の

中に出て行くのかなという気がしました。 
（小山委員） 今日は１日、大変貴重なデータをありがとうございました。大変興味深いデータを発表して

いただいて感謝しております。私自身は主に NEDO の成果は電池討論会の NEDO セッションなど

に参加させていただいて興味深く聞かせていただいております。それとのオーバーラップで今日は大

変興味深く聞かせていただきました。ただ、5 年前にセットアップした組織体制についてですが、や

はり大学その他材料開発にとってはもちろん基礎研究は大切ですし、広がりが大変重要だと思います

し、それが基盤を築くということにはなると思いますが、ただもう 1 つはプロジェクト自身が自動車

というターゲットがあったかと思いますので、そういう点で後半部分では世界的ないろいろな流れ、

社会的状況の変化に合わせた新しいプロジェクトの設定みたいなもの、若干そのうちの5分の1とか、

4 分の 1 とかそういうことがあってもよかったのではないかという感じがします。5 年前は理解でき

るのですが、いまを考えた時に、先ほども別の方から出ましたが、少しベクトルを合わせたプロジェ

クトがもう 1 つぐらいあってもよかったのではないかということで、是非これまでの成果を実用化に

結び付けていただきたいと思います。そういう点では特に先ほどやはり興味深かったのは、一線で活

躍されている企業体から円高でとても、とてもという話が出ました。それでも我々自身は克服しなけ

れば生きていけないわけでありますから、特にそういうことで是非皆さん頑張っていただきたいと思

います。それが今日の私の感想です。 
（荒川委員） まず初めに、5 年間非常に大変な成果を出されたことに対して感謝の言葉を述べさせていただ

きたいと思います。先ほど皆さまが言われたように、5 年前の目標と現在を考えみると、結果論で言

うといろいろな問題はあるのでしょうけれども、5 年前の目標というのは確かにこういうところでし

ょうがなかったのかなと思います。ただ、諸外国の状況を見ると、こういう幅広くいろいろなところ

に水まきをして技術を立ち上げていくというのも大切ですが、少数のところに特化して資金提供をす

るとか、そうして産業として強いものにする、つまり全体としてかさ上げする部分と特化するという

部分が両方あってもいいのではないか、それが国際競争力を高めていく 1 つの手段となる可能性もあ

るのではないかという感想は持ちました。そこのあたりのバランスというのは非常に難しいところだ

とは思いますが、今後はそういうところをもっと考えていただければありがたいと思います。 
（西分科会長代理） どうも面白い話をいろいろお聞かせいただきましてありがとうございました。5、6 年

前まで現役で研究所を主宰していて同じようなことをいろいろやったことを思い出して、あれこれ言

う側は楽ですが、言われるほうは大変だというのを十分に存じ上げております。勝手なことを申し上

げたかもしれませんが、やはり目標は車用ということでしっかり定められていると思いますので、評

価方法といいますか、例えば容量を測るときの電流密度の話ですとか、カットオフをどうするかとか、

温度をどうするかとか、そういう条件を決めてデータをお示しいただくとほかのプロジェクトとの比

較も可能だと思います。しかし単に mAh/g でこれだけあったとかいうお話をされてもなかなかピン

と来ないところがありまして、そのへんがちょっと不満の残ったところです。それでも新しいいろい

ろな技術が日本の中で育っているなということが実感できまして、非常に心強く思った次第です。今

後とも大きな成果を期待しておりますので、よろしくお願いいたします。 
（佐藤分科会長） ありがとうございました。それでは最後に私になりますが、委員の皆さまからいろいろ
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な意見を言っていただきまして、私も同感でございます。私としましては別の角度からお願いといい

ますか、感想を述べさせていただきます。リチウムイオン電池の技術的な面や性能に関しては日本が

世界一だとハッキリ分かっていると思います。また、いろいろな性能評価に対してもその技術に関す

るものは世界水準だと思います。問題はこの技術を、自動車産業をベースとした日本全体の産業に育

てるということがいちばん重要だと思います。そのためには諸外国に勝るコストパフォーマンスが最

終的には必要になってくるのではないかと思います。国のプロジェクトに対してはコストパフォーマ

ンスというのが、なかなか NEDO が主導するという立場にはないのかもしれませんけれども、国際

的に勝つためにはやはりコストパフォーマンスは避けては通れない課題だと思っております。ですか

ら、今後は NEDO さんに対してはそのコストパフォーマンスに対する討議も積極的に関与できるよ

うなシステムあるいは方法を考えていただいて、特に韓国や中国、いままで見てきたように日本でい

ろいろ産業の芽が出ているのですが、ほとんど 2 国に追随を許しているという状況を 2 度と繰り返さ

ないように、是非ともこれをお願いしたいというのが私の最後のお願いでございます。本日はどうも

ありがとうございました。それでは、NEDO のほうから最後のご挨拶ということで、NEDO 推進本

部の山本部長からひと言お願い申し上げます。 
（NEDO・山本部長） 今日は長時間にわたりましてご審議いただきましてありがとうございます。ただい

まいろいろとご指摘をいただきました。私どもも過去を振り返りまして、ご指摘なるほどそのとおり

だと考えております。最後に佐藤先生から頂きましたコストの話も、我々NEDO のもともとの使命

である技術開発というところでどうしても新しいところに向きがちなのですが、ロードマップにも私

どもも書いてありますが、やはり国際競争力をつけていくというのはまさにご指摘のとおりで、常に

心に忘れずにやっていきたいと思っております。電池の技術は、先生がおっしゃいましたように技術

的には日本はまだ世界一なのでしょうけれども、後から東アジア勢、ヨーロッパではドイツを中心に

日本の技術、我々も日々の仕事でドイツからいろいろなアプローチがあったりして、世界の関心をひ

しひしと感じています。そういう中でなんとかこの技術を日本のリーディングインダストリー、幅広

い日本の産業のインフラに育てていけるように頑張っていきたいと思っております。常に私どもは技

術開発に限らず、標準化などへの幅を広くもって取り組んでいきたいと考えております。本日はどう

もありがとうございました。引き続きご支援をよろしくお願いいたします。 
 
１０．  今後の予定、その他 

 
１１．.  閉会 
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参考資料４ 

評価結果を受けた今後の取り組み方針について 



 

 

 

評価における主な今後の提言 今後の取り組み方針 

○いくら優れた技術でも、製品が売れないと産業としては成り立たない。材料

の価格のみならず製造プロセスを含めたコストパフォーマンスを如何に達成し

てくかが今後の最重要課題である。 
 
 
 
○リチウム電池に関するライバルは海外企業であり、事業に費やせる原資も

限られる現状を踏まえて、5 年という長期の事業については、外部情勢の変

化に対して、速やかなフィードバックが重要と考える。 
 
○本プロジェクトの技術開発項目ではないが、特にEV の充電方法に対して

SAE（Society of Automotive Engineers）はコンボ方式を採用することを決

定し、日本のチャデモ方式とは別方式になったことなど、既に外部情勢の変化

が生じている。リスクはあるが中間段階で事業内容や実施者の選択と集中、

目標値の変更を柔軟に行い、開発の効率化や実用化までのスケジュールの

短縮化を図ることが今後更に必要になるのではないか。 

○産業界の動向を踏まえたロードマップにおいてコスト目標を定めており、

現行プロジェクト「リチウムイオン電池応用・実用化先端技術開発事業」の開

発目標に反映している。また、開発内容には、廉価で高性能な材料の開発

に加えて、低コスト化を図る製造プロセスの開発も含めている。 
 
○外部情勢の変化に対応するため、ロードマップを定期的に見直し、現行プ

ロジェクトおよび今後のプロジェクトにおいて、必要に応じて、速やかなプロ

ジェクト目標値への反映を行うとともに、中間評価等の結果を踏まえて、事

業内容や実施体制の見直し・変更を行うこととしている。 

評価結果を受けた今後の取り組み方針について 
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本研究評価委員会報告は、独立行政法人新エネルギー・産業技術

総合開発機構（NEDO）評価部が委員会の事務局として編集して

います。 
 

平成２５年１月 
 
 NEDO 評価部 
 部長 竹下  満 
 主幹 三上  強 

 担当 上田 尚郎 

 

＊研究評価委員会に関する情報は NEDO のホームページに掲載していま

す。 

（http://www.nedo.go.jp/introducing/iinkai/kenkyuu_index.html） 
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